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議  事  日  程 第５号 

平成25年10月１日（火曜日） 

午前10時開議 

第１ 一般質問 

第２ 甲第１号議案、甲第２号議案、乙第１号議案から乙第15号議案まで及び認定第１号から認定第23号まで 

   （質疑） 

 

本日の会議に付した事件 

日程第１ 一般質問 

日程第２ 甲第１号議案、甲第２号議案、乙第１号議案から乙第15号議案まで及び認定第１号から認定第23号ま 

     で 

      甲第１号議案 平成25年度沖縄県一般会計補正予算（第１号） 

      甲第２号議案 平成25年度沖縄県病院事業会計補正予算（第１号） 

      乙第１号議案 沖縄県議会議員及び沖縄県知事の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の 

             一部を改正する条例 

      乙第２号議案 沖縄県海岸漂着物地域対策推進事業基金条例 

      乙第３号議案 沖縄県子ども・子育て会議設置条例 

      乙第４号議案 沖縄県障害のある人もない人も共に暮らしやすい社会づくり条例 

      乙第５号議案 沖縄県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例及 

             び沖縄県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定 

             める条例の一部を改正する条例 

      乙第６号議案 沖縄県国民健康保険調整交付金条例の一部を改正する条例 

      乙第７号議案 沖縄県文化芸術振興条例 

      乙第８号議案 工事請負契約についての議決内容の一部変更について 

      乙第９号議案 財産の取得について 

      乙第10号議案 財産の取得について 

      乙第11号議案 訴えの提起について 

      乙第12号議案 沖縄県離島医療組合規約の一部変更について 

      乙第13号議案 平成24年度沖縄県水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

      乙第14号議案 平成24年度沖縄県工業用水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

      乙第15号議案 沖縄県土地利用審査会委員の任命について 

      認 定 第 １ 号 平成24年度沖縄県一般会計決算の認定について 

      認 定 第 ２ 号 平成24年度沖縄県農業改良資金特別会計決算の認定について 

      認 定 第 ３ 号 平成24年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計決算の認定について 

      認 定 第 ４ 号 平成24年度沖縄県中小企業振興資金特別会計決算の認定について 

      認 定 第 ５ 号 平成24年度沖縄県下地島空港特別会計決算の認定について 

      認 定 第 ６ 号 平成24年度沖縄県母子寡婦福祉資金特別会計決算の認定について 

      認 定 第 ７ 号 平成24年度沖縄県下水道事業特別会計決算の認定について 

      認 定 第 ８ 号 平成24年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計決算の認定について 
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      認 定 第 ９ 号 平成24年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計決算の認定について 

      認定第 10号 平成24年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計決算の認定について 

      認定第 11号 平成24年度沖縄県林業改善資金特別会計決算の認定について 

      認定第 12号 平成24年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定に 

ついて 

      認定第 13号 平成24年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計決算の認定について 

      認定第 14号 平成24年度沖縄県国際物流拠点産業集積地域那覇地区特別会計決算の認定について 

      認定第 15号 平成24年度沖縄県産業振興基金特別会計決算の認定について 

      認定第 16号 平成24年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計決算の認定について 

      認定第 17号 平成24年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計決算の認定について 

      認定第 18号 平成24年度沖縄県駐車場事業特別会計決算の認定について 

      認定第 19号 平成24年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定に 

ついて 

      認定第 20号 平成24年度沖縄県公債管理特別会計決算の認定について 

      認定第 21号 平成24年度沖縄県病院事業会計決算の認定について 

      認定第 22号 平成24年度沖縄県水道事業会計決算の認定について 

      認定第 23号 平成24年度沖縄県工業用水道事業会計決算の認定について 

 

出 席 議 員（45名）

議 長  喜 納 昌 春 君 

副議長  浦 崎 唯 昭 君 

１ 番  上 原   章 君 

２ 番  砂 川 利 勝 君 

３ 番  具志堅   透 君 

４ 番  又 吉 清 義 君 

５ 番  末 松 文 信 君 

６ 番  儀 間 光 秀 君 

７ 番  新 田 宜 明 君 

８ 番  仲 村 未 央 さん 

９ 番  玉 城   満 君 

10 番  西 銘 純 恵 さん 

11 番  比 嘉 京 子 さん 

12 番   田 勝 廣 君 

13 番  島 袋   大 君 

14 番  中 川 京 貴 君 

15 番  桑 江 朝千夫 君 

16 番  座喜味 一 幸 君 

17 番  呉 屋   宏 君 

18 番  仲宗根   悟 君 

19 番  崎 山 嗣 幸 君 

20 番  山 内 末 子 さん 

21 番  瑞慶覧   功 君 

22 番  渡久地   修 君 

23 番  大 城 一 馬 君 

24 番  嶺 井   光 君 

25 番  前 島 明 男 君 

26 番  照 屋 守 之 君 

28 番  仲 田 弘 毅 君 

29 番  新 垣 安 弘 君 

30 番  當 間 盛 夫 君 

31 番  照 屋 大 河 君 

32 番  狩 俣 信 子 さん 

33 番  赤 嶺   昇 君 

34 番  新 垣 清 涼 君 

37 番  金 城   勉 君 

38 番  糸 洲 朝 則 君 

39 番  翁 長 政 俊 君 

41 番  新 垣 哲 司 君 

42 番  具 志 孝 助 君 

43 番  新 里 米 吉 君 

44 番  髙 嶺 善 伸 君 

45 番  奥 平 一 夫 君 

46 番  玉 城 義 和 君 

47 番  玉 城 ノブ子 さん 

欠 席 議 員（２名） 

      27 番  新 垣 良 俊 君            48 番  嘉 陽 宗 儀 君 
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欠     員（１名） 

 

説明のため出席した者の職、氏名

知 事  仲井眞 弘 多 君 

副 知 事  高 良 倉 吉 君 

副 知 事  川 上 好 久 君 

知 事 公 室 長  又 吉   進 君 

総 務 部 長  小橋川 健 二 君 

企 画 部 長  謝 花 喜一郎 君 

環境生活部長  當 間 秀 史 君 

福祉保健部長  崎 山 八 郎 君 

農林水産部長  山 城   毅 君 

商工労働部長  小 嶺   淳 君 

文 化 観 光 

スポーツ部長 
湧 川 盛 順 君 

土木建築部長  當 銘 健一郎 君 

企 業 局 長  平 良 敏 昭 君 

病院事業局長  伊 江 朝 次 君 

会 計 管 理 者  岩 井 健 一 君 

知事公室秘書 

広報交流統括官 
久 貝 富 一 君 

総 務 部 

財 政 統 括 官 
田 端 一 雄 君 

教育委員会委員  富 川 盛 武 君 

教 育 長  諸見里   明 君 

公安委員会委員  與 儀 弘 子 さん 

警 察 本 部 長  笠 原 俊 彦 君 

労 働 委 員 会 

事 務 局 長 
真栄城 香代子 さん 

人 事 委 員 会 

事 務 局 長 
平 良 宗 秀 君 

代表監査委員  知 念 建 次 君 

 

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名 

事 務 局 長  嘉 陽 安 昭 君 

次   長  知 念 正 治 君 

議 事 課 長  平 田 善 則 君 

副 参 事 兼 
勝 連 盛 博 君 

課 長 補 佐 
 

主     幹  佐久田   隆 君 

主     査  嘉 陽   孝 君 

 

 

 

○議長（喜納昌春君） これより本日の会議を開きま

す。 

 日程に入ります前に報告いたします。 

 説明員として出席を求めた教育委員会委員長新垣和

歌子さんは、別用務のため本日から３日までの会議に

出席できない旨の届け出がありましたので、その代理

として本日の会議に教育委員会委員富川盛武君、２日

の会議に同委員会委員泉川良範君、３日の会議に同委

員会委員長職務代理者宮城奈々さんの出席を求めまし

た。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第１及び日程第２を一括

し、これより直ちに一般質問を行い、甲第１号議案、

甲第２号議案、乙第１号議案から乙第15号議案まで

及び認定第１号から認定第23号までを議題とし、質疑

に入ります。 

 質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。 

 瑞慶覧 功君。 

〔瑞慶覧 功君登壇〕 

○瑞慶覧 功君 ハイサイ グスーヨー チューウガ

ナビラ。 

 ワンネー ウチナーシバイヌ「丘の一本松」シ 

ナーウッチャビタル 北谷カラユシリティチャービタ

ル 瑞慶覧功ンディイチョーイビーン。ミーシッ

チョーティウタビミソーリ。ユタシクウニゲーサビ

ラ。 

 皆さんは、ウチナー芝居の「丘の一本松」は御存じ

かと思います。大宜見小太郎さん扮するガンクースー

と八木政男さん扮する息子良助が主人公の現代人情劇

といいますか、その中で話されている北谷言葉、残念

ながら今ほとんど聞かれません。私は、これは芝居を

おもしろくするためにオーバーに演出したんじゃない

かと思っておりました。ところが、35年前にブラジル

のカンポグランデを訪れる機会がありまして、そして

県人会を訪ねました。そこで、県人会の青年会長が北

谷の２世の方で、この話す口調が紛れもなくあのガン

クースーの北谷言葉でした。びっくりしました。沖縄

のしまくとぅばは海外の移住地にあると言われますけ

れども、まさにそういうふうに思いました。 
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 さて、この「しまくとぅばの日」が制定されて７

年、ことし初めて県民大会が開催されました。この

一、二年の間に急速に機運が盛り上がったと思いま

す。その要因としましては、県議会でさまざまな提言

が活発に行われてきたことも大きいと思います。そし

てまた、社会的にオスプレイや普天間移設を初めとす

る基地問題で本土からの差別意識の高まりから沖縄は

一つという思いが強くなったこともあると思います。 

 そして、大きな火つけ役となったのは、世界のウチ

ナーンチュの同胞だと思います。２年前の「第５回世

界のウチナーンチュ大会」でふるさとに帰ってきた皆

さんがそこで目にしたものは、わかったことは、ムー

トゥヤーの沖縄でウチナーグチが使われていない、話

せないというこの実態でした。そしてさまざまな厳し

い指摘がありました。「物言わぬ民は滅びる」といい

ますが、言葉を失えば芸能も文化も失われてしまいま

す。チムググル、そしてアイデンティティーもしかり

だと思います。みんなでしっかりとクヮ、ンマガに受

け継いでいきましょう。 

 質問に入ります。 

 １、知事の政治姿勢について。 

 (1)、オスプレイ配備問題。 

 ア、10万人余が結集した超党派での県民大会から１

年を迎え、行政・議会５団体が配備撤回と即時撤去を

求める共同声明を発表しました。知事の見解を伺いま

す。 

 イ、配備撤回に向け訪米行動などが提起されている

が、知事も一緒に行かれるおつもりはないか伺いま

す。 

 (2)、名護市が日米間の情報発信と政策を提言するシ

ンクタンク「新外交イニシアティブ」に加入すること

を決めました。知事の見解を伺います。 

 (3)、知事は定例記者会見で、日米合意で県内移設に

したのは判断ミスがあったとすら思う。ギブアップせ

ず日米両政府に繰り返し訴えたいと述べています。名

護市長選挙の結果いかんにかかわらないか伺います。 

 (4)、2014年度沖縄振興予算枠ぎりぎりいっぱいの

3408億円、首相と近い自民党の幹部は「基地も振興も

パッケージだ」と言っているとのこと。知事の見解を

伺います。 

 ２、基地問題について。 

 (1)、認可外保育園に対する防音対策事業。 

 ア、琉球大学渡嘉敷准教授による調査で、世界保健

機関（ＷＨＯ）の推奨値35デシベルを大幅に上回る騒

音を記録したことがわかりました。県独自で詳細な調

査を行うべきではないか見解を伺います。 

 イ、厚生労働省の「指導監督基準」に達していない

半数以上の保育園が事業対象外となっており問題と

なっています。どのような対応策を講じるのか伺いま

す。 

 (2)のＭＶ22オスプレイの発する低周波問題は取り下

げます。 

 (3)、沖縄市サッカー場の汚染問題。 

 ア、沖縄防衛局と沖縄市が行った調査結果の比較に

ついて伺う。 

 イ、沖縄防衛局はサッカー場の使用履歴を調査する

としているが、県内全ての返還跡地の履歴調査を求め

るべきではないか伺う。 

 (4)、日米地位協定問題。 

 米軍関係者の公務外事件・事故による補償金支払い

の実態について伺う。 

 ９月14日、米軍の大型バスが無断で侵入し、水道設

備などを破損し逃走しました。嘉手納小学校での米軍

車両による水道設備破損事件、事件の概要と現在の捜

査状況、今後の対応について伺う。 

 ３、文化観光スポーツ部関係について。 

 (1)、しまくとぅばの普及推進。 

 ア、しまくとぅば普及推進計画の予算概要について

伺う。 

 那覇市は、しまくとぅばの継承・普及を目的に小冊

子を製作し、市内の小中学校に配布しました。大変す

ばらしい、先進的な取り組みだと思います。しまく

とぅばを広めるためには共通語としてのウチナーグチ

が必要だと思います。 

 北谷くとぅばとは言いませんが、那覇言葉でも結構

ですのでこのしまくとぅばの共通語を定め、副読本が

必要と考えるが、見解を伺います。 

 (2)、2013年度ビジットおきなわ計画。 

 観光客630万人目標（外国人56％増50万人）の進捗

状況を伺う。 

 ４、農林水産部関係について。 

 (1)、日台漁業協定問題。 

 ア、自民党青年局が台湾を訪問し、日台漁業協定に

ついて意見交換をし、台湾側が「協定も中身を精査

し、見直しも約束する」と述べたとのこと。それは台

湾政府を代表しての発言なのか伺います。 

 イ、日台漁業委員会と沖縄・台湾漁業者間会合の日

程と沖縄側の要求について伺います。 

 ５、土木建築部関係について。 

 (1)、白比川・河川改修事業。 

 日米両政府は、去る９月19日の日米合同委員会で北

谷町のキャンプ瑞慶覧の一部約11ヘクタールの返還を
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承認しました。このうち、7300平米について白比川の

河川改修事業のため返還まで県と米軍とが共同使用す

ることも承認されました。やっと改修事業が施行され

ると、野国町長初め地域の皆さんも喜んでおります。

これまで白比川は、大雨が降ると川が氾濫し、住宅の

浸水や町道の決壊による車両事故、農作物やビニール

ハウスなどが流される被害が繰り返し発生してきまし

た。軍転協を初め御尽力いただいた皆さんに感謝を申

し上げます。特に、県の担当者の皆さんは米軍施設絡

みで無理難題を押しつけられ大変だったことと思いま

す。これから早期改修に向け頑張っていただきたいと

思います。 

 ア、事業の概要とこれまでの経緯について伺う。 

 イ、工事着手はいつになるか伺う。 

 ６、教育委員会関係について。 

 (1)、県内高校生の不登校問題。 

 ア、2011年度の不登校者数が1382人、全国平均の倍

の３％に当たる。原因は何にあると考えるか見解を伺

う。 

 イ、全国平均並みに引き下げるための改善計画の概

要を伺う。 

 (2)、家庭訪問のあり方の見直し。 

 代表質問で島袋大議員が家庭訪問の意義について熱

く訴えていました。私も自由民主党ではありません

が、同感です。ほとんどの議員の皆さんもそう思って

いるのではないでしょうか。 

 ア、家庭訪問の目的と意義について見解を伺いま

す。 

 イ、既に家庭訪問を廃止している学校の状況とその

評価について伺う。 

 ７、県警察・公安委員会関係について。 

 (1)、乗用車への当て逃げ事件。 

 ア、県内の当て逃げ事件数と警察の対応について伺

う。 

 イ、当て逃げ事件の解決件数と刑罰について伺う。 

 以上、御答弁よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） おはようございます。 

 瑞慶覧功議員の御質問に答弁をいたします。 

 第１に、文化観光スポーツ部関係についての御質問

の中で、観光客630万人目標の進捗状況についてとい

う御趣旨の御質問に答弁をいたします。 

 今年度の入域観光客数につきましては、８月末まで

の状況で見ますと、毎月過去最高を記録し、対前年度

で国内観光客が9.2％、外国人観光客が39％増加する

など、好調に推移しております。このことは、景気の

回復基調、円安効果のほか、新石垣空港開港に伴う航

空路線の拡充、官民一体となった積極的な誘客プロ

モーションの成果があらわれたものであると考えてお

ります。 

 今後とも旺盛な旅客、旅行需要が継続されると見込

まれますことから、目標値に掲げました630万人、外

国人観光客50万人の誘客につきましては、達成できる

ものと考えております。 

 次に、土木建築部関係の御質問の中で、白比川の工

事着手についての御質問にお答えいたします。 

 日米合同委員会は、去る９月19日にキャンプ瑞慶覧

のうち下流域の120メートル区間を白比川の洪水対策

のため共同使用することについて合意をしておりま

す。今後、閣議決定を経て年内に共同使用が可能とな

る予定であります。 

 沖縄県といたしましては、平成26年度の工事着手に

向け、鋭意取り組んでまいる所存でございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 知事の政治姿勢に関する御

質問の中で、５団体による共同声明と訪米行動につい

てにお答えいたします。なお、御質問の(1)アと(1)イは

関連しますので一括してお答えいたします。 

 沖縄県議会、沖縄県市長会、沖縄県市議会議長会、

沖縄県町村会、沖縄県町村議会議長会の連名におい

て、オスプレイの配備撤回と即時撤去を求める共同声

明を出されたことは、意義があったものと考えており

ます。 

 県としては、県内の各界各層が参加される運動と県

がそれぞれの立場で協力し、事態の解決を図ることが

適切であると考えております。 

 今後も、オスプレイの配備計画の見直しや配置分散

の実施などを政府に強く求めてまいります。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 基地問題についての御質問

の中で、防音対策事業の対象外となった認可外保育施

設に対する県の対応についてお答えいたします。 

 県としましては、認可外保育施設に入所する児童の

健やかな成長のために、適切な保育環境を確保する必

要があると認識しております。このため、今回対象外

とされた施設についても、補助対象とするよう、引き
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続き国に働きかけてまいります。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、名護市が「新外交イニシアティ

ブ」に加入することについてお答えいたします。 

 名護市によれば、既存のマスメディア・外交ルート

では流れない情報をリアルタイムで収集・発信するこ

とができるとの判断により、当該団体への加入を決定

されたとのことであります。 

 沖縄の地方自治体として、地域の大きな課題である

基地問題に対して、独自に情報の収集及び発信に取り

組むことは、意義のあることだと考えております。 

 次に、名護市長選挙の結果の影響についてお答えい

たします。 

 現在、沖縄防衛局から提出された公有水面埋立承認

申請につきまして、行政手続法や公有水面埋立法に

のっとり必要な手続を実施しているところでありま

す。 

 今後、名護市長や関係行政機関の意見などを総合的

に勘案し、承認するか否か判断することになります

が、県として来年１月に任期を迎える名護市長の選挙

に関するコメントは、控えさせていただきたいと思い

ます。 

 次に、基地と振興のパッケージ論についてお答えい

たします。 

 去る８月に、山本沖縄担当大臣が来県された際、大

臣から安倍政権として沖縄振興に全力で取り組む考え

が示されております。 

 県としましては、基本的に沖縄県の振興策は基地問

題とは別であると考えており、振興策とは関係なく沖

縄の過重な基地負担の軽減を求める県の考えに変わり

はありません。 

 次に、基地問題についての御質問の中で、県内全て

の返還跡地の履歴調査についてお答えいたします。 

 これまで米軍施設・区域の返還跡地から、汚染物質

や不発弾等が発見される事例がたびたび発生しており

ます。 

 米軍施設・区域の返還に当たっては、昨年４月に施

行された跡地利用推進法により、国の責任において支

障の除去に関する措置が講じられることとなっており

ます。このため、県としましては、去る８月に軍転協

を通じ、跡地利用を効果的かつ円滑に進められるよ

う、今後、返還される施設・区域の使用履歴、土壌・

土質調査情報の提供や立入調査の円滑な実施、支障除

去措置の徹底等への配慮を政府に対し求めたところで

あります。 

 次に、公務外の事件・事故による補償金の支払いに

ついてお答えいたします。 

 米軍人等による公務外の事件・事故の場合には、原

則として加害者が損害を賠償することとなります。 

 加害者に弁済能力がない場合等には、日米地位協定

第18条第６項に基づき、米国政府が慰謝料を支払うこ

ととなっており、沖縄防衛局によりますと、沖縄県で

発生した公務外の事件・事故に対して米国政府が支

払った慰謝料の合計額は、平成20年から24年度までの

５年間で約1114万円となっております。沖縄防衛局に

よりますと、保険や示談で処理されたケースについて

は、正確な件数及び賠償金等金額は把握していないと

のことであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 基地問題についての

中の、認可外保育園に対する防音対策調査についての

御質問にお答えします。 

 ＷＨＯの推奨値である35デシベルという音の大きさ

は、図書館内程度の静けさであり、航空機騒音の有無

にかかわらず、長期的達成目標として示された数値で

あります。 

 米軍機の飛行ルートにあり、防音工事を行っていな

い保育施設では、総じて保育室内に望まれる十分な静

けさは確保されていないものと考えられます。 

 同じく基地問題についての中の、沖縄防衛局と沖縄

市が行ったドラム缶付着物の調査結果の比較について

の御質問にお答えします。 

 ドラム缶付着物の調査結果については、双方とも一

部のドラム缶の付着物から高い値のダイオキシン類が

検出されるとともに、ドラム缶が埋設されていた土壌

から、一部の有害物質が環境基準値を超過して検出さ

れております。また、沖縄市の調査結果では、一部の

ドラム缶の付着物からＰＣＢが検出されております。

これにおける沖縄防衛局との調査結果の相違は、ドラ

ム缶の付着物の分析方法の違いによるものと聞いてお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

   〔警察本部長 笠原 俊彦君登壇〕 

○警察本部長（笠原俊彦君） 基地問題についての御

質問の中で、嘉手納小学校での米軍車両による水道設

備破損事件の概要と現在の捜査状況及び今後の対応に

－ 172 －



ついてお答えをいたします。 

 本件は、本年９月14日土曜日でございますが、午前

10時30分ごろ、米軍の大型バスが嘉手納小学校の敷地

内に侵入して、同所の木製の花壇に接触し、水道蛇口

を損壊したという事案でございます。 

 管轄の嘉手納警察署では、事故の通報を受け、直ち

に警察官を現場臨場させるとともに、容疑者の米兵を

特定し、米軍捜査機関の協力も得て取り調べを行うな

ど、所要の捜査を行っているところであります。 

 県警察といたしましては、引き続き必要な捜査を行

い、事実と法令に基づき厳正に対応してまいりたいと

考えております。 

 次に、県警察・公安委員会関係に関する御質問の中

で、乗用車への当て逃げ事件について、(1)のア、イ

については関連をいたしますので一括をしてお答えを

いたします。 

 初めに、当て逃げ事件でございますが、当該交通事

故の発生日時、場所、損壊の程度などを警察官に報告

しない事故不申告、道路交通法第72条第１項の後段で

ございますが、それの事件をいいますけれども、罰則

は道路交通法第119条第１項第10号で「３月以下の懲

役又は５万円以下の罰金」となっております。 

 当て逃げ事件の件数、これには乗用車に対するもの

だけでなく、塀ですとかガードレールですとか、そう

いった工作物等への損壊も含まれた件数でございます

けれども、平成24年中は3014件発生をしておりまし

て、うち65件を検挙、検挙率にいたしますと2.2％、

平成25年は７月末現在で1791件発生しており、うち46

件検挙、検挙率は2.6％となっております。 

 当て逃げ事件捜査につきましては、車両番号等の目

撃者情報が乏しい場合が多く、容疑車両の特定が困難

な場合が多いところでありますが、今後とも目撃者情

報の収集に努め、検挙に向けた所要の捜査を推進して

まいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 湧川盛順君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 文化観光ス

ポーツ部関係に関する御質問の中の、しまくとぅば普

及推進計画の予算概要についてお答えいたします。 

 しまくとぅば普及推進に関する予算として、今年度

は約1555万円を計上しております。その内容は、「し

まくとぅば普及推進専門部会」の運営、「しまくとぅ

ば県民意識調査」の実施、「しまくとぅば県民大会」

の開催、「しまくとぅば語やびら大会」への支援など

に要する経費となっております。 

 さらに、学校現場で活用できる読本や、「しまく

とぅば」の会話の事例を載せたハンドブック作成など

に要する経費として、約390万円の補正予算を提案し

ているところでございます。 

 次に、しまくとぅばの共通語と副読本の必要性につ

いてお答えいたします。 

 しまくとぅばは、県内各地域において世代を超えて

受け継がれてきた言葉であり、その言葉には多様性が

あります。 

 県としましては、県内各地域ごとに異なるしまく

とぅばの多様性を尊重し、しまくとぅばが継承できる

よう、普及事業等に取り組んでいるところでありま

す。 

 また、しまくとぅばを広く普及するため、各地域の

しまくとぅばに配慮しながら、学校現場で活用できる

読本や一般社会人の方などが活用できるハンドブック

の作成に取り組んでまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） 農林水産部関連につ

いての御質問の中で、台湾側の日台漁業取り決めの見

直し発言についてお答えいたします。 

 台日議員連盟会長は、自由民主党青年局と、台湾与

野党立法議員との意見交換の中で、日本側からの沖縄

県における状況説明に対し、ルールづくりに協力し、

協定の見直しも含め検討すると回答したと聞いており

ます。しかしながら、それが台湾政府を代表しての発

言なのかは承知しておりません。 

 次に、日台漁業委員会と日台漁業者間会合の今後の

日程及び沖縄側の要求についてお答えいたします。 

 県では、本年５月10日に発効した日台漁業取り決め

に対する今後の対応を協議するため、漁業協同組合や

漁業者の代表と県で構成する「沖縄県日台・日中漁業

問題対策等漁業者協議会」を８月に発足させたところ

であります。 

 当該協議会では、引き続き国に対し、一部水域の撤

廃等、見直しを要求するとともに、操業ルールの策定

を早急に進めていくことが決定されたところでありま

す。 

 県としましては、今後とも当該協議会の意向を踏ま

え、漁業団体と連携し、国に対して取り決めの見直し

と台湾側との交渉を進めるよう求めてまいります。 

 今後の予定としましては、10月中に当該協議会を開

催し、操業ルール案を取りまとめ、その後、台湾との

漁業者間会合及び日台漁業委員会の開催を求めること
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としております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 土木建築部関係に

ついての御質問の中で、白比川の事業概要と経緯につ

いての御質問にお答えいたします。 

白比川は、整備延長1000メートル、総事業費約17億

円で、平成13年度より事業に着手しております。これ

まで用地取得を進めるとともに、平成16年度から河川

改修に必要な米軍提供施設の返還や共同使用につい

て、鋭意協議を行ってきたところであります。ことし

４月には、日米両政府がキャンプ瑞慶覧を含む統合計

画に合意し、平成31年以降の返還となることが示され

たところであります。 

 地元北谷町から早期整備の要望を受けたことによ

り、ことし８月に知事が軍転協の会長として、日本政

府に対し「返還に至るまでの間、工事実施が可能な箇

所・区域については、早期の工事着手について協力す

ること」と要請を行ったところであります。 

 このような経緯を経て、ことし９月には、白比川の

洪水対策のため共同使用による一部改修工事につい

て、日米合同委員会に諮られることとなったものであ

ります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） それでは教育委員会関係

についての御質問で、県立高等学校における不登校の

原因及び改善計画についてお答えいたします。６(1)ア

と６(1)イは関連しますので一括してお答えします。 

 平成23年度の文部科学省の調査によりますと、本県

の不登校生は1382名で、その要因としましては、「本

人に係る状況」が全国と比較して高くなっておりま

す。その主な原因としては、「遊び・非行」から不登

校に至る生徒の割合が、全国平均より7.3ポイントも

高いのが特徴です。 

 県教育委員会としましては、不登校生の増加傾向を

重く受けとめ、不登校の減少に向けた高等学校におけ

る不登校改善計画を作成し、各学校に対して不登校生

の実態把握を進めるとともに、支援レベルに応じた対

応、個別指導計画の作成等に取り組んでいるところで

す。 

 次に、家庭訪問の意義等についてお答えいたしま

す。６(2)アと６(2)イは関連しますので一括してお答え

します。 

 家庭訪問は、児童生徒の生活実態と家庭環境の把握

や通学路の確認を目的に実施しており、家庭との連携

においても重要で意義があるものと考えております。

現在は、公立小中学校校務改善検討委員会で検討段階

であり、適切な実施時期等につきましては、今後も議

論を深めてまいりたいと考えております。 

 家庭訪問を廃止した学校では、個人面談や三者面談

を早い時期に実施し、児童生徒の個に応じた教育につ

いて意見交換や保護者との連携を図っているとのこと

です。また、必要に応じて家庭訪問も行っておりま

す。 

 なお、校務改善検討委員会の提言につきましては、

各学校の実態に応じて、最終的には市町村教育委員会

や校長の裁量となります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 瑞慶覧 功君。 

○瑞慶覧 功君 仲井眞知事には、沖縄県民のために

ぶれることなく沖縄の歴史に名を残していただきたい

と思います。 

 再質問いたします。 

 白比川改修事業についてですけれども、今後のスケ

ジュールについてお聞かせください。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 白比川の今後のス

ケジュールですけれども、先ほど知事のほうからお答

えいたしましたとおり、今後、閣議決定を経て、それ

から最終的には官報告示がなされると共同使用が効果

を発するということで、年内には官報での告示がなさ

れる予定と聞いておりますので、年内にそういった共

同使用が実現すれば、現場の中に立ち入って調査・測

量を進めるとともに、並行して設計も進めてまいりた

いとそのように考えております。 

○議長（喜納昌春君） 瑞慶覧 功君。 

○瑞慶覧 功君 事業なんですけれども、その事業費

とか期間の変更ですね。事業期間、当初平成13年から

29年度となっていましたけれども、平成35年までとい

うことを最近聞いたんです。６年間も延びているんで

すけれども、これはもっと早くできないんでしょう

か。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 河川整備につきま

しては、下流側から整備をしていかないといけないと

いう制約がございます。上流側については、米軍基地

の中に入ってない部分もありますけれども、そちら側

の整備ができないというようなことがあって、これま

でとまっていたということがあります。 
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 今回、下流側のキャンプ瑞慶覧内の工事が可能な状

況になりましたので、全体の工期等につきましてはも

う一度見直しをしてまいりたいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 瑞慶覧 功君。 

○瑞慶覧 功君 それと事業費17億ですけれども、こ

れは変わっていません。10億が用地買収に、残り７億

ということなんですけれども、これから消費税等々も

入ってくるわけですよね、その面はどうでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 消費税が変わりま

したならば、当然、そういう消費税アップ分の事業費

の増額というのはあり得るというふうに思います。 

○議長（喜納昌春君） 瑞慶覧 功君。 

○瑞慶覧 功君 今後のスケジュール等を町や地域住

民に説明する必要があると思うんですけれども、どう

考えていますか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） この軍用地周辺の

部分につきましては、１年置きぐらいにかなり豪雨が

あって、浸水被害があるという地域ですので、地域の

住民も大変心待ちにしておられるかと思います。何ら

かの形で地域住民の方にこの事業の概要なりを御説明

していくような方法は考えたいと思っております。 

○議長（喜納昌春君） 瑞慶覧 功君。 

○瑞慶覧 功君 また、いつ川が氾濫するかもしれま

せんので、一日も早い整備をお願いしたいと思いま

す。 

 次に、しまくとぅばの普及推進ですけれども、那覇

市では職員採用の２次試験でこのしまくとぅばを導入

しているとのことですけれども、以前にも質問したこ

とがありますが、県も導入すべきではないでしょう

か。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時44分休憩 

   午前10時46分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 人事委員会事務局長。 

○人事委員会事務局長（平良宗秀君） お答えしま

す。 

 人事委員会が実施しております職員採用試験につき

ましては、競争試験ということで、受験資格を有する

全ての国民に対して平等な条件で公開実施されなけれ

ばならないというふうに考えております。 

 県内各地において、世代を超えて受け継がれてきま

したしまくとぅばは、地域により異なっていることも

あり、職員採用試験に導入することは適当ではないの

ではないかと考えております。しかしながら、しまく

とぅばを次世代に継承するということにつきましては

大変意義深いことであり、人事委員会としましては、

職員研修のあり方等を検討していく中で行っていくこ

とが適当ではないかと考えておりますが、貴重な提言

として受けとめさせていただきたいと思っておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 瑞慶覧 功君。 

○瑞慶覧 功君 しまくとぅばの普及のためには、テ

レビ、ラジオの活用が大事だと思います。最近では、

アイモコの「ウチナーグチかぞえうた」ですか、

ティーチ、ターチ、ミーチとやるんですけれども、孫

はこれが聞こえてくると踊るんですね。そういう面で

は、とてもそういったメディアの活用というのは大事

だなと。かつて昔、水曜劇場というのがありまして、

もうあれがなくなって寂しいんですけれども、やっぱ

りお芝居だけではなくてそういった芸能、空手も含め

て、県が中心になってスポンサーを募ったりそういう

ことをして、いい時間帯に朝早い時間にＮＨＫであっ

たりとかするんですけれども、なかなか一般の人は夜

というか９時以降にそういうタイムがあれば浸透して

いくんじゃないのかなというふうに思いますけれど

も、どうでしょう。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 現在、この

しまくとぅばの推進計画というのをつくっております

が、その中でも各主体、例えば地方自治体であった

り、それから各団体、企業、マスコミの皆さんにもで

きるだけしまくとぅばを普及する取り組みをやってい

ただきたいというふうな呼びかけを行っているところ

ですので、その観点から私たちもできるだけしまく

とぅばを聞くチャンス、聞く機会をふやしていく。そ

してまた使う機会をふやしていく、そういう方向で取

り組んでいきたいと思っております。 

○議長（喜納昌春君） 瑞慶覧 功君。 

○瑞慶覧 功君 次に、家庭訪問のあり方の見直しに

ついてですけれども、今、いじめや自殺、売春、そし

て不登校問題など深刻な問題がある中で、家庭訪問は

父母との話し合い、そしていろいろ相談とかコミュニ

ケーションを図る大事な役割を果たしていると思いま

す。それを全国学力テストの改善や教員の負担軽減を

理由に見直しするというのは、本末転倒であると思い

ます。全国学力テストなんかするから忙しくなるん

じゃないかなと。そんなものに一喜一憂しないで、沖

縄らしい教育をしたほうがいいんじゃないかと思いま

す。外国語よりもしまくとぅばですね。世界史より琉
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球史、愛国心より家庭、郷土愛。サイン・コサイン・

タンジェントですね。こういうのは余り社会では役に

立っていると思えないんですけれども、これはみんな

がわかる必要はないんじゃないかなと、受験のための

教育を見直す必要があるんじゃないかと思います。 

 議員の皆さんも、学校の成績はみんなどうだったん

でしょうか。３分の１ぐらいは山学校していた人がい

らっしゃると思うんですけれども、そういうことで余

り成績重視でも教育というのはどうかというふうに思

います。 

 先生や父母に対しこの家庭訪問のアンケート、そう

いったものは行われたんでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 家庭訪問につきまして

は、さきに島袋県議のほうに答弁させていただきまし

たけれども、まだ議論の途中でございまして、それに

私も家庭訪問の意義については重々認識しておりまし

て、今回、こうして意見があるということを委員会の

ほうにもまたいろいろ伝えていくなど検討を進めてい

きたいと思います。ただ、これは廃止するというわけ

じゃなくて、実施時期等について検討している段階で

す。ただ、実施時期については、やはり学年当初の学

級開きのほうでやったほうがいいのかというのは議論

の余地があると思いますので、この辺は検討させてい

ただきたいなと思っております。 

 それから、アンケートですけれども、家庭等でそう

いうアンケートは今手元にないんですけれども、小中

学校長会が実施した調査によりますと、家庭訪問を全

学年度でやっているのが184校の82％、これは全学校

対象ではないんですけれども、それから学年を限った

とかスリム化した学校が８校で8.1％、夏休みなどに

実施している学校が17校、7.6％ですね。廃止した学

校が４校で1.8％というアンケートの結果がございま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 瑞慶覧 功君。 

○瑞慶覧 功君 この廃止した学校というのは、どう

いう理由というかそういうのはわかりますか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 手元にはちょっと説明資

料はないんですけれども、やはり各学校いろいろ議論

があったと思うんですけれども、個人面談や三者面談

に変えたほうがいいんじゃないかというそういう理由

でやったという学校等があるというのは聞いておりま

すし、これを通して意見交換、そういう保護者との連

携を図っているということ。また、そういう学校でも

必要に応じて子供たちのいろんなことに合わせて家庭

訪問をやっているということは伺っております。 

○議長（喜納昌春君） 瑞慶覧 功君。 

○瑞慶覧 功君 基本的に家庭訪問と三者面談という

のはやっぱり違うと思うんですよね。家庭の状況を見

るということは大事なことだと思います。昔は、家庭

訪問があるとお家がきれいになったりしたんですけれ

ども、やっぱりそういう煩わしいというかそういうこ

ともあるのかなと。でもやっぱりそこはしっかりと家

庭でやるのが家庭訪問だと思いますので、よろしくお

願いします。 

 あと不登校の問題ですけれども、県立学校教育課に

よる不登校の原因分析、本人起因が73.1、学校起因

18.1、家庭起因が6.6ということになっているんです

けれども、私はこれには疑問があります。高校生は未

成年ですから、学校起因以外は、社会と家庭にこの原

因があると思います。基本は家族だと思いますので。

そしてまた離婚社会、そして貧困社会、これは連動し

ていると思うんですね。また、今回改善計画というん

ですか、それもまた報道で見ると、全国平均並みを目

標とするというこの発想ですね、やっぱりそういうの

ではいけないと思うんですね。毎年１校当たり３人ず

つ減らしていきたいという目標らしいですけれども、

大事なのは行きたくなるような環境をつくるというこ

とが大事かと思うんですけれども、どうでしょう。 

○教育長（諸見里 明君） ちょっとだけ休憩。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時55分休憩 

   午前10時55分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 議員のおっしゃるとおり

だと認識しております。 

 家庭訪問、不登校も、実は御承知のとおり本県学校

教育の課題が本当に山積なんですけれども、この不登

校も大きな課題の一つでありまして、いろんな複合要

因でなっているんですね。本人に係る状況、そして学

校、家庭等ですね。おっしゃるように、今、家庭教育

についても県教育委員会ですね、いろんな関係団体等

と連携して取り組みをやろうとしているやさきでござ

いますので、この辺も含めて一生懸命やっていきたい

と思います。 

○議長（喜納昌春君） 瑞慶覧 功君。 

○瑞慶覧 功君 次に、日台漁業協定の問題ですけれ

ども、國場衆議院議員のこの提起は評価したいと思い

ますけれども、本来この問題は党派を超えて県出身国
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会議員９名の方々いらっしゃいますけれども、一緒に

なって共有して台湾政府に申し入れるべきではないか

と思います。県として要請してはいかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時56分休憩 

   午前10時56分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 貴重な問題提起として承り

ます。 

 ただ、今、現時点は沖縄の漁業者と台湾の漁業者、

お互いが漁場を共有しながら、ルールをつくるための

漁業者間の今話し合いを先に進めているという状況で

す。それと同時に、我々県としては政府に対してかね

がね申し上げているように、沖縄の漁業者の権益とい

うか、それを損ねないようなことにしてほしいという

要請を政府に対しては継続して行うということになる

と思います。 

○議長（喜納昌春君） 瑞慶覧 功君。 

○瑞慶覧 功君 次に移ります。 

 乗用車の当て逃げ事件ですけれども、私の友人が昨

年の６月に、女性の運転する乗用車に当て逃げされま

した。車両番号などの目撃情報もありながら１年以上

も検挙できていない。その理由はなぜでしょう。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

○警察本部長（笠原俊彦君） 当て逃げ事件の捜査で

ございますけれども、先ほども申し上げましたとお

り、なかなか車両番号等の目撃者情報が乏しい場合も

多いということと、車両番号がわかりましてもそれが

不完全番号、例えば下４桁とかそれしかわからないと

いったような場合は、ほかの決め手となる証拠資料が

ない場合は、捜査対象車両というのはかなりの数にな

ります。当て逃げ事件は件数も多くて、また捜査は１

台ずつ車両を確認して所有者等に当たっていくという

捜査になりますので、時間を要することが多いという

ことで御理解をいただければというふうに思っており

ます。 

 今後とも、当て逃げ事件につきましては、被害者へ

の捜査状況の説明にも配慮しながら検挙に向けて捜査

を推進してまいりたいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 瑞慶覧 功君。 

○瑞慶覧 功君 被害者は事件の解決が遅いことと、

この警察の対応等に不信感を持っております。担当の

職員を増員するなどして迅速な対応をすべきだと思い

ますけれども、これは要望にとどめておきます。 

 終わります。 

○議長（喜納昌春君） 髙嶺善伸君。 

   〔髙嶺善伸君登壇〕 

○髙嶺 善伸君 クヨーム ナーラ ハ ヤイマヌカ

ビラムニ シニ アニシサリルンユー ケーラ ネー

ラ ミシャーロールン ネーラ メーマハラ 一般質

問ユ アニシサリダッケンヤ ドーディンヤ スキ

トーローリナーラ。 

 まず、知事の政治姿勢。 

 (1)、米軍普天間基地問題であります。 

 ア、ハワイ州知事の在沖海兵隊誘致発言や米国シン

クタンクの在沖海兵隊カリフォルニア州移転提言等

は、米軍基地の過重負担軽減に耳を傾ける動きであ

り、米軍普天間飛行場の危険性の除去につながり、沖

縄県としても積極的に連携した対応をすべきだと思っ

ております。 

 1997年、ハワイ州議会では沖縄県系議員を中心に提

案された「在沖米軍基地の整理・縮小を求める決議」

がなされたという報道がありました。2010年８月には

沖縄県議会議員団がハワイを訪問した際、当時のハワ

イ州議会コリーン・ハナブサ上院議長はこのように

言っております。沖縄県系議員の影響力は大きい。今

後とも連携を深めたいと話しておられました。ハワイ

等アメリカにおられる沖縄県人会などウチナーンチュ

の海外ネットワークを活用し、再度議決をしてもらい

アメリカ政府に働きかけていただくような取り組みが

今必要ではないかと思われます。知事の対応をお伺い

いたします。 

 イ、民主党政権で当時の鳩山元総理は、最低でも県

外移設と言っておりましたが、2010年５月４日、来県

された折、学べば学ぶほど連携し抑止力を維持してい

ることがわかった、海兵隊の役割、陸上部隊と飛行部

隊との間の共同訓練という中で、沖縄の皆様に御負担

をお願いしなければならないと述べ、県内移設に回帰

いたしました。仲井眞知事は一貫して、普天間飛行場

は滑走路のある県外へ移したほうが早いと県外移設を

要求しており、高く評価いたしております。 

 そこで、在沖海兵隊の一体的抑止力及び県外への移

設についての認識を改めてお聞かせください。 

 ２、離島振興。 

 (1)、沖縄県離島振興計画。 

 ア、沖縄振興特別措置法により沖縄21世紀ビジョン

離島振興計画が策定されましたが、これまでの４次に

わたる離島振興計画と比較してどのような特徴がある

か。計画実施に当たっては毎年度の施策評価で見直し

改善することとなっているが、離島各市町村の計画や

要望との整合性についてお伺いいたします。 
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 イ、離島における定住条件の整備として、交通ネッ

トワークの充実強化を重要視していますが、離島航空

路輸送可能性調査結果は需要確保の面で厳しいという

結果になっております。離島振興の観点から言えば、

例えば県が出資しております県民の翼であるＪＴＡが

ジェット機便の減便、あるいは撤退、そしてまたＲＡ

Ｃプロペラ機への移譲は離島振興に逆行しており、離

島切り捨てにつながると言っても過言ではありませ

ん。離島航空輸送体制の確保についての離島空港の更

新整備や離島航空路線に対する補助スキームの拡充、

新規航空便の誘致などについて具体的な取り組みをお

伺いいたします。 

 ウ、離島に住む児童生徒の各種大会や修学旅行にか

かわる交通費の負担が大きいことは、これまでも再三

申し上げ課題となっていることを指摘してまいりまし

た。課題解決と航空運賃軽減への取り組みについてお

伺いいたします。 

 (2)、ガソリン等離島石油製品の価格対策でありま

す。 

 ア、宮古と八重山市町村で構成する美ぎ島美しゃ市

町村から、石油製品の価格プール制の導入など、沖縄

本島との格差是正が要望されております。復帰前は、

離島も沖縄本島も全て同一価格でありましたが、復帰

の激変緩和策で、復帰特別措置により石油製品の価格

抑制のため揮発油税等の軽減措置が認められ、県外よ

りも価格は抑制されております。さらに、石油製品輸

送等補助事業を活用した離島石油製品の価格差解消を

図ってもおります。 

 そこでお聞きします。 

 離島石油製品輸送等補助事業の成果と課題をお聞か

せください。 

 イ、那覇市の消費者物価指数を100とした場合、離

島市町村は130程度と割高であり、基本的なエネル

ギーである離島石油製品価格の現状も25円ないし35円

割高であります。県は縮小に取り組むことになってお

りますが、揮発油税軽減期限の来年度までにどのよう

に是正するか、具体的な取り組みをお聞かせくださ

い。 

 ３、土木建築行政。 

 (1)、新石垣空港の課題についてであります。 

 ア、新石垣空港は、開港後10年後には乗降客が年間

260万人を達成するという目標になっております。し

かし、開港後６カ月で既に国内線旅客が100万人を超

える勢いで乗降客がふえております。そして１日85便

が就航するという稼働状況でうれしい悲鳴を上げてお

ります。特に、ピーク時間帯はエプロンあるいはボー

ディング・ブリッジのやりくりに苦心しているのが現

状であります。県は、所要規模は充足している。今後

の就航状況を見ながら対応を検討していきたいとこれ

まで答弁しておられます。新空港開港後の需要予測に

対する運用状況と課題をお聞かせください。 

 イ、開港後の国際線就航が好調であります。航空需

要やＣＩＱ等空港機能への対応の改善が求められてお

り、今議会で実施設計支援の補正予算も計上されてお

ります。限られた敷地での国際線旅客ターミナル改善

には２階増設も含めた拡張とボーディング・ブリッジ

の増設等思い切った施設拡張整備が必要ではないかと

思われますが、取り組みをお伺いします。 

 (2)、県営団地整備。 

 ア、県営住宅への入居希望者に対して供給戸数が少

なく県民からの要望が多いが、現状と今後の計画をお

伺いします。 

 イ、県営新川団地・真喜良団地の建てかえには国の

新規事業である地域居住再生推進事業を導入する計画

だが、事業概要と石垣市からの要望及び地域防災計画

への配慮についてお聞かせください。 

 ４、医療行政。 

 (1)、離島・僻地医療体制の拡充について。 

ア、沖縄県保健医療計画によると、医者のいない無

医地区は竹富町の鳩間島などの６地区、無歯科医地区

は13地区となっている。無医地区の解消についての取

り組みをお伺いします。 

 イ、美ぎ島美しゃ市町村からは、離島医療の充実強

化についての要請があるが、高度な情報通信システム

を活用した遠隔医療システムの構築への取り組みをお

伺いします。 

 (2)、県立八重山病院の建てかえについてでありま

す。 

 ア、新病院整備基本構想及び基本計画策定の進捗状

況と移転場所の選定など移転改築への取り組みをお伺

いいたします。 

 イ、老朽化が激しく雨漏れ防止等の緊急補修工事が

急務でありますが、対策をお聞かせください。 

 ５、水産行政。 

 漁業者が恐れていたことが現実のものとなってしま

いました。５月に発効した日台漁業取り決め水域で既

に４回の台湾漁船拿捕事件が相次ぎ、９月12日には漂

泊中の八重山漁協所属の漁船に台湾漁船が衝突すると

いう事故が発生して、一大事故の寸前であります。こ

れは、日本政府が沖縄が要求している取り決めの見直

しを無視し、操業ルールづくりを放置した結果であり

ます。衝突事故に対する国の対応はどうなっているの
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か。日台漁業協定の見直しと操業ルール確立への県の

対応をお伺いいたします。 

 ６番目の関連質問は割愛いたします。 

 よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 髙嶺善伸議員の御質問に答

弁をいたします。 

 第１に、離島振興についての御質問の中で、離島振

興計画の特徴と各離島市町村の計画や要望との整合性

についてという御趣旨の御質問にお答えをいたしま

す。 

 新たな離島振興計画の特徴としましては、これまで

の高率補助等を活用したハード面の整備に加え、沖縄

振興特別推進交付金を活用したいわゆるソフト面の対

策を含め、離島における定住条件の整備と離島の特色

を生かした産業振興を二本柱としたこと、そして基本

施策に対する「成果指標」を設定したことなどでござ

います。また、この計画は離島市町村との意見交換等

を踏まえまして策定したものでありますことから、各

離島市町村の計画との整合も図られております。 

 沖縄県といたしましては、引き続き離島市町村と緊

密に連携し、総合的かつきめの細かい離島振興策を展

開・推進してまいる所存でございます。 

 次に、土木建築行政に係る御質問の中で、新石垣空

港国際線旅客施設の拡充等についての御質問にお答え

いたします。 

 新石垣空港国際線旅客施設の増改築につきまして

は、施設の設置管理者であります石垣空港ターミナル

株式会社におきまして取り組むことになっておりま

す。 

 沖縄県といたしましては、この事業の公益性に鑑み

石垣市とともに所要の経費を負担することといたして

おります。なお、増改築の規模等につきましては、今

後の需要の伸びも踏まえまして適正な規模となるよう

検討していくことといたしております。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 知事の政治姿勢に関する御

質問の中で、ハワイ州議会の議決についてお答えいた

します。 

 御質問のハワイ州議会の議決については、本県とつ

ながりの深いハワイの皆様の思いと沖縄の基地問題に

対する見識を示したものと認識しております。先般、

公室長をハワイへ派遣し、本県とハワイ州との連携体

制を構築したところであり、引き続き情報収集や意見

交換を進めていきたいと考えております。 

 続きまして、同じく知事の政治姿勢に関する御質問

の中で、在沖海兵隊の一体的抑止力及び県外移設への

認識についてお答えをいたします。 

 国は、「在日米軍・海兵隊の意義及び役割」におい

て、沖縄に海兵隊がまとまって所在する理由を「各構

成部隊を切り離せば、海兵隊の持つ機能を損なってし

まうおそれ」があるとしています。しかし、県として

は、これらの説明は具体的でなく、在日米軍基地の大

部分を占める沖縄の米軍基地の役割や必要性について

十分な議論がなされてきたとは言えないと考えており

ます。沖縄の海兵隊は、日米安保条約における米軍兵

力の一翼を担っていると理解しておりますが、沖縄の

過重な基地負担の軽減のために在沖海兵隊の削減は最

も重要であり、その具体的な方策として、普天間飛行

場の危険性の除去は喫緊の課題であることから、日米

両政府に対し引き続き県外移設及び早期返還を求めて

まいります。 

 続きまして、水産行政に関する御質問の中で、日台

漁業協定の見直し及び操業ルールの確立並びに漁船衝

突事故に対する国の対応についてお答えをいたしま

す。 

 県では、本年５月10日に発効した日台漁業取り決め

について、漁業者の意見を踏まえ、水域の一部を撤廃

するよう、取り決めの見直しを求めているところであ

ります。このため、操業ルールなど今後の対応を協議

するため、漁業協同組合や漁業者の代表及び県で構成

する「沖縄県日台・日中漁業問題対策等漁業者協議

会」を本年８月に発足させたところであります。 

 県としましては、今後とも当該協議会の意向を踏ま

え、漁業団体等と連携し国に対して取り決めの見直し

と台湾側との交渉を進めるよう求めてまいります。ま

た、今回の漁船衝突事故について農林水産大臣は、操

業していない日本漁船への衝突事故であり、操業ルー

ルとの直接の関係性はないと発言しております。しか

しながら、日台漁業取り決めにより、台湾漁船の操業

が増加したことが背景となっているとの漁業者等の意

見を踏まえ、県としましては、国に対し操業ルールの

一環として、緊急時の対応が適切に行える体制づくり

を求めていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 離島振興についての御質問
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の中で、離島空港の更新整備についてお答えいたしま

す。 

 離島航空路の安定的な運航及びネットワークの充実

を図るため、沖縄21世紀ビジョン基本計画において、

離島空港における施設の更新整備、機能向上等を推進

することを位置づけております。現在、宮古、多良

間、久米島及び南北大東の各空港において、老朽化し

た基本施設や場周柵等の更新整備を行っており、他の

離島空港においても更新時期を踏まえながら、空港の

運用に支障が生じないよう計画的に更新整備を行って

いく考えであります。 

 次に、離島航空路線確保のための取り組みについて

お答えいたします。 

 県では、離島航空路線の確保・維持のため、国・県

及び関係市町村による協調補助路線については欠損額

の全額を補助しております。また、離島航空路線に就

航する航空機の購入費用については、沖縄特例の国庫

補助制度が制定されており、国及び県で全額を補助す

る制度となっております。また、事業採算性等の課題

から廃止された離島航空路線について、県としまして

は、離島住民生活の安定及び離島振興を図る観点か

ら、路線再開に向け航空事業者及び関係市町村と意見

交換を行うなど、路線運航の方策について検討を行っ

ているところであります。 

 次に、医療行政の御質問の中で、新県立八重山病院

に係る整備の進捗状況についてお答えいたします。 

 基本構想の策定につきましては、10月上旬に開催す

る新病院基本構想検討委員会を経て年内に取りまとめ

ることとしており、今年度中に基本計画の策定に着手

する予定としております。また、新病院の建設場所に

ついては、利便性や災害時における安全性、地元から

の要望などを考慮し、複数の候補地から旧石垣空港跡

地を選定したところであります。 

 今後とも、関係機関とさらなる連携を図りながら、

早期開院に向けて努めてまいりたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） それでは離島振興につい

ての御質問の中で、離島児童生徒の交通費支援につい

てお答えいたします。 

 離島児童生徒の大会派遣に係る負担軽減につきまし

ては、これまで各種教育団体等を通して派遣費の補助

を行うとともに、航空会社への制度設計に向けた協力

要請や関係部局等との調整に努めているところです。

しかしながら、団体予約への学校研修割引運賃の適用

やその時期設定、格安航空会社の参入による影響及び

現在市町村で行われている制度とのすみ分けなど、さ

まざまな課題が出ているところです。 

 県教育委員会としましては、離島児童生徒の負担軽

減を図るため、引き続き関係部局等と連携しながら取

り組んでまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 離島振興についての御

質問の中の、石油製品輸送等補助事業の成果と課題に

ついてお答えいたします。 

 まず成果としましては、石油製品輸送等補助事業等

により本県の離島におけるガソリン価格は、長崎県や

鹿児島県の離島と比較して、平成24年度で１リットル

当たり４円から９円安くなっております。しかしなが

ら、離島における石油製品価格は依然として本島に比

較して高い水準にあるという課題があります。 

 次に、本島―離島間の石油製品価格差の縮小に向け

た取り組みについてお答えいたします。 

 沖縄県がことし４月から９月にかけて実施した石油

製品の流通等実態調査の結果、本島―離島間の輸送に

要する経費に加え、離島における輸送に要するドラム

缶やコンテナの購入費、トラック、フォークリフトの

購入費、燃料費等の離島特有の経費がかかっている島

もあり、現行の事業では十分な補助が行えていなかっ

たことがわかりました。このため、これら離島特有の

経費に対する補助を拡充することで価格差の縮小を

図ってまいりたいと考えており、平成25年11月からの

実施に向け、現在、制度の詳細設計を行っているとこ

ろであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 土木建築行政につ

いての御質問の中で、新石垣空港開港後の運用状況と

課題についての御質問にお答えいたします。 

 新石垣空港の乗降客は、平成25年度が202万人、平

成33年度が年間260万人と予測しており、今年度の乗

降客数はほぼ予測どおりになるものと考えておりま

す。エプロンは８スポット整備され、１日94便まで対

応可能となっております。ボーディング・ブリッジは

国内線ターミナル前面スポットに４基設置しており、

残りの４スポットは徒歩やバスで移動することになっ

ております。しかしながら、航空会社はボーディン
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グ・ブリッジのあるスポットの使用を希望するため、

ピーク時には混雑していることが課題となっておりま

す。このようなことから、施設の増設等については今

後の就航状況を見ながら、石垣空港ターミナル株式会

社と連携して対応を検討していきたいと考えておりま

す。 

 同じく土木建築行政についての御質問の中で、県営

住宅の今後の計画についてお答えいたします。 

 県営住宅における平成24年度の応募倍率は約20倍と

なっております。県では、沖縄県21世紀ビジョン実施

計画の中で、市町村を含めた平成33年度までの公営住

宅管理戸数を平成23年度比1660戸増の３万1494戸に設

定し、目標達成に向け事業を推進しているところであ

ります。 

 今後とも、市町村営住宅の新規整備を支援するとと

もに、県としても老朽化した県営住宅の建てかえを行

う際には、状況に応じて建設戸数をふやしていきたい

と考えております。 

 同じく土木建築行政についての御質問の中で、県営

新川・真喜良団地の建てかえについてお答えいたしま

す。 

 石垣市新川にある県営団地について、ことし２月に

石垣市から県に対し市営団地の建てかえにあわせた早

期建てかえの要望がありました。このため、県と市で

は老朽化した県営新川団地、真喜良団地、真喜良第２

団地と市営新川団地の合計498戸を一体的かつ効率的

な建てかえを行いつつ戸数の上乗せを図ることとし、

今年度から地域居住機能再生推進事業を活用し、平成

28年度ごろの工事着手を目指すこととしております。

また、県営及び市営団地の団地集約化による余剰地を

活用し、地域活性化に資する事業の導入を図ってまい

ります。さらに、新川地区では津波避難ビルの指定を

受けた建物は１件しかない等防災機能が低いことか

ら、建てかえする団地を適切な避難場所として整備す

るとともに、それに至る避難路の整備を行う等、市の

地域防災計画に配慮してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 医療行政についての

御質問の中で、無医地区の解消の取り組みについてお

答えいたします。 

 県内の無医地区は、昭和48年には44地区ありました

が、交通事情の向上や医療機関の整備等により次第に

減少し、平成25年３月現在６地区となっております。

県では、これまで町村立診療所の整備や運営費への補

助を行うなど、離島等における無医地区等の解消に努

めてきたところであり、引き続き必要な支援を行って

まいります。 

 次に、遠隔医療システムについてお答えいたしま

す。 

 県では、平成12年から沖縄県離島・へき地遠隔医療

支援情報システムを運用し、各施設間の診療ノウハウ

の共有や診療診断への助言等に対する支援を行ってお

ります。また、平成23年度からウエブ会議システムを

運用し、遠隔講義の配信や遠隔会議などにより医師の

キャリア形成等に役立てております。さらに、平成24

年度から琉球大学と県立の北部病院、宮古病院、八重

山病院を結ぶ遠隔読影システムを運用し、琉球大学の

専門医による読影支援を行うなど、離島・僻地支援の

ための遠隔医療支援システムの構築を図っておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

   〔病院事業局長 伊江朝次君登壇〕 

○病院事業局長（伊江朝次君） 医療行政についての

御質問の中で、県立八重山病院の老朽化に対する補修

工事についてお答えいたします。 

 県立八重山病院は、昭和55年に建設され33年が経過

しており、施設の老朽化や台風に伴うさまざまなトラ

ブルが発生している状況にあります。 

 病院事業局としましては、雨漏り等の突発的な事故

に対しては防水工事等の応急対策を講じております。

現在、施設の定期的な点検等を行い、安全に係る優先

度に配慮した計画的な更新や修繕を実施し、病院機能

の維持確保に努めているところであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 髙嶺善伸君。 

○髙嶺 善伸君 ハワイ州との連携について再質問さ

せていただきますが、知事宛てにもこの決議は手交さ

れておりますので、どのような決議だったのか、概略

をお聞かせください。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 正式には米国大統領及

び米国国防省に対し、現在の沖縄における米軍プレゼ

ンスの評価のための米国の努力の継続を要請する決議

という名称になっておりまして、決議としては大きく

２つございまして、米国大統領及び米国防省に対し、

ＳＡＣＯの最終報告及び日本防衛のために基地用地を

提供する条約上の義務を踏まえ、沖縄に直接軍事目的

に必要でない土地と施設を返還することを意図しつ

つ、沖縄及び日本本土に駐留している現在の米軍兵力
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プレゼンスを、場合によっては移転・調整・整理する

ための合意可能な解決策を促進し交渉する努力を継続

することを求める。これが１点目です。 

 ２点目は、日本やアジアでの兵力配置体制につき評

価すること及び日本やアジアの他の地域への施設移転

の可能性につき検討することを求めるということで、

宛先は米国大統領、国防長官、太平洋軍総司令官、ハ

ワイ州知事、沖縄県知事、在ハワイ日本国総領事、ハ

ワイ州選出連邦議員、ハワイ沖縄県人会等その関連団

体ということになっております。 

○議長（喜納昌春君） 髙嶺善伸君。 

○髙嶺 善伸君 このようにハワイ州議会の上院・下

院が決議したことは大きな意味があります。特に、在

沖米軍の負担、これがわずか日本の0.6％の沖縄に

75％の在日米軍施設が集中しているということで、実

情をよく分析している。これは何かというと、やっぱ

りハワイ州議会に沖縄県系の議員がいて発議をしたん

ですよ。私は、先日ハワイへ行ったときに、そのハナ

ブサ議長は、今76名の上院・下院議員の中で沖縄県系

の議員は12名いるそうですよ。だから沖縄の影響力は

大きい。今ですよ。だから、私は前回もアバクロン

ビー知事とぜひ知事お会いしてくださいとお話しを申

し上げました。ぜひこのウチナーンチュのネットワー

ク、これを利用してアメリカ政府を動かしましょう

よ。ただ、知事がおっしゃっているようにペーパー

ワークじゃなく、政治的な決断を解決につなぐという

意味では、知事はハワイにはいつでも行けると。簡単

ですが、もうちょっと研究させてくださいでとまって

しまう。そうじゃなくて、今回ぜひハワイに行かれ

て、知事初め州議会ともお会いして、せっかくこうし

た決議してもらったんだから、もう一度頼みます。こ

れはやっぱり埋立承認申請をどうするかという前に本

当は必要な、ウチナーンチュのネットワークを利用し

た沖縄問題の解決、これは仲井眞知事しかできないん

じゃないかなと私、思うんですよ。知事、決意を聞か

せてください。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時36分休憩 

   午前11時38分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 髙嶺議員の御提案、大変よ

く理解できます。ただ、1997年のこのハワイ州議会の

決議は大変沖縄に同情的な決議ですし、基地問題に対

する理解も大変行き届いた決議だと思っています。た

だ、同時にアメリカ合衆国においてそれから対外戦略

を掲げた安全保障と国家的な課題にも言及しておられ

ますので、一応我々としてはハワイに関する情報を収

集していまして、実は又吉公室長がハワイに行きまし

たのも向こうとのネットワークづくりでありますと

か、ハワイの状況を丁寧にそういう情報収集をすると

いうことです。私も今検討していますが、私のほうも

近々ハワイを訪問したいと思っておりまして、公室長

等の活動で築かれたそのネットワークを私のほうで確

認をして、そしてそのハワイ訪問が終わった後に知事

に報告をいたしまして、知事がハワイに行かれるかど

うかということを協議したいという手順でいきたいと

いうふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 髙嶺善伸君。 

○髙嶺 善伸君 アバクロンビー知事を孤立させるこ

となく、議会も一緒になってアメリカを動かす。そし

てそこから日本政府を動かすというためにも、ぜひ知

事にはもう少し踏み込んだ対応をお願いしておきたい

と思います。 

 それから、これは９月27日の八重山毎日新聞です。

知事のほうにもコピーをお渡ししましたが、新八重山

病院の移転場所は旧空港跡地、2017年度に完成と大き

な見出しで県議会の様子が、これは島袋大議員が指摘

されて踏み込んだ答弁を引き出した内容であります。

これには、知事は何とか１年可能なら２年でも前倒し

できないかという意欲を示して、少なくとも１年強と

いうことでやっぱり現場を見られ、また、文教厚生委

員会も視察され、そういう思いで全て病院機能を一日

たりともゆるがせにしてはならないという思いから

だったと思うんですね。そういう意味で知事、これは

４年後に開院するということは、いろんな作業を前倒

しせんといかぬですね。着工もあり予算も諮るんです

よ。そういう手順も踏まえて、知事がおっしゃった

2017年以前に完成するという思いを知事、もう一度

しっかりと答弁いただけないでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

○病院事業局長（伊江朝次君） お答えいたします。 

 いろいろその手順がありますが、今年度中に基本構

想、基本計画を立てて、次年度に基本設計、実施設計

をやろうと思っております。そして、2015年に着工で

きるようにして、2017年に開院したいというふうな計

画を今立ててやっております。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 髙嶺善伸君。 

○髙嶺 善伸君 2015年に着工できるように段取りを

してください。 

 それで、私は空港跡地というものは６割以上は国有
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地なんですよ。国有地を取得しないといかぬ。そのた

めには国会決議になるのか、それとも国有財産の地方

審議会なのかわかりませんが、急いで国との協議をし

ないといけないと思いますが、いつごろまでに国の了

解が得られるのか、その辺の作業手順をお知らせくだ

さい。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

○病院事業局長（伊江朝次君） 国有地の取得に関し

てはいわゆる国有財産審議会というふうなのがありま

して、これは土建部ともいわゆる新石垣空港線の道

路、これと連携してかけて一緒にそれは国に申請して

審議していただきたいというふうに今考えておりま

す。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 髙嶺善伸君。 

○髙嶺 善伸君 土木建築部長、お聞きします。 

 これは復帰してから今までに39回しかその審議会は

開かれていないんです。大体年１回ですよ。それでこ

れはもう知事もおっしゃっている、前倒ししないとい

けない。審議会を待っていたらいつになるかわからな

いですよ。だから早目に国と協議して審議会を開いて

もらう。こういう作業が必要ですが、あなたのところ

が所管になっていくと思いますが、石垣市との協議、

総合事務局の財務部との調整でどのような見通しです

か。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時43分休憩 

   午前11時44分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 旧石垣空港の敷地

には、議員御承知のとおり石垣空港線という県道の計

画がございまして、それについては国有地の取得など

が必要でございまして、国有財産審議会もこれから開

いていかないといけないと。そういうことについて病

院事業局とも協力して、なるべく早目にその国有審議

会にかけられるように連携してやっていきたいと考え

ております。 

○議長（喜納昌春君） 髙嶺善伸君。 

○髙嶺 善伸君 これは主管部の事業局がやるのか、

行政財産を管理している土木建築部がやるのか。ある

いは跡地利用計画を推進する石垣市がするのか。どち

らかが窓口をやっていかぬと協議が前に進まないんで

す。その辺について手順を明確に示してください。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

○病院事業局長（伊江朝次君） お答えいたします。 

 今の件はこれから関係部とも連携してやっていこう

ということで、できるだけ早く審議会が開けるように

国にも働きかけていきたいというふうに思っておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 髙嶺善伸君。 

○髙嶺 善伸君 急いでください。よろしくお願いし

ます。 

 次に、離島航空路支援についてお聞きしますが、ま

ず課題となっているものは、皆さんの報告書を見てい

ても需要の面で採算をとるのがなかなか難しいと。私

は、委員会でも申し上げました。やるという前提の調

査なのか、できないという調査なのかと。部長はやる

という前提ですということで話しておられましたの

で、一つ具体的にお聞きしましょう。例えば石垣―波

照間間あるいは多良間間、運休しております。これに

ついては滑走路を延ばすのが一番いい。しかし、国交

省は無理だと言っている。だとしたら今の空港でどう

いうふうに支援するかなんですね。皆さんの調査結果

から、今具体的に就航を再開する方法、どのようなこ

とを想定して取り組んでおられますか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） お答えいたします。 

 やる方向で、できる方向でということで調査いたし

ました。それぞれ地元の意向なども大変重要でござい

ますので、地元の意向も確認いたしました。そうしま

したところ、波照間―石垣、それから多良間―石垣に

も関連する地元のほうも再開の要望を強く持っており

ますし、財政負担も一定程度可能だというような発言

もございます。一番肝要なのは、利用促進に取り組む

には就航を希望する航空会社があることが前提なんで

すが、そこも見つかっております。10月中旬には八重

山拠点の空港開設の検討協議会なるものを県、地元市

町村、それから航空会社で立ち上げまして、課題の抽

出、運航条件の検討などを年内に行いまして、１月ご

ろには運営支援策などを提案してまいりたいと、そう

いうふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 髙嶺善伸君。 

○髙嶺 善伸君 琉球エアーコミューターでさえも撤

退する。したがって、今、すぐ就航の予定がない。民

間事業者を頼まないといけない。しかし、新しい航空

機を買うには金がかかるんですよ。ところが、離島の

支援のために航空機購入費補助制度というのもあるん

ですね。これは離島住民の福祉の向上のために資する

ためであればということで国が75％補助するんです

ね。こういうスキームもあるよということで提言しな

がら、民間事業者の新規参入を求めていく。それか

－ 183 －



ら、運航費についても補助をしていく。こういうこと

を提起をしないとなかなか新規乗り入れは難しいん

じゃないですか。どうですか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） まさしく議員おっしゃ

るとおりで、そういった例えば航空機の購入、それか

ら支援策についても同時に並行して我々は提案もしま

して、就航の可能性を検討したいと、そういうことで

ございます。 

○議長（喜納昌春君） 髙嶺善伸君。 

○髙嶺 善伸君 それと、東京の調布空港から大島、

新島、神津島などにドルニエという飛行機が飛んでい

る。これは800メートルの滑走路でもできる。した

がって、石垣―波照間間に19名乗りの航空機で運航可

能なんですよ。そういう補助スキームを提言していけ

ば、これは今、例えば那覇と粟国間は第一航空が飛ん

でいますよ。そこにアイランダーでもそうだけれど

も、新たに航空機を買うなら国・県で補助するよとい

うことで提言することによって実現につながると思う

んですよ。新年度、機材購入に向けて踏み込めるよう

な予算要求などを含めた取り組みはできないですか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 個別の航空会社名は

ちょっと公表は避けさせていただきたいんですが、既

に国交省と２機、機材を購入すると、複数機購入する

ということで調整は行っているところでございます。 

○髙嶺 善伸君 休憩。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時49分休憩 

   午前11時50分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 髙嶺善伸君。 

○髙嶺 善伸君 竹富町からは一刻も待てないと、欠

航率が高いと。そういう意味でぜひ運航費補助、機材

購入補助を活用して来年度飛べるように、これは今、

運用の仕方によっては可能だと、我々は調査の結果を

踏まえて竹富町からも強い要望を受けているんです

よ。要は、県が一歩踏み出すかどうか、次年度の予算

要求というものをしっかりやっていくかにかかってい

ると思うんですね。知事、どうですか、決意を聞かせ

てくださいよ。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 再度答弁させていただ

きます。 

 10月中旬には八重山拠点の航空路開設検討協議会と

いうものを立ち上げます。年内には課題抽出、運航条

件の検討を行いまして、年が明けて１月末から路線収

支の検討、コスト縮減策、需要喚起の検討、そういっ

たものを行って、年度内でできるかどうかというもの

はちょっと検討の過程を踏まないといけませんけれど

も、県といたしましては早い時期に再開ができるよう

に粘り強く取り組んでまいりたいというふうに考えて

おります。 

○議長（喜納昌春君） 髙嶺善伸君。 

○髙嶺 善伸君 新石垣空港の国際線の改善ですが、

予算措置していよいよもう設計に入りますが、やっぱ

りどれぐらい県が支援するかによって規模もいろんな

機能も出てきます。そういう意味では県が積極的に支

援するという姿勢を示しておくことが絶対に必要だと

思いますので、後でもう少し拡張すればよかった、あ

あすればよかったということがないように、ぜひ県の

積極的な支援をお願いしたいと思います。 

 ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時53分休憩 

   午後１時26分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 午前に引き続き質問及び質疑を行います。 

 山内末子さん。 

   〔山内末子さん登壇〕 

○山内 末子さん ハイタイ。 

 ワンネー イシチャーヌ山内グヮーの末子ートゥナ

トーイビーン。ユタシクウニゲーサビラ。 

 しまくとぅばについて、先日国立劇場の芸術監督で

あります嘉数道彦さんのお話を伺う機会がございまし

た。今、国立劇場で組踊を踊るときも、実はせりふの

理解ができないということで、そばに字幕スーパーで

説明をしているらしいんですよね。そうすると、皆さ

んが踊っていても踊りは見ずに字幕だけを見ている。

そういう事態が今起こっているということで、こうい

うところにも芸術文化を継承するためにもそのしまく

とぅばの普及をしっかりとやっていかなければならな

いというお話がありました。またもう一点、字幕スー

パーに訳すのが、ウチナーグチを本当に日本語に標準

語に直すのが大変難しい言葉があるということ。それ

はやはり難しい表現、あらわせない表現というのが沖

縄の心、沖縄の魂、ウチナーンチュとしてのアイデン

ティティーではないのかということもおっしゃってお

りました。 

 そういう意味ではしまくとぅばの普及について、本

当に今こそ大事だなということを若い芸術監督から教

わり、私もしっかりと頑張らなければならないという
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決意をしているところです。ところが、やっぱり話せ

ません。頑張りたいと思います。 

 それでは一般質問を行います。  

 １点目に、知事の政治姿勢について。 

 (1)、さきに行われました参議院議員選挙、安倍総理

を初め自民党本部・閣僚が次々と沖縄入りをしたにも

かかわらず自民党公認候補は惨敗をいたしました。党

本部は「辺野古と言わなかったから負けた」という声

があります。知事の見解を伺います。 

 (2)点目、総額3408億円という巨額の沖縄振興概算要

求は辺野古埋立受け入れへの布石と考えますか、どう

でしょうか。 

 (3)点目、国連の人種差別撤廃条約委員会で、ＮＧＯ

の提出しておりますオスプレイの沖縄配備問題が審議

をされております。そろそろ結論が出る時期だと思い

ますが、普天間基地を囲む状況はまさに人権侵害であ

り、世界へ向けてこの状況を国連機関へ訴えることが

必要ではないのか。取り組む考えはないのか伺いま

す。 

 (4)点目、米国防費の削減に伴い海兵隊の削減幅をめ

ぐり、国防総省と海兵隊の対立が取り沙汰されていま

す。本県でも飛行制限があったことも判明いたしまし

た。抑止力という幻想に惑わされている政府に対し、

現実論での展開を提示する必要があると思いますが見

解を伺います。 

 (5)点目、各種委員会の委員の任務と報酬の妥当性に

ついて伺います。 

 ２、知事公室関連について。 

 (1)点目、米国の軍事環境を把握、分析し、沖縄の現

状をしっかり伝えていくためにも地域安全政策課の役

割は重要であります。その役割とこれまでの成果、今

後の取り組み方針について伺います。 

 (2)点目、17年間恩納村に保管されていましたＰＣＢ

の処理がようやく実行されます。 

 以下伺います。 

 ア、処理決定までの経緯、処理数量（ドラム缶数）

でお願いいたします。 

 イ、搬出方法、搬出時期、ルート等安全対策につい

て伺います。 

 ウ、処理に当たり県のかかわりはどうなっています

か。 

 ３点目、うるま市宮城島で不法投棄されたと見られ

る不発弾について。 

 経緯と処理方法、今後の対策について伺います。 

 ４、沖縄県住宅等開発磁気探査支援事業・広域探査

発掘加速化事業について伺います。 

 (1)、平成24年度の執行状況、25年度のこれまでの執

行状況。 

 (2)、事業執行の課題と対策、今後の展望を伺いま

す。 

 ５、住宅防音工事の助成について。 

 (1)、助成を受けている三沢市、岩国市と沖縄県の建

物対象年度の比較をお願いいたします。 

 (2)、建具復旧工事等、実態にそぐわない状況につい

ての改善策を伺います。 

 (3)、課題解決に向けての取り組みはどうなっていま

すかお願いいたします。 

 ６、大学院大学について。 

 開学から１年、研究者の状況、環境整備についての

取り組みを伺います。 

 (2)、県内の教育機関、企業、地域との連携はどのよ

うに行っているのか。 

 開学の成果、研究成果があらわれるのはいつごろと

捉えているかお願いいたします。 

 ７、アミークス国際学園について。 

 (1)、開学から３年、現在の学校の状況（生徒・教員

数、出身国等）をお願いします。 

 (2)、来年開学予定の中学の整備状況はどうなってい

ますか。 

 (3)、沖縄県のかかわりについてお願いいたします。 

 ８、福祉行政について。 

 (1)、ワンストップ支援センターの設立について。 

 ア、病院拠点型の方向性が出たが、進捗状況と課

題、今後の展望を伺います。 

 イ、設立する会が積極的に講演会やシンポジウムを

開催しています。県の取り組み計画を伺います。 

 (2)、児童相談所と市町村相談窓口との連携、虐待撲

滅対策を伺います。 

 (3)、情緒障害支援センターの設立の取り組みについ

て伺います。 

 ９、教育行政について。 

 (1)、石垣市教育委員長は沖縄の平和教育を「弊害」

があると否定をしております。教育長の見解を伺いま

す。 

 (2)、性被害に巻き込まれない思春期教育の取り組み

状況を伺います。 

 10の土木建設行政については取り下げます。 

 11、商工労働行政について。 

 (1)、銀座わしたショップの泡盛コーナーの販売促進

用ポップ、泡盛を丹精込めてつくった製造元を侮辱す

るメッセージが多く残念であります。県の認識を伺い

ます。 
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 12、観光政策について。 

 (1)、海外観光客誘致に向けて、接客マニュアルやト

ラブル対処法などリーフレットの取り組みは考えてい

るか伺います。 

 13、我が会派の関連質問について。 

 (1)、沖縄市のドラム缶問題について、今回調査した

沖縄市、防衛局、沖縄県の調査結果を踏まえ今後の全

面調査にどう生かすのか。また浄化対策を含む総合的

な計画の策定が必要ではないのか、見解を伺います。 

 (2)、観光協会との連携について、地域の観光産業を

強化するためには県とコンベンションビューロー、市

町村、観光協会との連携が不可欠だと考えます。市町

村の特色を生かした観光、携わる人々のやる気を起こ

させるための連携強化を図るべきではないかどうか伺

います。 

 よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事  仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 山内末子議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、知事の政治姿勢についての中で、参議

院議員選挙の結果についての御質問に答弁をいたしま

す。 

 去る７月に行われました参議院議員選挙において、

県政与党である自由民主党の公認候補が落選したこと

につきましては、有権者の御判断としてその結果を受

けとめております。 

 次に、大学院大学についての御質問の中で、研究者

の状況及び環境整備の取り組みについてという御趣旨

の御質問に答弁をいたします。 

 沖縄科学技術大学院大学は、昨年９月に開学しまし

た。世界トップクラスの代表研究者が46名、そして研

究員が244名、さらに事務員が237名、学生が54名、合

計581名に達しております。施設整備の状況につきま

しては、管理棟及び２つの研究棟が完成しており、新

たに第３研究棟等の整備が今年度から始まっておりま

す。 

 沖縄県としましては、引き続き国に対し、大学院大

学の充実を求めたいと考えているところでございま

す。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 知事公室関連に関する御質

問の中で、地域安全政策課の役割と成果、今後の方針

についてお答えしたいと思います。 

 地域安全政策課においては、アジア地域の国際情勢

や安全保障問題等について、独自に調査・分析・研究

を行い、県の基地政策に反映させていくこととしてお

ります。現在、海外の研究者や専門家等と随時意見交

換を行うとともに、東アジア地域の平和と安全保障を

テーマとしたフォーラムの開催を予定しております。

今後も有識者ネットワーク等の活用、海外での意見交

換及び情報収集を推進する中で、沖縄の基地問題の解

決に向けた効果的な施策等について検討し、日米両政

府に働きかけてまいりたいと考えております。 

 続きまして、福祉行政に関する御質問の中で、ワン

ストップ支援センターの進捗状況等についてお答えを

したいと思います。 

 ワンストップ支援センターについては、９月までに

４回の検討会議を行いました。これまでの検討状況と

しては、産婦人科医療を提供できる病院内に支援の

コーディネート・相談の機能を担うセンターを置くい

わゆる病院拠点型が望ましいという方向性を確認して

おります。課題としましては、拠点病院の確保や関係

機関との具体的連携方法、情報管理体制づくりなどが

あります。 

 今後は、検討会議の結果を踏まえ、関係機関との調

整を行い、平成26年度中のセンター設置を目指して取

り組んでまいります。 

 続きまして、観光政策に関する御質問の中で、海外

観光客に関する接客マニュアル等についてお答えをい

たします。 

 県においては、外国人観光客に質の高い適切なサー

ビスを提供できるよう、平成24年度に「外国人観光客

接遇マニュアル」を作成しております。同マニュアル

では、接客会話や基本的な国際マナー、国別の接遇の

留意点のほか、トラブルへの対応方法、宿泊施設等で

の外国語案内のサンプルなど、外国人を受け入れる際

に必要となる実践的な情報を整理しており、観光事業

者等に配布して広く活用されるよう促しております。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 知事の政治姿勢についての

御質問の中で、沖縄振興予算と普天間基地の辺野古移

設についてお答えいたします。 

 平成26年度の内閣府沖縄担当部局の概算要求は、国

の要求基準に基づき、沖縄県の要望を踏まえなされた

ものと理解をしております。国は、沖縄振興特別措置

法に基づき、沖縄の自立的発展や豊かな住民生活の実
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現に寄与することを目的に、総合的かつ計画的に沖縄

振興を図ることとしております。内閣府沖縄振興予算

は、このような沖縄振興の目的を実現するためのもの

であり、普天間飛行場の辺野古移設とは関係ないもの

と考えております。  

 次に、大学院大学についての御質問の中で、開学の

成果、研究成果についてお答えいたします。 

 大学院大学においては、開学により、国内外の大学

及び研究機関との共同研究や研究者間のネットワーク

形成、国際シンポジウムの開催、ベンチャー企業設立

に向けた取り組みなどが促進されております。研究成

果については、海洋分野において、サンゴ等の全ゲノ

ム解読に世界で初めて成功し、英科学雑誌Ｎａｔｕｒ

ｅに掲載されるなど、既に高い評価を得ている研究も

あります。また、脳神経科学分野においては、パーキ

ンソン病等の新しい治療法につながる研究が行われて

おり、国内の製薬会社からも注目されております。さ

らに、環境分野においては、沖縄のバクテリアを用い

た産業排水の浄化に関する研究等が行われており、泡

盛酒造等の廃液処理への応用が県内企業からも期待さ

れているところであります。このように、大学院大学

においては、国内外からその成果を期待される研究が

数多く進められております。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、国連機関へ訴えることについてお

答えいたします。 

 国連人種差別撤廃委員会による情報提供要請に対

し、政府は、沖縄の人々は人種差別撤廃条約に言う人

種差別の対象とはならないものと考えている旨の回答

を行っております。 

 県としましては、普天間飛行場移設問題を初めとす

る沖縄の基地問題については、日米両政府において解

決が図られるべき政策課題であると考えており、引き

続き日米両政府に対し、普天間飛行場の県外移設及び

早期返還の実現に向け真摯に取り組むよう強く求めて

まいります。 

 次に、政府が言う抑止力に対する現実論についてお

答えいたします。 

 政府は、沖縄の海兵隊駐留の理由について「この地

域における抑止力の維持」を挙げておりますが、どの

程度の兵力が必要とされているか等の具体的な内容に

ついて明らかにしておりません。 

 県としましては、政府に対し引き続き説明を求める

とともに、県として独自の情報収集活動や安全保障研

究を行ってまいります。 

 次に、うるま市宮城島で不法投棄されたと見られる

不発弾についての御質問の中で、不発弾の経緯と処理

方法、今後の対策についてお答えいたします。 

 同事案の経緯につきましては、平成25年７月20日

に、うるま市宮城自治会の住民が海岸の清掃作業の

際、不発弾２発を発見し、さらに、同22日の自衛隊に

よる２発の回収作業時に、周囲から不発弾１発を発見

し、これらは同日いずれも回収されているところであ

ります。その後、同自治会から市を通し、県に対して

磁気探査の要請があり、要請を踏まえ、同区域の磁気

探査を実施したところ、９月９日に不法投棄と見られ

る不発弾４発、さらに、11日に不発弾１発を発見し、

自衛隊により計５発が回収されております。これらの

不発弾については、これまでと同様国の責任で処理さ

れるものと承知しております。 

 今後の対策としましては、関係機関・県民に対し、

不発弾等を発見した場合には、最寄りの交番または警

察署に通報する等、基本的な不発弾の取り扱いについ

て周知徹底を図るとともに、速やかな回収、安全対策

を確実に実施してまいりたいと考えております。 

 次に、沖縄県住宅等開発磁気探査支援事業・広域探

査発掘加速化事業についての御質問の中で、24年度及

び25年度の執行状況についてお答えいたします。 

 住宅等開発磁気探査支援事業につきましては、平成

24年度は、市町村が実施主体となり、３市町において

申請件数５件、実績額は517万2000円となっておりま

す。平成25年度は、事業主体を市町村から県へ変更

し、磁気異常点の確認探査と掘削等の補助対象の拡充

を図るなど大幅なスキームの変更を実施しました。本

年９月末現在、交付決定件数34件、交付決定額は6846

万6000円となっております。広域探査発掘加速化事業

につきましては、平成24年度の執行状況は、契約件数

118件、契約額は18億1800万円となっております。平

成25年度は９月末現在で、契約件数69件、契約額11億

2300万円となっております。 

 次に、事業の課題と対策、今後の展望についてお答

えいたします。 

 住宅等開発磁気探査支援事業につきましては、県民

及び事業所等に当該事業の周知が不十分であることが

課題となっていたことから、今年度はその対策とし

て、県や市町村広報誌・地元新聞への広報掲載、自治

会や関係団体への説明会の開催、リーフレットの作成

及び配布等を実施しております。今後も県が実施主体

となり、当該事業の普及・拡大を図るため、より一層
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の広報活動に取り組んでいきたいと考えております。 

広域探査発掘加速化事業につきましては、引き続き

市町村と連携し意見交換を行いながら事業の促進を

図ってまいります。 

 次に、住宅防音工事の助成についての御質問の中

で、三沢市、岩国市、沖縄県の防音工事対象年度につ

いてお答えいたします。 

 三沢飛行場周辺の住宅防音工事においては、うるさ

さ指数（Ｗ値）75以上の区域で、平成11年３月30日ま

でに建築された住宅が対象とされております。岩国飛

行場周辺では、Ｗ値75以上80未満の区域で、平成４年

３月27日までに80以上の区域で平成23年９月20日まで

に建築された住宅が対象となっております。 

 嘉手納飛行場周辺では、Ｗ値75以上85未満の区域

で、昭和58年３月10日まで、85以上の区域では平成20

年３月10日までに建築された住宅が対象となっており

ます。普天間飛行場周辺ではＷ値75以上の区域で、昭

和58年９月10日までに建築された住宅が対象となって

おります。 

 住宅防音工事については、区域の指定、Ｗ値の基

準、指定告示日に地方による不均衡があってはならな

いと考えており、今後とも渉外知事会や軍転協と連携

し、あらゆる機会を通じて本県の騒音対策の強化・拡

充を求めていきたいと考えております。 

 次に、建具復旧工事等、実態にそぐわない状況の改

善策についてお答えいたします。 

 住宅防音工事については、住民等が希望をしてから

措置を受けられるまで１年半から２年間待つことにな

るとのことですが、特に防音建具や空調機器の機能復

旧については、住民生活に著しい影響を及ぼすものと

考えております。県としては、去る９月13日に沖縄防

衛局に対し、航空機騒音の軽減とあわせて空調機器の

機能復旧について迅速に措置を講じるよう求めたとこ

ろです。 

 次に、課題解決に向けた取り組みについてお答えい

たします。 

 県はこれまで、渉外知事会や軍転協を通じて、政府

に対し、告示日以降の新築・増改築住宅への制度の拡

充や住宅防音工事の対象区域の拡大などを要請してお

ります。軍転協要請に対する平成23年12月の政府回答

においては、第一種区域指定後に建設された告示後の

住宅防音工事の助成の措置の拡大について、今後の全

国における同工事の実施状況等を踏まえつつ、検討し

ていくとしております。また、平成24年度には、嘉手

納飛行場周辺の特に騒音の著しい、Ｗ値85以上の区域

について、告示後の住宅防音工事の対象を平成20年３

月10日までに建築された住宅に拡大されております。

県としては、これにより一定の前進が図られたものと

考えております。しかしながら、嘉手納飛行場及び普

天間飛行場周辺においては、住宅防音工事対象期日以

降も多くの住宅が建築されており、県としては、騒音

被害の実態や住宅の分布状況等を考慮し、住宅防音工

事対象区域の拡大等、さらなる騒音対策を強化する必

要があると考えております。 

 県としては、引き続き軍転協等関係機関とも連携し

ながら、政府に対して強く求めてまいりたいと考えて

おります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 小橋川健二君登壇〕 

○総務部長（小橋川健二君） 知事の政治姿勢の中

で、各種委員会の任務及び報酬の妥当性についてお答

えいたします。 

 県は、地方自治法に基づき、教育委員会、選挙管理

委員会、人事委員会、監査委員、公安委員会、労働委

員会、収用委員会、海区漁業調整委員会及び内水面漁

場管理委員会の９つの委員会を設置をしております。

各委員会は、知事とは独立した執行機関として、地方

自治法及び関係法令に基づき、その権限に属する事務

を執行しております。また、委員等の報酬は、各委員

会の職務の性質、内容、職責や職務の態様、委員の負

担等の諸般の事情を総合的に考慮し、議会の議決を経

て現在の額に定めたところであります。その水準につ

きましては、九州各県及び人口規模類似県の委員等の

報酬額を100とした場合の本県の比率は100.7となって

おり、妥当な水準にあるものと考えております。 

 次に、アミークス国際学園についての中で、アミー

クス国際学園の現在の状況についてお答えいたしま

す。 

 平成25年９月現在、沖縄アミークスインターナショ

ナル小学校の生徒数は398名で、うち外国籍が12名、

二重国籍が34名となっております。国籍はアメリカ、

韓国、中国等となっております。教員数は40名で、そ

のうち外国籍が19名となっております。また、沖縄ア

ミークスインターナショナル幼稚園の生徒数は60名

で、うち外国籍３名、二重国籍３名となっておりま

す。生徒の国籍は、アメリカ、韓国、バングラデシュ

となっております。また教員数は６名で、そのうち外

国籍が３名となっております。 

 次に、同じ項目の中で、アミークスインターナショ

ナル中学校の整備状況についてお答えいたします。 

 県では、学校法人アミークス国際学園より提出され
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ました中学校設置計画について、平成25年３月に沖縄

県私立学校審議会での審議を経て、その妥当性を認め

たところであります。また、県においては、今後同法

人より提出される設置認可申請について、平成26年３

月に予定されている沖縄県私立学校審議会での審議を

経て、認可の可否を決定することとしております。 

 開設予定の中学校の整備状況につきましては、教室

は既に整備済みであり、その他の準備も順調に進んで

いるものと聞いております。 

 次に、同じ項目の中で、アミークス国際学園と県と

のかかわりについてお答えいたします。 

 県においては、平成23年３月に沖縄アミークスイン

ターナショナル小学校及び幼稚園の設置認可を行いま

した。平成23年４月の開校後は、学校教育法及び私立

学校法等に基づき届け出等の受理を行うとともに、私

立学校振興助成法等に基づき運営費等に対する助成を

行ってきております。今年度は、平成26年４月開校予

定の中学校の設置認可に向けての調整や、教育課程特

例校の指定等に係る業務等を行っているところであり

ます。 

 学校に対しましては、学校教育法及び私立学校法に

基づいて適切な学校運営がなされるよう、必要に応じ

て報告を求めているところであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 知事公室関連につい

ての中の、恩納村のＰＣＢ処理についての御質問にお

答えします。 

 恩納分屯基地には、平成７年に返還された旧恩納通

信跡地内から発生したＰＣＢ含有汚泥がドラム缶694

本、平成14年に航空自衛隊恩納分屯基地から発生した

ＰＣＢ含有汚泥ドラム缶1100本が保管されておりま

す。 

 これらＰＣＢ廃棄物については、平成13年に「ポリ

塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理に関する特別措置

法」が施行され、平成39年３月31日までに全量処理す

ることとなっております。ＰＣＢ処理施設について

は、平成16年に全国５カ所に設置され、県内廃棄物は

平成21年度から北九州市の施設で本格的に処理が始

まっております。また、低濃度のＰＣＢ廃棄物につい

ては、平成22年に初めて無害化処理認定施設が設置さ

れたことにより処理が加速してきたところでありま

す。現在、恩納分屯基地に保管されているＰＣＢを含

む汚泥は、全て低濃度の汚泥であり、今後、福島県の

無害化処理認定施設で全量処分されることになってお

ります。 

 同じく知事公室関連についての中の、恩納村のＰＣ

Ｂ処理に関する搬出及び県のかかわりについての御質

問にお答えします。２の(2)のイ、２の(2)のウは関連し

ますので一括してお答えいたします。 

 搬出時期及び運搬ルートについては、現在、決定し

ておりませんが、搬出に際しては、漏えい防止金属容

器を使用する等による飛散・流出防止対策に万全を期

すよう運搬業者を指導していくこととしております。 

 県としましては、今後とも処理の進捗状況について

把握するとともに、搬出の際は立ち会いを行う等、関

係市町村とも連携し、対応することとしております。 

 次に、福祉行政についての中の、ワンストップ支援

センターに関する取り組み計画についての御質問にお

答えします。 

 県では、ワンストップ支援センター開設に係る検討

会議の内容をマスコミへ情報提供するとともに、議事

概要を県ホームページで公表し、県民への情報発信を

行っているところであります。 

 性暴力被害者に対する支援の重要性やセンターの果

たす役割などについては、女性団体等の関係機関と連

携し、あらゆる機会を通じて県民への周知啓発を図っ

ていきたいと考えております。 

 次に、我が会派の関連質問についての中で、沖縄市

サッカー場の全面調査に係る総合的な計画策定につい

ての御質問にお答えします。 

 今後予定されている全面調査においても、県、沖縄

市、沖縄防衛局の３者が連携しながら取り組むことと

しております。県は、今回調査の結果を踏まえ、調査

項目や調査方法などの詳細について、調査の目的と照

らし合わせながら丁寧に確認するなどし、沖縄市、沖

縄防衛局とともに確実に準備を進めていきたいと考え

ております。県としましては、全体調査の結果を踏ま

えた上で総合的な対策について、関係機関と協議しな

がら対処していくこととしております。なお、埋設物

や汚染物質の除去等については、国の責任において実

施すべきものであると考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 大学院大学についての

御質問の中の、大学院大学と県内教育機関、企業、地

域との連携についての御質問にお答えいたします。 

 大学院大学は、平成23年度から県内高校生招聘プロ

グラムを実施しており、ことし８月末までに延べ33校

5200名余りの高校生がＯＩＳＴを訪れております。高
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等教育機関については、平成24年に琉球大学及び沖縄

高専と連携協定を締結するほか、共同研究などを行っ

ております。企業との連携では、県内ベンチャー企業

等と、沖縄近海の微細藻類を活用したオイル生産技術

や、健康・長寿改善技術などの共同研究開発等を進め

ております。 

 地域との連携では、ノーベル賞受賞者による講演、

クラシックコンサートやアート展を開催するほか、研

究者家族を講師とする地元恩納小学校での放課後英語

講座も行っております。このようにＯＩＳＴは、教育

機関・企業・地域と連携を図り、沖縄の振興と自立的

発展に貢献するためのさまざまな取り組みを行ってお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 福祉行政についての

御質問の中で、児童相談所と市町村の連携等について

お答えいたします。 

 児童相談所においては、市町村の後方支援を目的と

して、市町村要保護児童対策地域協議会の設置促進、

運営支援を行うとともに、市町村に対し、個別のケー

スに関する助言や新任職員への研修等を行っておりま

す。今後とも、児童虐待の未然防止と早期発見・早期

対応に向けて、児童相談所と市町村との連携強化に取

り組んでまいります。また、児童虐待の通告義務等に

ついて、講演会の開催、ポスターの掲示やチラシの配

布等により、県民に対する広報啓発の充実を図ってま

いります。 

 次に、情緒障害児短期治療施設についてお答えいた

します。 

 情緒障害児短期治療施設については、現在、関係団

体等と意見交換を行うとともに、他県の情緒障害児短

期治療施設の視察を行うなど、設置に向けて条件整備

が必要となる課題の整理に取り組んでいるところであ

ります。今後は、情緒障害児短期治療施設の運営主体

の確保に向け、取り組んでまいりたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） それでは教育行政につい

ての御質問の中で、石垣市教育長の発言についてお答

えいたします。 

 平和教育につきましては、戦後68年が経過し、戦争

の風化が叫ばれる中、沖縄戦の悲惨な実相や教訓を正

しく後世に継承することは重要なことだと考えます。 

 県教育委員会としましては、平和教育を県の教育主

要施策や「学校教育における指導の努力点」に位置づ

けており、各学校では、各教科や道徳の時間はもとよ

り、慰霊の日に向けた特設授業を展開するなど、学校

の教育活動全体を通して行っております。今後とも、

児童生徒が平和で民主的な国家及び社会の形成者とし

て育つよう、平和教育を推進してまいります。 

 なお、石垣市教育長の発言につきましては報道によ

り承知しておりますが、自主性・自立性を有する市教

育委員会教育長の発言でもあり、コメントは差し控え

させていただきたいと存じます。 

 次に、性教育の取り組みについてお答えいたしま

す。  

 学校における性教育については、正しい性知識はも

ちろん、児童生徒の発達段階に応じて男女の人間関

係、性モラルや自尊感情の高揚など、保健体育や道徳

等、関連教科を初め組織的・計画的な指導計画のもと

で教育活動全体を通して取り組んでおります。 

 県教育委員会としましては、今回の事件を受け、性

情報の対処法など、危険回避能力を高める指導をさら

に徹底してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 商工労働行政につい

ての中の、銀座わしたショップについてという御質問

にお答えをいたします。 

 株式会社沖縄県物産公社の銀座わしたショップは、

平成６年３月に開店し、首都圏における沖縄県産品の

販路拡大、アンテナショップとしての大きな役割を果

たしております。 

 今回の銀座わしたショップの泡盛コーナーにおける

販売促進用のポップ広告の表示は、泡盛それぞれの特

徴を紹介するため、３年前より実施をされているとの

ことでございます。これらポップ広告の一部表現につ

いて、ことし９月にお客様から苦情が寄せられ、不適

切な表現については全て撤去したということでござい

ます。今後は、県産品を購入いただくお客様や製造元

に対し、県産品のイメージアップ、売り上げ拡大につ

ながるような広告を実施するよう、沖縄県物産公社に

対して申し入れを行ったところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 湧川盛順君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 我が会派の

－ 190 －



関連質問の中の、地域観光協会との連携強化について

お答えいたします。 

 地域においては、観光協会と市町村が連携して観光

施策を実施しており、県においては、平成24年度よ

り、地域資源を活用した観光メニューの開発に対する

支援として、東村、久米島町、那覇市、読谷村等の各

観光協会へ助成を行うほか、観光ガイドの専門家を派

遣し、ガイドサービスの向上に向けた支援を行ってお

ります。また、沖縄観光コンベンションビューローに

おいては、平成24年度から地域観光協会等会長会議を

開催し、各地域の先進事例や課題等の情報共有を図っ

ております。 

 県としましては、沖縄観光コンベンションビュー

ローとともに、観光協会と連携を図りながら地域が主

体となった観光振興を支援してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

○山内 末子さん 知事公室長に伺います。 

 抑止力について、また私のほうは現実論で、もう少

し具体的にしっかりと政府と渡り合ったほうがいいん

じゃないかという趣旨で質問した次第です。 

 今アメリカのほうでは本当に国防費については、予

算の件で毎日時局が変わるような状態が続いています

よね。そういった状態の中で、本当に沖縄県の今の辺

野古の問題、あるいはグアムの移転の問題、きょうも

このグアム移転が見直しということが出てきました。

そういった意味では本当に今そういう中で、情報を収

集するのも大事ですし、それからしっかりとした沖縄

の問題を提起するのも大事なんですけれども、そう

いった意味でのこの抑止力というところをしっかりと

本当に今のままでいいのかどうかということはもっと

深く議論をする、もっと深く吟味をしていく時期に来

ているのかなと思いますけれども、その辺についても

う一度お願いいたします。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 御質問の抑止力という

点につきましては、これは県は再三にわたって沖縄に

駐留する海兵隊の役割は何ですかということを政府に

問い合わせているわけでございます。これに対して

は、政府から海兵隊の役割についてという冊子が出て

きまして、この地域の抑止力になっているというよう

な説明があるわけですけれども、抑止力、百歩譲って

というんですか、いわゆる安全保障上の役割といった

ものは一定程度認めるにしましても、それでは沖縄に

どうしてこのように過重な基地があるのかと。それが

抑止力としてどのように機能するのかという具体的な

ところはなかなか沖縄県の求めに応じて回答が得られ

ていないという状況でございます。 

 したがって、先ほど高良副知事から答弁がありまし

たように、もう沖縄みずからそういったものを研究し

考えていかなければならないという状況になっており

まして、議員の御質問に対しては、現在県としても研

究・検討しているという答弁が適切ではないかと思っ

ております。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

○山内 末子さん 単純に考えても、今回、国防費の

削減で嘉手納基地へのＦ15でしたかそれの撤廃とかと

いうお話も出てきました。アメリカの予算が削減され

ると、沖縄には抑止力が必要だと言いながらもよその

削減でその軍事が撤退してもいい状況というのがやっ

ぱり出てきているわけですよね。ということは、本当

にこの抑止力というものが軍事上必要なのかどうかと

いうことは、ここはやっぱり吟味をするべきだと思っ

ています。そういった意味では、沖縄の問題というの

はそういった観点からも見られますし、やはり必要だ

という人たちもいます。沖縄が独自でいろんなことを

いろんな模索をしてもやっぱり難しいのも私もよく承

知をしております。 

 ですから、そういう意味で今沖縄の問題を県のほう

だけで新しい地域安全政策課を中心にやってはいます

が、この時期に来てやはりここだけで今問題を解決し

ようというと大変無理があるんじゃないかと。そうい

う意味では沖縄の大学の教授の皆さん方も本当に徹底

して沖縄の基地問題、それから世界的な今の軍事の状

況とか、研究している皆さん方、あるいはジャーナリ

ストの皆さん、本当に今沖縄のジャーナリストの皆さ

んたちはいろんな情報を収集していろんな提起をして

いる人々が多いんですよね。そういった意味ではやっ

ぱりそういう人たちを巻き込んで、政府にはこういっ

た手順でこういう戦略を持っていこうと。あるいは先

ほども言いました国連ですとか、そういうところには

どういう形で手順を踏んでその沖縄の問題を訴えたほ

うがいいのか。そういう一つ一つの戦略を、今やもう

沖縄県執行部だけではなくて、やはり県民を巻き込ん

だそういうプロジェクトをつくって、そういうプロ

ジェクトでもって対処をしていかなければ、私たち沖

縄だけではこの問題は絶対に解決できないところが大

変あると思います。 

 そういった意味での今、本当にいつやるかと言った

ら、今でしょうというのが本当にまさに今の沖縄では

ないかと思いますが、その件については高良副知事ど

うでしょうか。 
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○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 御質問の趣旨は大変よく理

解できます。 

 １つだけちょっと確認しておきたいんですが、昨年

の４月から知事公室の中に地域安全政策課というのが

設置されてさまざまな情報収集ですとか、それから研

究ですとかあるいはフォーラムやシンポジウムなども

やっているわけですけれども、その最大の狙いは、沖

縄県として県庁として独自の情報収集能力、独自のそ

ういう情報の分析能力、つまり沖縄県の安全保障の環

境でありますとかそういったものを把握して、それを

県政に生かしていくと。県の基地政策等を中心とした

政策にも反映させていくというスタンスで発足してい

ます。 

 したがいまして、今沖縄県庁が全て安全保障に関す

るグローバルなといいますか、世界的な規模の諸状況

について本格的に調査研究をし、それをどういう方向

性に導いていくのかということを行う段階ではなく

て、もちろん県庁の理論武装といいますか知恵を磨い

ていくという、それを県政に反映させていこうという

スタンスでやっているという状況です。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

○山内 末子さん とても理解できます。とても理解

できますけれども、やはりそれだけでは足りないとい

うところをやっぱりここで急速に加速化していくため

には、やはり県庁から外に出ていく。そのアピールを

もっとしていくということも必要だと思います。そう

いう意味で、地域安全政策課の情報収集していること

は認めます。 

 ただ発信力が弱いということを少し苦言を申し上げ

たいと思っておりますが、せんだって地域安全政策課

のほうから米国向けメールを発信しております。そこ

にちょっとミスもあったようですけれども、そのミス

についてちょっと知事公室長のほうからお願いいたし

ます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） この安全保障に関する

研究を高度化するということで、任期付研究員といっ

た職員を３人任命しております。この任期付研究員の

役目というのは、さまざまな立場でそれぞれこれまで

の実績でネットワークを持っておりまして、そういう

ネットワークを通じて情報収集したり、あるいは県の

正確な立場をお伝えするようにといったことをやって

おるわけなんですが、先般、研究員が送ったメールが

もちろんこれはここで答弁している議会答弁のように

厳密に練って、いろいろな方の立場を考えて練った形

の内容では実はなかったと。これは相手とこの研究員

の間で交わされる一種の私信に近いような、もちろん

県政の立場に反することはそこでは表明していないわ

けですが、そういった内容が一部メディアに出てし

まって、それが沖縄が県として正式に働きかけたのか

といった議論を呼んだわけでございます。一つ、そう

いった情報管制の問題、あるいはその責任の問題につ

いて若干問題なしとはしないわけでございまして、そ

の辺は反省しております。ただ、研究員の前広な活動

が県政の頭づくりに大変資するものであるという考え

でございまして、ひとつそのあたりは十分注意をしな

がら取り組んでまいりたいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

○山内 末子さん どういう形でそのメールが発信さ

れたかというのは定かとしても、やはり沖縄県から発

信されたメールですので、それを受け取った皆さん方

からすると、これは沖縄県から仲井眞知事の考え方だ

と。仲井眞知事のメールだというふうに受け取れます

よね。その受け取り方がやはり、ここで言うのも何で

すけれども、人の名前を間違ったメールを発信する。

それだけでももう本当にお粗末な仕事をしているんで

すよ。そういう意味では、やはりそこに緊張感を持っ

てほしいですし、そしてそのメールを出すときには沖

縄県のメールですから、そこをしっかりとチェックを

していく、二重にも三重にもチェックをしていく。そ

ういう手順を踏んでいただきたいと思っております。

そういう意味では公室長、ぜひしっかりとやっていた

だきたいと思っています。 

 それから磁気探査の件ですけれども、磁気探査の中

で昨年度は大変少ない中でこれは何％になっています

か、全予算の何％なのか、ちょっと教えてください。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） おおむね１％ぐらいで

ございます。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

○山内 末子さん ５億余りの予算の中から１％の執

行率ということで、ことしはそういう意味では各係の

皆さんたち頑張っておりますけれども、さらにことし

６億余りの予算を執行していくには本当に本気になっ

てもっと頑張らないといけないと思っております。私

この磁気探査の県から出しているパンフレットなんで

すけれども、（資料を掲示） 実はこれが置かれてい

るのは市町村でも例えば本当にこれを執行していくに

は建築確認をとるための土木ですとか建設部、そう

いったところに各市町村はあってしかるべきなんです

けれども、ほとんどこれは企画ですとか、磁気探査、
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不発弾を処理しているところにしかないんです。だか

ら、この問題がせっかくある予算が住民にもわからな

い。それから施工する建設業者もわからない。ただ

で、無料で安心して磁気探査ができるということを県

民が知らないという状況が今あります。そういう意味

ではたかだかそういったところですけれども、そうい

うところをしっかりとやっていくことで執行率を高め

ていく。そしてしっかりとした安全な不発弾処理に向

けての一歩だと思っておりますので、その辺をもっと

勉強していただきたいと思っていますが、どうでしょ

うか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 今御指摘のとおり、住

宅等の磁気探査につきましては去年が初年度と、これ

も内閣府は試行的にやるというような前提がついてい

たわけでございます。結果的には極めて成果が期待ど

おりではなかったということなんですが、今年度は先

ほど申し上げましたように、市町村が実施主体であっ

たのを県に改めまして、さらに今議員が指摘されまし

た普及啓発という観点では、まず県広報誌、地元新聞

といたしまして沖縄建設新聞に６月、あとは県内の新

報、タイムス、さらにタイムスには住宅新聞というの

がついております。その住宅新聞に６月、さらにラジ

オ県民室でありますとか、それから各種団体への説明

といたしましては、市町村の建築確認担当者会議とい

うのがございます。ここで４月に説明しております。

また県の土木事務所建築確認担当者会議、糸満市区長

会、建築士会、磁気探査研究会といったところです。

今議員がお持ちになっています広報用資料につきまし

ては、県内41市町村に20部から200部、規模に応じて

配布しておりまして、建築士の各会員に1000部、それ

から建築士事務所協会に250部、土木事務所に100部と

計4000部程度配布してございます。 

 まだまだ課題が多いというところはこれは残念なが

ら認識しておりますけれども、ぜひこの沖縄の不発弾

の危険性を除去するためにも普及啓発には力を入れて

まいりたいと思っております。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

○山内 末子さん アミークスの問題についてです。 

 今、順調に３年かけて子供たちも元気に学校に登校

する様子も私もわかっております。しかし、皆さんの

もとにもそれから我々議会のほうにも保護者の不安の

声が寄せられております。ここで細かく申し上げるこ

ともないですけれども、教育の理念については学校側

もそれから保護者もそれから関係者、我々もみんな同

じ考えを持っているかと思います。しかしながら、そ

の手法によってやはり透明性を持った形で学校運営を

やっていかなければ子供たちが不安になる、そして保

護者が不安になる。一応こういう状況が今多々ありま

す。そういう意味では本当に大学院大学、これだけの

高水準の学力のある大学院大学の施設に向けて沖縄県

も予算をかけてつくり上げたわけですから、来年度の

中学開設に向けてもっとしっかりとその情報を仕入れ

て意見交換をしていただいて、透明性を持った学校運

営、そしてもちろん教育現場の環境づくりをしっかり

とやっていただきたいと思っています。これはもう要

望にとどめておきますが、しっかりと意見交換をやっ

ていただきたいと思います。 

 それから…… 

 休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時25分休憩 

   午後２時25分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

○山内 末子さん ＰＣＢについてですけれども、よ

うやく17年目で移転が決まりました。しかし、今ドラ

ム缶、これはもう約2000本近くのドラム缶が搬出され

るわけですよね。そうなってきますと、多分これはも

う一般国道を使って港から出ていくかと思いますが、

そういう意味で確かに低濃度かもしれませんが、ここ

で何かあったら本当にもう一大事になると思います。

そういう意味では搬出方法、それから搬出時期、搬出

ルート、決まりましたら、ぜひそれを地域の自治体、

それから沖縄県警、そして沖縄県と一緒になって対策

会議なりそういうことを含めて安全対策をしっかりと

講じていただきたいんですけれども、その点について

もう一度お願いいたします。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） ただいま指摘のあっ

た懸念する点については、情報公開を十分に行ってま

いりたいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

○山内 末子さん よろしくお願いいたします。 

 それから防音工事についてですけれども、公室長、

岩国市は今告示は撤廃されていませんけれども通達で

平成23年９月までありますよね。三沢市のほうが75は

平成11年までということなんですけれども、沖縄県の

場合には80Ｗについては多少見直しがあるんですけれ

ども、75については本当にもう見直しがされていませ

ん。 

 三沢市の状況を聞いてみますと、騒音についてひど

くなったという状況はないんですよ。計６回これまで
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見直しされています。それはなぜかと聞いたら、もう

交渉に交渉に交渉だと。そういうことをおっしゃって

います。騒音は変わってないけれども、交渉して計６

回見直しがされている。沖縄県の場合には本当にこれ

だけ騒音の被害が大きく、甚大になっている。それも

広域になっていることを考えますと、もうここはやっ

ぱりしっかりと県がその住宅防音を、せんだってあり

ました認可外保育園の問題と同様に認可外の保育園だ

けではなくて、そこに住んでいる皆さんたちの騒音被

害の対処策ということで、ぜひ特化して考えていただ

きたいんですけれども、最後に知事の御意見を賜りた

いと思います。お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） この住宅防音工事の取

り扱いについて、先ほど答弁申し上げましたとおり、

これは地域によって不均衡があってはならないという

のは原則でございます。私自身、この６月に三沢市へ

行ってその状況を確認してまいりました。そういった

調査も踏まえて、軍転協等ありとあらゆる機会を通じ

まして、その適正な措置を政府に求めてまいりたいと

考えております。 

○山内 末子さん ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。 

   〔崎山嗣幸君登壇〕 

○崎山 嗣幸君 皆さん、こんにちは。 

 私は、方言は得意のつもりでありますが、でも今こ

こで話せと言われても、急には出ませんが、でも日ご

ろ地域のお年寄りから、ィヤーヤ マーヌガと言われ

たら、ワンネー四男サチヤマグヮーヌ 四男ヌ崎山嗣

幸ヤンサイというのはしっかり日常で答えるように

なっているので、方言は十分日常的には使っているつ

もりでありますから、ぜひ励行していこうというふう

に思っています。 

 それから、きょうは私のゼロ歳の孫も傍聴に来てい

るといっていますが、これは母親が育休明けの11月に

なるけれども、まだ待機児童の対象であるということ

で、とても深刻な事態であります。多分私の質問事項

をゼロ歳の孫が今日は聞きに来ていると思いますか

ら、回答をよろしくお願いしたいと思います。 

 では、早速ですが米軍基地問題についてお伺いしま

す。 

 １、辺野古埋立承認申請について。 

 政府自民党政権は、米軍普天間基地の危険性除去と

固定化回避を強調し、辺野古移設への圧力を強めてい

ます。その中で、埋立申請承認への知事の可否判断は

極めて重要な要素だと言えます。 

 次のことを伺います。 

 ア、知事は、環境影響評価に対する意見で「環境保

全は不可能」であると結論づけたと理解するが、その

主な根拠と理由は何か。 

 イ、知事は、県外移設にかじを切った最大の理由を

辺野古移設反対の稲嶺名護市長の誕生だと述べていま

した。来年１月の名護市長選挙もその結果に影響され

るか伺います。 

 ウ、政府が知事の認可権を奪う強制的な手法も考え

ていると思うか伺います。 

 ２、日台漁業協定について。 

 去る９月12日、八重山所属のマグロ一本釣りの漁船

と台湾漁船が衝突事故を起こしました。懸念したとお

り、今回、日台漁業協定で台湾漁船に操業を認めた水

域で起こったのです。これまで県内の漁業団体は、マ

グロ漁業や底魚一本釣り漁業の好漁場を守るため、地

理的中間線を基本に協議を求めてきております。しか

し、政府は沖縄の頭越しに、しかも台湾が主張する暫

定執法線より広い水域に拡大をして、台湾側に大幅に

譲歩して協定を締結したのであります。沖縄の漁業関

係者のみならず、県民は怒り心頭であります。 

 以下、次のことを伺います。 

 ア、政府が日台漁業協定を評価する理由と根拠は何

か。 

 イ、県の姿勢は、撤回を求めていく立場か。 

 ウ、協定締結時になぜ操業ルールを確立しなかった

のか。 

 エ、漁業関係団体が、東経125度30分より東側と八

重山北方三角形の見直しを求めているが、見通しはど

うか。 

 オ、協定水域内における漁獲高の推移と問題点は何

か。 

 カ、県は、台湾漁船の操業実態把握のため調査船を

出航させるとのことだが、果たして年内合意を目指す

協議に十分なデータの提供ができるのか伺います。 

 ３番、旧郵住協の古島団地について。 

 入居者は、再開発後に再入居させるとの協定書を信

じて今まで住み続けてきたが、一転して、再開発事業

は厳しくなったとして、裁判で立ち退き訴訟が起こさ

れました。１号棟、２号棟、３号棟、４号棟と次々訴

えられていく入居者は、58世帯ほとんど高齢者であ

り、市営・県営住宅に申し込んでも、抽せん漏れや民

間アパートも簡単に高齢者を理由に入居できず、行き

場がなく深刻な事態を迎えています。那覇市など53市

町村が出資をし、管理運営の中心は県出向の役員が務

めていた郵住協の古島団地は、築40年の老朽化を理由
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に立ち退きを余儀なくさせられ、これを民間事業者へ

売却したのであります。この公益法人から民間事業者

へと管理運営主体がかわったことから今日の問題を引

き起こす原因となっております。 

 以下、次のことを伺います。 

 ア、郵住協の設立と解散までの経緯を聞きます。 

 イ、県は、公益法人としての郵住協への指導監督は

適切だったのか伺います。 

 ウ、県、那覇市、事業者、団地自治会の４者による

推進協議会はなぜ開催されないのか伺います。 

 ４番、待機児童解消対策について。 

 厚生労働省の全国集計で、認可保育所に入れない待

機児童が2013年４月１日現在２万2741人で、最多が東

京都、次いで２位は沖縄県の2216人、自治体では那覇

市が５位で439人となり、対策のおくれが顕著となっ

ています。潜在的な待機児童もカウントすると相当深

刻な数値になると考えられます。 

 次のことについて伺います。 

 ア、県の待機児童解消対策施策を伺います。 

 イ、県内市町村別の待機児童の実態と対策を伺いま

す。 

 以上でありますが、再質問は指定席から行いたいと

思います。 

 よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 崎山嗣幸議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、日台漁業協定についての御質問の中

で、日台漁業取り決めの撤回を求めることについてと

いう御趣旨の御質問に答弁をいたします。 

 沖縄県では、本年５月10日に発効しました日台漁業

取り決めについて、漁業者の意見を踏まえ水域の一部

を撤廃するよう、取り決めの見直しを求めているとこ

ろであります。また、操業ルールなど今後の対応を協

議するため、「沖縄県日台・日中漁業問題対策等漁業

者協議会」を本年８月に発足させたところでありま

す。 

 沖縄県としましては、今後とも当該協議会の意向を

踏まえ、漁業団体等と連携をし、国に対して取り決め

の見直しと台湾側との交渉を進めるよう求めてまいる

所存でございます。 

 次に、待機児童解消対策についての御質問の中で、

県の待機児童対策いかんという御質問に答弁をいたし

ます。 

 沖縄県といたしましては、沖縄21世紀ビジョン基本

計画の早い段階で潜在的待機児童も含め9000人の待機

児童解消を図っていくことといたしております。沖縄

県待機児童対策行動指針において、市町村は待機児童

解消計画を策定することとしており、保育所の定員

増、幼稚園の活用、家庭的保育事業など多様な施策を

実施し、平成29年度末までに待機児童解消を図ってま

いる所存でございます。  

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 米軍基地問題に関する御質

問の中で、評価書に対する意見の理由と根拠について

お答えいたします。 

 環境影響評価書については、手続の最終段階にもか

かわらず準備書に対する知事意見に十分に対応されて

おらず、また、評価の結果も適切ではないなど多くの

問題点がありました。その主な問題点としては、埋立

土砂の調達量の約80％が調達先未定であったこと、オ

スプレイの航空機騒音等の予測・評価について十分な

データが示されていなかったことなどがあります。 

 続きまして、同じく米軍基地に関する御質問の中

で、名護市長選挙の結果の影響についてお答えいたし

ます。 

 現在、沖縄防衛局から提出された公有水面埋立承認

申請につきましては、行政手続法や公有水面埋立法に

のっとり必要な手続を実施しているところでありま

す。 

 今後、名護市長や関係行政機関の意見などを総合的

に勘案し、承認するか否か判断することになります

が、県として、来年１月に任期を迎える名護市長の選

挙に関するコメントは差し控えさせていただきたいと

思います。 

 続きまして、日台漁業協定に関する御質問の中で、

操業ルールの確立についてお答えいたします。 

政府は、本年４月の日台漁業取り決め合意直後の沖

縄県と漁業団体からの抗議に対し、今回の取り決め合

意は、沖縄の漁業者の話を聞きながら進めてきたつも

りだったが、交渉ごとでもあり、結果的に、最終段階

の説明が十分できなかったと考えていると回答してお

りますが、協定締結時に操業ルール等を確立しなかっ

た理由については、明らかにしておりません。  

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 崎山嗣幸議員の御質問にお
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答えしたいと思います。 

 崎山議員のお孫さんも心配して来られているという

話でございますけれども、待機児童解消対策につい

て、県の取り組みをお答えしたいと思います。 

 市町村の待機児童の実態と対策についてという御質

問でございます。 

 平成25年４月１日現在の県内市町村における待機児

童数は2216人となっておりますけれども、県では潜在

的待機児童も含めた待機児童数、総数としては9000人

と推計をしております。これを踏まえまして、市町村

は、沖縄県待機児童対策行動指針に基づき待機児童解

消計画を策定し、保育所の定員増、それから幼稚園の

活用、家庭的保育事業など多様な施策を実施すること

となっております。また、県においては、今議会に３

億2000万円の補正予算を計上をしているところでござ

います。 

 県としては、今後とも市町村とタイアップしなが

ら、平成29年度末までに潜在的な待機児童も含めた待

機児童の全体の解消を図ることとしております。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 米軍基地問題について

の御質問の中で、知事の認可権を奪う強制的な手法に

ついてお答えいたします。 

 公有水面埋立の手続について、政府が御質問にある

知事の埋立許認可権を奪う手法を考えているかどうか

については承知しておりません。 

 県としては、法令等にのっとり適切に審査し、結論

を出す考えであります 。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） 日台漁業協定につい

ての御質問の中で、政府が日台漁業取り決めを評価す

る理由と根拠についてお答えいたします。 

 農林水産大臣は、今回の日台漁業取り決めに関し、

東シナ海の水域は、歴史的に日本と台湾の漁船が利用

しており、漁業実態がふくそうしていた。取り決めに

より日台漁業委員会が設置できたことで、海洋生物資

源の適切な保存及び利用並びに操業秩序の維持を図る

ための足がかりが得られたと評価しているとの見解を

示しております。  

 次に、日台漁業取り決めの見直しについてお答えい

たします。 

 県では、本年５月10日に発効した日台漁業取り決め

について、漁業者の意見を踏まえ、水域の一部を撤廃

するよう取り決めの見直しを求めているところであり

ます。  

 これに対し、政府は、取り決め合意直後であり、す

ぐの見直しは困難という回答をしております。 

 沖縄県日台・日中漁業問題対策等漁業者協議会で

は、引き続き国に対し一部水域の撤廃等、見直しを要

求するとともに、操業ルールの策定を早急に進めてい

くことを決定したところであります。 

 県としましては、今後とも当該協議会の意向を踏ま

え、漁業団体等と連携し、国に対して取り決めの見直

しと台湾側との交渉を進めるよう求めてまいります。  

 次に、取り決め適用水域内における漁獲高の推移と

問題点についてお答えいたします。 

 取り決め適用水域内における漁獲については、昭和

52年の調査報告によると164隻が操業し、漁獲量は

2600トン、生産額は約15億円となっております。ま

た、平成21年には134隻が操業し、漁獲量は1600ト

ン、生産額は約９億円であったと試算しておりま

す 。本年の漁業取り決め合意の後は、本県の漁業者

の多くは操業を自粛しており、漁獲量は不明ですが、

この状況が続くと漁業生産が減少し、漁業経営の悪化

が懸念されます。  

 次に、県取締船による操業実態調査についてお答え

いたします。 

 取り決め適用水域における台湾漁船の操業状況等に

ついては、水産庁や本県漁業者から情報収集しており

ますが、情報が不足しているところであります。この

ため、今回の操業実態調査は、今後操業ルールの協議

を進めるための情報として必要なデータの収集を行う

ことを目的としております。今年度は、マグロ漁業等

の時期に合わせ、10月、12月及び来年３月に実施する

予定であり、来年の漁期に向けてデータ収集を図って

いく必要があると考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 旧郵住協の古島団

地についての御質問の中で、郵住協の設立と解散まで

の経緯についてお答えいたします。 

 旧郵便貯金住宅等事業協会は、戦後の郵便貯金の支

払い停止問題解決の一環として、沖縄の住宅難の解決

に寄与することを目的に、53市町村の出捐金を基本財

産として昭和44年６月に設立されております。その

後、設立目的はおおむね達成されたとして、平成15年

７月から郵住協の今後のあり方に関する検討委員会に
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より組織の改廃についての検討が行われました。その

中で、財務の見通し、建物劣化状況等を総合的に判断

し、組織の解散に向けて事業の整理等を進めていく必

要があるとの見解が示されました。このため、出資者

である市町村長の意見照会等を踏まえ、平成16年２月

27日の理事会、評議員会において所要の準備措置を講

じて事業を整理し解散するという方針が決議されまし

た。その後、平成17年２月28日に理事会、評議員会に

おける解散決議、平成17年３月28日に県の解散許可を

経て、平成17年３月31日に解散に至っております。 

 同じく旧郵住協の古島団地についての御質問の中

で、県の郵住協への指導監督についてお答えいたしま

す。 

 公益法人の設立の許可や指導監督については、国が

定めた「公益法人の設立許可及び指導監督基準」や県

の「知事の所管に属する公益法人の設立及び監督に関

する規則」に基づき行われてきました。 

 県としては、これらの基準、規則等に基づき、公益

法人の事業運営がその目的に適合しているか、事業が

適正に行われているかなどについて関係書類の提出を

求め審査等を行ってきたことから、指導監督は適切で

あったものと考えております。  

 同じく旧郵住協の古島団地についての御質問の中

で、推進協議会の開催についての御質問にお答えいた

します。 

 推進協議会につきましては、事業者が行う再開発事

業を円滑に推進するため、これまで平成21年度に４回

開催されております。その後も事業者であるバーク

レー社に対して推進協議会への参加を呼びかけてきま

したが、古島団地自治会と係争中であることから、参

加に応じてこなかった経緯があります。 

 県としましては、裁判の推移も見守りながら、入居

者と事業者の相互理解が図られるよう、引き続きバー

クレー社に対し協議会への参加を打診していきたいと

考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。 

○崎山 嗣幸君 再質問をしたいと思います。 

 では、１点目の埋立承認申請に関する再質問をした

いと思います。 

 先ほど環境保全の問題で、土砂の80％の問題、オス

プレイの問題で答弁がありましたけれども、御承知の

ように、今回の埋立申請書も従来の環境評価書の内容

と趣旨に基づいて提出されたと私は思っております

が、知事は環境評価書への知事意見書では、政府が支

障がないと、環境保全は。しかし、知事は全く立場は

違って、環境保全は不可能だと断定する意見を出した

というふうに私は思っておりますが、この公有水面埋

立法でも環境保全を強く求めていると思います。先ほ

ど副知事の答弁でも、土砂の問題とオスプレイの問題

を指摘したということがありましたが、これは環境保

全は不可能だということで知事が断定したことについ

て、埋立承認をする可否については大きなウエートを

占めると私は思っていますが、それは今答弁されたこ

とも含めて、判断することにおいて大きなウエートを

占めるかどうかについての答弁をお願いしたいと思い

ます。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時53分休憩 

   午後２時54分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 確かに、せんだっ

て提出された環境影響評価書に対する知事意見は、埋

め立てに関して404件出させていただきましたけれど

も、その前文のところで環境保全は不可能というよう

な言葉がございます。その後、防衛省のほうにおかれ

ましては、専門家から成る検討委員会などを組織し

て、この評価書に対する補正を行っております。現

在、私どものほうに提出されました埋立申請書にはそ

の補正された評価書が提出されておりますので、現

在、内容を審査しているというところでございます。 

 なお、この環境保全に関する項目というのは、公有

水面埋立法の４条に規定される、非常に重要な適合条

件の一つでございます。 

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。 

○崎山 嗣幸君 私は、環境保全は大きく影響を与え

るかということを聞きたかったんですが、堂々めぐり

しそうですのでいいんですが。 

 それから、又吉公室長が９月３日、米国務省の会談

で、稲嶺名護市長の意見は、地元でもあり知事判断の

一つの要素になると述べておりますが、これは確かか

どうか確認をしたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 新聞報道ではそういう

ふうに書かれたわけですが、私が申し上げましたの

は、法令の手続として名護市長の意見を聞くというプ

ロセスがあると。したがって、そういう手続を経てこ

の審査は処理されていくものであるといった趣旨のお

話をいたしました。 

○崎山 嗣幸君 議長、ちょっと聞こえないですね。

公室長が話をした、一つの要素になるということを述
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べたかということを聞いているんですが。 

○知事公室長（又吉 進君） 私の言っているのは、

要素という言葉は、法令の手続として名護市長の意見

を聴取するという趣旨で申し上げたものでございま

す。 

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。 

○崎山 嗣幸君 私は新聞記事で見たんですが、11月

29日を期限に県が稲嶺市長に回答を求めた埋め立てに

関する意見照会について、名護は地元であり、知事の

判断の一つの要素となるだろうと見通しを示したとい

う記事、この記事は間違っているんですか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 今申し上げましたよう

に、法令の手続として名護市長の意見は、今、県が求

めていて出てくるわけでございまして、それが当然こ

の手続の要素になるということを申し上げたわけでご

ざいます。 

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。 

○崎山 嗣幸君 先ほど、知事が不承認したときに政

府はどう出るかということについて、承知をしていな

いということでありますが、政府は今の段階において

そういった強制的な手法をとるのか、とらないかにつ

いて明確にしてないということの受けとめ方でよろし

いですか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 御質問の件につきまし

ては、政府は何とも言っておりませんし、私どもも全

く情報を持っておりません。 

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。 

○崎山 嗣幸君 いずれにしても、この間、知事が答

弁したように県外移設と、それから環境保全は不可能

だということは、るるこの間来てから、今部長が答え

たとおり、補正をされたからということで、これが不

可能が可能になるということはあり得ないと思うんで

すよね。知事は、代表質問の答弁でも脈絡からしてと

いう意味では、私は当然、埋立申請は認められないと

いうことの立場でありますので、ぜひ知事は県民世論

の立場に立ってそういう判断をしてもらいたいという

ふうに思います。 

 それから次に行きますが、日台漁業協定であります

が、部長の答弁もいただきましたけれども、特に漁業

者は、久米西方面と、それから八重山北方の三角地域

の見直しを特に求めているんですけども、これは先ご

ろの報道特番を見たんですが、台湾の漁業者はそう

いった見直しの水域の話どころか、拿捕されて罰金を

払って怒っているということだったんですよね。だか

ら、そういった意味では台湾の漁業者と沖縄の漁業者

が折り合いをつけるというのがとても難しいように報

道番組で私は見たんですが、そういった意味では今言

われている、大事なところの両方の水域、ここをどう

いうふうに守っていくかについては、県も漁業者が

言っていることと、政府、水産庁等の意見は乖離があ

ると思いますが、これは政府と沖縄県が詰めていかな

いと、台湾との交渉はうまくいかないと思うんです

が、この辺の決意はいかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） 今まで、第１回の漁

業交渉をしたときにも、たしか台湾側のほうから三角

水域のところのバッファーゾーンということで出して

くれとか、いろいろ要望がございました。この前のテ

レビの放映であったような内容のものが実際ありまし

て、それについては日本政府のほうも沖縄側のほう

も、これはだめですよと、はっきりその当時に申し上

げてありますので、それに合わせて、その水域内での

お互いのルールづくりをどうするかというところを、

今持ち帰ってお互い協議しようということになってお

りまして、我々としても漁業者の意向、その水域でど

ういう形でお互い交流できるかというところ、ルール

をつくれるかというところを今、調整しておりますの

で、それを踏まえて、また国のほうとしっかり内容を

一緒に詰めながら、それを県として、国として、それ

から台湾側のほうとしっかりまた交渉していきたいな

というふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。 

○崎山 嗣幸君 そもそもこの水域は当初から、沖縄

の知事もそうですが、沖縄の漁業者も含めて、日台漁

業協定に対して撤回せよということを求めてきたと思

います。でもこの中において県の漁業者が言っている

のは最低でもこの水域については守ってもらいたいと

いうことで、総理官邸、それから水産庁にも言ってき

たが、でも頭越しにもう決めてしまったという経緯で

あります。そういった意味で、妥協的な案までこれを

認めなくて協定をしたというところに私は問題がある

というふうに思っております。そういった根幹である

ことが、見直しが、政府と沖縄県の漁業者と一致しな

いで台湾と交渉ができるかについて率直な疑問がある

んですが、まず、これを求めていかないと、台湾側に

この三角水域と久米西を、先ほど部長が答えたように

一部撤廃をして、操業ルールを確立しようということ

が、果たしてこれが決まるのかどうか。 

 それともう一つは、政府や行政官庁が関与しない

で、漁業者同士で台湾側と決着をつけられるかという

－ 198 －



ことに私は疑問があるんですが、それは部長いかがで

すか。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） 漁業者側のほうと意

見を集約をしました。まず最初に、漁業者側も県も含

めて一緒に意見集約をしまして、それをもとにして、

今度は政府側のほうと調整していきます。そういうと

ころで、国内一緒にしながら台湾側のほうにまた申し

入れていきたいというふうに今考えているところであ

ります。 

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。 

○崎山 嗣幸君 私が聞いているのは、この２つの水

域の話を聞いているんですが、水産庁、政府と沖縄

と、そこはまず一致しないと台湾側に交渉できないん

ではないかと言っているんですが、それはいかがかと

聞いているんですよ。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 崎山議員が懸念されている

のは大変よくわかります。実は、そもそも沖縄県の漁

業者の代表者が、先ほど御指摘の八重山の北の方の三

角水域と、それから久米島西の海域、この２つは沖縄

の漁民のためにぜひ守ってくれと言い続けてきたわけ

ですよね。しかし、その要求にもかかわらず、私ども

は頭越しにという表現を使いましたけれども、相談も

なしに頭越しに漁業取り決めをしてしまったという、

そもそもそこが大きな問題点だったと思います。 

 しかし、もう一つ、実際はもう発効しておりまし

て、台湾の漁船がその水域にも展開して操業している

という状況になっております。そのことを踏まえて、

今後どういうふうに平和的に問題点をお互いに解決で

きるのかというところで、さまざまな立場で皆模索を

しているといいますか、努力をしているという状況で

す。そのときに、台湾はひとつ国交もありませんの

で、そういった状況も踏まえて、まず一番大事な問題

は、沖縄の漁業者と台湾の漁業者、それぞれの言い

分、主張は随分隔たりがありますけれども、漁業者同

士の話し合いといいますか、その中から一つの糸口を

つかんでいく。その状況に対して政府、水産庁を中心

とする政府と沖縄県がそれを支援していく、一緒に行

動していくというそういう構図で取り組むべきだろう

と考えています。 

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。 

○崎山 嗣幸君 やっぱりここの問題はもう政治問題

に私は行っているというふうに思いますが、漁業者同

士でそういった話し合いをすることについても限界が

あるような感じもするんですが、ただ、先ほど答弁の

中でもありましたが、政府が個々の評価をしているこ

とに関しては、東シナ海の海洋秩序が守られたという

ことで、ルール化されたということを言っています

が、やっぱりこれは言われているように、もともと政

府自身も国際法である海洋法に基づいて中間線を引い

たのが日本の経済的水域だということを言っていたん

ですが、これを大幅に譲って台湾側に漁場を譲ったん

じゃないかと言われているのが問題でありますが、

やっぱりそこは言われているのは、尖閣諸島を守るた

めに中国と台湾の連携を防いだと。これで国益のため

に沖縄は犠牲になったということも言われているんで

すが、こうなると、こういったことを理由に沖縄県の

漁業者が犠牲になるということは重大な問題と思いま

すが、これは副知事、そういうふうに理解をしている

んですか。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 当然、崎山議員の今、御質

問にありましたように、どうして日台漁業取り決めを

急いだのかと、そして結果として沖縄の漁業者の頭越

しに物事が決められていったのかと、政府においては

どういう理由でそのような意思決定が行われたのかと

いうことについて、実は私、東京の農林水産省、それ

から外務省、それから官邸のほうに抗議に行ったとき

にその質問をぶつけました。しかし、行政の立場で言

いますと、今日に至るまで、どうしてそのようなこと

が行われたのかについて政府から公式な説明はありま

せん。 

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。 

○崎山 嗣幸君 次行きたいと思います。 

 郵住協について土建部長の答弁をいただきました

が、質問をしたいというふうに思います。 

 まず、県の役割について確認をしたいと思います

が、１点目は、県が解散をするときの郵住協の専務と

事務局長を派遣をしていたということの１点。 

 それから、もう一点は郵住協解散と事業資産譲渡に

関する調停に県の出向職員、それから理事会、評議員

会で議決したということが２点目。 

 ３点目は、県は公益法人の郵住協に対して、国・県

の規則、基準に基づいて指導監督を行うということ

で、そういう答弁をしたと思いますが、その３点を確

認してよろしいですか。それでよろしいのかどうか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時７分休憩 

   午後３時８分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 
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○土木建築部長（當銘健一郎君） ちょっと幾つか御

質問があって、もしかしたら抜けているところもあろ

うかと思いますけれども、まず県のほうから人を送っ

ていたという話でございますけれども、この解散時期

に県のほうからも事務局長と、それから専務理事が

行っていたということがございます。 

 それから指導監督につきましては先ほどお答えいた

しましたとおり、国が定めた監督基準や県の規則に基

づいて指導監督を適切に行ってきたというふうにお答

えをしたところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。 

○崎山 嗣幸君 では、先ほど適切に行われたという

ことの答弁でありましたが、当時解散するときに、評

議員会、理事会にかけているんですが、そのときに、

かけているときに資産、それから事業譲渡に関する協

定書というのを結んでいるんですが、でもそのときは

郵住協を解散するときの協定書であるんですが、この

協定書なんですが、（資料を掲示） この協定書は甲

が郵住協、乙が民間の事業者なんですが、両方を甲乙

で結んでいるんですが、この結ぶときに、一方の側の

郵住協は解散をしているので、これに書かれたのは、

この乙側の事業者は守らなくてもいいと、解散ないか

ら、なくなっているから。そういった協定書をつくっ

ているんですよね。だから、一方における解散をせし

めている協定書の中身が適切だったということの話な

のかどうか、私は疑問なんです。これは中身は後から

聞きますが、この協定書は中身を守らなくてもいいと

いう協定書になっているということなんだけれども、

これは適切につくられたのかどうかについて答弁をお

願いします。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） この協定書の写し

を今見ておりますけれども、これは当時の財団法人郵

便貯金住宅等事業協会と、それからバークレー社との

間の協定書でございますので、この協定書が適切であ

るのかどうかというのは、当事者であるこの二者の解

釈、運用によるところだと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。 

○崎山 嗣幸君 だから部長、先ほど当事者の間で答

弁をずっとやっているんだけれども、３つ確認したと

きの当事者というのは、解散しない前の郵住協だか

ら、公益法人だから、県は指導監督あったでしょうと

いうことで、部長はありましたと言うから、私が今聞

いているのは、当時のこの協定書に関する皆さんの指

導監督はあったんではないかと言ったら、先ほど部長

はありますということを言ったので、私は今の話では

なくて、解散する前には皆さんあったんではないです

かと聞いているんです。それを皆さん、適切だったと

言うから、そういった協定書の結び方は適切だったか

と聞いてるんですよ。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 先ほど基準もしく

は規則などによって指導監督をしてきたというふうに

申し上げました。具体的にはどのようなものかと申し

上げますと、設立の許可でありますとか事業計画書、

収支予算書の審査、事業報告書、収支決算、あるいは

解散または残余財産の処分の許可、あるいは必要に応

じて業務、財産の状況についての検査ということで、

そういった基準、規則等の範囲内において適切に行っ

ておりますけれども、協定につきましてはやはり当事

者は郵住協とそれからバークレー社ということだと考

えております。 

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。 

○崎山 嗣幸君 部長、私が聞いているのとちょっと

かみ合わないんですが、この協定書は郵住協と民間事

業者が交わしたんですよ。郵住協はそのとき解散して

ないですよ。これはそのときに、さっき言った県の出

向専務と事務局長がつくったわけですよ。それから県

は指導監督やったわけですよ。あった甲は解散をして

いるわけよ。解散をしている県も関与した。県はその

ときは関与したということをずっと認めているわけ

ね。関与した協定書は、これは約束を履行しなくて

も、郵住協は解散をしているから守らなくていいとい

う協定書の内容になっているのは適切かと聞いている

んです。それをあなたは、当事者間で決めることです

と。そのときの当事者は、郵住協は公益法人だったか

ら、県は指導監督があると答えたじゃないですか、部

長は。だから、今はないからそれでいいんだけれど

も、当時は県は関与していたかということをあなたは

認めたじゃないですか。そのことを答えてくれという

ことです。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） こういった公益法

人等に関しては、先ほど申し上げましたとおり、そう

いう基準、規則の定める範囲内での指導監督というこ

とをやっているわけでございまして、この協定につき

ましては、繰り返しになりますけれども、当事者は郵

住協とバークレー社との間で結んだということでござ

います。 

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。 

○崎山 嗣幸君 部長、堂々めぐりをするから私は３

点確認をしたんですが、実際これから中身に入ろうと
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いう意味では、この中に３条があるんですが、３条は

譲渡価格が21億8100万円と打っているんですね。しか

し、この価格は、再開発事業費13億8000万を差し引い

た価格なんですよね。だから、この価格に対して、こ

れは再開発しなくてもこの13億は差し引かれているの

で返す必要もない、紙切れ同然の協定書をつくったん

じゃないかと私は聞こうとしているんですよ。だか

ら、そういったことに関して、県は指導監督の立場で

そういうのを見逃したのですかということを私は聞い

ているんですよ。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） この21億1100万円

の算出根拠については、詳しい資料を私ども持ってお

りませんけれども、郵住協だよりにはそのように書か

れているということは承知いたしております。そし

て、この再開発についてですけれども、バークレー社

は再開発を実施しないということは表明しておりませ

ん。再開発の意思はあるものの、経済状況等の影響で

見通しが現在のところ立っていないというようなこと

でございます。 

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。 

○崎山 嗣幸君 これは事業経費はちゃんと資料公開

されていますので、見たらいいと思います。 

 それから部長、この協定書の13条の中には、県と那

覇市が再開発のための推進協議会をおこしなさいとい

うことは書かれているわけよね。そして、今言った13

億を返しなさいということは何も書かれていないわけ

よね。だから、これは相当公務用にこの協定書がつく

られたんではないかと私は聞いているわけですよ。こ

れは一方は解散をしているから、この約束は誰も請求

されない。再開発しなくても13億は戻ってこない。こ

れは県民や多くの国民の税金が投入されている公益な

財産、資産なんですよ。部長、再度答弁をお願いしま

す。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） この協定書第７条

に再開発の着手などが書かれております。県としまし

ては、バークレー社には社会的責任としての再開発を

履行する義務があるものと考えております。 

○崎山 嗣幸君 終わります。 

○議長（喜納昌春君） 20分間休憩いたします。 

   午後３時16分休憩 

   午後３時40分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。 

 赤嶺 昇君。 

   〔赤嶺 昇君登壇〕 

○赤嶺  昇君 ハイサイ グスーヨー チューウガ

ナビラ。 

 一般質問をさせていただきますが、質問の追加をさ

せてください。 

 文部科学省は八重山教科書採択問題で、竹富町教育

委員会に対し、地方自治法に基づく是正要求を出す方

針であるとの報道が、けさなされております。 

 質問通告後に明らかになった重大な問題ですので、

議事課に連絡してあり、先例を踏まえ質問させていた

だきます。 

 それでは、質問は、文部科学省は10月初旬に八重山

教科書採択問題で竹富町教育委員会に対し、地方自治

法に基づく是正要求を出す方針とのことですが、県の

見解を伺う。 

 さらに、教育委員会に対してですが、教育委員会は

これまでの方針を貫く決意があるかどうかも伺いま

す。 

 知事の政治姿勢。 

 (1)、14年度の概算要求額は、普天間飛行場の辺野古

移設と関連があるかを伺う。 

 (2)、国から本県に対する地方交付税や国庫支出金、

沖縄振興予算の総額は全国の自治体に比較して突出し

ているかを伺う。 

 (3)、浦添市長が那覇港管理組合との信頼が崩れた発

言をしたことにより、那覇港管理組合の運営にどのよ

うな影響を与えるかを伺う。 

 (4)、那覇軍港の返還について県の取り組みを伺う。 

 (5)、公共施設への太陽光発電整備についての取り組

みを伺う。 

 ２番、副知事の政治姿勢。 

 (1)、高良副知事は、来年の知事選挙に出馬する意欲

があるかを伺う。 

 (2)、川上副知事は、来年の名護市長選挙に出馬する

意欲があるかを伺う。 

 ３番、福祉行政。 

 (1)、認可外保育施設の課題を伺う。 

 (2)、ニート、ひきこもり、不登校の課題を伺う。 

 (3)、児童虐待の課題について伺う。 

 (4)、生活保護の課題を伺う。 

 ４番、教育行政。 

 (1)、２学期制の課題を伺う。 

 (2)、石垣市教育長の発言について教育長の見解を伺

う。 

 (3)、高校生の進路状況を伺う。 

 ５番、土木建築行政。 
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 (1)、建設業界職人不足の課題を伺う。 

 (2)、経営難を理由に同業界において新卒の雇用が

厳しい状況であります。最低制限価格を95％以上に引

き上げて人材育成を図るべきではないかを伺う。 

 ６番、我が会派との関連質問について。 

 １番の(1)、知事は、米国政府や米議会、米国民に

対してオスプレイ配備反対を直接訴える考えはないか

を伺う。 

 (2)、知事は、埋立申請の承認について、地元名護

市はもちろんですが、県議会の全会一致の決議も参考

にするかを伺う。 

 ２番(1)、知事は、ハワイ州知事と直接お会いして

基地問題に関連して連携していくことを、それを伝え

る意思があるかを伺う。 

 ３の(5)、観光業界の正規・非正規雇用の割合と平

均年収について伺う。 

 ４の(2)、ＴＰＰ参加による本県への影響に対する

対策を伺う。 

 先日、玉城満県議に対する答弁で1400億余りの影響

があるとの答弁でしたが、そうであるならば、どう対

応するかをお聞かせください。 

 ７の(1)、知事は、那覇空港の第２滑走路整備で自

衛隊の使用制限を訴える考えがないかを伺う。 

 次に７の(2)、那覇空港第２滑走路整備において、

県内企業、下請企業優先発注について伺う。 

 (3)、知事は、米軍関係工事の県内企業優先発注を

日米両政府に直接訴える考えはないか。 

 最後に、10の(1)、全国学力最下位に対する具体策

を伺う。 

○照屋 守之君 議長、ちょっと休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時46分休憩 

   午後３時53分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 赤嶺昇議員の御質問に答弁

をいたします。 

 第１に、知事の政治姿勢についての中で、沖縄振興

予算と普天間基地の辺野古移設についての御質問に答

弁をいたします。 

 平成26年度の内閣府沖縄担当部局の概算要求は、 

国の要求基準に基づき、沖縄県の要望を踏まえなされ

たものと理解しております。国は、沖縄振興特別措置

法に基づき、沖縄の自立的発展や豊かな住民生活の実

現に寄与することを目的に、総合的かつ計画的に沖縄

振興を図ることとしております。 

 内閣府沖縄振興予算は、このような沖縄振興の目的

を実現するためのものであります。普天間飛行場の辺

野古移設とは関係ないものと考えております。 

 次に、我が会派との関連質問についての中で、オス

プレイ配備反対を米国に伝えることについてという御

趣旨の御質問に答弁をいたします。 

 オスプレイ配備計画の見直しや事件・事故の発生な

ど、基地をめぐる問題について、必要に応じて訪米を

し、沖縄の状況を米政府関係者等へ伝え、意見交換等

を行っているところであります。 

 現在のところ訪米の予定はありません。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 知事の政治姿勢に関する御

質問の中で、那覇軍港返還に向けた県の取り組みにつ

いてお答えいたします。 

 県としましては、那覇港湾施設の返還が実現されれ

ば、基地負担の軽減、跡地の有効利用による発展に寄

与すると考えております。これまで移設協議会が21回

開催され、国・県・那覇市、浦添市、那覇港管理組合

が連携し、移設の実現に向け、代替施設の位置や形

状、港湾計画との関連等について協議を進めてきたと

ころであります。 

 県としましては、これまでの経緯を踏まえつつ、協

議会の枠組みの中で適切に対応する必要があると認識

しておりますが、現時点では、現行の方針に基づいて

進めることが現実的であると考えております。 

 続きまして、副知事の政治姿勢に関する御質問の中

で、来年の知事選挙への出馬についてお答えいたしま

す。 

 私が副知事の職務をお引き受けしたのは、仲井眞県

政の大変重要な時期において、その県政運営をお手伝

いするという決意からでありました。したがいまし

て、課題解決のための副知事の職務を全うする以外の

ことは一切考えておりません。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 知事の政治姿勢についての

御質問の中で、公共施設への太陽光発電整備の取り組

みについてお答えいたします。 

 公共施設への太陽光発電設備の設置については、特

に沖縄県及び市町村の教育施設で積極的に取り組んで
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いるところであります。太陽光発電はクリーンなエネ

ルギーであり、建物の屋根に設置できるため、すぐに

取り組める有効なエネルギー対策であると考えており

ます。 

 沖縄県としましては、今後とも太陽光発電設備の公

共施設への導入促進を図ってまいりたいと考えており

ます。 

 次に、副知事の政治姿勢についての御質問の中で、

来年の名護市長選挙の出馬についてお答えいたしま

す。 

 副知事として引き続き知事を支え、知事と一体と

なって喫緊の課題解決と施策推進に全力で取り組んで

いく必要があり、職責を全うすること以外に考えてお

りません。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 小橋川健二君登壇〕 

○総務部長（小橋川健二君） 知事の政治姿勢の中

で、地方交付税等の全国自治体との比較についてお答

えいたします。 

  本県の国庫支出金及び地方交付税の県民１人当たり

の全国順位は、平成24年度普通会計決算ベースで、国

庫支出金が全国４位、額にしまして13万6546円、ちな

みに１位が25万3800円。それから、地方交付税が全国

16位、額にして15万5070円、ちなみに１位が25万8506

円。国庫支出金、地方交付税を合わせた合計額では、

全国７位、額にして29万1616円、ちなみに１位が42万

7832円となっております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 知事の政治姿勢に

ついての御質問の中で、浦添市長の発言による那覇港

管理組合への影響についての御質問にお答えいたしま

す。 

 浦添市長が８月19日に、浦添西海岸開発事業につい

て環境アセスメントの調査を一時凍結すると表明した

ことは承知しております。その後、９月13日の浦添市

議会において、那覇港管理組合から事業推進に合意す

る確約書の提出を求められたことで、信頼関係が崩

れ、一時凍結に至ったとのマスコミ報道につきまして

は、浦添市に発言内容を確認しているところでありま

す。 

 また、現在、那覇港管理組合は浦添市長に対して面

談を申し入れているところと聞いており、その結果を

注視していきたいと考えております。 

 県としましては、浦添市と那覇港管理組合との信頼

関係が今後の那覇港管理組合としての円滑な組織運営

に非常に重要であると考えているところでございま

す。    

 次に、土木建築行政についての御質問の中で、建設

業界の職人不足の課題についてお答えいたします。 

 現在、建設業界においては、公共事業や消費税増税

前の駆け込み需要が増加していることに伴い、鉄筋工

や型枠工等の技能工の確保が課題となっています。 

 県が発注する工事では、本年度から労務単価につい

ては、前年度に比べて平均12.3％上昇させており、下

請等の賃金にも反映させるよう業界団体に要請してお

ります。また、県では昨年度、建設産業ビジョンを策

定し、業界団体等との連携により、技術者の育成を目

的として現場見学会、インターンシップ等を行ってお

ります。 

 今後とも、業界団体や関係機関と連携しながら人材

確保に取り組んでまいります。 

 同じく土木建築行政についての御質問の中で、最低

制限価格の引き上げについてお答えいたします。 

 現在、最低制限価格は予定価格の70％から90％の範

囲で中央公契連モデルより率の高い算定式を設定し、

適用しております。その上限値は、コスト調査の結果

から、落札率90％が損益分岐点であると推測されるこ

とや、90％程度であれば予定価格と最低制限価格に幅

があり競争性が確保できること、また、沖縄県建設業

審議会で予定価格の90％が適正であるとの答申があっ

たこと等から、90％と定めているところであります。 

 今年度は公共工事労務単価が見直されたことによ

り、建設企業等の賃金水準の向上が図られたことか

ら、その効果等も踏まえ、今後検討を行っていきたい

と考えております。 

 次に、我が会派との関連質問についての御質問の中

で、辺野古移設に係る埋立申請についてお答えいたし

ます。 

 埋立申請につきましては、公有水面埋立法等関係法

令にのっとり、承認基準への適合状況や利害関係者、

名護市長及び関係行政機関等の意見などを総合的に勘

案し、承認するか否か判断することとしております。

総合的に勘案する際には、県議会の決議も参考にする

ことができるものと考えております。 

 同じく我が会派との関連質問についての御質問の中

で、那覇空港滑走路増設事業に係る県内企業優先発注

についてお答えいたします。 

 県では、機会あるごとに国に対し、那覇空港滑走路

増設事業に係る県内業者への優先発注について要請を
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行っているところであります。沖縄総合事務局では、

関係者の要望等を踏まえ、地元企業向けの発注工事の

範囲の拡大等、地元企業の受注拡大に配慮した発注方

針を検討しているものと聞いております。 

 今後とも、県内下請を含めた県内業者への受注促進

に努めてまいります。 

 同じく我が会派との関連質問についての御質問の中

で、米軍関係工事の県内企業優先発注についてお答え

いたします。 

 県内業者の受注機会を拡大するため、県では、防衛

省、外務省など国関係機関や米軍に対して、県内企業

優先発注、分離・分割発注等の要請を行っておりま

す。また、平成23年度から軍転協において、外務大

臣、防衛大臣及び駐日米国大使等に対してボンド免除

及び分離・分割発注の要請を行っております。 

 今後とも、機会あるごとに県内企業の受注機会の拡

大を図るよう、日米両政府に対して要請を続けてまい

ります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 福祉行政についての

御質問の中で、認可外保育施設の課題についてお答え

いたします。 

 認可外保育施設については、入所児童の処遇向上を

図ることが課題であります。 

 県としましては、認可外保育施設に対し、認可化と

保育の質の向上を一体として取り組むため、これまで

段階的に支援を拡充してきました。平成25年度におい

ては、補助単価を引き上げ、さらなる処遇向上を図っ

たところであります。 

 次に、ひきこもりの課題についてお答えいたしま

す。 

 ひきこもりは、いじめ、家族関係の問題、病気な

ど、さまざまな要因が絡み合って生じると考えられて

おり、教育、福祉、保健、医療等、さまざまな関係機

関が連携して支援することが課題となっています。県

では、平成25年１月に「沖縄県子ども・若者支援地域

協議会」を設置し、支援機関間の連携体制の構築に取

り組んでおります。また、ニート、ひきこもり、不登

校等、社会生活を円滑に営む上での困難を有する子ど

も・若者を支援するため、現在、相談体制の構築や支

援策等について検討を進めているところであります。 

 次に、児童虐待の課題についてお答えいたします。 

 児童虐待については、未然防止に努めるとともに、

さまざまな背景を持つケースに適切に対応するため、

相談・支援体制の強化と関係機関の連携体制を構築す

る必要があると認識しております。このため、県にお

いては、県民に対し児童虐待の通告義務等について広

報啓発の充実を図るとともに、児童相談所の職員体制

の強化、市町村要保護児童対策地域協議会の設置促進

及び運営支援、並びに連携体制の強化を推進するな

ど、児童虐待防止に取り組んでいるところでありま

す。 

 次に、生活保護の課題についてお答えいたします。 

 沖縄県の生活保護世帯は、リーマンショック以降、

全国と同様に増加傾向で推移しており、平成24年度は

２万3170世帯で、平成20年度と比較すると、6526世

帯、139.2％の増加となっております。そのうち、稼

働能力を有する者を含む「その他世帯」の伸びが顕著

であり、1639世帯、203.0％の増加となっておりま

す。 

 県におきましては、福祉事務所の就労支援員の増員

を図り、公共職業安定所等と連携して就労支援を強化

してきたところであります。 

 県といたしましては、今後も引き続き支援体制を強

化し、雇用施策と連携した就労支援に取り組んでまい

ります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 福祉行政についてと

いう御質問の中の、若年無業者の課題についてという

御質問にお答えいたします。 

 若年無業者については、不登校・高校中退から長期

無業状態に移行する事例や、発達障害により人とうま

くコミュニケーションがとれないこと、また社会や就

職活動での挫折等、さまざまな背景がございます。そ

のため、福祉、保健、教育、雇用等の各部門の連携が

重要な課題となっております。 

 県といたしましては、若年無業者の職業的自立支援

の促進に向け、引き続きこれら関係機関との連携のも

と、情報の共有と支援体制の強化に取り組んでまいり

たいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） それではまず赤嶺昇議員

から緊急質問がございました、文科省からの是正要求

への対応についてお答えいたします。 

 文部科学省が地方自治法に基づく是正要求を検討し

ていることについては、新聞報道等で承知しておりま
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すが、現段階で文部省から正式な情報が得られておら

ず、コメントできる状況ではありません。 

 次に、県教育委員会の方針についてお答えいたしま

す。 

 今後の対応方針につきましては、正式な要求がない

段階で回答できる状況にはございませんが、仮に是正

要求があった場合は県教育委員会で対応を検討するこ

ととなると考えております。それ以上のことにつきま

しては、現段階で言及できる状況ではございませんの

で、御理解をお願いしたいと思います。 

 続きまして、福祉行政についての御質問の中で、不

登校の課題についてお答えいたします。 

 文部科学省の調査によりますと、平成23年度は本県

の不登校生は、小学校が350名、中学校が1401名、高

等学校が1382名となっております。 

 不登校における全国的な課題としては、前年度より

不登校状態が継続している児童生徒数の状況が、小中

学校、高等学校のいずれも学年が上がるほど高い状況

にあり、本県においても同様な傾向と捉えておりま

す。 

 本県の不登校のきっかけとしましては、小学校にお

いては「不安など情緒的混乱」が20％、「親子関係」

が13％、中学校においては「遊び・非行」が33％、

「無気力」が20％、高等学校においては「無気力」が

30％、「遊び・非行」が20％となっており、家庭及び

関係機関と連携した取り組みが大きな課題だと考えて

おります。 

 次に、教育行政についての御質問で、２学期制の課

題についてお答えいたします。 

 公立小中学校における２学期制の実施につきまして

は、当該市町村の学校管理規則に基づき、各学校や市

町村教育委員会の自主性・自立性のもとで実施するも

のであり、制度の検証につきましても実施市町村で

行っているところであります。 

 課題としましては、学期間の拡大に伴うテスト範囲

の広がりによる生徒への負担や通知表の提供回数が

減ったことへの保護者の不安などが挙げられておりま

す。 

 次に、石垣市教育長の発言についてお答えいたしま

す。 

 平和教育につきましては、戦後68年が経過し戦争の

風化が叫ばれる中、沖縄戦の悲惨な実相や教訓を正し

く後世に継承することは重要なことだと考えます。 

 県教育委員会としましては、平和教育を県の教育主

要施策や学校教育における指導の努力点に位置づけて

おり、各学校では、各教科や道徳の時間はもとより、

慰霊の日に向けた特設授業を展開するなど、学校の教

育活動全体を通して行っております。 

 今後とも、児童生徒が平和で民主的な国家及び社会

の形成者として育つよう、平和教育を推進してまいり

ます。 

 なお、石垣市教育長の発言につきましては報道によ

り承知しておりますが、自主性・自立性を有する市教

育委員会教育長の発言でもあり、コメントは差し控え

させていただきたいと存じます。 

 次に、高卒の進路状況についてお答えいたします。 

 本県高等学校の卒業者の進路決定率は、平成22年度

83.9％、平成23年度81.8％、平成24年度84.8％となっ

ています。主な内訳としましては、進学率が平成22年

度67.4％、平成23年度66.6％、平成24年度68.6％で、

就職率が平成22年度14.3％、平成23年度13.6％、平成

24年度15.2％となっております。昨年度より進学率は

2.0ポイント、就職率は1.6ポイント改善しておりま

す。 

 次に、我が会派との関連質問についての御質問で、

学力向上に係る具体策についてお答えいたします。 

 県教育委員会としましては、去る９月13日に全公立

小中学校長連絡協議会を開催し、各学校が危機感を持

ち、全校体制で「わかる授業」や「基本的な生活習慣

の確立」などの課題解決に向けた取り組みの徹底につ

いて共有したところであります。 

 今後は、指導力の向上に係る研修の充実、少人数指

導・少人数学級の充実、県学力到達度調査の拡大、保

護者の意識を高める家庭教育の取り組みを徹底し、児

童生徒の「確かな学力」の向上に向けてさらなる改善

を図ってまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 我が会派との関連質問

の中で、知事とハワイ州知事との連携についてお答え

いたします。 

 私は、去る７月30日、米国ハワイ州に出張し、アバ

クロンビー知事と面談いたしました。その席におい

て、県として基地問題について、沖縄県とハワイ州に

おいて実務担当者レベルの連携体制を構築し、引き続

き情報や意見を交換していくことを提案し、了承をい

ただいたところであります。 

 知事のハワイ訪問については、このような状況を勘

案し、検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 
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   〔文化観光スポーツ部長 湧川盛順君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 我が会派と

の関連の御質問の中の、観光業界における正規・非正

規雇用の割合と平均年収についてお答えいたします。 

 観光業界の主な担い手である宿泊業雇用者につい

て、国の労働力調査によりますと、平成25年１月から

７月までの平均で見ると、正規の従業員数は7000人

で、宿泊業雇用者の53.8％となっております。非正規

の従業員数は6000人で、46.2％となっております。 

 また、宿泊業の平均年収については正規・非正規の

内訳は公表されておりませんが、国の毎月勤労統計調

査によりますと、平成24年の宿泊業における一般労働

者・パートタイム労働者を合わせた常用労働者の現金

給与総額は、247万2864円となっております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） 我が会派との関連質

問についての中で、ＴＰＰ参加による本県農林水産業

への影響に対する対策についてお答えいたします。 

 ＴＰＰは、原則として全ての品目で関税を撤廃する

ことが前提となることから、本県農林水産業において

は、サトウキビ、肉用牛などで極めて大きな影響があ

るものと懸念されております。特に、農林水産業が基

幹産業である離島においては、地域経済に甚大な影響

があるものと認識しております。 

 県としましては、サトウキビや肉用牛・豚肉等の重

要品目の関税が撤廃されるとなった場合、ＴＰＰ交渉

からの脱退も辞さないものとすることについて、ＪＡ

等関係団体と連携し、国に対して強く要請していると

ころであります。 

 今後ともＴＰＰ交渉や国の動向を踏まえながら、県

内農林水産業への影響について分析等を行うととも

に、時期を逸しないよう、必要な対策について適切に

対応してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 我が会派との関連質問

についての御質問の中の、那覇空港での自衛隊機の使

用についてお答えいたします。 

 那覇空港の滑走路増設に当たって、国は、自衛隊が

将来も現状のとおり利用することを前提に検討してお

ります。県としては、自衛隊機の使用に当たっては、

安全管理の徹底を国に対して求めていきたいと考えて

おります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺  昇君。 

○赤嶺  昇君 まず福祉行政についてなんですが、

認可外保育施設の課題について答弁いただいたんです

けれども、この防音設備について、予算もまだはっき

りしないということなんですけれども、県の方針とし

てはいわゆる認可並みの整備を求めるのかお聞かせく

ださい。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） そのように考えてお

ります。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺  昇君。 

○赤嶺  昇君 国はいろいろ条件をつけております

が、子供たちの環境は、やはり同じ子供ですから認可

並みの環境をしっかりとまた求めていくという姿勢を

しっかり持っていただきたいなと思っております。 

 担当副知事いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） 今、福祉保健部長が答弁し

たとおりでございまして、今回、防衛省で予算、概算

要求されておりますけれども、県としては全ての対象

となる認可外保育所にこれが適用できるような形で求

めていきたいというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺  昇君。 

○赤嶺  昇君 ぜひ一体となってこの姿勢をしっか

り貫いていただきたいと思っています。 

 続いて、ニート、ひきこもり、不登校についてなん

ですけれども、この質問を出させてもらうと、それぞ

れ部署が違う皆さんが答弁されているんですね。この

課題というのはかなり数字として、ニートそれから不

登校にしても県が全国に比べて高い数字になっている

ということから、今県も総合窓口をつくっていこうと

かいろいろ検討されているということは聞いておりま

すので、非常にいいことだと思っております。ちなみ

に、具体的にこのニート、ひきこもりの全国との比較

についてお聞かせください。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 若年者の15歳から34

歳の人口の中の、若年無業者いわゆるニートと重なる

概念ですけれども、沖縄県が3.3％、全国が2.3％と

なっております。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 これは順位でいうと大体どういう感

じになっていますか。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 24年度でいいます
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と、沖縄県よりも高いのは東北ですね。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 そうすると、下から２番目というこ

とで理解していいかどうか。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（小嶺 淳君） はい、そういうこと

でございます。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 続いて、不登校なんですけれども、

答弁もなされているんですけれども、小・中・高の不

登校の、小学校、中学校は全国とそんなに差はないと

いうふうに私は理解しているんですね。ところが、高

校になると差が開いております。この現状をどう分析

していますか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 確かに小学校、中学校ま

では全国とそんなに差はないんですけれども、高校で

はだんだん差が開いて全国でもかなり悪いほうに位置

しております。その原因は、実は学校に起因するも

の、本人の問題に起因するもの、家庭生活に起因する

ものいろいろあるんですけれども、また複合的に絡み

合って多くの原因があるんですけれども、１つには、

基礎的な学力の定着が小学校、中学校、基本的な生活

習慣の確立もそうなんですけれども、小学校から中学

校へ引きずって高等学校へ、そこで結局学習の遅延で

あるとか、学校に居場所がないとか、そういうのも一

つの要因でありますし、またキャリア教育、学校がど

ういう体質であるのか、将来の展望とかそういう面も

含まれていると思います。 

 それからもう一つは、これは本人に起因する問題も

かなりありまして、これが70％を占めている点から、

いろんな形で複合的に不登校につながっているものと

思います。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 不登校、それからニート、またはひ

きこもりになるという問題は、かなり本県の大きな課

題じゃないのかなと思っていまして、今一体的に全

庁、教育委員会も含めて取り組んでいるんですけれど

も、子ども・若者育成支援推進法の取り組み状況につ

いて、これを踏まえていく中で、子ども・若者計画も

しっかりつくっていかないといけないんじゃないかな

と思います。それについてお聞かせください。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 子ども・若者計画に

ついては、県が平成22年に「おきなわ子ども・子育て

応援プラン」ということで計画はつくっております。

その対象とする範囲が大部分重複することもありまし

て、計画策定に当たっては内容の整理を行って、既存

の計画の中に盛り込むことも含めて検討していきたい

というふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 さらに、この子ども計画もそうなん

ですけれども、これは全国ではもう34カ所で策定して

いるんですね。もう一つは、子ども・若者総合相談セ

ンター、これをやっぱり親の立場で言うと、子供がひ

きこもりであったりとかおうちから出ないということ

になってくると非常に悩んでいる方が多いんですね。

それをどこに相談していいかわからないということか

らすると、総合の相談センターの設置というのは非常

に大事だと思っています。この設置についてもお聞か

せください。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） このセンターについ

ては、今議員のほうからもありましたように、設置の

必要性は高いものだというふうに認識をしておりま

す。県としましては、さまざまな問題を抱える子ど

も・若者を支援していく上でワンストップで相談を受

けて適切な相談機関につないでいく相談体制の整備が

必要であるというふうに考えております。そういうこ

とで、できるだけセンターが設置できるように努めて

まいりたいというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 今、言われている中で、ニート、ひ

きこもり、不登校、一体的にこれに取り組んでいくと

いうことが非常に大事だと思っています。検討してい

くということをおっしゃっているんですけれども、こ

れは知事か担当副知事の決意ですね。県はそれぞれの

施策でかなり細かく取り組んでいるということは私は

非常に評価しているんですね。非常に頑張ってやって

いるんですけれども、いざどこが中心になって担当に

なるかということとなると、部署別で全部これ違うも

のですから、やはりいわゆる子ども・若者計画もそう

ですし、この相談窓口も一元化して総体的に総合的に

対応していく必要があると思いますが、その設置につ

いて改めて副知事お聞かせください。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） 今、議員の言われるとおり

その設置に向けて検討してまいりたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 ぜひ担当職員を初め皆さん非常に頑
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張っていますので、この体系をしっかりつくっていけ

ばかなりまた成果が出るんじゃないかなということを

期待しておきます。 

 続いて、生活保護についてなんですけれども、今、

課題、私が非常に気にするのは、働けても生活保護に

なっているというのは本人にとっても家族にとっても

非常にこれは大きな課題じゃないのかなと思っており

ます。ちなみに、この保護率は全国では今順番で言う

と何位ですか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 悪いほうから数えて

５番目です。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 さらに、市町村によってこの保護率

が違うんですね。例えば那覇が一番高くて、この一番

高いところと一番低い市部で言うとどのような状況に

なっていますか。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時35分休憩 

   午後４時37分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 平成24年のデータで

ありますけれども、最も高い市が35パーミル、最も低

い市部が9.22パーミルという状況です。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 地方交付税に予算措置されるとはい

え、大変これ課題じゃないのかなと思っておりますの

で、これについても市町村としっかり連携していただ

きたいと思っています。 

 教育長にお聞きします。 

 石垣市教育長の発言について、いわゆる本県が長年

にわたって平和行政、しかも戦争の悲惨さというのは

地上戦も含めて、この平和行政そのものが私は個人的

には否定されたんじゃないかなという認識すら感じる

んですけれども、この真意について直接石垣市の教育

長に聞くお考えはありませんか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 現段階で申しわけないん

ですけれども、直接聞こうという思いは持っておりま

せん。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 なかなか答えにくい質問だったと思

うんですけれども、県はこれまでどおり平和教育行政

をしっかりやるかどうかについて改めて御答弁くださ

い。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 先ほども答弁したんです

けれども、平和教育については大変重要な認識を持っ

ておりまして、これまでどおり推進してまいりたいと

思います。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 高卒の進路状況について、まず大学

への進学は全国と比較してどういうふうになっている

か教えてください。 

○教育長（諸見里 明君） ちょっと休憩お願いしま

す。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時39分休憩 

   午後４時39分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 平成25年３月ですけれど

も、高等学校卒業者の大学進学率、本県38.2％、全国

平均では53.2％となっています。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 ちょっと休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時40分休憩 

   午後４時40分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 全国が53.2、本県が38.2ですよね。

これは大学進学率を言ってもらったんですけれども、

県内の高校生が志願する率というのはどうなっていま

すか。 

○教育長（諸見里 明君） 大学志願率ですか。 

○赤嶺  昇君 はい、志願率。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時40分休憩 

   午後４時41分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） これは平成24年度の学校

基本調査ですけれども、沖縄は46.8％です。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 今、志願率そのものが全国の進学率

を下回っていますよね。そうなると、志願率そのもの

が10ポイントぐらい低いということは、全国に並べる

こと自体、もう志願そのものがないわけですから、そ

こは課題だと思いますけれどもいかがですか。 
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○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 課題だと認識しておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 この志願率そのものが低いというこ

とは、恐らく離島県であって、県内の大学だけじゃな

くて県外に行こうとするときに、いわゆる学生の皆さ

んは家庭の経済的な事情も含めて志願そのものに歯ど

めをかけているんじゃないかなというふうに私は考え

ますけれども、教育長いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 他県と違いまして、離島

県である本県はやはり経済的な要因というのは一つの

大きな要因かなと思っています。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 そうなると、この志願率そのものが

全国より10ポイント低い、進学率に比べてですよ、志

願率じゃなくて。これはもう教育委員会だけの問題

じゃなくて、本県の人材育成にとって大きな課題だと

思っているんですね。それについて行政当局はどのよ

うに考えますか。これは私はしっかり対策をしていか

ないといけないと思います。これは経済的な理由も含

めて県外で進学を目指したい子供たちのその夢を摘む

ことがないように、そこを目指す子供たちには一括交

付金もそうですし、その活用も含めて検討したほうが

いいんじゃないかなと思いますけれども、いかがです

か。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時43分休憩 

   午後４時43分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） 人材育成はこれからの沖縄

振興にとってこれは非常にもう重要な課題だと認識し

ております。今の大学進学率、これは短大も含めた恐

らく数字だと思います。沖縄県はたしか私の知る限り

では、４年制大学は必ずしもびりではなかったような

感じもしますけれども、いずれにしても陸続きじゃな

いということで、手軽に自分の行きたいところに行け

ないというふうなところも一つ要因があろうかと思い

ます。一方で、高校を卒業して受け皿になっているの

が言ってみれば専門学校とかそういうふうなところで

また勉強して社会のためになる。そういうふうな子供

たちもまたいっぱいおります。いずれにしても、県と

しては子供たちがやっぱり自分の道が探せるような環

境づくり、ここを教育委員会などとも一体となって一

生懸命またいろんな施策を展開をしていきたいという

ふうに思います。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 続いて、那覇港管理組合についてな

んですけれども、今いわゆる信頼の発言が出ています

よね。ところが、８月の那覇港管理組合には知事が管

理者として、それから那覇市、浦添市から両副市長が

参加して答弁をしているんですね。その後の答弁なも

のですから私が懸念しているのは、今のそもそも那覇

港管理組合をつくってきた中で、信頼が崩れた中でい

くと今後の那覇港管理組合そのものの存続に影響する

のかなと思いますけれども、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） これは先ほどお答

えいたしましたけれども、浦添市議会において今議員

が御指摘のような信頼関係が崩れて環境アセスの調査

の一時凍結に至ったというような報道がございまし

た。これはあくまでもマスコミ報道ですので、浦添市

に対しまして発言内容の詳細について今確認中でござ

います。それとともに、今後の浦添市の対応等につい

ても照会をしております。また、片方で那覇港管理組

合のほうがやはり浦添市長と面談をして意見交換をし

たいというようなことも聞いておりますので、その結

果を県としては見守っていきたいと、注視していきた

いということでございます。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 そうしますと、今浦添市としては一

時凍結をしておりますね。一時凍結というのは文字ど

おり一時ですよね。そうすると、これはいつまでにそ

のまま凍結なのか、やはり進めるのかという返事を、

県としてこれは浦添市に対して期限がないと今年度の

予算、または来年の要求にも影響すると。単純計算で

いうともう２年ぐらいおくれていくんですね。それは

浦添市長選挙の公約にも関係ある部分があるものです

から、県としてこれについて期限みたいなものを浦添

市側に設けているのか。そのまま何もないまま進む

と、これはもう予算への一時凍結の影響というのはど

ういうふうになるんですか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 今年度一時凍結と

言っているアセス調査ですけれども、２億4000万余り

の予算が那覇港管理組合のほうにあるわけで、これは

一義的には那覇港管理組合の予算でございます。管理

組合としてはどのように考えるかということですけれ

ども、私どもも浦添市長も一時凍結の本意といいま

しょうか、詳細な内容、中止という言葉は使っており
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ません。そして私も浦添市長さんとお会いしたときに

は、中止ではなくて見直しということでございました

ので、議員からも御指摘のあるその一時凍結の内容に

ついて浦添市とよく調整をして内容を確認し、そして

また今後の対応を考えていきたいというふうに思って

おります。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 那覇軍港についてなんですけれど

も、いわゆる那覇軍港そのものについてもこれは非常

に関連してくるものですから、この浦添市長選挙のと

きは明確に反対という表現でした。選挙が終わって、

基本的に反対に今変わっております。那覇市として

は、去る那覇港管理組合議会で那覇市の副市長が、那

覇軍港が早目に返ってくる分についてはそれは歓迎す

るという答弁をされているんですね。私はそのとおり

だと思うんですよ。もちろん公室長が今現在現実的な

のは、浦添ということを言っているのは理解をしま

す。ところが、一刻も早く返すという方針については

県も那覇も一緒ですか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 那覇市長、那覇市の立

場というのはこれは那覇市長の御発言で、移設条件に

とらわれずに早期返還を実現してほしいとの考えを

持っていると。それは理解できます。ただ、その後続

けて、しかしながらこれは決してＳＡＣＯの最終報告

を否定するものではありませんと。これを含めれば那

覇市の考えと県の考えは同じではないかと考えており

ます。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 今、ＳＡＣＯの合意に沿って那覇軍

港が返還されると最短であと何年かかりますか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時49分休憩 

   午後４時50分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 済みません。今ちょっ

と資料を持っていませんが、正確な厳密な数字ではあ

りませんが、10年以上かかったと記憶しております。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 続いて、内閣府の来年度の沖縄振興

の概算要求額について知事に確認したいんですが、那

覇空港の第２滑走路とそれから沖縄科学技術大学院大

学の予算は別枠にしたほうがいいということでそうい

う見解でよろしいですか。政府にそれを求めているん

ですか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時50分休憩 

   午後４時50分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 総務部長。 

○総務部長（小橋川健二君） 26年度の概算要求の県

の要望ですけれども、これについては空港とＯＩＳＴ

とを除いて従来の振興予算については3000億規模を確

保していただきたいと。そのほかに那覇空港の滑走路

増設の分については別途必要な財源を確保してくださ

いと。それからＯＩＳＴについても、今後拡充する分

についても別途確保していただきたいとそのような表

現で要望をしております。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 その要望に対して政府の見解はどう

なんですか。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

○総務部長（小橋川健二君） 今回の3400億余の概算

要求は、国の概算要求基準に基づいて国は最大限要求

をしたというような表現をしております。それで内容

的に見ますと、従来の振興予算3000億というものは要

求の中に盛り込まれていると。それから滑走路の増設

分300億についても確保されていると。それからＯＩ

ＳＴについても充実分については要求がなされている

というような状況でございます。ただ、県としては空

港の第２滑走路の建設がこれまでの振興予算に支障が

出ないように、あるいは振興事業に支障が出ないよう

な形で別途確保していただきたいと、このような要望

を従来から申し上げているところであります。 

○赤嶺  昇君 ちょっと休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時52分休憩 

   午後４時53分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 先ほどの那覇空港第２滑走路の自衛

隊活用について、これを前提としているという話だっ

たんですけれども、この那覇空港の自衛隊の活用は前

提としているという答弁をされたんですが、結果的に

第２滑走路をつくって技術的には寄港回数が一本の滑

走路が自衛隊にそのまま現実的に使われるということ

は非常に私は懸念するんですけれども、その前提とす

るにしても皆さんとして、だから今聞いているのはこ

の第２滑走路の予算も別枠という話をお願いするんで

すけれども、これは中に入っているわけですね。とこ

ろが、この自衛隊を前提としてという話をされている
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わけですから、制限も含めてそれは自衛隊の使用制限

を求めていくという考えはないかどうか、最後にお聞

かせください。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 先ほども答弁させてい

ただきましたけれども、民間航空機との共用という形

になりますので、自衛隊に対してはその安全管理につ

いて徹底した対応を求めてまいりたいというふうに考

えております。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時54分休憩 

   午後４時56分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 比嘉京子さん。 

   〔比嘉京子さん登壇〕 

○比嘉 京子さん お疲れさまです。 

 社大党の比嘉京子です。 

 質問する前に緒言を述べたいと思います。 

 沖縄の置かれている現状、いわゆる米軍基地問題の

解決策は手詰まり感を否めません。打開策として国際

人権法や自己決定権の観点から、識者らによって示唆

に富んだ提案がありますので紹介したいと思います。 

 歴史をさかのぼりますと、1969年の沖縄国会におい

て、県選出の国会議員の質疑を途中で中止し強行採決

した結果、沖縄県民の要望を書きつづった建議書が葬

られました。また、ことし１月、オール沖縄でオスプ

レイ配備撤回、そして辺野古新基地建設反対の訴えを

した建白書も全く無視され、オスプレイの再配備が強

行されました。この国に民主主義があるのか、沖縄に

主権があるのか、このような不条理が許されるのかと

いう県民の声が高まっております。 

 現状を打開する方法として、国際人権機関に訴える

ということをぜひ提案をしたいと思います。 

 日本国憲法は、平和主義、基本的人権、国民主権の

３つを原理としておりますけれども、もう一点、国際

協調主義が加わります。日本は、世界の一員として生

きていくことを宣言し、そのためには国際法を守ると

いうことを明確に宣言をいたしております。現在の国

際人権法を沖縄問題に当てはめると、沖縄の人々は国

際人権法のもとにおいて、文化や伝統や言語によって

結びつき、みずからマイノリティー集団として認識を

しています。その限りでは自民という単位を構成する

ことになり、そういう集団として自己決定権を持って

いるということであります。自己決定権は国に与えて

もらう権利ではありません。集団が当然与えられる権

利であり、集団の政治的・経済的・社会的・文化的あ

り方に対し、影響を与えるような政策がとられる場合

には、その意思決定過程に参加する権利があり、それ

も単に協議や交渉に加わるのではなく、同意まで求め

なければならない。同意がなければこれはできないと

いうことを国際人権法は求めております。このような

考えから、これまで県民の頭越しに決定された基地政

策は不当であり差別である。これ以上は許されないと

いうことを国際社会に訴えていこうということです。 

 今、皆様にお配りした資料は、昨年の毎日新聞、オ

スプレイを取り上げているいわゆるその提案をしてい

るものでございますけれども、私が注目したいのは２

枚目でございます。２枚目にありますのは、1962年の

立法院時代、沖縄自民党所属の翁長助静氏が起草委員

会の代表となって、1962年の２月１日に立法院で決議

した文書であります。日米両政府のみならず、国連及

び全世界の国連加盟国全てに直接送付をしたという経

緯があります。結論として私は２つを提案したいと思

います。 

 １つは、この立法院の決議に準じた新たな要請決議

を我々県議会で同じように行って世界に、国連に直送

するということ。それからもう一点、ことし１月に日

本政府に提出いたしました建白書、それこそオール沖

縄の総意である建白書を英文化して国際人権機関に訴

えていく、あるいは直訴に行く、そういうようなこと

を皆様に申し上げて質疑を行いたいと思います。 

 １番目の米軍基地問題ですが、国の進める辺野古新

基地の規模や形状について、いま一度説明を求めま

す。 

 (2)番目に、又吉知事公室長がワシントン及びハワイ

へ訪米した目的、内容、結果等について伺います。 

 (3)番目に、沖縄市諸見里サッカー場汚染問題では、

改めて国に対する県の主体性が問われています。基地

の環境汚染に対する法整備、調査、浄化等の今後の取

り組みについて伺います。 

 ２番目に、教育行政について。 

 学力向上に資する環境整備として、以下伺います。 

 小・中・高校におけるクーラー設置率。 

 それから、30人以下学級の実施率と教室不足解消に

向けた計画。 

 そして、「早寝早起き朝ごはん」の実態。 

 それから、教職員の正規雇用率は全国平均に比べて

どうか、縮まっているのか、その改善計画を示してい

ただきたい。 

 それから、教職員の多忙化解消への取り組みについ

て伺います。 

 (2)番目、平和学習について。 
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 今日までの平和学習に対する評価と今後のあり方、

課題について伺います。 

 ３番目に、健康推進行政について。 

 知事を本部長とする部局横断、官民一体となった県

民運動を展開し、健康・長寿日本一奪還に向けた「健

康長寿おきなわ復活推進本部設立」を評価し、以下質

問いたします。 

 (1)番目に、これまでの取り組みとどう違うのか、今

計画の内容について伺います。 

 (2)番目に、県民運動の主軸を担う主管部は福祉保健

部でありますけれども、その心臓部である体制はどの

ように考えられているのか、分野と配置人数について

伺います。 

 (3)番目に、健康づくりは地域に根差した活動を担う

人材やリーダーが必要と考えますが、その認識と今後

の計画について伺います。 

 ４番目、福祉行政について。 

 コザ児童相談所の一時保護所について。 

 一時保護所の目的について。 

 現状について。 

 運営上の課題について伺います。 

 (2)番目、保育園における課題について。 

 保育士の離職原因が待遇にあることは周知されてお

ります。処遇改善のためには国の運営費を上げてもら

う必要がありますが、解決のめどは立っておりませ

ん。児童福祉法の適用のおくれは本県特有の課題であ

るから、一括交付金を活用することを検討すべきだと

考えますがどうでしょうか。 

 待機児童解消に伴い保育士の確保と同時に保育の質

の問題はセットであります。認識と取り組みを伺いま

す。 

 ５番目に、ワンストップ支援センター設置につい

て。 

 (1)、病院を拠点とする方針のようですけれども、今

までに実績、それから経験が一番構築されていると思

われます県立中部病院は検討対象に入っているのかど

うか伺います。 

 (2)番目に、所管は平和・男女共同参画課が担って会

議を持たれているようですけれども、その福祉保健部

がどういうふうなかかわりをしておられるのか伺いま

す。 

 (3)番目に、本県は米軍人・軍属による被害も多い。

その対策も検討されているか伺います。 

 答弁よろしくお願いいたします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 比嘉京子議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、教育行政に係る御質問の中で、30人以

下学級についての御質問にお答えします。 

 沖縄県では、現在、小学校１・２年生において30人

以下学級を実施しているところですが、その実施率は

小学校１年生90.3％、小学校２年生83.8％となってお

ります。 

 沖縄県としましては、教室不足の解消を含め市町村

等の理解と協力を得ながら、少人数学級の実現に向け

て取り組んでまいる所存でございます。 

 次に、ワンストップ支援センター設置についての御

質問の中で、県立中部病院は拠点病院の検討対象と

なっているかという御趣旨の御質問にお答えいたしま

す。 

 支援センターの形態につきましては、検討会議の中

で病院拠点型が望ましいという方向性を確認しており

ます。 

 沖縄県としましては、検討会議の結果を踏まえ、県

立病院も含めて拠点病院の受入先について検討を行っ

ているところでございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 米軍基地問題に関する御質

問の中で、辺野古新基地の規模、形状についてお答え

をいたします。 

 ３月22日に提出された埋立承認申請願書によると、

普天間飛行場代替施設の全体面積は204万8272平方

メートルとなっております。また、長さ1200メート

ル、幅30メートルの滑走路を２本設置、オーバーラン

は滑走路両端に300メートル設けられ、Ｖ字型の形状

で配置されるとしております。 

 続きまして、同じく米軍基地問題に関する御質問の

中で、米軍基地の環境汚染に対する今後の取り組みに

ついてお答えをいたします。 

 県は、米軍基地に起因する環境問題について現場調

査や環境浄化等が速やかに、円滑に実施できることが

重要であると認識しております。基地返還後の跡地利

用に関して、国は環境浄化を行うこととなっておりま

すが、県としては、現行法令の問題点を整理した上で

環境浄化の手法や手続等について国に提案していく必

要があろうと考えております。 

 県では、米軍基地に起因する環境問題に対応する新

たな体制について、今後、関係部局において検討する
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こととしております。 

 続きまして、ワンストップ支援センター設置に関す

る御質問の中で、米軍人・軍属による被害の対策につ

いてお答えいたします。 

 ワンストップ支援センターは、性犯罪・性暴力被害

者に対し被害直後からの総合的支援を可能な限り１カ

所で提供することにより、被害者の心身の負担を軽減

することを目的としております。米軍人・軍属による

被害者においても、必要とされる産婦人科医療、心理

的支援、捜査関連の支援、法的支援等を迅速に行える

よう取り組んでまいります。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 健康推進行政についての御

質問の中で、健康・長寿に関するこれまでの取り組

み、今後の計画についてお答えいたします。 

 沖縄県では、これまで健康おきなわ21計画に基づ

き、生活習慣病の予防対策など県民の健康づくりを進

めてまいりました。しかしながら、肥満者の割合が全

国を上回るなど、生活習慣の改善が課題となっており

ます。このようなことから、全庁的に組織する「健康

長寿おきなわ復活推進本部」を発足させ、2040年まで

に平均寿命日本一復活を目指すこととしております。 

 具体的には、「運動しやすい日常環境づくり」、

「栄養バランスのよい食事」、「一人ひとりの健康管

理の支援」を柱に、部局横断的に施策を推進すること

としております。また、施策の実施に当たっては、市

町村や各種団体などを含めた県民会議を設置し、官民

一体となった取り組みを行ってまいります。 

 次に、健康づくりを担う人材についてお答えいたし

ます。 

 健康・長寿日本一の復活のためには、地域の特性に

応じた対策を重点的に長期的に取り組む必要があると

認識しております。特に、健康づくり活動を実践して

いる食生活改善員や健康推進員などの地域ボランティ

アは必要なマンパワーと考えており、今後とも市町村

と連携を図り育成に取り組んでいきたいと考えており

ます。 

 次に、福祉行政についての御質問の中で、保育士の

処遇改善についてお答えいたします。 

 沖縄県においては、保育士の給与等の改善を図るた

め、安心こども基金を活用して平成25年度予算で６億

6000万円を計上し、保育士等処遇改善臨時特例事業を

実施しております。沖縄振興特別推進交付金を活用し

た事業としては、潜在保育士等に対する研修会や合同

説明会を行う保育士確保支援事業を実施しており、さ

らに、潜在保育士の就労あっせん等を行う保育対策総

合支援事業を９月補正予算案に計上しております。ま

た、保育士の処遇改善については全国的な課題とも

なっていることから、制度の見直しについても九州各

県保健医療福祉主管部長会議を通じて国に要望してお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 米軍基地問題について

の御質問の中で、知事公室長の米国出張についてお答

えいたします。 

 私のワシントンＤＣへの出張については、米政府等

に対し県の立場で、その時点における基地問題に関す

る具体的な沖縄の状況と県外移設を求める知事の姿勢

を説明し意見交換を行っているところであります。ま

た、去る３月、ホノルルで開催されたフォーラム等に

おいてハワイ州知事から、在沖海兵隊を受け入れる旨

の発言があったこと等を踏まえ、ハワイ州へ出張し同

知事と面談をいたしました。アバクロンビー州知事か

らは、日米間で合意している在沖海兵隊2700人のハワ

イ移転について、早急に始めることを政府に提案した

いとの発言がありました。私からは、沖縄県とハワイ

州において実務担当者レベルの連携体制を構築し、引

き続き情報や意見を交換していくことを提案し了承を

いただいたところであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） それでは教育行政につい

ての御質問で、公立学校施設の空調整備についてお答

えいたします。 

 平成25年７月現在、公立学校普通教室における空調

施設の整備率は、小学校が55.8％、中学校が51.0％、

高等学校が96.7％となっております。特別教室におけ

る空調施設の整備率は、３年ごとに行われる文部科学

省調査によりますと、平成22年10月現在、小中学校で

66.8％、高等学校で67.0％となっております。 

 県教育委員会としましては、快適で充実した学習環

境を確保するため、引き続き市町村と連携しながら空

調整備を促進していきたいと考えております。 

 次に、「早寝早起き朝ごはん」の取り組みについて

お答えいたします。 

 平成25年度全国学力・学習状況調査によりますと、

本県小学校６年生の「早寝早起き朝ごはん」の実態
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は、夜９時までに寝る児童は全体の4.4％、朝６時半

までに起きる児童は39％、また、毎日朝御飯を食べる

児童は85.8％となっており、いずれも全国の中で下位

にあることから、生活リズムの改善が課題となってお

ります。 

 県教育委員会としましては、基本的生活習慣の確立

を図るため、生活実態調査を実施するとともに、家庭

教育支援フォーラムや各種講演会等を開催しておりま

す。 

 今後とも、各市町村及び各学校・地域と連携し、全

ての家庭で「早寝早起き朝ごはん」が定着するよう取

り組んでまいります。 

 次に、教職員の正規雇用率と改善計画についてお答

えいたします。 

 県教育委員会では、平成23年度以降、計画的に採用

人数をふやし正規教員の比率の改善に取り組んでいる

ところです。その結果、公立小中学校における定数に

占める正規教員の割合は、平成22年度の82.3％から平

成25年度の84.2％に改善しておりますが、全国平均

93.1％と比較すると依然として開きがあります。一

方、初任者研修における指導教員の確保や研修の受け

入れ体制等、短期的に大量に新規採用することについ

ては多くの課題があることから、正規教員の比率の改

善には当初計画の見通しより時間を要するものとなっ

ております。 

 県教育委員会としましては、現在、正規教員の比率

の改善に向けた新たな計画の策定に取り組んでいると

ころです。 

 次に、教職員の多忙化解消への取り組みについてお

答えいたします。 

 県教育委員会では、教職員の多忙化解消に向けて調

査依頼や通知文書の見直し、指定研修の期間縮減等に

取り組んでおります。また、各学校におきましては、

負担軽減検討委員会等を設置し、定時退校日、ノー部

活動日等の設定、会議や学校行事の精選等を推進し、

各学校の実情に応じた取り組みを行っております。県

教育委員会が実施した教職員の実態調査によります

と、業務量が多いと感じている割合や１日平均の時間

外勤務時間の割合等は年次的に減少しております。 

 県教育委員会としましては、今年度新たに「小中学

校校務改善検討委員会」を設置し、さまざまな角度か

ら検討を行っているところであり、今後とも教職員が

より働きやすい環境づくりに努めてまいります。 

 次に、平和学習の評価と今後のあり方、課題につい

てお答えいたします。 

 戦後68年が経過し戦争の風化が叫ばれる中、沖縄戦

の悲惨な実相や教訓を正しく後世に継承することは重

要なことだと考えます。 

 県教育委員会としましては、平和教育を県の教育主

要施策や「学校教育における指導の努力点」に位置づ

けており、各学校では各教科や道徳の時間はもとよ

り、慰霊の日に向けた特設授業を展開するなど、学校

の教育活動全体を通して行っております。戦争体験者

が高齢化し語り部が少なくなるなどの課題はあります

が、今後とも児童生徒が平和で民主的な国家及び社会

の形成者として育つよう、平和教育を推進してまいり

ます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 健康推進行政につい

ての御質問の中で、県民運動の体制と配置人数につい

てお答えいたします。 

 「健康長寿おきなわ復活推進本部」における各部局

と連携した施策の展開や、2040年までに平均寿命日本

一復活を目指す長期的な計画の策定、県民会議におけ

る県民運動の推進に合わせて体制づくりを検討してい

きたいと考えております。 

 次に、コザ児童相談所一時保護所の目的と現状につ

いてお答えいたします。４の(1)アと４の(1)イは関連し

ますので一括してお答えいたします。 

 児童相談所の一時保護所は、児童相談所長が措置方

針を決定するまでの間、児童を一時保護するため、児

童福祉法に基づき設置される施設であります。本県に

おいては、一時保護を要する児童の増加に伴い、平成

23年12月にコザ児童相談所に一時保護所を整備したと

ころであります。コザ児童相談所の一時保護所におい

ては、定員20名に対し、平成24年度平均で１日当たり

12.6人の児童を保護しております。 

 次に、コザ児童相談所一時保護所の課題についてお

答えいたします。 

 コザ児童相談所の一時保護所におきましては、現

在、夜間の勤務体制について労働基準監督署と宿直勤

務の許可に係る調整を行っているところであります。

この件に関しましては、引き続き現場の実情も踏まえ

ながら、労働基準法に照らし適切に対応してまいりま

す。 

 次に、保育士確保と保育の質についてお答えいたし

ます。 

 沖縄県としましては、待機児童を解消するため保育

士の確保を支援するとともに、保育士の資質向上を図

り保育の質を高めることが重要であると認識しており
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ます。保育士確保の支援としましては、保育士確保支

援事業を実施しており、さらに、保育対策総合支援事

業及び保育士修学資金貸付事業について、９月補正予

算案に計上しているところであります。また、保育の

質の向上を図るため、保育士研修、保育内容の指導監

督及び保育士の処遇改善などに取り組んでおります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） ワンストップ支援セ

ンター設置についての中の、福祉保健部のかかわりに

ついての御質問にお答えします。 

 ワンストップ支援センター設置に当たっては、女性

相談所や児童相談所及び医療機関との連携が重要であ

ると考えております。このため、福祉保健部の関係課

長が検討会議の構成員となっており、また、検討会議

においては両相談所の所長から連携のあり方について

意見を聞いたところであります。 

 今後、具体的な連携方法を検討していくこととして

おります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。 

○比嘉 京子さん では再質問させていただきます。 

 まず初めに、米軍基地関係ですけれども、副知事か

らお答えいただいたんですけれども、なぜあえていま

一度説明を求めたかといいますと、規模について、高

さの説明がなかったんですが、高さはどんな高さにな

るんでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時26分休憩 

   午後５時26分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 今、比嘉議員からいただい

た平面的な規模については説明いたしました。高さに

ついて、今、手持ちのデータがありません。申しわけ

ありませんが。 

○比嘉 京子さん もう一度お願いします。高さにつ

いて何とおっしゃったんですか。 

○副知事（高良倉吉君） 私が答弁させていただいた

のは全体面積、要するに平面的な規模、面積でありま

すとか滑走路の長さでありますとか。高さとおっしゃ

いますと滑走路の高さということでしょうか。 

○比嘉 京子さん はい。 

○副知事（高良倉吉君） そのデータが今、手持ちに

ないんです。 

○比嘉 京子さん 私は形状と聞いているわけだか

ら、縦・横・高さ。この形状はどういう形状になって

いるんですかと聞いたわけだから、やっぱり全体像を

言っていただきたいと思いますが、無理ですか。土木

のほうでは御存じないんですか。 

○副知事（高良倉吉君） 先ほど答弁させていただい

たデータは、一応公有水面埋立に関する願書のほうに

掲載されている数値を紹介させていただいたわけです

が、高さについては手持ちのデータがありません。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時27分休憩 

   午後５時28分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 比嘉京子さん。 

○比嘉 京子さん では、後ほどお答えを願いたいと

思っています。 

 又吉知事公室長は訪米に際しては、ほとんどこれま

での答弁では口頭で説明をされている。何か資料とか

さまざまな材料を持っていってそこに残してくるとい

うような手法というのはされていらっしゃるんです

か。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 県知事の公表されてい

る、公になっている発言録でありますとか、あるいは

新聞の報道でありますとかそういった客観的なメモ等

をお渡ししております。 

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。 

○比嘉 京子さん １つだけちょっと提案させていた

だきたいのは、アセスに関しての知事の意見書は我々

は非常に高く評価をしておりますし、その英訳をぜひ

やっていただいて、それを持参していくということ

は、大変私はワシントンにおいてもインパクトがある

んではないかと思うんですね。といいますのは、下院

議員・上院議員にお会いすると多くの方が環境問題

を、環境アセスがどうなっているんだという質問があ

ります。そういうことで関心を持っておられると思い

ますので、ぜひ今後御検討を願いたいと思いますがい

かがですか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） これまで私が米国出張

の中で知事の立場という中で、環境アセスへの意見書

については、もちろんこれは全部持っていくことはで

きなかったんですが、主な知事の主張あるいは論点と

いったものについては要約をしてお渡ししてございま

す。 

○議長（喜納昌春君）比嘉京子さん。 
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○比嘉 京子さん ぜひすばらしい内容だと思います

ので、よろしくお願いいたします。 

 次に、教育行政についてお聞きしたいんですが、特

にこれは教育長というよりも、私は財務のほうにお聞

きしたいんですが、知事、２期８年間で特に少人数学

級、最初は30人以下学級、それから少人数という表現

になりましたけれども、それは２期８年の公約として

挙げられたわけなんです。先ほど答弁にあったよう

に、１・２年生で実施されているけれども、１年生で

90％、２年生では83％というのがありましたね。やっ

ぱり今、沖縄の学力問題の中で私がこれだけ学力に影

響するだろうという要因を挙げた中で、一番影響する

と思うのが少人数学級なんですよ。ですから、知事の

その公約が７年目になりますけれども、もっと私は進

んでいいんじゃないかと熱望している一人なんです。

といいますのは、例えば、今全国で上位にある秋田な

どでは少人数学級、もっと広く言えばＰＩＳＡの学力

テストで１位のトップをずっと走っているフィンラン

ド、そこはそれこそ少人数。学校に入った子供たちは

一人たりとも落ちこぼれをさせないという国家方針

で、25名のクラスに視察に行きましたら２人教員を配

置しているんです。それぐらい条件整備からやってい

かないと、特に沖縄県の子供たちは学校に来るまで、

家庭における問題が非常に大きい。そういうことをす

ると大人数学級ではどうしても救うことができない。

そういう意味を込めて、私はもっとこれを加速させて

いただけないかと。なぜ知事のほうを向いて言ってい

るかというと、現状の今１・２年生は文科省の加配で

一般財源からたしか出してないと思うんですよ、経費

を。どうですか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時33分休憩 

   午後５時34分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 私のほうで答弁させてい

ただきます。 

 今後、少人数学級の拡充につきましては、次年度以

降の、知事からの御答弁がありましたように、実現に

向けて努力してまいります。そして、予算については

関係部局と調整してまいります。 

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。 

○比嘉 京子さん 知事、公約ですから、他府県では

自主財源を割いて少人数学級を実現しているところも

あるんですよ、たくさん。ですから沖縄県、人材を

もって資源となすというわけだから、ぜひともここは

公約ですから、次年度に向けて大いなる検討をしてい

ただきたいと私は要望しておきます。 

 では、次に健康行政についてですけれども、今回こ

のように大きなインパクトを持ってアピールをされて

いる内容についてですけれども、少し私、質問で答弁

漏れではないかというのがあるので、１つ、福祉保健

部長に質問ですけれども、分野と配置人数についてと

いうのをお答え願ってないように思うんですが、お願

いします。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） ですから、それにつ

いては県民会議を推進していきますので、そういった

推進に合わせて体制とか、あるいはその配置人数とか

そういったものを検討していくということでありま

す。 

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。 

○比嘉 京子さん そこも福祉保健部だけではないの

で、ぜひともですけれども、知事、長野県が１位に

なったのは50年ぐらいかけて１位になっているんです

ね。それを今、沖縄県が2040年までにということは、

その半分ぐらいの時間で奪還しようというわけなんで

すよ。そうすると、今、皆さんが立ち上げていただい

たそういう住民のこのような柱を３つ、３本の矢を立

てておられますよね。（資料を掲示） これを動かす

だけでもそうですけれども、それに50、60の団体を絡

める、それから市町村を絡める、それから学校を絡め

ると。こういうことをやろうとすると、私はやっぱり

しっかりとした専門性と専従性は必要だと思うんです

ね。ですから食に関してだったら栄養士をしっかり置

く。それから運動、スポーツだったら指導員をきちん

と置くというようなことで専従を置かないと、私はこ

れまでの10年のような結果で時間が過ぎてしまうんで

はないかという危惧を持っているんですよ。いかがで

すか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 文字どおりおっしゃるよう

に約30年、今、2040年にしてありますから27年です

が、30年ぐらいかけて世代が２世代か１世代半になっ

ていますが、３世代ぐらいを中心にいろいろと改善に

取り組んでいくぐらいの超長期の話になるわけで、今

まさに議員のおっしゃったようにいろんな分野で、し

かも長野県よく言われているように、塩とかいろんな

部分でやっぱり熱心におやりになった人々と大勢の人

が参加しているようですが、そういう状態に持ってい

くためにもおっしゃるように必要率十分な人員の確保

が必要だと私も思います。 
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○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。 

○比嘉 京子さん ぜひ次年度に向かってそこのエン

ジンになるところをしっかりと固められるような専従

をきっちりと設置をしていただけますようにぜひお願

いをしたいと思います。 

 では次に…… 

 ちょっと休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時38分休憩 

   午後５時38分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

○比嘉 京子さん コザ児相について１点だけお願い

します。 

 運営上の課題として宿直のお話がありましたけれど

も、知事、一時的に保護された子供たちが男女別々に

寝泊まりしているわけなんです。長期で２カ月ほどで

すね。その中において非常勤対応になったりするわけ

なんですね。１人が常勤だったら１人が臨時というよ

うにやると、緊急事態になって常勤が飛び出していっ

たときに非常勤の人が全体を見るというような非常に

心配される状態が今起こっていると思うんですね。特

に、女の子で性による虐待の子供たちは夜間、非常に

不安定になるようなんですね。そういう子供たちを抱

えながら今の体制では、私は到底これは網羅できない

と思っているんですが、そこの改善もぜひ検討すべき

だと思いますがいかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） その件につきまして

は先ほども答弁でも申し上げましたけれども、現場の

実情も踏まえながら早急にそういった宿直勤務のあり

方を整理した上で対応していきたいというふうに考え

ております。 

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。 

○比嘉 京子さん ぜひよろしくお願いします。 

 では、保育士の配置についてですけれども、ことし

６億7000万、保育士の処遇を改善するためにやりまし

た。これは１年で終わるわけですよね。これでは私は

やっぱり根本的な解決にはなかなかならないと思うん

ですね。保育士が県内に１万6000人余りいる。その中

において半分も就業してない。その実態は何かという

ことは、やっぱり運営費が沖縄県が低いですよね。運

営費の根拠はどこにありますか。運営費はどういう根

拠でつくられているんですか、保育園に国から来る運

営費。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 入所している児童の

年齢であったり、そういった年齢、そういうものを勘

案して運営費を算定しております。 

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。 

○比嘉 京子さん ぜひ申し上げたいことは、保育料

は全国一律なわけです。保育料は全国一律なんですけ

れども、運営費を決める保育単価は大変ランクがたく

さんあって、沖縄県、九州が最下位なんですよね。保

育料は全国一律なのに沖縄県の保護者たちは、これだ

け到底払えないと思っているわけです。ですから、去

年も21市町村は保育料をカバーするために17億拠出し

ているわけですよね、去年、市町村が。そうすると、

人をうんと採ってほしい、待機児童を解消してほしい

とどんどん入れようとすると、そこに保育料をカバー

するだけのお金が市町村では必要になるわけなんで

す。必要になるんだけれども、いわゆる運営費はそれ

についてこないわけです。ですから、これこそ沖縄県

はやらないといけない。そうしないと待機児童解消に

つながらないどころか、待機児童解消しようとしても

保育士がついてこない。今、那覇市で保育士がいない

ために待機をさせられている人たちがまだいるんです

ね。そういうことを考えたときに、この保育士の給与

の低さは保育単価に起因すると。その保育単価をどう

するのかということをもっと国と対峙してほしいと思

うんですが、副知事いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時42分休憩 

   午後５時42分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 保育士の処遇改善に

つきましては、先ほど申し上げましたとおり、処遇改

善のための事業をやっております。それが次年度以降

続くかどうか、まだ今のところわかりませんけれど

も、それをやっているということと、そういった保育

士の処遇改善については、これは全国的な課題であり

ますので、制度の見直しなども含めてこれは引き続き

九州各県保健医療福祉主管部長会議、そういったもの

を通して国のほうに要望していきます。 

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。 

○比嘉 京子さん 私はあえて困難をきわめていると

書いたんですね。これはもう何年も前から国と対峙し

たって、これはなかなか動かないですよ。この根本解

決なくして保育士の対応はできないですよ。そのこと

によって私は一括交付金を使うべきではないですかと

切り込んでいるわけですよ。今のような答弁ではなか

なか難しいと私は思いますがいかがですか。 

－ 217 －



○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） 今、県では抜本的に保育

士、保育所の、保育の改善をしていきたいというふう

なことでいろんな取り組みを関係市町村を巻き込んで

やっております。今回、補正でも３億2000万ほど計上

いたしましたけれども、基本的な考え方として待機児

童が約9000名いる。そして認可で３万7000人、そして

認可外で１万7000人と、こういうふうな構造になっ

て、その待機児童は認可外にも一部入っていると、こ

ういうふうな構造になっているわけです。その認可外

の子供たちの待遇改善、これが１つ、そして認可をふ

やしていくという作業と、もう一つは、そのときに必

要なマンパワーとしての保育士をどう確保していくの

か。その３点にポイントを絞って今回その事業を組み

立てております。その中には保育士の処遇改善につな

がっていくようなそういう施策もまた入れておりま

す。今後、そういう事業を組み込みながら全体として

待機児童が解消し、そしてまた、現在、認可に入れな

くて認可外に来ている子供たちの処遇改善もあわせて

できるように、今作業をしているところでございま

す。 

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。 

○比嘉 京子さん ありがとうございます。また引き

続きこの問題については取り上げていきたいと思いま

す。 

 終わります。 

○議長（喜納昌春君） 答弁がもう一つあります。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 今回の辺野古の埋

立申請に係る海抜についてお答えをいたします。 

 埋め立ての北側にあります整備支援施設用地あるい

は供給処理施設用地、護岸、その他につきましては、

海抜４メートルから7.2メートルとございます。そし

て、ちょうどこの埋め立ての真ん中のほうですけれど

も、離着陸施設用地ということで滑走路は10メートル

でございまして、その他エプロン用地などは6.4メー

トルから10メートルとなっております。また、南側、

南西側ですけれども、これも滑走路については海抜10

メートル、その他の供給処理施設用地などにつきまし

ては5.7メートル以上というようなことになっており

ます。また、東側ですけれども、こちらも滑走路につ

きましては10メートル、その他の施設につきましては

４メートルから10メートルというふうになっておりま

す。 

○比嘉 京子さん 名護市から出ているパンフレット

には、海抜、海上から10メートル、３階建てぐらいの

高さの飛行場ができるということを私は周知されてい

るんだろうかと、これを見て思いました。ですから、

県のホームページ等にもぜひ載せていただければと

思っておりますので、よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 玉城義和君。 

   〔玉城義和君登壇〕 

○玉城 義和君 お疲れさまでございます。 

 １、知事の政治姿勢について。 

 (1)、沖縄（琉球）は1879年の琉球処分によって日本

の一部に繰り込まれたが、その翌年には分割案（宮

古、八重山等「清」領へ）が出され、また1952年のサ

ンフランシスコ平和条約では分離をされた。沖縄（琉

球）と日本政府との関係について知事はどのような御

認識をお持ちか。 

 (2)、憲法の改正が安倍内閣で具体化してきている。

自民党の改正案が基本になると思われるが知事の所見

を伺う。憲法の解釈変更によって集団的自衛権行使の

実現も打ち出されている。知事の所見を伺う。 

 (3)番、1996年のＳＡＣＯ最終報告以来、辺野古移設

問題は山場を迎えている。知事の埋立申請への可否の

時期と判断の基準は何か。また名護市長の意見提出は

いつまでか、その意見は知事意見にどのように反映さ

れるか。 

 (4)番、沖縄県の予算要求に応えることによって辺野

古移設が実現するとの見方が政府にあると報じられて

いる。知事の見解を問う。 

 (5)、失業率、離婚率、学力テストの結果、長寿・健

康ランクの低下、県民所得などの負の部分で連動して

いるのではないかという指摘がある。これら沖縄県の

現状について知事の認識を伺います。 

 ２番、基地問題について。 

 (1)、オスプレイの追加配備が行われ24機体制がとら

れている。県民の意向を完全に無視したものである。

知事としての対応を伺う。 

 (2)番、知事の主張する県外への普天間移設について

どのような手順で進めるのか。 

 (3)番、基地跡地利用の効率化を図るため、米軍遺棄

物に対する恒常的調査機関を設置すべきと思うがどう

か。 

 (4)番、基地問題の対米国への発信の仕方について。 

 (5)番は削ります。 

 ３番、教育の課題について。 

 (1)、全国学力テストの実施についての教育長の見解

を伺う。 

 (2)番、沖縄県の現状についての所見を伺う。 

 (3)と(4)はもう既に何回も出ておりますので、削りま
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す。 

 (5)番、越来小学校が２年続けて与論島へ修学旅行を

行っている。県境を越えることや沖縄県と歴史的な関

係等が学べるなど、極めて好評である。県外旅行を他

校にも奨励すべしと思うがどうか。 

 ４番、観光政策について。 

 (1)、2013年の第１・四半期の観光客１人当たりの消

費額は６万4295円と公表されている。このままだと年

間平均でも最低になると予想される。その中でも特に

土産、買い物費が連続して下がっている。「観光土産

の開発のため関係部局と民間で連絡会議を立ち上げ

る。」(６月議会知事答弁）としているがどうなって

いるか。 

 (2)、滞在日数を延ばすために先島観光とのコラボ

レーションを考えるべきではないか。 

 ５番、しまくとぅばの継承等について。 

 (1)、しまくとぅばの継承・普及について、県として

どのような施策を考えているか。 

 (2)番、沖縄本島、先島等で使われているしまくとぅ

ばの語彙はいかほどか。 

 (3)番、抽象的概念などを表現する語彙をふやす方法

についてはどうなのか。 

 (4)番、教育長として学校教育の過程でどのように位

置づけるか。 

 ６番、鉄道の導入について。 

 (1)、鉄道導入の必要性と基本的な考え方について。 

 (2)番、国と一体となった調査等をすべきと思うがど

うか。 

 (3)番、工事着工までの期間と解決すべき課題につい

て。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） ただいまの玉城義和君の質問

及び質疑に対する答弁は、時間の都合上休憩後に回し

たいと思います。 

 20分間休憩いたします。 

   午後５時51分休憩 

   午後６時22分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 休憩前の玉城義和君の質問及び質疑に対する答弁を

願います。 

 仲井眞知事。 

   〔知事  仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 玉城義和議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、知事の政治姿勢についての中で、辺野

古移設に係る埋立申請の可否判断の時期と基準につい

てという御趣旨の御質問に答弁をいたします。 

 埋立承認申請につきましては、公有水面埋立法等関

係法令にのっとり、承認基準への適合状況や利害関係

者、名護市長及び関係行政機関等の意見などを総合的

に勘案し、承認するか否か判断してまいります。 

 なお、判断の時期につきましては、12月以降になる

ものと考えております。 

 鉄道の導入についての御質問の中で、鉄道導入の必

要性と基本的な考え方についてという御質問にお答え

いたします。 

 沖縄県は、県土の均衡ある発展、県民及び観光客の

利便性の向上、中南部都市圏の交通渋滞緩和、低炭素

社会の実現などを図る観点から、沖縄本島を縦断する

広域移動を支える公共交通システムの導入が必要であ

ると考えております。このため、那覇―名護間を１時

間で結び、骨格性、速達性、定時性等の機能を備えた

鉄軌道を含む新たな公共交通システムの早期導入に向

け取り組みを加速してまいりたいと考えております。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 知事の政治姿勢に関する御

質問の中で、憲法改正案についてお答えをいたしま

す。 

 自民党の「日本国憲法改正草案」は、政党としての

憲法改正に対する考え方を示したものと理解している

ところであります。日本国憲法は施行から66年が経過

し、制定後の状況変化や現実との乖離等の課題を踏ま

え、国会での議論及び国民的議論が十分になされるべ

きであると考えております。 

 続きまして、同じく知事の政治姿勢に関する御質問

の中で、予算要求と辺野古移設についてお答えいたし

ます。 

 県としては、基本的に沖縄県の振興策は基地問題と

は別であると考えており、普天間飛行場移設問題の原

点である危険性の除去の観点から、一日も早い同飛行

場の県外移設・返還を求める県の考えに変わりはあり

ません。 

 続きまして、しまくとぅばの継承等に関する御質問

の中で、しまくとぅばの普及・継承についてお答えを

いたします。 

 沖縄県としては、沖縄文化の基層であるしまくとぅ

ばを次世代へ継承するため、このたび策定した「しま

くとぅば普及推進計画」に基づき、行政、県議会、文

化団体、教育機関等、県民一体となった全県的かつ横
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断的な県民運動を展開しているところであります。ま

た、具体的な取り組みとして、会話の事例などを載せ

たハンドブックや教育現場で活用できる読本の作成に

向け、教育庁と連携して取り組む予定であります。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 知事の政治姿勢についての

御質問の中で、沖縄と日本政府との関係についてお答

えいたします。 

 沖縄県と政府の関係は、廃藩置県による沖縄県設置

の過程やサンフランシスコ平和条約締結など、当時の

国際情勢により歴史的に大きく変遷していったと考え

ております。また、これらは過重な基地負担など今日

に至るさまざまな問題の原点となっていると考えてお

ります。昭和47年の復帰に伴い、政府はこのような歴

史的事情など、沖縄の特殊事情を踏まえ、沖縄振興開

発特別措置法を制定し、40年余にわたり沖縄振興施策

を展開してまいりました。今後も、政府は、沖縄の自

立的発展や豊かな住民生活の実現に寄与することを目

的に、沖縄県の自主性を尊重しつつ、総合的かつ計画

的に沖縄振興を図ることとしております。 

 沖縄県としましては、沖縄21世紀ビジョンで県民が

描いた将来像の実現と固有課題の克服に向けて、より

一層国と連携して取り組んでまいりたいと考えており

ます。 

 次に、辺野古移設に係る埋立申請に対する名護市長

の意見についてお答えいたします。 

 平成25年８月１日に送付した名護市長への意見照会

については、11月29日を回答期限としております。埋

立承認申請については、公有水面埋立法等関係法令に

のっとり、承認基準への適合状況、利害関係者、名護

市長及び関係行政機関等の意見などを総合的に勘案

し、承認するか否か判断してまいります。 

 次に、失業率等の沖縄県の現状についてお答えいた

します。 

 沖縄県は、失業率の改善、県民所得、学力の向上、

健康・長寿日本一の復活などさまざまな課題を抱えて

おります。これらの課題に対して、観光・リゾート産

業や情報通信関連産業などの産業振興、県民一体と

なったみんなでグッジョブ運動や健康づくり運動の展

開、学習支援員の配置など、それぞれ課題解決に向け

た取り組みを推進しております。また、沖縄県は、昨

年９月に策定した沖縄21世紀ビジョン実施計画におい

て、施策展開ごとに主な課題とそれらに対応する具体

的な取り組みを示したところであります。今後、これ

らの検証・改善を反映した取り組みを効果的・効率的

に実施することにより、沖縄県が抱えるさまざまな課

題の克服を図ってまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、集団的自衛権行使に係る憲法解釈

についてお答えいたします。 

 安倍政権におきましては、総理大臣のもとに置かれ

た「安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会」に

おいて、集団的自衛権の問題を含めた憲法との関係の

整理について研究が再開されております。 

 集団的自衛権について、これまで、政府は質問主意

書に対する答弁書で、「我が国が、国際法上、このよ

うな集団的自衛権を有していることは、主権国家であ

る以上、当然であるが、憲法第９条の下において許容

されている自衛権の行使は、我が国を防衛するため必

要最小限度の範囲にとどまるべきものであると解して

おり、集団的自衛権を行使することは、その範囲を超

えるものであつて、憲法上許されないと考えてい

る。」としております。 

 いずれにしましても、集団的自衛権については、平

和憲法の理念及び我が国の外交・安全保障のあり方と

も関連し、国民の間にもさまざまな意見があると承知

しており、国民的な議論とともに、国政の場などで十

分な議論を尽くす必要があると考えております。 

 次に、オスプレイ配備の対応策についてお答えいた

します。 

 オスプレイについては、県民の不安が一向に払拭さ

れておらず、県は去る８月に軍転協を通じて、安倍総

理大臣を初め関係閣僚に対して、オスプレイの配備計

画中止や配置分散の実施などを要請しております。県

としては、さらなる負担の増大は認められるものでは

ないことから、引き続きあらゆる機会を通じて、配備

計画の見直しや配置分散の実施などを政府に強く求め

てまいります。  

 次に、県外移設に向けた手順についてお答えいたし

ます。 

 普天間飛行場の移設につきましては、他の都道府県

の既に滑走路がある場所への移設が、合理的かつ早期

に課題を解決できる方策であると考えており、日米両

政府に対し、県外移設を強く求めているところであり

ます。日米両政府は、辺野古移設が日米両政府間の合

意であり、これまでに特定された唯一の有効な解決策

であるとの従来の見解を繰り返しております。一方、

－ 220 －



去る４月には、米上院軍事委員会が普天間飛行場の辺

野古移設は現実的ではないとの見解を示しておりま

す。 

 県としては、引き続き米政府及び米連邦議会等の動

向について情報収集に努め、日米両政府に強く働きか

けてまいりたいと考えております。 

 次に、米軍遺棄物に関する調査期間の設置について

お答えいたします。 

 これまで米軍施設・区域の返還跡地から、汚染物質

や不発弾等が発見される事例がたびたび発生しており

ます。 

 米軍施設・区域の返還に当たっては、昨年４月に施

行された跡地利用推進法により、国の責任において支

障の除去に関する措置が講じられることとなっており

ます。このため、県としては、去る８月に軍転協を通

じ、跡地利用を効果的かつ円滑に進められるよう、今

後、返還される施設・区域の使用履歴、土壌・土質調

査情報の提供や立入調査の円滑な実施、支障除去措置

の徹底等への配慮を政府に対し求めたところでありま

す。 

 県としては、政府を初め、県・市町村等関係機関が

連携して跡地利用の課題解決に取り組んでまいりたい

と考えております。 

 次に、基地問題の米国への発信についてお答えいた

します。 

 私は、日本の政権交代、オスプレイの追加配備、Ｈ

Ｈ60ヘリ墜落を初めとする事件・事故の発生など、そ

の時点における具体的な沖縄の現状について、必要に

応じて渡米し、県として私が直接、沖縄の状況を米政

府関係者等へ伝え、意見交換等を行っているところで

あります。また、昨年10月には知事が訪米し、県主催

のシンポジウムを開催したところであり、アジア・太

平洋地域の安全保障環境を踏まえた沖縄の位置づけと

米軍基地問題について、米側の専門家等と直接意見交

換し、ネットワークの構築を図りました。今後とも、

直接または電子会議システム等により米国の専門家等

と意見交換等を行うとともに、随時、沖縄の基地問題

の実情や専門家の幅広い意見を取りまとめた情報を発

信し、基地問題の解決に向けて取り組んでまいりたい

と考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） それでは教育の課題につ

いての御質問で、全国学力調査実施の見解と現状につ

いてお答えいたします。３(1)、３(2)は関連しますの

で一括してお答えします。  

 全国学力調査は、義務教育の機会均等とその水準の

維持向上の観点から実施され、児童生徒への教育指導

の充実や学習状況の改善等に役立てるものであり、児

童生徒の学力向上に寄与するものと考えております。

本県の現状としましては、平成24年度と比較して本年

度は全体的に全国平均との差が縮まり、改善傾向にあ

りますが、最下位という結果については、重く受けと

めております。 

 県教育委員会としましては、今後とも「わかる授

業」の構築や家庭教育の充実を図り、幼児・児童生徒

一人一人に夢や希望を持たせ、「確かな学力」の向上

に努めてまいります。 

 次に、与論島への修学旅行についてお答えいたしま

す。 

 修学旅行の実施に当たっては、学習指導要領に示さ

れた狙いを達成するため、児童の心身の発達に応じた

日程や健康安全を確保するとともに、保護者の経済的

な負担等を考慮して、学校及び市町村教育委員会の主

体的な判断のもとで行われております。与論島への修

学旅行につきましては、狙いや意義を踏まえ、学校と

市町村教育委員会が協議し、実施することは可能であ

ります。 

 なお、現行の「修学旅行実施基準」につきまして

は、学校や保護者、地域のニーズ等を考慮しながら、

今後、見直しを検討してまいりたいと考えておりま

す。 

 次に、しまくとぅばの継承等についての御質問で、

しまくとぅばの学校教育への位置づけについてお答え

いたします。 

 しまくとぅばは、歴史的・社会的な伝統に裏づけら

れた言葉であり、各学校が地域や学校の現状を踏まえ

て、さまざまな活動を通して取り組んでおります。小

中学校においては、「総合的な学習の時間」や学校行

事等において、しまくとぅばによる劇やラジオ体操、

調べ学習などの取り組みが行われております。また今

後、文化観光スポーツ部と連携し、教育現場で活用で

きる読本の作成に取り組む予定であります。高等学校

においては、学校設定科目や国語科等の授業で指導が

行われており、副読本の増補改訂版を作成中でありま

す。 

 県教育委員会としましては、今後ともこれらの取り

組みを推奨し、教育課程の範囲内で適切に実施するよ

う指導してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 
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   〔文化観光スポーツ部長 湧川盛順君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 観光政策に

関する御質問の中の、土産品開発に係る連絡会議につ

いてお答えいたします。 

 県においては、減少傾向にある土産・買い物費の対

策を検討するため、宿泊施設や観光施設、観光土産品

卸業者等から聞き取り調査を行い、課題を整理してい

るところであります。また、沖縄観光に係る課題を解

決することを目的として、平成25年９月に、国や県、

沖縄振興開発金融公庫、沖縄観光コンベンション

ビューロー、沖縄県物産公社等で構成する連携会議を

立ち上げたところであり、同会議において、土産・買

い物費の増加に向けた対策に重点を置いて検討してま

いります。 

 次に、滞在日数を延ばすための先島観光とのコラボ

レーションについてお答えいたします。 

 県におきましては、滞在日数の延長のためには離島

観光を促進することが重要との考えから、離島観光活

性化促進事業を実施しております。本事業において

は、離島へのチャーター便の就航支援や、離島の観光

協会と連携しながら、星空観察などの離島の魅力を活

用した旅行商品の造成支援を実施するほか、ウエブサ

イトで県内全ての有人離島の魅力を紹介するなど、き

め細やかな情報発信に取り組んでおります。また、今

年度は、東京において本土と離島の観光事業者が商談

を行う離島コンテンツフェアを開催しております。 

 次に、しまくとぅばの継承等に関する御質問の中

の、しまくとぅばの語彙の数とふやす方法についてお

答えいたします。５の(2)と５の(3)は関連しますので一

括してお答えいたします。 

 しまくとぅばは、県内各地域ごとに受け継がれてき

た言葉であり、多種多様に存在することから、その語

彙の数を把握することは厳しい状況にあります。ま

た、しまくとぅばの普及促進に当たっては、御提案の

新たに語彙をふやすことのほか、しまくとぅばの統一

した丁寧語をつくることなどさまざまな考え方がある

ことは承知しております。 

 県としましては、しまくとぅばの普及に関する事業

を展開しながら、専門家の意見を踏まえつつ、引き続

き効果的な普及促進のあり方について検討していきた

いと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 鉄道の導入についての

御質問の中の、国と一体となった調査等の実施につい

てお答えいたします。 

 国は、鉄軌道導入に当たりどのような課題があるの

かという観点から幅広く調査を行い、その結果整理し

た諸課題について段階を踏んで検討を行っておりま

す。一方、県は、国において整理された課題や調査結

果を活用し、どのようにすれば早期導入が可能になる

かという観点から検討を深めております。また、国が

設置している有識者委員会及び現地視察等に積極的に

参加し、国や委員らと情報交換を行うとともに、国が

開催するタウンミーティング等においてパネリストと

して県の取り組みや意見を述べるなど、さまざまな機

会を通じて共有化を図っております。 

 県としましては、今後とも国と連携し、国の調査結

果を活用して早期導入に向けた取り組みを加速してま

いりたいと考えております。 

 次に、着工までの期間と課題についてお答えいたし

ます。 

 他の鉄軌道の整備事例では、構想から工事着手まで

におおむね10年を要しております。着工までの課題

は、まず県民のコンセンサスの取得、自動車交通から

公共交通への転換、需要の拡大等による事業採算性の

確保、膨大な事業費や維持費の縮減、持続的な運営を

可能にする特例的な制度の創設などがあると考えてお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城義和君。 

○玉城 義和君 しまくとぅばの語彙についてですけ

れども、部長、語彙が幾つあるかわからんということ

では非常に困るんで、「琉球語辞典」という半田一郎

氏という方の出した辞書だと１万2000語が収録されて

いるんですよね。その辺がひとつめどになるんじゃな

いかと思うんですが、どうですか。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） そのような

既に発行されている辞典の語彙数も参考になるかと思

います。 

○玉城 義和君 聞こえないよ、ちょっと。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 今、紹介あ

りましたような辞典に掲載されている語彙数ですね、

それも参考になるかと思います。 

○議長（喜納昌春君） 玉城義和君。 

○玉城 義和君 最初はそのしまくとぅばで話を始め

るんだけれども、ちょっとその話が込み入った話とい

うか、難しい概念的な話になってくるといつの間にか

日本語になっていくというのがあって、だからやっぱ

りその言葉自体というのは語彙が幾つぐらいあるのか
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ということと、その抽象的・概念的なことをどういう

ふうにふやしていくかというのは非常に大きな生き

残っていくための課題だと思うんですよね。沖縄が将

来独立するときが来たら、しまくとぅばで独立宣言を

書くということを考えると、その辺は重要ではないか

と思いますんで、ぜひ研究をしてください。 

 それで知事、ぜひお答えいただきたいんであります

が、どなたが答えても同じような客観的なことであれ

ばどなたでもいいんですが、この琉球とヤマト政府と

いうか、沖縄と日本政府ということの関連なんですけ

れども、多少古典的な議論になりますけれども、私は

いつも思っていることは、一つの物を考える基準で、

我々沖縄にとって日本というのはどういう存在であっ

たかと。そして逆に日本という国にとって我々沖縄と

いうのは何であったのか、そして何であるのか、これ

から何であり得るのかという、そういう関係性をいつ

も考えていくことは非常に重要ではないかというふう

に思ったんですね。特に、今回の４・28のこの記念式

典の挙行はある面で言えば寝た子を起こしたという

か、多くの事柄を提起したんじゃないかと思います

ね。それでオスプレイの強行配備に見られるように、

沖縄の41市町村長を全部網羅して東京に行って建白書

を提出しても一顧だにしないと、こういう政府です

ね。そしてみずからこの中国外交の姿勢を補うために

大幅な譲歩によって、日台漁業協定を結んで沖縄には

泣いてもらうとか、沖縄には勘弁してもらおうとい

う、そういう意味で我が漁民を切り捨てていくという

ような、そういうところは私はやはりこれは一体何な

んだと。県民は改めてこれについてやっぱり思いをめ

ぐらせていると思うんですね。かつてコザ市長だった

大山朝常氏がいみじくも喝破したように、日本は帰る

べき祖国だったんだろうかということを一生懸命復帰

運動していた人たちが、最近改めてそういう議論をし

出しているわけですね。 

 私は昨今のこのしまくとぅばの県民の関心の高さも

ありますが、この前の琉球新報の論評で佐藤優氏がこ

んなことを言っているんですね。９月18日のしまく

とぅばの県民大会の開催に関して、「独自言語の回復

は、ナショナリズムが活性化する際の鍵になる」とし

て、「文化に政治を包み込むというアプローチを取る

ことで、沖縄と中央政府の新しい関係が生まれる。」

と、こういうふうに言っておるんです。私は全く同感

で、ぜひともそういう意味で、さっきの答弁は国との

関連性を高めていくという川上副知事の答弁でした。

これはこれで行政はいいんです。いいんですが、少し

そういう全体の図を考えるとき、物を考えるときに、

そういうことを少し考えてみたらどうかというふうに

思いますし、我が県が日本の一部になったのはわずか

130年ですよ、まだ。長い歴史からすればこれは実に

短いわけであって、そういう意味で我が沖縄県がとわ

に日本国の一部であるという、そういう絶対的な概念

を捨てて、もうちょっと相対的に日本と東京と沖縄の

関係を相対化して考える、そういう私はくせという

か、そういうこともいろんな物を考えていく上で非常

に重要ではないかというふうに特に昨今思うんです

が、知事いかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 玉城議員の思いといいます

か、御認識を承ったんですけれども、１つだけ私の感

想を述べますと、多分明治12年（1779年）に沖縄県が

置かれて以降の沖縄の知識人を含めリーダーたちは、

それ以降沖縄というものは何だろうかと。沖縄と日本

との関係は何だろうかということを常に秘めながらそ

ういった疑問といいますか、テーマを抱えながらずっ

と歩んできたんだろうと思います。そのプロセスの中

で実はさまざまな出来事があったわけでありまして、

常に沖縄というものを見詰め、沖縄と日本との関係を

見詰めるということだったと思います。 

 ちょっと話は飛躍しますけれども、そういう先人た

ちのさまざまな思いというものも頭に置きながら、し

かしいま現在、一体これからの沖縄をどうするかと

いったときにその問題意識を載せた一つのビジョンと

いうか考え方が多分私は沖縄21世紀ビジョンというも

のの中に入っているのではないかと。つまり日本とい

う国に属しながら、しかし同時に沖縄というものが

持っているポテンシャルといいますか可能性を最大限

に延ばしていくという。それは多分県の行政側のスタ

ンスとしての沖縄の生かし方というものではなかった

かというふうに理解しています。 

○議長（喜納昌春君） 玉城義和君。 

○玉城 義和君 知事、何か一言御所見ありません

か。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 正直言って今の玉城議員の

お話は、いつもながら魅力的で、すぐ引っ張り込まれ

かねない魅力を持っております。これは我々が学生の

ころに、十七、八で東京へ出たりするときにも絶えず

感じたことでもありますし、いま現在七十四、五に

なっても思うところであります。ただ、そういうこと

と現実の政府との関係でいろんな仕事にかかわってお

りますと、今の魅力的なこの話をどこに我々は関連づ

けていったらいいか、ある意味で県の行政官みんな迷
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いながらやっているかもしれません。そういう中で、

僕らはどこでこれを処理できるか、そういう時期が来

るのかということもある意味で絶えず行政官の頭には

去来しているだろうと私は思っております。 

 答弁になっていないかもしれませんね。これは感想

でございます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城義和君。 

○玉城 義和君 ありがとうございました。立派な答

弁でございます。 

 そういうことを多分頭の中に入れて行政をするの

と、入れなくてやるのとは相当な違いが出てくるんだ

ろうというふうに思いますので、現実の行政でこうい

うことにはすぐなりませんが、ぜひそこはお考えいた

だきながら、県の幹部の皆さんにもぜひお願いをした

いと思っています。 

 集団的自衛権の行使についてでありますが、従来の

政府見解は先ほど公室長が言ったとおりであります

が、この集団的自衛権が認められた場合、米軍基地を

多く抱える我が県にとってどのような影響が出るとお

考えか、その辺は考えたことありますか、公室長。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 集団的自衛権につきま

しては、地域安全政策課におきましてその動向等につ

いては情報収集を行っているところでございます。現

在、政府が示している集団的自衛権の定義であります

とか、あるいはその４つの類型といったものがあろう

かと思います。その中で、米軍との関係というのは政

府が一部示しておるわけですけれども、実際にこれが

どう解釈されて政府の中でどう取り組んでいくのかと

いうことにつきましては、まだまだ先ほど申し上げま

したように国民的な議論になっていないと。県としま

しては、そういった議論に注目しつつ現在情報収集を

しているというところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城義和君。 

○玉城 義和君 まだその詳しい中身はわからないと

いうこともありますが、その集団的自衛権といっても

相手方は米軍なわけですから、米軍と自衛隊の一体的

な作戦指揮とかあるいは作戦行動がつまるところ必然

で、そういうふうになりますとこの沖縄が日米にとっ

て不可欠の軍事要塞化する可能性がある。ここは私は

一般的な集団自衛権の解釈とかということではなく

て、現に置かれている沖縄というこの米軍の基地が密

集する地域で、集団自衛権というものが一般的に行使

される状況になったときにどういう状況が起こるかと

いうのは、私これは大変憂慮すべきことになるんでは

ないかというふうに思うんですよね。その辺はお考え

になったことありますか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 今の議員の御質問は大

変理解できるところでありまして、やはりこれだけの

ボリュームの米軍基地が所在している沖縄といたしま

しては、この集団的自衛権の解釈というものについて

は、非常に今ある意味神経質になっているというんで

すか、そういった非常に注目をしております。いずれ

にしまして、県としましてはこの地域が紛争に巻き込

まれず平和であること、これを追求しているわけでご

ざいまして、そういう意味でも政府の動向について

しっかり情報収集をしてまいりたいと考えておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 玉城義和君。 

○玉城 義和君 次に移りますが、知事の埋め立ての

判断の問題ですが、名護市長の意見を勘案をするとい

うことをずっと言われておるわけですが、名護市長は

実は去る６月議会にも、今回の９月議会でもちゃんと

態度を明確にされているんですね。つまり自分はこれ

は明確に反対をすると、こういうことは議会で表明さ

れておって、だから正式な意見書は出てないかもしれ

ませんが、議会での表明はすることになっておりまし

て、そこのところは知事はどういうふうに受けとめら

れておりますか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 公有水面埋立法の

第３条で、市町村長の意見を聞くという規定がござい

ますけれども、その第３条の第４項において、「市町

村長第１項ノ規定ニ依リ意見ヲ述ベムトスルトキハ議

会ノ議決ヲ経ルコトヲ要ス」ということで、議会の議

決を経た後、市長の意見として出てくるということで

ございます。11月29日が期限ということですので、そ

の後に判断がなされるものと思われます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城義和君。 

○玉城 義和君 それは法制度等々ではそうなってい

るわけですが、実質的に私が言っているのは、実質的

に表明していますよということを申し上げているん

で、それは政治の話なんで議会の議決云々というのは

手続の話だと思いますが、知事、判断時期ですが、直

近の最も名護市民の意見が反映するのは名護市長選挙

ですね。そうしますと、知事のその判断として名護市

長選挙の結果を待ってからということも選択肢の一つ

としてあり得るんでしょうか。 

○知事（仲井眞弘多君） ちょっと休憩お願いしま

す。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 
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   午後６時59分休憩 

   午後６時59分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 我々は手続的にも12月に

入ってからでないと最終的な判断をやってはいけない

とまでは言いませんが、やれないという状態にある

し、今職員は一生懸命、申請書を読み込んでいるとこ

ろでもあります。ですから、やっぱり12月に入らない

とだめだと思うんですが、今議員の御質問のように、

名護市長選挙の前か後かという御趣旨だと思います

が、ちょっとまだそこまでは今のところ考えておりま

せん。今実務的に詰めているこの内容、それから環境

の問題、それから埋立土砂などなど容易に想像される

技術的な問題についてどんな内容になってくるかはも

う少したたないとよくわかりません。ですから、そう

いうものを見つつ、その結果として名護市長選挙の前

になるのか後になるのか、まだ今のところ予測をして

おりません。 

○議長（喜納昌春君） 玉城義和君。 

○玉城 義和君 今のお話ですと、実務的に詰めるも

のがあるということでいけば、それを詰めた後で、そ

の結果が出るのは名護市長選挙とは直接はつながらな

いとこういうふうに考えていいわけですね。 

○知事（仲井眞弘多君） と、今考えているというこ

とで……。今のは御質問ですか。 

○玉城 義和君 はい、そうです。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） と、今は考えているとい

う。そのストーリーといいますか、シナリオといいま

すか、そのプロセスについてまだきちっと考えてはい

ないということでございます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城義和君。 

○玉城 義和君 わかりました。 

 前に進みますが、この今の判断の基準ということ

で、この前、代表質問で御答弁がありました。ちょっ

と繰り返します。政治的な判断は当然必要であるとい

うことが第１点目ですね。ただし、これはこれまでの

普天間の移設について私が申し上げてきた脈絡の中の

ものになるだろうと考えていると、こういうことを

おっしゃいました。この真意をちょっと御説明いただ

けますか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） これはたしか与党の先生か

らの御質問に対して私はお答えしたところでありま

す。 

 政治的な感覚というか判断というのは入るのかどう

かという御趣旨の質問だと解して、再質問というよう

な状態でたしかお答えしたと思うんですが、そのとき

の私の考えは、私も選挙をやってきた身ですから、政

治家の一人だとすれば政治的判断とか政治的なテース

トのない判断というのは、実務だけの判断というのは

まずありませんよという一般論を申し上げたことでご

ざいます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城義和君。 

○玉城 義和君 ちょっと言葉のあれですが、広辞苑

を引くと、政治的とは、「事務的ではなく、実情に

あったかけひきをするさま。」となっていますね、こ

れが１つ。もう一つは、もう一方のキーワードである

脈絡ですね。これは「物事のつながり。すじみち。」

となっているんですね。この２つを当てはめて知事の

話をもう一回解釈すると、事務的ではなく、実情に

合った駆け引きをしますと。ただし、これは普天間の

移設について私が申し上げてきた物事のつながり、筋

道の中でのものになります。こうなるんですね。立派

な日本語で、もう解釈の余り余地がないんですね。つ

まりこういうことです。政治判断だけでは日本政府に

誤解を与えますね、どういう判断をするかなと、これ

はひょっとしたらとこういうふうに思わせる。した

がって、２番目のこの脈絡で、後者で縛りをかけたと

私はそういうふうに読んだんですね。だからどう読ん

でもこれは申請に対する不承認の示唆としか読めない

んですね、日本語としては。その辺はまさに私は今度

の本会議で知事はこの時期にそういうことをおっ

しゃったんだろうとこういうふうに思うんですが、そ

れは間違いでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 私は広辞苑を読んで申し上

げたわけではありませんし、その常識的ないわゆるお

互いに選挙を経て政治的な活動をしている、みんな議

員の先生方ですから、そういう常識的な意味での政治

的な、つまり技術的なという話ではなく、政治的な

テーストというのは当然入るであろうということを申

し上げたわけで、広辞苑的解釈を私は頭に入れて申し

上げたわけではありません。 

○議長（喜納昌春君） 玉城義和君。 

○玉城 義和君 ありがとうございました。 

 この県のほうがアメリカに対して発している発信で

すね。１つは、吉川さんという女史が出している文書

などを読んでみても、私は、又吉公室長の代理で手紙

を書いていますというような書き出しから始まって、

結構踏み込んだ話をしているわけですね。知事が承認
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をしたら、知事はまさに政治的には非常に無力になり

ますみたいなことまで書いておられるんですね。それ

で公室長の訪米の記録を見ても、１回から３回まで訪

米の記録はこれはなべて私から見れば、知事は難しく

言っていますよという説明をされているわけですね。

すると、これは県のほうとしてはやっぱり言葉が適当

かどうかわかりませんが、やっぱり地ならしですね。

免疫をつくっているというふうにしか見えないんです

よね。そういう中で、県のほうも又吉さんも３回とも

日本部長に会ってそういうことをおっしゃっておられ

るんですね、議事録を読むと。 

 そうすると、私は今の知事の答弁、非常にいい答弁

だと思っていますよ。要するに、私はこの時期に一番

のこの知事の発言の妙味は、この時期に知事がそうい

う発言をされたということが最大のポイントだと思っ

ているわけですね。まさにこれは日本政府にとって

は、あの仲井眞知事は不承認をする可能性があるとい

うことを感じ得る発言なんですね。これはこの時期に

そういう発言をして、いや一般論です、これは普通の

ことを言ったんですというのが非常に妙味で、これは

非常に私はすばらしい、政治的な発言だと思っている

んですね。知事、どうですか。 

○知事（仲井眞弘多君） これは今のは御質問です

か。 

○玉城 義和君 そうです。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 私が尊敬する玉城議員のお

話ですけれども、与野党ということで考え方が違うと

いう点ではそれほどお褒めいただくのも実は心外でし

て、私は文字どおりの意味で使っている。まだ審査と

いいますか、この申請があってそれを実務的にみんな

で一生懸命9000ページ読み込んでいる途中ですから、

その前にああだこうだと実は言うのを作業のプロセス

上から言ってもやっぱりおかしいと思うんです。です

から、あと２カ月はかかるんですから、そういうのを

待ってそれをよく読んで、それからというふうにお考

えください。 

○議長（喜納昌春君） 玉城義和君。 

○玉城 義和君 立派な答弁でございます。それで十

分です。 

 そういうことで、今そういうことが必要なんです

ね、この時期は。そういう意味では私は大変な政治的

発言をされているというふうにとっていますし、非常

にこれは妙味のあるいい、私、答弁だと思っていま

す。ちょっと褒め過ぎましたですかね。大変いいあれ

だと思っています。 

 それで次に移りますが、この基地の跡地の利用の効

率化を図るために、やはり県独自の調査研究機関を早

目につくるべきだと思うんですね。これは国に任すと

か何とかという答弁ではなくて、やっぱり県は県でこ

れからどんどん土地が返ってくるわけだから、それに

いつでも対応できるように研究者も入れて、その内部

のこの横断的な部局も入れてやっぱりこれはきちっと

つくっておくべきじゃないかと。つくらない理由は何

もないと思うんで、そんな難しい話をしているわけ

じゃないんで、担当部長、ぜひどうですか。副知事で

も結構ですが、どうぞ、ひとつ。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 昨年度、跡地利用推進

法ができました。それにはこれまでの軍転法にはな

かったような基地への立入調査の国への義務化とか、

原状回復の徹底などができたわけでございます。今、

現在、それに基づいて西普天間住宅地区がモデルにな

るだろうということで、基地への立入調査などを求め

ているところでございます。 

 今後、返還が現実化すればより跡地利用推進法を活

用した事案がふえることになると思いますけれども、

議員御提案の体制につきましては、その中身を見なが

ら検討していくことになるだろうというふうに考えて

おります。 

○議長（喜納昌春君） 玉城義和君。 

○玉城 義和君 ぜひ早目に、そう難しい話をしてい

るわけじゃないので、ぜひやっていただきたい。 

 それから教育長、小学校の修学旅行ですが、教育長

決裁というのがあって、小学生は県内と、中学生は九

州どまりという話があるんで、今、小学生がどんどん

外国に行くような時代なんで、もうこういうのは

ちょっと古いんですよ、縛りをかけるのは。だから、

早目にこれは今検討するとおっしゃっているんで、解

決をすぐしていただいて取っ払ってほしいんですね。

どうですか、それは。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 議員の御指摘のとおり、

今の時代に本土行きを縛りをかけるというのはやはり

古いんじゃないかなと思っております。見直しを検討

しているところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城義和君。 

○玉城 義和君 ぜひ見直してやっていただきたいと

思います。 

 それから観光で、やっとお土産品の開発でチームが

できたと。ちょっと遅きに失した感じがしますけれど

も、これは頑張っていただいて早目にスピードアップ
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しないと、どんどんお土産は落ちていくんだからこれ

は。だから、それは責任ですよ、これは我がほうの。

県の責任だから、そこはスピードアップしてください

ね。 

 ちょっと決意をどうぞ。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） お答えいた

します。 

 今御指摘のとおり、観光消費額が下がっている中

で、土産品の特に下落額が大きいというような現状に

あります。それで急ぎうちのほうでそれぞれの卸売業

者であるとか製造メーカーとか、そういうところの今

現状のヒアリングをしているところです。それとあわ

せて今総合事務局と一緒に会議をつくっておりますの

で、その会議の中で具体的な対策を考えながら、でき

るだけ次年度でその具体的な対策が打てるような取り

組みを急いでいきたいと思っております。 

○議長（喜納昌春君） 玉城義和君。 

○玉城 義和君 幾つか準備をしていたんですが、も

う時間がありませんので。 

 私は、知事、いろんな今状況があって大変だと思い

ます、御心労も。ちょうど知事が大田さんの副知事に

来られたときに非常に私は感動しまして、相手方で

戦った知事が、仲井眞さんがこの大田さんのところに

来て沖縄のためにやると。こういうときに私はすごい

感動をいたしました。だから、そういう意味では沖縄

にかける意気というか心意気は私はみじんも疑ったこ

とがありません。非常に難しい局面ですが、ここはぜ

ひ腹を据えて、140万県民が知事を支えていますの

で、ここはひとつ確固としてやるところはやっていた

だきたいと、こういうことを最後に申し上げて終わり

たいと思います。 

 ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 照屋大河君。 

   〔照屋大河君登壇〕 

○照屋 大河君 グスーヨー こんばんは。 

 ワンガ チューヌ 質問者 イチバンクシナトーイ

ビーン。 ユーフキティチョーイビーシガ ユタシク

ウニゲーサビラ。 

 私のウチナーグチ、しまくとぅばはブラジル、アル

ゼンチンで全く通用しませんでした。先日、105周年

の記念式典派遣事業に参加したんですが、浦崎副議長

にブラジルやアルゼンチンには本物のしまくとぅばが

残っている、あるいは沖縄の文化が残っているんだと

激励を受けて行ってまいりました。まさかなと思いま

したが、実際そこにはありました。100年を超える歴

史を経て、５世、６世の時代になっています。先日、

渡久地さんからもあったように、５世、６世の皆さん

にとっては、日本語あるいはしまくとぅば、ウチナー

グチでのコミュニケーションはありません。もうない

と言っていいと思うんですが、１世の皆さんは当然で

すが、２世の皆さん、ブラジルやアルゼンチンで生ま

れたはずの２世の皆さんもウチナーグチだと会話がで

きるんですね。私の先ほどのうちなーぐちでは、通用

せずに大変悔しい、恥ずかしい思いをしたところで

す。帰ってきて、そのウチナーグチの普及・継承に大

きな母県が力を発揮しているということで、ブラジ

ル、アルゼンチンで活躍する皆さんも喜んでいるん

じゃないかというふうに思います。向こうに行って、

たくさんの激励をいただきました。課題もいただきま

した。その問題の解決にまた議会の場で頑張っていく

決意も、ブラジルやアルゼンチンの県人会の皆さんに

もお伝えしたいと思います。 

 もう一点、所見を述べたいと思います。 

 今議会に、沖縄県障害のある人もない人も共に暮ら

しやすい社会づくり条例案が提案されております。こ

の議会初日から、障害のある当事者の皆さんが議会傍

聴に詰めかけて、この条例案に対して強い関心を示し

ているんだなというふうに思いますし、当事者の皆さ

んが大変な力を注いできたということを感じていま

す。 

 私も、ある知人からの一本の電話でこのスタートを

する時点、沖縄本島を初め離島にも及ぶ署名活動を障

害者の皆さん、障害を持つ皆さんが展開したんです

が、参加する機会がありました。手伝いをする機会が

ありました。大変貴重な機会をいただいたことを今で

も感謝をしております。ただ、今条例は、障害のある

人もない人もというふうに書かれるように、今回、条

例提案までにたくさんの差別の問題などが取り沙汰さ

れております。今後、周知期間も含めて条例の改正の

条項も設けられましたが、条例がしっかりと価値ある

ものになるように私も努力をしていきたいと思います

し、県の皆さんにもよろしくお願いを申し上げて、通

告に従い一般質問を行いたいと思います。 

 １番目、基地問題について。 

 (1)、キャンプ・コートニー内、高層住宅改修工事の

アスベスト使用問題について。 

 県は既に取り組みを、実態把握をしているというふ

うに聞いております。一般廃棄物として処理された石

綿は「飛散性」、「非飛散性」のどちらであったの

か。廃棄された石綿の量、処理状況の適否、石綿暴露

の被害が疑われる現場作業員らの人数と健康診断の実
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施、就労証明書の発行の有無などとあわせて実態を明

らかにしてください。 

 次に、嘉手納小学校への米軍車両侵入事件につい

て。 

 去る９月14日、嘉手納小学校に米軍の大型車両が無

断侵入し、備品の蛇口等を破損する事件が起きており

ます。 

 被害実態と補償状況について伺います。 

 (3)番目、外来機の飛来状況と爆音被害について。 

 普天間飛行場や嘉手納基地への外来機の飛来が後を

絶ちません。過去３年の両基地への外来機の飛来数、

滞在日数、訓練状況等の傾向を示した上で、外来機と

騒音測定結果に因果関係は認められるのか明らかにさ

れたい。 

 大きい２番目、県性暴力被害者ワンストップ支援セ

ンター（仮称）の検討状況について。 

 (1)、検討会議の進捗状況、主な論点、課題などにつ

いて明らかにされたい。 

 (2)、現段階で県の示した４類型のうち、どの案が有

力か。 

 (3)、スケジュールによると、10月予定の第５回を

もって検討事項を集約し、支援センターの方向性を示

すとのことだが、同センター設置実現の見通しは立ち

そうか。設置時期の目標とあわせて明らかにされた

い。 

 大きい３番、教育行政について。 

 (1)、公立学校の土曜授業について。 

 文科省は、土曜授業に取り組む公立小・中・高校な

どへの補助制度を新設する方針を決め、来年度予算の

概算要求に計20億円を盛り込んでおります。 

 ア、文科省方針に対する県の受けとめについて伺い

ます。 

 イ、同方針を受けての県教委や市町村教委、現場教

員の反応について伺います。また、今後意見聴取など

をする考えはあるのか伺います。 

 大きい４番、観光政策について。 

 外国人観光客満足度調査によると、満足率は空路、

クルーズ船入域客ともに「おもてなし」は高いが「外

国語対応」点について低いという資料があります。 

 (1)、沖縄特例通訳案内士育成等事業について。 

 本年度から事業が始まっているが、平成33年度まで

の通訳案内士育成目標数と本年度の研修事前審査合格

者数を言語別に明らかにされたい。 

 (2)、カジノを含む統合リゾートについて。 

 昨年度開催の県主催セミナーやシンポジウムでは、

参加者からカジノ導入に向けて賛否両論の声が上がっ

ている。県は導入の可否判断について、県民のコンセ

ンサス（合意形成）前提とするが、合意形成の定義、

判断基準を示されたい。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 照屋大河議員の御質問に答

弁をいたします。 

 第１に、性暴力被害者ワンストップ支援センターの

検討状況についての御質問の中で、検討会議の進捗状

況、主な論点、課題等についてという御趣旨の御質問

に答弁をいたします。 

 ワンストップ支援センターにつきましては、９月ま

でに４回の検討会議を開きました。これまでの検討状

況としましては、病院拠点型が望ましいという方向性

を確認しております。課題としましては、拠点病院の

確保や関係機関との具体的連携方法、情報管理体制づ

くりなどがあります。 

 今後は、検討会議の結果を踏まえ、関係機関との調

整を行い、平成26年度中のセンター設置を目指して取

り組んでまいる所存でございます。  

 次に、観光政策についての御質問の中で、統合リ

ゾート導入の前提となる県民のコンセンサスの定義及

び判断基準についてという御趣旨の御質問にお答えい

たします。 

 統合リゾートにつきましては、超党派の国会議員か

ら成る「国際観光産業振興議員連盟」において、法制

化に向けた検討が進んでいると聞いております。 

 統合リゾートの導入に当たっては、県民のコンセン

サスが必要であり、その手法や判断基準につきまして

は法律の内容を踏まえながら、総合的に検討する必要

があると考えております。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 基地問題に関する御質問の

中で、外来機と騒音測定結果の因果関係についてお答

えいたします。 

 嘉手納飛行場周辺では、平均的に15測定局中８局で

うるささ指数による環境基準を超過している状況です

が、外来機の飛来回数が過去３年で最も多かった平成

23年３月では、15測定局中10局で基準値を超過してお

りました。外来機の飛来数が多くなるほど米軍飛行場

周辺の航空機騒音がさらに悪化していると認識してお

ります。 
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 沖縄県としましては、在日米軍及び国等に対し外来

機飛来を含めた航空機騒音の軽減について強く要請し

ているところです。  

 続きまして、観光政策に関する御質問の中で、平成

33年度までの通訳案内士育成目標数と本年度の研修事

前審査合格者数についてお答えいたします。 

 沖縄振興特別措置法に基づく沖縄特例通訳案内士制

度は、増加する外国人観光客に対応する通訳案内士の

絶対的不足やガイドニーズの多様化に対応するため創

設されたものであります。育成目標数は、平成33年度

の入域外国人観光客数の目標値である200万人に対応

する通訳案内士数を試算し、中国語300人、韓国語50

人、英語100人、計450人と設定しております。また、

今年度は同研修を２回実施する予定であり、第１期の

研修事前審査合格者は中国語で41人、韓国語で21人、

英語で55人の計117人となっております。  

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 基地問題についての

中の、キャンプ・コートニーの石綿についての御質問

にお答えします。 

 キャンプ・コートニー内の住宅改修工事では、県の

現場調査や元請業者などへの聞き取り調査により、配

管部に非飛散性の石綿が使用されていたことが判明し

ています。配管部分の石綿約190キログラムについて

は、元請業者が石綿と他の産業廃棄物の分別を行わず

保管処分するなど不適切な取り扱いが確認されており

ます。 

 県では、石綿が搬入された最終処分業者に対して、

飛散防止対策として十分な覆土を行うよう指導し、８

月の立入調査においてその履行状況を確認しておりま

す。 

 健康診断については、沖縄労働局の指導により元請

業者が希望者158名の健診を専門の病院で順次進めて

おります。なお、暴露が疑われる従業員数は196名と

なっております。また、就労証明については沖縄労働

局から元請業者に指導があり、作業記録及び健康診断

票が40年保管されることになっています。  

 次に、性暴力被害者ワンストップ支援センターの検

討状況についての中で、県の示した４類型のうち、有

力な案についての御質問にお答えします。 

 ワンストップ支援センターの設置形態としては、病

院内に拠点を置く「病院拠点型」、病院の近くに相談

機関を置く「相談センター拠点型」、既存の相談機関

を中心とし病院と連携する「連携型」などの形態が考

えられます。検討会議においては、被害者に対する医

療的支援が特に重要であるとの認識に基づき、支援セ

ンターの設置形態は病院拠点型が望ましいという方向

性を確認しております。  

 同じく性暴力被害者ワンストップ支援センターの検

討状況についての中で、支援センター設置実現の見通

しについての御質問にお答えします。 

 相談支援機関や医療関係機関等を構成員とする検討

会議では、ワンストップ支援センターの必要性が確認

され、協力体制の構築も検討されているところであり

ます。センター設置については、拠点病院の確保の課

題もありますが、引き続き関係機関との調整を行い、

平成26年度中のセンター設置を目指して取り組んでま

いります。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） それでは基地問題につい

ての御質問で、嘉手納小学校への米軍車両侵入事件に

ついてお答えいたします。 

 去る９月14日、海兵隊所属の大型バスが嘉手納小学

校に無断で侵入し、水道蛇口及び木製花壇を破損した

ことはまことに遺憾なことだと考えております。な

お、補償につきましては、今後、嘉手納町教育委員会

が米軍に請求することになっていると聞いておりま

す。  

 次に、教育行政についての御質問で、土曜授業につ

いてお答えいたします。３(1)ア(ｱ)、３(1)ア(ｲ)は関連し

ますので一括してお答えいたします。 

 平成25年７月に文部科学省が実施した公立小・中・

高等学校における土曜授業等に関する調査の結果によ

りますと、本県では、土曜授業を実施する必要がある

と回答した市町村は、１市１町２村ありました。 

 県教育委員会としましては、現時点では土曜授業及

びその補助制度等が具体的に示されていないことか

ら、国の動向を注視してまいりたいと考えておりま

す。なお、市町村の意向、学校現場の意見等につきま

しては、具体的な進展を踏まえ、必要に応じて対応し

てまいりたいと考えております。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 基地問題についての御

質問の中で、外来機の飛来数、滞在日数、訓練状況な

どについてお答えいたします。 

 県が沖縄防衛局や米軍からの通報により把握してい
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るいわゆる外来機の飛来数については、嘉手納飛行場

において平成22年４月から平成25年８月末現在まで延

べ215機となっております。普天間飛行場について

は、沖縄防衛局によれば、米側から運用上の安全に係

る理由により航空機の特定の訓練スケジュールまたは

詳細な飛行情報の提供を受けていないため承知してい

ないとのことであります。 

 嘉手納飛行場について、これまで把握している外来

機の配備のうち、Ｆ22戦闘機については、12機が平成

22年５月から８月までの約３カ月間、８機が平成22年

８月中の約１週間、15機が平成23年１月から４月まで

の約３カ月間、12機が平成24年７月から10月までの約

３カ月間、12機がことし１月から現時点まで８カ月以

上の配備となっております。そのほか、岩国基地から

ＦＡ18戦闘機やＡＶ８Ｂハリアー攻撃機等が飛来して

おります。また、即応訓練等により三沢基地や韓国か

ら飛来する航空機も確認されております。 

 訓練状況については、沖縄防衛局が実施した目視に

よる航空機の運用実態調査によると、外来機と考えら

れる航空機についての離着陸及びタッチ・アンド・

ゴーなどの回数が、平成22年度から24年度まで３万

4620回あり、全体回数11万7970回の約３割を占めてお

ります。 

 以上でございます。  

○議長（喜納昌春君） 照屋大河君。 

○照屋 大河君 では、再質問を行います。 

 アスベストの件について伺いたいんですが、部長、

今回のうるま市におけるアスベストの問題ですが、下

請業者の申し出によって発覚をしております。そし

て、これも工事が進んで、事業が進んで３年を経過し

ているわけですね。大変な問題だというふうに思って

いますが、今回、この調査をしながら、県は今事案に

対する問題、課題をどう整理されているのか、今後の

対応についてどう行う方針などがあるのか伺いたいと

思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 今回の問題について

は、廃棄物の処理につきましては廃棄物処理法に基づ

いて国内法が適用されますので、この辺の監督につい

ては県においても十分な指導ができるというところで

あります。アスベストにつきましては、今回、米軍が

発注した工事でありますので、米軍のほうで日本の環

境管理計画に基づいて、本来ならば事前に検査をして

その存在を確かめなければならなかったというところ

にありますけれども、今回においては不適正な処理の

仕方だったと思います。そういった意味からすると、

我々としては今後、米軍に対して環境管理計画の遵守

を強く要望してまいりたいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 照屋大河君。 

○照屋 大河君 今、部長の答弁があったように、今

回は米軍発注の工事であった。しかし、日本の環境管

理基準を厳格に守っていれば起こらなかった事件かも

しれません。そういう意味では、今後、厳格な運用を

求めていくということではあるんですが、今回の事件

に対すて、なぜ守られなかったのかという点について

は、米軍にしっかり問い合わせをするというか、突き

つけるというか、そういう対応は行ったんでしょう

か。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 今のところ米軍に対

する要請はまだ行っておりません。事実関係を速やか

に整理した上で、今後要請を強く行ってまいりたいと

考えております。 

○議長（喜納昌春君） 照屋大河君。 

○照屋 大河君 なぜ遵守されなかったのかという点

は、先ほど部長からもあったように、本来遵守されて

いれば問題が大きくならなかったという点も含めて、

改めてその原因を、なぜそれが守られていなかったの

かという点についても、しっかりと米軍のほうに突き

つけていくというんですか、そういう対応をとってい

ただきたいなというふうに思います。 

 この問題、地元のうるま市においても、企画部長の

開会中の答弁では情報開示も十分ではなかった。ある

いは基地の立入調査にも時間がかかった。そういうこ

とをおっしゃって、この問題点に遺憾の意を表してい

るわけですが、この点については県はどのように考え

られますか。問題が発覚して後の対応です。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 現在までにおいて

も、今回のアスベストの処理に関する米軍からの情報

提供はないところであります。やはりこういうことに

ついても、今後基地内の環境問題については、我々と

しては体制づくりも含めて強い姿勢で臨んでまいりた

いと思います。 

○議長（喜納昌春君） 照屋大河君。 

○照屋 大河君 中部地域は特に基地が集中して、基

地と隣り合わせの生活を余儀なくされているとよく言

います。先日は沖縄市のドラム缶の問題もありまし

た。私も息子のサッカーの試合でその会場を使った経

験もあります。そういう意味では、基地と隣り合わせ

の生活が環境被害まで隣り合わせだということはあっ

てはならないというふうに思いますので、これはフェ
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ンスを隔ててすぐそこに沖縄県民、うるま市民や中部

地域の皆さんの生活があるわけですから、その辺につ

いてはアスベストに関する環境基準もあるようであり

ますので、改めてこの徹底をしっかりやっていただき

たいというふうに思います。 

 １つ、ことしの７月ですか、８月ですか、渉外知事

会において要請をされているようであります。この要

請の内容にも、この環境基準についてしっかりと明確

にするようにという課題については県も承知をしてい

たということでよろしいんでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 御指摘の渉外知事会には、

仲井眞知事にかわりまして私が代理出席いたしまし

た。今回の渉外知事会の特徴は、かねてからの懸案事

項でありました日米地位協定について、具体的にこの

ところをこういう内容に変えてくれという具体的な条

文の提案まで提示してありまして、その中でかなり大

事なものが環境に関する条項であったと思います。し

たがって、しかもそれも要請のみにとどまるのではな

くて、それについて政府はしかるべき回答をしてほし

いということを要求しております。したがって、国内

法に基づく環境に関する規定というものを、より強く

渉外知事会で求めたという経緯があります。 

○議長（喜納昌春君） 照屋大河君。 

○照屋 大河君 済みません、さっき資料が見つから

なかったんですが、７月の渉外知事会において日本環

境管理基準については、「問題が発生した場合の立入

調査はもとより、その運用実態を地方公共団体が定期

的に検査・確認できる仕組みを早急に確立するこ

と。」、それから、「環境問題は喫緊の問題であるこ

とから、環境に係る特別協定を締結するなど、早急に

対策を講ずること。」ということで、渉外知事会から

外務省や環境省、防衛省などに要請がされているわけ

です。この「環境に係る特別協定」という点について

は、具体的に何か説明をいただけますか。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 渉外知事会はそのことと同

時にもう一つ重要な要請をしたんですが、基地のある

都道県と日米の担当者が、特に米サイドと話し合いが

できるような恒常的な場をつくってほしいという、つ

まり政府を通してのみではなくて直接、基地を持つ都

道県のメンバーたちが意見をちゃんと交換できる、あ

るいは要請できるような場をつくってほしいというこ

とも一応要請しておりますけれども、私が今得ている

情報では、それについても回答を求めたはずなんです

が、多分今の段階ではまだ回答は得られていないとい

うことだと思います。 

○議長（喜納昌春君） 照屋大河君。 

○照屋 大河君 この文書からは、意見交換をするよ

うな場というふうには読み取れません。「環境に係る

特別協定」を締結するよう、その対策を早急に講じる

ことということですので、その環境問題に特化した、

今議会でもさまざまに取り上げられていますが、この

問題について特化した協定ということですので、もう

少しまた今後研究をされて具体的な動きなどの説明を

今後は求めていきたいなというふうに思います。ある

いは返事もないということでしたので、環境問題につ

いては早急に回答を求めていくということも引き続き

国に強く要請していただきたいというふうにお願いを

しておきます。先ほども言ったように、地域の皆さん

は爆音の被害もあり、そして健康被害までかというこ

とで大変不安に思っていますので、ぜひ力強い対応を

お願いしたいなと思います。 

 続いて、嘉手納小学校への米軍車両侵入事件につい

て伺います。 

 地元の嘉手納町議会は抗議決議を全会一致で可決

し、決議では、侵入は到底容認できず、物損を放置、

事故を報告しないのは断じて許せない。一歩間違えば

大事故につながる可能性があったと指摘し、嘉手納小

につながる町道への米軍大型車両の通行禁止の徹底、

通学路や生活道路への進入禁止、運転手の法令遵守と

事故報告義務の徹底、速やかな弁償というふうに決議

を全会一致で行っています。県としても、この地元自

治体の決議に沿った対応が必要ではないか、取り組み

が必要ではないかというふうに思うんですが、これは

どちらが答えられますか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 当該事件が９月18日に

起きておりまして、24日になってバスを運転していた

米兵の立ち会いのもと、警察の現場検証が行われたと

いう事態になったわけでございます。その日に、防衛

局に対しまして基地対策課から関係機関への通報、こ

れは通報がなかったということでございますし、さら

に再発防止の徹底を米軍に働きかけるようにというこ

とで申し上げたわけでございますが、引き続きこの事

態の進展あるいはきちんとした補償が行われるかも含

めまして、情報収集をいたしまして所要の措置をとっ

てまいりたいと思っております。 

○議長（喜納昌春君） 照屋大河君。 

○照屋 大河君 今回、嘉手納小学校であったんです

が、公共施設へのこういった違法な侵入といいます

か、無断侵入といいますか、こういう事件だけでもこ
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こ数年で――三、四年だというふうに記憶しますが 

――うるま市の高等養護学校とか前原高校とか、ある

いは中部病院とか、そういうところでもここ数年でも

そういう同様の事件があるわけです、公共施設におい

てもですね。一方、畑ですね。一度、仲田議員も一緒

に与勝地域の畑に大型車両が侵入して作物を踏み倒し

ていっていると。近くに大型車両が使用されるような

工事現場もないわけです。ただ、そこにはホワイト・

ビーチがあって、米軍車両ではないかというふうに想

像はできるんですが、なかなか特定に至らない。基地

周辺の生活としてそういう被害も受けているわけです

ね。そういう意味では、この大型車両の基地外での移

動というのは限定された道路を使用するんじゃないか

というふうに思うんですが、こういう事件・事故が繰

り返されるわけですから、県としても強くこの問題に

ついて、先ほど言った状況に応じた、今回の嘉手納小

学校の状況に応じた対応も求めますが、今後こういっ

たことが起こらないように、徹底して米軍に対して強

い姿勢で臨んでいただきたいというふうに思います。

先ほどの事例も紹介しましたが、そういう感想も含め

て答弁をいただきます。お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 米軍の大型車両による

交通事故といいますと、やはり復帰前には大変悲惨な

事故があったということが県民の記憶にあるわけでご

ざいます。先ほど議員が挙げられました幾つかの事

故、これはいわば軽微な事故と先方は言っております

けれども、そういう一歩間違えれば県民の生命を脅か

しかねない事態であったというふうに県は考えており

ます。 

 この移動につきましては、基本的に米軍は主要な道

路を利用するというような方針であるようですが、こ

れまでの事故等を見ますと、きちっと沖縄に配属され

た兵士に対して沖縄の交通事情であるとか、あるいは

道路の移動経路とかいうものをきちんとレクチャーし

ていないと、承知させていなくて訓練不足のために間

違った道に入ってしまったといったような事例があっ

たようでございます。そういったものも含めて、県は

ワーキングチーム等でそういう教育の徹底、さらに表

示板を、これはきちんと政府の責任でそういう錯誤が

起こらないようにつくるようにといったことは申し入

れておりまして、一部そういうものが実現しているよ

うではありますけれども、こういう事件・事故が９月

に起きておりますので、さらに強く米側に働きかけて

まいりたいと思っております。 

○議長（喜納昌春君） 照屋大河君。 

○照屋 大河君 嘉手納の爆音問題です。 

 嘉手納基地に離着陸する回数の約３割が外来機や一

時移駐の飛来ということです。米国の国防予算の理由

に、Ｆ15が撤退するんじゃないかというような報道も

ありますが、この爆音は減りますか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） もちろん航空機が、そ

こに配備されている飛行機がいなくなったら、これは

理屈上は爆音は減るということが考えられるわけです

が、今おっしゃったＦ15の撤退という件につきまして

は、新聞報道であったところでありますが、その内容

について県は確認しておりません。 

○議長（喜納昌春君） 照屋大河君。 

○照屋 大河君 ８カ月も外来機としていれば、そう

いう勝手な運用をされていては、実態として爆音の軽

減がされたというのはないというふうに思いますが、

しっかりこれも監視をしていただきたい。のれんに腕

押しという、このオスプレイの件で知事も述べました

が、嘉手納周辺の爆音はずっと続いてきているわけで

すね。この問題についても引き続き力強く訴えていっ

ていただきたいと。 

 もう一点、爆音問題について、あす、あさってに行

われます２プラス２で、米国防総省が空自那覇基地の

駐留部隊の一部を嘉手納基地に移転する構想を検討す

るという記事がありましたが、この点についての見解

を伺いたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 新聞報道については承

知しておりますけれども、今、いかなるソースからも

この新聞以外は、今おっしゃったようにＦ15を嘉手納

飛行場に移転するといった情報は県は把握しておりま

せん。引き続き情報収集に努めたいとは思っておりま

す。 

○照屋 大河君 ありがとうございました。 

 ２プラス２は、沖縄県民が負担を実感できるような

議論がなされるべきというふうに思っていますので、

その点もぜひ県のほうで取り組んでいただきたいとい

うふうに思います。 

○議長（喜納昌春君） 以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。 

 本日の日程はこれで全部終了いたしました。 

 次会は、明２日定刻より会議を開きます。 

 議事日程は、追って通知いたします。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

   午後７時55分散会 
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沖縄県議会（定例会）会議録 

 

（第 ６ 号） 

  



 

議  事  日  程 第６号 

平成25年10月２日（水曜日） 

午前10時開議 

第１ 一般質問 

第２ 甲第１号議案、甲第２号議案、乙第１号議案から乙第15号議案まで及び認定第１号から認定第23号まで 

   （質疑） 

 

本日の会議に付した事件 

日程第１ 一般質問 

日程第２ 甲第１号議案、甲第２号議案、乙第１号議案から乙第15号議案まで及び認定第１号から認定第23号ま 

     で 

      甲第１号議案 平成25年度沖縄県一般会計補正予算（第１号） 

      甲第２号議案 平成25年度沖縄県病院事業会計補正予算（第１号） 

      乙第１号議案 沖縄県議会議員及び沖縄県知事の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の 

             一部を改正する条例 

      乙第２号議案 沖縄県海岸漂着物地域対策推進事業基金条例 

      乙第３号議案 沖縄県子ども・子育て会議設置条例 

      乙第４号議案 沖縄県障害のある人もない人も共に暮らしやすい社会づくり条例 

      乙第５号議案 沖縄県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例及 

             び沖縄県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定 

             める条例の一部を改正する条例 

      乙第６号議案 沖縄県国民健康保険調整交付金条例の一部を改正する条例 

      乙第７号議案 沖縄県文化芸術振興条例 

      乙第８号議案 工事請負契約についての議決内容の一部変更について 

      乙第９号議案 財産の取得について 

      乙第10号議案 財産の取得について 

      乙第11号議案 訴えの提起について 

      乙第12号議案 沖縄県離島医療組合規約の一部変更について 

      乙第13号議案 平成24年度沖縄県水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

      乙第14号議案 平成24年度沖縄県工業用水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

      乙第15号議案 沖縄県土地利用審査会委員の任命について 

      認 定 第 １ 号 平成24年度沖縄県一般会計決算の認定について 

      認 定 第 ２ 号 平成24年度沖縄県農業改良資金特別会計決算の認定について 

      認 定 第 ３ 号 平成24年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計決算の認定について 

      認 定 第 ４ 号 平成24年度沖縄県中小企業振興資金特別会計決算の認定について 

      認 定 第 ５ 号 平成24年度沖縄県下地島空港特別会計決算の認定について 

      認 定 第 ６ 号 平成24年度沖縄県母子寡婦福祉資金特別会計決算の認定について 

      認 定 第 ７ 号 平成24年度沖縄県下水道事業特別会計決算の認定について 

      認 定 第 ８ 号 平成24年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計決算の認定について 
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      認 定 第 ９ 号 平成24年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計決算の認定について 

      認定第 10号 平成24年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計決算の認定について 

      認定第 11号 平成24年度沖縄県林業改善資金特別会計決算の認定について 

      認定第 12号 平成24年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定に 

ついて 

      認定第 13号 平成24年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計決算の認定について 
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      認定第 15号 平成24年度沖縄県産業振興基金特別会計決算の認定について 

      認定第 16号 平成24年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計決算の認定について 

      認定第 17号 平成24年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計決算の認定について 

      認定第 18号 平成24年度沖縄県駐車場事業特別会計決算の認定について 

      認定第 19号 平成24年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定に 

ついて 

      認定第 20号 平成24年度沖縄県公債管理特別会計決算の認定について 

      認定第 21号 平成24年度沖縄県病院事業会計決算の認定について 

      認定第 22号 平成24年度沖縄県水道事業会計決算の認定について 

      認定第 23号 平成24年度沖縄県工業用水道事業会計決算の認定について 
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○議長（喜納昌春君） これより本日の会議を開きま

す。 

 日程に入ります前に報告いたします。 

 ９月13日から27日までに受理いたしました陳情14件

は、お手元に配付の陳情文書表のとおりそれぞれ所管

の常任委員会に付託いたしました。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔陳情文書表 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第１及び日程第２を一括

し、これより直ちに一般質問を行い、甲第１号議案、

甲第２号議案、乙第１号議案から乙第15号議案まで及

び認定第１号から認定第23号までを議題とし、質疑に

入ります。 

 質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。 

 仲村未央さん。 

   〔仲村未央さん登壇〕 

○仲村 未央さん おはようございます。 

 カナサしまくとぅば ヌクチイチャビラ。いかがで

しょうか。 

 社民・護憲ネットにおいては、今月は特にしまく

とぅば励行を目標にしようと話しているところです

が、幸い我が会派には、ユンタンザヌしまくとぅば

ネーティブスピーカーがおりますので、当面の師とし

てしまくとぅば、まずはなれ親しむところから励んで

まいりたいと思います。 

 それでは、一般質問を行います。 

 米軍基地汚染問題について。 

 (1)、国防総省日本環境管理基準の「適用範囲」と

「免責」について、過去の活動によって引き起こされ

た基地汚染の浄化や相当額の支出を要する閉鎖・再編

対象基地の環境改善はどのように取り扱われるものと

定められているか。 

 (2)、沖縄市サッカー場の汚染問題で、市が主体的に

調査したことで得られた結果やその意義を県はどう評

価しているか。県民の命を守る視点から、現行法令の

不備と住民本位の新たなスキームの必要性、経費負担

等の課題についても提起されたい。 

 (3)、土地情報（使用履歴）を開示させることが何に 
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おいてもかなめである。米国情報公開法にノウハウを

持つ人材を嘱託として現地採用してはどうか。 

 ２、米軍発注工事作業員のアスベスト暴露問題につ

いて。 

キャンプ・コートニーにおいて米空軍が発注した家

族住宅改修工事で、二次下請に当たる作業員の訴えに

よりアスベスト暴露が発覚した。長い潜伏期間を経て

健康被害が出る可能性も否定できず、深刻な不安の中

に県民を陥れている。 

 (1)、発注者（米軍）が日本環境管理基準にのっとり

果たすべきとされる義務と怠った事実について明らか

にされたい。 

(2)、元請、一次下請が果たすべき義務と怠った事実

を伺う。 

(3)、発注者及び請負者が怠った事実に対し、関係機

関は現在いかなる措置、指導を行っているか。あわせ

て作業員、家族、周辺地域住民、廃棄物処分場への対

応についても伺う。 

 (4)、県は米軍、元請、一次下請に報告書を求め、同

事案のてんまつと全作業従事者のアスベスト就労を将

来にわたって実質的に証明する役割を果たすべきと考

える。対応を求める。 

 ３、離島生活コスト低減事業について。 

 平成24年度の事業実績、対象村ごとの補助実績を伺

う。 

 事業スキームの課題と見直しについて伺う。 

 ４、沖縄県障害のある人もない人も共に暮らしやす

い社会づくり条例（案）第19条に規定する「差別事例

相談員」は、差別等の発生事例を具体的に解消してい

く上で重要な役割を担う制度だと思われる。市町村必

置となるのか伺う。 

 ５、辺野古基地建設問題に対する知事の政治姿勢に

ついて。 

 米政府、米世論への働きかけについて真意、狙いを

伺う。 

 沖縄の実態について、国連機関から日本政府に対

し、軍事基地の不均衡な集中は住民の経済、社会、文

化的権利に否定的影響があるとして善処するよう勧告

がなされている。国際社会への訴えを強化することに

ついて見解を伺う。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） おはようございます。 

 仲村未央議員の御質問に答弁をいたします。 

 まず第１に、沖縄県障害のある人もない人も共に暮

らしやすい社会づくり条例（案）についての中で、差

別事例相談員の市町村配置についての御質問にお答え

いたします。 

 障害のある人の福祉に関する相談は、法律により市

町村が行うものとして義務づけられております。この

ため、市町村に配置されている相談員が具体的な差別

事例の相談に応じていくことになります。 

 沖縄県としましては、市町村の相談員に対する支援

を行うため、新たに広域相談専門員を配置し、市町村

と協力して相談体制を構築していく考えでございま

す。 

 次に、辺野古基地建設問題に対する知事の政治姿勢

についての中で、米政府、米世論への働きかけについ

ての御質問に答弁をいたします。 

 普天間飛行場移設問題は、日米両政府において解決

すべき問題と考えております。しかしながら、県民の

意向に沿った解決が図られるよう、そして沖縄の実情

を直接説明し、理解してもらうことは、大変重要と考

えております。 

 これまで４回訪米をし、アメリカ政府、連邦議会、

そしてシンクタンクのいろいろな政策研究者、さらに

はマスコミの方々との面談、また、シンポジウム形式

のものを開催して、直接沖縄の実情を訴えてきたとこ

ろでございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 米軍基地汚染問題に関する

御質問の中で、日本環境管理基準の適用範囲と免責に

ついてにお答えします。 

 2012年版の日本環境管理基準によれば、自然環境に

影響を及ぼす可能性が極めて小さい施設等を除き、日

本国に所在する米国防総省の全ての施設における各軍

の行為に適用されることとされており、免責に係る記

述はありません。 

 外務省によれば、日本環境管理基準は、通常２年ご

とに見直しが行われており、2010年版の日本環境管理

基準からは免責に係る記述がなくなったものと承知し

ております。 

 また、日本環境管理基準は、現存する基地の運営に

おける環境基準として在日米軍が準拠すべき基本的な

文書であり、過去の基地汚染の浄化や基地の閉鎖に伴

う環境浄化などは適用となっておりません。 

 続きまして、同じく米軍基地汚染問題に関する御質

問の中で、沖縄市サッカー場問題で、市調査の評価、

新たなスキーム等の課題についてお答えいたします。 
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 今回の問題については、ドラム缶が発見されてか

ら、沖縄市民の懸念や不安を払拭するため、関係機関

が速やかに調査を開始したこと、沖縄市及び沖縄防衛

局の両者による精度の高い調査が行われたことなど、

評価されるものであります。また、沖縄市がこの問題

に当初から主体的にかかわり、調査結果を迅速に公表

するとともに、地域説明会を開き、健康被害の懸念が

ない旨を市民に直接伝え、安心感を与えたことは、住

民に最も近い自治体としての責任感や意識が高いもの

と考えております。 

 一方、今回のような基地跡地における環境汚染問題

では、現行法令では十分に対応できていない面があり

ます。県としては、現行法令の問題点を整理した上

で、環境浄化の手法や手続等について国に提案してい

く必要があると考えております。そのため、今後、米

軍基地に起因する環境問題に対応する新たな体制につ

いて、関係部局において検討することとしておりま

す。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 離島生活コスト低減実証事

業についての御質問の中で、離島生活コスト低減実証

事業の平成24年度実績についてお答えいたします。 

 離島生活コスト低減実証事業の平成24年度事業実績

につきましては、当初予算額１億3295万6000円に対し

て、決算額610万7109円となっており、執行率としま

しては約５％となっております。 

 また、対象村ごとの補助実績につきましては、座間

味村が約31万円、北大東村が約107万円、南大東村が

約381万円となっております。 

 次に、離島生活コスト低減実証事業の課題と見直し

についてお答えいたします。 

 離島生活コスト低減実証事業の課題につきまして

は、外部有識者等で構成する離島生活コスト低減実証

事業検証委員会において、平成24年度の事業効果を検

証した結果、本事業による一定の低減効果が認められ

るとの評価を得ております。 

 一方、本事業に参加する沖縄本島の卸売事業者等が

少ないため、補助事業の対象となる商品が限られ、事

業効果が限定的となっているとの課題が挙げられてお

ります。 

 平成25年度は、平成24年度の事業効果の検証結果

や、関係離島村及び本事業への参加事業者の意向等を

踏まえながら、事業効果が一層高まるよう、補助対象

品目の拡充や、簡素でわかりやすく、事業者が参加し

やすい制度への見直しについて検討しているところで

あります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 米軍基地汚染問題につ

いての御質問の中で、米国情報公開法に詳しい人材の

活用についてお答えいたします。 

 これまで、米軍施設・区域の返還跡地から汚染物質

や不発弾等が発見される事例がたびたび発生しており

ます。米軍施設・区域の返還に当たっては、昨年４月

に施行された跡地利用推進法により、国の責任におい

て支障の除去に関する措置が講じられることとなって

おります。このため、県としては、去る８月に軍転協

を通じ、跡地利用を効果的かつ円滑に進められるよ

う、今後返還される施設・区域の使用履歴、土壌・土

質調査情報の提供や立入調査の円滑な実施、支障除去

措置の徹底等への配慮を政府に対し求めたところであ

ります。 

 これらに関する情報収集の手段として、米国情報公

開法がどのような形で利用できるのか、体制も含め研

究してまいりたいと考えております。 

 次に、辺野古基地建設問題に対する知事の政治姿勢

についての御質問の中で、国際社会への訴えについて

お答えいたします。 

 国連人種差別撤廃委員会においては、御質問にあっ

た勧告を踏まえ、日本政府に対し、情報提供要請を

行っており、これに対し日本政府は、沖縄の人々は人

種差別撤廃条約に言う人種差別の対象とはならないも

のと考えている旨の回答を行っております。 

 県としましては、普天間飛行場移設問題を初めとす

る沖縄の基地問題については、一義的に日米両政府に

おいて解決が図られるべき政策課題であると考えてお

り、引き続き両政府に対し、普天間飛行場の県外移設

及び早期返還の実現に向け、真摯に取り組むよう、強

く求めてまいることにしております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 米軍発注工事作業員

のアスベスト暴露問題についての中で、米軍発注工事

における米軍の義務についての御質問にお答えしま

す。 

 在日米軍によるアスベストの取り扱い及び管理方法

などについては、日本環境管理基準（ＪＥＧＳ）に規

定されており、米軍はこれを遵守することになってお
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ります。しかしながら、米軍のＪＥＧＳの運用実態に

ついては、公開されていないことから把握ができない

状況にあります。 

 今回の事例は、配管部分にアスベストが含有されて

いたにもかかわらず不適切な工事が行われたことか

ら、米軍が行った分析が不十分であったと考えられ、

結果としてＪＥＧＳを遵守していたとは言えない状況

にあります。 

 県としましては、今後とも、米軍に対し、ＪＥＧＳ

の遵守について強く求めていきたいと考えておりま

す。 

 同じく米軍発注工事作業員のアスベスト暴露問題に

ついて、米軍発注工事における元請及び一次下請の義

務についての御質問にお答えします。 

 米軍施設内の廃棄物の処理については、元請業者が

排出事業者となり、廃棄物処理法に基づき適切に処理

する必要があります。 

 聞き取り調査の結果、配管部の非飛散性のアスベス

トがその他の廃棄物と混合して保管されるなど不適切

な取り扱いが確認されたことから、元請業者に中部保

健所が９月６日に警告書を発出し、指導しておりま

す。 

 なお、米軍が発注した工事については、大気汚染防

止法が適用されないことから、これまで同法に基づい

た届け出はなされておりません。 

 同じく米軍発注工事作業員のアスベスト暴露問題に

ついての中で、関係機関が行っている措置、指導につ

いての御質問にお答えします。 

 県では、キャンプ・コートニー内の住宅改修工事現

場の立入調査や元請業者等への聞き取り調査を実施す

るとともに、配管部分の石綿を埋めたとされる読谷村

の最終処分業者の立入調査を実施しております。調査

の結果、配管部分の非飛散性の石綿については、飛

散・流出防止対策を講じ、十分な覆土を行い、埋立処

分されていることを確認しております。 

 また、県の指導により元請業者が８月に行ったキャ

ンプ・コートニー周辺、最終処分場内及び最終処分場

周辺の大気環境測定では、いずれも定量下限値未満と

なっております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 米軍発注工事作業員

のアスベスト暴露問題についてという御質問の中の、

元請、一次下請が果たすべき義務等についてという趣

旨の御質問にお答えをいたします。 

 労働安全衛生法に基づく石綿障害予防規則では、石

綿を含む建築物の解体工事を行う事業者は、事前調査

の実施、「建築物解体等作業届」の労働基準監督署へ

の届け出、作業の安全対策の措置などが義務づけられ

ております。 

 今回のキャンプ・コートニーの住宅改修工事では、

発注者である米軍からの情報が不十分であったため、

「建築物解体等作業届」の届け出がなされず、また、

作業の安全対策についても必要な措置がとられていな

かったということでございます。 

 同じく関係機関が行った措置、指導等についてとい

う御質問でございます。 

 沖縄労働局及び元請業者に確認したところ、沖縄労

働基準監督署が元請業者に対し、事前調査の徹底、的

確な作業計画の作成及び作業届けの提出、石綿健康診

断等の実施の援助及び作業記録の徹底などの指導を

行ったところでございます。 

 この指導に基づき、作業者への対応につきまして

も、健康診断の実施及び健康診断票、作業記録の保存

等を行うということになっております。 

 同じく作業従事者の就労証明についてという御質問

にお答えをいたします。 

 就労を証明するものとして、労働安全衛生法のもと

にある石綿障害予防規則に基づく作業記録及び石綿健

康診断個人票がございます。事業者は、それぞれ40年

間保存する義務があり、労働基準監督署から下請業者

だけではなく、元請業者、それから第一次の下請業者

についても、写しを40年間保存するよう指導がなされ

ているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん では、アスベストの件から行きた

いと思いますが、米軍発注工事における国内法の適

用、この原則、それから今回のアスベスト事案に係

る、米軍発注工事に係る国内法の適用については、何

が適用され、何が適用されないのか、そこを明確に答

えていただけますでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時28分休憩 

   午前10時29分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 米軍発注工事につき

ましては、一般国際法上からして日本の国内法の適用

はございません。ですから、米軍においては環境管理

計画のもとで、もろもろの大気汚染防止であるとか、
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ダイオキシンの問題であるとか、水質汚濁の問題につ

いて対応するということになっております。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん 今、少し聞こえづらかったんです

が、国内法は適用されません。されませんとなると、

この石綿の暴露の被害に遭われた方々196名でした、

昨日の答弁で。そのような方々に対して責任を持っ

て、その指導権限に当たっている所管、そこはどこな

のか。それをトータルとして国内法を照らして、それ

は一次下請、二次下請、従業員、作業員に至るまで、

何法に基づいて、今、指導権限を課しているのか、そ

れはトータルでどなたが把握していますか。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 労働法関係、労働安

全衛生法関係の視点でお話しをさせていただきます

が、労働安全衛生法自体関連で適用されないというの

は、一番近いのは基地従業員のあれがありますけれど

も、日米地位協定でこれは基本原則があるようです

が、「相互間で別段の合意をする場合を除くほか、賃

金及び諸手当に関する条件その他の雇用及び労働の条

件、労働者の保護のための条件並びに労働関係に関す

る労働者の権利は、日本国の法令で定める」という基

本原則があるということでございます。 

○仲村 未央さん 終わり……。 

 議長、休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時32分休憩 

   午前10時32分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 商工労働部長。 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 労働安全衛生法につ

いて言いますと、労働基準監督署が国内法でもってこ

の事案についても対応しているということでございま

す。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん 今、なぜか商工労働部長のみ労働

安全衛生に関してお答えになるんですが、このアスベ

ストのその環境汚染、健康障害、一連の対策が、この

ように皆さんからいただいた一覧表でこうしますと、

（資料を掲示） そこに登場する法令を見ますと、労

働安全衛生法ですね。それから石綿障害予防規則、そ

して大気汚染防止法、廃棄物処理法、それから建設リ

サイクル法、主に言えばこのような法律が登場します

が、これは一々国内法が適用されているのか、されな

いのか、それについてどなたがそれを全体として御存

じなのかと、そこをまとめてお尋ねをしているわけで

す。米軍発注工事に関してです。しかも、先ほど商工

労働部長は基地従業員に関してとおっしゃるが、今回

の場合は基地従業員ではなくて米軍発注の受注を受け

た下請下請の作業員ですから、そこに対する労働安全

衛生法のその対応というのは、どの法に基づいてこの

一連の中で対応されているのか、そこもあわせてお尋

ねいたします。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 先ほど基地従業員に

ついては、具体的に明確にありますけれども、外務省

などの一般的な立場として、例えば米軍の施設・区域

内であっても日本の法令が適用されるということはご

ざいますけれども、実際、今現実にこの案件について

も労働局が日本の労働安全衛生法に基づいて、雇用、

事業主、それからそういった従業者の対応をしている

ということでございます。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん まだ答弁全然かみ合ってないんだ

けど、さっきから。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） ただいまの労働関係

については、労働部門のほうで担当しておりますけれ

ども、それから、環境部門については環境のほうで、

大気とか廃棄物については環境部門で対応していると

ころであります。 

 先ほど申し上げたように、大気汚染防止法について

は適用がないということ。当然米軍については廃棄物

処理法も適用はないんですけれども、排出事業者が日

本の業者である場合は、当然、日本の業者に対する廃

棄物処理法の適用はあるということで、それぞれが分

担をして法律に従って行っているということでありま

す。 

○仲村 未央さん どうぞ、建設リサイクル…… 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 建設リサイクル法

につきましては、米軍が行う建設工事には適用されま

せん。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん 知事、今お聞きのとおり、このア

スベストの一連のいわゆる環境対策というのは、今言

うような所管がまたがって処理する法というのが一例

をなして総合的に対策が打たれるはずなんですね。と

ころが、今、所管所管によって、うちは国内法適用さ

れます、うちはされませんというような、非常に不安

定な法環境の中でこのような米軍発注工事が行われて

いるわけです。 
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 しかも、今回のように事後にアスベストの被害が発

覚をした。もう既に暴露をしているというこの状況で

すね。これについて非常にその当事者にとってはもち

ろん深刻ですし、今、法適用がないところは、じゃ何

の権限に基づいて、どのような回復措置を、誰が責任

を持ってさせるのかということがまだはっきりしない

んですよ。これはこのようなことが延々と続くようで

は、非常に県民の命とそして周辺環境に与える影響、

責任者不在のまま米軍発注工事がこのまま行われてい

くということであれば大変な問題を持っていると思い

ます。そのことについて、どのように県として対処す

べきなのか。また、国にその対処を求めるべきことが

あるのか、お尋ねいたします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時38分休憩 

   午前10時39分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） お答えいたします。 

 今、議員からいろいろ御指摘がございました。県の

ほうも環境生活部だとかあるいはまた土木建築部、そ

して商工労働部、それぞれの所管でそれぞれの立場で

その問題に対して対応しているわけでございます。こ

れが仮に、基地の外で起こっても同じような形の対応

は一応あるわけでございますけれども、事は米軍基地

内部での発注工事に係るものということで、基地内で

起こるものについては法律の規制がかかってなかなか

そこの部分については適用できない部分があるわけで

ございますけれども、それ以外の部分についてそれぞ

れの個別の法律を適用して必要な措置はとっていける

ものと思います。 

 そして米軍に対して、やっぱりその中で言うべきも

のが整備をされたところできちっとそこのところはま

たそれなりの対応をやっていくと、そういうふうな段

取りを考えていきたいと思っております。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん 今、それぞれの所管に私もヒアリ

ングをする中で非常に驚いているんですね、実態とし

ては。このように、アスベストのまた性質上、30年と

かそれぐらいたって、その人の被害認定がいよいよ問

題になる。ところが、それだって認められる可能性と

いうのは非常に弱いわけですね、そのときには、発注

者がいないかもしれない。もう元請が存在してないか

もしれないという環境の中で、皆さん労災を起こした

り、そういう状況なんです。ましてやこれが今のよう

なばらばらな体制、そして、米軍については国内法が

及ばないという中で、元請に対してもやっぱり毅然と

したその義務づけやそういった指導が及ばないという

環境の中であればなおさら、県民の労働環境というの

はいかにというふうに感じます。そういう意味では、

私が質問している趣旨は、県としてこの一連の事業で

一体どのようなお粗末な事態があり、その後どのよう

な回復措置をとられ、そこにどういう従業員がかか

わったかという、その名簿も含めて、一連の情報を一

旦、県としてストックする、報告させる。そのことを

元請、下請にも求めていくことによって、その保管の

所在を県として役割を果たすということ、これは私、

将来にわたって非常に有効な、この方々の立場に立っ

た、県民の立場に立った県としての役割、使命を果た

していくことにつながると思うんですね。そこについ

ていかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） 今、議員がおっしゃるとお

り、アスベストの問題については、これは言ってみれ

ば復帰以降かなりたってから社会問題になってきた課

題だと思います。 

 そういう意味では、民間の一般の現場でも起こり得

る話で、その辺の知見はしっかり整備をしながら、ま

た、事が米軍基地というふうなこともございますの

で、そこのところは情報収集をしながら、今、議員が

言われるような形で県としての対応方針とかというふ

うなものは整備をしていきたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん 多くの元請を県外の大手企業が受

けているというそういった環境の中にあって、今回た

またまその作業員が個々に訴えるということは、非常

に負担が大きい。自分の仕事にも影響してくるんでは

ないかという環境の中で告発をしたから知られたこの

事態ですから、ぜひそこを酌んでやっぱり県民をして

働かせる者に対する義務、その指導、これは米軍環境

であればなおさら私は県は出ていって報告を求めると

いう形で、それは法令外であっても報告書をてんまつ

としてそろえておくということはぜひ果たしていただ

きたいと、このように思っております。 

 それで最初のＪＥＧＳに戻りますが、その答弁の公

室長でしたか、適用範囲、適用除外として過去の汚

染、これはそもそもＪＥＧＳが適用範囲としないとい

うことを定めてあるということですね、確認です。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 副知事が答弁いたしま

した免責の話ですよね。 

○仲村 未央さん 免責じゃなくて適用除外の話 
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……。 

○知事公室長（又吉 進君） これはちょっと、その

あたりは微妙なんですけれども、2010年版の日本環境

管理基準から免責に関する記述がなくなっておりま

す。その免責の記述は何だったかといいますと、ＪＥ

ＧＳの遵守が重大な活動の妨げになるとか、日本との

関係にマイナスの影響を与えるとか幾つかあって、そ

ういう場合に国防総省の在日各軍は国防総省通達にあ

る関連基準の適用除外を要求することができるという

ような免責の規定があったわけですけれども、これは

なくなっております。ただ、議員のおっしゃるような

過去にさかのぼって責任をということに関しては、想

定されていないと米軍側にはですね、そういうことだ

と思います。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん 地位協定による原状回復義務の放

棄と相まって、この適用に過去の汚染を適用範囲とし

ないとそもそも環境管理基準が持っていることという

のは、沖縄の環境問題に照らせばこれから起こり得る

環境もそうだが、過去のものも明らかになること、米

軍が認める米国が当事者として認めることは、可能性

はかなり低いだろうというふうに思えます。これは過

去のフィリピンの例からもはっきりしているんです

ね。放置をしたまま撤退をしていく。その後で何の補

償もないまま大変な環境汚染にさらされている現状が

なお続いているわけですよ。そういう中で、今回沖縄

市の調査があえて国の調査に任せっきりにさせずにク

ロスチェックをしたことによって防衛局が指摘しな

かったＰＣＢを発覚させたり、あるいは枯れ葉剤を構

成するその物質の猛毒性を公表したり、こういった動

きにつながったことは、私はその自治体の主体的な取

り組みとして非常に大きな意義を呈したと思っていま

す。 

 その意味で、跡地利用法の新法における枠組みの中

でもこのような試みが、どうやって県が関与し、コ

ミットしながら、今やっている沖縄市の実践を学ん

で、その次に生かすのかというところが問われると思

いますが、いかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 議員のおっしゃるよ

うに、今回の沖縄市の行ったことというのは、意義が

深いものだと考えております。 

 ただ、現実問題として、他の市町村にとってどうか

と考えてみた場合、費用であるとかあるいはマンパ

ワーの面でやはり負担が大きいと考えるところであり

ます。 

 県としましては、今回の沖縄市、今、全面調査に取

りかかっているところですけれども、両調査を検証し

た上で精度の高い検査を確保する、あるいは住民が安

心できる、信頼性の高い調査結果を保障する制度等々

というものを構築する必要があるのではないかと考え

ております。 

 そういった意味で調査分析の内容、手順、あるいは

手続において高い透明性を確保するための制度構築に

向けて今後検討を進めることとしております。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん 企画部長、跡利用法の枠組みの中

でも支障除去の作業部会、設置されているはずなんで

すね。その中で、県が今言うような趣旨で関与し果た

していく、その役割というのは非常に大きいと思いま

すがいかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 今現在、跡地利用の関

係で実際に動いているのが西普天間住宅地区でござい

ます。 

 西普天間住宅地区につきましては、小野寺防衛大臣

も跡利用の先行モデルとしたいというような発言もあ

り、今現在、県・市・地主会・沖縄防衛局それから沖

縄総合事務局の５者でその跡地利用計画だけではなく

て、支障除去措置などの諸課題に関して協議を行って

いるということです。我々としてはこういった先行モ

デルを通して、今後の跡地利用について出てくるもの

についても国も巻き込んで、もちろん地元は当然のこ

とながら、国も巻き込んだ協議会を立ち上げて支障除

去措置の徹底などを行うことによって、跡利用を円滑

に進めることが重要だというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん クロスチェックにかかわる、例え

ば今回の沖縄市の実質的な負担、もう5000万超えてい

ますね、未執行も合わせると。これからのクロス

チェック分もあります。こういった負担については、

跡地利用法はその範疇としているのか、してないの

か。それからその負担はどうあるべきと県は基本的に

考えているのか、お尋ねいたします。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） これは跡地利用法に基

づいて直接できるかというと、ちょっと難しいかと

思っております。といいますのは、この支障除去措置

というのは、これから返還するものについて国が実施

計画に定めてやるということです。 

 ただ、前回も答弁した記憶があるわけですが、今回

の跡地利用推進法は、これまでの返還を中心とした軍
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転特措法から跡地利用を円滑に進めるためにというよ

うな形で条文が大きく変わっております。基本理念に

も国の責任ということが明確化されているということ

で、国においても跡地利用推進法の趣旨に基づいて今

回の沖縄市の対応を行っているというふうに私は理解

しております。 

 また沖縄市においては、国に対してそういった調査

費などについてもその費用負担を求めるということが

ございますので、私どもはそういったことについても

関心を持って、沖縄市それから国との対応を見守って

いきたいとそういうふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん 今の経費負担の課題もなお引き続

きあろうかと思いますが、もう一点、跡地利用法が想

定をしていない、基地のフェンスの外れたところで起

こり得る米軍由来の発見物、あるいは基地に起因す

る、その延長線上の例えば川下とか水質、土壌あたり

での汚染、これは跡地利用法が捉えているのか。その

精神にのっとってこれをその範疇として適用させるこ

とができるのか、この件について県の考えはいかがで

すか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） ただいまの御質問につ

いては、やはり個別の事案を見てみないと何とも言え

ない部分があるかと思います。やはり跡地利用推進法

は駐留軍用地、または駐留軍用地跡地というような定

義があります。それから外れた部分についてそのまま

この跡地利用推進法が適用できるかというと、答えは

ノーになろうかと思います。ただ、それが明らかに例

えば米軍の行為に起因するということがわかれば、そ

れはまた跡地利用推進法の趣旨によるのか、一般法に

よるのか、それはケース・バイ・ケースで対応するこ

とになろうかというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん ともあれ、この一番の原因は、も

ちろんその起因者である米軍に帰結させるべき。これ

についてはもちろん地位協定の改定も求めています

が、先ほどのＪＥＧＳの一々の報告もなされないよう

な中では、やはりやっているのかやってないのか、そ

もそも免責になっているのか、適用に除外があるの

か。このあたりから、まずもう疑ってかからなきゃい

けない状況です。そういう意味では、環境委員会など

を動かして日米合同委員会の枠組みの中でも、本来で

あればこのような危険物の取り扱い、あるいはアスベ

ストの問題であれ、四半期に一度は報告をするという

ような使命になっているはずなんですよね。それをさ

せていくという、いま一度の強い取り組みというのが

求められているのではないかと思いますが、いかがで

しょうか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 問題がやはり米軍基地

に由来するということでございます。沖縄市長が、

サッカー場の問題が起きたときに、これは環境問題で

はなくて米軍基地問題であるというふうにおっしゃっ

た、そのお気持ちはよくわかります。 

 ただ、県は、これは米軍基地問題、米軍由来の問題

でありますけれども、関係部局が一体となってこうい

う形で解決を図っていくという体制をとっておりまし

て、その根源にある米軍につきましては、やはり今議

員が御指摘された地位協定の問題というのは極めて大

きいと思っております。とりわけ何度も申し上げてお

りますけれども、この地位協定には締結後54年もたっ

て、まだ環境に対しての文言が一言もないという、非

常に問題があると県は考えておりまして、この環境に

関する日米間のきちっとした地位協定レベルの取り決

めといったものを求めていくといったことを続けてま

いりたいと思っております。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん ちょっと休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時55分休憩 

   午前10時55分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

○仲村 未央さん 辺野古基地建設の問題でお尋ねし

ます。 

 アメリカに公室長が行かれていて、そのときに、そ

のたびにというか、米国内で楽観論が広がっていると

いうような認識をお持ちのようですが、楽観論が広

がっているんですか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 楽観論という表現が正

しいかどうかわかりませんけれども、日米両政府は、

この普天間飛行場の辺野古移設を唯一の解決策だとい

うことは変えておりませんで、公式にはそういったも

のが進むであろうと言っている方々がかなりいらっ

しゃるというふうに認識しております。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん その楽観論、楽観視というのがな

ぜ起こっているんですか。それはどのような今認識を

持っていらっしゃるのか。起こっている楽観論という

のは何を根拠に楽観論を持っていらっしゃるのかです

ね、相手が。 
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○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 楽観論という表現がこ

の議会の場で、県がそういう表現をとるということは

ちょっと控えたいと思っておりますけれども、日米両

政府の意思である現行案に沿って進めるということに

ついて、国家の意思として受けとめているという方々

が多い、そういうふうに理解しております。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん 公室長が訪米をされる際に、その

楽観論を打ち消しに行きたいということで行かれてい

るんですか。その楽観論に関してこれは事実と違う

と、ぜひ県としてはこのような楽観論を否定しなくて

はならないというような取り組みですか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 何か考えを変えてくだ

さいというようなことではございませんで、現実に沖

縄県知事は県外移設を求めていると。さらに県内の市

町村の動向でありますとか議会の動向も含めて、こう

いうことが起こっているということを正確にお伝えす

るということをしております。 

○仲村 未央さん 済みません、議長、休憩お願いし

ます。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時57分休憩 

   午前10時57分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 私は、訪米のたびに知

事が県外移設を求めているという事実、さらに県議会

の動向、メディア、市町村の動向といったものを正確

に客観的にお伝えするということをやっております。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん それで知事にお尋ねしますが、今

のその楽観論ですね。知事が県外移設を訴えている、

あるいは県民挙げてこれだけこぞって反対の行動、意

思表示が明確であるにもかかわらず楽観論が起こると

いうこと、それはどうして楽観論が起こるんだろうと

いうような心当たりございますか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 心当たりもありませんし、

何か、今、議員の表現で楽観論という話ですが、何と

かなるというような感じのムードが空気があるという

ふうなことは聞くことがあるんですが、ただ恐らくこ

れはここに領事館があり、アメリカ大使館があり、そ

ういう中で、彼らの情報がどんなふうなとり方をして

いるか。そういうことでファクト、事実はこうなんだ

よという県民の考え、私の考えも含めてこれを、私も

４回行きましたがこの沖縄の実情と考え方というのを

伝えに我々は行っているわけで、もし知事公室長が行

くたびにというような表現をなされましたが、もしそ

ういうふうなお疑いがあるなら、彼にもファクトをい

ろんな人に伝えるようにというのを一番のミッション

にして行ってもらっています。 

 そういうことで、なお、今おっしゃる楽観的ムード

というか空気というのが那辺、何を原因に起こってい

るのかについては我々もよくわかりません。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん それでは、その非常に不本意な、

そのような楽観的見方が広がっているというようなの

が知事の認識であるというふうに理解をしますが、そ

のことを流布しているというか、それは政府によって

今の非現実的なその硬直した状態にある今の計画が進

むというような楽観的な観測を、知事が承認するであ

ろうという観測を、日本政府のほうが国としてアメリ

カにそのような情報を流しているのだというような認

識ですか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） この楽観論と今議員がおっ

しゃっていることも先ほど申し上げましたが、どんな

ぐあいのどんな内容のどんな濃さの、しかも広がって

いるとおっしゃるが私はそういう答弁したつもりはあ

りません。何かそれらしいことが言われているらしい

というだけであって、広がりとか厚みとか、それは私

は知りません、そんなことは。それでいわんや、その

ものがどれぐらいのボリュームで、どれぐらいの核心

で、どんなレベルにどうしているかなどというのは、

私は全く関心もないし聞いてもいません。したがっ

て、その原因が今おっしゃった、ないしはいろんなお

考えで想像もされておられると思うんですが、こうい

うものがどこから発生しているかも私のほうでは全く

わかっておりません。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん もともと公室長が何度も楽観論を

否定しに行きたいというような趣旨の発言をされてい

るものですから、そんなに楽観視があるのかなと思っ

てその根拠は果たして何だろうと。県民はこれだけ反

対しているのに楽観論が広がるというのは、非常に不

本意なことであろうというふうに知事の感想を聞きた

かったということです。 

 それで最後になりますが、定住条件のコストの削

減、これは執行率が５％にも満たないということにつ

いて、非常にこの事業に関して課題が多いのではない
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かというふうに思われますが、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） 先ほど御答弁したとおり、

５％という非常に低い数字になっております。離島の

定住条件、今議員がおっしゃられましたけれども、

我々この計画の中で今回大体大きなポイントを３つ、

４つ、離島の定住条件これまでやってないものをやり

ました。１つは、やはり人の移動、これを低減をして

いく。そしてもう一つは、高校のない離島の子供たち

の教育の条件、そして後は小さな市町村ですね、船舶

とかそういうふうなものを購入する資金を支援する。

そして最後に、今質問に出ました離島の生活コストの

低減とそういうふうなことがありました。交通コスト

については非常に効果がありまして、昨年は47％ふえ

ました。ところが、この生活コストの低減というもの

はこれはなかなか非常に難しいものがございます。１

つは、自由競争の世界でどのような形で支援をすれば

離島の住民の人たちに安いコストで物品が届くのかと

いうふうなことでございますけれども、そういうふう

なものの非常に仕組みに苦労しまして、昨年の10月に

ようやくこれは開始をいたしました。実験事業でこの

４島だけでの話でしたけれども、実際に走ってみると

なかなかこの仕組みがうまくいかないというふうなこ

とが実はこの５％という執行率の中でわかっておりま

す。それで今回はこれを見直しまして、いわゆる石油

化学の離島の補助制度これを活用するような形でいわ

ゆる離島に運ぶ物品の輸送コスト全般に支援をすると

いうふうなことで見直しをしていこうと思っておりま

す。 

 そういうふうな形でやりますと、ことしのような形

の執行率ではなくてより住民が実感できるようなそう

いう定住支援になるような形の仕組みになっていくだ

ろうというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん 企画部長、今年度の執行見込みは

このスキームでいくと何％になりそうですか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） お答えいたします。 

 10月までは現行のスキームでやりまして、11月から

実は今、川上副知事がおっしゃったような形で見直し

を行いたいと思います。対象品目の拡充、家電製品も

入れるとか、それから今指定卸業者という形でやって

いましたが、それを廃止しまして海上輸送についての

ものについての全てを対象にすると、輸送経費にする

というような形で拡充を行いたいと思っています。そ

ういったことを入れますと、11月から新しい制度に

やったとした場合には51.9％、約52％まで上がるだろ

うと。次年度以降はこれをこれから関係部局との調整

をさせていただきますが、もしこれが新しいスキーム

で予算が認められるのであれば９割以上、我々は

100％を目指して執行率を頑張りたいというふうに考

えております。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん ぜひ早急な見直しを……、１億

3000万も組んで600万しか執行しないということであ

れば、一括交付金のあり方としていかがかと。それか

らその事業の評価が皆さんのＰＤＣＡによると「順

調」なんですよね。５％以下で「順調」という評価は

県民目線からしていかがなものかと思います。 

 それから最後に、知事に答えていただいた、障害が

ある人もない人ものその相談員、これは市町村必置に

なるというふうに理解をしてよいのか、お尋ねいたし

ます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） この障害のある人の

福祉に関する相談業務、これについては障害者総合支

援法により市町村が行うものとして義務づけられてお

りまして、その費用についても交付税措置をされてい

るという状況であります。 

○仲村 未央さん 議長、休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時７分休憩 

   午前11時７分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 差別事例相談員も含

めてこういった福祉に関する相談業務ということであ

ります。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

○仲村 未央さん そうであれば、これ予算措置もさ

れて必置であるというふうに理解をします。その中

で、ぜひとも市町村とよく連携をしてその条例の正否

を、かなめとなる存在だと思いますのでよろしくお願

いいたします。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 儀間光秀君。 

   〔儀間光秀君登壇〕 

○儀間 光秀君 ハイサイ グスーヨー ウガナビ

ラ。 

 そうぞう会派の儀間光秀でございます。 

 私たち世代は、方言のある環境の中で育った人が少

なく、私もその一人でございます。また、話すことが
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できなくて、聞くことはできるんですけれども、この

継承・普及に努めてまいるとともに、また一方では、

私は伊是名村と大宜味村にルーツを持つ、その地域の

言葉も大切にしながら継承していくことを改めて決意

をし、通告に従い一般質問を行います。 

 １、観光と世界遺産について伺います。 

 2000年12月に世界遺産に登録された琉球王国のグス

ク及び関連遺産群、首里城址を初め今帰仁城址、中城

城址、勝連城址、座喜味城址の５つのグスクと４つの

関連遺産群で形成されております。琉球王国時代をし

のばせる世界遺産群は、本土の城には見られないやわ

らかさと優雅さを備えており、城壁は曲線で構成さ

れ、まるで鳥が羽を広げたように美しく伸び、見事に

かみ合った琉球石灰岩の石積みはまさに芸術品で、多

くの人を魅了しているものだと思います。各城址の特

徴や魅力を、県民はもとより観光客にアピールし、琉

球王国時代の歴史により一層、予算手当てをし、観光

資源として活用していただきたいと思います。 

 そこでお伺いします。 

 (1)、各城址の整備状況について伺います。 

 (2)、世界遺産への観光客入客数を伺います。 

 (3)、今後の展望（入客目標等）を伺います。 

 ２、県道浦添西原線（港川道路）についてお伺いし

ます。 

 道路のアンバランスな使われ方や那覇都市圏の深刻

な交通渋滞、東西分断による沖縄自動車道インター

チェンジへのアクセス性の低下などの交通問題を解消

するため、国道58号、329号及びその中間に位置する

沖縄自動車道を柱としたはしご状の道路ネットワーク

構築が望まれます。 

 そこでお伺いいたします。 

 (1)、当初計画を伺います。 

 (2)、進捗状況を伺います。 

 (3)、今後の計画をお伺いします。 

 ３、那覇港港湾機能再編計画についてお伺いいたし

ます。 

 (1)、当初計画をお伺いいたします。 

 (2)、進捗状況をお伺いいたします。 

 ４、去年公募された特別養護老人ホーム整備状況に

ついて。 

 (1)、進捗状況をお伺いいたします。 

 ５、（仮称）空手道会館について。 

 (1)、進捗状況をお伺いし、答弁の後に指定席より再

質問させていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 儀間光秀議員の御質問に答

弁をいたします。 

 第１に、観光と世界遺産についての御質問の中で、

世界遺産の整備状況についてという御趣旨の御質問に

答弁をいたします。 

 琉球王国のグスク及び関連遺産群には多くの観光客

が訪れており、重要な観光資源と認識いたしておりま

す。 

 沖縄県におきましては、観光客の利便性向上を目的

に周辺の整備事業を実施し、これまでに首里城につな

がる歴史の道の復元などを行っております。また、世

界遺産を所管する関係機関においても、案内所や駐車

場などの整備が進められているところでございます。  

 次に、空手道会館についての御質問の中で、空手道

会館の進捗状況についてという御趣旨の御質問にお答

えいたします。 

 空手道会館の建設につきましては、現在、建物の建

築設計や用地測量等に取り組んでおります。また、管

理運営の方法と沖縄伝統空手を紹介するための展示施

設に関する計画の策定についても、並行して作業を進

めているところであります。 

 その他の御質問については、副知事、部局長等から

答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 観光と世界遺産に関する御

質問の中で、今後の展望についてお答えしたいと思い

ます。 

 県が世界遺産を所管している地元自治体等に確認し

たところ、入場者数の目標は定めていないとのことで

あります。一方で、県教育委員会によりますと、世界

遺産の一部では急激な観光客の増加による質の低下等

が課題として挙げられております。 

 県としては、世界遺産は沖縄の魅力を世界に発信で

きる貴重な文化資産であることから、関係機関と連携

し、保全を図りながら観光にも活用していきたいと考

えております。  

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 那覇港港湾機能再編計画に

ついての御質問の中で、那覇港港湾機能再編計画の当

初計画、進捗状況についてお答えいたします。３の

(1)、(2)は関連いたしますので一括してお答えをさせて

いただきます。 

 那覇港港湾機能再編計画については、那覇港管理組
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合が事業主体となり推進されております。再編計画に

おける当初計画は、新港埠頭地区から浦添埠頭地区へ

貨物船をシフトし、那覇埠頭地区から新港埠頭地区へ

本土航路フェリーを移転するものであります。さら

に、泊埠頭地区から那覇埠頭へ離島フェリーを移転

し、泊埠頭は観光拠点として遊覧船等を集約する計画

となっております。 

 進捗状況につきましては、浦添埠頭地区において、

８号岸壁等の新たな施設が平成24年度に完了してお

り、さらに貨物を一時保管する上屋を今年中に整備す

る予定と聞いております。また、泊埠頭地区は、関係

離島町村・船会社への意向調査と航路利用者へのアン

ケート調査を実施しており、今後も引き続き関係機関

との調整を進めていくとのことであります。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 湧川盛順君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 観光と世界

遺産に関する御質問の中の、世界遺産への観光客入客

数についてお答えいたします。 

 世界遺産への入場者総数は、県が地元自治体等に確

認したところ、平成24年で約326万人となっておりま

す。 

 以上でございます。  

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 県道浦添西原線

（港川道路）についての御質問の中で、港川道路の当

初計画、進捗状況、今後の計画についてお答えいたし

ます。２の(1)、(2)及び(3)は関連いたしますので一括し

てお答えさせていただきます。 

 港川道路は、延長1.6キロメートル、幅員30メート

ルの道路で、総事業費は約47億円となっており、平成

19年度から事業に着手し、平成26年度の供用を目指し

整備を進めてまいりました。平成24年度末の事業進捗

率は事業費ベースで約73％、用地取得率は面積ベース

で約64％となっており、用地取得の難航等で事業の進

捗がおくれております。平成25年度は一部工事も実施

しているところでありますが、今後も地元の協力を得

ながら用地取得に努め、平成20年代後半の供用を目指

し取り組んでいく考えでございます。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 去年公募された特別

養護老人ホーム整備についての御質問の中で、特別養

護老人ホーム整備の進捗状況についてお答えいたしま

す。 

 特別養護老人ホームの整備については、市町村の需

要等を踏まえた沖縄県高齢者保健福祉計画に基づき取

り組んでいるところであります。平成25年度は、当該

計画に基づき沖縄市に90床、浦添市に110床、合計２

施設200床を整備する予定であり、平成24年度中に整

備法人を公募し決定いたしました。現在は両施設とも

図面調整が終了し、今後それぞれの法人により建築業

者が入札決定され、建築工事に着工する予定となって

おります。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 儀間光秀君。 

○儀間 光秀君 再質問をさせていただきます。 

 整備状況の中で、地域の案内所とか駐車場の整備を

進めているという答弁でしたけれども、それ以外に当

該市、あるいは村から要望というのは、実際今現在の

ところ県のほうに上がってきていますでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 現在のとこ

ろ市町村から要望が上がっているということは聞いて

おりません。 

○議長（喜納昌春君） 儀間光秀君。 

○儀間 光秀君 グスク跡は各、今帰仁、読谷、ある

いはうるま市、中城村、首里城は国の出先が管理運営

していますのでちょっと省かせてもらうんですけれど

も、この４つのグスクの地域の人たちは、やっぱりふ

るさとのシンボルだ、あるいは象徴である、誇りであ

るという思いで地域のまちおこしのために、日ごろか

ら観光客を含めたお客さんが気持ちよく来ていただけ

るように、地域の各種団体等含めてボランティア活動

で清掃をしたり、あるいはボランティアのガイド等も

いるとお聞きしております。そういった人々が今一生

懸命、世界遺産を保全しながら努めているんですけれ

ども、そういった意味からおいても、県の皆さんもそ

ういった思いを共有しているのか、ひとつ確認をさせ

ていただけませんでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） まず、世界

遺産に対して県が取り組んできた状況をちょっと御説

明させていただきますと、ユネスコの世界遺産登録を

受けて、県としてもできるだけ観光地としての利便

性、それから魅力の向上を図っていくということで、

世界遺産周辺整備事業というのを５年間かけて約20億

円の予算で整備をしてまいりました。一通り市町村か

らの要望に対する整備はこれで整ったのかなと思って
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いるところでございます。それからあわせて４カ国語

のパンフレットを作成して、この情報発信にも努めて

きたところでございます。そういった取り組みもあっ

て、世界遺産に対する入場者数というのが、先ほど御

説明しましたとおり全体で326万という方々が訪れて

おります。そういうことで非常に沖縄の観光にとって

貴重な観光資源だというふうに認識しております。 

 そういったことで今後求められてくるのは、やはり

この世界遺産を活用したいわゆるソフト的な、そこに

訪れるような仕組みをどうつくっていくかということ

でございますので、そのあたりについては、また市町

村それから地元の観光協会等と連携しながら取り組ん

でいきたいと思っております。 

○議長（喜納昌春君） 儀間光秀君。 

○儀間 光秀君 勝連、今はうるま市ですね。うるま

市で見られるように、やっぱり現代版組踊「肝高の阿

麻和利」ですか、子供たちが夢と希望を持って一生懸

命稽古に励んで、県内はもとより県外のほうにも公演

に出て、我が町の歴史を振り返ったときに、我が町の

観光ＰＲの一つにも、子供たちも情操教育の中で、子

供たちの教育の中でもいい役割をしていると思いま

す。 

 今、24年度、326万人とおっしゃったんですけれど

も、私はまだまだいけると思うんです。世界遺産、

今、首里城を含めて関連群を含めてあるんですけれど

も、沖縄県民でも世界遺産に登録されているという認

識を持っている方が少ないと思うんですけれども、そ

の辺はいかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 世界遺産登

録としてのことなんですけれども、それぞれの単体の

グスクとか関連遺産群については、それぞれ県民の

方、観光客の方も知っておられるんですが、なかなか

この５つのグスクと４つの関連群、それを一つのまと

まりとして世界遺産群であるということがなかなか伝

わっていないというのがある調査でも現状のようでご

ざいます。それで、先ほど申し上げましたように、一

応パンフレットもつくっていろいろ案内しているとこ

ろですが、やはりまとまった形での紹介のあり方とい

うのをちょっとまた工夫しながらやっていくことも必

要かなと思っているところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 儀間光秀君。 

○儀間 光秀君 関連群では認知度が薄いというんで

すけれども、私は一つ一つの城をとってもまだまだ認

知されていない、県民に多いと思っていますので、そ

の辺、周知・告知というんですかアピールのほうを

もっと力を入れてほしいなと思います。 

 あと１つ、文化庁の予算等が入って一括交付金等が

活用できない部分もあるとは思うんですけれども、周

辺整備の中でぜひできるところから城を復元して、そ

の中に資料館等を併設する中で、観光客やあるいは修

学旅行生、あるいは県内の小・中・高校生が遠足等で

活用できるような施設をぜひ当該の市村と連携してつ

くって、その中でまず見たら、例えば中城城址はこう

いうものだったんだなと、イメージを持って中城城址

を訪ねていくと。そのほうがより観光客も、あるいは

修学旅行生、県内の小・中・高校の遠足がふえると同

時に、また、見た方々が地域に戻って口コミでＰＲし

て、沖縄に行ったらそこに何があるよというＰＲにも

なると思うんで、ぜひ当該市村と一体となって、一括

交付金を活用しながらでも結構ですので、それをぜひ

つくっていただいたら、また新たな沖縄の観光資源の

ＰＲになるかなと思うと同時に、滞在日数の増加にも

つながると思うんですけれども、その辺どうですか。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 今御指摘の

とおり、グスクそして関連遺産群については単なる観

光地としてではなく、やはり沖縄の歴史、文化も引っ

くるめて理解していただくためにすごく重要な役割を

果たしていると思います。それは観光客のみならず、

また県民についても非常に重要な役割を持っていると

思っておりますので、市町村、それから観光協会と一

緒になりながら、活用のあり方、ソフト的な活用のあ

り方、それから整備についても関係部署とも連携しな

がら取り組んでいきたいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 儀間光秀君。 

○儀間 光秀君 ぜひよろしくお願いします。 

 次に、ちょっと前後するんですけれども、港湾の再

編計画についてお願いします。 

 当初は、2012年度中に国内物流ターミナル整備の一

環で、要するに屋根つきの上屋を進めるというお話を

お聞きしているんですけれども、これが１年ずれて今

年度で整備して、その後に、当初は13年度から本土航

路の浦添地区に移動させる予定と、１年ぐらいずれて

いるかなと思うんですけれども、そういう認識でよろ

しいですか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 那覇港の再編計画

についての御質問ですけれども、先ほどの上屋につき

ましては、ことしじゅうに整備する予定だと港湾管理

組合からは聞いております。さらに、この再編計画で

は４つぐらいありますけれども、新港埠頭地区から浦
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添埠頭地区への貨物船のシフトにつきましては、この

上屋を整備することによって一旦準備が完了しますの

でこれはできますが、それ以外につきましてはまだな

かなか実現するというところまでは至っていないと。

特に、泊埠頭地区では関係離島町村などへアンケート

調査を実施しておりますけれども、泊埠頭から移ると

いうことに対して、かなりの抵抗があるというような

ことも聞いております。 

○議長（喜納昌春君） 儀間光秀君。 

○儀間 光秀君 それに伴う現在の地区での貨物量

と、移動してからの貨物量というのは変わりますか。

取扱数、貨物量ですね。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 休憩お願いしま

す。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時34分休憩 

   午前11時34分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 埠頭が移動いたし

ましても、貨物量は基本的には変わらないというふう

に港湾管理組合からは聞いております。 

○議長（喜納昌春君） 儀間光秀君。 

○儀間 光秀君 港湾というのはお互い県民の胃袋を

含めて、港湾がしっかりしないと県外・海外から入っ

てくる荷物は90％以上も港湾だと思います。そこを

しっかり今後も整備していただきたいと思います。 

 次に移らせていただきたいと思います。 

 県道浦添西原線についてです。 

 この一帯は御存じのように慢性的な交通渋滞があっ

て、国立劇場周辺あるいは浦添の勢理客から牧港の58

号のこの区間、もう昼夜問わず慢性的に混雑している

んです。この地域に居住している人もそうなんですけ

れども、日ごろ社会活動の中で利用する方々からもよ

く聞くんですけれども、どうにかならないかというこ

とで、たくさんの方々からそういう意見が寄せられる

んですけれども、そういう慢性的な渋滞に関しての認

識をお聞かせください。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） まさしく議員御指

摘のとおりでございまして、先ほど議員のお話にもご

ざいましたけれども、これは西海岸道路、それから国

道58号、さらには自動車道、それから329号というこ

の縦のラインを横につなぐ４車線の大変重要な道路で

ございます。これは渋滞解消ということだけではな

く、いろいろな産業関係にも使える道路だということ

で私どもも力を入れて整備に取り組んでいるところで

ございます。 

○議長（喜納昌春君） 儀間光秀君。 

○儀間 光秀君 その浦添西原線の事業と並行して、

国の事業なんですけれども、臨港道路浦添線やあるい

は那覇北道路が本開通をする前倒しで暫定的に供用開

始をするという話があるようなんですけれども、県の

ほうにはそういう話は届いていますか。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 休憩お願いしま

す。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時37分休憩 

   午前11時37分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 暫定供用の話につ

いては、まだ正式には私は伺っておりません。 

○議長（喜納昌春君） 儀間光秀君。 

○儀間 光秀君 ９月20日に浦添商工会議所の湧川会

頭が、部長のところに要請にお邪魔したと思います。

その中で、湧川会頭が今のこの浦添西原線の事業に関

して、先ほどと重なるようなんですけれども、国道58

号の渋滞解消や、同様に建設計画が進む周辺道路――

先ほどおっしゃった臨港道路浦添線と那覇北道路を指

しているとは思うんですけれども――とのアクセス強

化などが期待されているが、先ほど答弁でもあったん

ですが、用地取得のおくれが指摘されたと。それに対

して部長は、用地取得のおくれは認めますと。先ほど

の答弁では用地取得は64％でしたかね、そのおくれた

原因、理由をお聞かせください。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） まず用地取得のお

くれの前に、議員からお話のありました浦添市の商工

会議所の方々がせんだって見えて、早期整備の要請と

いうこととともに、用地取得については商工会議所と

しても協力をしていきたいというふうに大変ありがた

い協力の申し出がございました。 

 それで用地取得のおくれですけれども、細かい話を

しますと、これは個人情報にひっかかる部分がござい

ますので一般的なことで言わせてもらいますと、まず

この土地というものに対しての思い、先祖代々引き継

がれていた土地であったり、あるいはもう長年そちら

に暮らしている土地であったりというようなことでな

かなか用地取得が進まないという場合もございます。

それからまた、用地単価について、土地の所有者が考

えている単価と私どもが鑑定評価をいただいた単価に
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かなり差があるというようなケースもございます。そ

れからまた、土地所有者の御家庭のいろんな事情に

よってなかなか用地交渉自体ができないというような

ケースもございます。いろんなケースがございます。

そういったようなことでおくれてはいますけれども、

商工会議所の方々も協力したいと言っておりますし、

また私どもも公共用地補償機構などいろんな外部の力

もかりながら強力に進めていきたいと考えているとこ

ろでございます。 

○議長（喜納昌春君） 儀間光秀君。 

○儀間 光秀君 先ほども港湾計画の中で答弁をいた

だいたんですけれども、新港埠頭から国内貨物の船が

浦添埠頭に第１段階で移設していく。それは今年度以

降というお話なんですけれども、イメージすると、そ

の埠頭の東側というんですか、南側に西洲卸売団地が

ございます。先ほど話したように、あの一帯は今でも

交通渋滞が慢性化しているんですけれども、あの地域

は県内の物流の拠点でもあるし、私は産業の拠点でも

あると思います。そういう中で港川道路、浦添西原線

が開通はしないで、臨港道路あるいは那覇北道路が国

道58号と平行して南北間をつないでいくと。そこに今

でさえ渋滞あるいは経済的弊害、損失がある中で、さ

らに埠頭が入ってくると、まさしくその一帯はもうと

んでもない渋滞と経済損失が生まれると私は認識する

んですけれども、県のお考えはいかがなものでしょう

か、お聞かせください。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 確かに西洲の周辺

は大変混雑しておりますし、また入居者も多いという

ようなことがございますので、もし浦添埠頭のほうに

移転する場合には、そういった交通需要もよく予測を

しながらやっていくべきだというふうに考えておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 儀間光秀君。 

○儀間 光秀君 ぜひその辺も考えて、経済の損失に

陥らないように港湾計画あるいは道路計画も一体と

なって進めていただきたいなと思います。 

 ちょっと休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時42分休憩 

   午前11時42分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

○儀間 光秀君 去年公募された特別養護老人ホー

ム、沖縄市に１施設、浦添市に１施設、トータル２つ

の施設で200床公募されたんですけれども、今現在、

中部広域の中で入所希望者というんですか、人数等を

教えていただけますでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時43分休憩 

   午前11時43分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 今現在、資料を持ち

合わせておりませんけれども、県の高齢者保健福祉計

画で平成24年から26年度の間に整備する特養は何床で

すということで、その計画に合わせて各圏域ごとのそ

ういった必要な数は出してもらって、それで整備して

いるという状況であります。 

○議長（喜納昌春君） 儀間光秀君。 

○儀間 光秀君 去年の公募要項があるんですけれど

も、その公募の趣旨の中で、平成25年度に整備をする

こととしているとあるんですけれども、25年度、残す

ところ数カ月なんですけれども、今のこの施設の状

況、僕は先ほどの部長の答弁でびっくりしたんですけ

れども、図面調整が終了した段階だという答弁だった

んですけれども、間違いございませんね。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） そのとおりです。 

○議長（喜納昌春君） 儀間光秀君。 

○儀間 光秀君 25年度で整備できるんですか。逆に

言えば、私の認識が間違いであればいいんですけれど

も、25年度で整備するというのであれば、３月までに

既にもう完成していないといけないと思うんですね、

４月から開所できるように。その公募だと思います。

今、図面調整が終了した。とても理解できないんです

けれども、もう少し細かく説明できませんでしょう

か。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 今回整備する法人に

つきましては、沖縄市に整備する法人につきまして

は、法人の認可手続、こういったものが沖縄市に移行

したというふうなことで手続を沖縄市のほうで行って

おりますけれども、そういった一連の法人認可手続に

当初見込みより時間を要したというようなことがある

ということと、また、浦添市に設置予定の社会法人に

おいては図面の調整にいろいろ時間を要したというこ

とでありまして、今年度の事業でありますので、今年

度で事業を行ってもらうというふうなことが基本だと

いうふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 儀間光秀君。 

○儀間 光秀君 応募書類の中に、計画全体の工程表

があるんですね。この計画全体の工程表というのは、
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竣工する、物が完成するまでの工程表だと認識するん

ですけれども、その辺はいかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） そのようなことだと

認識しております。 

○議長（喜納昌春君） 儀間光秀君。 

○儀間 光秀君 そのような中で、県はもう交付した

からいいという認識なのか。やっぱり完成するまで

しっかりポイントポイントでチェックをしないといけ

ないと思うんですけれども、その辺、チェックする、

ポイントポイントでやる場面はなかったんですか。工

程表どおり進んでいるか、全体の工程表どおり進んで

いるかのチェック。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） この整備に関しては

随時、そういう整備法人と調整は重ねてきておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 儀間光秀君。 

○儀間 光秀君 その中での図面調整が今終わったと

いう認識でよろしいんですね。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 先ほども説明いたし

ましたけれども、そういったいろいろおくれるような

そういった理由などもありまして、今現在になってい

るということであります。 

○議長（喜納昌春君） 儀間光秀君。 

○儀間 光秀君 たしかこれは去年の11月に決定した

案件だと思うんですね。もうやがて１年たちます。そ

れで今のこの状態、私はまだ納得はしていないんです

けれども、過去にそういう例はございますか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時48分休憩 

   午前11時49分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 過去にもそういうふ

うにおくれたような事例はあります。 

○議長（喜納昌春君） 儀間光秀君。 

○儀間 光秀君 部長、過去にそういうのがあって、

今回もそういうのがあるというのは全くおかしいと思

うんですね。過去のものが全然反省になっていない。

過去もあって、今回も同じようなこと。じゃ、今後も

そういうのがあり得るということですか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 今後はそういった今

回のようなことが起こらないようにしっかり取り組ん

でいきたいというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 儀間光秀君。 

○儀間 光秀君 部長、もう一つ聞きます。 

 この浦添の施設予定地の現状は今どういう状態です

か。場所の現状を教えてください。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時49分休憩 

   午前11時50分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 浦添市の仲西であり

ますけれども、そこで場所は決まっているということ

であります。 

○議長（喜納昌春君） 儀間光秀君。 

○儀間 光秀君 ちょっと休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時51分休憩 

   午前11時52分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 開発行為とかあるい

は農地転用申請が必要な場所でないというふうなこと

はわかっております。 

○議長（喜納昌春君） 儀間光秀君。 

○儀間 光秀君 部長、恐らく契約駐車場ですよ。以

前はそうでした、以前は。今も通ると車はとまってい

るんです。これが無断でとめているかどうかは私も認

識はしていないんですけれども、それを見る人は、以

前もずっと車がいっぱいとまっていて契約駐車場なの

で、今も数台とまっています。その辺改めて確認し

て、その社会法人に県として指導するように要望して

終わりたいと思います。 

 ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時53分休憩 

   午後１時25分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 午前に引き続き質問及び質疑を行います。 

 呉屋 宏君。 

   〔呉屋 宏君登壇〕 

○呉屋  宏君 午後一番です。こんにちは。 

 きょう10月２日は豆腐の日だそうですね。きのうは

ゴーヤーの日というのはわかりましたか。きのうは僕

の誕生日なものですからゴーヤーの日だったんです

ね、きのうはゴーヤーづくしでしたけれども。 
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 これから一般質問します。 

 普通は３つぐらいしかやらないんですが、きょうは

５つやって欲張っていますので、時間がありませんか

らさっさと行きたいと思います。 

 １番、過積載について。 

 (1)、現状報告を求める。 

 (2)、現在の課題とこれからの方向性を伺う。 

 ２番、道路工事と環境問題について。 

 (1)、アスファルト切断汚濁水の取り扱いについて。 

 ３番、行政との訴訟について。 

 (1)、スラップ訴訟とはどのようなことを指すか。 

 (2)、スラップ訴訟をチェックする機関は、判断する

機関は存在するか。 

 ４番、沖縄の長寿県復活について。 

 (1)、沖縄県の現状について。 

 (2)、健康おきなわ2010の総括について伺う。 

 (3)、41市町村の国保特別会計について現状を伺う。 

 ５番、沖縄における在日米軍施設・区域に関する統

合計画について。 

 (1)、同計画の進捗状況を伺う。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事  仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 呉屋宏議員の御質問に答弁

をいたします。 

 第１に、沖縄の長寿県復活についての御質問の中

で、沖縄県の現状についてという御趣旨の御質問にお

答えいたします。 

 沖縄県では、これまで健康おきなわ21計画に基づ

き、県民の健康づくりを進めてまいりました。しかし

ながら、肥満者の割合が全国を上回るなど、生活習慣

の改善が課題となっております。このようなことか

ら、全庁的に組織する「健康長寿おきなわ復活推進本

部」を発足させ、2040年までに平均寿命日本一復活を

目指すことといたしております。 

 施策の実施に当たりましては、市町村や各種団体な

どを含めました県民会議を設置し、官民一体となった

取り組みを行ってまいる所存でございます。 

 次に、沖縄における在日米軍施設・区域に関する統

合計画についての御質問の中で、統合計画の進捗状況

についての御質問にお答えいたします。 

 この統合計画につきましては、十数カ所のいわば返

還時期というようなものが公表されたりいたしており

ますけれども、市町村と我々が一緒になって具体的な

返還の手順、さらには跡地利用が効果的かつ円滑に進

められるよう配慮することなどなど、これが例えば施

設・区域の使用履歴ヒストリーがはっきりしてないの

で、この土壌調査などなども含めてデータと情報をき

ちっと出してもらいたいなどなど大きく５項目に分け

たものを政府に要求をいたしております。まだ返事は

いただいておりませんけれども、そういう大枠は進め

ながら現実に発表されたものとしては、沖縄における

在日米軍施設・区域に関する統合計画につきまして

は、牧港補給地区の北側進入路について返還が実現い

たしております。また、キャンプ瑞慶覧の西普天間住

宅地区、施設技術部地区内の一部及び白比川沿岸区

域、そして牧港補給地区の第５ゲート付近の区域が日

米合同委員会で返還合意がされております。防衛省

は、今後も沖縄県及び関係市町村に対し、可能な限り

の情報提供に努めるとのことでございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 道路工事と環境問題に関す

る御質問の中で、アスファルト切断汚濁水についてお

答えをしたいと思います。 

 アスファルト切断時に生じる濁水の取り扱いについ

ては、平成24年３月に各市町村長、各保健所長及び一

般社団法人沖縄県産業廃棄物協会に対して、産業廃棄

物の汚泥として適正に処理するよう通知しています。

また、汚泥の処理方法としては、焼却、脱水、管理型

処分場への埋め立て等がありますが、この処理方法等

について国へ照会したところ、問題ないことを確認し

ています。 

 県としましては、今後とも土木建築部等関係機関と

連携しながら、適正処理を推進していきたいと考えて

おります。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 過積載についての御質問の

中で、過積載についての現状及び課題と方向性につい

て、これは１の(1)と(2)は関連いたしますので一括して

答弁をさせていただきます。 

 県における過積載防止対策としては、年４回の定期

的な現場総点検を実施しているところであり、平成24

年度も工事件数として約570件、車両台数として約900

台について点検を実施し、現場における過積載防止に

取り組んでおります。 

 県においては、本年度の公共工事設計労務単価は昨

年に比べ平均12.3％上昇しており、ダンプトラック運
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転手の労務単価についても、１日当たり１万5600円か

ら１万7000円へと引き上げられております。また、技

能労働者等への適正な賃金の支払いについて業界団体

へ要請を行ったところであります。 

 今後とも現場における過積載防止について指導、点

検を推進するとともに、業界団体を初め関係機関と連

携を図ってまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 道路工事と環境問

題についての御質問の中で、アスファルトの切断汚濁

水についてお答えいたします。 

 アスファルト舗装版を切断する際に発生する汚濁水

については汚泥として、廃棄物処理法に基づき適正に

処理するよう関係部局、市町村、建設業関係団体に通

知しております。その中で、回収方法については、濁

水回収機能を有するカッターや工業用掃除機、その他

の方法により、直接現場外に排水することなく適正に

処理することや、回収した汚濁水は、元請業者または

収集運搬業者により産業廃棄物処理場で処分すること

となっております。 

 今後とも、公共工事における適正処理に努めてまい

ります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 小橋川健二君登壇〕 

○総務部長（小橋川健二君） 行政との訴訟につい

て、スラップ訴訟に関しまして、(1)と(2)は関連いた

しますので一括してお答えをいたします。 

 いわゆるスラップ訴訟とは、我が国においてはいま

だ確立した法概念ではございませんが、米国において

は、公的意見表明の妨害を狙って提訴される民事訴訟

を言うものと承知をしております。また、我が国にお

いて、いわゆるスラップ訴訟をチェックする機関、判

断する機関としての特別の機関はなく、裁判所によっ

て判断されるものと承知しております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 沖縄県の長寿県復活

についての御質問の中で、健康おきなわ21の総括につ

いてお答えいたします。 

 沖縄県では、平成14年に策定した「健康おきなわ

2010」や、長寿世界一復活に向けたアクションプラン

として平成20年に改定した「健康おきなわ21」に基づ

き、生活習慣病の予防対策など県民の健康づくりを進

めてまいりました。これまでの評価として平均寿命は

男女とも延伸しましたが、全国順位は下がりました。

また、20歳から64歳までの年齢調整死亡率は男女とも

減少しましたが、全国を上回っております。食生活に

関しては脂肪摂取量が多く、野菜摂取量が少ないこ

と、成人肥満者の割合が全国平均を上回り、肝疾患の

死亡率も男女とも高いことが本県の課題となっており

ます。 

 今後は、肥満率の減少、多量飲酒対策、健診受診率

向上など生活習慣病の予防対策に重点的に取り組んで

まいります。 

 次に、市町村国保特別会計の現状についてお答えい

たします。 

 平成23年度の本県市町村国保における決算収支は、

52億3980万円の赤字で、赤字保険者は、41市町村のう

ち10市町村となっております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 過積載から先に質問させていただき

ますが、６月の議会でこの件について皆さんに認識を

一つにしていただきました。 

 私は、２月の予算特別委員会から始めて、今度で正

式な場で３回この話をします。海洋博時代の過積載が

いまだにこの現代においてもまだ続いているというと

ころに私は大きな問題があるのではないかと思ってい

るんです。 

 私は、一生懸命働いても働いてもそれでも４万、５

万しか取らないこのダンプ。今、先ほど答弁がありま

したけれども、１万5000円が１万7000円になっている

とか。これは積算の公共に持ち込む赤土だとかそうい

うものの単価なんです。問題は民間なんですよ。つま

り砂利採取をして、生コン事業者に持っていくこの間

がどうにもならないんです。ですから、これは本当に

警察行政もあるいは一般の行政も政治も、本当に私は

この質問をするたびに無力さを感じます。何にも手を

突っ込めないのか、これが民間だから手を突っ込めな

いのか。いや、何かあるはずだということをずっと考

えてまいりました。 

 ここに子育てを２人、３名して、そして免許を停止

された人たちがいます。免許が停止されている、飯が

食えない。最終的には、家庭が崩壊をして母子家庭の

手当をもらって、そして偽装離婚ではないかもしれな

いけれども、そういうような状況で最終的には弱者に

全てしわ寄せが行くんです。私はここは本当に行政が

手を突っ込めないのかなと。警察行政がどこまで行け
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るのかな。現場では警察は何と言っているかという

と、人手不足で全部を取り締まることができない。も

しこれをきれいに取り締まることができるんだった

ら、今のような副知事の１万5000円というのはあり得

ない。これはトン当たり今1000円で運搬をしているわ

けですから、この間も言いましたけれども、10トン運

んでも１万円、ガソリン代は7000円から8000円かか

る。この中で３時間、４時間でこれだけとられて２往

復しても6000円になるかならないか。タイヤは摩耗す

る。ブレーキパッドはだめになる。車検は受けなけれ

ばいけない。そういうような状況があるということを

皆さんに御認識をいただきたいんです。我々の責任で

はありませんよ、そういう話ではないと。どうにかし

てあげようよという気持ちが行政の中になければ、私

はこのことは片づかないことだと思いますけれども、

県警本部長にもう一度答えていただきたいのは、現実

に取り締まりがふえていると思います。だけど、そん

なものではない。１日に100台も200台も過積載が通っ

ている。これは現場が言っているんですから、過積載

をしている人が。ですから、これをどうやったら取り

締まれるかということをお答えいただけないかと思い

ます。 

 よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

○警察本部長（笠原俊彦君） 過積載の取り締まりに

ついてでございますけれども、県警察では道路におけ

る危険防止、交通の安全を図るために交通機動隊、所

轄警察署による過積載違反の取り締まり、それから沖

縄総合事務局陸運事務所等々と合同取り締まりをやっ

ているところでございます。件数でございますが、平

成24年中は57件でございましたが、本年９月26日現在

では73件の取り締まりを行っておりまして、前年同期

に比べて30件増加をさせているところであります。 

 もちろん議員がおっしゃるように、全ての違反につ

いて取り締まることはできません。これはほかの道交

法違反についても同様でございます。したがいまし

て、警察では一罰百戒という考え方でやらざるを得な

いというふうに考えております。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 本部長、私は皆さんが仕事を怠けて

いるとは言っておりません。一生懸命やっておられる

し、ほかの警察行政もあるでしょう。ですから、ここ

だけにやってくれという話はしていません。ただ、も

とを断てば何とかなりますよね。運んで出している場

所があるわけですから、そこをどうするかということ

は人数が少なくてもできるはずです。だから、そうい

うところを例えば運んで持ってくるところの事業所の

前にいてやるだとか、わざわざそこの間でやらなくて

も出発と最終地点はわかっているわけですから、本当

に真剣にこの過積載を根絶させようと思うんであれ

ば、それはできないはずはないと思います。 

 それと土建部の皆さんがこの件について真剣にどう

したらいいかということを――皆さんも私は怠けてい

るとは言っていませんよ。みんなで何とか手を突っ込

んでこれどうにかならないかということを真剣にそれ

を検討したことがあるのかどうか、どうしようもない

のかどうかをお聞きをしたいと思っております。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） まず土木建築部で

所管しております――これは市町村の公共事業も一緒

ですけれども――こういった公共工事につきまして

は、共通仕様書でありますとか、特記仕様書のほうに

この過積載等の防止というようなものをきちんと打ち

込んでおります。 

 先ほど副知事からも答弁させていただきましたとお

り、毎年現場の総点検を行っておりまして、昨年の結

果で申し上げますと、先ほど約900台については点検

したと言いましたけれども――実際には910台でござ

いますけれども――そのうち過積載と疑わしい車両は

２台ございました。この２台につきましては適切に指

導したところでございますけれども、公共事業におい

てはほぼこういった状況で過積載はほとんど見られな

いというふうに考えております。 

 議員御指摘の過積載といいますのは、やはり民間の

工事、例えば生コンなどで申し上げますと、現在生コ

ンの出荷量でいきますと公共は34.6％、民間は65.4％

というこれは経済産業省の調査結果が出ておりまし

て、民間のほうが２倍近く多いわけでございます。そ

ういった中で、民民の契約の中でそういった過積載が

あるというようなことなのかもしれませんけれども、

なかなか民民の契約等に公共が関与するということは

非常に難しいということでございます。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 恐らくそれ以上の答えは出てこない

だろうなと思っております。また、これは私が任期中

に解決できるとも思っていません。しかし、一歩一歩

の努力をしなければ解決はできないと思いますから、

これからもこれはしっかりと提案をしながらやってい

きたいと思っています。 

 次に、アスファルトの切断汚濁水について伺いま

す。 
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 現在、アスファルトを切断した汚濁水は環境省とし

てはどのような見解をお持ちなのか御説明いただきた

いと思います。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 環境省からの通知に

よりますと、油分をおおむね５％以上含む泥状物は汚

泥と廃油の混合物として取り扱うという通知は来てお

りますけれども、それ以下については県の判断に基づ

いて汚濁水をどういうふうに位置づけるかは決まると

いうことになっております。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 一般に道路の切断をした汚濁水は環

境基準に引っかかるんですか、引っかからないんです

か。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） アスファルトの切断

水については、これまでも県において調査分析してお

ります。それによりますと、環境基準を下回っている

ということであります。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 部長、今言ったことは議事録に載り

ますよ。本当に下回っているんですね、もう一度確認

しますけれども。 

○環境生活部長（當間秀史君） ちょっと休憩お願い

します。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後１時51分休憩 

   午後１時51分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 失礼しました。 

 例えばカドミウムとか鉛、あるいはヒ素等について

は環境基準を下回っているところでありますけれど

も、一部の物質において環境基準を上回っているもの

があることからして、産業廃棄物として処分をしてい

るということであります。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 産業廃棄物の分類状の取り扱い、こ

れについて油分をおおむね５％以上含む泥状物は汚泥

として廃油の混合物を言うと、指すということになっ

ているんです。誰が見てもアスファルトをカットした

ものの中に油分が５％以下ということがあり得るんで

すか。皆さんはそんなことを言っているけれども、こ

の環境省の指針が出たのは昭和51年ですよ。そしても

う一つ、国土交通省は平成24年の３月13日に水質汚濁

の防止を図る観点から、全国の関係局に当該排水の適

切な処理を徹底する事務連絡を出したということで、

電話聴取も私はしました。だけど、本当に現場に行っ

てこれ見ているんですかと。僕は、カッターを入れな

がらその汚泥水をとっているところを一度も見たこと

ない。部長、現場行かれたことありますか。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 現場では確認したこ

とはございません。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 認識が全然違うんですよ。私はこの

話を陳情を受けて、こういうことがあるのかと思った

んですけれども、現実はこれよく聞いていただきたい

のは、わざわざこれこういう状況ですから見に来てく

ださいと言って、アスファルトをカットしているとこ

ろに皆さんの担当の方が行ったようですけれども、い

や、これは基準以下ですと。そんなもの見てわかるわ

けがないじゃないですか。アスファルトが全国的に全

部違うということもあり得ないと私は思うんです。こ

れをちゃんと調査をしたのかどうか、そこのところ環

境生活部としてやったのかどうかをお伺いいたしま

す。 

○環境生活部長（當間秀史君） ちょっと休憩お願い

します。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後１時54分休憩 

   午後１時55分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） これにつきまして

は、沖縄県の建設技術センターのほうで検査が行われ

ておりまして、その結果によりますと汚濁水の油分は

おおむね0.25％だということであります。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 2012年３月21日の沖縄県の委員会で

の話ですね。アスファルト切断時に発生する汚濁の処

理についてはこれまで特に問題となった事例もなく、

特別な対応は行っておりませんでしたが、調査の結

果、産業廃棄物に該当することを確認しております。

これは正式な委員会の議事録です。私は、こういうの

を委員会で答えていながら今までこの２年も３年も対

応していない、１年余り対応していないということ

は、これは議員に委員会で正式な答えをしながら、努

力をしていないということにしかならないと思うんだ

けれども、どうなんですか。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 先ほどお答えしまし

－ 256 －



たように、汚濁水の油分がおおむね0.25％であるとい

うことからして、いわゆる産業廃棄物で定める汚泥と

いうことで該当するということで今回まで指導してき

ているところであります。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 いいですか、部長。整理しますよ。

カットした水が問題なければそのまま雨で流していい

んです、水に流しても。産業廃棄物でも何でもないん

です。でも委員会では、産業廃棄物に該当することを

確認しておりますというのはこれはうそですか、

じゃ。どっちが本当なんですか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後１時57分休憩 

   午後１時58分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 現在においては、平

成24年からそういう汚濁水の処理に関しては、水の流

しっ放しということではなくて、吸水機でその汚濁水

を吸い取って、さらにその後にスポンジで水を拭き

取っているという状況の中では、やはり適正に処理を

されているのではないかと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 部長、もうこれ以上言ってもしよう

がありませんけれども、さっきは0.25％と言ったんで

しょう。５％までいってないと言っているものをこん

な処理する必要はないわけですよ。そのまま流せばい

いんですよ、0.25％なら。だけど、ここでは皆さん処

理概要の中に、産業廃棄物と書いてあるわけだから、

完全にとらなければいけない。さっきの0.25というの

は一体何ですか。 

○環境生活部長（當間秀史君） 休憩。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後１時58分休憩 

   午後１時59分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 じゃ、これは今正式に全部吸い取っ

てそれを処理しているということでいいですか。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 公共事業におきまし

ては、そのように吸水機で吸水をしてスポンジで拭き

取るというような指導をしているということでござい

ます。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 それではきょうは初めてのことです

からこれぐらいで終わっておいて、次回もう一度ゆっ

くりさせていただきたいと思います。 

 次に、スラップ訴訟について質問をさせていただき

たいと思うんですが、スラップ訴訟というのは皆さん

余りなじみがないので少しお話しをしますけれども、

行政側が民間に対して訴訟を起こす。あるいは民間側

が訴訟を起こしてそれに対応してそれでさらに２回も

３回もやっていくということがあるんです。 

 例えば具体的に言えば、今福祉保健部がそれを抱え

ていますよ。業務停止命令をした、デイサービスの。

そうしたら、それじゃまずいからと言って、そこはそ

れの取り消し訴訟を民間が行政側を相手にやったんで

す。そうしたらこれ負けたんですよ、行政は。負けた

んです。そうしたら、行政はそれを訴訟したんです、

２審に行った。そこまではいい。それは相手方おのお

の訴訟だから間違ってないということだから、それは

裁判でいい。しかし、２回も負けて上告しますか。こ

の２審でもう1000万割っているんですよ、民間は。

1000万余りこの裁判に使って、これが本当に民間が耐

えられる訴訟なのかと。体力消耗戦ですよ、３審に

もっていくということは。私はそう思いますね、この

中身見たら。係争中ですから、中身については私何も

言いませんけれども、しかし３審、最高裁になじむ案

件かどうかは誰が判断するんですか。1000万使ってい

る。もし３審とも勝訴を民間がやった場合に、損害賠

償として行政が訴える。これもまた訴訟、またこれに

も金かかる。民間にそんな体力あると思いますか。こ

の判断を今総務部長がおっしゃったのは、一般の言う

アメリカでやっているスラップ訴訟。言えばスラップ

訴訟に当たりますよねという話で僕は通告をしてい

る。今行政とやっている裁判というのは、そういうも

のなんですよ。これは誰が判断するんですか。 

 お答えください。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

○総務部長（小橋川健二君） 先ほども御答弁申し上

げましたように、スラップ訴訟であるのかないのかと

いう判断をする特別な機関はないということでござい

ます。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 ですから、私はそのことを聞いてい

るわけじゃないと。通告は確かにスラップ訴訟です

よ。だけど、今説明したときに、行政のどこかこれは

間違っていますよ。これは今福祉保健部と民間がやっ

ているわけですから、ここの第三者がこれを両方の話

を聞いてそこで判断しなければいけないんじゃないで

すか、これは両方とも自分たちが正しいと言っている
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わけだから。 

 私は、じゃ、皆さんにお伺いしますけれども、この

訴訟、第３審でもいい、２審でもいい、負けたときに

民間は大きな打撃。極端に言えば潰れるかもしれな

い。いいですよ。じゃ３審とも勝ったら皆さん誰が潰

れるんですか、誰が責任とるんですか、誰が減給にな

るんですか。誰もならないんですよ、だから３審まで

行けるんです。本当にそのことを判断していないんで

すよ。私はそれが一番の問題だと思っているんです。

そこに機関をつくらなければこういう犠牲者が何人も

ふえていく。私はそう思うんです。どうですか、それ

は、責任ある方に答えていただいたほうがいいと思う

んだけれども。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

○総務部長（小橋川健二君） 行政庁がいろんな処分

をして、それに対して不服がある方が取り消し訴訟を

行うと。今回議員がおっしゃる１審、２審は敗訴で

あったと、それでも３審するかというお話ですけれど

も、やはり行政庁においてなお処分の理由があるとい

うふうな確信がある限り、この制度が３審ということ

もございますので、やはりさらなる上級庁の判断を仰

ぐことも必要なときもあるというふうに認識しており

ます。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 いいでしょう、じゃ３審までやった

らいいですよ。負けたら、これはまた訴訟するんです

か。それとももうお互いで歩み寄って、ここにかかっ

た経費を行政側が出すんですか。それともまた民事に

なるんですか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 今、係争中の事案で

あり、ケースでありますので、負けたときにどうする

かというふうなことについては今コメントは差し控え

たいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 総務部長、一般論お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

○総務部長（小橋川健二君） 具体的なケースに応じ

て判断せざるを得ないことだろうとは思います。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 じゃ12月にやります。 

 長寿についてお話しをさせていただきたいんです

が、この推進本部ができたことは非常に有意義なこと

だと思って評価をしております。しかし、私はさきの

国民健康保険、私が平成16年の宜野湾市議会にいたこ

ろの国保特別会計は83億でした。今118億です。これ

は30億余りもふえている。この状況を我々はもう一回

認識をしなければいけないと思っているんです。右肩

が下がっているような国保特別会計はどこの市町村に

もないはずです。ここに手を打たなければいけないと

いうのが推進本部の役目だと思っています。しかし、

今度この推進本部から出そうとしているものを見て私

はひっくり返りそうになりましたよ。これポイント制

度事業、つまり県・市町村が策定する健康づくりメ

ニューに参加した住民に対してポイントをつけ、蓄積

したポイントは地元の商店街で還元できると。これは

おかしくありませんか。馬の鼻先にニンジンをぶら下

げないと馬は走らないんですかと。こういうような健

康づくり施策があるんですかと。私はこれを見て本当

の健康づくりじゃないよねと、これがもし採択される

んだったら、今ちまたのほかの都道府県で何と言われ

ているかと。沖縄県は基地もあるけれども、お金もた

くさんあるんでしょう。そんなふうに思っている都道

府県たくさんあるんですよ。こんなことしたら、また

そういうふうになる。あるいは自分の健康は自分で守

るんであって、ポイントのこの商品券を使わなければ

そこに参加しないというのはおかしな話じゃないです

か。どうなんでしょうか。私が間違っているんでしょ

うか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） このポイント制度

は、あくまでも健康づくりに結びつけるための動機づ

けでありまして、この制度によって健康づくりをする

と。あるいはこのポイント制度によって、このポイン

トを使って地域のいろんな活性化が図れるというふう

なこともありますので、そういう視点でこういった事

業をしていこうというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 ですから部長、商品券をもらわなけ

れば健康づくりはしない県なんですか、ここは。そう

いうことを言っているんです。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） この健康づくりにつ

いては、何もこのポイント制度だけで健康づくりを進

めるわけじゃありませんで、それ以外にもいろんな健

康づくりがありますので、そういったいろんな健康づ

くりも総合的に進めていくというふうなことでありま

す。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 部長、いいですか。県が主催する健

康づくりの事業に出た人はポイントを上げる。市町村

がやったものにもポイントを上げる。つまり全ての施
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策に出ないとポイントは集まらないんですよと。施策

はそれはたくさんあるでしょう。でもそのたびに全部

ポイントもらえるんですよ、そういうことじゃないん

ですか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） これは先ほど申し上

げましたけれども、一つの健康づくりに結びつけるた

めの動機づけでありますので、いろんな健康づくりの

中の一つというふうな位置づけであります。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 御検討してください。私は間違って

いると思います。ここにいる議員の皆さんがどう思わ

れたかわかりません。しかし、鼻先にニンジンをぶら

下げて馬を走らすというようなそういうのはやめたほ

うがいいと思いますよ。僕は間違っていると思いま

す。 

 それともう一回認識を一つにしておきたいんです

が、私たちは健康づくりの部分で認識をした上でス

タートをしなければいけないと思っているものがあり

ます。例えば、我々は平均寿命として我々の長生き度

をはかっているんだと思っていたんですね。私も認識

が違っていた。実は、ゼロ歳児から平均で生きる余

命、それが平均寿命。ゼロ歳児が何歳生きるかという

のが平均寿命、そうですよね。その中で質問しますけ

れども、75歳以上は今でも全国１位なんですね、沖縄

は。65歳以上は２位なんです。問題は、この40からゼ

ロ歳までが、ゼロ歳は出てないのかもしれませんけれ

ども、ゼロ歳が今30。それと20代が27位、40代も27

位。ここをどうするかというところが問題なんです。

だから、我々は今先輩方はまだ元気でいるということ

をわかっていただいて、そこに打ち込む施策を間違い

ないようにお願いをして、質問を終わります。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

   〔當間盛夫君登壇〕 

○當間 盛夫君 皆さん、こんにちは。 

 當間盛夫でございます。 

 しまくとぅばということで、今回いろいろと皆さん

方言を交えて話すんですが、私の母親が知念なもので

すから、またおやじは小禄なものですから、知念く

とぅばと小禄くとぅば、どっちも話できません。 

 その中で、きょうも私、モノレールで県庁まで来た

んですけれども、いつも指摘されているとおりにモノ

レールの英語表示がどうなのかと、観光地の英語表示

がどうなのかということをいつも指摘されているんで

すが。駅に来ると英語表示、私は小禄駅から乗るんで

すけれども、小禄駅から乗ると英語表示で那覇空港、

英語表示もＮａｈａ－ｋｕｋｏなんですよ。普通であ

れば、Ｎａｈａ－Ａｉｒｐｏｒｔとかになるはずなん

ですよね。乗ると次は奥武山公園になるんですが、そ

の英語の言い方もＮｅｘｔ ｉｓ ｔｈｅ Ｏｎｏｙ

ａｍａ－ｋｏｅｎ、日本語じゃないかと。だから

ちょっと、その辺は観光立県で、ましてや国際観光と

いうことでこれから海外の観光客という受け入れを進

めてきているわけですから、やっぱりこういった小さ

いということではなくて、ちゃんとした英語表示とい

うことをしっかりとやるべきじゃないかなと。那覇空

港はＮａｈａ－ｋｕｋｏではなくてＮａｈａ－Ａｉｒ

ｐｏｒｔであるはずでしょうし、Ｏｎｏｙａｍａ－ｋ

ｏｅｎではなくてＯｎｏｙａｍａ－Ｐａｒｋになって

しかるべきだということにもなると思います。これか

ら浦添までモノレールも延伸をされていくということ

ですので、ぜひこれは文化観光スポーツ部もしっかり

とその対応をやっていかないと、小禄駅では方言のク

マー ウルク駅 ヤイビーンと。方言でも言うし、英

語は英語でこういうちんぷんかんぷんな英語にもなる

ということでは、やっぱり観光立県としてどうなのか

なという思いを持ってきょうはモノレールに乗ってま

いりました。 

 では、質問をさせてもらいます。 

 知事の政治姿勢についてでございますが、来年11

月、知事選でございます。その知事選も、来年数多く

選挙もあるんですが、もう知事も１期３年ということ

でありまして、その知事の公約実現の達成度がいかな

るものかということをお伺いさせてください。 

 そして(2)点目、今申し上げたように来年は数多くの

選挙があります。来年の11月で仲井眞知事は任期を迎

えるんですが、３期目を目指すお考えがあるのかをぜ

ひお伺いさせてください。 

 (3)、基地問題の解決に向けて残り１年でどのよう

なことを行う予定があるのか。 

 知事公室長が頻繁に訪米もしているようでございま

すので、そういったことも(4)のほうで、日米安全保障

を容認する知事は、米軍の存在自体どう考えるのか。

また信頼関係の構築はできていると思われるのか。 

 (5)、災害時における米軍の役割にどのようなことを

期待するのかということをお伺いします。 

 (6)、知事公室長を幾たびとなく訪米させているが、

どのような成果があるのかをお伺いさせてください。 

 (7)、2020年東京オリンピック・パラリンピックに期

待することは何か。 

 そして(8)、オリンピックトレーニングセンター、ナ
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ショナルトレーニングセンターとかいう呼び方をして

いるところもあるんですが、これを沖縄に、７年後で

すので、そういったものも誘致して沖縄もオリンピッ

クにかかわっていくと、それをまた拠点にしていくと

いうことがあってもいいんじゃないかというふうに

思っておりますので、見解をお伺いさせてください。 

 振興策について。 

 (1)、26年度の概算要求は3400億ということで、25年

度の予算が3001億でございましたので大幅な予算にも

なっております。その概算要求、そしてまた24年、25

年と振興策いろいろと制度改革もやってきて課題も出

ていたはずでしょうから、そういった課題の中での制

度変更が今回26年度の概算要求の分にそういった制度

変更ということも要望したのかということをお伺いさ

せてください。 

 (2)、大学院大学の予算要求は前年度の倍額である

が、どのようなことに使われるのか詳細をお伺いいた

します。100億近くの大学院大学の予算ということ

で、これを継続してほしいということが要望になって

いたと思いますが、倍額です。198億ですか、倍に近

いような大学院大学の予算がついておりますので、そ

の中身等を教えてもらいたいということです。 

 (3)、教育・人材育成は極めて重要とされているが、

予算要求は何かをお伺いいたします。 

 (4)、全国学力テストについて、学校現場に危機感が

ないのか、それとも県全体に危機感がないのか、今回

も小中学校ともに最下位であります。課題と抜本的対

策をお伺いをいたします。 

 (5)、一括交付金を活用した専門学校生、各種学校の

人材育成への取り組みについてお伺いをいたします。 

 (6)、大規模ＭＩＣＥ施設計画についてお伺いをいた

します。 

 (7)、那覇空港第２滑走路の地元業者優先見通しと、

便数が増加いたします。その中で国内・国際線ターミ

ナルビルが手狭になると、平行滑走路12万回が、結局

平行滑走路ができるわけですから、それが倍になるわ

けですので。もちろんそういった受け入れる国内線の

部分も約1300万人の対応だと。今でもいっぱいなんで

しょうけれども、便が半分としても700万人、国内線

のターミナルの人がふえるということであれば、間違

いなく国際線のターミナルというのは手狭になってく

るはずでしょうから、そういったことを考えても自衛

隊側に拡張すべきだと思いますけれども、そういった

見解をぜひお伺いさせてください。 

 続きまして、旧軍用地問題の各地主会の状況をお伺

いいたします。 

 ４番、沖縄観光産業の象徴である国際通りかいわい

における貸し切りバスの駐車場・乗りおり場所の確保

についてお伺いいたします。 

 ５番、農連市場再開発事業の進捗状況をお伺いいた

します。 

 よろしくお願いいたします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 當間盛夫議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、知事の政治姿勢についての中で、公約

の達成状況についてという御趣旨の御質問に答弁いた

します。 

 私は、これまで雇用の創出や産業の振興に取り組ん

でまいりました。また、教育、医療、福祉、文化、ス

ポーツ、離島振興などを初め過重な基地負担の軽減な

ど、諸問題の解決に向けあらゆる施策を展開し、公約

に掲げた210項目の施策を全力で推進してきたところ

でございます。特に、沖縄21世紀ビジョンの実現に向

け、新たな沖縄振興特別措置法及び跡地利用推進法の

制定並びに沖縄振興特別推進交付金の創設を実現して

きたところでございます。 

 今後とも、国際物流拠点の形成や人口増加の施策、

健康・長寿日本一の奪回への施策展開、安全・安心な

社会の実現など公約の実現に向け取り組んでまいる所

存でございます。  

 次に、同じく知事の政治姿勢についての中で、３期

目を目指す考えがあるかどうかという御質問にお答え

いたします。 

 私は、公約実現に向け、残る任期に全力を尽くして

まいりたいと考えているところでございます。  

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 知事の政治姿勢に関する御

質問の中で、基地問題解決への取り組みについてお答

えいたします。 

 基地問題への今後の取り組みにつきましては、基地

の整理縮小・負担軽減を実現するため、普天間飛行場

の危険性除去、嘉手納飛行場より南の基地返還の着実

な実施及び在沖海兵隊の国外移転の実現に道筋をつ

け、基地跡地利用に関する諸施策の推進に努めてまい

ります。また、事件・事故等、基地から派生する諸問

題、日米地位協定の見直しについて日米両政府の取り

組みの強化を求める等、知事の残る任期中に全力を尽
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くしてまいりたいと考えております。  

 知事の政治姿勢に関する御質問の中で、東京オリン

ピックへの期待についてお答えしたいと思います。 

 2020年のオリンピック・パラリンピック競技大会の

開催地が東京に決まったことは、沖縄県の観光振興に

とって強力な追い風になるものと考えております。 

 沖縄県としましては、オリンピック開催国としての

国際的注目度を生かし、沖縄県の豊かな自然、独特の

歴史、文化などの魅力を効果的に発信するなど、海外

への誘客プロモーションを戦略的に展開してまいりま

す。また、国内及び海外のオリンピック関係者に積極

的に働きかけて、スポーツキャンプを誘致していきた

いと考えております。さらに、将来を担う子供たちや

県内競技者が夢や希望を持てるように、東京オリン

ピックを目指した競技力向上対策にも取り組んでまい

ります。  

 続きまして、振興策に関する御質問の中で、ＭＩＣ

Ｅ施設の計画についてお答えしたいと思います。 

 ＭＩＣＥは高い経済効果が期待できることから、沖

縄県としましては、平成33年度の目標を年間1000件、

参加者数20万人と設定し積極的に誘致しているところ

であります。アジア諸国においても、ＭＩＣＥ誘致に

向けた取り組みが強化されていることから、国際競争

に対応できるＭＩＣＥ施設の整備について、必要な機

能や運営のあり方等を検討しているところでありま

す。  

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 振興策についての御質問の

中で、平成26年度の概算要求等についてお答えいたし

ます。 

 平成26年度の内閣府沖縄担当部局の概算要求に係る

要請においては、沖縄振興予算3000億円規模の確保に

加え、那覇空港滑走路増設事業や沖縄科学技術大学院

大学に係る予算の増額を求めたほか、税制改正につい

ても要望を行ったところであります。 

 次に、那覇空港滑走路増設事業に係る地元業者優先

発注についてお答えいたします。 

 県では、機会あるごとに国に対し、那覇空港滑走路

増設事業に係る県内業者への優先発注について要請を

行っているところであります。沖縄総合事務局では関

係者の要望等を踏まえ、地元企業向けの発注工事の範

囲の拡大等、地元企業の受注拡大に配慮した発注方針

を検討しているものと聞いております。 

 今後とも、県内業者への受注促進に努めてまいりま

す。 

 次に、農連市場再開発事業の進捗についてお答えい

たします。 

 本事業は、平成22年の都市計画決定後、準備組合が

設立され、ことし９月に組合設立と事業計画の認可申

請がなされております。 

 沖縄県としましては、事業の早期着手に向け、那覇

市と連携し支援に努めていく考えであります。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、米軍の存在及び信頼関係の構築に

ついてお答えいたします。 

 県としては、戦後の日本が国際紛争に巻き込まれる

こともなく経済発展を遂げたことや平和な国民生活を

享受してこられたのは、日米安全保障体制を含む日米

同盟関係が我が国及び東アジアにおける国際の平和と

安定の維持に寄与していることによるものと理解して

おります。しかしながら、国土面積の0.6％にすぎな

い本県に在日米軍専用施設の約74％が集中し、沖縄本

島の約18％が基地に占められているなど県民は過重な

基地負担を背負い続けているものと考えております。 

 今後の信頼関係を維持するためには、米軍におい

て、事件・事故の防止や県民生活への影響を極力低減

する等、沖縄の信頼を得るための取り組みが必要と考

えております。  

 次に、災害時に期待する米軍の役割についてお答え

いたします。 

 県と在沖米軍は、平成14年１月に「災害時における

沖縄県と在沖米軍との相互連携マニュアル」を制定

し、相互連携を要する災害が発生した場合において、

沖縄県と在沖米軍の双方が人道的見地から人命救助な

どの相互連携を行うこととしております。また、市町

村においては、平成19年４月の「都道府県又は他の地

方の当局による災害準備及び災害対応のための在日米

軍施設及び区域への限定された立入り」についての日

米合意に基づき、平成24年11月５日、宜野湾市及び北

谷町とキャンプ・フォスターとの間での米軍基地内へ

の立ち入りについての現地実施協定、本年６月26日、

宜野湾市と普天間飛行場の間で米軍基地内への立ち入

りについて同様の協定が締結されており、災害発生時

においては、地域住民が高台へ避難するための通行や

一時避難場所として米軍基地内への立ち入りが可能と

なっております。 

  次に、公室長の米国出張についてお答えいたしま
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す。 

 私は、日本の政権交代、オスプレイの追加配備、Ｈ

Ｈ60ヘリ墜落を初めとする事件・事故の発生など、必

要に応じて渡米し、米政府等に対し、県の立場でその

時点における具体的な沖縄の状況と県外移設を求める

知事の姿勢を説明し、意見交換を行っているところで

あります。 

 次に、旧軍用地問題についての御質問の中で、各地

主会の状況についてお答えいたします。 

 県では、県・市町村連絡調整会議において確認した

取り組み方針及び解決指針を踏まえ、団体方式による

地域振興事業として、特定地域特別振興事業を実施す

ることにより同問題の解決に取り組んでまいりまし

た。平成24年度までに旧小禄飛行場字鏡水権利獲得期

成会の那覇市鏡水コミュニティセンター整備事業、旧

宮古海軍飛行場用地等問題解決促進地主会の宮古島特

定コミュニティ再構築活性化事業、読谷飛行場用地所

有権回復地主会の読谷村産業連携地域活性化事業及び

伊江村旧飛行場用地問題解決地主会の伊江島フェリー

建造事業が実施されたところであります。また、旧那

覇飛行場用地問題解決地主会については、那覇市との

調整を進め、仮称でありますけれども、那覇市複合施

設建設の事業化に向けて９月補正予算案に盛り込んで

いるところであります。 

 県としましては、いまだ事業化に至っていない嘉手

納旧飛行場権利獲得期成会、宮古島市の旧海軍兵舎跡

地地主会、石垣市の旧日本陸軍白保飛行場旧地主会及

び旧日本海軍平得飛行場地主会についても、関係市町

と連携して同問題の解決の促進に取り組んでいきたい

と考えております。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 湧川盛順君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 知事の政治

姿勢に関する御質問の中の、オリンピックトレーニン

グセンターの誘致についてお答えいたします。 

 ナショナルトレーニングセンターは、平成12年に策

定されたスポーツ振興基本計画に基づき、我が国にお

けるトップレベルの競技者の国際競技力向上を図る拠

点施設として、平成20年に東京に整備されておりま

す。今般、2020年の東京オリンピック・パラリンピッ

クに向けさらにその拡充等の動きがある場合には、誘

致の可能性を検討していきたいと考えております。  

 次に、国際通りかいわいにおける貸し切りバスの駐

車場・乗りおり場所の確保に関する御質問で、国際通

り周辺の観光バスの駐車場・乗りおり場所についてお

答えいたします。  

 沖縄県バス協会によりますと、現在、国際通り周辺

の大型観光バスの主な乗降場所は、県議会棟正面入り

口付近、さいおんスクエア正面付近となっておりま

す。観光バスの待機や乗降が集中した場合、渋滞が発

生することが課題となっております。 

 県においては、沖縄県バス協会の要請を受け、この

課題への対応について、国際通り関係者、旅行事業者

等と協議する場を設置しました。その結果、沖縄県バ

ス協会から駐停車時間の短縮等、当面の対応策が提案

され、現在、旅行事業者等関係者で検討が行われてお

ります。 

 県としましては、引き続き関係者と連携し、当該課

題の解決を図っていきたいと考えております。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 振興策についての御質

問の中の、大学院大学の予算要求の内訳についてお答

えいたします。 

 内閣府は、平成26年度198億3000万円を予算要求し

ておりますが、これは対前年度95億7000万円の増額と

なっております。増額分の内訳は、学園補助金が81億

9000万円、学園施設整備費が13億8000万円となってお

ります。学園補助金81億9000万円の主な内訳は、海

洋、エネルギー、環境バイオ等の研究を拡充するため

の経費22億5000万円、第３研究棟の供用開始等に伴い

必要となる研究機器、研究実験台、ＩＴ機器等整備費

46億4000万円、国際ワークショップ等開催費２億1000

万円、将来計画検討等経費２億円、新規職員79人の採

用等に伴う人件費等８億9000万円と聞いております。

施設整備費13億8000万円の内訳については、臨海実験

施設、陸橋等の整備に要する経費と伺っております。 

 次に、国内・国際線ターミナルビルの拡張について

お答えいたします。 

 旅客ターミナル地区の整備については、国が策定し

た「那覇空港ターミナル地域整備基本計画」に基づき

行うこととなっております。現在、同計画に基づき旧

貨物ターミナル地区に国際線旅客ターミナルビルの移

転・拡張整備が行われており、国内線旅客ターミナル

ビルについてはビル北側を増築し、去る９月21日に供

用したところであります。また、将来の旅客需要を考

慮し、新国際線旅客ターミナルビル完成後は国内線と

国際線を結ぶ際内連結施設の整備に当たると聞いてお

ります。さらに、同計画では、新国際線旅客ターミナ

ルビルの北側に展開用地が位置づけられており、それ
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らの活用により当面の需要には対応できるものと考え

ております。 

 県としては、今後さらなる航空需要の伸びが生じた

場合には、旅客ターミナル地区の拡大について国と意

見交換をしていきたいと考えております。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） それでは振興策について

の御質問で、予算要求についてお答えいたします。 

 平成26年度教育委員会所管分の予算としましては、

公立学校の耐震化等の促進に向けた学校施設環境改善

交付金、離島・僻地支援のための離島児童・生徒支援

センター（仮称）整備事業やグローバルに活躍できる

人材を育成するための国際性に富む人材育成事業など

の予算確保に向けて取り組んでまいります。 

 県教育委員会としましては、今後とも沖縄21世紀ビ

ジョン基本計画及び沖縄県教育振興基本計画に基づ

き、教育・人材育成に関する施策の展開・拡充を図っ

ていきたいと考えております。  

 次に、学力向上に係る課題と対策についてお答えい

たします。 

 全国学力調査の検証から、本県は「基礎学力の定着

や思考力を高める授業づくり」、「授業時数の確

保」、「授業と連動した宿題」などの徹底が図られて

いないことや、基本的な生活習慣の確立が不十分であ

ることが課題であると捉えております。 

 県教育委員会としましては、去る９月13日に全公立

小中学校長連絡協議会を開催し、各学校が危機感を持

ち、全校体制で「わかる授業」や「基本的な生活習慣

の確立」などの課題解決に向けた取り組みの徹底につ

いて改善策を共有したところであります。 

 今後は、指導力の向上に係る研修の充実、少人数学

級・少人数指導の充実、県学力到達度調査の拡大、保

護者の意識を高める家庭教育の取り組みを徹底し、児

童生徒の「確かな学力」の向上に向けてさらなる改善

を図ってまいります。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 小橋川健二君登壇〕 

○総務部長（小橋川健二君） 振興策についての中

の、一括交付金を活用した専門・各種学校の人材育成

についてお答えいたします。 

 沖縄県では、一括交付金を活用した人材育成に係る

事業として、県外就職を啓発するための研修や県外・

海外インターンシップ等を実施しており、専門学校等

の学生にも活用されております。  

 県としましては、今後、さらなる専門学校・各種学

校の学生が活用できる人材育成事業について、沖縄県

専修学校各種学校協会と意見交換し、どのような事業

が可能か、関係部局と連携しながら検討してまいりた

いと考えております。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 どうも答弁ありがとうございまし

た。 

 まず、沖縄のリーディング産業である観光について

からなんですが、国際通り、きょうも数多くの観光バ

スが県議会前の乗りおり場所に停車しているというこ

とであるんですが、きのうの新聞で、観光バスの摘発

強化というような部分もありました。そういう形に

なってくると、国際通り、「奇跡の１マイル」という

ことで、今、以前の平和通りもほとんどお土産品店に

変わっている状況があるものですから、そういう摘発

になってくると間違いなく国際通りに影響を及ぼすと

いうところがあるんです。これは部長、皆さんこれだ

け1000万人の観光客を誘致するんだと、海外の観光客

もあると。修学旅行が若干落ち込んできてはいるんで

すが、これから間違いなく10月に向けて修学旅行の学

生の皆さんも数多く見えるというには、国際通りで最

終日は買い物をして、モノレールで空港まで行くとい

うような学校も数多くあるということでございますの

で、この乗りおり場所の確保について、担当部長とし

て率直にどういうふうに考えられているのか。何か構

想とかありますか。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） バス協会の

ほうから県のほうに、その件について話し合いをする

場を設けてほしいというふうな要請がございました。

それで、県のほうが中心になって修学旅行推進協議会

の中の輸送機能分科会というのがございます。そこの

中で何回か話し合いをしてきたところでございます

が、国際通り周辺に新たに駐車する場所を確保するこ

とについては、今、困難というような意見が出ており

ます。そういうことで、当面の対策として、バスの乗

り合い時間を短縮するための工夫とか、乗る場所とお

りる場所を分散するとか、そういったことで工夫し

て、当面は乗り切りたいというふうに考えておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 県議会のほうでもあるわけですか

ら、できるんであれば県議会の敷地内を活用させてく
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れないかという提言もありました。なかなか県議会の

中は、ブロックの物であったり、大型バスの出入りが

どうあるのかという問題点もちょっとあったんです

が、我々は基本的には議会も、議員もそのことでは観

光を伸ばすという意味合いでは率先してやっていかな

いといけない立場。行政としても、先ほど1000万人の

観光客が来ると、団体も来る、いろんな形で来るとい

うことであれば、やっぱり乗りおり場所にしても、

しっかりと確保するということはこれは大事な部分が

あると思うんですよ。 

 １つの提案として、今、蔡温橋のほうにもある。し

かし、蔡温橋の安里再開発の一部に空き地がある。そ

こは今、いろんな提言を那覇市からもやっているらし

いです。これはぜひ安里の再開発の土地のほうに県も

那覇市も一緒になって、乗りおり場所の確保を、駐輪

場という形のものを地主さんにも提示をしながらやっ

ていくべきだと思うんですけれども、この点はどうで

しょうか。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 今お話の

あった私有地についてもいろいろと情報は得ているん

ですが、なかなか活用は今のところ厳しいというよう

な情報を得ているところです。それ以外にも適切な場

所がないかどうか、いろいろ内部で相談してみたんで

すけれども、なかなか国際通りの立地条件という中で

バスが数台とまれるような確保というのは、今のとこ

ろ難しいところでございます。それで、国際通りとい

えばやっぱり那覇市もいろいろ関連してきますので、

那覇市とも今後も引き続き調整を進めていきたいと考

えております。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 厳しい厳しいということではなく

て、県庁のほうにも今オートバイがとまっている駐車

場がありますよね。そこもバスが四、五台はとまるは

ずなんです。別に乗りおりのことを考えるんであれ

ば、県庁のその部分を活用するということもぜひ検討

をしてください。どうでしょうか、その辺は。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

○総務部長（小橋川健二君） 観光も非常に大事な産

業で、私どもも心一つでありますが、ただ一方、庁舎

管理という問題もございますので、ここはまた、文化

観光スポーツ部長からもいろいろ話を聞きながら、で

きる分については協力できる方向でいろいろ勉強して

みたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 僕は、行政用語の勉強というのがど

れくらいの部分なのかなというのがちょっとわからな

いんですが、ぜひこれはやっぱり観光をしっかりと

我々は振興策の中でやるということでやっているわけ

ですから、やっぱり行政も議会も一緒になってこの対

策を打っていかないといけないと思っておりますの

で、よろしくお願いをしたいと思います。 

 摘発強化という形になってくると、警察本部長に

ちょっとお聞きしますけれども、７月から取り締まり

を強化してきたということになっているんですが、こ

れは取り締まりで摘発した件数とかあるんですか。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

○警察本部長（笠原俊彦君） 国際通り周辺でありま

すけれども、特に県議会前でありますが、７月ごろか

ら貸し切りバスの駐停車の数が非常に目立ってきたと

いうことがございまして、那覇警察署のほうでは７月

ごろから渋滞でありますとか、あるいは通行の妨害と

なっているというような苦情もあったということで、

運転者でありますとかあるいは関係団体等に指導・警

告はしておりますけれども、これまでに検挙というも

のはないというふうに聞いております。 

 今後も、そういった悪質、迷惑性の高いものについ

ては、指導・警告をぜひしていきたいというふうに考

えております。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 ぜひ、この部分は沖縄の経済にも影

響してくる部分がありますので、真面目な警察官がい

て、すぐ摘発ということではなくて、やはりある程度

誘導するとか、そこぐらいはぜひ県警のほうに、これ

は多分那覇市の管轄になってくるのかなというふうに

も思っておりますので、那覇市のほうにもそういった

部分でのものをお伝え願えればありがたいなというふ

うにも思っておりますので、よろしくお願いをいたし

ます。 

 それでは続きまして、知事、知事公約の部分でやは

り一番大きいのは雇用失業率の改善、県民所得を中ほ

どまでに持っていくために企業誘致をしていくんだと

いうような部分が出てきました。失業率は今６％近く

まで下がってきているんですよね。いろんな形で、今

度はジョブセンターだとか支援センター、いろんな雇

用の改善というのは、今やっているように生活がどう

なのかということを一体的に、以前にもお話ししたん

ですが、ただ雇用だけの話ではなくて、福祉ともこれ

からやっぱり一体的になって改善をしていかないと、

生活保護は間違いなくふえてきているわけですね、沖

縄県全体としても。そういった部分で、やっぱり生活
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の改善をしながら雇用関係を持っていかないといけな

いというようなことも指摘されておりますので、そう

いった観点での今度新しくまた、バスターミナルのほ

うに支援センターを移していくという形になっている

んですけれども、福祉と商工、雇用関係のタイアップ

というのはどういうふうな形で取り組んでいこうとい

う部分で、それを取り組んでいく中での失業率の改善

ということをどう取り組んでいくんでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時52分休憩 

   午後２時52分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 商工労働部長。 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 今お話にあった総合

就業支援拠点ですね、前の労金本店を借りてやってい

ますが、そこで３つぐらい大きく主なものがあるんで

すが、１つは、若い人たちのキャリア教育をサポート

するとか、それから２つ目に、今おっしゃった生活困

窮者のパーソナルサポート機能、それからハローワー

クの機能、大体大きなもので言うとこの３つをワンス

トップで支援をしているということです。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 県のパーソナルサポートはもう終

わっているんですけれども、沖縄県はこれはずっと継

続してやってきているわけですので、この支援セン

ターをしっかりと活用して、ぜひ雇用関係の改善をお

願いをしたいなというふうに思っております。 

 知事、沖縄の基地問題ということでありますが、

我々、政党そうぞうも、普天間の危険性の除去という

ことで、やっぱり普天間の移設となってくるとなかな

か難しい。それは県外ということになってもですね。

でも訓練は、知事が再三言われるように、やっぱり全

国で担うべきだというような部分もありますので、

我々は訓練も全国で担ってくれないかということで、

愛知にもお伺いをさせてもらいました。そしてせん

だって静岡のほうにもお伺いをさせてもらいました。

静岡の川勝知事は……、静岡といえば東富士演習場が

ありますので、そういった海兵隊も向こうは、北富士

キャンプで海兵隊があると。104号線越えの砲弾の訓

練を受け入れてもらっているということでもあります

ので、これはある中での話ではなくて、それとはまた

別個で東富士へお話に行ったときに、東富士演習場は

使用協定があるんですよね。東富士、２市１町の部分

で使用協定が結ばれているところがあります。沖縄で

その使用協定を結んでいる米軍施設・基地というの

は、公室長、どういうのがありますか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） いわゆる正式な使用協

定というものが結ばれている施設はないものと考えて

おります。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 嘉手納基地のほうで、嘉手納町が使

用協定についてということで要請はしていますね。と

ころが、やっぱりまだ沖縄にはないと。東富士も、

やっぱりこれはいろんな歴史的な部分があっての使用

協定ということ。国と、日本政府との部分でもあるも

のですから、なかなか我々は嘉手納基地と、米軍との

部分での使用協定というのは難しさもあるんでしょう

けれども、でも実際はもうそろそろ嘉手納だとかハン

センとかいろんな形で、嘉手納以南のこれから返る部

分とは別個に嘉手納、キャンプ・ハンセンに関して、

やっぱり沖縄県が主導して市町村との使用協定を結ぶ

中で、基地の――がんじがらめじゃないんですけれど

も基地のあり方、騒音だとかいろんなことを言われて

いるわけですので、使用協定を結ぶ中でのアメリカと

の信頼構築というんですか、そういった中で徐々に

徐々にまた基地を削減をしていくというような手法を

とられたらどうかと思うんですけれども、その辺はど

うでしょう。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 使用協定といいます

と、どのレベルで米軍側と県側、自治体側、あるいは

日本側が結ぶかということがあろうと思います。 

 先ほど答弁をさしあげました基地内の立ち入りにつ

きましては、東京の司令官と市町村の間で災害時にと

いうようなそういう協定ができているわけですけれど

も、やはり事が嘉手納の騒音ということになります

と、これは三連協が国家間でしっかりと協定を結んで

くれというようなことも言っているわけでございまし

て、基本的にはきちんと住民の声を聞く体制を政府に

つくっていただきたいということでございまして、県

といたしましては、そういった声も踏まえて地位協定

の合同委員会の中に市町村、あるいは県のきちんと声

を拾うような、あるいは参加するような仕組みをつ

くってくれといったことも言っているわけでございま

す。したがって、そういった取り組みの中で、今議員

がおっしゃった使用協定等の要求といったものは出し

ていくものだと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 地位協定の中でとなると、なかなか

地位協定は一つも変わってないんですよね。それを考

えると、その使用協定をどう県が市町村とも一緒に
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なって結んでいくかということは、これからの基地問

題の解決にとって大変重要な部分に私はなってくるん

じゃないかなというふうにも思っております。ぜひそ

の辺も基地問題の解決の一つとして、知事も先ほど残

り１年全力で基地問題の解決ということなんですが、

もう今、オスプレイとか辺野古の移設がどうかという

だけの話ではなくて、沖縄の基地のあり方が本当にど

うなのかということを根本的な部分からもう一度検討

し直す。そのためにも使用協定のあり方ということを

どう持っていくかということをぜひ検討してもらいた

いと思うんですけれども、知事どうでしょう。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 今、議員の御提案、大変傾

聴すべき部分があろうかと思います。ですから、もと

もと沖縄における米軍基地の負担の軽減、抜本的な軽

減というところはもう少し、今、表に出ているものは

無論ですが、基本的なところから取り組みをしっかり

やり直すといいますか、新しい考えも入れてやってい

く時期に来つつあるのかもしれないという感じがしま

すので、きょうの議員の御提案はひとつテークノート

させてください。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 最後になりますが、那覇空港の平行

滑走路の開港も2020年ということで、オリンピックも

2020年ということでありますので、東京に集中するん

ではなくて、やっぱりまずはアジアの皆さんは沖縄に

来てもらって、沖縄からオリンピックの東京へという

ような部分だとか、選手の皆さんも沖縄でトレーニン

グ、合宿、キャンプということをやる中で開会に臨む

というようなことが７年後にあったら、大変すばらし

いなというふうに思っていますので、一緒になってま

た全力で頑張っていきましょう。 

 ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 新垣安弘君。 

   〔新垣安弘君登壇〕 

○新垣 安弘君 皆さん、こんにちは。新垣安弘で

す。 

 しまくとぅばでの挨拶は省略させていただいて、質

問に入らせていただきます。 

 ユタサルグトゥ ウニゲーサビラ。 

 まず初めに、安全保障と基地問題について伺いま

す。 

 ８月29日に開催された「万国津梁フォーラム」の成

果と、次回のフォーラムの成果、フォーラムの開催目

的を伺います。 

 危機管理のあり方が話し合われたさきのフォーラム

では、沖縄を西太平洋の防災の拠点として位置づける

構想が提言されておりますが、今後具体的な研究や取

り組みがなされていくのでしょうか。 

 今後の地域安全政策課の研究の柱の一つに「東アジ

ア共同体」を据え、それについての国際的な議論の

場、識者の交流の場としての沖縄を目指していくこと

も意義のあることだと思いますが、御所見を伺いま

す。 

 2011年６月の日米合意に米軍艦載機の訓練施設候補

として明記された鹿児島県の馬毛島ですが、その後の

計画の進捗はどのような状況にあると県は把握してい

るでしょうか。 

 次に、教育行政について伺います。 

 全国学力テストで結果が悪かった県が、課題を克服

し飛躍的に順位を上げた事例がありますが、何年たっ

てもそれができない本県はどこに問題があるのか伺い

ます。 

 伊平屋村が実施している東大塾については、どのよ

うに評価しておられるのでしょうか。 

 県内私立校では、受験を想定した中高一貫体制がし

かれておりますが、公立校における体制は想定してい

るでしょうか。学力向上に向けて検討すべきではない

でしょうか。 

 教育行政の中の、修学旅行の実施について伺いま

す。 

 県内の高等学校における修学旅行の実施校と全体に

占める割合はどうなっているでしょうか。また、九州

各県はどのような状況にあるのか伺います。 

 修学旅行を実施していない学校がありますが、その

理由について伺います。 

 将来の進路開拓及び雇用の観点からも、修学旅行を

体験型実習と位置づけて全校で実施すべきではないで

しょうか。 

 キャリア教育の展開という点で、これらを一括交付

金で実施できないでしょうか。また、類似の事業があ

るのではないでしょうか。 

 教育行政の中の、学校における県産品使用の割合に

ついて伺います。 

 教育委員会所管における調達額に占める県産品使用

割合はどうなっているでしょうか。 

 県下市町村における県産品使用推奨の通達が必要で

はないでしょうか、見解を伺います。 

 とりわけ学校における机、椅子に県産品の使用を推

奨するべきではないでしょうか。現状での導入個数、

額について伺います。 

 学校への県産品使用に向けて、県内の事業者が仕事
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を受注する上での取り組みを農林水産部としても支援

するべきではないでしょうか。 

 次に、先人記念館（仮称）の構想について伺いま

す。 

 県内における郷土の偉人を顕彰する施設の現状と、

その分野において他府県と比較しての見解を伺いま

す。 

 県立の先人記念館（仮称）の設立は意義のあること

と思いますが、見解を伺います。 

 続きまして、首里城公園の管理について伺います。 

 平成30年に国営沖縄公園首里城地区が県に移管され

れば、首里城公園のほとんどが県の管理となります

が、それ以外の那覇市所有の円鑑池、園比屋武御嶽及

び玉陵の管理の県移管に向けた那覇市との調整の見通

しを伺います。 

 平成30年までに公園内または周辺において、どのよ

うな発掘調査や復元、整備工事が予定されているで

しょうか。 

 次に、図書館行政について伺います。 

 新しい県立図書館の新築移転場所が再開発地域内の

複合施設内に決定したとのことです。岩手県立図書館

が参考になるとのことですが、そこを視察して感じた

以下の点について伺います。 

 まず、商業施設が混在した図書館となりますが、静

かな環境が保たれるような図書館の配置については、

専門家と十分詰める必要があるのではないでしょう

か。 

 岩手の場合、指定管理者制度の運用に問題があるよ

うに感じました。県立図書館の運営には指定管理の導

入は困難であると考えますが、見解を伺います。 

 最後のオリンピック開催については、先ほどの當間

盛夫議員の質問と重なっておりますので取り下げま

す。 

 以上、よろしくお願いをいたします。 

○議長（喜納昌春君） ただいまの新垣安弘君の質問

及び質疑に対する答弁は、時間の都合上休憩後に回し

たいと思います。 

 20分間休憩いたします。 

   午後３時６分休憩 

   午後３時30分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 休憩前の新垣安弘君の質問及び質疑に対する答弁を

願います。 

 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 新垣安弘議員の御質問に答

弁をいたします。 

 第１に、教育行政についての御質問の中で、学校へ

の県産木材使用に向けた支援についてという御趣旨の

御質問に答弁をいたします。 

 学校現場における県産木材の利用促進につきまして

は、給食用食器の開発、木造保育所の整備、寄宿舎の

内装木質化などなど積極的に取り組んできたところで

あります。特に、学習机、椅子につきましては、規格

の統一化や製造コストの低減化、新ＪＩＳ規格に対応

した製品開発等を行ってきたところでございます。 

 沖縄県といたしましては、学校現場への県産木材の

利用促進や受注拡大に向けて、今後とも、関係機関と

連携をし積極的に支援してまいりたいと考えていると

ころでございます。 

 次に、図書館行政についての御質問の中で、新しい

県立図書館の環境についてという御趣旨の御質問に答

弁をいたします。 

 沖縄県立図書館は、時代、そして社会に即した県民

サービスが求められております。新しい県立図書館に

おきましても、県民にとって利用しやすく、快適で、

静かな環境であることは重要な視点だと考えておりま

す。今後は、有識者により構成される「新県立図書館

あり方検討委員会」で十分に検討してまいる予定でご

ざいます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 安全保障と基地問題に関す

る御質問の中で、万国津梁フォーラムの成果と開催目

的についてお答えをいたします。 

 本年８月29日に島嶼地域の危機管理と地域協力を

テーマに、第１回万国津梁フォーラムを開催しまし

た。そこでは、地域で共通する防災や危機管理上の課

題が確認され、地域協力のさまざまな可能性が明らか

になっています。 

 10月11日に予定している第２回フォーラムは、安全

保障等の専門家により、学術的立場から冷静かつ自由

な議論を行い、その成果を県の施策の参考にするとと

もに、県民に広く還元し、今後の地域間交流を考える

一助とすることを目的としております。 

 続きまして、同じく安全保障と基地問題に関する御

質問の中で、危機管理に関する今後の研究や取り組み

についてお答えいたします。 

 沖縄は島嶼県としてさまざまな課題を抱えておりま

すが、西太平洋の防災の拠点となる可能性を持ってい
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る地域であると考えております。８月29日に開催した

万国津梁フォーラムにおいては、地域協力のさまざま

な可能性が話し合われました。 

 今後は、ハワイ州等先進的な地域における事例など

について研究を進め、その成果を県の施策に生かして

まいりたいと考えております。 

 続きまして、同じく安全保障と基地問題に関する御

質問の中で、東アジア共同体に関する研究交流につい

てお答えいたします。 

 県としては、アジア・太平洋地域の専門家による研

究、議論の場を沖縄に設けることにより、地域におけ

る意思疎通の促進を図ることが重要であると考えてお

り、今後とも御提案の東アジア共同体を含む地域協力

のさまざまなあり方について研究を進めてまいりたい

と考えております。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 首里城公園の管理について

の御質問の中で、公園内の発掘調査や復元・整備につ

いてお答えいたします。 

 国営沖縄記念公園首里城地区においては、御内原地

区、北城郭地区等の発掘調査及び整備が進められてお

り、平成29年度完成を目指していると聞いておりま

す。 

 県営首里城公園の整備については、中城御殿跡地に

おいて、平成23年度策定の基本計画を踏まえ発掘調査

を行っており、跡地整備の実現に向けて取り組んでい

るところであります。そのほかに、円覚寺跡周辺及び

真珠道の園路整備を予定をしており、整備に当たって

は事前調査を実施し、必要な発掘調査を行っていきた

いと考えております。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 安全保障と基地問題に

ついての御質問の中で、馬毛島の米軍艦載機訓練施設

の進捗状況についてお答えいたします。 

 防衛省によりますと、現在、南西地域における防衛

態勢の充実のための自衛隊施設を整備するとともに、

その施設においてＦＣＬＰ（空母艦載機着陸訓練）を

実施することについて検討を進めており、施設の整備

場所について、馬毛島はその地理的要因や土地面積が

十分確保できること等から検討の対象であると考えて

おり、その旨を地元に説明しているとのことでありま

す。 

 防衛省は、現在、自衛隊の具体的な利用計画を検討

するとともに、ＦＣＬＰの運用所要を満たし得るか否

か米側と協議を行っているところであり、また、馬毛

島の土地所有者とは、検討の一環として考えを聞いて

いるとのことであります。 

 また、防衛省は、本件について、我が国の安全保障

上の重要な課題であると認識しており、できるだけ早

期に実現できるよう、地元の意見に十分配慮しつつ、

検討を進めていく考えとのことであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） それでは教育行政につい

ての御質問で、学力向上に係る本県の課題についてお

答えいたします。 

 全国学力調査におきましては、これまで低迷してい

た県が今回飛躍した状況は承知しております。 

 全国学力調査の検証から、本県は、「基礎学力の定

着や思考力を高める授業づくり」、「授業時数の確

保」、「授業と連動した宿題」などの徹底が図られて

いないことや、基本的な生活習慣の確立が不十分であ

ることが課題であると捉えております。 

 県教育委員会としましては、学校、家庭、地域、行

政がこれらの課題を認識し、おのおのに当事者として

の危機感を強く促すとともに、児童生徒の「確かな学

力」の向上に向けて、さらなる取り組みの充実に努め

てまいります。 

 次に、伊平屋村の東大塾についてお答えいたしま

す。 

  伊平屋村では、夏休みの１週間、東京大学の学生を

島へ招き、学習指導や体験活動等を通して、島の中学

生へ今後の進路や夢について考え、やる気と学力を身

につけさせる東大塾の取り組みを行っております。こ

としは、東大生４名と中学生43名で実施し、生徒たち

には、授業終了後も東大塾の経験を糧に努力する姿が

うかがえるとの報告を受けております。 

 次に、受験を想定した中高一貫体制についてお答え

いたします。 

 中高一貫教育校には、「連携型」、「併設型」、

「中等教育学校」の３つの実施形態があります。本県

の公立中高一貫教育校は４校設置されており、その内

訳は連携型が３校、併設型が１校となっております。

一方、私立の中高一貫教育校は全て併設型で４校設置

されております。 

 県教育委員会としては、生徒、保護者、地域のニー

ズを踏まえた確かな学力を身につける、中高一貫教育
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校の設置についても検討していきたいと考えておりま

す。 

 次に、県内高等学校修学旅行の実施状況及び未実施

校の理由についてお答えいたします。２の(4)アと２の

(4)イは関連しますので一括してお答えいたします。 

 平成24年度における県内高等学校の修学旅行実施 

校は30校で、高校全体に占める割合が50.0％となっ 

ております。また、九州各県では福岡県、佐賀県、宮

崎県が100％、長崎県98.2％、鹿児島県97.2％、熊本県

93.1％、大分県91.8％となっております。 

 本県の高校における修学旅行は、復帰前から経済的

な負担や生徒、保護者のニーズ等により希望制で実施

しておりますが、企画しても希望者が少なく実施に

至ってない学校が５校もあるのが現状です。 

 県教育委員会としましては、修学旅行の教育的意義

を踏まえ、学校と地域の実態に即した対応に努めてま

いります。 

 次に、修学旅行の全校実施についてお答えいたしま

す。 

  本県では、保護者の経済的負担や生徒、保護者の

ニーズ等から、修学旅行を全校で実施していない現状

にあります。 

 県教育委員会としましては、修学旅行が学校内では

得がたい学習を行う大切な機会と捉えており、実施率

の向上を図るため、今後、研究してまいります。 

 次に、キャリア教育の展開及び類似事業についてお

答えいたします。 

 県教育委員会としましては、キャリア教育の視点を

取り入れた専門高校生国外研修事業や商工労働部との

連携による「県外インターンシップ」に取り組むとと

もに、沖縄振興特別推進交付金を活用して、グローバ

ル・リーダー育成海外短期研修事業等を実施しており

ます。 

 修学旅行につきましては、全国の小・中・高校で実

施されていることから、沖縄振興特別推進交付金を活

用することについては、制度上厳しいものがあると予

測されますが、キャリア教育という別の視点から研究

してまいりたいと考えております。 

 次に、県教育委員会所管の県産品使用割合について

お答えいたします。 

 県立学校において調達する物品については、そのほ

とんどを県内業者から購入しておりますが、全ての物

品が県産品かどうかの確認は困難であり、使用割合に

ついては把握しておりません。 

 なお、県立学校における修繕や改修など、県教育委

員会発注工事においては、特記仕様書の中で県産品の

優先使用を明記しており、鉄筋、セメント等の主要建

設資材については、県産品使用率は100％となってお

ります。 

 次に、市町村への県産品使用推奨の通達についてお

答えいたします。 

 県では、県産品の優先使用について、市町村等に対

し、県の策定する「県内企業への優先発注及び県産品

の優先使用基本方針」に準じた対策を積極的に行うよ

う要請しているところです。 

 県教育委員会としましては、学校における県産品の

使用は、児童生徒の県産品へのこだわりも深まり、有

意義なことであると考えております。 

 次に、学校における机、椅子の現状についてお答え

いたします。 

 平成24年度の県立学校における机、椅子の調達実績

は、机が2676脚、椅子が4154脚となっており、調達額

は約4310万円となっております。そのうち、全ての

ホームルーム教室でリュウキュウマツを使用した机、

椅子を調達している学校は１校で、平成24年度の調達

実績は、机、椅子ともに10脚ずつで、調達額は約22万

円となっております。 

 県教育委員会としては、環境教育の取り組みや地場

産業へのこだわりを育てる観点から、学校現場の意見

も踏まえ、県産品使用の推奨に努めてまいります。 

 次に、先人記念館（仮称）構想についての御質問

で、郷土の偉人を顕彰する施設及び県立の先人記念館

（仮称）設立についてお答えいたします。３(1)と３(2)

は関連しますので一括してお答えいたします。 

 県内の偉人、先人を展示・紹介している施設等につ

きましては、尚円王を展示する伊是名村ふれあい民俗

館、石垣市の大浜信泉記念館など６施設があります。 

 県外につきましては詳細を掌握しておりませんが、

高知県坂本龍馬記念館や、鹿児島県維新ふるさと館等

について確認しております。 

 県教育委員会としましては、記念館等を通して児童

生徒が郷土の先人の偉業や生き方を知ることは、意義

あるものだと捉えております。 

 今後は、学校教育での郷土の歴史や偉人の学習の充

実に努めるとともに、市町村と連携し顕彰施設につい

ても情報交換を進めてまいりたいと考えております。 

 次に、図書館行政についての御質問で、新県立図書

館建設の指定管理の導入についてお答えいたします。 

 新しい県立図書館は、「県民が気軽に利用でき、県

民の多様なニーズに応える」ことが重要な視点と考え

ております。 

 今後は、指定管理も含めて、「新県立図書館あり方
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検討委員会」において、新しい時代にふさわしい図書

館サービスのあり方について検討していきたいと考え

ております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 首里城公園の管理

についての御質問の中で、那覇市所有文化財の県移管

についての御質問にお答えいたします。 

 首里城公園については、公園管理の効率化の観点か

ら、那覇市所有文化財を含む施設等の一体的な管理運

営が望ましいものと考えております。しかしながら、

円鑑池については、円覚寺跡の史跡として国指定を受

けており、また、園比屋武御嶽石門及び玉陵について

は、世界遺産及び国指定の重要文化財となっているこ

とから、これらの取り扱いについては、文化庁との調

整が必要であると聞いております。 

 このようなことから、移管については、那覇市及び

関係部局と協議・調整を行い、移管の可能性を含め検

討していきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 新垣安弘君。 

○新垣 安弘君 よろしくお願いします。 

 最後の、土建部長に答弁していただいた件からお伺

いしたいと思うんですが、土建部長の答弁をお伺いし

まして、この件に関しては今までも高良副知事にも要

請に行ったこともあります。１つ懸念していることが

あるんですね。知事も耳にしているかとは思うんです

が、この件を私どもが取り上げたときに、それは動機

としては国の管理のものが県に30年に移ってくると。

そういう状況の中で見てみたら、円鑑池は那覇が持っ

ているとか、園比屋武御嶽、玉陵も那覇がやっている

とそういう状況がありましたから、これは一体管理の

ほうがいいんじゃないかということで、那覇とも話は

したんですね。 

 そういう中で20年前の那覇と県との間で交わされた

文書が出てまいりました。これはどういうことかとい

うと、龍潭池のしゅんせつのこともあったと思うんで

すが、龍潭池は県がやるべきでしょうと。円鑑池とか

園比屋武御嶽とかそこは那覇がしっかり我々がやる

と、そういうことを那覇は20年前に言っているわけで

す。ただし、現時点においては、県が一体管理やる方

向に関しては、今回の那覇市議会でも大体感触は得て

いるんですね。あとは交渉の問題なんですが、これは

うまくいくということは、那覇と県との間で話がうま

くついて那覇管理のものが県に移ってくる。それがう

まくいく、成功だと私は思っています。ところが、こ

れやり方をちょっと間違うと、20年前に那覇は那覇で

これ見ると言っているじゃないかとそういう話になっ

てきますと、那覇のほうが、ああそうですねと。じゃ

まだしばらく那覇で見ましょうねとそういうことに

なったらこの話は終わっちゃうんですね。ですからそ

ういう意味で、ここは那覇とやるときに、やはり県が

大人の立場で那覇の持っている文化財を県に渡して管

理をさせてもらいたいという話なわけですから、那覇

は那覇で20年前のことがありますから、今、那覇のほ

うからどうぞとは言いづらいところもあると思うんで

す。そこは、この交渉をうまく生かせるために、ぜひ

文化財のこと首里城のことに関しては、高良副知事い

ろいろとずっとやってこられた立場でもありますし、

専門的な立場でもありますから、ここは県から那覇に

対して、那覇の管理しているものを、しっかり管理し

ているけれども一体管理ということで、今回国のも県

に来るから那覇のも県でやりましょうと。そういう姿

勢で那覇に対していかないと、これはうまくいかない

んじゃないかと思うんですね。そこは事務方にただ任

せるんじゃなくて、やはり知事または副知事レベルで

この文化財の管理のことを那覇に働きかける必要があ

ると思うんですが、そこら辺いかがでしょうか。 

 これは副知事どうですか、要請にも行っています

し、私どもも。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 先ほどもお答えい

たしましたとおり、一体的な管理運営が望ましいとい

う部分については議員と全く同じ考えでございます。 

 そしてまた、平成30年を目途として首里城の国営部

分が県に移譲されるということで、今、いろんな協

議・調整をしているところもまた事実でございます。

現在、首里城は県の土木建築部が管理しております部

分、それから教育庁管理、国管理、ＵＲ都市機構、そ

して那覇市と、相当いろんなところにまたがっている

ことも事実でございますので、これは何らかの効率的

な管理の方法が必要だろうと考えております。 

 その中で、議員御指摘の円鑑池、それから玉陵、園

比屋武御嶽の石門というようなものがございまして、

議員からも御紹介ありましたように、平成３年に那覇

市から文書が出されておりまして、ちょっとその部分

読み上げますと、円鑑池は、国指定文化財であり所有

権の移転は文化庁との調整事項になり、全国の事例と

もなることから困難であるという見解も示されており

ますし、また、円鑑池については那覇市のほうでしっ

かり管理をするんだというような文書もございます。 
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 ただ、22年ほど前の文書でございますので、現在、

そういう首里城公園の国営部分も県に移管されるよう

な状況を踏まえて、新たにまた那覇市さんとあるいは

県の教育庁も含めて協議・調整を行って、この移管の

方向性というものをもう一度考えるということについ

ては、やぶさかではございません。 

○議長（喜納昌春君） 新垣安弘君。 

○新垣 安弘君 ぜひ、この交渉を成功させてくださ

い。よろしくお願いいたします。 

 次に、先人記念館に関してちょっとお伺いいたしま

す。 

 これは、教育長のほうから御答弁いただきました。

ありがとうございます。 

 私、２年前にもこの件取り上げたんですが、そのと

きよりも誠意を持って前向きに答えていただいて感謝

しております。ただ、これに関しては教育委員会だけ

じゃなくて知事部局も結構関心持っていただかないと

困る、難しいかなと思っているんですが、１つ、これ

もまた高良副知事にお伺いしますけれども、伊波普猷

初め郷土の先人を随分研究してこられていると。私は

地元が東風平なので、謝花昇の資料館の云々というこ

ともあってこのことにずっと関心を持っているんです

が、こういう伊波普猷を初めその先人の記念館、これ

はすごく必要だと思うんですね。先般、県立図書館の

件で岩手に行ったときに、盛岡市立の先人記念館とい

うのがありまして、盛岡市関係のいろんな分野で貢献

した人たちの顕彰館があるんですよ。そういうものが

本当に県としてもあったら、教育長レベルではこれは

青少年の教育にもなるし、あるいはまた、文化観光と

いうことでいえばそういう施設があればそれは文化観

光の面からも大いに資するものだと思うんです。そこ

ら辺は、先人に関して研究してこられた副知事はどう

お思いでしょうか。ちょっとお聞かせください。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 質問といいますか、問題提

起の御趣旨は大変よく理解できると思います。 

 特に、これからの時代を担う青少年、子供たちに

とってこの沖縄という地域に則しながらどのような先

人たちが活動されてきたかと、どういうメッセージを

我々に残しているのかということについて先人記念館

のようなものを整備して、ちゃんとその情報をみんな

に伝えていくというその場が必要であることは私もそ

うだと思います。 

 問題はそれをどういう形態で、どういう方法で整備

していくのかということだと思いますが、例えば、メ

モリアルといいますか、そういったものをつくって、

単独の施設をつくって整備していくのか。あるいは、

今度整備される県立図書館でありますとか、県立博物

館・美術館でありますとか、そういう学習施設、社会

教育施設の中にそういう一つの部屋をつくるとか、あ

るいは先人記念室みたいなのをつくって、その施設の

中にそういう機能を取り入れていくのかということも

一つの手でしょうし、それから先ほど教育長の答弁に

もありましたように、さまざまな資料をつくって学校

の教育の中でそういったものを伝えていくということ

も必要かもしれません。そういう趣旨をどういう手法

で整備をして多くの人に伝えていくのかということに

ついては、多分さまざまな立場から検討が必要だとい

うふうに思います。 

○議長（喜納昌春君） 新垣安弘君。 

○新垣 安弘君 ありがとうございました。 

 知事、この間新聞に載っていたんですが、山中貞則

元沖縄開発庁長官の顕彰館が今回地元でできるという

ことで、沖縄に対してもいろいろやってくれた方だか

ら、その恩に報いようということで協力しようという

ことになりました。そういう意味でもそういう施設は

すごく必要なものだと思うし、そこら辺の郷土の偉人

を顕彰することに関しては、他府県におくれをとって

はならないと思うんです。 

 今、副知事がおっしゃられた、その形式、やり方、

いろいろあると思うんですね。そこは教育委員会にも

調べていただいて、県立の資料館も結構あるところも

あるし、盛岡市みたいに市立もあるわけですよ。そう

いう意味で、要はそれを顕彰する施設、そのやり方は

どうであれ、そこをしっかり取り組んでいく、考えて

いく。研究してみるというか、そこは知事のほうで

ゴーサインを出していただければ本当にいいかなと思

うんですが、そこはいかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時３分休憩 

   午後３時４分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 結論は、少し研究させてい

ただきたいと思うんです。といいますのは、例えばど

ういう人物たちを先人として顕彰していくのかと、人

物の選び方、それから時代、人物は意外とさまざまな

立場からのそれぞれプラスで評価をする側面もあれ

ば、一見マイナスのややネガティブに評価をする面も

あります。ですから、人物を絞り込むという作業もあ

ります。それから、どのような形態の施設が必要なの

かということも含めて、これはちょっとマカチョー
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ケーとは言えませんので、少し研究させていただきた

いというふうに思います。 

○議長（喜納昌春君） 新垣安弘君。 

○新垣 安弘君 まさに、どの人物をやるかというの

は問題だと思うんです。私もそこは気になって盛岡で

も聞きました、どうやっていますかと。これはいろい

ろ難しいんじゃないですかと。そうしたらやはり選定

委員会みたいなものをつくってやっていると。関係者

もいろいろとあるとは思うんです、子孫の。でも、そ

こら辺もそう問題はなく、委員会で基準を決めてしっ

かりやっているということで言っていました。ぜひよ

ろしくお願いいたします。 

 教育問題に関して移りたいと思います。教育長、よ

ろしくお願いします。 

 まず学力テストのこの成績、最下位が続いている

と、そこの原因ですね。今までずっとこういう現状が

続いています。これは誰かが責任を持って取り組まな

いと、これ、私、変わらないと思うんです。そういう

意味では、毎回、沖縄の小中学生は学力最下位だとい

うことが流されている。そういう状況の中で、私はこ

れを解決するには、やっぱりいろいろ家庭問題、沖縄

のさまざまな事情はあるけれども、少人数学級問題あ

るけれども、主体はやはり教育関係者が責任を持っ

て、子供たちが47位だったら、教育長として全国47名

の教育長の中の私が47番だと47位なんだと。そういう

思いを持って奮起してやるような、全国の教育長と競

争するようなことにならないと、これはもう毎回、教

育長も２年ごとにかわって当たりさわりのないことで

やっていくといつまでたっても変わらないと思うんで

す。そういう意味で、教育長が、今、私は47番目の47

位の教育長なんだと、負けるものかということで、次

に向けてやっていくというか取り組んでいくという

か、そういう腹と決意があるかどうか、その気持ちを

お聞かせください。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 御指摘ありがとうござい

ます。 

 決意につきましては、私、代表質問の島袋大県議の

答弁の前に表明させていただきましたけれども、もう

一度決意を述べさせていただきたいと思います。 

 今回、またしても全国最下位となってしまいまし

た。ことしこそはと期待していた県民の皆さん、そし

て、県民を代表する県議会の皆様には本当に申しわけ

ない気持ちでいっぱいであります。全国最下位という

思いを返上すべく、次年度は全国最下位を脱するよう

県教育委員会一丸となって頑張る所存です。 

 議員から御指摘ありましたように、学力向上は私た

ち学校教育者の最大の責務であるということを念頭に

置きまして頑張ってまいります。 

○議長（喜納昌春君） 新垣安弘君。 

○新垣 安弘君 教育長が、私は47番目の47位の教育

長なんだと、そういう自覚に立てば、学校の小・中・

高校生の皆さんに、皆さんは47位の47番目の校長先生

ですよと、そうやって言う。校長たちがそういう自覚

を持てば、教職員に47位の教職員なんだと。そういう

ところから奮起しないと、子供たちだけが47位じゃこ

れは話にならないと思うんです。やはりそこはぜひ意

識改革をしていただきたいと思いますね。 

 これは50年ほど前に沖縄県が鹿児島を調査したその

資料なんですけれども、おもしろい内容があるんで

す。同じ環境の中で、成績のいい学校、悪い学校を調

査してみた、教員の意識を。成績のいい学校の教員

は、学力に関して何が一番問題かというと、校長の学

校経営である。２番目に、教員の責任心情だと、責任

感だと。３番目に、教員の実力だと。成績のいい学校

の教師はそう思っているんです。成績の悪い学校の教

師はどう思っているかというと、１に、家庭環境が問

題だ、２に、家庭環境が問題だ、３に、教員の待遇だ

と。これは責任転嫁の何物でもないというふうに思う

んです。それが50年前の鹿児島でやったその調査の中

にこれがあらわれているんです。 

 これを秋田と沖縄に当てはめると、秋田の先生方

は、子供たちの学力は、１に、学校経営だと、２に、

教師の責任だと、３に教師の実力だと、そういう意識

でいる。じゃ沖縄はどうかと、いや家庭教育だと。１

に、家庭教育、２に、家庭、地域の責任だと。教師が

そう思っていたら、これはいつまでたっても変わらな

いと思うんです。沖縄の先生がそうだというわけじゃ

ないんですけれども、この最下位の問題を解決するに

は、沖縄のその教育関係者たちが、責任は私たちにあ

ると。子供の学力は、１に、学校経営であると、２

に、教師の責任だと、３に、教師の実力だとそういう

気持ちにならないとこれは難しい。この間、初めて全

校長を集めてやったと思うんですが、その様子を

ちょっとお聞かせ願えますか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） その前に、ぜひ今の質問

に答弁させてほしいんですけれども、学力の向上とい

うのは、私たち学校教育者の本当に最大の責務だと

思っております。 

 私は、学校の先生方が家庭教育であるとか、経済の

貧困とかで、それに転嫁している先生は１人もいない
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んじゃないかと思っております。そういう決意です。 

 学校、私たちは学力向上について頑張りますけれど

も、ただ私たちの責務であるということと、私は、

今、家庭教育に力も入れているんですよ。これは決し

て矛盾するものじゃなくて、この家庭教育というの

は、今子供たちを取り巻いているいろんな問題の非行

であるとか、あるいは深夜徘回であるとか、この辺も

根底からやらなきゃいけないと。だから、そういう意

味で家庭教育の充実もぜひ御理解いただけたらと思い

ます。決してこれは転嫁するわけじゃなくて、両者は

頑張れば頑張るほどプラスの思考、プラスのスパイラ

ルを形成していくと私は信じております。 

 それから９月13日に開催した沖縄県小中学校長の連

絡協議会ですけれども、今回の全国学力調査の結果か

ら見た本県の成果や課題、それから今後の改善等につ

いて確認して、特に校長のリーダーシップについて再

確認してまいりました。そしてもっともっと学力が最

下位であるという認識、自覚、それを徹底的に伝えた

つもりです。 

 この本協議会というのは今回初めて開催したもので

して、全小中校長が一堂に会しまして、成果を上げた

他県の例とかあるいは本県の、特に本県でも頑張って

伸びている学校があるわけですから、それも含めてい

ろいろと課題、それから今後の取り組み等を共有した

大変意義があったものと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 新垣安弘君。 

○新垣 安弘君 50年前に沖縄の調査団が帰ってきて

懇談会を開いた話があるんです。イの一番出てきたの

は、沖縄は父兄の協力がないね、家庭の問題があるね

と。イの一番それから始まるんですけれども、結果的

にはそこにはおさまらないんですよ。鹿児島はどう

だったかというと、家庭の問題は鹿児島もありました

と。これは秋田もそうなんです。どうやって解決した

かというと、教師の熱意で解決されましたと言うんで

すね。だから、家庭の問題を解決するのも教師なんで

す、教師の熱意で。ぜひそこは自覚を持っていただき

たいと思います。 

 私は、教育長と同郷ですし、同窓ですから応援団で

いたいんですよ、４月には教育長の激励会も地元であ

りました。成果を出してください、ぜひ。結果をです

ね。そうしたらまた来年の９月には大きな激励会やり

ますから、ぜひお願いします。 

 その意識の問題で一つ、時間ありませんので……。

修学旅行の問題。 

 九州は100％から90％以上、沖縄は学校でも行って

いるのは半分。この問題は、これは金がある家庭はそ

れは塾に行ったり、参考書買ったり、家庭教師ついた

り、いろいろありますよ。この学校行事が家庭のお金

に左右されてこうなっている、これは大きな問題。だ

から、ぜひ修学旅行じゃなくても何らかの形でこれは

沖縄はこうやっているんだというキャリア教育に移し

かえるとか、そこはぜひ解決すべきことだと思うんで

す。そこはぜひお願いします。 

 このことに関しては、私は教育長にも知事に関して

も一言お伺いしたいと思います。 

 どうぞ一言。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 今回、修学旅行について

の御質問につきまして、私も大変勉強になりました。

沖縄県では、修学旅行というのはこういうものだろう

という認識が甘かったと思います。九州全部90％、

100％が３県もあって、うちは50％でありますから、

ぜひ修学旅行の意義と教育的な意義を踏まえて、今後

校長会等と連絡を密にしながらどう解決していくのか

というのは、ぜひ研究していきたいなと思っておりま

す。 

○新垣 安弘君 知事も一言お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） 今の議論を聞いてちょっと

驚きましたけれども、これは高校の修学旅行でこうい

うふうな状況だと非常にびっくりしております。 

 今後は、教育委員会とも連携をしてどんなことがで

きるのか、ここはしっかりまた対応を考えていきたい

と思います。 

○新垣 安弘君 ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 糸洲朝則君。 

   〔糸洲朝則君登壇〕 

○糸洲 朝則君 ハイサイ グスーヨー チューウガ

ナビラ。 

 通告に基づきまして一般質問をいたします。 

 御茶屋御殿の復元と国の文化財登録に向けた取り組

みについて。 

 去る４月26日、秋野参議院議員、野原嘉孝那覇市議

会議員と文化庁など関係省庁を訪ね、御茶屋御殿の復

元と国の文化財登録を要請いたしました。文化庁の河

村潤子次長は、登録には地元の機運の高まりが必要だ

が、十分に可能性は検討できる。まずは、担当者を現

地に派遣すると、山本一太沖縄担当相は、協議会の設

置、復元に向けて私がスイッチを入れる、このように

発言をいたしました。 

 そこで伺いますが、関係省庁の担当者が現地沖縄に

派遣されましたが、そのときの内容、あるいは県の対
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応等について伺います。 

 国・県・那覇市による協議会の復活、あるいは設置

についてどのようになっておりますか伺います。 

 御茶屋御殿復元期成会との連携や県の対応について

伺います。 

 教会や幼稚園側とどのような対応をなされている

か。現状及び今後の取り組みについて伺います。 

 ２点目に、農林水産行政。 

 外国、例えば香港等からの観光客への沖縄県産の牛

肉をお土産として提供したいということについて、観

光振興あるいは沖縄県産和牛の輸出促進、県畜産業の

振興の観点からも県としても積極的に推進していただ

きたいと思い、質問をいたします。 

 農林水産省は和牛の輸出促進を実施中なので、沖縄

県産牛肉の外国いわゆる香港等への観光客へのお土産

としての提供について、前向きに対応したいとのこと

でございますが、県の考え及び対応について伺いま

す。 

 「対香港輸出食肉を取り扱うと畜場等の認定」取得

について。既存の施設の改良及び今後建設予定の宮

古、八重山の屠畜場についてですが、香港等に輸出す

る場合、厚労省の承認が必要で、現在国内に９カ所の

認定屠畜場があり、中でも隣県鹿児島県は４カ所も認

定屠畜場があると聞いています。したがって、県内に

認定屠畜場の設置に取り組んでいただきたいと考えま

すが、県の所見を伺います。 

 沖縄県のマグロ漁業は、燃油の高騰及び円安による

餌、入漁料の高騰、東シナ海での操業禁止、米軍の演

習区域での操業禁止、日台漁業交渉における一方的な

取り決め等により沖縄近海の優良な漁場は失われ、県

内マグロはえ縄漁船はより遠くの漁場へ進出しなけれ

ばならない状況下にある。また、200海里外へ出て操

業を行うため、海外入漁に伴う各種登録料金の値上

げ、高額な入漁料の支払い等により大変厳しい操業形

態が続いている。本県の水産業を衰退させないために

も、マグロはえ縄漁業に対する対策が求められてお

り、以下の質問をいたします。 

 現在実施されている那覇発本土間の１キログラム当

たり80円の運賃補助に加えまして、グアム発本土間の

補助いわゆる97円を拡大できないか伺います。 

 海外入漁船の入漁諸経費への補助についても伺いま

す。 

 ＷＣＰＦＣ条約（中西部太平洋まぐろ類条約）に伴

うオブザーバー会費への補助についても伺います。 

 燃油高騰対策で、漁業経営セーフティネット構築事

業に参入できない漁業者に対しても何らかの救済措置

が必要だと考えますが、いかがでしょうか。 

 土木行政について伺います。 

 安里川の浸水対策の一環として建設された真嘉比遊

水地だが、50年に一度の大雨を想定して建設されたと

聞いております。しかしながら、近年の大雨時に遊水

地が機能せず、松川方面の浸水は解消されておりませ

ん。真嘉比遊水地が機能するような対策が必要と考え

るが、県の対応について伺います。 

 また、真嘉比遊水地周辺を桜の名所にしたいとの地

域住民の声があります。地域の美化運動、地域住民の

連帯の構築等の観点からも地域住民と意見を交換しな

がら推進されたらどうでしょうか。県の見解を伺いま

す。 

 建設現場における職人不足の対策について伺いま

す。 

 建設現場における人手不足は、公共工事の発注増、

消費増税前の駆け込み需要等の要件がありますが、こ

の状況は一時的な現象とは考えられません。したがっ

て、即効性のある対策と中長期的展望に立った人材育

成、いわゆる職人等の育成制度等も早急に確立しなけ

ればならないと考えますが、県の考え及び対応につい

て伺います。 

 那覇空港第２滑走路増設事業について伺います。 

 私たちは、去る８月５日、遠山衆議院議員、沖縄県

経済団体会議の國場会長らと太田昭宏国土交通大臣に

お会いし、那覇空港第２滑走路の早期着工を求めると

ともに、2014年度も必要な予算の計上及び県内企業へ

の優先発注を要請いたしました。太田大臣は、地元企

業への発注は、政府全体でも意識していると述べ、十

分配慮する姿勢を示されました。今後は、総合事務局

あるいは県との実務者レベルでの具体的な取り組みが

大変重要かと考え、質問いたします。 

 早期着工と予算の確保について、現状と将来展望に

ついて伺います。 

 県内業者への優先発注に対する県の取り組みについ

て伺います。 

 ４点目に、沖縄県系移住地との交流について伺いま

す。 

 ８月８日から19日まで、ブラジル、アルゼンチンの

移住105周年記念式典に参加及び視察に行かせていた

だきました。両国のウチナーンチュの皆さんは、ウチ

ナーグチや空手、琉球民謡あるいは舞踊等、沖縄文化

を大事にされております。また、食文化も沖縄そばを

初めヒージャー料理等、まさに沖縄そのものでありま

す。世界のウチナーンチュは、母県沖縄の誇りであ

り、また大きな財産であります。したがって、移住地
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との交流を深め、きずなを強くしていくためにも、母

県としての役割及び責任を果たしていくことは大変重

要であると考え、以下質問いたします。 

 ブラジルのカンポグランデ市で、県系人の方より、

沖縄の七月エイサー、本場のエイサーをブラジルの子

弟に教えたいとのことで県に要請し、現在、県の文化

振興会が取り組んでいるようですが、現状と見通しに

ついて伺います。 

 県費留学研修制度、出身市町村の留学研修制度につ

いて、現状と将来展望について伺います。移住地で

は、県費留学制度を初め出身市町村の留学・研修制度

に大変期待しております。母県として十分対応してい

るかどうかも含めて伺います。 

 次に、母県沖縄からの留学研修制度についてもどの

ような制度があるか。また、将来展望についても伺い

ます。 

 南マットグロッソ州、沖縄県の姉妹州県交流につい

て。 

 南マットグロッソ州と沖縄県が姉妹州県であること

を、残念ながら州議会を訪問して初めて知りました。

これまでどのような交流をしてきたか。また、今後の

交流計画等についても伺います。 

 福祉行政について伺います。 

 視覚障害者に対する情報バリアフリー促進を目的と

した「音声コード普及のための研修」について伺いま

す。 

 視覚障害者に対する情報バリアフリー促進を目的と

した「音声コード普及のための研修」の基金事業とし

ての取り組みが平成24年度で終わり、本年度からは地

域活性化支援事業で新設された理解促進研修啓発事業

として実施するよう、厚労省から公式に指示が出され

ていると聞いておりますが、本県の取り組み状況につ

いて伺います。 

 交通安全対策について。 

 識名トンネル真地側の出入り口の信号機の設置及び

泉崎交差点における信号機の設置、あるいは横断歩道

の整備について伺います。 

 離島振興について。 

 公明党沖縄県本部は、去る９月13日、遠山衆議院議

員と富永・高吉両宮古島市議と私・糸洲で日本航空

（ＪＡＬ)本社を訪ね、下地島空港での実機訓練の再

開を初め、震災復興の象徴としての沖縄―福島路線の

再開、石垣―与那国路線など、利便性の高いネット

ワークの構築、フライトシミュレーター訓練施設の県

内誘致の支援などを要請いたしました。 

 対応されました日岡総務本部長からは、下地島空港

の実機訓練については、ＪＡＬグループであるＪＴＡ

の訓練に向け、近く沖縄県や地元と協議する。訓練の

規模などは、経済合理性なども考えながら、県側と協

議して、最終的な形を考えたいと述べました。 

 石垣―与那国路線については、現在、プロペラ機の

３往復だが、12月の与那国マラソンなど、利用者が多

いイベント時期には、ジェット機をチャーターするな

どして対応したいと述べられ、一歩前進の回答をいた

だきました。 

 したがって、今後は県がイニシアチブをとって地元

やＪＡＬ側を初めとする各航空会社への対応が重要か

と考え、質問いたします。 

 下地島空港の利活用について、航空会社等との交渉

について、県の取り組みとまた考えについて伺いま

す。 

 石垣―与那国路線の利便性の高い航空ネットワーク

の構築についても、県が間に立って航空会社と地元と

の話し合いを進めていただきたいと思いますが、いか

がでしょうか。 

 石垣―多良間路線の復活については、新しい航空会

社の話も出ておりますが、八月踊りを初めとする村行

事も多々あります。村としても路線復活を望んでおり

ます。県の対応を伺います。 

 多良間村の地下ダム事業についても、これも村民の

大きな願いであり、また待望する事業でございます。

現在の進捗状況及び今後の見通しについて伺います。 

 もう一つ、多良間村について、多良間村の簡易屠畜

場の建設についても進捗状況と今後の見通しについて

伺います。 

 以上、質問を申し上げましたが、後は質問席より再

質問をさせていただきます。よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 糸洲朝則議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、土木行政についての御質問の中で、那

覇空港第２滑走路増設事業の早期着工と予算確保につ

いてという御趣旨の御質問に答弁をいたします。 

 沖縄県民の長年の悲願である那覇空港第２滑走路の

早期供用を目指し、国は、平成26年１月の工事着工に

向け取り組んでおります。予算につきましては、平成

26年度予算概算要求において300億円が要求されてお

ります。 

次に、同じく土木行政に係る御質問の中で、那覇空

港滑走路増設事業に係る県内業者優先発注についての

御質問にお答えいたします。 
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 沖縄県では、機会あるごとに国交省を中心とした関

係省庁に対し、那覇空港滑走路増設事業に係る県内事

業者への優先発注について要請を行っているところで

あります。また、国交省のもとで沖縄総合事務局でも

地元企業の受注拡大に配慮した発注方針などを検討し

ているものと聞いているところであります。 

 今後とも、県内事業者への受注促進に向け、国交大

臣を初めとする国交省への要請をやってまいりたいと

思いますが、ぜひとも糸洲県議を初め県議会の皆さん

のお力添え、またはこの点が確保できるように一緒に

行動していきたいと考えておりますのでよろしくお願

いを申し上げます。  

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 農林水産行政に関する御質

問の中で、香港への牛肉のお土産についてお答えした

いと思います。 

 香港観光客への牛肉のお土産については、農林水産

省が香港政府との調整に向けて検討していると聞いて

おります。 

 県としましては、その検討結果を踏まえ、関係部署

と連携の上、積極的に対応していくとともに、引き続

き戦略品目である肉用牛のブランド力向上と消費拡大

を図ってまいります。  

 続きまして、沖縄県系移住地との交流に関する御質

問の中で、ブラジル・カンポグランデ市でのエイサー

指導についてお答えをいたします。 

 沖縄県では、今年度から実施しているエイサー普及

啓発事業の一環として、県外・海外で活動しているエ

イサー団体に対して、エイサー指導員の派遣を行って

おります。指導員の派遣を希望する団体を募集したと

ころ多くの応募をいただき、その中からブラジルのカ

ンポグランデ沖縄県人会を含む海外７団体・県外５団

体に指導員を派遣することを決定しております。ブラ

ジル・カンポグランデ市につきましては、沖縄市安慶

田青年会の指導者を、平成26年１月下旬ごろに派遣す

る予定となっております。 

 県としましては、このような普及事業を行うことに

より、エイサーの世界的な拡大とエイサーを通した文

化交流の促進を図ってまいります。  

 続きまして、同じく沖縄県系移住地との交流に関す

る御質問の中で、南マットグロッソ州と沖縄県の姉妹

州県交流についてお答えいたします。 

 沖縄県は、昭和61年にブラジルの南マットグロッソ

州と文化・教育等、広い分野の交流を図り、恒久的な

友好関係を推進するため姉妹提携を締結いたしまし

た。同州との交流事業として、技術研修員の相互派遣

や県系人の子弟を受け入れ県内中・高生と交流するス

タディーツアーの実施など、技術・教育などの分野に

おける交流を行ってまいりました。また、平成20年に

は南マットグロッソ州知事が初めて来県し、沖縄県副

知事も同州を訪問するなど、人的な相互交流も深めて

いるところであります。平成26年度は州都カンポグラ

ンデにおいて県系移民100周年の記念式典が開催され

ることになっており、沖縄県からも式典への出席を予

定しているところであります。 

 沖縄県としては、今後とも州政府や県人会等と連携

を図りながら、南マットグロッソ州との友好交流の促

進に努めてまいりたいと考えております。  

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 土木行政についての御質問

の中で、真嘉比遊水地周辺を桜の名所にすることにつ

いてお答えします。 

 河川区域内に植樹を行う場合には、河川法の許可を

受ける必要があります。 

 県としましては、植樹の許可申請があった場合は、

河川管理上の支障等を検討し適切に対応していきたい

と考えております。  

 次に、離島振興についての御質問の中で、石垣―与

那国路線についてお答えいたします。 

 石垣―与那国路線については、ＪＴＡが１日１往

復、ＲＡＣが週４往復で運航されておりましたが、 

平成25年１月８日に路線移管が行われ、移管後はＲＡ

Ｃにより１日３往復が運航されており、那覇―与那国

の直行便も合わせると、与那国発着路線は合計で１日

４往復が運航されております。離島地域における航空

路線は、住民生活の不利性の解消という観点のみなら

ず、観光産業など地域振興を図る上でも重要であると

認識をしております。 

 県としましては、与那国路線の旅客並びに貨物輸送

需要に対する供給不足等が生じることのないよう、与

那国マラソンなどのイベント開催時における臨時便の

運航など、需要に応じた運航の確保・維持をＪＴＡ、

ＲＡＣに対し引き続き働きかけていきたいと考えてお

ります。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 
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○教育長（諸見里 明君） それでは御茶屋御殿の復

元と国の文化財登録に向けた取り組みについての御質

問で、関係省庁及び県の対応等についてお答えいたし

ます。１(1)アと１(1)イは関連しますので一括してお答

えいたします。 

 ことし５月16日に内閣府、国土交通省及び文化庁の

担当者が来県し、沖縄総合事務局、県土木建築部、県

教育庁及び那覇市建設管理部等の関係部局で構成す

る、御茶屋御殿ワーキンググループを再開することが

決定されました。同ワーキンググループは、御茶屋御

殿に関する課題を協議するため那覇市において開催

し、事務局は那覇市とすることが確認されておりま

す。  

 次に、期成会との連携及び県の対応についてお答え

いたします。 

 県教育委員会では、御茶屋御殿復元期成会からの要

請を受け、平成12年度から平成17年度までの間、御茶

屋御殿跡地の発掘調査を実施したところであります。

また、期成会等に対しその結果を提供いたしました。 

 今後とも、事業主体である那覇市と連携してまいり

たいと考えております。  

 次に、教会との対応等についてお答えいたします。 

 土地の所有者である首里カトリック教会とは、発掘

調査実施のため、調査箇所や調査期間等において調整

を行っております。現在、発掘調査が終了しているた

め、教会や幼稚園とその後の調整等は行っておりませ

んが、今後ともワーキンググループに参加するなど、

御茶屋御殿に関する課題に適切に対応してまいりたい

と考えております。 

 次に、沖縄県系移住地との交流についての御質問

で、留学・研修についてお答えいたします。 

 本県の高校生が世界各地で活躍する沖縄県系移民の

方々と交流を深め、国際的な人的ネットワークを構築

することは有意義であると認識しております。 

 県教育委員会では、グローバルな人材育成を図るた

め、高校生や社会人等を短期研修事業や長期留学事業

を通して海外へ派遣しており、その際、ハワイや

ヒューストン等において現地沖縄県人会と交流を図っ

ております。なお、南米までの派遣国を拡大すること

につきましては、現地の受け入れ体制等において課題

があることから、今後研究してまいります。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） 農林水産行政につい

ての中の、香港に輸出可能な施設の整備についてお答

えいたします。 

 県内には６つの食肉処理施設がありますが、現在、

牛肉の輸出については認定を受けておりません。輸出

認定については、食肉処理施設設置者から厚生労働省

へ認定申請が必要であることから、設置者の意向を踏

まえた上で必要な設備の整備等、県としての支援につ

いて検討していきたいと考えております。 

 宮古、八重山地区における食肉処理施設は、沖縄食

肉価格安定等特別対策事業により新設する予定となっ

ております。八重山地区においては、輸出可能な施設

として現在整備中でありますが、宮古地区において

は、今後、地元の意向を踏まえ、市、ＪＡ等関係機関

と調整していきたいと考えております 

 次に、海外マグロ漁業に対する輸送費補助、海外入

漁料、ＷＣＰＦＣ条約に伴うオブザーバー会費への補

助についてお答えいたします。２の(2)アから２の(2)

ウについては関連しますので一括してお答えします。 

 本県のマグロ漁業は、海面漁業生産量の約６割を占

めており、県として重点的に振興すべき重要な漁業で

あります。現在、海外マグロ漁業については、ミクロ

ネシアやパラオにおいて約50隻が操業を行っておりま

す。海外マグロ漁業の経営については、１、出荷に伴

う輸送コスト、２、相手国へ支払う海外入漁料、３、

ＷＣＰＦＣ条約に伴うオブザーバー会費などが経営上

の大きな負担となっております。このため、県としま

しては、漁業者及び漁業団体の要望や他県の状況等も

踏まえ、どのような支援が可能か検討してまいりま

す。  

 次に、漁業経営セーフティネット構築事業に参入で

きない漁業者への救済措置についてお答えいたしま

す。 

 漁業経営セーフティネット構築事業は、漁業用燃油

の高騰に対応するため、漁業者と国が積み立てを行

い、燃油高騰時に補塡を行うものであります。同事業

では、積み立てに伴う漁業者の負担軽減を目的とし

て、初回積立金については無利子による融資が利用で

きるよう措置されております。また、融資が利用でき

ずセーフティネット構築事業に参入できない漁業者に

ついても、県の漁業用燃油緊急支援対策事業において

省エネ対策のための船底清掃を補助対象としており、

救済が図られるものと考えております。 

 次に、離島振興についての御質問の中の、多良間村

における農業用水の確保についてお答えいたします。 

多良間村においては、農業用水源の整備率が35％と

低いことから、農業用水の確保が重要な課題となって

おります。このため、国においては、平成24年度から
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平成27年度にかけて地下水源と貯水池を組み合わせた

水源開発調査を実施し、技術的可能性と経済的妥当性

を検討しているところであります。 

 県としましては、国や関係機関と連携し、事業化に

向けて取り組んでまいります。  

 次に、多良間村の簡易屠畜場についてお答えいたし

ます。 

 多良間村においては、ヤギの生産振興に向け屠畜場

建設について村内で協議しており、ヤギ生産頭数の減

少、建設後の施設運営、衛生管理者の確保など総合的

に検討していると聞いております。 

 県としましては、地元の検討結果を踏まえ、関係機

関と連携を図りながら屠畜場の整備について調整して

いきたいと考えております。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 土木行政について

の御質問の中で、真嘉比遊水地の機能についての御質

問にお答えいたします。 

 真嘉比遊水地は、河川改修後の安里川や真嘉比川な

どとあわせ、50年に１回程度の降雨に効果を発揮する

施設として、平成13年度に完成しております。しかし

ながら、同遊水地は計画降雨規模の降雨で十分に機能

を発揮する施設となっていることから、河川改修が進

捗するまでの間、比較的小規模な降雨でも遊水地が機

能しやすくなるよう、暫定的な運用を検討していると

ころでございます。 

 同じく土木行政についての御質問の中で、建設現場

の職人不足の対策についての御質問にお答えいたしま

す。 

 現在、建設業界においては、公共事業や消費税増税

前の駆け込み需要が増加していることに伴い、鉄筋工

や型枠工などの技能工の確保が課題となっておりま

す。県が発注する工事では、本年度から労務単価につ

いて、前年度に比べて平均12.3％上昇させており、下

請等の賃金にも反映させるよう業界団体に要請してお

ります。また、県では、昨年度建設産業ビジョンを策

定し、業界団体等との連携により、技術者の育成を目

的として現場見学会、インターンシップ等を行ってお

ります。 

 今後とも、業界団体や関係機関と連携しながら人材

確保に取り組んでまいります。  

 次に、離島振興についての御質問の中で、下地島空

港の実機訓練の誘致についての御質問にお答えいたし

ます。 

 昨年度開催された協議会では、下地島空港は訓練や

試験機などで利活用を図ることが提案されており、今

年度は同提案を踏まえ、宮古島市や関係部局等で構成

する検討会議を設置し、具体的な検討を進めておりま

す。その取り組みの一環として、利活用の可能性のあ

る航空会社等に積極的に誘致を働きかけているところ

であります。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 沖縄県系移住地との交

流についての御質問の中で、県及び市町村の留学研修

制度の現状と将来展望についてお答えをいたします。 

 県は、県出身移住者の子弟を県内の大学に修学させ

るウチナーンチュ子弟留学生受入事業を実施しており

ます。県系移民が多く住むブラジル、ペルー、ボリビ

ア、アルゼンチン等、南米を中心に、これまで388名

の留学生等を受け入れてまいりました。また、市町村

における海外研修員制度は、宜野座村が昭和61年に開

始して以来、現在27市町村で実施されており、平成24

年度までに760名を受け入れております。 

 県としましては、関係市町村との連携を図りなが

ら、本県と県系人社会のネットワークのかけ橋となる

人材を養成してまいりたいと考えております。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 福祉行政についての

御質問の中で、「音声コード普及のための研修」につ

いてお答えいたします。 

 音声コードは、視覚障害者向けに給付される活字文

書読み上げ装置に読み取らせることで音声を出力する

ことができる二次元記号であります。平成25年度から

障害者総合支援法に基づく市町村の地域生活支援事業

による必須事業として、障害者に対する理解を深める

ための研修・啓発を行う事業が追加されました。「音

声コード普及のための研修」については、その理解促

進研修・啓発事業を活用し、音声コードの普及を促進

するよう、都道府県に対して通知がありました。 

 県としては、厚生労働省の通知の趣旨を踏まえ、実

施主体である市町村に対し、障害保健福祉主管課長会

議等により、「音声コード普及のための研修」を含む

理解促進研修・啓発事業を周知しているところであり

ます。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 
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   〔警察本部長 笠原俊彦君登壇〕 

○警察本部長（笠原俊彦君） 交通安全対策に関する

御質問で、信号機設置と横断歩道の整備についてお答

えをいたします。 

 初めに、識名トンネル真地側出入り口への信号機設

置についてお答えをいたします。 

 県道真地久茂地線について、御質問の県道と市道が

接続する地点については、そのままの形状では安全性

に問題があることから、道路管理者に対し道路形状の

変更を申し入れたところでありますが、関係者間の協

議が進まず、現状の形態で運用が開始されたものと承

知をしております。 

 今後、関係機関の協議により、同所の安全対策がと

られ交差点となった場合には、道路の構造、事故形

態、事故発生の頻度や危険性、交通量等を調査検討い

たしまして、信号機設置の必要性を総合的に判断して

まいりたいと考えております。 

 次に、泉崎交差点における信号機の設置、横断歩道

の整備についてお答えをいたします。 

 御質問の箇所は、泉崎交差点の西消防通り側と認識

しておりますが、同所は陸橋の橋脚等のため視認性が

悪く、かつ左折フリーの道路構造となっていることか

ら、国道からの左折車両と横断歩行者との事故の危険

性が高いため、現状のままで横断歩道を設置すること

は困難と考えております。また、同所直近約30メート

ル離れたところに横断歩道が設置されており、そこを

利用いただければ安全に横断できるものと考えてお

り、今後、横断禁止の立て看板や既設の横断歩道への

案内看板の設置等について検討していきたいと考えて

おります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 離島振興についての御

質問の中の、石垣―多良間路線の再開についてお答え

いたします。 

 石垣―多良間路線については、利用者の減少に伴う

収益悪化などにより、平成18年３月末に定期路線の運

航が廃止されております。 

 多良間定期航空路線については、事業採算性や旅客

需要に対応した航空機の確保及び運航体制の整備な

ど、路線の再開に当たっては解決すべき多くの課題が

あります。しかしながら、多良間島から石垣島への移

動手段は宮古空港を経由しての航空路に限られること

から、地元である多良間村より石垣―多良間路線再開

の要望を受けているところであります。現在、那覇―

粟国路線で不定期チャーター便を就航させている第一

航空株式会社が、当該路線の就航に関心を示しており

ます。 

 県としましては、同社や地元市町村を含めた検討協

議会を立ち上げ、運航条件や路線収支、コスト縮減策

及び需要喚起策などの検討を行い、路線の再開に粘り

強く取り組んでまいりたいと考えております。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 糸洲朝則君。 

○糸洲 朝則君 御答弁ありがとうございました。 

 まず、御茶屋御殿の復元あるいは文化財登録につい

て答弁をいただきました。 

 しばらく休眠していたワーキンググループも、この

間の地元派遣によってスタートをしたと、復活をした

ということで、今後の取り組みに対して期待をいたし

ております。数々の課題があろうかと思いますが、教

会や幼稚園に対する皆さん方の対応、あるいはいろん

な交渉があろうかと思いますが、当然この教会の下に

あると思われる遺構の調査とかが大きな課題でありま

す。とりわけこの教会、あるいは幼稚園をどこに移転

させるか、いわゆる代替地の確保というのが財源的に

も、あるいはまた場所の選定的にも難しいのがあろう

かなということは認識をいたしております。それは那

覇市、あるいは県が主体的に取り組まなくてはならな

いと思いますが、そこら辺についての皆さんの取り組

みがありましたらお聞かせいただきたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 御茶屋御殿につきまして

は、現在ワーキンググループがやっと復活しまして、

いろんな面でまた検討が進んでいくと思います。県と

しては、この主体である那覇市と連携しながらどのよ

うな形でまた支援等ができるのか、文化庁さらに那覇

市の担当課と今調整しているところであります。 

○議長（喜納昌春君） 糸洲朝則君。 

○糸洲 朝則君 私が申し上げているのは、代替地を

どう探すかということでいろいろお聞きしますと、石

嶺団地の建てかえによる余剰地というか、処分可能な

土地というのがあるやに聞いてもおります。したがっ

て、これは那覇市との取り組みによって大変いい情報

だと思いますから、そこら辺も含めてやっていただき

たいんですが、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） そうですね。ぜひ、文化

庁、那覇市からのそういうのを調整しながらやってい

きたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 糸洲朝則君。 
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○糸洲 朝則君 次、農林水産部長にお伺いします。 

 沖縄県に厚労省の認定屠畜場がない、いわゆる香港

政府が認定されてないという現状の中で、沖縄県産牛

の３分の１程度が鹿児島県内の施設で取り扱われてい

ると、そして沖縄県産として輸出をされているという

ことを伺っておりますが、その実態についていかがで

しょうか。ちょっと御説明いただけますか。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） 牛肉については、県

内に指定されている施設がないことから、現在鹿児島

のほうの指定施設の中で処理していただいて、そこか

ら香港、シンガポール、タイ等に輸出しておりまし

て、現在実績で申し上げますと、2024年度で香港に

324キロ、シンガポールに249キロ、タイに114キロ

で、687キロの輸出をしてございます。 

○議長（喜納昌春君） 糸洲朝則君。 

○糸洲 朝則君 今、鹿児島の施設でそういう取り扱

いをしているということで、これでよしとしてはなら

ないと思うんです。地元の食肉を取り扱う皆さんから

すれば、直接観光に来られた皆さんからぜひ沖縄から

持ち帰りたいという話も結構あるようでございまし

て、この情報を、またこの要請というものを逃す手は

ないと思うんです。したがって、県内にこの認定屠畜

場というものの必要性というのはもうこれで十分おわ

かりかと思います。したがって、現在ある食肉セン

ターをまず早急にやっていただく。そして先ほど答弁

にありました宮古、八重山――八重山のほうはかなり

前向きな答弁に聞こえましたが、宮古がなかなか 

……、この間も宮古、地元に行ってきましたが、何か

まだ課題があるやに私も感じております。現在の既存

の食肉センターを認定施設に持っていくという具体的

な取り組み、宮古、八重山に対する取り組みをもう一

度お聞きしたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） 県内では食肉セン

ターがございますが、そこについてはＪＡ等ですの

で、そこと調整しながらまた検討していきたいと考え

ております。宮古については、現在、地元のほうで市

とＪＡさんのほうで施設の構造等を今検討している段

階でございますので、そことまたお互い話し合いをし

て、その検討結果を踏まえて、また県としても一緒に

なって連携して検討してまいりたいというふうに考え

ております。 

○議長（喜納昌春君） 糸洲朝則君。 

○糸洲 朝則君 それと水産業のかかわりで、現在キ

ログラム当たり80円の運賃補助を那覇発でやっており

ますが、なぜグアムなのかということ。これは私が言

うまでもないですが、沖縄船籍のマグロはえ縄漁船は

約20隻だと伺っています。グアムに近い北緯５度、東

経14度あたりで操業しているわけで、この地域より沖

縄に寄港するには12日間を要するので、グアムに入港

したほうが魚の鮮度もよく、また沖縄船籍のマグロ船

より水揚げされた魚は沖縄からの輸出額にカウントさ

れるというこういった実はメリットがありまして、し

たがって沖縄に、那覇に戻るよりもグアムに入港し

て、そしてそこから本土へすぐ出したほうがいいとい

うことなんです。ただ、沖縄からの80円と、グアムに

行きますと17円の差額がある、いわゆる97円と。そこ

まで拡大していただくと、沖縄のこのマグロ漁船の大

きな収入になるし当然県益につながるということで、

グアムから出すこれに対する運賃補助というものをぜ

ひとも考慮していただきたいという強い要望なんで

す。いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） マグロの生産量を見

てみますと、8750トンのうち国外が2330トン、約

15.7％ということで、金額にしても15億円ということ

で大変大きな漁場でございまして、漁船のほうも50隻

ということで約40％の船がそこに操業しているという

状況がございます。ただ、今現在やっている不利性事

業につきましては、那覇から本土への出荷に対する鹿

児島並みの支援ということで実施してございますの

で、現在の海外に対する支援につきましては別途どう

いう対応ができるのか、いろいろまた我々も検討して

いきたいなというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 糸洲朝則君。 

○糸洲 朝則君 ぜひ御検討いただいて、せっかく沖

縄のマグロはえ縄漁船が海外で活躍しているわけです

から、県で一括交付金制度もありますし、そこら辺も

使った取り組みというのはぜひ頑張っていただきたい

と思います。 

 それとセーフティネット事業に加入し切れない皆さ

ん、これこそむしろ行政の手を差し伸べなくてはなら

ない、いわゆる制度のはざまで苦労していらっしゃる

方だと思いますから、これはさっき船の清掃とかいろ

いろそういったもので補助をしているという答弁でご

ざいましたが、やはりセーフティーネットの中に入っ

ていけるような誘導する仕組みとか、あるいは入れな

い、例えば一番低い1000円の分を県が負担してやると

か、そういう血の通った施策ができないものかという

ことでこのことを取り上げましたが、再度よろしくお

願いします。 
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○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） 制度の中で経営的に

自分で出せる方となかなか出せない方、困っている漁

業者がいるということは承知してございまして、一

方、制度の中に例えば掛金に対する無利子のまた融資

もございますので、その辺の活用も含めて我々もまた

推進していきたいなというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 糸洲朝則君。 

○糸洲 朝則君 もう時間がありませんね。どうかそ

ういうなかなか制度の中で救済し切れない、また恩恵

を受けられないというこの方たちも、むしろ現場のほ

うでは大変困っているわけですから、今後ともできる

ような制度を、あるいはまたできる範囲での取り組み

をしていただければということを申し上げまして終わ

ります。 

 大変ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 桑江朝千夫君。 

   〔桑江朝千夫君登壇〕 

○桑江 朝千夫君 ハイサイ、議員の皆さん、チュー

ウガナビラ。 

 毎議会ではありますが、この議会でいつも思うこと

がありますので少し申し述べさせていただきたいこと

があります。 

 一般質問の件であります。 

 この一般質問は、議員の個性が出るものであり、こ

の通告表を見ても各会派そして議員ごとに個性が出て

いるもので、私はこれを読んでおもしろい、楽しいん

ですね。当局の皆さんはそうおもしろいものではない

とは思いますけれども。僕が言いたいのは、この一般

質問に書かれたことは聞きたいことではあるんです

が、もっと深い、言いたいことであり、そして主張し

たいことなんですね。この再質問で席に着くと、再質

問席からはどんどんここから広がっていくわけであり

ます。この質問はどの通告、どの項目から来ているの

かなと思うようにまで広がる質問もあるわけですが、

当局の皆さんはそれにもしっかり答えているところ、

これには感心をするものであります。がしかし、もっ

と我々議員がこの質問に込めた思いといいますか、こ

れはこの通告の文章を読んでいるだけでは伝わらない

と思います。これは質問取りに来る、そういうことに

よってここから広がっていく議員の言いたいこと、主

張したいこと、そういう思いを、これは言葉のやりと

りでしかつかめないものだと思います。私は質問取り

に来る職員たちが一生懸命議員とこの通告による話し

合いを議論をする中で、議員の思いをつかみ取っても

らって、それを答弁をする知事、副知事、部局長に議

員の思いまで伝えることをしていただければもっと楽

しいといいますか、いい議会になるものだと思ってお

りますので、申し述べました。 

 通告をした部分を読み上げて質問といたします。 

 情報産業振興について。 

 (1)、以下の各事業の進捗状況と、事業の目的とする

ところ、そして経済・雇用効果等について伺います。 

 ア、クラウドオープンネットワーク国際研究開発拠

点形成事業について、イ、沖縄型クラウド基盤構築事

業について、ウ、クラウド拠点形成等促進事業につい

て、エ、新たな組込システム検証基盤構築事業につい

て、それぞれ伺います。 

 これから重複することもありますが、恐縮ですが伺

わせていただきます。 

 ２、沖縄市サッカー場ドラム缶出土の件について。 

 (1)、国（防衛省）と沖縄市が調査するとのことだ

が、県はどうかかわるのかお伺いをいたします。 

 (2)、一括交付金の活用による事業であるが、今年度

での建設再開は無理のようであります。目的は達成さ

れておりませんが、その補助金、そしてこの事業はど

うなるのでしょうかお伺いいたします。 

 (3)、請負業者の損失はあるのでしょうか。そしてそ

れは補償されるのかお伺いをいたします。 

 ３、建設産業界の抱える課題について。 

 (1)、建設に関連する技術者・職人等人材が不足して

いると聞きます。状況を把握しているか伺います。 

 (2)、建設業者会からの要請について。 

 ア、工期の設定について、イ、労務単価の見直しに

ついて伺います。 

 (3)、デフレからの脱却・経済再生を唱え、政権が自

公に戻り、スピーディーな経済政策が打ち出されてお

ります。安倍内閣発足直後に、平成24年度最終補正は

超大型。25年度一括交付金は3001億円。大型予算の目

的は、減災・防災、そしてデフレからの脱却、２％の

物価増に耐え得る企業にすることであります。企業に

利益をもたらすことであると思いますが、いかがお思

いでしょうか。 

 ４、基地経済について。 

 (1)、米軍発注の基地内工事受注については、例えば

沖縄市は一括交付金を活用し、商工会議所がリードし

て事務的手続等はクリアできる状況になっていると聞

きます。現在の沖縄県全体の受注状況はどうかお伺い

をいたします。 

 (2)、米軍人の基地内外での飲酒の禁止あるいは制限

の影響を把握しておられるでしょうか。 

 (3)、飲酒による事件・事故は減少しているのかお伺
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いをいたします。 

 ５、2020年オリンピック・パラリンピック東京開催

の関連について。 

 (1)、オリンピック・パラリンピック効果に便乗すべ

きと考えますが、今後に期待すること、県の考えると

ころを伺います。 

 (2)、出場可能性のある人材、種目の選手の育成に取

り組むべきであると考えますがいかがでしょうか。 

 (3)、オリンピック・パラリンピック出場選手強化村

をつくることはどうでしょうか。 

 ６、東部海浜開発事業について。 

 (1)、東部海浜開発事業の早期完成のための施策を伺

います。 

 ７、交通行政について。 

 (1)、タクシー車内防犯カメラ設置について伺いま

す。 

 (2)、白タク行為について。 

 ア、県はどのような認識を持っているのか、指導方

法等どのようにしているのか伺います。 

 イ、運転代行健全化対策について、指導方法や運転

代行の状況等どのように考えているのかお伺いをいた

します。 

 よろしくお願いいたします。 

○議長（喜納昌春君） ただいまの桑江朝千夫君の質

問及び質疑に対する答弁は、時間の都合上休憩後に回

したいと思います。 

 20分間休憩いたします。 

   午後５時14分休憩 

   午後５時39分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 休憩前の桑江朝千夫君の質問及び質疑に対する答弁

を願います。 

 仲井眞知事。 

   〔知事  仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 桑江朝千夫議員の御質問に

答弁をいたします。 

 まず第１に、2020年オリンピック・パラリンピック

東京開催についての御質問の中で、この東京大会への

今後の期待そして県の考え方についてという御趣旨の

御質問に答弁をいたします。 

 2020年のオリンピック・パラリンピック競技大会の

開催地が東京に決まりましたことは、沖縄の観光振興

にとっても強力な追い風になるものと考えておりま

す。 

 沖縄県といたしましては、オリンピック開催国とし

ての国際的注目度を生かし、沖縄県の豊かな自然、独

特の歴史、文化等の魅力を効果的に発信するなど、海

外への誘客プロモーションを戦略的に展開してまいる

予定でございます。また、国内及び海外のオリンピッ

ク関係者に積極的に働きかけるなどをして、スポーツ

キャンプを誘致してまいりたいと考えております。そ

して将来を担う子供たちや県内競技者が夢や希望を持

てるように、東京オリンピックを目指した競技力向上

対策にもしっかりと取り組んでまいる所存でございま

す。 

 次に、東部海浜開発事業についての御質問の中で、

早期完成のための施策についてという御質問にお答え

いたします。 

 この事業は、地元からの強い要請に基づき、本島中

部東海岸地域の振興を図るために実施しているもので

あります。沖縄県といたしましては、必要な予算の確

保を国へ働きかけていくとともに、今年度、工期短縮

に向けた工程の見直しを行うなど早期の完成に向け取

り組んでまいる予定でございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 沖縄市サッカー場ドラム缶

出土の件に関する御質問の中で、沖縄市サッカー場問

題に係る県のかかわり方についてお答えをいたしま

す。 

 今回の問題については、沖縄防衛局がサッカー場の

全面調査を実施する予定となっております。その過程

で新たにドラム缶が発見された場合には、沖縄市も調

査を実施することを表明しております。全面調査が実

施されるに当たり、県は、周辺地下水の水質等のモニ

タリング調査を検討しております。また、全面調査の

内容や手法に関する情報提供、助言等を行っていきた

いと考えております。 

 続きまして、2020年オリンピック・パラリンピック

東京開催に関する御質問の中で、出場可能性のある選

手の育成についてにお答えします。 

 2020年東京オリンピック・パラリンピックの開催決

定は、「アジア・世界に開かれたスポーツアイランド

沖縄」の実現を目指す沖縄県にとって絶好の機会であ

り、さまざまなスポーツ振興策を積極的に展開してい

きたいと考えております。 

 沖縄県の代表選手は、これまでウエートリフティン

グやレスリングなど、オリンピックや世界大会等で活

躍してきており、また、次回のリオデジャネイロ・オ

リンピックからは、県出身者の活躍が期待できるゴル
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フ競技も実施されることになっております。 

 沖縄県としましては、７年後の開催地日本の代表選

手として活躍できる選手の輩出を目指し、沖縄県体育

協会と連携し競技力向上対策に取り組んでいきたいと

考えております。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 情報産業振興についての御

質問の中で、クラウドオープンネットワーク国際研究

開発拠点形成事業の進捗状況と効果についてお答えい

たします。 

 クラウドオープンネットワーク国際研究開発拠点形

成事業は、沖縄が情報通信分野の国際研究開発拠点と

なることを目的とし、一般社団法人沖縄オープンラボ

ラトリが行う、最新のネットワーク技術に関する研究

開発活動や国際会議の開催、人材育成等の取り組みに

支援を行っております。今後、40団体程度の国内外の

企業や研究機関等の参画を見込んでおります。これに

より高度なＩＴ人材や先端技術等が沖縄に集積され、

国際的な情報拠点としての地位の確立につながるもの

と期待をしております。 

 次に、沖縄市サッカー場ドラム缶出土の件について

の御質問の中で、今後の事業の取り扱いについてお答

えいたします。 

 沖縄市に確認したところ、年度内の工事再開のめど

が立たないことから、工事未了のまま契約を解除し、

平成26年度以降に改めて沖縄振興特別推進交付金事業

として工事を発注する予定であると聞いております。

補助金の取り扱いにつきましては、交付金の事業計画

に掲げた内容を達成しないまま精算することになりま

すが、沖縄市の責めに帰すべき事由によるものではな

いことから、事業中断までに要した事業費が精算でき

るよう、国との調整を進めてまいりたいと考えており

ます。 

 次に、基地経済についての御質問の中で、米軍発注

工事の受注状況についてお答えいたします。 

 昨年度、県で実施した「米軍発注工事参入支援可能

性調査」によると、平成19年から平成24年11月までの

約６年間の受注総額は、約783億円であります。その

うち、県内建設業者は22.4％の175億6000万円を受注

をしております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 情報産業振興につい

てという御質問の中の、沖縄型クラウド基盤構築事業

についてという御質問にお答えをいたします。 

 沖縄型クラウド基盤構築事業は、東日本大震災と沖

縄の地理的特性を踏まえ、同時被災リスクの少ない本

県に、国内外の重要データのバックアップ拠点の形

成、新たな高付加価値型クラウドサービスの創出を目

的とした沖縄型クラウドデータセンターを整備するも

のでございます。同データセンター施設につきまして

は、去る８月に詳細設計を完了したところであり、来

る11月の工事着手、平成26年度中の供用に向け手続を

進めているところであります。これにより、国内外の

重要な情報システムや膨大なデータを初め、クラウド

サービスなどの新たなＩＴビジネスを沖縄に集積させ

ることを目指しております。県内ＩＴ企業の高度化や

雇用の創出など県内情報通信関連産業の振興に貢献す

るものと考えております。 

 同じくクラウド拠点形成等促進事業についてという

御質問でございます。 

 クラウド拠点形成等促進事業は、沖縄型クラウド基

盤構築事業により整備するクラウドデータセンターに

実装するクラウド基盤システムの開発及び新たなクラ

ウドサービス等の創出を先行的に行うモデル事業の開

発に対する支援を行っております。本事業の事業期間

は、平成24年度からの３年間の事業となっておりま

す。 

 クラウド基盤システム開発につきましては、来年度

の沖縄クラウドデータセンターの供用開始と同時のシ

ステム稼働を計画しており、当該システムによる新

サービスの展開や開発環境の提供など、県内外企業の

幅広い活用が期待をされております。先行モデル事業

につきましては、昨年度から年間５件の事業を採択

し、沖縄発の新たなサービス創出に向けた取り組みを

支援をしております。これら事業により、クラウド

データセンターとそれに付随するサービス業務、デー

タセンターを利用する企業による新たなサービス事業

を含め、５年間で約500人の新規雇用創出効果がある

ものと見込んでおります。 

 同じく新たな組込システム検証基盤構築事業につい

てという御質問でございます。 

 新たな組込システム検証基盤構築事業は、本県の情

報通信産業の高度化を促進することを目的に、自動車

や情報家電等の機能を制御する組込ソフトウエアを、

利用者の視点から検証するために必要な技術基盤の構

築に対する支援を行っております。事業期間は、平成

23年度から本年度までの３年間となっており、県内企

業を中心に構成されるＴＩＤＡ（ティダ）コンソーシ
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アムが補助対象事業者となっております。本事業の実

施により、高度な検証業務が実施できる技術基盤が確

立され、県内企業の新たなビジネスの創出等により

120名規模の直接的な新規雇用が見込まれておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 沖縄市サッカー場ドラ

ム缶出土の件についての御質問の中の、請負業者の損

失についての御質問にお答えいたします。 

 沖縄市が工事請負契約に基づき「契約の解除」を

行った場合、沖縄市は、引き渡しを受けた出来形部分

に相応する請負金額を請負業者へ支払うこととされて

おり、現在、その金額について請負業者と協議を進め

ているところと聞いております。  

 次に、建設産業界の抱える課題についての御質問の

中の、安倍内閣の経済政策についてお答えいたしま

す。 

 安倍内閣は、強い日本経済を取り戻すことを最重要

課題とし、２％の物価安定目標の早期実現を日銀に求

める「大胆な金融緩和」に加え、「機動的な財政政

策」、「民間投資を喚起する成長戦略」の、いわゆる

「３本の矢」を一体的かつ強力に実行しております。

これにより、長期デフレからの脱却と持続的な成長を

実現し、雇用や給与の拡大につながることが期待され

ております。また、これらの政策により企業の活性化

が図られるものと考えております。 

 次に、交通行政についての御質問の中の、タクシー

車内防犯カメラ設置についての御質問にお答えいたし

ます。 

 沖縄県内のタクシーへの映像記録型ドライブレコー

ダー、いわゆる防犯用カメラの設置状況については、

平成25年３月末現在、一般社団法人沖縄県ハイヤー・

タクシー協会に加盟する車両3375台のうち1313台、約

39％に設置されており、全国ハイヤー・タクシー連合

会に加盟する車両への設置率約55％に比べ低い状況と

なっております。 

 県としましては、地域公共交通の機能を担うタク

シーの事件・事故を未然に防ぎ、安全運行を図るため

には、交通事故防止並びに防犯対策の促進が重要であ

ると考えており、タクシー業界に対し、国庫補助事業

である事故防止対策支援推進事業を活用するなど、防

犯カメラの設置を促していきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 建設産業界の抱え

る課題についての御質問の中で、技術者等人材不足の

状況についての御質問にお答えいたします。 

 現在、建設業界においては、公共事業や消費税増税

前の駆け込み需要が増加していることに伴い、鉄筋工

や型枠工等の技能工の確保が課題となっております。

県が発注する工事では、本年度から労務単価について

は、前年度に比べて平均12.3％上昇させており、下請

等の賃金にも反映させるよう業界団体に要請しており

ます。また、県では昨年度、建設産業ビジョンを策定

し、業界団体等との連携により、技術者の育成を目的

として現場見学会、インターンシップ等を行っており

ます。今後とも、業界団体や関係機関と連携しながら

人材確保に取り組んでまいります。 

 同じく建設産業界の抱える課題についての御質問の

中で、人材不足に伴う工期の設定についてお答えいた

します。 

 公共工事の発注に当たっては、工事の内容や規模等

に応じて適正な工期を設定しており、また、工期の変

更についても受注者、発注者で協議の上対応している

ところであります。しかしながら、若手技術者や技能

労働者等の人手不足が懸念されていることは承知して

おります。県としては、今後の状況等を見きわめなが

ら適切に対応してまいりたいと考えております。 

 同じく建設産業界の抱える課題についての御質問の

中で、労務単価の見直しについてお答えいたします。 

 県における本年度の公共工事設計労務単価は、昨年

度に比べ平均12.3％上昇しており、各発注機関におい

ては、新単価による工事の発注に取り組んでいるとこ

ろであります。また、旧単価で積算を行った工事で４

月１日以降に契約した工事については、新単価による

契約変更が可能となっており、現在、幾つかの工事に

ついて変更協議を進めているところであります。今後

とも、公共工事設計労務単価等に基づき適正な工事費

の積算に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 基地経済についての御

質問の中で、米軍人の飲酒禁止制限の影響についてお

答えいたします。 

 相次ぐ米軍人による事件の発生を受け、去る２月、

在日米軍は「新たな勤務時間外行動の指針」を発表

し、基地外でのアルコールの購入と飲酒を禁止しまし

た。その後、本年５月に一部緩和し、基地外のレスト

－ 284 －



ランでの飲酒を午後６時から10時までの間、２杯まで

認めているとしております。 

 米軍の基地外での飲酒制限による県内飲食業への影

響については、去る２月19日に沖縄県社交飲食業生活

衛生同業組合からの要望で経営が厳しい状況に置かれ

ていることを伺っております。また、同組合ではこの

ような状況を踏まえ、５月には、同組合内に在沖米軍

親善委員会を設けた旨の情報を得ております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

   〔警察本部長 笠原俊彦君登壇〕 

○警察本部長（笠原俊彦君） 基地経済に関する御質

問の中で、飲酒による事件・事故の件数についてお答

えをいたします。 

 米軍当局が外出禁止規制を行った平成24年11月から

ことしの８月末までの10カ月間の米軍構成員等による

飲酒に絡む犯罪の検挙は、15件、13名で、外出禁止規

制前の平成23年11月から平成24年８月末までの10カ月

間と比較しますと、18件、17名の減少となっておりま

す。 

 次に、飲酒絡みの人身事故と飲酒運転の検挙状況で

ありますが、先ほど申し上げましたものと同期間の比

較で申し上げますと、外出禁止規制後の米軍構成員等

の飲酒絡みの人身事故は８件発生しており、これは外

出禁止規制前と同数であります。飲酒運転での検挙は

25件でありまして、外出禁止規制前より20件減少して

いるところであります。 

 次に、交通行政に関する御質問の中で、白タク行為

について、(2)のア、イにつきましては関連をいたし

ますので一括してお答えをいたします。 

 初めに、白タク行為についてお答えをいたします。 

 有償で人を運送する行為は、道路運送法で国土交通

大臣の許可を受けなければなりません。 

 白タク行為とは、許可を受けずに自家用自動車を使

用し、有償で旅客自動車運送事業等を行うことを言い

ます。このような行為は、運転者の管理、車両の点検

整備、運行管理の面から重大事故の発生が懸念され、

また、輸送秩序の維持の観点からも問題があるものと

認識しており、県警察といたしましては関係機関・団

体とも連携し、白タク行為の防止に努めているところ

であります。 

 次に、運転代行業健全化対策についてお答えをいた

します。 

 本県における本年８月末現在の自動車運転代行業者

は688業者で、その業務に使用される随伴自動車は

1644台となっております。 

 自動車運転代行業の白タク行為が問題となるのは、

主として随伴車両に有償で顧客などを乗車させる場合

であります。これら自動車運転代行業者による白タク

行為に対しましては、認定証を交付する際や変更届を

提出する際にこの種行為等の禁止について指導を行っ

ているほか、立入検査を実施する際にも法令に基づく

遵守事項等についての指導を徹底しております。ま

た、本年３月31日からは、随伴自動車の表示について

ペイント化することが義務化されたことに伴いまし

て、これについても指導を強化しているところであり

ます。 

 県警察では引き続き自動車運転代行業の適正化を図

るとともに、白タク行為等の法令違反に対しては厳正

に対処していく所存であります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 湧川盛順君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 2020年オリ

ンピック・パラリンピック東京開催に関する御質問の

中の、オリンピック出場強化村についてお答えいたし

ます。 

 オリンピック出場強化村、いわゆるナショナルト

レーニングセンターは、平成12年に策定されたスポー

ツ振興基本計画に基づき、我が国におけるトップレベ

ルの競技者の国際競技力向上を図る拠点施設として、

平成20年に東京に整備されております。今般、2020年

の東京オリンピック・パラリンピックに向け、さらに

その拡充等の動きがある場合には、選手強化村の機能

を持ったナショナルトレーニングセンターの誘致の可

能性を検討していきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 桑江朝千夫君。 

○桑江 朝千夫君 建設業者会に関連しての再質問を

させていただきますが、労務単価を12.3％上げたとい

うことですが、もうちょっと詳しく伺いたいんです

が、平米単価でいうとどんなふうになって、以前と見

直し12.3％というのはどれぐらい上がったということ

なんでしょうか。以前、単価の出し方は平米当たり、

型枠職人の労務単価に関していうと、平米当たり幾ら

の労務単価だというような算出の仕方で計算していく

と思うんですが、以前と12.3％というのはどれぐらい

の金額になるんですか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） これは労務単価は

１人当たり、人間当たりの単価になってございまし

て、例えば普通作業員でいいますと平成24年度が１万
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2100円、平成25年度は１万3700円、型枠工につきまし

ては、平成24年度が１万6400円、平成25年度が１万

8100円などとなっております。 

○議長（喜納昌春君） 桑江朝千夫君。 

○桑江 朝千夫君 工期の設定についても伺います。 

 こういう型枠工等技能職員が不足になって、受注は

したが着手までにその人材確保が大変だということな

んですよね。ですから、工期も延ばさざるを得ないと

思うんですけれども、こういう現状になって大体どれ

ぐらいの平均で工期の設定をしているんでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） まず、今どのぐら

いの人間が足りないのかというようなことですけれど

も、たしか建設業協会さんあたりのほうからお話を聞

きますと、型枠工や鉄筋工等の技能職人が不足してい

るというお話がございます。これを統計的にずっと見

ますと、国交省が毎月行っております建設技能労働者

の需給状況調査というのがあります。これを見ます

と、地域別で沖縄県はこういった型枠工や鉄筋工など

８職種、８つの職種の合計では一応過不足はないと。

ただ、個別に見ますと、鉄筋工は不足しているという

ことがあります。また、ハローワークの建設業の求人

数などを見ますと、ことしの７月は前年同月に比べて

求人数が166人ふえているということで、やはり人が

足りないような状況であろうと思います。 

 それでその工期との関係ですけれども、当初建設工

事を発注するときには標準工期で発注いたします。発

注した後、その工期を変更するためには契約書に従っ

て甲乙の協議が必要ですけれども、そのときに工期が

延びるとともに、建設工事費も変わってまいりますの

で、これは単に職人が足りないということだけでなか

なか工事費の増加を伴う変更をするというのは現在非

常に厳しい状況にあります。ただ、当初の契約の段階

で本当に人材不足が相当懸念されているというような

状況でありましたならば、先ほどお答えいたしました

ように、今後の状況等を見きわめながら適正な工期の

算定を検討していくことはできるかと考えておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 桑江朝千夫君。 

○桑江 朝千夫君 多くの予算が投入された。僕は何

度も言っているんですけれども、今までは発注者そし

て受注をする。発注者側はいい物をつくってくれよ

と。そして工期を間に合わせていい物をつくってくだ

さいと言って発注をする。これが今までだったんで

す。だけど、これからは違うということですね、この

間から。一緒になっていい物をつくりながら、しかも

企業に利益をもたらさなきゃいけない役目を持ってい

るわけですよ。そういう趣旨で補正等大型予算が組ま

れたものと思っています。一例を挙げてこの12.3％の

労務単価を上げること、あるいは工期のほうも少し緩

やかにするとそういったことの施策で十分と言えるの

か。そこら辺を少し伺いたいんですけれども、いかが

でしょう。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 今後のこういった

技能工等の職人不足の成り行きといいましょうか、見

通しでございますけれども、今私どもが考えておりま

すのは、沖縄振興予算の増加による公共工事の増、そ

れからまた消費税増税前の駆け込み需要、これは主に

民需でございますけれども、そういったものがあろう

かと思います。しかしながら、例えば平成９年度に消

費税が３％から５％に上がったときにどうなったかと

いいますと、住宅着工などで見ますと対前年度20％以

上減っているというような状況もあります。したがっ

て、もう少し長い目で見ていって、この技能工の不足

を、しばらくして状況が変わらなければ何らかの対策

が必要かなとは思いますけれども、確かに今業界の

方々にお聞きしましても、駆け込み需要が相当ある

と、民需のほうも多いというようなことでしたので、

しばらく様子を見たいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 桑江朝千夫君。 

○桑江 朝千夫君 今は主に建築の部分でしたが、土

木等についても伺いたいんですね。 

 県道の改良工事等あるいは新設の工事等で、工期を

延ばさざるを得ない状況が出るときがあるわけですよ

ね。例えば今道路ではないんですが、沖縄市のサッ

カー場に関してもこういったことで中断をする。ある

いは道路においても不発弾とかそういったものがある

わけですよね。これまでの事例で幾つか教えていただ

けますか、どういったことで道路建設の中断があった

のか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 既に発注した工事

での工期の延長につきましては、契約書上は先ほど申

し上げましたように甲乙協議ということになります。

不可抗力による何がしかの状況があって工期を延長せ

ざるを得ないというような場合には、工期だけを延長

するということもありましょうし、また現場を維持す

るための何がしかの経費が必要になって予算の増額を

伴うというようなこともありますけれども、今の職人

不足等のことであれば工期だけの変更というようなこ

とがまた業者との話し合いの中で可能であれば、そう
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いったことも検討できるのかなというふうには考えて

おります。 

○議長（喜納昌春君） 桑江朝千夫君。 

○桑江 朝千夫君 この土木に関しての工期の件であ

りますが、あるとき相談を受けたものですから、もう

ちょっと詳しく知りたいんですけれども、工事を中断

をする。一時的に今不可抗力の部分で工事を中止せざ

るを得ない場合、それは業者と特に協議をして納得の

上で工事の一時中止を決めるわけですよね。その一時

中止の命令書というんですか、この文書は僕は見せて

もらったことがあるんですが、これが解決をし工事を

再開しなさいというような再開を命令をするというん

ですかね、再開をさせる文書は見当たらないんです。

見たことがないんです。工事を再開をする指示という

文書というのもあるんですか。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） ちょっと休憩お願

いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後６時16分休憩 

   午後６時16分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 確かに工事を中止

するというのは文書で行ったり、あるいは現場で口頭

で行ったりもしますけれども、再開をするという文書

についてはちょっと済みません、記憶にはございませ

んけれども、工期を一旦中断するときに甲乙協議の上

中断期間を決めるということであれば、その中断期間

を過ぎた後また再開するということになりましょう

し、その期限を定めずに例えば現場で中断を命ずる場

合には、またそれは再開するときには何らかの形で再

開という意思表示をしなければいけないというふうに

は考えております。 

○議長（喜納昌春君） 桑江朝千夫君。 

○桑江 朝千夫君 協議の上、双方納得して工事を中

止をする。工事の一部中止についての通知書が出され

るわけですね。この中止予定期間というのは、問題解

決までというふうにあるわけです。しかし、工事を再

開しなさいというのが見当たらないからおかしなこと

になるのではないか。それを受けたある業者は、例え

ば自分たちは200日工事中止したと。しかし、当局は

そうじゃない、八十何日だと。そういった部分でそご

が出てくるときが往々にしてあると聞いているんで

す。ここはどこに原因があると思いますか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 個別の事例につい

ては、少し情報が足りませんので判断ができませんけ

れども、それは発注者側の工事中止の命令の仕方、あ

るいは受注者側も中止を受けたときにいつまで中止か

というようなところが甲乙ではっきりしなかったため

に再開の時期が不明というようなこともあり得るかな

というふうに思います。 

○議長（喜納昌春君） 桑江朝千夫君。 

○桑江 朝千夫君 主張が違うんですね。請け負った

業者は200日だ、200日だと。しかし、発注者側の皆さ

んはそうじゃない、その半分だとか。そういった違い

が出てきている現実があるわけなんですよ。これ以上

は私、土木環境委員ですので委員会でさせていただき

たいんですが、今までと違うというのは、こういった

業者がこの道路の改修工事なんていうのは２つか３つ

かに分かれていたらしいです。同じような工事中止を

して同じ再開をして、供用開始にはなったんですけれ

ども、Ａという業者はそういった不満はあるけれども

それでいいんだと。しかし、Ｂという業者はやっぱり

これおかしいということの部分が出る。何でＡ社はそ

れに納得すると思いますか。全く同じようなことなん

ですが、これはやはり今後もまだまだ仕事を受注した

いからですよ。これは皆さん、中部土木も北部土木も

建設にかかわる部分が一つのものをつくろうと発注し

たとき、そして受注した企業が決まったら、皆さん方

もいわゆる行政側も請負業者も一つのチームとしてい

いものをつくっていこうというふうになっていかない

と、いつも指導者なのかいわゆる上から目線なのか、

そういったきついことで現場が苦しんでいるというこ

とをよく相談を受けるんです。そういった部分はぜひ

とも一つのチームと見て一緒になっていいものをつく

る。そして企業にも利益をもたらす努力をするという

ことを考えていただきたいと思います。これは要望し

ます。 

 次に、基地経済についてですが、米軍発注工事、こ

の商工会議所が沖縄市はいわゆるサポート、受注した

い業者の翻訳からそして現場へ出向いての通訳からた

くさんのサポートをしているわけです。この受注する

ための事務手続はもう大丈夫、やはり問題はボンドな

んです。そして沖縄商工会議所は10万ドルまではこれ

は補償するということだったと思います。それも確か

めたいんですが、あとは企業は５億も10億もできる力

があるんですが、このボンドなんです。もう手形です

よ。あと10万ドルまでは商工会議所はこの一括交付金

を使った事業としてそれに回している分が使えるんで

すけれども、それ以上の部分にボンドをクリアするす

べを県に求めたい。いわゆるその補償を大同火災やあ
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るいは信用保証協会かな、こういった部分が行ってく

れる。そのまた補償も県側が何らかの形でできるとい

うんですか、サポートするすべはないものでしょう

か。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 沖縄市においてこ

の一括交付金を活用して商工会議所への委託事業とし

て米軍発注業務への企業への情報提供とか、あるいは

入札とか工事等の進め方とかいろいろな通訳サポート

なども含めてやっているということは伺っておりま

す。県のほうでは、今年度県内建設業者の海外展開の

支援事業の中で、米軍の発注工事に対して何らかの形

でボンド支援ができないかということで海外のボンド

会社の活用を行うことによって入札に参加できるよう

にしようということで今いろいろと作業をしていると

ころです。 

 沖縄市さんのほうでは、今、お話では10万ドルぐら

いの補償はできるということですけれども、うちのほ

うは数百万ドルぐらいのボンドは何とかできるように

したいなというふうに考えていますので、沖縄市さん

と連携できるところがあればよく連携してやっていけ

ばより実りのあるものになるんではないかというふう

に考えております。 

○議長（喜納昌春君） 桑江朝千夫君。 

○桑江 朝千夫君 大変心強いです。 

 次に、基地経済の中の、飲酒に関して制限がされて

大変な状況になっている地域があります。北谷町北前

のキャンプ桑江前の飲食店、そして沖縄市はゲート通

り、金武町もそうですね、先ほどあったんですが。大

変痛しかゆしという言葉ですかね、これは。どういう

表現をしたらいいんでしょう。我々は米軍人相手に商

売をしているのも健全な事業所だと思っています。ど

うでしょうか。今大変な状況、もうこれがずっと続い

てシャッターを閉めざるを得ない状況というものをた

だ見ているだけでいいんでしょうか。何か策はないで

すかね。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 商工でできることを

お話ししますが、売り上げが急激に減った中小企業に

対しては、県の融資制度で中小企業セーフティネット

資金というのがありまして、利率とか信用保証協会の

保証料率が有利な資金を用意しておりますので、その

御活用をお願いできればと思っております。 

○議長（喜納昌春君） 桑江朝千夫君。 

○桑江 朝千夫君 こういった補助事業とか支援事業

ではなくて、いわゆるずっとずっと出さないわけには

いかないでしょう、外人を、米軍人を。こういった環

境をどうにかしようという施策なんですよ。事業者に

対して援助するということではなくて、思い切った策

はないですかね。例えばゲート通りかいわいだけは米

軍は飲んでいいよとか、何かないですか。金武町の向

こうだけに外出禁止令を出すとか、何とかしないとこ

れまでやってきた事業者がずっと泣いてばかりいるの

は僕は理不尽だと思っているんです。健全な事業者を

守るような施策もどうぞよろしくお願いをいたしま

す。 

 以上で終わります。ニフェーデービタン。 

○議長（喜納昌春君） 具志孝助君。 

   〔具志孝助君登壇〕 

○具志 孝助君 一般質問を行います。 

 何か方言を言わなくてはいけないことになっている

ようですが、やはりこういう壇上に立つと私の年齢で

も言いにくい。 

 グスーヨー イークル クタンディティメンシェー

ガヤーンディウムトーイビーシガ、最後までおつき合

いください。 

 それでは一般質問を行います。   

 仲井眞知事は、普天間飛行場の代替施設の受け入れ

先として辺野古沿岸部の埋立申請についての判断は、

11月議会以降になると表明されました。申し上げるま

でもありませんが、大変僭越ながら、慎重かつ賢明な

御判断をお願いいたしたいと思います。 

 普天間飛行場の移設問題は、米軍再編計画の在沖海

兵隊のグアム移転を初め、嘉手納飛行場以南の米軍施

設の返還プログラムにも大きく影響するだけでなく、

日本の外交・安全保障問題を大きく揺るがす重大な問

題であると考えます。これまで長い間にわたり困難を

きわめてまいりましたが、普天間飛行場問題の原点に

立ち返って、移設返還、危険性の除去を最優先に考え

て判断すべきと思います。 

 私はかねてから申し上げてきましたが、現下の日本

は尖閣諸島問題等を含めた安全保障環境の問題などを

考えると、これまでキャンプ・シュワブ移設に合意し

た日米外交の経緯から見ても、残念ながら県外移設は

極めて困難というか、あるいは不可能に近いと言わざ

るを得ないと考えております。 

 以下、質問を行います。 

 まず、知事の政治姿勢についてでありますが、(1)、

日米安保体制について。 

 日米安保体制は、我が国防衛の中核を担ってきまし

た。安保条約は、国防問題だけでなくその目的にもあ

るとおり、日本の経済的発展と平和に大きな貢献を果
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たしてきたと思います。仲井眞知事に改めてお伺いを

いたします。 

 ア、その是非と見解について。 

 (2)、米軍基地について。 

 安保条約第６条による米軍基地が沖縄に偏在してい

ることが問題でありますが、しからばどうするかとい

うことであります。 

 そこでお伺いします。 

 ア、在沖米軍基地の是非と現状について。 

 (3)、普天間飛行場について。 

 普天間飛行場の県外移設要求は、2009年８月の衆議

院選挙で政権公約を掲げた民主党が、政権交代を実現

することにより今日の大きな流れになりました。その

後、翌年の2010年１月の名護市長選挙で辺野古移設に

反対する稲嶺氏が当選しました。そして仲井眞知事

は、同年11月の２期目の知事選挙で、自民党県連から

の強い要求によって出馬会見で初めて「普天間飛行場

の県外移設を求める」と明言したのであります。 

 そこで伺います。 

 ア、県外移設は、1996年の橋本総理とモンデール駐

日米国大使の移設条件つきの全面返還合意を覆すこと

にならないか。 

 (4)、ＭＶ22オスプレイについて。 

 ア、日本政府は、平成24年９月に安全性については

公式に確認したと考えるが、知事の見解を伺います。 

 (5)、尖閣諸島問題について。 

 ア、沖縄県知事として、日中両国政府に対し不安の

払拭と早期解決を働きかけるべきではないか、お伺い

します。 

 質問の大きな２点目は、那覇市農連市場地区の整備

について。 

 (1)、再開発計画の進捗状況について。 

 (2)、事業の概要について。 

 ３、伝統工芸産業の振興について。 

 (1)、伝統工芸産業の現状と課題について。 

 (2)、生産高の推移について。 

 (3)、支援対策について、それぞれお伺いいたしま

す。 

 ４番目、那覇空港自動車道の整備について。 

 (1)、「小禄道路」の名嘉地から赤嶺までの間を全面

高架橋により建設することについてお伺いをいたした

いと思います。 

 ５番目は、我が党の代表質問との関連であります

が、島袋議員の那覇空港滑走路拡張整備に関連してお

伺いをいたします。 

 (1)、滑走路増設事業に伴い騒音問題も増大すること

が予想されます。空港整備に並行して、滑走路使用に

ついて軍民航空機のすみ分けなど、さらに騒音対策施

設の整備を検討するとか、あるいは政府に対して騒音

対策を検討すべきという申し出をすべきだと考えます

が、お伺いをいたします。 

 (2)、本県観光の将来展望についてに関連して、沖縄

21世紀ビジョン基本計画にもうたわれている統合リ

ゾート施設の導入についてお伺いします。すなわち、

カジノの問題であります。 

 ア、ＩＲ（統合リゾート）法の整備は進んでいるの

か。 

 イ、ＩＲ（統合リゾート）の県における導入の調

査、検討の状況はいかがかお伺いをいたします。 

 あと、再質問をいたします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 具志孝助議員の御質問に答

弁をいたします。 

 第１に、伝統工芸産業の振興についての御質問の中

で、伝統工芸産業の課題と支援対策についてという御

質問にお答えいたします。なお、この御質問の３の(1)

と３の(3)が関連いたしますので、恐縮ですが一括して

答弁をさせていただきます。 

 沖縄県の伝統工芸産業は、生産額の低迷や従事者の

高齢化の進展などの課題を抱えております。そのた

め、沖縄県といたしましては、販路拡大や新商品開

発、人材育成などを支援しているところでございま

す。また、沖縄県が誇る多彩な工芸品の情報発信や製

作体験などの拠点となる施設の整備についても検討を

進めていく予定でございます。  

 次に、我が党の代表質問との関連についての中で、

カジノに関する研究・意識調査の状況などについてと

いう御趣旨の御質問に答弁します。 

 沖縄県では、これまでの調査研究において、統合リ

ゾートの経済効果や懸念事項に対する考え方などの整

理を行い、県内各圏域において説明会などを行ってま

いりました。統合リゾートにつきましては、現在、超

党派の国会議員から成る「国際観光産業振興議員連

盟」において、法制化に向けた検討が進んでいると聞

いております。 

 県におきましては、県民のコンセンサスを前提に、

法制化の動向を注視しながら導入する機能のあり方等

を検討してまいる所存でございます。  

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 
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   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 知事の政治姿勢に関する御

質問の中で、日米安保体制及び在沖米軍基地に対する

見解についてお答えをしたいと思います。なお、御質

問の１の(1)のアと１の(2)のアは関連しますので一括し

てお答えをしたいと思います。 

 在沖米軍は、日米安全保障条約に基づき駐留するも

のであり、県としては、戦後の日本が国際紛争に巻き

込まれることもなく、経済が発展してきていることや

平和な国民生活を享受してこられたのは、日米安全保

障体制を含む日米同盟関係が我が国及び東アジアにお

ける国際の平和と安定の維持に寄与していることによ

るものと理解しております。しかしながら、国土面積

の0.6％にすぎない本県に在日米軍専用施設の約74％

が集中し、沖縄本島の約18％が基地に占められている

など県民は過重な基地負担を背負い続けているものと

考えております。 

 米軍再編で示された海兵隊の国外移転と、それに伴

う嘉手納飛行場より南の米軍施設・区域の整理・統

合・縮小等は、県民の要望している在沖米軍兵力の削

減及び米軍基地の整理縮小につながるものであり、確

実な実施がなされる必要があると考えております。  

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 那覇市農連市場地区の整備

についての御質問の中で、事業の進捗についてお答え

いたします。 

 本事業は、平成22年の都市計画決定後、準備組合が

設立され、ことし９月に組合設立と事業計画の認可申

請がなされております。 

 沖縄県としましては、事業の早期着手に向け那覇市

と連携し、支援に努めていく考えであります。 

 次に、 伝統工芸産業の振興についての御質問の中

で、伝統工芸産業の生産額の推移についてお答えいた

します。 

 本県工芸産業の生産額は、平成23年度は約33億円

と、ピークであった昭和57年度の６割程度で、織物や

漆器を中心に減少傾向が続いております。その要因と

しては、ライフスタイルの変化に伴う伝統工芸品市場

の縮小、安価な類似工芸品の流入、後継者の確保難等

が挙げられております。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、県外移設と橋本・モンデール合意

についてお答えいたします。 

 普天間飛行場については、平成８年、当時の橋本総

理及びモンデール駐日大使の共同記者会見により返還

合意が発表され、県が移設候補地をキャンプ・シュワ

ブ内辺野古沿岸域と表明し、当時の名護市長が受け入

れ、進められました。その後、平成18年、在日米軍再

編協議の中で滑走路の形状がＶ字型となりました。県

は地元の意向を踏まえつつ、普天間飛行場の一日も早

い危険性の除去という観点からやむなく県内移設を認

め、政府と継続的に協議を行っていたところでありま

す。 

 こうした中、平成21年９月の政権交代を機に、県内

では県外移設の実現に期待する県民の声が非常に高く

なりました。加えて、名護市長選挙の結果、県議会の

意見書の議決、県民大会の開催などの諸状況を踏ま

え、県外移設を求めるというのが現在の県の考え方で

あります。 

 次に、オスプレイの安全性の確認についてお答えい

たします。 

 政府は、昨年９月19日付文書で、オスプレイの安全

性は十分に確認されたとしております。 

 県としては、政府の説明は十分ではなく、運用に係

る安全性として示された可能な限り学校や病院を含む

人口密集地域上空を避ける飛行経路の設定についても

遵守されていないと考えております。オスプレイにつ

いては、県民の不安は一向に払拭されておらず、県と

しては軍転協とも連携し、配備計画の見直しと配置分

散の実施などあらゆる機会を通じ両政府に求めてまい

りたいと考えております。  

 次に、尖閣問題における県民の不安払拭と早期解決

についてお答えいたします。 

 尖閣諸島をめぐる問題については、偏狭なナショナ

リズムに陥ることなく、日中両政府の冷静かつ平和的

な外交によって解決されるべきものと考えておりま

す。なお、尖閣諸島周辺では県内の漁業者も操業して

いることから、沖縄県は尖閣諸島における安全確保に

万全を期すよう、政府に対し機会あるごとに繰り返し

求めてきたところであります。 

 以上でございます。  

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 那覇市農連市場地

区の整備についての御質問の中で、農連市場地区再開

発事業の概要についてお答えいたします。 

 本事業は、施行地区面積が3.2ヘクタール、総事業
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費は約155億円で計画され、地区内には農連市場を核

とした商業施設、駐車場、分譲住宅、市営住宅等を建

設する予定であります。あわせて、県道真地久茂地

線、市道牧志壺屋線等の街路整備により、防災上の危

険性除去や地区の再生を図るとともに、中心市街地の

活性化に寄与する事業であり、平成30年度の事業完了

を目指しております。  

 次に、那覇空港自動車道の整備についての御質問の

中で、小禄道路の名嘉地から赤嶺までを全面高架橋に

することについての御質問にお答えいたします。 

 小禄道路の具志から赤嶺までの区間については、国

道331号小禄バイパスと併走し地表面上に設置される

構造として都市計画決定されております。事業を行う

沖縄総合事務局は、現時点では自衛隊基地の具体的な

跡地利用計画もない中で、都市計画の変更を伴う高架

道路への構造変更は困難であるとしております。しか

しながら、将来、自衛隊基地が市街化された場合に

は、既成市街地とのアクセス方法について地元や関係

機関と調整を行っていくものと聞いております。その

際には、県としても、まちづくりに応じた対応をして

いきたいと考えております。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 我が党の代表質問との

関連についての御質問の中で、那覇空港滑走路増設に

おける騒音対策についての御質問にお答えいたしま

す。 

 去る９月20日に公告された「那覇空港滑走路増設事

業に係る環境影響評価書」において、国は、知事意見

や評価書の航空機騒音に対する環境大臣意見などを踏

まえ、「航空機の運航方法については、実現可能な範

囲で増設滑走路を利用する運航方法の策定に向けて、

地元自治体の環境部局を含む関係各者と総合的に調整

していく」としております。滑走路増設における騒音

低減につきましては、地元豊見城市や那覇市も期待し

ていることから、県としては、できる限り周辺地域の

騒音低減が図られるよう、国に対して要望していきた

いと考えております。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 具志孝助君。 

○具志 孝助君 再質問を行います。 

 ちょっと順序を変えて、２番目の問題から先に再質

問をさせていただきたいと思います。 

 那覇市の農連市場地区の整備についてでありますけ

れども、組合施行の事業でありますが、市を通して事

業の認可申請、それから組合の認可申請が出されてお

りますが、これはいつおりる予定になっております

か。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 組合設立の認可と

事業計画の認可申請が同時に出されておりまして、こ

れは９月10日に出されております。現在、申請書の内

容を審査しているところですけれども、この内容審査

後４週間の縦覧期間等がございますので、11月以降に

認可の予定ということでございます。 

○議長（喜納昌春君） 具志孝助君。 

○具志 孝助君 農連市場地区の整備、組合施行とい

うことですが、あの計画地区はおよそ８割が県有地な

んですね。したがって、県も大きな組合なんです。そ

ういうようなこともあるし、それから余りにも時間が

かかり過ぎたと。組合がもう本当にへとへとに疲れ

て、組合側の組織もあらゆる状況の中でやっとこさこ

こまで関係者の努力によってこぎつけてまいりまし

た。したがって、スピーディーな事業の進捗をお願い

したいと思っております。 

 あと１点は、この事業計画ですが、およそ155億円

の事業規模だと聞いております。これについては県と

那覇市の支援、これも当然含まれていると思います

が、この県、那覇市の支援についてはどのようになっ

ているのか、説明をお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） まず議員御指摘の

とおり、当初の計画からしますと数年おくれて組合の

設立認可がなされているということがございます。そ

してまた、組合の方々もかなり高齢化していますの

で、これは本当にスピーディーにやっていきたいと考

えております。 

 そして、県と市の支援ですけれども、国庫補助事業

の裏負担をそれぞれ那覇市と県、同額持つことになっ

ております。これは上限では11億8000万ぐらいという

ことになっております。また、それ以外に今回、農連

市場というようなところに対しまして、県と那覇市と

のほうで覚書を結んでございまして、県のほうでは上

限額として９億6000万の補助をするという覚書を結ん

でいるところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 具志孝助君。 

○具志 孝助君 県と市は同額ずつ事業支援をしてい

くということですが、那覇市はもうことしから既に調

査費の計上というのか、予算要求をしているんです

ね。那覇市側に言わせれば、並行して県のほうでも予

算を計上していただきたいと、こういうような声があ
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るんですけれども、お聞きになっておりますか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 直接、ちょっと私

のほうはそれをお聞きしてはいないんですけれども、

所要額については当然計上しないといけませんし、ま

た、この再開発に関連する真地久茂地線については、

もう今年度通して予算はついておりますので、そう

いった補償費的なものについては十分対応可能という

ふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 具志孝助君。 

○具志 孝助君 どうぞ、もうここまで来ましたらい

よいよ着工だなと、皆さんこういうことで心待ちにし

ております。農連市場関係者、組合員の期待をぜひ裏

切らないように、きっちりした対応をお願いをいたし

たい。どちらかというと、県は大きな組合員、権利者

であるけれども、少しお客さんになった嫌いがある、

そういう印象があるんですね。那覇市主導でここまで

引っ張ってきたような感じで、嫌々何か政府が乗って

きたと、こういうような印象も、あるいは組合員の皆

さんにはあるんじゃないかなと、こういうような感じ

を私自身も受けとめております。 

 先ほど申し上げましたように、県自身も大変な大き

な組合員でありますから、ぜひ中心になってしっかり

大きな権利者として、そしてまた県として積極的な支

援をするというようなことをもう一回お願いをしたい

んですが、これはいかがですか、知事。御答弁お願い

できますか。農連市場の再開発事業についてですが、

お聞きになっていませんでしたか。 

○知事（仲井眞弘多君） ちょっと休憩。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後６時56分休憩 

   午後６時57分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 私が育ったところでもあり

……、必ずしもそういう意味ではないんですが、積極

的にやってまいります。 

○議長（喜納昌春君） 具志孝助君。 

○具志 孝助君 よろしくお願いします。 

 伝統工芸産業の振興についてでありますが、沖縄21

世紀ビジョンにおいて工芸産業の生産高の目標値はど

うなっているのか、また、工芸産業生産額が先ほど

ピーク時の６割まで減少していると、こういうような

説明でありました。この目標達成に向けた具体的な施

策についてお伺いをいたしたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 沖縄21世紀ビジョン

の計画では、平成32年度の生産額の目標値を65億円ま

で伸ばすという計画にしております。目標達成に向け

て技術と技法の高度化、生産基盤の強化、デザインと

かブランド化、それから販路拡大等を強力にやってい

きたいと。沖縄の物産というのは、観光客が強力なメ

ディアになって県外・海外に売られていくという非常

に特徴的なことがございますけれども、そういう意味

では、ぜひ観光客が集まるような工芸産業の拠点の整

備というのは大変有効ではないかと思っております。 

○議長（喜納昌春君） 具志孝助君。 

○具志 孝助君 この伝統工芸品の振興というのは、

大変沖縄にとっては観光産業を振興させる。そして沖

縄を他府県に、いわゆる誇れるような工芸品があるわ

けでありますので、これを守っていく、振興させてい

くということは、観光産業にも大きく、１人当たりの

消費額も低迷している、これらにもつながることであ

ると思いますから、ぜひ力を入れてやっていただきた

いと思っております。 

 そして本工芸品の認知度を高めるために、この間も

東京銀座で皆さんが工芸品の展示即売をやっておりま

したけれども、こういうような内容のものを一県で常

設アンテナを設置してやっていくと。こういうような

認知度を高めるためにも、それは大変大事ではないか

なと思っておりますが、いかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 工芸品は非常に伝統

的な流通の問題がありまして、銀座のデパートで、例

えば100万円するようなやつが生産者には余り残らな

いような、実はそういう流通の問題があります。そう

いう意味では、ひとつ直売といいますか、最近では例

えばインターネット通販もセットでやったような展示

販売、そういう直売の方法が非常に効果があるのでは

ないかと思っていますので、御提案については検討を

させていただきたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 具志孝助君。 

○具志 孝助君 ぜひ前向きに検討をいただきたいな

と思っております。 

 そして４点目は、那覇空港自動車道の整備でありま

す。 

 今、国・総合事務局あるいは国道事務所のほうで具

体的に設計に入っているようで、この設計を見て地元

の人たちがびっくりしておられます。よく言われる高

速道路が走って地域を分断するというようなことに

なっている。今はたまたま相手側が道路の反対側が自

衛隊基地になっていて、直接的には支障はないという
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ことでありますが、那覇空港の平行滑走路の問題、あ

るいは以前にあそこは一旦返還になった地域なんです

ね。返還になったけれども、とりあえず利用計画もな

いので、もう一回自衛隊のほうで使ってもらいたい

と、地主側の要請で再契約をして、今軍用地として

持っております。ですから緩衝地帯になっている。遠

からずあそこは返還されると、こういうぐあいな見方

を当然持っているわけなんです。 

 そういうような近々のうちに返還されるだろうとい

うような中にあっても、現在自衛隊基地だからそうい

うようなものはできないと、それはそのときに考えま

しょうと、こういうような国道事務所の説明に対し

て、地元の関係者は納得がいっておりません。あそこ

の関係者、自治会、３つの自治会と６地区の自治会連

合会、それから地主組合、５つの団体から国のほうに

陳情を出して何とか高架道路を約束してくれと、こう

いうようなことを訴えておりますが、もう一回お尋ね

します。いかがでしょうか。その実現に向けて、遠か

らず返還されるはずであるのに、今できないと。並走

するような、地べたを走るようなものになって、５

年・10年先に返還されたときにまた同じ工事を、そこ

を壊して高架にするというのは、これはまさに公金の

無駄遣いになるんじゃないかと。もう少し先見性のあ

る事業計画、公共工事というのがあってしかるべきで

はないだろうかと、このように思っておりますがいか

がでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） この那覇空港自動

車道小禄道路につきましては、これは都市計画道路と

なっております。都市計画を打つ場合には住民説明会

やら事業説明会などを経て、その都市計画の道路の図

面等を公告・縦覧をして、そのことに関して地域の住

民なり何なり意見があれば意見書を出していただい

て、それを都市計画審議会にかけて審議をすると、こ

ういうような経緯を経てここまで来ております。 

 しかし、そうではありますけれども、ことしの７月

に今議員おっしゃるとおり自治会とか地域の方々か

ら、ぜひこれを地表式ではなくて高架橋にしてほしい

という要請があったということは承知しております。

そして議員おっしゃられるように、自衛隊基地を通る

部分、そこが将来的に市街化するという可能性等を考

えて高架橋というような選択肢もなくはないわけで

す。ただ、これは事業主体が総合事務局でございます

ので、今議員からの御指摘のあった点につきまして

は、改めて私どものほうからも総合事務局に対して何

らかの形で伝えていきたいというふうに考えておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 具志孝助君。 

○具志 孝助君 時間がありませんからこの辺でとめ

ますけれども、ぜひ今後検討をお願いをいたしたいと

思っております。 

 休憩してください。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後６時５分休憩 

   午後６時５分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

○具志 孝助君 平行滑走路整備に伴う騒音対策、那

覇空港もやはり自衛隊の戦闘機が飛んでおります。騒

音は普天間や嘉手納と同じようにあるんです。飛行機

機材の数の問題で若干違うんですが、やはりあるんで

すね。したがって、今度平行滑走路にすることによっ

てこれらのものが増大すると思われるんです。この機

会にこれらの対策についても知事さんあたりから、県

のほうからいわゆる運航管理者である国に対しても、

この騒音対策についても運用が多くなるはずだから、

この辺に対しても随分なる配慮をあらかじめ検討願い

たいと、こういうような申し入れ、意思表示をやる必

要があるんじゃないかと、私はかねてからこれも訴え

ておりますが、いま一度お願いいたします。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） お答えいたします。 

 滑走路増設に係る騒音に対する懸念というのは、先

ほども答弁させていただきましたが、豊見城市ですと

か那覇市が大分心配しているということは我々十分承

知しております。準備書に対する知事意見ですとか、

また評価書に対する環境大臣の意見などもそういった

地元の意見をある程度踏まえた上でしっかりと新しい

滑走路の活用・運用も含めて検討してはどうかと。そ

うやることによって航空機の騒音を可能な限り低減で

きるのではないかというような意見書をつけて、その

結果として評価書も、先ほども答弁いたしましたよう

に、滑走路を利用する運航方法の策定に向けて、地元

自治体の環境部局を含む各関係者と総合的に調整して

いくというような評価書の表現になっていると理解し

ております。 

 議員からの御指摘もございますので、そういった意

見が強いことを県議会でもあったということを十分お

伝えしたいというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 具志孝助君。 

○具志 孝助君 時間がなくなってしまいましたけれ

ども、そこにちょっと力点を置きたいと思ったんです

が、先般、國場幸之助代議士が訪米しました。彼も県
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外移設を公約に掲げて当選した議員であって、今、県

内移設という大変厳しいと、みずからも頑張りたい

と、こういうように言ってきたわけですけれども、彼

からその報告を承ってまいりまして、時間がなくなっ

てしまいますが、結局大変厚い壁を感じたと。アメリ

カ側は、海兵隊のグアム移転と残る沖縄側のいわゆる

米軍再編協議、これは去年の６月に切り離して考える

と、政府では公式に決まったんですけれども、議会側

は全くそういう理解をしていないと。特に上院はとん

でもないと、辺野古の見通しが立たない限り予算はつ

けられないと、こういうようなことであります。詳し

い報告書をこれぐらい分厚く持っているんですけれど

も、知事いかがですか。議会側が予算を認めないと

言っていることに対して、辺野古の移設を何とか実現

しないことには、これらの問題を米軍再編のあの基地

負担の軽減というもろもろの策が実現不可能になる

と、こういうような危機にあると思っているんですが

このパッケージ論、今３年パッケージ論ということ

と、もう一点はアメリカ側に辺野古に変わるプランＢ

というのは全くないと、こういうように言っているん

です。彼はレイモンド・グリーン、元の沖縄総領事で

あるし、今の国務省の高官であります。それから、

サック・サコダ元国防省日本部長、ナッパー国務省日

本部長、ウィンターニッツ国防総省日本部長、それか

ら下院議員、たくさんの高官に会ってきたわけです

が、時間がありませんので１点だけ聞いて終わります

けれども、このパッケージ論とプランＢは全くないと

米側が言っていることに対する知事からの所見をお聞

きをして終わりたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 今のプランＢがない、そし

てパッケージ論だというところは、まさにこことのや

りとりを基本的にはずっと続けてきたという感じは確

かにあります。ですから、この前線に立っている実務

的な人々の感覚がそのまま続いているんですよね。昔

は辺野古に決めた、それ以外考える気が起こらぬとい

うのに近いイメージだと思います。ですが、この辺野

古がそう容易でないことは具志議員も同じように、こ

の議会、全会一致でお決めになったわけでしょう、外

に。などなど、県議会を含めて沖縄の中はパッケージ

であれプランＢであれ、誰もそれを沖縄における現実

的な案だと皆さんも思っておられないわけですよ。で

すから結局はそういうのを踏まえますと、どこが一体 

 

 

 

可能性があるかというと幾らでもあるわけです、つま

り。那覇空港のこの満杯さに比べますと、例えば九

州・四国・裏日本といいますか、いろんなところの空

港たくさんあるんですが、みんな３分の１とか、４分

の１の過密度ですよ。これはどうして頭のいい防衛

だ、外務の人たちがここを使おうという気が起こらな

いかと、まさに日米間の力の差かもしれません、ない

しは腕力の。ですからそれが乗り越え切れない。だけ

ど誰が考えてもこれは、ウラルからずっと向こうのド

バイまで以上を見ていると言われている米軍が、この

沖縄でなければいけないという一点論しかないという

のは常識で考えてもおかしいでしょう。ですから、１

つは早く、要するに危険性の除去が第一の原点だった

んですから、早くどうすれば一体これが消せるか、解

消できるかという点に立てば、辺野古に戻るというこ

とが逆に時間がかかるだろうという予測は、我々沖縄

に住んでいれば大体わかりますよね。こういう、しか

も沖縄の中の県議会を含めいろんな人々、41市町村も

含めて無理だろうと言っておられる状況を僕らは日本

政府にもアメリカの事務方、その他にも申し上げてき

たわけです。ですから、ここがなおこの壁を乗り越え

切れてないというのは我々の無力感を感じるわけです

が、どうしてこういう単純な結論を出し切れないかと

いうのが非常に我々実はよくわかりません。ですが、

ただ想像できる話ではあります、議員のおっしゃった

ことは。だから、これを何で打ち破れないかというの

が実は無力さを感じてはいるわけですが、なお早いこ

の危険性の除去を一体どうやって実現するかという点

では、私のほうではこういう現実も無論わかってはお

りますが、これをどう打ち破っていくか、どう解決す

るかという点をギブアップはしておりません。（拍

手） 向こうから拍手をもらったら困るんですが。こ

ちらから……。（拍手） 

○具志 孝助君 残念ながら時間がありませんから、

また議論しましょう。 

○議長（喜納昌春君） 以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。 

 本日の日程はこれで全部終了いたしました。 

 次会は、明３日定刻より会議を開きます。 

 議事日程は、追って通知いたします。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

   午後７時15分散会 
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○議長（喜納昌春君） これより本日の会議を開きま

す。 

 日程第１及び日程第２を一括し、これより直ちに一

般質問を行い、甲第１号議案、甲第２号議案、乙第１

号議案から乙第15号議案まで及び認定第１号から認

定第23号までを議題とし、質疑に入ります。 

 質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。 

 座喜味一幸君。 

   〔座喜味一幸君登壇〕 

○座喜味 一幸君 おはようございます。 

 宮古の方言が出ておりませんので、少し方言で述べ

させてもらいますが、沖縄県議会ヌ シンシーター 

ガンズーガンズ パダーパダウランマ マタ 仲井眞

知事 ウプシュウニハ ウトゥヤ 県庁ヌ ヤクニン

ヌ ツムククル ピティーツツンナシュウティ 21世

紀ビジョンヌ アラサッティ ウツナーヌユーユ ア

ラサッティ トゥユマサッティ ユヌッツァプカーシ 

 キバリユクトゥ ククルカラ タンディガータン

ディ ミヤクヌ方言ナ ズミということで、一般質問

させていただきます。 

 沖縄振興についてであります。 

 平成25年度の当初予算額は復帰後、最高額の6988億

円となったことや、平成26年度概算要求額は、前年度

を約400億上積み要求されていることなど、沖縄21世

紀ビジョンの目標達成に向けた確かな手応えを実感し

ております。仲井眞知事の努力と手腕は県民がひとし

く評価しているところであり、沖縄21世紀ビジョンの

実現に向けた施策の展開に県民の期待が集まっていま

す。また、県民にあっては「強くしなやかな自立経済

の構築」に向けた自助自立の覚悟も求められておりま

す。 

 そこで伺います。 

 沖縄振興法施行２年目にして、観光振興、国際航空

物流ハブの活性化、ＩＴ産業の集積等に大きな展望が

開けてきました。知事の自立型経済にかける決意を伺 
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います。 

 (2)、沖縄21世紀ビジョン基本計画の中で、県民所得

（１人当たり）を平成22年度の207万から平成33年度

には271万円程度に増加すると展望値が示されており

ます。実現に向けての基本施策について伺います。 

 ア、所得向上の中核となるべき産業等の展開方向と

目標値について伺います。 

 イ、沖縄本島と離島の所得格差是正について基本的

な振興策と目標値について伺います。 

 ウ、自立型経済に向け、中核となるべき人材育成に

ついて伺います。 

 ２、那覇空港における国際貨物ハブについて。 

 那覇空港のＡＮＡの国際貨物ハブは、沖縄の地理的

優位性と那覇空港の24時間稼働を生かして、我が国及

びアジアの主要都市間を一晩でつなぐスピード物流を

実現し、さまざまなビジネスモデルの創出が期待され

ています。 

 (1)、那覇空港国際ハブの現状と将来展望について伺

います。 

 (2)、沖縄国際航空物流ハブ活用事業についてです。 

 ア、沖縄県産品の海外販路拡大の取り組み及び県産

品輸出実績について伺います。 

 イ、楽天・ヤフー等の全国特産品の輪出拠点化と連

携した県産品の販路拡大の現状と展望について伺いま

す。 

 ウ、県産生鮮食料品・加工品等の輸出拡大の可能性

と戦略品目について伺います。また、産地証明・衛生

管理証明・放射能検査証明等の迅速化を図るための体

制整備が急がれます。取り組みについて伺います。 

 ３、交通政策について。 

 (1)、観光・産業振興にとって航空路線、客席の拡大

は重要と言われますが、県の取り組みについて伺いま

す。また、ＬＣＣ航空会社の参入の現状と見通し、県

の対応について伺います。 

 (2)、離島住民交通コスト負担軽減事業のこれまでの

事業実績と事業効果について伺います。また、今後の

事業の継続性について伺います。 

 (3)、離島便にＬＣＣ航空会社の参入により航空運賃

体系が不透明になったとの声やＬＣＣ航空の撤退後の

運賃高騰等の課題があります。離島住民交通コスト負

担軽減事業のあり方を検討する必要があるのではない

でしょうか。 

 (4)、小規模離島の航路は、不採算による撤退や機材

トラブル等による欠航が多く、離島住民の生活、産業

振興に足かせとなっています。県の対応について伺い

ます。また、県直轄で航空会社を運営することの可能

性について伺います。 

 (5)、離島児童生徒・高校生の大会派遣等の航空運賃

の割引、気象、日程変更等に伴う配慮などの運賃低減

化について伺います。 

 ４、宮古空港の国際線受け入れ体制の整備について

です。 

 ９月18日、20日とアシアナ航空の観光客170名余を

乗せたチャーター臨時便が宮古空港に就航し、盛大な

歓迎セレモニーが行われました。国際線施設整備計画

概要と実施計画について伺います。 

 ５、離島と沖縄本島の石油製品価格の格差是正につ

いて伺いますが、石油製品の高騰と相まって離島は沖

縄本島に比べ、例えばレギュラーガソリンでリッター

当たり20円以上高いことから、経済的に大きな負担と

なっています。 

 (1)、石油製品の価格差の発生要因について伺いま

す。 

 (2)、石油製品価格差の縮小に向けた今後の対応につ

いて伺います。 

 ６、下地島空港の利活用について。 

 ＪＡＬのパイロット訓練の撤退に伴い、ＡＮＡの訓

練継続も不確定な状況となっています。空港管理者と

しての県の速やかな対応が求められています。 

 (1)、県は下地島空港利活用協議会で検討を進めてい

ると聞くが、現状と今後の具体的なスケジュールにつ

いて伺います。 

 (2)、ＪＡＬはパイロット訓練地をグアムに移転する

と報じられているが、事実であれば、県との和解調停

は何だったのかと甚だ疑問に思います。県の見解と対

応について伺います。 

 ７番目に、宮古圏域県営公園の実施計画についてで

す。 

 宮古圏域は、唯一県営広域公園がありません。沖縄

県は鋭意、県営公園の事業実施に向けた努力をしてい

ただいております。進捗状況と着工までのスケジュー

ルについて伺います。 

 答弁によって再質問をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事  仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） おはようございます。 

 座喜味一幸議員の御質問に答弁をいたします。 

 まず第１に、沖縄振興についての御質問の中で、自

立型経済にかける決意についてという御趣旨の御質問

に答弁します。 

 自立型経済の構築のためには、移出型産業が複数堅

実に育つとともに、域内産業が活性化し、両者が連
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携・補完している強くしなやかな経済構造を創出する

ことが重要ではないかと考えております。このため、

観光・リゾート産業や情報通信関連産業の振興に加え

まして、臨空・臨港型産業など第３、第４のリーディ

ング産業を支援してまいる必要があります。 

 あわせて、農林水産業や県内の製造業、そして小売

業などの地場産業や、文化、音楽、スポーツなど、さ

らには科学技術に志向した、科学技術を応用した最新

型の産業など、沖縄の特性を生かしたあらゆる産業を

あわせて振興していくことも大事だと考えておりま

す｡ 

 さらに、基盤整備の面からは、那覇空港の滑走路増

設に向けて取り組みますとともに、駐留軍用地跡地の

活用や、鉄軌道の導入などによる県土構造の再編を図

るなど、自立型経済の構築に向けた取り組みを加速さ

せてまいりたいと考えているところでございます。 

 次に、那覇空港における国際貨物ハブについての御

質問の中で、那覇空港国際ハブの現状と将来展望につ

いてという御趣旨の御質問に答弁をいたします。 

  那覇空港の国際貨物取扱量は現在、国内第４位の約

14万トンに上っております。ことし８月には東芝グ

ループがパーツセンターを設置するなど、那覇空港国

際ハブの利用は着実に拡大をいたしております。貨物

便は今後、新たな路線を開設する予定と聞いておりま

す。 

 沖縄県といたしましても、新たなロジスティクスセ

ンターの整備とともに、迅速な輸出促進のための放射

能検査などの機能構築に取り組んでまいる所存でござ

います。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 交通政策に関する御質問の

中で、離島児童生徒の航空運賃の低減についてお答え

をいたします。 

 離島児童生徒の大会派遣における中体連等による団

体予約では、荒天時による欠航や競技日程の変更等に

対しても、選手が確実に大会参加ができるよう旅行業

者が適切に対応できることから、割引率が低くなって

います。一方、各学校や部活動単位で直接座席を確保

した場合では、格安航空会社の参入により運賃の低減

が図られていますが、不測の事態が生じたときには、

大会に参加できなくなる可能性があります。 

 沖縄県としましては、離島児童生徒の負担軽減を図

ることは前向きに取り組むべき課題だと認識してお

り、引き続き航空会社へ要請をするなど、早目に取り

組んでまいります。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 沖縄振興についての御質問

の中で、所得向上の中核となるべき産業の展開方向に

ついてお答えいたします。 

 21世紀ビジョン基本計画においては、リーディング

産業である観光・リゾート産業や情報通信関連産業の

さらなる成長を見込むとともに、第３、第４のリー

ディング産業として、臨空・臨港型産業など移出型産

業が複数育つことを見込んでおります。 

 加えて、農林水産業などさまざまな産業の活性化が

図られ、強くしなやかな自立型経済の構築に向けた取

り組みが進むものと考えております。 

 このように、産業の成長により企業や雇用者の所得

増加が期待されることから、１人当たり県民所得は、

平成33年度には271万円程度に増加すると見込んでお

ります。 

 また、平成33年度における各産業の目標値は、観

光・リゾート産業では観光客数が1000万人、観光収入

が１兆円、そして、情報通信関連産業では生産額5800

億円、就業者数５万5000人、農林水産業では生産額

1750億円、就業者数２万4500人となっております。 

 次に、那覇空港における国際貨物ハブについての御

質問の中で、沖縄県産品の海外販路拡大についてお答

えいたします。 

 県は、ハブ機能を活用した県産品の輸出を促進する

ため、航空コンテナスペースの確保、県内生産者等の

海外派遣、海外のバイヤーの招聘、海外における物産

展の開催等の支援を行っております。 

 事業者の営業活動と県の取り組みが相まって、航空

コンテナによる県産品輸出量は、事業開始前に比べて

約50倍に増加をしております。   

 次に、宮古圏域県営公園の実施計画についての御質

問の中で、宮古公園の進捗状況等についてお答えいた

します。 

 宮古公園については、今年度に公園テーマや建設位

置、県と宮古島市との役割分担等を検討し、基本構想

を策定する予定であります。平成26年度からは基本構

想を踏まえ、早期の整備実現に向け取り組んでいく考

えであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 
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○企画部長（謝花喜一郎君） 沖縄振興についての御

質問の中の、本島と離島の所得格差の是正についてお

答えいたします。 

 離島市町村の１人当たりの市町村民所得は、平成17

年度以降、沖縄本島の所得水準の98％前後で推移して

おり、平成22年度は、沖縄本島と同水準の202万5000

円となっております。 

 県としましては、引き続き離島における所得水準の

向上を図るため、平成25年３月に策定した「住みよく

魅力ある島づくり計画」に基づき、離島の特色を生か

した産業の振興を図ってまいります。 

 具体的には、離島地域の基幹産業である農林水産業

の生産性向上や６次産業化による高付加価値化等を推

進してまいります。 

 また、観光・リゾート産業などについては、美しい

自然環境、地域の文化、ライフスタイル等の離島固有

の魅力を最大限に活用し、所得向上に資する産業とし

て振興を図ってまいります。 

 次に、自立型経済に向けた人材育成についてお答え

いたします。 

 沖縄21世紀ビジョン基本計画で掲げた「強くしなや

かな自立型経済の構築」に向けては、沖縄の持続的な

経済発展を担う多様な人材の育成が重要であると考え

ております。 

 このため、行政、企業、学校等の連携のもと、観

光・リゾート産業及び情報通信関連産業などのリー

ディング産業や建設産業、農林水産業などの地域産業

の成長・高度化を担う人材、新産業の創出や産業のグ

ローバル化に取り組む人材など多様な人材の育成を戦

略的に推進してまいります。  

 次に、交通政策についての御質問の中の、沖縄離島

住民等交通コスト負担軽減事業の実績と効果及び今後

の事業継続についてお答えいたします。 

 本事業の平成24年度の利用実績は、航空路は37万

5489人で、前年度比47.1％の増、航路は離島住民が45

万9069人、全利用者の前年度比は10.6％の増となって

おります。 

 また、ことし４月から７月までの４カ月間の利用実

績は、航空路は対前度年比17.8％の増、航路は14.9％

の増となるなど、離島住民の経済的負担の軽減に寄与

しております。 

 事業効果につきましては、社会実験として実施した

小規模離島航空路利用活性化事業において、離島住民

等の移動機会の増加による経済波及効果が期待できる

ものとの推計結果が得られており、対象路線や割引率

が拡充された本事業では、より大きな効果が得られて

いるものと考えております。 

 県としましては、今後も引き続き本事業を実施し、

離島の定住条件の整備に取り組んでまいります。 

 次に、沖縄離島住民等交通コスト負担軽減事業のあ

り方の検討についての御質問にお答えいたします。 

 本事業は、航空会社間の公正かつ自由な競争を制限

することのないよう、航空運賃の競争状態や、県が想

定する新幹線並みの運賃が実現するか否かを見きわめ

た上で、事業適用の判断をすることとしております。 

 今後とも、公正かつ自由な競争を促進する独占禁止

法の趣旨に沿った事業を継続実施していきたいと考え

ております。  

 次に、離島航空路線への対応と新たな航空会社の可

能性についてお答えいたします。 

 沖縄県では、離島航空路線の確保・維持のため、

国・県及び関係市町村による協調補助路線については

欠損額の全額を補助しております。また、離島航空路

線に就航する航空機の購入費用については、沖縄特例

の国庫補助制度が制定されており、国及び県で全額を

補助する制度となっております。 

 離島航空路線の撤退や欠航については、離島住民の

生活の安定、離島振興を図る上で大きな影響があるこ

とから、県では、航空事業者に路線の安定的運航や原

因究明等を強く申し入れるとともに、関係市町村及び

航空事業者と意見交換を行い、欠航への対応や路線再

開等の課題解決に取り組んでおります。 

 新たな航空会社を運営する可能性については、現

在、関係市町村からの早期開設の要望があること及び

今般粟国―那覇路線を運航している第一航空株式会社

が就航に関心を示していることから、路線再開に向け

航空事業者及び関係市町村と意見交換を行うなど、路

線運航の方策について検討を行っているところであり

ます。 

 次に、離島と沖縄本島の石油製品価格の格差是正に

ついての御質問の中の、石油製品の価格差の発生原因

についてお答えいたします。 

 沖縄県では、平成24年度において石油製品販売事業

者の経営実態調査を実施し、沖縄本島・離島間の石油

製品の価格差の発生要因を分析したところでありま

す。その結果、離島では、本島に比べ石油製品の販売

量が少ないことから、採算性の面で、粗利を高く設定

せざるを得ない状況にあります。 

 また、離島では、石油製品の輸送に要するドラム缶

やコンテナの購入費、トラック、フォークリフトと

いった車両の購入費など、離島特有の経費が発生して

おり、これは小規模離島ほどその傾向が強くなってい
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ることがわかりました。 

 次に、石油製品価格差の縮小に向けた今後の対応に

ついてお答えいたします。 

 石油製品価格差の縮小に向けた見直しの方向としま

しては、現行の事業において、離島特有の経費として

一律１リットル当たり0.75円の補助を行っていたもの

について、コンテナ、ドラム缶など主な輸送形態ごと

に島を分類し、輸送形態に応じて補助を拡充する考え

であります。これは、販売量の少ない、規模の小さな

島ほど補助が多くなるような設定となります。 

 県としましては、今年度11月１日から補助事業の拡

充を行う予定であります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 那覇空港における国

際貨物ハブについてという御質問の中の、楽天・ヤ

フー等による県産品の販路拡大についてという御質問

にお答えをいたします 

 これまでに泡盛、パイナップル、県産豚肉等、香港

向けのＥコマース商品として販売をされております。 

 県といたしましては、引き続き海外での県産品のプ

ロモーションに取り組み、輸出に取り組む県内事業者

への支援を行い、全国特産品の輸出拠点機能をうまく

活用した県産品のさらなる輸出促進を図ってまいりた

いと考えております。 

 同じく県産生鮮食料品・加工品等の輸出拡大につい

てという御質問でございます。 

 沖縄県の主要な輸出品目として、菓子、調味料等の

加工食品、ゴーヤー等の青果、アグー等の畜産物、ナ

マコ等の水産物がございます。 

 こうした商品の持つ沖縄ブランドが他の沖縄県産品

を牽引できる仕組みをつくるとともに、新たなマー

ケットについては現地のニーズ、好みに応じた商品の

輸出を支援し、戦略的に販路開拓に取り組んでまいり

ます。 

 また、産地証明・放射能検査証明等の迅速化のため

の体制整備に向けた取り組みについては、全国特産品

の輸出拠点化を図る上でも必要なものと考えておりま

す。その中でも、輸出先において行われる放射能検査

については特にニーズが高いと考えており、あらかじ

め沖縄で実施をすることで迅速な輸入を実現すべく、

必要な機能の構築を政府に要望しているところでござ

います。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 湧川盛順君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 交通政策に

関する御質問の中の、航空路線等の拡充に対する県の

取り組みとＬＣＣ航空会社の参入についてお答えいた

します。 

 県においては、新規就航や増便、機材の大型化、

チャーター便就航を促進するための支援策を用意し、

国内や中国、韓国等の海外の航空会社に対しトップ

セールスを実施しております。その結果、北京路線の

再開やアシアナ航空による宮古へのチャーターなどが

実現しております。 

 ＬＣＣについては、昨年10月に国内全３社が那覇空

港に就航したほか、新石垣空港への就航や国際線の就

航も実現しております。さらに一部のＬＣＣにおいて

は、那覇空港の拠点化の動きもあり、さらなる拡充が

期待されることから、その動向を注視するとともに、

積極的な誘致に取り組んでまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 宮古空港の国際線

受け入れ体制の整備についての御質問の中で、宮古空

港の国際線施設整備計画等についての御質問にお答え

いたします。 

 宮古圏域空港における国際線施設の整備について

は、沖縄21世紀ビジョン基本計画において、国際線受

け入れ機能を強化することを位置づけております。現

在、海外旅客受け入れに必要なＣＩＱ施設の整備に向

けて、宮古島市や関係機関等で構成する連絡会議を開

催し、施設規模や管理運営方法、費用負担などの課題

について、連携して取り組んでいるところでありま

す。 

 次に、下地島空港の利活用についての御質問の中

で、下地島空港利活用協議会の現状と今後のスケ

ジュールについてお答えいたします。 

 昨年度開催された協議会では、下地島空港は訓練や

試験機などで利活用を図ることが提案されており、今

年度は同提案を踏まえ、宮古島市や関係部局等で構成

する検討会議を設置し、具体的な検討を進めておりま

す。 

 その取り組みの一環として、利活用の可能性のある

航空会社等に積極的に誘致を働きかけているところで

あり、年内には、検討会議の中で一定の方向性を見出

していきたいと考えております。      

 同じく下地島空港の利活用についての御質問の中

で、ＪＡＬの訓練移転に係る県の見解と対応について
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お答えいたします。 

 日本航空は、経営再建に伴うパイロット人員の削減

等により、当面は実機訓練の予定はないとして平成24

年度から下地島空港より撤退しております。 

 同社の一方的な撤退は、県として受け入れられない

ことから、相応の訓練使用料の負担を求めて民事調停

に持ち込み、ことし３月に調停が成立したところであ

ります。 

 このような状況を踏まえると、今回の日本航空のグ

アムでの訓練実施は、県としては疑問であり、下地島

空港を優先的に使用するよう、日本航空に対して働き

かけていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 座喜味一幸君。 

○座喜味 一幸君 ありがとうございます。 

 まず、前向きな答弁をいただきました１点から

ちょっと確認でございます。 

 離島児童生徒・高校生の大会派遣につきましては、

前向きな答弁をいただきましてありがとうございま

す。これは、各離島市町村会、それから学校校長会等

からも長年要請が出ていた件であります。 

 離島住民の医療コストにつきましては、もう現に実

行されていまして、子供たちの大会派遣のこの派遣費

等の低減が思わしく進んでいないというようなことが

ありまして、前向きに部活動も含めて、高体連だとか

高文連の補助等につきましてはそれなりに現状として

あるんですが、やはり細かい部分においては、交通

費、飛行機賃で相当な負担があります。きょう前向き

な話もありましたんで、ぜひとも小さな部活動、サー

クル活動等も含めて、旅行会社との話よりも、私は、

交通政策課が進めている、航空会社とダイレクトな、

いかにして子供たちの交通費を下げていくかというス

キームの使い方だと思いますんで、ひとつ速やかに 

――前向きにということですが――ある程度の方向性

をちょっと教育長お示しいただければと思いますが。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 議員の御指摘のとおり、

もう本当に長い間かかっているところで、離島の児童

生徒には申しわけなく思っております。 

 御指摘も大変強くありますことですし、早速、担当

課に指示しまして、航空会社に積極的に速やかに足を

運ぶように頑張ってまいります。 

○議長（喜納昌春君） 座喜味一幸君。 

○座喜味 一幸君 各ＰＴＡ、父兄、期待しておりま

すので、ぜひ、よろしくお願いします。 

 それから、離島の航空路線の件ですが、知事が沖縄

県で航空会社を持つぐらいの覚悟を一つ示されたこと

は大きな喜びでしたけれども、具体的に、この石垣を

拠点とした、波照間、多良間間の見通しがついている

ということでありますんで、具体的にいつごろを目安

としてやっていくのか、その辺を御説明いただければ

と思いますが。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） お答えいたします。 

 まず、今月で現地へ赴きまして、県それから市町

村、あと、第一航空株式会社も参加いただきまして、

その運航方策について検討会を、まず第１回目を行お

うというふうに考えております。並行いたしまして、

航空機の機材の購入が必要ですけれども、その購入に

ついても実は同時並行で、国交省との調整はもう既に

始まっておりますので、作業を行ってまいりたいと思

います。 

 ただ、一つ課題があるのは、やはりこの多良間なり

波照間なりから撤退した理由として、特に多良間がそ

うなんですが、いわゆる国・県・市町村の協調補助の

適用ができなかったという経緯があります。つまり、

日常路線ではないということですね、多良間―石垣間

が、ということがあって、県単補助でということなん

ですが、この県単補助の場合に、事業者の３分の１補

助というものがありました、県３分の１、市町村３分

の１、事業者３分の１。これについてはやはり見直し

を行わないとこれを実際、仮に立ち上がったとしても

また同じような轍を踏むんじゃないかという懸念がご

ざいますので、これについても並行して議論をして、

いかに事業者が撤退することなく安定的にできるかと

いうこともあわせて検討してまいりたいというふうに

考えております。 

 機材購入に大体１年半ほどかかりますので、早くて

27年には路線再開できるようにということで取り組ん

でまいりたいと、そういうふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 座喜味一幸君。 

○座喜味 一幸君 ぜひ、お願いします。 

 それから、私もちょっと遭遇したんですが、離島に

行くのに飛行機のトラブルが多い。それで、南大東、

多良間等含めてちょっとトラブルが多いんで、多分に

経営状況も厳しいということもありますでしょうが、

もう機材が古くなっていると思うんですよね。その辺

に関しては、どうしてもやはり飛行機が動かないとい

うと離島コストをどんなにしても交流型の支援をして

も、この飛行機の欠航するところは、人の移動が伸び

てない。そういう面で非常に経済的にも生活的にも影

響がありますんで、そのトラブル路線には指導だけ
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じゃなくして、やっぱり新機種の購入等も含めた対策

が必要と思うんですが、その辺いかがでしょう。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 全く仰せのとおりで、

実は、ＲＡＣについても機材購入について、今、実は

計画しております。 

 県については、それについてもしっかり調整してま

いりたいというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 座喜味一幸君。 

○座喜味 一幸君 明確な答弁がどんどんいただけ

て、ありがとうございます。 

 次に、宮古空港の国際線の受け入れ体制の整備につ

いてですが、高良副知事を先頭に韓国に行かれて、

トップセールスしていただいたということで、今度、

宮古は170名余りのゴルファーが２便来まして相当活

気づいているんです。 

 そういう意味におきましては、新石垣空港はもう整

備されておりまして、ゴルフだとか海はやはり宮古で

ございまして、国際線、台北、台中からもチャーター

便飛んだことありますし、今後、副知事どうでしょ

う、海外からの需要を見込んでいくと、やはり離島空

港においても国際線の受け入れ体制整備が必要と思い

ますが、この韓国でのトップセールスした感触、あれ

から見通しはいかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 宮古のほうに、早速、韓国

からゴルフを楽しむツアー客が来られたという意味

で、私もそのニュースを知って大変喜びました。 

 韓国ソウルでのトップセールスのときの印象では、

アシアナ航空の社長さんも含めていろいろ幹部の方々

とお目にかかって、そして夜は懇親会しながら意見交

換もしたんですけれども、大変印象に残っております

のは、沖縄というところに対する魅力といいますか、

それを皆さん非常によく理解されていることです。宮

古については、特に、ゴルフ場が大変豊富にありまし

て、特に冬場になってきますと、韓国の方々でゴルフ

を楽しむという方々が大変多いんだということで、冬

場のゴルフだけではなくて、宮古について言います

と、その魅力を大いに韓国にアピールして、集客につ

なげたいということを力強くおっしゃっていました。 

○議長（喜納昌春君） 座喜味一幸君。 

○座喜味 一幸君 ありがとうございます。 

 それで、国際線の受け入れ体制の整備に当たって

は、県で一生懸命取り組んでいただいておりますが、

やはり空港整備というのはお金かかるわけでございま

して、その空港整備、国際線整備に当たって、石垣を

含めてやはり地元には大きな負担があるとやれないな

というようなこと等ちょっと話し合いしておりまし

て、ぜひ国際線割当における事業費の負担、石垣空港

でもやっております事例等もありますから、できるだ

け県・市あるいはその航空会社に対しては負担が

ちょっとかからないような形でのスキームづくり、そ

れをやると地元の体制――地元はやる気ですが、その

辺の負担割合は大きな課題かと思いますが、土建部

長、ぜひその辺の負担割合の見通し、方向性が決まっ

ておりましたら教えてください。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 宮古空港のこう

いったＣＩＱ施設等の整備につきましては、ＣＩＱ等

検討会議というものを今設置しております。これは、

県、宮古島市、それからＣＩＱですので税関出入国、

検疫、国の職員ももちろん入っておりますし…… 

○座喜味 一幸君 少し聞こえません。大きい声でお

願いします。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 済みません。あ

と、エアライン、国の職員も入っておりますし、エア

ラインもＪＴＡ、ＡＮＡ、スカイマーク、マンダリ

ン、アシアナ航空といろんな会社が入っております。

また、旅行会社にも入っていただいて、実務的に施設

規模をどうしたらいいのか、あるいは管理運営方法、

または費用の負担方法についても議論をしております

ので、こういったものの中から方向性が出てくるもの

と考えております。 

 議員から御指摘のありました石垣島においては、石

垣市と県のほうで一定の費用負担をして、空港ターミ

ナルの負担を軽くしているということがございますの

で、そういうことも踏まえて考えていきたいと思って

おります。 

○議長（喜納昌春君） 座喜味一幸君。 

○座喜味 一幸君 ちょっと余り理解ができないんで

すが、石垣でやられた場合は、今おっしゃるような形

になって、数字からいうと、県が６で、市が２で、航

空会社が２というようなスキームで進められたかと思

うんですが、形としてはそういう方向になるか、確認

をさせてください。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 費用負担の割合に

ついては、まだ未定ではございますけれども、石垣の

ほうでは、議員おっしゃるとおり、建設費とそれから

10年分の維持管理費、これを込みにして負担割合を決

めた経緯があります。今回どのような形で費用負担に

ついてやっていくのかは今後の検討を待たないと、
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ちょっとここでは申し上げることができませんけれど

も、石垣でのそういった費用負担の割合というのは一

つの大きな参考になるというふうに考えております。 

○座喜味 一幸君 休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時46分休憩 

   午前10時47分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 座喜味一幸君。 

○座喜味 一幸君 また、宮古広域公園につきまして

も前向きな答弁いただきましたが、基本構想を踏ま

え、26年度からは一つの方向性を示していただくとい

う副知事からの答弁だったかなと思いますが、そのほ

うの展開方向ですね、もう一度丁寧に御説明いただけ

ますか、詳細に。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 宮古の県営の広域

公園についてでございますけれども、現在、平成25年

度は検討委員会を設置して基本構想を実施しておりま

す。平成26年度にはこれの基本計画の策定を考えてお

ります。その後、この公園については、結構規模が大

きいものですから、環境アセスの手続が恐らく必要に

なるだろうと考えておりますので、平成27年度あたり

から環境アセスの手続をやっていきまして、その後、

都市計画決定等を経て事業着手に持っていきたいとい

うふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 座喜味一幸君。 

○座喜味 一幸君 よろしくお願いします。 

 それから離島の石油製品価格差の話であります。 

 今回、大分、小規模離島というんですか、ドラム缶

等々の配送地域については、それなりの充当がされて

いくわけです。この問題は、揮発油税等の減免策が５

年更新だったのが３年になったという、大きな今度の

実証だと思いますが、１つは、宮古、久米島、石垣の

割と大きな島における揮発油税の価格差というのがま

だ大きい。そういう面では、やはりウミンチュもそう

ですし、農業用でもそうですし、一般家庭でもそうで

すが、結構その辺は今回ある程度のしっかりとした全

体としての離島における石油輸送製品の価格差をしっ

かりと是正していかなければ、多分、減免措置との国

との税制の改正時にちょっといちゃもんつけられるか

なという意味において、もうちょっとこれは踏み込ま

ないといけないのかなと。離島においてはまだ沖縄本

島と20円余の格差がある。それはもうちょっと突っ込

んで、ある程度、企業のほうにも努力をしていただ

く。そういう方向性を持っていかなければ、これは

ちょっと厳しいのかなという、もう少し突っ込んだ議

論が要る、軽減が要るのかなと思いますが、企画部長

いかがでしょう。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） お答えします。 

 確かに議員おっしゃいますように、石垣、宮古、そ

れから久米島においては、実は輸送形態が沖縄本島と

それほど変わらないわけですね。そういった中で海上

運賃について補塡すれば、少なくとも本島並みの運賃

になるのではないかというように理論上考えられるわ

けですが、やっぱり販売量の多さとか、人件費の違い

などによって粗利を高くせざるを得ないという形で、

恐らく石垣、宮古、久米島についてはちょっと高く

なっているだろうというふうに我々分析しておりま

す。 

 先ほど冒頭で答弁させていただきました分につい

て、例えば、タンクローリーを使っているところ、そ

れからコンテナ、ドラム、それぞれに応じて、我々、

今、補助金を増加しようというふうに考えているわけ

ですけれども、これをやった場合にはその市町村に

とっては平均にすると７円ほど下がると思われます。

その際にはしっかりと公示をしていただこうと、実は

思っております。例えば、店頭でのポスターで価格低

減をこうしてやっていますということで、しっかりそ

の分を価格に販売していただくということを考えてお

ります。 

 問題は、この宮古、石垣、久米島についてのものを

どのようにするかということですが、やはり一定程度

の事業者への御理解も我々県としては働きかけないと

いけない部分があるのかなと、実は思っております

が、まだもし何か御懸念があれば意見をまた聞いてま

いりたいと思っております。 

 ただ、少なくとも当面、先ほども答弁させていただ

きましたように、11月１日から施行しまして在庫調整

などもやった上で、11月15日からは一斉にその小規模

離島などについては低減策を実施してまいりたいとそ

ういうふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 座喜味一幸君。 

○座喜味 一幸君 これは、ある意味で企業のほうに

も手が突っ込めない部分もありますから、協力をも

らっていくというような形での低減化を図っていく方

向になるのかなと思っております。 

 次に、国際航空物流ハブ活用事業に非常に私は大き

な期待を持っております。農水省、国も農産物食品等

の海外輸出１兆円ということで目標を立てて頑張って

おりまして、実は、九州にちょっと行ったときに、九
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州では既に沖縄のハブ貨物空港を生かして、その農水

産物、食品等のアジア向けの輸出をしようという大変

動きがありまして、福岡県におきましては福岡農産物

通商という株式会社をＪＡさん、民間企業、県入って

いただきまして35団体で促進を図っている。福岡県で

さえも沖縄のハブ貨物を中心に相当農産物を出してや

ろうというような取り組みをしていまして、我が県の

国際ハブというのは、北海道の水産物もそうですけれ

ども、非常に興味を持っておりまして実に動きがあり

ますが、我々沖縄県にあって大きな拠点になること。

そういう中で、農林水産業食品加工というものがどう

しても我々の県民のアジア向けの大きな課題かなと、

この実績を見てもそうなっておりますから、もう少し

物産公社を超えて農水部を網羅した形での新たな離島

を含めた農林水産物加工品をどうしていくべきかとい

うような戦略が私は必要だと思いますが、その辺は知

事からも一つ答弁をいただければと思うんですが。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 今、お話のあったよ

うに、全国の農産物、いろんな加工そういったのも含

めて、既に例えば北海道のカニとか、既に香港を中心

に沖縄のハブを活用したものが進んでおりますけれど

も、先般、都道府県会館でも各県集めて、ぜひそれぞ

れの地域の特産品を沖縄のハブを活用した輸出という

ことを一緒にやりましょうということを始めておりま

す。 

 それから、特に今後、先ほどもお話がありましたけ

れども、放射能検査とか検疫等そういったものを沖縄

である程度スルーする形にできるような仕組み、大変

重要なので、それを今我々農水省あたりとお願いをし

ていろいろ進めております。 

 それからもう一つ、物産公社というお話がありまし

たけれども、当初、物産公社というのは県産品を県外

に移出するという大きな役割があったわけですが、今

後、新たにおっしゃったような、当然農産物も含めて

沖縄県の物産を今度はアジアに輸出する、ある種その

貿易的な機能、そういったことも我々検討せんといか

ぬなと思って、勉強を始めたところでございます。 

○座喜味 一幸君 ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 仲田弘毅君。 

   〔仲田弘毅君登壇〕 

○仲田 弘毅君 ハイサイ グスーヨー チューウガ

ナビラ。 

 ナマ 喜納議長カラ ユバッタル 仲田ヤイビー

ン。 

 チューウティ 一般質問ヤ トゥズミヤイビーシガ 

 クタンディン ネーミソーランガヤー。クンドゥヌ 

 クングヮチ議会ヌ ジンミウティ チチビチーク

トゥヤ メームティ ウンヌキテーイビーン ティー

チナーティーチナー チチイケーヤーンディ ウム

トーイビーグトゥ グスーヨー ユタサルグトゥ ウ

ニゲーサビラ。 

 質問に入ります。 

 県経済について。  

 (1)、平成26年度沖縄振興予算について。 

 平成26年度予算に対する各省庁の要求が出そろい、

内閣府沖縄担当部局の関係予算要求額も本年度当初予

算を上回りました。要求段階とはいえ、知事の手腕と

県当局の担当者の御尽力を高く評価するものでありま

す。もちろん、重要なことは年末の予算編成でありま

す。私たちも与党・自民党に強く働きかけてまいりま

すが、知事も満額回答に向けなお一層の御努力をし、

頑張っていただきたいと思います。 

 そこで伺います。 

 ア、内閣府沖縄関係予算の要求額が本年度当初予算

を407億円も上回ったことに対して、知事の見解をお

聞かせください。 

 イ、平成26年度予算要求額約3408億円のうち、ハー

ド・ソフトの一括交付金は幾ら計上されたのか。ま

た、前年度対比はどうか伺います。 

 ウ、一括交付金化された後、屋外教育環境施設の整

備事業の取り組みと概要についてお聞かせください。 

 (2)、平成24年度決算審査意見書ができ上がりまし

た。そのことについてお伺いします。 

 沖縄21世紀ビジョン基本計画を実現するためには自

立型経済を構築し、持続的な財政基盤を確立する必要

があります。本県の財政状況について、監査委員から

審査意見が出されております。 

 そこで次のことについて伺います。 

 ア、自主財源について。 

 (ｱ)、本県の自主財源の割合は幾らか。また、九州、

全国の平均は幾らか。 

 (ｲ)、財政需要にとって財源の確保は最も重要であ

り、どうふやしていくか伺います。 

 イ、県債残高について。 

 (ｱ)、本県の県債残高は幾らか。また、九州、全国は

どうなっているか伺います。 

 (ｲ)、県債発行に係る基本的な考え方をお聞かせくだ

さい。 

 ウ、収入未済について。 

 行財政改革の中で収入未済額の縮減が求められてお

りますが、県税における収入未済額は幾らか。また、
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縮減に向けた対策について伺います。 

 エ、繰越額について。 

 事業執行率が悪いとの強い指摘があり、次年度の予

算執行を危惧する意見もあります。また、繰越額が前

年度に比べ大幅に増加しておりますが、その要因は何

か。また、縮減対策をどう図っていくかお聞かせくだ

さい。 

 オ、会計処理について。 

 財務会計事務についてチェック体制の強化が求めら

れておりますが、会計管理者としての適切な会計処

理・取り組みについて伺います。 

 ２、医療・福祉行政について。 

 (1)、医師確保について。 

 大小49の有人島から成る本県は、島嶼県という本県

の特殊事情を踏まえながらも、特に離島・僻地におけ

る医療の確保については、県立病院が重要な役割を果

たしてきております。また、本土における患者のたら

い回しが問題となり改善が指摘される中、本県は今日

まで緊急医療提供体制が図られてきました。このこと

は、県立病院の医師臨床研修制度が大きく貢献してい

ることは言うまでもありません。 

 合計特殊出生率が全国１位であり、きょうの報道で

もありました本県の人口も141万5000人、人口の増加

率が最も高い本県は、このシステムをしっかりと継続

し医療政策に生かさなければなりません。 

 そこで伺います。 

 ア、県立病院における医師臨床研修制度について、

近年の状況を伺います。 

 イ、今後の課題と対策について県の考え方を伺いま

す。 

 (2)、県立病院の統合問題について。 

 県立北部病院と北部地区医師会病院の統合につい

て、県の基本的な考え方を伺います。 

 (3)、健康づくり事業について。 

 ア、「健康長寿世界一復活プロジェクト」の概要に

ついてお聞かせください。 

 イ、「健康長寿復活県民会議」のメンバーと活動内

容について伺います。 

 (4)、障害者の就労支援について。 

 ア、各市町村において就労支援に関する専門窓口は

設置されているか。また、設置があれば何カ所か伺い

ます。 

 イ、就労支援に関する窓口がなく、支援に取り組ん

でいる諸施設が困っているとの意見もありますが、県

の考え方を伺います。 

 ウ、「障害者総合支援法」と同時に「障害者施設優

先調達法」が施行されましたが、県の取り組みについ

て伺います。 

 ３、農林水産行政について。 

 (1)、サトウキビ生産振興対策について。 

 ア、平成25年２月にさとうきび増産基金が創設さ

れ、基金を活用した事業が取り組まれておりますが、

予算規模と内容について伺います。 

 (2)、サトウキビの干ばつ対策について。 

 ア、少雨傾向の中、干ばつ被害に対して県の対策を

伺います。 

 イ、農業用水を安定的に供給し干ばつ被害を回避す

るためには、水源の確保とかんがい施設の整備は必要

不可欠と考えておりますが、整備状況はどうなってい

るか。 

 ウ、今回の干ばつは離島地域で最も深刻であり、中

でもうるま市伊計島、南大東村では既設の貯水池が漏

水のため使用できない状況があり、対策をどう図るか

伺います。 

 エ、農家経営の安定を図るには、干ばつや台風等の

被害に備え、農業共済への加入促進が必要と考えます

が、加入状況と促進についての取り組みを伺います。 

 (3)、農地中間管理機構について。 

 国は、成長戦略の一つとして農業改革を掲げ、概算

要求の中で農地中間管理機構を創設とありますが、そ

の内容と本県における取り組みについて伺います。 

 ４、産業振興について。 

 (1)、アジア情報通信ハブ形成促進事業について。 

 さきの東日本大震災以降、災害時でも事業が継続で

きるよう、データバックアップの拠点設置が課題とさ

れる中、リスク分散の立場から本県への関心が高まっ

ております。県では、アジアにおける新たな情報通信

拠点の形成を目指して、うるま市兼箇段に沖縄型クラ

ウドデータセンターの建設を進めております。また、

県は情報通信拠点の形成に向けては、通信コストの負

担が大きいことや国際通信の脆弱さが課題になってい

ることから、本土と沖縄・アジアを直接結ぶ国際海底

光ケーブルの整備に取り組むとし、９月補正で約4000

万を計上しております。 

 そこで次のことについて質問します。 

 ア、国際海底光ケーブル整備で、アジア―沖縄―東

京をつなぐとされる同事業の概要を伺います。 

 イ、うるま市兼箇段に建設計画予定のクラウド基盤

整備事業との関連及び進捗状況について伺います。 

 ウ、国際通信回線網の構築による本県の情報通信産

業振興への波及効果について伺います。 

 ５、教育問題について。 
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 (1)、全国学力テストについて。 

 ア、全国学力テスト最下位の結果に対する教育長の

見解をお聞きします。 

 イ、全国の地域格差が縮小していると言われます

が、具体的にはどのように改善されているか伺いま

す。 

 ウ、本県とともに厳しい状況下にあった高知県が飛

躍的に伸びた要因について教育長の御意見を伺いた

い。 

 (2)、家庭教育の重要性について。 

 教育の根幹は家庭教育であり、教育の出発点も家庭

教育であることは言うまでもありません。本県教育で

は、家庭教育力の向上が喫緊の課題であると考えてお

ります。 

 そこで伺います。 

 ア、家庭教育について教育長の基本的な考え方をお

聞きしたいと思います。 

 イ、今後、家庭教育力向上のため、どのような方策

を考えているか伺います。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 仲田弘毅議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、県経済についての中で、沖縄振興予算

の概算要求の評価についてという御趣旨の御質問に答

弁をいたします。 

 平成26年度の内閣府沖縄担当部局の概算要求は、国

の要求基準に基づき沖縄県の要望を踏まえ、沖縄振興

予算3000億円規模を確保しつつ、那覇空港滑走路増設

事業や沖縄科学技術大学院大学に係る予算の増額が図

られたものと理解いたしております。 

 沖縄県としましては、今後、国に対し、概算要求額

の確保及び那覇空港滑走路増設に係る適切な財源の確

保について強く求めてまいりたいと考えております。  

 次に、医療・福祉行政に係る御質問の中で、健康長

寿復活プロジェクトについての御質問に答弁をいたし

ます。 

 沖縄県では、健康・長寿日本一の復活に向け、各部

局が連携して施策を推進する全庁的な取り組みとし

て、健康長寿おきなわ復活推進本部を発足させたとこ

ろであります。 

 目標としましては、2040年までに平均寿命日本一復

活を目指すことといたしております。長期的かつ効果

的な施策を計画し、推進していく所存でございます。 

 施策の実施に当たっては、市町村や各種団体などを

含めた県民会議を設置し、官民一体となった取り組み

を行ってまいりたいと考えております。  

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 農林水産行政に関する御質

問の中で、さとうきび増産基金についてお答えをした

いと思います。 

 さとうきび増産基金は、サトウキビの増産に向けた

ソフト的な対策として、沖縄県糖業振興協会を基金管

理団体として15億2000万円が造成されたものでありま

す。 

 具体的な事業内容としましては、１つ、耕作放棄地

の再生や担い手への農地集積などの経営基盤対策、２

つ、土づくりの推進、かん水資材の助成などの生産基

盤対策、３、種苗対策、病害虫防除等の生産技術対策

など、地域の実情に柔軟に対応できるメニューとなっ

ております。 

 県としましては、引き続きＪＡ等関係機関と連携

し、さとうきび増産基金の円滑な運用による増産対策

を強化してまいります。 

 続きまして、同じく農林水産行政に関する御質問の

中で、干ばつ被害状況と県の対応についてお答えいた

します。 

 沖縄地方は、６月以降少雨が続き県内各地で干ばつ

状態となり、特に南大東村、北大東村、久米島町、う

るま市伊計、糸満市米須など、島尻マージ地域や水源

の乏しい地域で干ばつの影響が大きくなりました。こ

のため、県においては、沖縄県危機管理対策本部会

議、沖縄県干ばつ被害防止対策会議等で対策を協議す

るとともに、さとうきび増産基金事業を活用し、１、

かん水用機材の導入支援、２、大型タンクの借り上げ

費、散水作業の委託費の助成などの緊急的な対策を実

施したところであります。また、今後の干ばつへの対

応としまして、１、農業基盤整備事業による貯水池、

かんがい施設等の整備、２、地域状況に応じたかん水

実施体制の強化、３、水源の少ない地域における浄化

センターや農業集落排水施設等の再生処理水の活用な

どを推進してまいります。 

 県としましては、今後とも市町村、ＪＡ等関係団体

と連携して、干ばつ対策に迅速に対応してまいりま

す。  

 続きまして、農林水産行政に関する御質問の中で、

農業共済の加入状況と加入促進の取り組みについてお

答えいたします。 

 本県農業は、毎年接近する台風や今般の干ばつな
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ど、自然災害が恒常的に発生する特性を有しているこ

とから、農家経営の安定を図るためにはこれら自然災

害に備えて農業共済に加入することが有効でありま

す。このため、県では平成24年度より、沖縄型農業共

済制度推進事業を実施し、生産農家の共済加入率向上

に取り組んでいるところであります。サトウキビ農家

の共済加入率は、同事業を実施する以前は４割前後で

推移しておりましたが、平成25年産については、おお

むね５割まで加入率が向上しております。 

 県としましては、引き続き農家経営の安定に向けて

取り組んでまいりたいと思っております。  

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 県経済についての御質問の

中で、沖縄振興交付金の概算要求額と対前年度比較に

ついてお答えいたします。 

 平成26年度のいわゆるハード交付金の概算要求額は

約868億円で、今年度と比較し58億円、率にして７％

の増となっております。ソフト交付金の概算要求額は

約803億円で、今年度と同額となっております。  

 次に、繰越額の増加要因及び縮減対策についてお答

えいたします。 

 平成24年度の翌年度繰越額は、一般会計が991億

9970万5000円、特別会計が44億5582万円、合計1036億

5552万5000円で、前年度に比べ503億6361万2000円の

増となっております。主な増加要因は、国の経済対策

関連事業の繰り越しが約163億円あったこと、平成24

年度から始まった沖縄振興特別推進交付金事業（いわ

ゆるソフト交付金事業）に係る繰り越しが約277億円

あったこと、同じく平成24年度から県予算に計上する

こととなった市町村分の沖縄振興公共投資交付金事業

（いわゆるハード交付金事業）の繰り越しが約92億円

あったことが挙げられます。 

 沖縄県としては、繰越額の縮減に向けて沖縄振興特

別推進交付金事業の早期事業着手、上半期公共事業等

施行計画の策定、国庫補助事業に係る交付決定前の入

札準備手続の実施などの取り組みに加え、翌年度にま

たがる事業の早期着手が可能となるよう、本定例会に

提出した補正予算において繰越明許費を計上したとこ

ろであります。  

 次に、医療・福祉行政についての御質問の中で、県

立病院の医師臨床研修の状況についてお答えいたしま

す。 

 県立病院における医師の臨床研修は、北部病院、中

部病院及び南部医療センター・こども医療センターの

３病院で実施しており、平成16年度からの新臨床研修

制度開始以来、延べ519名の研修医を受け入れており

ます。 

 医師臨床研修は、県の政策的医療を担う県立病院の

医師確保に大きく寄与していることから、県として

も、県立病院の医師臨床研修の充実を図ってまいりま

す。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） それでは県経済について

の御質問の中で、屋外教育環境施設の整備事業につい

てお答えいたします。 

 本事業は、たくましく心豊かな子供たちを育成する

ため、屋外環境をさまざまな体験活動の場として活用

することを目的としており、これまで運動場の整備や

芝生化、校舎の壁面緑化及び学校ビオトープ等の整備

を行ってきております。全国の公立小中学校では、文

部科学省の３分の１の補助率となっておりますが、本

県では、平成24年度に創設された沖縄振興公共投資交

付金において、従来の高率補助と同様に２分の１にか

さ上げされております。 

 県教育委員会におきましては、引き続き市町村と連

携しながら、教育環境の整備に努めてまいります。  

 次に、教育問題についての御質問の中で、全国学

力・学習状況調査の見解についてお答えいたします。 

 平成24年度と比較して、本年度は多くの教科で全国

平均との差が縮まっております。特に、小学校の国語

Ａ及び算数Ｂは最下位を脱しました。中学校の国語

は、全国平均との差が着実に縮まっておりますが、数

学は全国平均との差が大きく、依然として課題となっ

ております。 

 県教育委員会としましては、今回成果を上げた高知

県や山口県などの先進事例を初め、県内で全国平均を

上回った学校の事例を参考に取り組みを充実させ、児

童生徒のさらなる学力の向上に努めてまいります。  

 次に、全国の地域格差の縮小についてお答えいたし

ます。 

 文部科学省では、全国平均正答率との差が５％以内

を許容範囲としております。平成25年度の小学校にお

きましては、調査開始以来初めて全ての都道府県の平

均正答率が５％以内となりました。中学校において

も、国語Ｂにおいて全ての都道府県の平均正答率が全

国平均の５％以内となり、地域格差が改善傾向にある

と分析しております。 

  次に、高知県の改善要因についてお答えいたしま
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す。 

 高知県は、独自の学力定着状況調査を小学校４年と

５年、中学校１年と２年を対象に実施し、放課後の補

習指導も充実しております。また、児童生徒個々の学

習の定着状況を県全体で把握するウエブシステムによ

る単元テストを全学年で実施しております。さらに、

教職員の２年経験者研修、３年経験者研修等の経年経

験者研修が充実しており、これらの取り組みの徹底が

高知県の小学校における改善につながっているものと

考えております。 

 県教育委員会としましては、今回の全国学力調査で

飛躍的に向上した他県の取り組み事例等を分析・検証

し、今後の学力向上施策の改善・充実に取り組んでま

いります。  

 次に、家庭教育の認識についてお答えいたします。 

 家庭教育は、全ての教育の出発点であり、子供の基

本的な生活習慣や豊かな情操、善悪の判断などの基本

的倫理観、自立心、社会的なマナーなどを身につける

上で重要な役割を担うものであります。しかしなが

ら、本県の幼児・児童生徒の健全な教育の遂行におい

て、その原点としての家庭教育に課題があることは、

機会あるごとに指摘されてきたとおりであります。 

 県教育委員会としましても、これまで家庭教育の課

題解決に向けて取り組んでまいりましたが、今後も保

護者等関係機関と緊密に連携し、積極的に展開する必

要性を感じております。  

 次に、家庭教育力向上の方策についてお答えいたし

ます。 

 県教育委員会としましては、家庭教育支援フォーラ

ムやカウンセリング研修会、親子電話相談事業等を実

施するとともに、児童生徒の生活実態調査を行ってい

るところです。今後は、こうした支援に加え、基本的

な生活習慣の確立に重点を置いた「家～なれ～」運動

を基軸に据え、市町村や関係団体等と連携を深め、家

庭教育力の向上に取り組んでまいりたいと考えており

ます。 

 具体的には、家庭教育の必要性、重要性を伝える啓

発活動や支援活動等を通して課題解決に向けた取り組

みを推進してまいりたいと考えております。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 小橋川健二君登壇〕 

○総務部長（小橋川健二君） 県経済の中で、本県の

自主財源の割合についてお答えいたします。 

 本県の平成24年度普通会計決算における歳入総額に

占める自主財源の割合は、27.7％となっております。

九州平均は35.3％、全国平均は43.5％となっておりま

す  

 同じく県経済の中で、財源の確保についてお答えい

たします。 

 複雑・多様化する県民ニーズに的確に対応するため

には、自主財源を初めとした財源の確保は重要な課題

であると考えております。このため、沖縄県では県税

の徴収強化、使用料及び手数料の定期的な見直し、未

収金の解消、未利用財産の売却促進、新たな自主財源

の確保などの取り組みを行っているところでありま

す。また、安定的な税源の涵養を図る観点からも、沖

縄振興交付金等を活用した産業振興施策に引き続き取

り組んでまいりたいと考えております。  

 次に、同じく県経済についての中の、本県の県債残

高についてお答えいたします。 

 本県の平成24年度末における普通会計の県債残高

は、6829億9432万円となっております。また、九州平

均は１兆4827億7600万円、全国平均は１兆8898億1000

万円となっております  

 次に、同じく県経済についての中で、県債発行に係

る基本的な考え方についてお答えいたします。 

 地方交付税の代替的性格を持つ臨時財政対策債を除

く県債につきましては、主に公共施設等の建設事業資

金の確保及び世代間の負担の公平性を図る観点から発

行されているものであります。 

 沖縄県では、県債について事業の必要性や効果、そ

の適正性、将来の財政負担等を勘案し、県民ニーズに

的確に対応した公共施設の整備等の財源として活用し

ているところでございます。  

 次に、同じく県経済についての中で、県税の収入未

済額についてお答えいたします。 

 県税における収入未済額は、平成24年度決算で約28

億3439万円となっており、前年度決算額の34億2575万

円と比較いたしますと、額で５億9136万円、率にして

17.3％の改善となっております。収入未済額を縮減す

るための対策としまして、自主納付に向けた広報活動

やコンビニ収納などの納税機会の拡大、財産差し押さ

えやタイヤロックなどの滞納処分の強化、特別滞納整

理班による徴収困難事案の集中整理などに取り組んで

おります。特に、収入未済額の約76％を占める個人県

民税につきましては、その賦課徴収を市町村が行うこ

とから、徴収体制を支援するため、県税職員を市町村

職員として併任し、市町村と連携を図って収入未済額

の縮減に努めているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 会計管理者。 
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   〔会計管理者 岩井健一君登壇〕 

○会計管理者（岩井健一君） 県経済についての御質

問の中の、適切な会計処理の取り組みについてお答え

いたします。 

 会計事務の適正な遂行のためには、法令遵守の徹

底、会計制度に係る研修の充実、内部牽制が重要であ

ると考えております。そのため、公金の出納を行う出

納員を初め、財務会計事務に携わる職員の研修の充実

について、関係機関とも連携して取り組んでおりま

す。また、出先機関に対しては会計事務の実地指導の

ほか、適宜、文書により公金取扱等に関して適切かつ

確実に行われるよう通知しているところであります。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

   〔病院事業局長 伊江朝次君登壇〕 

○病院事業局長（伊江朝次君） 医療・福祉行政につ

いての御質問の中で、県立病院における医師臨床研修

の課題と対策についてお答えいたします。 

 沖縄県の医師確保については、昭和42年以来、県立

中部病院において卒後医学臨床研修事業を実施し、大

きな成果を上げてきたところであります。その後、平

成16年度に初期臨床研修が義務化されてからは、県立

北部病院及び南部医療センター・こども医療センター

においても医師の初期臨床研修を実施しており、全国

各地から初期臨床研修医が集まっております。しかし

ながら、初期臨床研修を修了した後、後期臨床研修へ

進む医師が少ないのが課題であります。 

 病院事業局としては、後期研修医を確保するため、

県立病院における指導医の養成・確保や、各県立病院

の特色を生かした県立病院合同臨床研修プログラムの

作成により研修の充実を図り、あわせて研修医宿舎の

整備など、後期研修医が充実した研修に専念できる環

境の整備を図っていきたいと考えております。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 医療・福祉行政につ

いての御質問の中で、北部医療圏における病院統合に

ついてお答えいたします。  

 北部地区の市町村や保健医療の関係者で構成する

「北部地区保健医療協議会」においては、医師確保等

の課題の解消を図るため、県立北部病院及び北部地区

医師会病院の病床を活用した基幹的病院の検討を含め

た広範な議論を行う必要があるとしております。 

 県としましては、現在、同医療圏に係る保健医療関

係団体等からヒアリングを行っているところであり、

今後その効果や可能性について検討するため研究会を

開催することとしております。  

 次に、健康長寿復活県民会議のメンバーについてお

答えいたします。 

 年度内の設置に向け準備を進めている県民会議の構

成メンバーとしては、保健医療福祉の関係団体を初め

経済団体、教育関係団体、市町村など県内各界を網羅

した組織を目指しております。活動内容としては、健

康づくりに対する県民意識の醸成を初め、地域や職場

など日常生活における切れ目のない健康づくり運動の

展開など、県民行動指針のもと官民一体となった取り

組みを行ってまいります。  

 次に、各市町村の就労支援等に関する専門窓口等に

ついてお答えいたします。２の(4)アと２の(4)イは関連

しますので一括してお答えいたします。 

 各市町村の窓口では、就労移行支援等の障害福祉

サービスや地域生活支援事業などの相談に応じるな

ど、障害者が地域で自立して生活できるよう総合的な

支援を行っております。障害者の就労支援に関する専

門窓口について沖縄県では、５つの福祉圏域ごとに障

害者就業・生活支援センターを設置しております。同

センターには就労支援ワーカーや生活支援ワーカーを

配置して、障害者の職業生活における自立を図るため

に必要な支援を行っております。  

 次に、障害者総合支援法及び障害者優先調達推進法

に対する県の取り組みについてお答えいたします。 

 県では、障害者総合支援法に基づき、障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援し、福祉サービスの

充実を図っております。また、障害者優先調達推進法

に基づき調達方針を策定し、障害者就労支援施設等か

らの物品等を優先的に調達することにより障害者の自

立促進に努めてまいります。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） 農林水産行政につい

ての御質問の中で、農業用水源とかんがい施設整備の

状況についてお答えいたします。 

 県では、沖縄21世紀農林水産業振興計画において、

平成33年度までに農業用水源施設を59％から68％へ、

かんがい施設を45％から55％に引き上げることを目標

としております。平成24年度末の各圏域別の水源施設

整備率は、沖縄本島地域で43％、本島周辺離島地域で

49％、先島地域で72％となっております。また、かん

がい施設整備率については、沖縄本島地域で30％、本

島周辺離島地域で37％、先島地域で57％となっており
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ます。 

 県としましては、引き続き地域特性に応じた水源開

発を進めるとともに、節水と省力化が可能な地中かん

がいの導入や、維持管理費の軽減を目的とした太陽光

発電施設の整備を図るなど、効率的なかんがい施設の

整備に取り組んでまいります。   

 次に、伊計島、南大東島における貯水池漏水対策に

ついてお答えいたします。 

 南大東島等の離島地域においては、畑面集水型貯水

池が農業用水確保の重要な施設となっております。し

かしながら、そのような地域の中には基盤が均一でな

い特殊な石灰岩地帯があり、一部の貯水池においては

不等沈下により漏水が起こっております。 

 県としましては、そのような石灰岩地帯に適合した

貯水池建設の指針を策定するため、学識経験者を交え

た委員会を平成24年度に設置し、調査検討を行ってい

るところであります。南大東島の対象となっている２

カ所の貯水池につきましては平成24年度に調査を終

え、現在、改修工事を実施しているところでありま

す。年内には工事を完了する予定であります。また、

土地改良区営で築造した伊計島の貯水池につきまして

は、地元の意向を踏まえ対応を検討してまいります。  

 次に、農地中間管理機構の概要と県の取り組みにつ

いてお答えいたします。 

 国は、農業の競争力強化のため、担い手農家等への

農地集積と集約、耕作放棄地などの解消を強力に推進

する「農地中間管理機構（仮称）」を都道府県単位に

整備する方針としております。農地中間管理機構が農

地の中間的受け皿の機能を発揮するための主な事業と

しましては、１、農地を借り受け「人・農地プラン」

で中心経営体に位置づけた担い手農家や、公募により

農地を求めている農業者等への貸し付け、２、貸付先

が決まるまでの間、借り受けした農地の維持管理、

３、借り受けした農地の土地改良等、その他貸付条件

の整備などを実施するとされております。国において

は、平成26年度当初から事業が開始できるよう、直近

の国会において関連法案を審議すると聞いておりま

す。 

 県においては、農地中間管理機構のあり方につい

て、これまで農地流動化等の事業に取り組み、実績を

有する公益財団法人沖縄県農業振興公社など、関係機

関と協議・調整を行っているところであります。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 産業振興についての

御質問の中で、国際海底光ケーブルの整備概要につい

てという御質問にお答えをいたします。 

 沖縄県では、東アジアの中心に位置し、国内同時被

災リスクの小さい優位性を生かして、アジアにおける

新たな情報通信ハブを形成していくことを目指してお

ります。そのためには、アジア―沖縄―首都圏を結ぶ

高速・大容量、安価な国際通信インフラを整備する必

要がございます。 

 県といたしましては、沖縄近海に敷設されている最

新の国際通信回線を沖縄に引き上げ、アジア全域に向

けた通信ネットワークを構築していきたいと考えてお

ります。今年度に基本的な調査を実施し、平成27年度

中の供用開始を目指して整備を進めてまいりたいと考

えております。  

 同じく、クラウドデータセンターとの関連及び進捗

状況についてという御質問でございます。 

 クラウドデータセンターは、沖縄県が目指す国際情

報通信ハブの中核となる施設であり、国内外企業の大

量のデータや情報システムの中枢を集積させる施設と

して整備を進めております。アジア―沖縄―首都圏を

つなぐ国際通信回線は、クラウドデータセンターの機

能拡充と高度な利活用に欠かせない基盤インフラであ

り、データセンターと並行して整備を進めてまいりま

す。 

 なお、クラウドデータセンターの整備進捗につきま

しては、去る８月に設計を完了したところであり、来

る11月の工事着手、平成26年度中の供用開始に向け手

続を進めているところでございます。  

 同じく本県情報通信産業振興への波及効果について

という御質問でございます。 

 沖縄県が大容量・高速の国際通信回線を整備するこ

とにより、県内データセンターの機能を高めると同時

に、安価な通信回線サービスが提供できるものと考え

ております。これにより、県内データセンターを活用

した国内外企業の情報システムやデータのバックアッ

プ機能の集積を皮切りに、アジア全域に展開する新た

なインターネットビジネスや高度なシステム開発企業

の集積を図ってまいりたいと考えております。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時44分休憩 

   午前11時45分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲田弘毅君。 

○仲田 弘毅君 まず最初に、医師確保についてお伺

いいたします。 
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 先ほど519名の後期臨床研修が行われたということ

ですが、これは北部、南部、中部病院、その割合はど

の程度になりますか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時46分休憩 

   午前11時47分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲田弘毅君。 

○仲田 弘毅君 大変気になるのは、局長、初期研修

から後期研修に随分応募者が減っているということが

一番気になっているわけです。例えば、今国において

社会保障と税の一体化を進めている中で、今まさに医

療業界においてはお医者さんの獲得合戦が裏で随分行

われているという情報がありますが、そのことについ

て、局長どういうふうにお考えでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

○病院事業局長（伊江朝次君） 医師の場合、初期臨

床研修を２年間やって、それから３年目に専門研修へ

進むわけですけれども、この３年目からが本格的な自

分の専門を決めた研修になるんですね。それも約２年

ないし３年やって初めてひとり立ちして使えるかな

と、いわゆる一人で出してやれるかなという状況で

す。ですから、我々としてはそういうふうな初期、後

期を終えた人をすぐに獲得するというのはかなり難し

いところがあります。 

 そういう中で、昭和42年以来、この県立病院で臨床

研修をやってきている状況で、実際、初期臨床研修い

わゆる１年目の臨床研修を受けたのは、この46年間で

1153人ぐらいになっているんですね。ですから、この

うちの６割の方々が県内には残っているんですよ。近

年では、いわゆる後期研修に入ってくる数、いわゆる

初期の１年目に入った人たちのどれぐらいが３年目の

研修に入るかといいますと、県立病院全体では約

54％、半数ちょっとです。病院別に見ると、中部病院

が62％と約３分の２近くは後期に入ってきているとい

う状況です。この後期に入ってきた人たちが北部、宮

古、八重山の医師確保につながっていくというふうな

状況になっておりまして、他府県に比べるとかなり効

率的にやっているという状況であるというふうには考

えております。 

○議長（喜納昌春君） 仲田弘毅君。 

○仲田 弘毅君 今、社会保障と税の一体化において

は、国はもう進めているわけですが、その中において

は民間病院のほうが医師獲得のほうにどんどんどんど

ん処遇面も改善しながら一生懸命動いている。お医者

さんは、今ネットでもって北海道から沖縄県までいろ

んな情報を持っているわけですよ。そういった面で、

県立病院のドクターの先生方がどんどんどんどん他府

県にとられていく、引き抜かれていくということを大

変危惧しているわけですが、そういった面に関しては

どういったお考えでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

○病院事業局長（伊江朝次君） これまでは我々、研

修を終えた人たちが全国に散らばっていくということ

が、逆にいわゆる中部病院の臨床研修を広めていくん

だという意味で、それによって全国の医療のレベルが

上がっていくんだというふうに考えてずっと出してお

りました。そういう中で、それはそれなりにある程度

人が足りていたという状況があったという経緯はある

んですが、やはり今言った社会保障と税の一体改革に

よって、よりさらに人材を確保しないと、これからの

いわゆる病院事業、あるいは地域医療そのものが成り

立っていかないという状況が出てきておりますので、

私たちもそういった研修を終えて、一応キャリアアッ

プのために出した後、また引き戻すというようなこと

で今、人材確保に一生懸命動いている状況でございま

す。 

 もう一つは、離島の医師確保についてですが、離島

にいわゆる勤務した後に何らかのインセンティブをつ

けて、そこに誘致するような事業も今考えている状況

でございます。 

○議長（喜納昌春君） 仲田弘毅君。 

○仲田 弘毅君 研修医の先生方が民間病院ではもう

正規の職員、県においては嘱託というこの身分の違い

も随分あるというふうに考えています。ただ、臨床研

修で全国から沖縄県に研修に来られる、これは沖縄県

の医療技術のスキルが相当高いものを示しているとい

うふうに考えていますので、ぜひ観光立県沖縄県の医

療ツーリズム含めて、今後の商品としても頑張ってい

ただきたいなというふうに考えています。 

 それと局長、あと１つだけお聞きしたいんですが、

女性のお医者さんが男性のお医者さんと比べて、結婚

とか妊娠を一つの契機にして離職率が大変高いと言わ

れているわけですね。その女性の先生方が職場に復帰

しようとした場合の研修のあり方、あるいは支援のや

り方がいろいろ問われているわけですが、その女性の

一旦離職した、つまり潜在ドクターと言われる方々が

現場に復帰できるための施策みたいなものはありませ

んか。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

○病院事業局長（伊江朝次君） 今議員がおっしゃっ

たことは、これからのいわゆる病院の人材確保にとっ
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ては非常に大きな課題であるというふうに考えており

ます。そういう面で、県立病院ではとりあえず南部医

療センター・こども医療センターと中部病院で来年の

１月あたりから保育所をつくって、医療従事者が子供

たちを入れて就労の便宜を図るようなということを今

考えておりますし、一旦休んだ医師が実際に現場にま

た復帰するというのは、休んだ期間が長くなると大変

厳しいものがあります。２カ月ないし３カ月という産

休をとった後でも、結構やはりもとに戻るのは大変な

状況があります。そういう意味では私たちとしては、

医師のいわゆる短時間勤務とかも考慮した復帰スケ

ジュールというか、カリキュラムを今考えておりまし

て、できるだけ多くの女性医師が、厳しい環境にある

県立病院でも働いていけるような環境整備をやってい

きたいというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 仲田弘毅君。 

○仲田 弘毅君 県立病院につきましては、時間があ

りませんのでまた次の機会にさせていただきますが、

山城農林水産部長、干ばつ対策でいろいろ水源地含め

て確保をしっかりやっていきますということなんです

が、私たちうるま市与勝地域には与勝ダムがありま

す。そこの水源を確保しながら、このファームポンド

を上の大きな貯水池のほうに揚水というかポンプアッ

プするわけですが、その経費が土地改良区の皆さんに

大変大きな負担になっていると。ですから、そういっ

た経費に対する例えば太陽光熱を使うとか、その対策

みたいなものはありませんか。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） 今、土地改良区のほ

うで各地域でファームポンドに水を揚げて、そこから

自然流下で散水するという手法をとっておりまして、

課題としてはそこに揚げるときの電気料の課題がある

というのは承知してございまして、それを解決するた

めに、今実際に動いているところが久米島のほうで今

回、太陽光施設を導入しまして、その電気料の軽減を

図るという取り組みもしておりますし、八重山でもそ

ういう導入をしながら国営の中でも検討してございま

す。そういう意味では今後、その地域でも要望に応じ

てまた検討していきたいなというふうに考えておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 仲田弘毅君。 

○仲田 弘毅君 久米島のカンジンダムも私たちは干

ばつ問題で視察をさせていただきまして、太陽光熱を

使って頑張るということですから、ぜひ農家の皆さん

のこともしっかり頑張っていただきたいなと思いま

す。 

 次に、農地中間管理機構についてでありますが、こ

れは農業の競争力を高めるということで、国も本格的

に安倍政権の大きな施策の中の一つになっているわけ

ですが、予算も約1000億余りの予算で頑張るというこ

とですが、この機構と本県農林水産部を中心として頑

張ってきた。耕作放棄地の対策をずっとやってきまし

たよね。私たちも津堅島のことをやってまいりました

けれども、その沖縄県の耕作放棄地の解消対策とこの

農地中間管理機構との違いは何でしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） 従来、公社のほうで

は農地を購入して、それをまた農家のほうに売買する

というような取り組みをしてございましたが、なかな

かそういう農家の方が手放さないという課題がござい

ました。今回、農地中間管理機構のほうでそれを買い

取るという方式ではなくて借りると、貸借をするとい

うように、公的機関が所有者のほうから借り受けて、

農地中間管理機構のほうがそれを管理をして貸し出

す、農地を規模拡大したいという方に貸し出すという

方式、もう一つは貸し出すときに、ある若干の基盤整

備をしながら貸し出すという意味では、従来と違って

非常に取り組みしやすいのかなというふうに考えてお

ります。 

○議長（喜納昌春君） 仲田弘毅君。 

○仲田 弘毅君 沖縄県は特殊事情というか、余り人

に土地を貸したがらないというか、そういった風潮が

ある。特に田舎に行けば行くほど、自分のウヤファー

フジから引き継いできた土地をそう簡単に人には貸さ

ない。貸したら戻ってこないんじゃないかなと、大き

な危惧もあるわけですが、それはやはりある程度ちゃ

んとした保証というか、その対象となる方々の条件整

備みたいなものも必要だと思うんですがいかがです

か。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） この制度の中で、今

おっしゃっているような貸し手側のほうが出しやすい

ようにということで農地集積協力金、規模拡大交付金

というのがございまして、その事業の中で貸し出しす

るときに、そこの貸し出しする方に10アール当たり幾

らかの支援をするという事業もございますので、そう

いったものも活用しながら進めていきたいなと思って

おります。 

○仲田 弘毅君 農業は重要分野でありますので、農

林水産部、頑張ってください。円滑にいくように応援

していますので。 

 以上をもって終わります。 
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○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後０時１分休憩 

   午後１時22分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 午前に引き続き質問及び質疑を行います。 

 照屋守之君。 

   〔照屋守之君登壇〕 

○照屋 守之君 皆さん、こんにちは。 

 うるま市の照屋守之です。 

 しまくとぅばでの御挨拶は省略させていただきま

す。ちょっと中途半端で申しわけございません。 

 通告に従い、一般質問を行います。 

 今回は、将来の沖縄県づくりに最も重要な人づく

り、人材育成、さらに沖縄県の新たな交通体系を取り

上げました。 

 人づくり、人材育成につきましては、さまざまな視

点がございますけれども、全国学力テストを通して考

えていきたいと思っております。さらにまた、新たな

交通体系につきましては、鉄軌道構想を取り上げま

す。 

 よろしくお願いします。 

 １点目、沖縄県の学力向上について。 

 (1)、全国学力テストの現状。 

 (2)、沖縄県でよいところと、余りよくないところの

現状。 

 (3)、学力テストの成績を向上させる仕組み。 

 (4)、長期目標設定の必要性。例えば30年後に全国ナ

ンバーワンになるとか、そのような必要性について伺

います。 

 ２、沖縄県の鉄軌道構想について。 

 (1)、県の取り組みの現状。 

 (2)、国の調査及び今後の展開。 

 (3)、県と国との連携について。 

 よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事  仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 照屋守之議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、沖縄県の学力向上についての御質問の

中で、全国学力調査の現状についてという御質問に答

弁をいたします。１の(1)、１の(2)は関連しております

ので、恐縮ですが一括して答弁をさせていただきま

す。 

 前年度と比較して本年度は、２つの教科で最下位を

脱し、多くの教科で全国平均との差が縮まっておりま

すが、本年度も全国最下位となっております。全校体

制でわかる授業の構築や家庭学習の充実を図り、成果

を上げた学校がある一方で、組織的な取り組みが弱く

基礎学力の定着等において課題のある学校が見受けら

れているのが現状でございます。 

 次に、沖縄県の鉄軌道構想についての御質問の中

で、県の取り組みの現状についてという御趣旨の御質

問に答弁をいたします。 

 沖縄県は、県土の均衡ある発展、県民及び観光客の

移動利便性の向上、中南部都市圏の交通渋滞の緩和、

低炭素社会の実現を図るなどの観点から、沖縄本島を

縦断し、広域移動を支える鉄軌道を含む新たな公共交

通システムの導入が必要であると考えております。そ

のため、国と連携を図りながら、コスト縮減策や特例

的な制度の検討などなど導入のための調査を実施して

いるところであります。 

 沖縄県としましては、新たな公共交通システムの早

期導入に向け、取り組みを加速してまいりたいと考え

ているところでございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 沖縄県の鉄軌道構想につい

ての御質問の中で、国の調査の今後の展開についてお

答えいたします。 

 国は、平成22年度から23年度にかけて複数のモデル

ケースについて、沖縄における新たな公共交通システ

ム導入についての課題整理などを行い、平成24年度

は、導入課題検討に向けた調査や、県民が求める公共

交通システムに関する意識調査などを実施しておりま

す。平成25年度の調査につきましては、鉄軌道導入事

業の整備効果についての定量的な測定や需要喚起方策

等についてより詳細な検討を実施しており、平成26年

度以降の調査内容及びスケジュール等については、今

年度の調査状況を踏まえ、整理すると聞いておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） それでは沖縄県の学力向

上についての御質問で、学力向上の取り組みと目標設

定についてお答えいたします。１(3)、１(4)は関連し

ますので一括してお答えいたします。 

 県教育委員会としましては、今回の全国学力調査で

飛躍的に向上した他県の取り組み事例や県内学校での

事例等を分析・検証するとともに、最下位脱出に向け
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て庁内体制の改善・充実や「わかる授業」、「基本的

な生活習慣」の確立等に取り組んでまいります。ま

た、学力向上に係る目標設定は必要であると認識して

おり、沖縄県教育振興基本計画において、平成28年度

末には全国水準を超えるべく目標値を設定していると

ころであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 沖縄県の鉄軌道構想に

ついての御質問の中の、国との連携についてお答えい

たします。 

 国は、鉄軌道導入に当たりどのような課題があるの

かという観点から幅広く調査を行い、その結果整理し

た諸課題について段階を踏んで検討を行っておりま

す。一方、県は、国において整理された課題や調査結

果を活用して、どのようにすれば早期導入が可能にな

るかという観点から検討を深めております。また、国

が設置している有識者委員会及び現地視察等に積極的

に参加し、国や委員らと情報交換を行うとともに、国

が開催するタウンミーティング等においてパネリスト

として県の取り組みや意見を述べるなど、さまざまな

機会を通じて共有化を図っております。 

 県としましては、今後とも国と連携し、国の調査結

果を活用して早期導入に向け取り組みを加速してまい

りたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 照屋守之君。 

○照屋 守之君 答弁ありがとうございました。 

 知事、わざわざ学力テストまで御答弁ありがとうご

ざいます。 

 鉄軌道ですね。これは以前にも提言させていただき

ましたけれども、この実現に向けての組織体制です

ね、県庁内における。そういうふうなものはより強化

されていると思っておりますけれども、いかがです

か。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） お答えいたします。 

 今現在、交通政策課において班の中で３名の職員が

この鉄軌道導入についての調査検討などを行っている

ところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 照屋守之君。 

○照屋 守之君 部長、モノレールのものもありまし

たよね。もうあれめどはついているから、これ鉄軌道

にシフトしてより強化したら。どんな、いかがです

か。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） モノレールのほうはま

た延長ということで、また組織体制を逆に強化してい

る状況かなと思っています。 

○議長（喜納昌春君） 照屋守之君。 

○照屋 守之君 調査をやりますね、国もやりまし

た。これからも続いていきます。我々の非常に関心が

高いのは、いつ着工しますか、いつごろまでにはでき

ますかという、これがポイントだと思いますね。それ

は平成33年度に現在の振興計画が終了いたしますね。

那覇空港の第２滑走路が30年ぐらいに終わるんです

か。そうすると、第２滑走路で2000億余りの金を毎年

400億余りかけてつくりますよね。それを鉄軌道とか

ぶさってやっていくというのは非常に厳しいと思うん

ですね。ですから、そうするとこの着工のめどという

か目標を大体平成31年度ぐらい、振興計画が終了する

その手前からそれの目標をつくってそこから15年ぐら

いかかるわけでしょう。その点についていかがです

か。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） お答えいたします。 

 今年度は県としての考え方を取りまとめようと思っ

ております。その中には当然ルートですとか、システ

ム、事業スキーム、事業主体、運営主体などさまざま

な課題があろうかと思っております。そういった県と

しての考え方を取りまとめまして、学識経験者ですと

か専門家、交通事業者、そういった方々と意見交換を

幅広く行いまして、これをあと２年間ぐらいかけて県

民のコンセンサスを得たいと思っております。28年ご

ろには制度設計に向けた国との調整を行いたいと思い

ます。例えば特例的な制度の創設についても法制度の

検討が必要だと思いますし、運行会社についても新た

な例えば整備機構みたいなものを呼び込む産業を促進

するような仕組みも必要だろうと思っております。そ

の後、平成29年から30年、31年ぐらいにかけまして環

境アセスとか、鉄道事業者の免許に係る手続、そう

いったもろもろの手続を行いまして、できれば議員か

らもありましたけれども、新滑走路が供用開始される

ころには着工に何とかこぎつけられればなというよう

なことを今考えているところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 照屋守之君。 

○照屋 守之君 ぜひ頑張りましょうね。これ平成30

年、その辺からやっても15年かかったって平成45年ぐ

らいになりますね。それが延びたりすると、これから

計算しても二十二、三年後という話でしょう。私もこ

こにいませんよ。この県会議員ほとんどいませんから
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ね。知事も……（「いるよ。」と呼ぶ者あり） いる

人いますか。じゃ頑張ってくださいね。見届けてくだ

さい。それだけの長期構想ですから、やっぱりこれは

これから国に対して積極的に頑張っていかないといけ

ませんけれども、ある程度我々が沖縄21世紀ビジョン

をつくったように、沖縄はこういう考え方でこの辺か

ら進めてこのぐらいで決めようと思っていると。それ

に対してぜひいろんな仕組みをつくって、支援をして

ほしいというそういうことを積極的にやってもらいた

いですね。知事、いかかですか。よろしくお願いしま

す。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） おっしゃるとおりですよ。

一生懸命取り組んでまいります。 

○議長（喜納昌春君） 照屋守之君。 

○照屋 守之君 ありがとうございます。お願いしま

す。 

 次、学力向上です。 

 教育長、最下位、余り最下位と言いたくないんです

けれども、これ６回連続ですよね。それについてのま

ず感想をお願いできますか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 教育長として本当に残念

な思いでいっぱいです。そして県民の皆様に本当に申

しわけない気持ちでいっぱいです。今後、期して頑張

る次第でございます。 

○議長（喜納昌春君） 照屋守之君。 

○照屋 守之君 この件ですね、学校現場の例えば校

長先生、先生方、どういうふうに捉えていますか。今

の現状ですね。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 率直に申し上げて、平成

19年度の最初の全国学力状況調査で最下位であったこ

ろには大変ショックを受けていたと言っていたと思い

ます。学校の先生方、そして県民も、これが１回、２

回、３回、今は実直なところ、またか、どうしようも

ないんじゃないかという、そんなような形になって来

つつあるんじゃないのかなというちょっと危機感を

持っております。 

○議長（喜納昌春君） 照屋守之君。 

○照屋 守之君 それと子供たちはどう思っています

か、子供たち、当事者は。どう捉えていますか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 先生方とか県民の意識と

かそれは入ってくるんですけれども、子供たちはどう

かというのはちょっと今は掌握はしてないんですけれ

ども、恐らくお母さんから聞くだろうし、そして新聞

の報道などを見てやっぱりがっかりしているというの

は確かにあると思います。 

○議長（喜納昌春君） 照屋守之君。 

○照屋 守之君 さっき先生方はどう捉えていますか

ということで確認しましたけれども、この沖縄県の特

徴の中で、読解力不足、無解答が多くて質問の意味す

らわかっていないというようなそういうこともあるよ

うですけれども、これについてはどうですか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） いろんな分析からこの辺

は確かに見受けられます。 

○議長（喜納昌春君） 照屋守之君。 

○照屋 守之君 私も学力向上、これだけ最下位とい

うことが続いて恐らく我々も含めてマンネリ化してし

まっていると思うんですね。だからここでもう一回、

この学力を上げていこうということを真剣に考えない

といけないなと思っているんですよ。私は何も先生方

とか家庭とかあるいは行政に責任を押しつけるつもり

はなくて、私も非常に責任を感じているんですね。

チャーガナシワルヤッサーと思っています。 

 これは、今学力を小学校、中学校でやっていくとい

う、高めていくということは、これは将来この子供た

ちが社会に出て、仕事を通して働いていく。そのとき

に力は発揮されるわけですよね。だから、この今義務

教育は将来にわたって活躍をしていく、役に立ってい

くというその準備期間なんでしょう。だから、そうす

ると先生方も我々親もそういうふうな位置づけで勉強

する、学力を上げていくということを考えていかない

と、ただ単にその場その場だけで点数上がればいいと

いうものじゃないでしょう。だから、そうすると、

じゃ沖縄県の状況はどうかという話ですね。基地問題

も含めていろいろさまざまな課題があって、幸い沖縄

21世紀ビジョンをつくって20年後の沖縄県をこうしよ

うということがあるわけでしょう。20年後の沖縄はこ

うする。これは知事を含めて行政も含めて県民も一緒

になってそういうビジョンをつくったわけですね。

じゃ、それを実現するのは誰かということになってい

くと、知事であり、行政だけじゃないわけでしょう。

これ、県民みんなでそういうことを実現していって、

いい沖縄をつくっていこうということが沖縄21世紀ビ

ジョンなわけですね。ですから、そういうふうな構想

と人を育てていくという、そういうふうなものがリン

クしていかないといつまでたっても47番目、これがい

いか悪いかは別ですよ。この状態で本当に果たして

我々が県民の自分たちの力で自立したこの沖縄をつ
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くっていけるかという、そういうことに非常に疑問を

感じるわけですね。だから、これ力を入れんといかぬ

なという思いがあるわけですよ。いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） やはり学力というのは大

変重要だと思っております。特に、知識基盤社会と言

われる現在ですから、この知識の持つ、あるいは確か

な学力の持つ意義というのは大変大きいものと思って

おります。ただ、30年後というと、やはり必要だとは

思うんですけれども、どうこうしているのかなという

のは、ちょっと私もここにいないことですし、いろん

な観点から考えることが必要かなと思っています。 

○議長（喜納昌春君） 照屋守之君。 

○照屋 守之君 だから、改めて47番目、さっき最下

位から脱出とか、平成28年度に全国水準とはどの水準

ですか、全国は。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 全国水準は、各教科の全

国得点の平均ですね。その水準を超えるということで

す。 

○議長（喜納昌春君） 照屋守之君。 

○照屋 守之君 そうすると、全国水準は大体二十

二、三番目、真ん中ぐらいに来ますよね。だから、こ

れは平成28年度にやるというのは、それだけ私急にや

る必要はないんじゃないかなと思うんだけれども、今

まで下だったのがいきなり二、三年後にここに行きま

すかという話よね。だから、やりやすい、できるやり

方、例えば今一番下だったら、これよくよく調べてみ

るとこの問題を１つか２つぐらい解答できれば１つ、

２つ、すぐランクって上がるんでしょう。 

○教育長（諸見里 明君） そうですね。あと１問

行ったら。 

○照屋 守之君 だから、その辺を校長初め学校の先

生方も含めて相談をする。だから、先生方に28年度で

真ん中に行きましょうと言ったらブチクンしますよ。

だから、そういうことじゃなくて、今改めて沖縄県の

21世紀ビジョン、所得の水準は20年後どのぐらいでし

たか、ちょっと教えてください。全国の何番目ぐらい

でしたか。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） 35位…… 

○照屋 守之君 20年後、35位。 

○副知事（川上好久君） 10年後です。 

○照屋 守之君 10年後、35位。 

○副知事（川上好久君） 20年後は、半分ぐらいを目

指して頑張りたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 照屋守之君。 

○照屋 守之君 そういうことですよ。だから、10年

後にあれと含めて所得は今沖縄県最下位ですよね。10

年後に35位にしたいと今一生懸命取り組みするわけで

すよね。だから、そういうこととあわせて沖縄県のそ

ういう未来をつくっていくためには、我々も10年後に

同じような形で35位まで持っていきますかとか、ある

いは20年後に半分ぐらい行きますかとか、そういうふ

うなものがいいんじゃないかなと思うんですよ。いか

がですか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 実は、この答弁の過程で

担当課が28年度末でこういう教育振興基本計画がある

と。それを持ってきたときにちゅうちょしたんです

ね。これまでの流れの中から、28年度早いんじゃない

かと言ったんですけれども、今教育委員会、燃えてい

るんですよ。絶対やるということで来年は。 

 ちょっとよろしいですか。学力向上に関しては、議

員の皆さんも御存じだと思うんですけれども、復帰間

もないころから全国との余りにもかけ離れた学力の差

で、かなり先生方も頑張ってきているんですね。昔は

御存じのように、復帰間もないころ、国公立大学への

国費入学がありましたし、そのころでしたら本土の中

学校、高校へもこちらから中学校から行かす家庭も多

かった。これもだんだん少なくなっていって、それか

ら大学入試センター、これも最初やったころというの

は断トツ離れて46位からかなり離されて47位だったの

が、今追いついて何とか30位とか40位前後まで来てい

る。それから国公立の大学合格者も平成初年度の二、

三百名から今1300名を超えるまで来ている。学力はか

なり徐々に縮まっておりまして、今回もその後ろのほ

うにくっついているのは確かです。あとは、ホップ・

ステップ、次はジャンプかなと。ただ、中学校がもう

ちょっと時間がかかりそうですけれども、そういう意

味で頑張る所存です。 

○議長（喜納昌春君） 照屋守之君。 

○照屋 守之君 教育長、大丈夫ですか。そんな簡単

にできるかね。やっぱり長期的にやりましょうよ。

ホップ・ステップ・ジャンプと、そんな簡単にいかん

でしょう。だって、今までもそういう状況なんだか

ら。だから、これはこういうことですよ。さっき校長

どうですか、先生方どうですかと聞いたのは、やっぱ

りしっかり聞かんといかぬですよ。それと半ば後の学

校があるでしょう。全部全部一番下じゃないわけで

しょう。そういう学校とかに対して、何かアプローチ

していますか。 
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○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） この現場意識の改革につ

きましては、実はかなりやってきているんですね。平

成19年度からこの５年間やってはきております。特

に、教育センターでは一昨年は1000回を超えるぐらい

の出前講座とか出前授業をやっていますし、私がセン

ターの所長のときも600か700回とか小学校、中学校に

派遣して学力向上を図るためのいろんな施策、それか

らもちろん教育庁本庁でも義務教育課を中心として学

校訪問をやって意識の改革をやってきているんです。

次年度の話ですけれども、これをもっと強化して御指

摘のとおりやっていかなければいけないなと思ってお

ります。 

○議長（喜納昌春君） 照屋守之君。 

○照屋 守之君 だから、今までそうやったことがな

かなか成果としてあらわれていませんから、そこです

問題は。だから、学校の先生方は私は半ば後ぐらいの

学校には校長に対して、あなた方の学校すごいねと。

我々はいつもこうだけどあなた方はすごいからもっと

頑張れよと。先生方にも、すごいから教育長が褒めて

いたよとかそう言わせる。子供たちも我々沖縄県は残

念ながらこうだけど、うちの学校こういう形だからみ

んなすごいよ、おまえたちはと言って褒める、褒めた

たえて伸ばす。低いところはじゃどうするかという話

ですよね。低いところは、もうちょっと頑張ればもう

ちょっと行くからと言って励ましてあげるんですよ。 

 だから、これは人を育てていくためにどうするかと

いうことだけど、私はもともとはそういう言い方しま

せんよ。チャーヌライクジーですよ。でも、学校の先

生方とか子供たちのことを考えたら、一生懸命忙しい

のに頑張っているでしょう。 

○教育長（諸見里 明君） 頑張っています。 

○照屋 守之君 頑張っている中で、こういう形で点

数を上げようと思ったら、先生方も存在をしっかり認

めて褒める、評価する。こうやって頑張ろうねという

そういう空気を県の教育委員会がつくってあげないと

いけないんじゃないかなと思っているんですよ。 

 子供たちです。子供たちにもこういう実態をわから

さんといかぬ。だって、彼らの人生なんですよ。我々

の人生じゃないよ。彼らが自分たちで小学校で頑張っ

て、中学校行って、高校に行って、社会に出ていく。

我々の人生じゃなく彼らはこのままでいいのかと。

我々は全国で一番下だよ、どうする、あんた大丈夫、

あんた何になりたいとかと言って、今勉強しないと大

変なことだよと言って、子供たちに考えさせると子供

たちは自分で考えますよ。対等ですよ、今、子供たち

と我々は。子供は先生をよく見ていますよ。大人もよ

く見られているし、だから我々がいいかげんなことや

ると、子供は絶対にやりませんよ。だから、そういう

ことで子供にも考えさせる。残念ながら、全国一番下

なんだけど、どうするかと。我々先生方のプライドと

してもこれはだめだ。あなた方の人生もこれはおかし

くなるかもしれない。20年後に全国の半ばぐらいまで

押し上げていこうよ。私はそのときいないかもしれな

いけれども、そういうのを積み重ねていってそういう

ことをつくっていこうよということをぜひ任期中につ

くってもらえませんかということなんです。いかがで

すか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） そうですね、大事な視点

だと思います。検討させてください。ただ、今即答で

きないものですから、20年後先、やはり先ほど議員が

御指摘のようにいろんな角度からやっていって、既に

もう28年度は設定をされているんですけれども、それ

を目指して頑張っていって長期目標も含めて検討して

みます。 

○議長（喜納昌春君） 照屋守之君。 

○照屋 守之君 先ほどそういう仕組みをつくりたい

ということで言っておりましたけれども、庁内にです

ね。これは言ったように長期的なこれは取り組みで

す。これはナマナマーしてやって一時的に点数を上げ

るようなことをやったらだめ。だから１年から６年、

中学校も含めて、これ高校入試、高校生になるまでこ

の学力は引っ張っていきますから、大変なことです

よ、これは。恐ろしいことよ。大学にも影響していき

ますよ。だから、そういうことを考えていくと、これ

はじっくり学校の先生方とも、こうしよう、ああしよ

う。一緒に協力をして校長先生お願いしますよと、余

り無理なことはしないでくださいと。今までここだっ

たものをあと２つぐらい上げられるような、そういう

努力を積み重ねていきましょうよと。結果的にこれが

10年後、20年後になったら沖縄県このランクまで行っ

ていますよというふうなことを説明して一緒にやりま

しょうということをつくらんといかぬわけですね。で

すから、そのことをやるためには今の教育委員会の中

に、担当統括監を置いて学力向上対策室をつくって、

その統括監のもとにしっかり沖縄中の学校長と連携し

てそういうことをやっていく仕組み。全国的にもいろ

いろいいところは見にも行く。そういう形でやってい

く。 

 一番大事なことは、現場に余りプレッシャーかけな

いでゆっくりゆっくりやっていくということが大事で
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すよ。いきなりやろうと言ったって話になりませんか

らね。だから、これをゆっくりゆっくりやっていく。 

 全国は秋田県、福井県トップでしょう。彼らは何を

やっていると思いますか、今。福井県なんかトップク

ラスが今のそういうふうなものをさらに高めていこう

といって民間の塾に出向いていって、教え方をいろい

ろ勉強してまたそれを持ち帰ってくるというんでしょ

う。だから、トップクラスはそういう努力をする。

じゃ我々はどういう努力をするかという話なんですよ

ね。ですから、そこに行くまでには四、五十年かかり

ますから、四、五十年。だから、今ここで我々はどう

するかという話ですよ。だから、ぜひ教育長がいると

きに具体的にそういうふうなものをつくってもらっ

て、行政はこういうふうにします、学校はこういうふ

うにします。この前から言っている家庭教育はこうい

うふうにしてください、地域はこういうふうな形で連

携してくださいと、そういうことの仕組みをつくって

いけばなるんじゃないですか。いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） ありがとうございます。 

 なりそうな気がしておりますので、頑張ってまいり

ます。 

○議長（喜納昌春君） 照屋守之君。 

○照屋 守之君 これはやってください。統括監を置

いて学力向上対策推進室をつくる。知事部局もお金も

回してください。これはもう沖縄21世紀ビジョンを達

成するためですからね。知事いかがですか。協力して

くださいね。 

 どうぞ、お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） まず今の質問については、

知事部局も全力でこれは支援をしたいと思います。 

 それと先ほど270万、今回の振計の目標ですけれど

も、この270万という数字は実は現時点では全国24位

の数字を我々は目標にして頑張っていきたいと思って

おります。 

○議長（喜納昌春君） 照屋守之君。 

○照屋 守之君 教育長、全面的に協力すると言って

いる。お金が足りなければ言ってくださいね。私が請

求しますよ。 

 本当にこの学力向上という点数、我々はこの子供た

ちの成長というのはなかなかわかりませんね。私が何

で褒めて励ましてちょうだいというかと言ったら、運

動会なんか行ってくださいよ。最終的に赤白勝って、

赤が勝ちますというでしょう。この子供たちがすぐ

わーと喜んで、じゃ今度負けたらどうするかという話

ですよね。勝った側には、おまえたちすごいなと言う

でしょう。負けた側には、もうちょっと頑張ったらお

まえたちも勝てるよと言うわけですよ。どっちもいい

わけでしょう。これが教育じゃない、教え、育む。 

 それと同時に、先生方のプライドですよ、プライ

ド。これはもちろんこういうことだから、家庭も社会

も含めて学力向上をしないといけない。でも先生方は

プロとして選ばれて教師になるんでしょう。あの教師

になる難関は大変なことですよ。あの能力を子供たち

一人一人にそういう学力をあと１点点数上げる、あと

２点点数上げると、やっていったら大変なことじゃな

い。だから、先生方も教え、育むんじゃなくて、子供

たちと一緒に育っていく。ともに育つ教育にしなけれ

ばだめですよ。昔は聖職者です、先生方は。今は一緒

ですよ。子供たちも一緒、我々も一緒。だから、そう

いうことを考えていくと、先生方も、子供たちを本当

に社会の役に立つために育てていってそういうことを

やること自体が働きがい、生きがいになりませんか。

これは多忙化どうのこうのの話じゃないんですよ、喜

びに変わるんですから。沖縄県の役に立つ子供たちを

私が育てている、うちの学校がやっているという。そ

ういうことをやっぱり考えていくと、喜んでそういう

社会の役に立つ人間をつくっていく。子供たちにもあ

んたがやりたいことは、沖縄の子として全国でも上で

すよ、希望を持っているのは。あんたがやりたいこと

は今勉強しないとだめだよということを言えば、一生

懸命やりますよ。ぜひよろしくお願いします。 

 以上で終わります。 

○議長（喜納昌春君） 翁長政俊君。 

   〔翁長政俊君登壇〕 

○翁長 政俊君 ワンネー 翁長政俊ンディイチョー

イビーン。ミーシッチョーティウタビミシェービリ。 

 方言シ 小話ヲ チュクチ ウンヌキレーヤーン

ディ ウムトーイビーン。ワントゥ ワントゥジヌ 

イナグウヤトゥヌ会話ヤイビーン。 

 「ウンジョー 昼ゴハノーウサガティー」ンディ 

ワンガイチャグトゥ、「ウー カダンドー」ンチ。ウ

ヌアトゥ 「アンイーネー 昼御飯 ウチナーグチ

シェー ヌーンディイヤビーガヤー」。私が聞いた

ら、ワッターウヤン 「アンイーネー ヌーンディイ

タガヤー」ということになって、タイッシカンゲーシ

ガ ムルワカラン。クトゥバヌンジティクーン。アン

シ ワン イナグシージャンカイ ムヌシリヤイビー

グトゥ 電話イッチンーチャビタン。アンスクトゥ 

イナグシージャヤ ヌーンディイタガンディイーネー 

 「ィヤーヤ ムノー ヌーンシランヤー」ンチ。 
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アンシナラタシガ 朝御飯は「シティミティ」、夕御

飯ヤ「ユーバン」。昼御飯は何と言うと思いますか、

皆さん。「アシバン」、ウレー ワンニン ワカイビ

ランタン。 

 これでお話は終わります。 

 一般質問を行います。 

 １、沖縄振興予算について。 

 (1)、平成26年度、沖縄振興に関する内閣府一括計上

予算3408億円の概算要求項目と予算確保に向けた取り

組みについて伺います。 

 (2)、沖縄振興特別推進交付金を活用した平成24年度

事業の事後評価達成度及び評価のあり方について伺い

ます。 

 (3)、政府が近く緊急経済対策のための「大型補正予

算」を予定されているようです。県の補正予算確保の

取り組みについて伺います。 

 ２番、地域安全政策について。 

 (1)、知事訪米予算が未執行ですが、知事の訪米日程

が検討されているのか伺います。 

 (2)、公室長の訪米で得た新たな情報及び米政府、米

議会の感触など県議会にも報告を求めます。 

 ３、農林水産振興について。 

 (1)、日台漁業協定の見直し、操業ルールの取り決め

協議、漁船衝突事故等の一連の懸案に対する県の考え

を伺います。 

 (2)、南北大東村における農業基盤整備の現状と今後

の整備方針及び干ばつ対策について伺います。 

 ４番、健康長寿世界一復活プロジェクトの具体的な

事業内容と、全県民参加型運動の構築と意識改革をど

う図っていくのか。また、高い目標数値の達成にどう

取り組まれるのか伺います。 

 ５番、新県立図書館整備計画のスケジュール、整備

に当たっての新たな視点と役割、開発コンセプトや導

入機能などの整備方針を伺います。 

 ６番、那覇空港第２滑走路増設工事の工程と完成後

の事業効果及び工事の地元企業への優先発注、県産品

資材の優先使用等のより高い実効性を上げるための県

の取り組みを伺います。 

 ７、那覇港湾整備計画について。 

 (1)、浦添市の埋立事業計画（第２ステージ）の環境

アセスメント事業の凍結、用途変更の提起などは全体

計画に大きな影響が予測されますが、県の対応と考え

方をお聞かせください。 

 (2)、総合物流センター整備事業がいよいよ動き出し

ますが、同事業の整備目標、コンセプト、完成後の運

営方針を伺います。 

 以上であります。再質問をいたします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 翁長政俊議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、沖縄振興予算についての御質問の中

で、沖縄振興予算の確保に向けた取り組みについてと

いう御質問に答弁をいたします。 

 平成26年度の内閣府沖縄担当部局の概算要求は、沖

縄の自立的発展と豊かな住民生活の実現を図るため、

沖縄振興予算3000億円規模を確保しつつ、那覇空港滑

走路増設事業や沖縄科学技術大学院大学に係る予算の

増額が図られております。 

 沖縄県としましては、今後、概算要求額の確保及び

那覇空港滑走路増設に係る適切な財源の確保につい

て、県議会や県選出国会議員の皆様を初めとする関係

各位の御支援を得ながら、国に対し強く求めてまいり

たいと考えております。  

 次に、農林水産振興についての御質問の中で、南北

大東村における農業基盤整備の現状と今後の方針につ

いてという御趣旨の御質問に答弁をいたします。 

 南北大東村における農業用水源の整備率は、平成24

年度末で南大東村が20％、北大東村が62％となってお

ります。本年度は、両村において事業費約38億円を投

入し、農業基盤整備を強力に推進しているところであ

ります。 

 沖縄県といたしましては、干ばつ対策として限られ

た水源の有効活用を図るため、各貯水池の相互運用、

地中かんがいなど新技術の開発、太陽光発電施設の導

入など、引き続き効率的かつ効果的な農業基盤の整備

に取り組んでまいる所存でございます。  

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 地域安全政策に関する御質

問の中で、知事訪米についてお答えをいたします。 

 米国政府や連邦議会等の関係機関に沖縄県の実情を

伝え理解と協力を求めることは、沖縄の基地問題の解

決を進める上で重要であると考えております。 

 知事の訪米については、沖縄の基地問題の解決に向

けて米政府等へ効果的に訴えることができるよう、時

期や活動内容等について検討していきたいと考えてお

ります  

 続きまして、農林水産振興に関する御質問の中で、

日台漁業取り決めの見直し、操業ルールの協議及び漁
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船衝突事故に対する県の考え方についてお答えいたし

ます。 

 県では、本年５月10日に発効した日台漁業取り決め

について、漁業者の意見を踏まえ、水域の一部を撤廃

するよう、取り決めの見直しを求めているところであ

ります。このため、操業ルールなど今後の対応を協議

するため、漁業協同組合や漁業者の代表及び県で構成

する「沖縄県日台・日中漁業問題対策等漁業者協議

会」を本年８月に発足させたところであります。 

 県としましては、今後とも当該協議会の意向を踏ま

え、漁業団体等と連携し、国に対して取り決めの見直

しと台湾側との交渉を進めるよう求めてまいります。

また、今回の漁船衝突事故について農林水産大臣は、

操業していない日本漁船への衝突事故であり、操業

ルールとの直接の関係性はないと発言しております。

しかしながら、日台漁業取り決めにより、台湾漁船の

操業が増加したことが背景となっているとの漁業者等

の意見を踏まえ、県としましては、国に対し操業ルー

ルの一環として、緊急時の対応が適切に行える体制づ

くりを求めていきたいと考えております。  

 続きまして、新県立図書館整備に関する御質問の中

で、新県立図書館整備計画のスケジュール等について

お答えいたします。 

 新しい県立図書館については、県民の教育文化を支

える知の拠点として、１つ、県民の主体性、２つ、機

能やサービスの多様性、３つ、知識や文化の創造性の

３つの方針及び利用者のアクセスの利便性を踏まえ、

平成30年をめどに整備を進めてまいります。 

 新県立図書館整備に係る今後のスケジュールとして

は、再開発事業と連動するとともに、有識者により構

成する新県立図書館あり方検討委員会を新たに設置

し、基本計画の策定に向けた検討を始めております。  

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 沖縄振興予算についての御

質問の中で、県の補正予算確保の取り組みについてお

答えいたします。 

 10月１日に閣議決定された「消費税率及び地方消費

税率の引上げとそれに伴う対応について」において、

国は景気の下振れリスクに対応するとともに、経済の

成長軌道への早期復帰を図るため、新たな経済対策を

策定するとしています。新たな経済対策では、１点目

に、中小企業に重点を置いた設備投資支援策などの競

争力強化策や、２点目に、雇用拡大や子育て支援な

ど、高齢者・女性・若者向けの施策、３点目に、学校

の耐震化や社会資本の老朽化対策などの復興、防災・

安全対策などの施策を実行するため、平成25年度補正

予算を来年度予算とあわせて編成するとしておりま

す。 

 県としましても、消費税増税に伴う景気の腰折れを

防ぐため、防災や安全対策などの事業について調査を

行っているところであり、今後、内閣府沖縄担当部局

とも連携を図りながら、予算確保に向け積極的に取り

組んでまいります。  

 次に、那覇空港第２滑走路増設工事についての御質

問の中で、那覇空港第２滑走路増設工事の工程と事業

効果についてお答えいたします。 

 工事の工程については、環境影響評価書によれば、

主な工事として護岸工事、埋立工事、滑走路や誘導路

等の舗装工事、管制塔や無線及び照明等の航空保安施

設の建設工事が計画されております。事業効果につい

ては、平成25年１月に実施された国の新規事業採択時

評価によれば、直接的な効果として、利用者や国が完

成から50年間に受ける便益は約2000億円の総費用に対

して、約２倍の便益があると試算されております。経

済波及効果については、２本の滑走路の運用により安

定的な輸送機能を確保できること、さらに、沖縄観光

の促進や雇用機会の増大などの効果があり、2030年度

時点では年間約30万人の入域客の増加によって年間約

350億円の効果が期待されております。  

 次に、那覇港湾整備計画についての御質問の中で、

総合物流センターの整備目標、コンセプト、完成後の

運営方針についてお答えいたします。 

 那覇港における総合物流センターは、東アジアの中

心に位置する那覇港の特性を生かし、東アジアネット

ワークと国内ネットワークをつなぐ物流結節拠点とす

るものであります。また、国際及び国内物流機能の向

上を目的として物流の効率化を図るとともに、流通加

工等の新たな価値を付加する機能を持った総合物流セ

ンターとして整備するものであります。 

 本施設の管理運営については、物流産業に対して経

験豊富な民間企業の活用も含めて、那覇港管理組合に

おいて、今後詳細に検討していくとのことでありま

す。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 小橋川健二君登壇〕 

○総務部長（小橋川健二君） 沖縄振興予算について

の中で、沖縄振興特別推進交付金事業の事後評価につ

いてお答えいたします。 

 平成24年度沖縄振興特別推進交付金事業に係る成果
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目標の達成状況について、交付要綱に基づき評価を実

施いたしました。その結果、県分212事業のうちの約

８割、市町村分1264事業のうちの約７割の事業が目標

を達成、またはおおむね達成となっております。制度

創設初年度ということもあり、事業実施期間が十分確

保できなかったことなどから、目標達成に至らなかっ

た事業や繰り越しとなった事業もありましたが、沖縄

21世紀ビジョン基本計画に掲げる施策の推進に寄与す

ることができたものと考えております。 

 県としましては、今回の検証結果を踏まえ、必要に

応じ見直しや改善を図ることにより、さらに効果的・

効率的に事業を実施するとともに、引き続き市町村と

連携を密に図りながら、沖縄振興の取り組みを加速さ

せてまいりたいと考えております。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 地域安全政策について

の御質問の中で、公室長の米国出張についてお答えい

たします。 

 私は、日本の政権交代、オスプレイの追加配備、Ｈ

Ｈ60ヘリ墜落を初めとする事件・事故の発生など、必

要に応じて渡米し、県の立場で沖縄の状況を直接、米

政府関係者等へ伝え、意見交換等を行っているところ

であります。その際、私からは、県外移設を求める知

事の姿勢を説明するとともに、オスプレイについて、

県民の不安が払拭されていないことなどを申し上げて

おります。 

 これに対し、米政府関係者からは、辺野古移設が日

米両政府間の合意であり、これまでに特定された唯一

の有効な解決策であるなど、従来の見解が繰り返され

ております。 

 一方、米上院軍事委員会は、去る４月、普天間飛行

場の辺野古移設は現実的ではないとの見解を示してお

ります。また、シンクタンクの研究者を初め一部の有

識者から、辺野古移設は困難であり、柔軟性を持って

対応すべきとの意見などもお聞きしております。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 健康長寿世界一復活

プロジェクトについての御質問の中で、健康長寿復活

プロジェクトの内容についてお答えいたします。 

 沖縄県では健康・長寿の復活に向け、各部局が連携

して施策を推進する全庁的な組織を発足させ、県民が

健康づくりを行いやすい社会環境の整備を推進し、

2040年までに平均寿命日本一復活を目指すこととして

おります。 

 具体的には、「運動しやすい日常環境づくり」、

「栄養バランスのよい食事」、「一人ひとりの健康管

理の支援」を柱に、部局横断的に施策を推進すること

としています。また、施策の実施に当たっては、市町

村や各種団体などを含めた県民会議を設置し、官民一

体となった取り組みを行ってまいります。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 那覇空港第２滑走

路増設工事についての御質問の中で、那覇空港滑走路

増設事業に係る地元企業への優先発注等についての御

質問にお答えいたします。 

 県では、機会あるごとに国に対し、那覇空港滑走路

増設事業に係る県内業者への優先発注について要請を

行っているところであります。また、県産品の優先使

用についても、毎年要請を行っております。沖縄総合

事務局では、関係者の要望等を踏まえ、地元企業向け

の発注工事の範囲の拡大等、地元企業の受注拡大に配

慮した発注方針を検討しているものと聞いておりま

す。 

 今後とも、県内業者への受注促進に努めるととも

に、県産品の優先使用についても働きかけてまいりま

す。  

 次に、那覇港湾整備計画についての御質問の中で、

環境アセスメント事業の凍結、用途変更の提起につい

ての御質問にお答えいたします。 

 那覇港の整備については、那覇港管理組合において

事業を推進しているところであります。今回の浦添市

長による環境アセスメント調査の一時凍結、用途の見

直しにつきましては、事実関係を確認の上、関係者間

での協議が必要と考えております。また、那覇港管理

組合が浦添市長に対し面談を申し入れているところと

聞いており、県としては、その結果を注視していきた

いと考えております。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 翁長俊政君。 

○翁長 政俊君 それでは再質問をさせていただきま

す。  

 まず、沖縄振興予算でございますけれども、知事に

おかれましては、本当に粘り強い交渉の末、3408億と

いう概算要求ができたことを大変私どもも高く評価を

いたしております。そういう中にあって、当初、県は

対前年比を下回らない予算を獲得すること、それとプ
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ラスアルファ、それに別枠として空港の増設に係る予

算等を含めて要求をしたと、このように私は思ってお

りますけれども、今回この3408億のいわゆる次年度予

算が、概算要求基準の中のマックスの数字として、こ

れは積み上げてきた数字で要求されたのかどうか、ま

ずこの内訳をお聞かせください。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

○総務部長（小橋川健二君） 26年度の国の概算要求

基準は、いわゆる裁量的な経費を10％減じて、それに

加えて成長戦略などにかなうような事業を1.3倍の範

囲で要求できますということで、結果として対前年度

117％の範囲で要求ができるようになっております。

それで今回の内閣府の予算ですけれども、全体で

114％ほどの要求になっております。このうち公共に

ついては、内閣府の説明でございますけれども、概算

要求基準を目いっぱい活用して要求をしたと、そうい

う説明を受けております。 

○議長（喜納昌春君） 翁長政俊君。 

○翁長 政俊君 現実に今のこの予算の形なんですけ

れども、概算要求の形なんですけれども、当初、県が

もくろんだような形になっていますか。特に、滑走路

の増設工事等については別枠できちっと予算が確保さ

れる見込みであったろうと思いますけれども、今の形

はどう評価されていますか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時25分休憩 

   午後２時25分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） 当初の県の概算要求の考え

方は、今議員がおっしゃるとおり、まず3000億の振興

予算というふうなものを確保しつつ、そして今後、金

額がふえていく予定である滑走路については別枠で、

そしてまたＯＩＳＴについても今後拡充をしていくと

いうふうなことで、これも3000億とは別枠で積み上げ

てほしいと。とりわけその滑走路については５年で約

1900億、2000億近い事業費ということ、次年度は300

億必要でしょうと、そういう話をして終わりました。 

 結果として、3400億という数字はそれはカバーをし

ていることになっております。しかしながら、滑走路

予算につきましては県の要望はもう一つございまし

て、この振興予算3000億を今後も維持するという前提

のもとで、別枠で全体の事業スキーム、事業費のス

キームを示してくれということを要望しております。

これについては、予算編成過程において決定をしてい

くというふうなことになっております。 

○議長（喜納昌春君） 翁長政俊君。 

○翁長 政俊君 問題なのは、私はこれは別枠で予算

立てができれば、ある意味ではかなりいい形で今後と

も予算の確保というのが進むのではないのかなと思っ

ていますが、これが沖縄振興費という一くくりの中に

入れられてしまうと、これはなかなかそこがうまく、

ある意味では政府の思うような形での、財政の厳しい

現状の中において、それがややもすると思うように沖

縄側が要求する金額がついてこないのではないか等々

の心配も実はありまして、いずれにしろ政府提案が12

月20日から23日前後に決まっていきます。それに向け

て、県は満額確保に向けて勝負をしていくことになり

ますけれども、知事どうですか。今回のこの予算の、

特にＯＩＳＴとこの第２滑走路の財源スキーム、これ

がただし書きではあるんですけれども、政府の要する

に文書の中にも今後検討していくという形になってい

ますが、ここの部分は期待できる、沖縄県が思ってい

るような形で予算がついてくるというふうに、知事、

どういうふうに見ておられますか。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） 滑走路は、たしかことしの

１月に自公政権ができて、これまで７年と言われたも

の、これについて５年10カ月というふうにまで決着を

いたしました。その際、1950億の需用費をどのような

形で今後確保していくのか、そのスキームをあわせて

示してほしいということを要望してきたわけでござい

ますけれども、ただいまのところ、そこのところはま

だ決着しておりません。次年度、一応、沖縄振興事業

費3000億を確保した別枠の形で300億確保されている

わけでございますけれども、ただこれから後、毎年毎

年300から400というふうなものの事業スキームという

ものを決着をさせなければいけません。そういう意味

では、これから後、国のほうと調整をしながら年末に

かけて、これから後の５年間のスキームというふうな

ものは決定をさせていきたいというふうに思っており

ます。 

○議長（喜納昌春君） 翁長政俊君。 

○翁長 政俊君 自民党県連としても、ここの部分が

一番今気になっているところでございまして、どうに

か県の要求どおり予算がつくようにと思っているんで

すけれども、どうも政府の中に、いわゆる空港特会か

ら出せない分については、ソフト交付金の中からどう

も手を突っ込んで、そこに当て込もうというような、

いわゆる思惑があるやにも私どもは情報として漏れ聞

いていますから、ここの部分は何としても沖縄県とし

ては頑張らんといかぬというふうに思っていますけれ
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ども、ここについては副知事どうですか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） まさにおっしゃる点です。

ですから、3000億のものとＯＩＳＴの100、それから

空港の300で約3400億になっているわけですが、これ

は概算要求ですから、これが当然、これは仕上がりは

100％というのはなかなか予想しにくい。そうします

と300必要な分が仮に200ついたとき、その100が3000

のところに手を突っ込んでくるというのは当然考えら

れる話です。ちょっと表現が悪いんですが。ですか

ら、まさにこのあたりがこれからの予算折衝のポイン

トになると思います。 

 ですから自由民主党県連の皆さんとぜひ情報もとっ

ていただいて、我々は我々なりにやりますが、ここの

ところの攻防といいますか、やりとりがこれからの一

番のポイントになっていくと思います。さらに、約

2000億になんなんとする空港の予算のスキームができ

ていません。つまり、既存の3000億の中から持ってい

くつもりなのか、全然別で文字どおり別枠にしている

のか、ここがまだクリアになっておりません。ですか

ら、これは早くしっかりしてくれと、しっかりつくっ

て示してもらいたいと、既存の約3000億のところには

手を触れないでまとめてもらいたいと、ここのところ

はきちっと通っているかどうかこれからの攻防です。

ひとつぜひお力をかしてください。 

○議長（喜納昌春君） 翁長政俊君。 

○翁長 政俊君 そこの部分は私どもも大変気になっ

ているところでございますので、県と一緒になって政

府にこの要求は頑張っていってみたいと思っていま

す。 

 それと、知事、沖縄振興費と基地のリンク論という

のがよく多くの議員から質問されますけれども、この

リンク論については私はこう思っているんですよ。政

府がリンクはないと言っているのに、あえて沖縄側か

ら邪推を持ってこれはリンクがあるのじゃないのか

と。これは建前論と本音論という話になりますけれど

も、しかしながら予算をつけるほうの政府が、建前で

いわゆるリンク論はないということを言っているんで

あれば、これに私どもはそのとおり従って淡々と予算

を要求し沖縄への振興策に必要な財源を確保してい

く、こういう姿勢であるべきだろうと僕は思っていま

すけれども、知事の認識はいかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 翁長議員とほぼ全くに近い

ぐらい一緒です。やっぱり沖縄振興費については、沖

縄振興特別措置法に基づく法律があって、その法律の

目的を実現していくためのお金ですから、これはこれ

でもう40年の歴史を持っているわけでして、そして

おっしゃるように基地とはリンクしていないというこ

とで、これは振興の目的というのは法律にちゃんと書

いてある。この目的に沿ってやるわけですからリンク

しているものではない。しかし――しかしというよ

り、それは振興は振興であります。そして基地問題も

基地問題であるんです。だから、これも改良し改善し

ていくというのは当然政府の責任においてしっかり

やってもらいたいという、この２つは別の性格のもの

だと私も思っております。 

○議長（喜納昌春君） 翁長政俊君。 

○翁長 政俊君 質問を変えます。 

 この事後評価でございますけれども、24年度の初年

度であったこともあって、国の交付要綱、それに交付

申請、国の決定もおくれたことは私も承知をいたして

おります。25年度、ことしなんですけれども、これは

かなり繰り越しもあって、繰り越しが走っている、現

年度予算も走っている。さらに昨年の暮れにいわゆる

大型の補正が出てまいりまして、これも同時に走って

いるというような、事業ベースとしてはかなり大きな

事業が走っているわけですよ、数多くの。そうなって

くると、これはまた繰り越しが出ないのかという心配

も実は持っておるんですけれども、ここの部分はどう

ですか。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） 先ほども質問ございました

けれども、ことしは確かに1000億程度の繰り越し、前

年度の約２倍ぐらいの繰り越しになっているわけでご

ざいますけれども、原因は経済対策と、１つは一括交

付金、昨年ようやく４月の中旬に要綱ができて、この

交付決定が随分おくれたというのがございます。しか

しながら、今回は５月の段階で90％以上、国のほうか

ら了解をいただいております。そういう意味では早期

執行というふうなものが今できておりますので、昨年

のような形の事業のおくれはないものというふうに考

えております。 

○議長（喜納昌春君） 翁長政俊君。 

○翁長 政俊君 繰り越しの繰り越しを繰り返されな

いということは自信を持って言えますか。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） 努力をしていきたいと思い

ます。昨年よりは随分改善をされていくものというふ

うに確信をしております。 

○議長（喜納昌春君） 翁長政俊君。 

○翁長 政俊君 それと、この事後評価については内
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閣総理大臣に報告をするという条項がありまして、こ

れは会計検査院や財務省を含めてこの結果を見ること

になりますね。その結果、これは実は自民党の沖縄振

興委員会においても、この事業等が議員の目にさらさ

れることになります。そうなってくると、どうも事後

評価が甘いのじゃないかという査定がややもすると出

てくるかもしれませんので、ここの査定については

しっかりと厳しく事後評価をしながら、自民党の国会

議員の皆さん方の目にさらされても、十分耐え得るだ

けのいわゆる事業執行であってほしいと思っています

けれども、ここはどうですか。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） これは県のほうは財政課が

中心になって、そしてまた市町村に対しては、その市

町村課のほうにもチームを置いて、ここのところは

しっかり対応をしております。 

○議長（喜納昌春君） 翁長政俊君。 

○翁長 政俊君 次に、質問を変えます。 

 大型の補正ですけれども、これは10月１日に安倍総

理大臣が消費税を導入するということになって発表さ

れましたけれども、それにあわせて景気のいわゆる腰

折れを避けるということで、大型のいわゆる補正予算

が組まれます。組まれるだろうと言われております。

その中で、いわゆる先ほど言った、昨年もこれは組ま

れましたけれども、私が知っている範囲の中ではどう

も県の対応が若干おくれたのじゃないかという思いを

実は私は持っているんですよ。この分について知事か

らもかなり檄が飛んだというふうに私は思っていま

す。そこはしっかりと昨年の、いわゆる補正の対応も

含めて、十分それに耐え得る事業ストックというのは

ございますか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時38分休憩 

   午後２時38分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） 今回の消費税に絡む景気の

下振れリスクに対応する経済対策ですけれども、具体

的な内容はまだ国から出されておりませんけれども、

県のほうでは既に関係部局に玉出しというふうなもの

を指示をして準備をしているところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 翁長政俊君。 

○翁長 政俊君 重要なのは事業ストックをきちっと

持っていて、補正が出てきたらすぐこれに対応でき

る。これは市町村も含めてヒアリングをして、市町村

分についても皆さん方から事前に声をかけて、その準

備をさせておくということが大事でしょうから、それ

はしっかりやっていただきたいと思っています。 

 次に、２番目の地域安全政策でございますけれど

も、米国の上院で共和党のマケインさんを含めて、

パッケージ論をいわゆる昨年の４月に２プラス２でこ

れを解消するということを決めたんですけれども、ど

うもそれを引きずっているようなんですよね。引き

ずっていて、普天間が動かなければ、いわゆるグアム

も動かぬというようなロジックで物事を進めている感

があります。しかしながら、米政府としてはこれは沖

縄のいわゆる基地の負担軽減ということで、グアムを

動かすという前提に立っておりますので、そういうふ

うに進めていかなくては困ると思っているんですけれ

ども、ここは県はどういう認識を持っていますか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 今議員が御指摘のよう

に、昨年４月の２プラス２でいわゆるパッケージ、普

天間飛行場の進展に関するパッケージというのは切り

離されたということで、そのスタンスについて日米両

政府は変わらないと思っております。 

 ただ、議会の動きといたしましては、今米国内では

予算をめぐって政府機関がシャットダウンをすると

いったようなこともありまして、大変な財政難の中で

グアム移転経費の部分が非常に不明瞭になっている

と。さらに本日、その部分については日米両政府の間

で拠出の割合が取り決められるという情報もございま

すけれども、そういう中でグアムのインフラ整備であ

りますとか、グアムにそもそも9000名の中のどれぐら

いを移転できるのかという議論がまだ政府において固

まっていないと。したがって、これはもしそのあたり

が固まらないと沖縄から出ていく予定の9000名の行き

先が明確にならない。そのあたりを議会が大変危惧し

ていて、米国政府に対して明確にするようにというこ

とで報告を求めているということだと思います。した

がいまして、県としましては、直接普天間飛行場の移

設がこれによって遅延するという形の表明にはなって

いないと思いますが、その動向については注視してま

いりたいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 翁長政俊君。 

○翁長 政俊君 今、公室長から出ましたけれども、

米国の赤字は本当にまさにもう天文学的でございまし

て、200兆ドル、日本円にすると１京6000兆だそうで

すよ。それだけの財政赤字を抱えている。9・11以

降、軍事予算が約２倍以上に膨れ上がっている。それ

をどうにかしないといかぬというのが、今議会におい

てやり玉に上げられている最大の要因だろうと言われ
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ておりますけれども、そういう中にあって、今テレビ

で報道されているように、10月７日には連邦債務の問

題が惹起していて、もしかするとデフォルトが起きる

かもしれないというような状況の中で、このアジア・

太平洋地域における米軍プレゼンスがどのように変

わっていくかという分析はまさに今、県が持っている

地域安全政策課のほうでしっかりと私はフォローして

いく必要があると思いますけれども、そこはどうです

か。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 県では情報収集事業と

いうものをやっておりまして、現地に委託先がござい

まして、そこから逐次、ほとんど毎日のように米国議

会の動向でありますとか、報道の状況というものを把

握しております。今、御質問にあったデフォルトの問

題につきましても、米国議会でのやりとりといったも

のはかなりこちらもつかんでおりまして、必要に応じ

てそういったものの分析、さらに沖縄の基地問題への

影響といったものも検証してまいりたいと考えており

ます。 

○議長（喜納昌春君） 翁長政俊君。 

○翁長 政俊君 この問題で知事にコメントを求めた

いと思っていますが、キャロライン・ケネディさんが

もうほぼ日本大使で来られるという情報です。沖縄問

題を一番、私はケネディ大使に知事が直接面談を行っ

て、沖縄の実情をきちっと理解をしていただく、その

ことが私は直接ホワイトハウスにつながっていく一番

大きな早道だろうと思っているんですよ。 

 ケネディさんのバックボーンをいろいろ調べてみた

ら、大変別格な扱いでオバマさんも頭が上がらない状

況だとも聞いておりますので、そこはどうですか知

事。ケネディさんが大使に来られたら、知事が手を挙

げて面談をするということを考えてみてはいかがです

か。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） いい御提案だと思っており

ます。ほぼ似たようなことも考えてはおりますが、い

い御提案だと思います。 

○議長（喜納昌春君） 翁長政俊君。 

○翁長 政俊君 それと知事、この議会の中で出てき

た、知事のいわゆる脈絡発言とか、きのう出ましたネ

バーギブアップ発言、これは12月のいわゆる辺野古移

設に向けての知事の思いみたいなものが十分に出てき

た発言だというふうに、額面どおり受け取ってよろし

いんでしょうか。 

○知事（仲井眞弘多君） ちょっと休憩お願いしま

す。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時44分休憩 

   午後２時45分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 私の発言が脈絡という日本

語であったり、ネバーギブアップときのうは申し上げ

たんでしょうか、これらも無論文章の、文章のという

か言葉の脈絡の中で捉まえていただきたいと思うんで

すが、ただ公有水面埋立法上の話は文字どおり今まだ

あと２カ月十分ある中で、職員が一生懸命申請書を読

み、やりとりしながら、質問したりしながらやってお

りますから、これはこれできちっと結果が出るのを私

は今待っているところです。ですからその過程で結果

がどうであれ、ああしたいこうしたいというようなこ

とは厳に私は慎もうと思っていますし、結果に大きな

影響が出るような内容を、ないしは気持ちを表現した

わけではないという点だけは、ひとつ御理解賜りたい

と思います。 

○議長（喜納昌春君） 翁長政俊君。 

○翁長 政俊君 質問を変えます。 

 ２プラス２なんですけれども、今まさに多分政府

が、政府でしょうかな、２プラス２で多分メディアに

ブリーフィングが行われていると思っていますけれど

も、このメディアから出てくる情報をもとにして質問

をさせていただきます。オスプレイの配備について、

いわゆる本土移設を相当大幅に行うという情報が流れ

てきていますけれども、これは県としては基地負担の

軽減という過程で大きく期待をされる事態になります

か。 

○知事（仲井眞弘多君） ちょっと休憩お願いしま

す。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時47分休憩 

   午後２時47分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 確かに私も幾つかのメディ

アの方を通じて、オスプレイを外で訓練したり、外に

持っていく……、正確な表現じゃないもんですからま

だはっきりよくわかりませんが、何かそういうことが

議論されているらしいという話は来ております。今の

自由民主党政権になる前の、民主党政権の時代にも県

外という話と、それからオスプレイについては中止を

含む見直しというのをはっきりと、当時の防衛大臣ほ
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かに申し上げてきた中で、後で防衛大臣おやめになっ

てからも何かコメントがあったみたいですが、技術的

には可能だというようなことだとか、これはオスプレ

イのことを言っているのか普天間の移設のことを言っ

ておられるのか、ちょっと混乱しておりますが、何と

いいますか、基本的にはまず中止を含む見直しという

のを我々は基本線にオスプレイについては言っており

ます。しかし、来てしまったものがそのままぽんとい

なくなるという現実はなかなかイメージできませんか

ら、基本的には沖縄を拠点に……、どうしても来てし

まったものについてどうするかという話になれば、沖

縄を拠点にしないで、いろんな地域にいろんな施設が

あるんだから、もっと分散すべきでないかというよう

な話もしたことがあります。ですから、それが効果が

あったかどうかも別ですが、ただこの分散については

米軍側との利害、利害というか考えが一致したのかわ

かりませんが、そういう方向の議論を国が、日本政府

はどうも取り組んでいるらしいという感じは受けま

す。ただ内容はもう少し詳細を伺わないとよくわかり

ません。 

○議長（喜納昌春君） 翁長政俊君。 

○翁長 政俊君 今回の２プラス２について事前に出

てきている情報では、返還跡地への立ち入りを、いわ

ゆる手順をきちっと決めるという方針、さらにはホテ

ル・ホテルの一部解除をして、漁民の皆さん方が向こ

うを通れるようにする、そういった情報もありますけ

れども、どうですか公室長。こういった問題が話し合

われて出てくることは、沖縄の今の基地の実情にどう

いう影響を与えますか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 今御質問にありました

件につきましては、まさに今この時間に両国首脳によ

る発表が行われているということですので、それを拝

見してからということになりますが、基本的にホテ

ル・ホテルの水域の問題、さらに基地内立ち入りの問

題につきましては、これは各界の要望を踏まえて県側

から要望したことでございます。したがいまして、そ

れが実際にどのように結論として本日の２プラス２の

中で表明されるかということについては、しっかりと

これは検証なりしてまいりたいと思います。ただ、こ

れが県の要望を踏まえたものであればというふうに期

待をしております。 

○議長（喜納昌春君） 翁長政俊君。 

○翁長 政俊君 もう一つ大きな問題が自衛隊との共

同使用についてですけれども、下地島空港が利用され

るのではないかという構想があるということが言われ

ておりますけれども、このことを県は把握されており

ますか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 今、議員の御質問の点

につきましては承知しておりません。 

○議長（喜納昌春君） 翁長政俊君。 

○翁長 政俊君 知事、こういった一連の２プラス２

の問題、これはこれからしっかり議会が終わった後に

検証されると思いますけれども、知事の辺野古の問題

に影響を与えますか。いわゆる環境影響評価の可否に

ついての、知事の決断に影響を与えますか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 非常にお答えしにくい質問

ではありますが、ただ埋立申請の部分というのは、

ちゃんと公有水面埋立法などなどがあって、その手続

を満たすか、手続とか基準というようなものに合うか

合わないかという技術、実務的な判断などがまず中心

になって出てくると思うんですね。それとあとは、こ

の普天間の辺野古移設は猛烈に時間がかかるだろうか

ら固定化と同じことになるから、早くもっと滑走路が

あるところへ移したほうが絶対に早いという趣旨の言

い方を私はしてきています。ですから、今おっしゃっ

たいろいろなことを政府がいろいろと頑張って改善に

なればとか解決になればということでいろいろやって

おられるという、これはこれで辺野古の話とは別に、

もしいい結果が出ていれば評価すべきは当然評価し

て、基地問題の改善、前進に役に立つものは役に立つ

という、評価できるものであれば評価すべきだと思い

ます。ただ、辺野古との関連でどうかと言われると、

今これは微妙過ぎて、辺野古のほうはまず公有水面埋

立法という法律に基づくこれを見ないことにはお答え

がしかねますね。 

○翁長 政俊君 どうもありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 上原 章君。 

   〔上原 章君登壇〕 

○上原  章君 ハイサイ グスーヨー チューウガ

ナビラ。 

 ワンネー 公明党・県民会議無所属、上原章ヤイ

ビーン。 

 ワンネー ヤンバルでフドゥイータシガ オジー 

オバー オトー オカー ウヤファーフジ ムル糸満

チュ ナトーイビーン。 アンソーグトゥ ワンニン

ルーツヤ 糸満ドゥヤイビーグトゥ グスーヨー 

ミーシッチクミソーチ ユタシクウニゲーサビラ。 

 ウチナーグチは失敗するのを恐れないで、まずは話

してみることが大事だよと言われまして、ちょっと頑
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張ってみましたけれども、イフーナーなところは許し

てください。 

 今、話したように、私は糸満ウミンチュの血が流れ

ております。小学校のころ、夏休み、糸満のオジー、

オバーのところによく預けられました。当然のごと

く、糸満グチが飛び交っていました。そんな中でいろ

いろ学びました。方言には、目上の人に対する丁寧語

というのがあるんだなとか、それから、年配の人の前

では使っちゃいけない言葉もあるんだなとか。例え

ば、父親から、オジーに呼ばれたときに、はーいと答

えるのも上等だけど、ウーと、ウーサイと答えてごら

んと、オジーが喜ぶよと言われまして、何回かオジー

に呼ばれたときに、ウー、ウーサイと答えたら、確か

にオジーがにこにこしていたのを覚えています。それ

から、オジーとの会話でさりげなく僕が使った言葉

で、一瞬オジーの顔が曇りまして、オジーから、この

言葉はお年寄りの前では絶対使っちゃいけないよと

チュージューと怒られた思い出があります。それ以

来、この言葉はどういう場面でも私は使わないように

してきました。 

 教育長、参考にしていただければ。方言というの

は、ウチナーグチというのは、子供の人格形成にもい

い意味で影響しているもんじゃないかなと思っており

ます。大事にしていきたいなと思っています。 

 休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時56分休憩 

   午後２時57分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

○上原  章君 改めて、通告に基づいて質問をさせ

ていただきます。 

 初めに、観光振興についてお尋ねします。 

 県は、沖縄21世紀ビジョン基本計画において、世界

水準の観光・リゾート地の形成をうたっており、実施

計画では、８年後の平成33年までに観光収入１兆円、

平均滞在日数５日、入域観光客数1000万人、うち外国

人観光客数200万人の目標を掲げています。いずれも

高い目標値ですが、リーディング産業である観光産業

が発展することは、県経済に大きく寄与するものであ

り、担当部局においてはこの目標一つ一つの達成が沖

縄21世紀ビジョンの成功のかぎを担っており、断じて

実現するとの気概で頑張っていただきたいと思いま

す。 

 県は、昨年からスタートした新しい振興計画の中

で、さまざまな観光戦略を展開していますが、本年４

月から６月期、第１・四半期の観光収入は、前年同期

比10.4％増の953億円と過去10年間で２番目に高く、

また、８月の観光客数も単月で初めて70万人を突破、

２番目に多い2010年８月の63万人を大きく上回りまし

た。順調に推移していると思われますが、特に、外国

人観光客の増加が収入額を引き上げた要因の一つに

なっているとのことです。 

 今後、本県の観光振興にとって、外国人観光客の誘

致及び受け入れ環境の充実は重要と考えます。特に、

外国語の対応強化は喫緊の課題です。 

 そこで、質問です。 

 (1)、外国人観光客に対応する通訳士の拡充はどう

なっているか。 

 (2)、「沖縄県ボランティア通訳友の会」の取り組

み、県の評価を伺います。 

 (3)、外国人観光客に対応する総合案内所を空港や国

際通りに設置できないか。 

 (4)、外国人観光客への医療支援はどうなっている

か。 

 (7)、与那国町の海底遺跡について、ヨーロッパ等の

外国からマスコミ取材もあると聞いているが、観光資

源としてもっと活用できないか。 

 (8)、那覇空港の警備体制、危機管理は十分か。県警

はどうかかわっていますか。 

 次に、農林水産業振興についてお尋ねします。 

 (2)、南大東島における貯水池の漏水改修について、

県の対応が遅いとの指摘があるが見解を伺います。 

 (4)、日台漁業協定の適用水域内で台湾漁船が八重山

漁船に衝突したことは、県内の漁業者に大きな不安を

与えています。沖縄の頭越しに協定を結んだ政府の責

任は重いと考えるが見解を伺います。また、被害に

遭った漁船に対し政府が十分な補償をすべきではない

か。 

 (5)、県は補正予算で、水域巡視を実施するとしてい

るが、目的を伺います。本来、漁民や県の要請を無視

して協定を進めた国が取り組むべきものと考えるが、

見解を伺います。 

 (6)、漁業協定の撤回や見直しが求められているが、

県の対応はどうなっているか。 

 次に、雇用対策についてお尋ねします。 

 (1)、本県の非正規労働者の割合は44.5％と全国一高

く、早急な対策が必要です。県は、正規雇用拡大に向

けて経済６団体に要請を行ったと聞くが、反応はどう

だったのか。具体的な対処はあるのか、取り組み、効

果を伺います。 

 (2)、残業代も払わず過重労働を強い、若者を使い捨

てにする「ブラック企業」が社会問題になっていま
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す。劣悪な労働環境で働く方々の相談窓口、支援体制

はどうなっているか、現状と対策を伺います。 

 (3)、基地従業員の労働環境の実態について県の認識

を伺います。人権や精神的労働環境が守られていない

との声があるが、現状と対策を伺います。 

 次に、土木行政についてお尋ねします。 

 (1)、国や県は、平成25年度より技能労働者への適切

な賃金水準の確保のため、公共工事の労務単価を大幅

に上げました。県内の状況を伺います。また、下請や

孫請まで新労務単価が適用されているか、実態調査を

すべきではないか、県の対応を伺います。 

 (3)、県営団地では老朽化による天井や壁の剥離、手

すりの破損やさびで手を切る等、さまざまな問題が発

生しています。現状と対策を伺います。大きな事故が

起きる前に総点検し、対応する必要があると思うが見

解を伺います。 

 (4)、県営団地の管理運営について、本来、県行政が

責任を負うべき部分を団地自治会が担っていると考え

るが、見解を伺います。共益費未納は改善されている

か、あわせてお聞かせください。 

 次に、福祉行政についてお尋ねします。 

 (1)、離島や遠隔地から都市部の病院に治療、入院す

る場合、患者や御家族に大変な経済的負担が生じま

す。安心して過ごせる宿泊型滞在施設の提供は重要と

考えるが、県はファミリーハウス「がじゅまるの家」

の状況を見ながら検討するとしていたが、どうなって

いるか。 

 (2)、盲養護老人ホームの設置は必要と考えるが、全

国及び本県の状況、県の取り組みを伺います。 

 次に、教育行政についてお尋ねします。 

 (1)、離島児童・生徒支援センター（仮称）の内容を

伺います。修学旅行や合宿、各種大会に参加のための

宿泊施設として利用できるようになっているか。 

 (2)、離島高校生修学支援について、年間15万円から

24万円に拡充され、関係者の皆さんから大変喜ばれて

います。しかし、補助対象から食費が省かれたため、

寮を利用している生徒は受給額が減少するというケー

スが生じています。経済的に余裕がない家庭が寮を利

用していることを考えると矛盾していると思うが、対

応を伺います。 

 (3)、私学助成について、関係者から経常費助成費等

を財源措置同等額以上の助成とするよう要請がある

が、県の対応を伺います。過去３年間、都道府県比較

で助成額の順位が低下しているが、理由をお間かせく

ださい。 

 以上、質問を終わりますが、答弁によっては再質問

を行います。 

○議長（喜納昌春君） ただいまの上原章君の質問及

び質疑に対する答弁は、時間の都合上休憩後に回した

いと思います。 

 20分間休憩いたします。 

   午後３時４分休憩 

   午後３時28分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 休憩前の上原章君の質問及び質疑に対する答弁を願

います。 

 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君）上原章議員の御質問に答弁を

いたします。 

 まず第１に、観光振興についての御質問の中で、通

訳案内士の拡充についての御質問に答弁をいたしま

す。 

 沖縄県では、沖縄21世紀ビジョン実施計画に掲げる

入域外国人観光客数200万人に対応するため、全国的

な通訳案内士制度に加えて、平成24年度に沖縄独自の

制度であります沖縄特例通訳案内士制度を創設し、通

訳案内士の養成に取り組んでおります。 

 次に、雇用対策についての御質問の中で、正規雇用

拡大に向けた経済６団体への要請の反応と取り組み、

効果についての御質問にお答えいたします。 

 沖縄県では、経済６団体に対し、若年者の正規雇用

枠の拡大などにつきまして協力要請を行ったところ、

一人でも多くの正規雇用に向けて努力するとの前向き

な発言をいただいております。また、正規雇用の機会

拡大を図るため、求人と求職者のミスマッチを解消す

る、若年者ジョブトレーニング事業や県内各地域にお

いて、合同企業面接会の開催等を行っているところで

ございます。 

 沖縄県といたしましては、今後とも国や経済団体等

と連携し、正規雇用の拡大に努めてまいる所存でござ

います。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 農林水産業の振興に関する

御質問の中で、日台漁業取り決めの見直しについてお

答えをしたいと思います。 

 県では、本年５月10日に発効した日台漁業取り決め

について、漁業者の意見を踏まえ、水域の一部を撤廃

するよう、取り決めの見直しを求めているところであ
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ります。しかしながら、取り決めの見直しが行われな

い状況が続くと、本県漁業者の権益及び安全操業が確

保できなくなることが懸念されます。このため、操業

ルールなど今後の対応を協議するため、漁業協同組合

や漁業者の代表及び県で構成する「沖縄県日台・日中

漁業問題対策等漁業者協議会」を本年８月に発足させ

たところであります。 

 当該協議会では、引き続き国に対し、一部水域の撤

廃等、見直しを要求するとともに、操業ルールの策定

を早急に進めていくことが決定されたところでありま

す。 

 県としましては、今後とも当該協議会の意向を踏ま

え、漁業団体等と連携し、国に対して取り決めの見直

しと台湾側との交渉を進めるよう求めてまいります。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 雇用対策についての御質問

の中で、基地従業員の労働環境の実態についてお答え

いたします。 

 基地従業員は、国が雇用し米軍が使用する、いわゆ

る間接雇用の形態をとっており、労務管理者としての

責任は、雇用主である国にあることから、労働環境等

については、国において適正に対応がなされるべきも

のであると認識しております。 

 県としましては、米軍基地従業員の労働環境は重要

な問題と認識しており、今後とも関係機関等と連携

し、情報収集に努めてまいりたいと考えております。 

 次に、土木行政についての御質問の中で、新労務単

価の適用状況等についてお答えいたします。 

 県における本年度の公共工事設計労務単価は、昨年

度に比べ平均12.3％上昇しており、各発注機関におい

ては、新単価による工事の発注に取り組んでいるとこ

ろであります。 

 また、下請等の労務単価の実態調査については、毎

年、国と連携しながら「公共事業労務費調査」を実施

しております。その中で、元請業者を初め、下請、孫

請業者等の工事に従事する全業種の建設労働者の賃金

の実態について調査を行い、翌年度の「公共工事設計

労務単価」に反映させていきたいと考えております。 

 福祉行政についての御質問の中で、盲養護老人ホー

ムの設置状況等についてお答えいたします。 

 盲養護老人ホームとは、経済的理由等により、居宅

において養護が困難な高齢者を入所対象とする養護老

人ホームのうち、視覚または聴覚に障害のある入所者

が入所定員の７割を超えるものを言い、全国43都道府

県に49施設設置されております。 

 本県には、養護老人ホームが６施設設置されており

ますが、盲養護老人ホームは設置されておりません。 

 盲養護老人ホームについては、今後、関係者の意見

聴取や市町村を通してニーズ調査等を行い、対応を検

討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 湧川盛順君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 観光振興に

関する御質問の中の、「沖縄県ボランティア通訳友の

会」の取り組み、県の評価についてお答えいたしま

す。 

 「沖縄県ボランティア通訳友の会」は、主に大型ク

ルーズ船来港時における観光案内所での通訳、首里城

祭、那覇マラソン、沖縄国際映画祭等における通訳な

ど、公的機関の実施する業務の支援を行っておりま

す。 

 同友の会の活動につきましては、外国人観光客に対

する受け入れ体制の充実に寄与するものと高く評価し

ております。 

 次に、外国人観光客に対応した総合観光案内所の設

置についてお答えいたします。 

 沖縄観光コンベンションビューローが設置している

那覇空港国内線及び国際線ターミナルビル内の観光案

内所は、英語、中国語、韓国語の多言語に対応できる

体制となっており、県ではその事業費に対し助成を

行っております。また、国際通りでは、那覇市観光協

会が観光案内所を設置し、多言語に対応可能なスタッ

フを配置しております。 

 県としましては、増加が見込まれる外国人観光客へ

の情報提供や案内機能を強化するためには、既存の観

光案内所や多言語ウエブサイト、多言語コールセン

ター等が連携していく仕組みが重要であると考えてお

り、総合観光案内所の設置については、これらの取り

組みの中で検討していきたいと考えております。 

 次に、与那国町の海底遺跡の観光活用についてお答

えいたします。 

 与那国町に確認したところ、イギリスの放送局がド

キュメンタリー番組作成のため、いわゆる「与那国海

底遺跡」を取材したとのことであり、同町において

は、今後、これとほかの地域資源を連携させ、観光資

源として活用していきたいとのことでありました。 

 県においては、市町村等による地域資源を活用した

観光メニューの開発等への助成やアドバイザー派遣等

を行っており、今後、町へ当該事業についての情報提
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供や助言を行うなど、活用促進に向けて支援していき

たいと考えております。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 観光振興についての

御質問の中で、外国人観光客への医療支援についてお

答えいたします。 

 外国人観光客への医療支援につきましては、これま

で県内の各医療機関で対応しているところでありま

す。引き続き、医師会等関係団体と連携し、医療提供

体制を確保してまいります。 

 また、現在、県民を対象に医療機関の情報を提供す

る仕組みとして「うちなぁ医療ネット」を創設してお

りますが、今後、外国人観光客数の状況を踏まえて、

多言語による対応を検討してまいりたいと考えており

ます。 

 次に、福祉行政についての御質問の中で、離島、遠

隔地の患者等への宿泊支援についてお答えいたしま

す。 

 ファミリーハウス「がじゅまるの家」の利用実績に

つきましては、平成24年度で71.9％となっており、引

き続き利用の促進を進めてまいります。 

 また、患者等が既存のホテルを活用し、割引による

宿泊が可能となるよう、沖縄県ホテル旅館業生活衛生

同業組合との支援協定を締結する方向で検討している

ところであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 観光振興についての御

質問の中の、那覇空港の警備体制、危機管理について

お答えいたします。 

 まず、空港については、国土交通省那覇空港事務所

において、国や国際民間航空機関で定められた関係法

令等にのっとった警備体制及び危機管理体制がとられ

ているとのことであります。 

 旅客ターミナルビルについては、施設を管理する那

覇空港ビルディング株式会社において警備会社に委託

を行い、ボディーチェック等の保安警備及びビル巡回

等の施設警備を行っているとのことであります。 

 また、危機管理体制については、危機発生時の旅客

等の保護、避難及び救護並びに施設の保全を目的とし

た危機管理対策要綱を作成し、年に１回ないし２回、

火災、地震、津波、不審者等への対策として実施訓練

を行っているとのことであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

   〔警察本部長 笠原俊彦君登壇〕 

○警察本部長（笠原俊彦君） 観光振興に関する御質

問の中で、那覇空港における警備に対する県警察のか

かわりについてお答えをいたします。 

 県警察におきましては、那覇空港における不法事案

の発生を防止するため、同空港に警備派出所を設置

し、警戒を行っているほか、情勢に応じ必要な人数の

警察官を配置し、警戒警備を実施しております。 

 また、危機管理に関する会議の開催等を通じ、入

管、那覇空港事務所等の関係機関との間で情報共有を

初めとする連携の強化に努めております。 

 さらに、関係機関とも連携の上、不法侵入や航空機

事故の発生に備えた訓練を実施し、事案発生時におけ

る対処能力の向上を図っております。 

 県警察といたしましては、今後ともこれらの諸対策

を推進し、那覇空港の警備に万全を期してまいりたい

と考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） 農林水産業の振興に

ついての御質問の中で、南大東島における貯水池漏水

改修の対応についてお答えいたします。 

 南大東島等の離島地域においては、畑面集水型貯水

池が農業用水確保の重要な施設となっております。し

かしながら、そのような地域の中には基盤が均一でな

い特殊な石灰岩地帯があり、一部の貯水池においては

不等沈下により漏水が起こっております。 

 県としましては、そのような石灰岩地帯に適合した

貯水池建設の指針を策定するため、学識経験者を交え

た委員会を平成24年度に設置し、調査検討を行ってい

るところであります。 

 南大東島の対象となっている２カ所の貯水池につき

ましては、平成24年度に調査を終え、現在、改修工事

を実施しているところであり、年内には工事を完了す

る予定であります。 

 次に、漁船衝突事故に対する県の対応についてお答

えいたします。 

 去る９月12日に、台湾漁船が八重山漁協所属の漁船

に衝突したことは、本県漁業者に大きな不安を与えて

おりますが、損傷した八重山の漁船の修理については

全額、漁船保険が適用されると聞いております。 

 今回の漁船衝突事故について、農林水産大臣は、操

業していない日本漁船への衝突事故であり、操業ルー
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ルとの直接の関係性はないと発言しております。 

 しかしながら、日台漁業取り決めにより、台湾漁船

の操業が増加したことが背景となっているとの漁業者

等の意見も踏まえ、県としましては、国に対し、操業

ルールの一環として、緊急時の対応が適切に行える体

制づくりを求めていきたいと考えております。 

 次に、取り決め適用水域の巡視についてお答えいた

します。 

 取り決め適用水域における台湾漁船の操業状況等に

つきましては、水産庁や本県漁業者から情報収集して

おりますが、情報が不足しているところであります。 

 このため、今回の操業実態調査は、今後、操業ルー

ルの協議を進めるための情報として、必要なデータの

収集を行うことを目的としております。 

 今年度は、マグロ漁業等の時期に合わせ、10月、12

月及び来年３月に実施する予定であり、来年の漁期に

向けてデータ収集を図っていく必要があると考えてお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 雇用対策についてと

いう御質問の中の、劣悪な雇用環境で働く労働者の相

談窓口についてという御質問にお答えをいたします。 

 厚生労働省では、過重労働や賃金不払い残業などの

若者の「使い捨て」が疑われる企業等が社会で大きな

問題となっていることを受けて、９月に集中的に監督

指導等を実施することとしております。９月１日に、

若者の「使い捨て」が疑われる企業等に関する無料電

話相談を全国一斉に実施し、９月２日以降も沖縄労働

局や労働基準監督署等にある総合労働相談コーナーや

新卒応援ハローワーク等において情報や相談を受け付

け、労働基準法違反が疑われる企業等については、監

督指導を実施することとしております。 

 県といたしましても、労使双方に対する労働関係法

令の周知や情報の提供及び労働相談等の施策に努めて

まいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 土木行政について

の御質問の中で、県営住宅の老朽化の現状と対策につ

いてお答えいたします。 

 県営住宅については、築30年以上経過した団地等で

特に老朽化が進んでおります。このため、県では平成

22年度に策定した「沖縄県公営住宅ストック総合活用

計画」に基づき、計画的な建てかえを行っているとこ

ろであります。 

 また、県営住宅の修繕については定期的に実態調査

を行い、危険性のある箇所については速やかな修繕に

努めているところであります。さらに、建物ごとの劣

化状況を記録したデータベースや維持管理マニュアル

を作成しているところであります。 

 同じく土木行政についての御質問の中で、県営団地

自治会の運営及び共益費についてお答えいたします。 

 県営住宅の団地自治会は、敷地内の清掃、共益費の

徴収等、快適な環境の維持管理等を行う重要な組織で

あると認識しております。 

 しかし、一部団地において共益費の未納があること

は承知しており、そのため、県としては、各自治会を

支援するため、未納世帯への文書送付や、同居承認や

退去時等に共益費完納書を提出させているところであ

ります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） それでは教育行政につい

ての御質問で、離島児童・生徒支援センター（仮称）

の内容についてお答えいたします。 

 県教育委員会では、離島における教育の機会均等及

び定住条件の改善を図る観点から、延べ床面積約3200

平方メートル、寮室や交流室、食堂等を整備し、120

名の高校生を受け入れる計画で、離島児童・生徒支援

センターの整備を進めております。 

 宿泊につきましては、寮生の生活リズムなど、適正

な教育環境を確保することが重要であることから、寮

生以外の宿泊は制限することとしておりますが、急病

等の緊急時には保護者が宿泊できるよう配慮したいと

考えております。 

 なお、修学旅行や各種大会等派遣時には、交流室を

ミーティングや交流、研修等の場として積極的に活用

していただきたいと考えております。 

 次に、離島高校生修学支援事業についてお答えいた

します。 

 同事業は高校未設置離島の高校生の経済的負担の軽

減を図るため、当該市町村において国及び県からの補

助を受け、昨年度から実施しているものです。 

 御指摘の食費につきましては、離島の高校生に限ら

ず島内外全ての高校生がひとしく負担する必要経費で

あることから、国との調整の中で補助の対象外となっ

ておりますが、これまでの実績等を踏まえ、制度運用

上の改善が必要だと考えております。 
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 県教育委員会としましては、関係市町村と連携し、

意見交換を行いつつ、支援の拡充について国へ要望し

てまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 小橋川健二君登壇〕 

○総務部長（小橋川健二君） 教育行政についての中

で、私学助成についてお答えいたします。 

 県の私学助成の予算における生徒１人当たり単価

は、前年度の国庫補助金の実績額と地方交付税の措置

額の合計額を目安に計上しているところでございま

す。 

 このうち、国庫補助金が毎年一定割合で圧縮がかけ

られていることから、予算上の生徒１人当たりの単価

が低下しているところであります。 

 一方、学校法人への実際の交付に際しては、当該年

度に交付決定のあった国庫補助金及び地方財政措置さ

れた地方交付税の全額を措置しております。 

 県としましては、今後とも私学関係団体と連携しな

がら、そして、財源の確保にも努めながら、私立学校

の振興に努めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○上原  章君 休憩。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時56分休憩 

   午後３時59分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 上原 章君。 

○上原  章君 御答弁ありがとうございました。 

 再質問させていただきます。 

 離島高校生の修学支援事業、今回、食費が省かれた

ということですけれども、今回このケースは、例えば

月２万5000円のうちの２万円が食費なんですよ。5000

円が宿舎代になるわけですけれども、この２万円が省

かれて、この家庭は24万、１年間払わないといけない

と。１年目はこれをこの制度で使えたわけですけれど

も、それから、私ちょっと国のほうに確認したら、寮

の場合、あえてこの管理費と寮費を分ける指示は出し

た覚えはないと。県がいろんな監査の対応ということ

で、食べるのは本島も一緒だということだと思います

けれども、今、二重に生活している方々が家から高校

に通っている方々と同じ、食べるのは負担は一緒です

というのは誰も思いませんよ。大変な中で二重生活を

して、子供を学校へ行かせているわけなんで、百歩

譲って食費にどうしてもこだわるなら私は食材だけに

絞ってもう一度調査をして、本来、賄い人さんとか食

費をやるためにも管理いろいろあると思うんで、この

辺は少しでも支援をする知恵を出すべきじゃないかと

思うんですが、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 上原議員の御指摘のとお

りです。 

 私たちも本当に食費は省きたくないんですけれど

も、御承知のように、これ去年平成24年度から開始し

た事業ではあるんですけれども、去年は入ったんです

ね、食費が。ところが、国とのいろんな調整の中で、

食費というのが明確に分けられるんだったらこれ分け

るべきだという、そういう指導があったというのは私

は聞いてるんですよ。こうした中で、平成25年度、こ

ういう形で走ってしまったんですけれども、ただ、議

員がおっしゃるように食材とか、これ二、三日前に議

員からあったということで、我々はもちろんそれなら

当然そうすべきだということで、今、確認の途中なん

ですけれども、この明言がまだ得られない状況でし

て、当然これについては調整して食材は分けられるの

か、ひょっとしたら食費も含めてできるんじゃないか

という話も聞いていますので、もっとこれ確認、調整

させてください。そして、ぜひ前向きに対応していき

たいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 上原 章君。 

○上原  章君 ぜひ知恵を出して、この一つ一つの

制度をどうにかして使ってもらおうというところから

頑張っていただきたい。ましてや、高校のない離島か

ら、親御さんも高校の行事に飛行機やまた船で行く。

そういったのも私は該当してもいいんじゃないかなと

思うが、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 例えば、両親が出てくる

ときの旅費とかそれも検討させていただきたいと思う

んですけれども、これもちょっと最初はできるような

ニュアンスで聞いていたんですけれども、ちょっとま

たこれもわからなくて、これも調整させていただきた

いと思います。 

○議長（喜納昌春君） 上原 章君。 

○上原  章君 団地の件で、部長、先ほど共益費

を、私もちょっといろいろ那覇市、いろんな自治会長

さんから言われまして、非常に苦労しています。団地

の中では２割近く回収してない。共益費を払えない事

情のある高齢者とか低所得者は配慮してあげているそ

うですけれども、しっかりこの取り組みは県がやらな

くちゃいけないのかなと思うんですが、那覇市は19あ

る団地自治会で、18が家賃と一緒に市が共益費を徴収
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しているんですよ。その収支を市で受けて、その後団

地の運営費にしっかり役立ててもらっていると、その

辺どうですか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） まず、現在の実態

をちょっと申し上げますと、那覇市の話が出ましたの

で、本島地区の共益費のまず未納率ですけれども、こ

れはなべて言いますと、約10％ぐらいと、１割ぐらい

が未納だということでございます。 

 それで県としましては、自治会を支援するというこ

とで、先ほどちょっと答弁でも申し上げましたけれど

も、未納の滞納者の方々に納入の催促の通知を行って

おりますし、また、駐車場を契約する際にも共益費に

ついてちゃんと完納しているかどうかということを条

件としております。また、退去時の敷金の返還につい

ても、この共益費の話を出しておりますし、その都

度、この共益費についてはきちんと支払っているかど

うかということを支援をしているつもりです。 

 ただ、今、議員がおっしゃられたように、家賃と一

緒に県のほうで徴収するというところまではまだ行っ

ておりません。ただ、市のほうでそういうことを行っ

ているということは以前から伺っておりましたので、

もう少しその辺は研究させていただきたいと思いま

す。 

○議長（喜納昌春君） 上原 章君。 

○上原  章君 那覇市が先進的にやっていますの

で、ぜひ確認していただいて、県が積極的に共益費に

もかかわることは、本来、県行政がやる運営管理を団

地自治会の皆さんにやっていただいているわけですか

ら、よろしくお願いします。今後、また確認したいと

思います。 

 それから、盲養護老人ホームについてなんですけれ

ども、先ほど部長は関係者の皆さんとこれからいろい

ろ必要性を含めて確認をしたいと。 

 この盲養護老人ホームは、実はもう50年前以上から

全国で展開されていて、今、沖縄県を含め３県はない

らしいんですけれども、1961年に奈良県からスタート

して本当に目の不自由な方々の自立を目指しての大事

な私は施設だなと思っています。何で今まで県でこう

いった議論がなかったのか、部長、見解を聞かせても

らえますか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） ニーズとかそういっ

たのが十分に把握できていなかったということで、今

まで対応ができていなかったということであります。 

○議長（喜納昌春君） 上原 章君。 

○上原  章君 手帳をお持ちの目の不自由な方々が

5000人余り県内にいらっしゃるという数字いただきま

したけれども、70歳以上の方が3000人。具体的な現状

はいろいろあるとは思うんですが、実は、私の身近に

も高齢者の御婦人がひとり、団地に住んでいて、将来

自分の老後が本当にどういう形で――両方お見えにな

らないんで、不安がっているわけですね。 

 何で沖縄県にそういった施設が本当にないのか。 

 本来、県民ひとしく安心して暮らせる沖縄県を目指

すからには、社会的に弱い方の声なき声を拾うのが私

は福祉行政だと思うんですけれども、最近、私も目を

ちょっと手術して半年近く眼科に通いました。毎日、

朝から多くの方々が目に関していろんな負担を持って

いるんだなと思いました。 

 知事、ぜひ沖縄県にこういった方々が本当に安心し

て暮らせる――僕は先進的な滋賀県の施設の資料も

ちょっと読んだんです。本当にこの方々、先ほど６つ

の養護施設が沖縄にもありますと言いますけれども、

あくまでも目の不自由な方々に合わせた養護老人ホー

ムが大事なんですよ。お互い個室で本当に安心して、

また、家族も時々会いに来てガイドヘルパーさんが、

今、施設を利用できるということで散歩行ったり、

ショッピング行ったり、本当にそういった環境ができ

ているんです。部屋でひとりこもる、そんな人生、老

後は私はないようにしていただきたいと思いますが、

知事いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） 今、議員から話がありまし

た、3000人もそういうふうな方がいらっしゃるという

話で、やっぱりひとしくそういうケアを受ける環境を

つくっていかなきゃいけないというふうに思っており

ます。 

 そういう意味では、先ほど部長のほうからも話もあ

りましたけれども、ここのところはしっかり今の話を

受けとめてまた検討していきたいというふうに思いま

す。 

○議長（喜納昌春君） 上原 章君。 

○上原  章君 よろしくお願いします。 

 あと、先ほど私学の支援で、財政措置しっかりそれ

は確保しておりますという答弁でしたけれども、私こ

れ２月にも取り上げましたけれども、この財政措置で

しっかりできるということで、特に関係者の皆さんか

らは子供の健康診断、これを公立も私立も分け隔てな

く支援をお願いしたいと来ておりました。２月には健

康診断費はそういう財政措置がございますと言ってい

ましたけれども、今、年々国の財政措置は落ち込んで
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いることを考えると、しっかり健康診断費も支援する

必要があると思うんですが、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

○総務部長（小橋川健二君） 学校における健康診断

については、学校教育法それから学校保健安全法にお

いて学校の設置者が実施しなければならないというふ

うになっております。ただ、現実のその費用負担につ

いては法令上、特に定めがないということから、設置

者が負担をしたり、あるいはその保護者に徴収をした

りというようなことのようでございます。県内の学校

の多くで保護者の負担になっているということも承知

をしております。それで、県としましては、児童生徒

の健康診断の重要性というのはしっかりと認識してい

るつもりでございます。 

 それからもう一つ、公立学校の子供たちの負担の関

係で言いますと、その関係も踏まえまして、それから

もう一つ先ほど御質問のありました運営費の補助金と

の関係ですね、そこら辺も整合を図りながらぜひとも

前向きに私どもも検討させていただきたいというふう

に思っております。 

○議長（喜納昌春君） 上原 章君。 

○上原  章君 よろしくお願いします。 

 あと、先ほどの外国人の総合案内の件なんですが、

確かに今、那覇空港に国内も国外も一緒の案内所があ

ります。だけど、実は、外国の方々からインターネッ

トが使えるＷｉ－Ｆｉとか、それからカードが使える

ところはどこですかと聞きに行っても要を得られない

らしいんですよ。この外国人が沖縄に来て本当に求め

ているそういった案内所を、私は空港にもまた国際通

りにもつくるべきだと。先ほど、言語がわかる人を立

てていますと言われても、実際機能していないんです

という声があるんですが、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 今、空港案

内所とあわせて多言語のコールセンターも設置して、

空港にいなくても別の場所でも対応できるような仕組

みもとっているところでございます。まだまだ不足と

いうようであれば、それはまた那覇市とも連携しなが

ら今後の対応を考えたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 上原 章君。 

○上原  章君 干ばつの件なんですが、先ほど漏

水、これは県はいつわかっていましたか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時13分休憩 

   午後４時13分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） 幕上東３の２号とい

う貯水池があるわけなんですが、これについては、23

年12月に地元で漏水の疑いがあるという報告がありま

して、24年４月に完全に干上がった状況がございまし

た。それで24年５月に調査を開始いたしまして、今年

７月に工事を開始しているところでございます。 

 それから具志堅２号につきましては、これも23年11

月ごろに漏水の疑いがあるということで、24年10月に

改修工事の検討業務の発注をいたしまして、それから

25年２月に調査を開始し、本格調査に入りまして、今

回７月に工事の開始をしているところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 上原 章君。 

○上原  章君 部長、余りにも遅いなと思います。

それで、今回、新たに改修工事やっていますけれど

も、今はもとに戻すんですか、斜めの型にするんです

か、それとも直下型に直すんですか。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） 現状の斜めの遮水壁

があるわけなんですが、そこについては部分的に沈下

があるということがわかっておりまして、これは専門

の先生方も委員会の中で工事のあり方も一応検討して

いただきまして、工事のやり方を強化していくという

ことで、現在の遮蔽式のもので、やり方を転圧をきっ

ちりやっていくという手法を強化して取り組んでいる

ところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 上原 章君。 

○上原  章君 地元からは、また起きますよと、お

金を投じてこの形になったらまた起きますと。直下型

にしてほしいという声がありますが、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） 新しくこれから取り

組むものについては直下型で今取り組んでいるところ

でございますが、今回の貯水池につきましては、これ

は一旦つくったものでございます。それを全面的に今

度は直下型につくり直すということが事業効果上どう

かということも検討されておりまして、その中で遮蔽

式で強化していくという方法になったということでご

ざいます。 

○議長（喜納昌春君） 上原 章君。 

○上原  章君 時間がないんで、最後に高良副知

事、日台漁業、一部水域を求める。あの一部水域とい

うのはどこを指していますか。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 沖縄の漁業者がずっと昨年

から政府に要求してきたのは、石垣の北のほうの水域
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とそれから久米島の西だというふうに理解しています

が。 

○議長（喜納昌春君） 上原 章君。 

○上原  章君 来年もマグロ漁がまた解禁されま

す。ぜひこの２カ所はもう最低でももとに戻してもら

わないと。これはぜひ実現する最後の決意、聞かせて

いただけますか。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 漁業者は当然ですけれど

も、県としてもその一部水域を見直してくれというふ

うなことについては一貫してこれは主張し続けます。

ただ問題は、そのことも含めて台湾の漁業者と沖縄の

漁業者と両方で、漁業者同士お互いの要求といいます

か、希望といいますか、主張というものを出し合う

と、その議論の過程に我々県も含めて懸命にこれを支

えていくという関係になると思います。 

○議長（喜納昌春君） 上原 章君。 

○上原  章君 漁業者同士任せても、無理がありま

す。 

 日本国の外交及び農林水産その思いをしっかりつな

いでいただきたいと思います。 

 終わります。 

○議長（喜納昌春君） 田 勝廣君。 

   〔 田 勝廣君登壇〕 

○ 田 勝廣君 ナーミタ イチュカラ ブンカジン

ナッタラワカランスガ しまくとぅばッチ ムル ア

ビーグトゥ ワーン チンクトゥバッチ アビヤビー

グトゥ ナーミタン ユルチウタビミソーリー スー

エービンヨー ナマカラ クリカラヌ ウチナー 

チャースガーニイチ シチャビークトゥ マタ 県ヌ 

 ナーミタン ミースク マタ……、 ダーヒャー 

ワシティ ムルカチ ワカイネーチェイエビーンヨー 

カタティウタビミソーリ。 

 １、沖縄振興策と県財政について。 

 (1)、沖縄21世紀ビジョン基本計画で示した主な取り

組みと課題ごとの施策について、ＰＤＣＡによる検証

結果を今後の施策にどう生かすか伺います。 

 (2)、県の財政収支の見通しと沖縄21世紀ビジョン基

本計画の実施に向けての課題について伺います。 

 ２、立入検査等の報告について。 

 (1)、決算書は理事会に諮る前に監事の監査を経てい

たか。 

 (2)、県に提出された監事監査報告書には、監査の方

法の概要として――これは監事の言葉ですね――「私

は、理事会その他の重要な会議に出席するほか、理事

等からその職務の執行状況を聴取し、重要な決裁書類

等を閲覧し本部及び主要な施設において業務及び財産

の状況を調査し、事業報告を求めました。また、事業

報告書並びに会計簿等の調査を行い、決算書類すなわ

ち財産目録、貸借対照表及び損益計算書の監査を実施

しました。」と報告しているが、報告どおり施行され

たか。 

 (3)、債権債務の状況について。 

 ア、借入金は事業運営上の必要によりなされたもの

であるか。 

 イ、借入金は理事会の議決を経て行われているか。 

 ウ、借入金は全て証書で行われているか。 

 エ、理事長が代表取締役を務めるＡ会社へ１億円、

Ｂ会社へ1900万円等資金の貸し出しの有無について報

告されたい。また、貸し出し年月日と受取利息を明ら

かにされたい。 

 オ、仮払金、立てかえ金の有無について報告された

い。 

 カ、不動産の売買及び購入について、理事会の議決

を経てなされているか報告されたい。 

 (4)、県に提出された事業報告書等、また監査報告書

が理事会の議決を経て提出されたか報告されたい。 

 (5)、平成22年７月７日付で提出されたほくと会の役

員変更届は、理事会の議決をなされているか報告され

たい。 

 (6)、医療法人ほくと会の経営状況について。 

 ア、退職金等の未払い。 

 イ、取引業者（電気・ガスなど）、社会保険等、

国・県・市町村等税金の滞納及び遅払い、賃借料の遅

払い及び未払いの有無について報告されたい。 

 ３、知事の監督について。 

 (1)、医療法第63条、第64条に基づいて今後の指導方

針を伺います。 

 (2)、医療法に抵触している事業が見られるが、今後

の対策を伺います。 

 ４、私文書偽造罪（159条）について。 

 (1)、私文書偽造罪の構成要件について伺います。 

 ５、背任罪（247条）について。 

 (1)、背任罪の構成要件について伺います。 

 ６、ゲートボールとグラウンドゴルフの普及につい

て。 

 (1)、中高齢者の健康維持のために各地域でゲート

ボール、グラウンドゴルフが盛んに行われているが、

その実態と今後の対策について伺います。 

 (2)、小・中・高校生に対する普及振興についてどの

ような施策があるか伺います。 

 ７の我が会派の代表質問に関連しては削除いたしま
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す。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 田 勝廣議員の御質問に

答弁をいたします。 

 ゲートボールとグラウンドゴルフの普及についての

御質問の中で、ゲートボールとグラウンドゴルフの実

態と小・中・高生への普及振興についてという御趣旨

の御質問に答弁をいたします。６の(1)と６の(2)は関連

いたしておりますので、恐縮ですが一括して答弁をい

たします。 

 ゲートボールやグラウンドゴルフは、子供からお年

寄りまで多世代が気軽に楽しく交流できるスポーツで

あります。各種イベントにおいて広く実施されている

ところでもあります。小・中・高生につきましては、

市町村及び自治会が３世代交流大会や親子大会を実施

する中で参加を促しているところでございます。 

 沖縄県といたしましては、スポーツを通じた世代間

交流による地域の活性化や住民の健康増進を図る観点

から、関係機関と連携し取り組んでまいりたいと考え

ております。  

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 沖縄振興策と県財政につい

ての御質問の中で、ＰＤＣＡの検証結果等についてお

答えいたします。 

 沖縄県は、沖縄21世紀ビジョン基本計画の着実な推

進を図るためＰＤＣＡを実施し、施策の評価にとどま

らず、毎年度、検証や改善結果を継続的に取り組みに

反映させることとしております。平成24年度に実施し

た各取り組みの推進状況については、84.3％が順調と

されております。 

 沖縄県としては、ＰＤＣＡの検証結果を踏まえ、見

直しや改善を図ることにより、さらに効果的・効率的

な施策展開につなげてまいりたいと考えております。  

 次に、財政収支の見通しと沖縄21世紀ビジョン基本

計画の着実な実施についてお答えします。 

 ことし６月に公表した今後の財政収支の見通しで

は、今後４年間で433億円程度の収支不足が生ずるも

のと見込んでおります。 

 沖縄県としては、県税の徴収強化や新たな自主財源

の確保、事務事業や県単補助金の見直しなどに取り組

むとともに、税源の涵養を図る観点から産業振興施策

に積極的に取り組むなど、持続力ある財政基盤の確立

に努めてまいります。また、ＰＤＣＡの検証結果を次

年度の予算に反映し、さらなる効果的・効率的な施策

展開につなげ、沖縄21世紀ビジョン基本計画の着実な

推進を図ってまいります。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 立入検査等の報告に

ついての御質問の中で、監事の監査及び監査報告書に

ついてお答えいたします。２の(1)及び２(2)については

関連しますので一括してお答えいたします。 

 医療法人ほくと会に対しては、医療法に基づき業務

状況の報告、当時の監事に対する聴取及び立入調査を

行ってまいりました。現在、監査の状況も含めて調査

を継続中でありますので、その内容についてお答えす

ることは適当でないと考えております。  

 次に、借入金、借入金に係る議決の有無等及び仮払

金等並びに不動産取引についてお答えいたします。２

の(3)アから２の(3)カまでについては関連しますので一

括してお答えいたします。 

 現在、立入調査等の内容も含めて法人の債権債務に

ついて調査を継続中でありますので、その内容につい

てお答えすることは適当ではないと考えております。 

 次に、報告済みの事業報告書等及び監査報告書に係

る理事会決議についてお答えいたします。 

 事業報告書等に含まれている財産目録等の決算書類

については、法人の定款に基づき社員総会での決議を

得ることが必要とされております。また、監査報告書

は、医療法の規定により社員総会に提出することと

なっております。現在、法人における手続の状況につ

きましては調査を継続中でありますので、その内容に

ついてお答えすることは適当でないと考えておりま

す。  

 次に、役員変更届についてお答えいたします。 

 医療法人の役員は、社員総会において選任されるこ

ととなっております。現在、法人における手続の状況

につきましては調査中ですので、その内容についてお

答えすることは適当でないと考えております。  

 次に、退職金等、賃借料等の支払い及び社会保険

料、税の納付についてお答えいたします。２の(6)ア及

び２の(6)イは関連しますので一括してお答えいたしま

す。 

 現在、立入調査等の内容も含め未払い及び遅払いの

状況について調査を継続中ですので、その内容につい

てお答えすることは適当でないと考えております。  
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 次に、知事の監督についての御質問の中で、医療法

第63条及び第64条に基づく対応についてお答えいたし

ます。 

 医療法人ほくと会に対しては、医療法第63条に基づ

き業務状況の報告、聴取及び立入調査を行い、現在調

査を継続しているところであります。医療法第64条に

基づく対応につきましては、現在調査中ですのでお答

えすることは適当でないと考えております。  

 次に、医療法違反への対応についてお答えいたしま

す。 

 医療法人が行うことができる業務、事業について

は、定款で定めなければならないこととされていま

す。事業内容につきましては、現在調査中ですのでお

答えすることは適当ではないと考えております。 

 次に、私文書偽造罪についての御質問の中で、私文

書偽造罪及び背任罪の構成要件についてお答えいたし

ます。４の(1)及び５の(1)は関連しますので一括してお

答えいたします。 

 刑法の構成要件については、お答えする立場にあり

ません。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 田 勝廣君。 

○ 田 勝廣君 医療法人ほくと会については、もう

ちょっと後で質問しますから。 

 財政収支見通しと、県の今後の経済運営について

ちょっと質問しますけれども、１つはこういうことだ

と思う。皆さん、今後の財政収支の見通しという中

で、県の資料、例えば平成14年、16年、18年、20年、

23年、24年と、バックナンバーいわゆる中期経済見通

し、それから分析をすると、平成20年度から23年まで

の４年間推計とか、平成23年度から平成32年までの10

年間推計とか、それから平成24年度から平成33年度ま

での10年推計、そしてことしは平成26年度から平成29

年度までの４年推計と。そうすると、こういう書き方

をされると、中期経済見通しからずっと追っかけると

なかなかわからないところがある。だから少なくとも

そういう推計の出し方は余りおもしろくない。少なく

とも４年でやったら４年の推計をずっとやっぱりやっ

たほうが経済見通しとしてはよくわかる。 

 もう一つ、例えば平成26年度から平成29年度までの

４年推計と、その前の平成24年度から平成33年度まで

の10年推計、これと比べると、例えば財政収支不足が

平成26年度から平成29年度までが約155億、しかし平

成24年度から平成33年度までの10年推計を同じところ

に当てはめたら、これが341億財政収支不足になって

いるわけ、同じ年度で。だからこういう違いと、それ

からもう一つは自主財源、これは約39億円伸びている

わけ、これを計算すると。だから年間９億。これは

ちょっと低いような感じがする、僕の大体の推計から

すると低い感じがする。 

 そしてもう一つは社会保障、将来、社会保障がどう

なっていくかということで考えると、例えば平成26年

から平成35年の大体10年で1.7倍、これがまたいわゆ

る平成24年度から平成33年度までの推計については、

これが1.8倍になっている。社会保障はそんなに違う

ものじゃないと思うんだけれども、何でこんなに数字

の乖離があるかなと。そういうことをすると、余り皆

さんの見通しが信頼関係を失うんじゃないかなと思う

ものだから、この辺、副知事どう考えますか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時36分休憩 

   午後４時36分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） この２つの推計を並べて比

較をするとそういう数字の差が出て、少し違和感があ

るわけでございますけれども、それをつくっていくと

きの前提としてのいわゆる制度、とりわけ社会保障等

につきましては、この10年間で例えば福祉保健部はこ

の予算が500億から1000億ぐらいまで倍増しているわ

けです。それはどういうことかといいますと、単に少

子・高齢化というふうなことで県の関係の予算がふえ

たわけじゃなくて、制度改正の中でこれはどんどんど

んどん地方負担というのがふえてくる。それが継続的

に行われていく中で、我々がその時点その時点で捉え

ていく、現時点で捉えているものをトレンドで伸ばし

ていく、そこで差が出てくる、これが一つあります。 

 ただ、私もこれを実際につくった人間の一人なんで

すけれども、歳入歳出をそれぞれ見積もっていくとき

に、やっぱり歳出のほうはそれでもある程度堅めに見

積もることはできるんですよ。社会保障制度というの

は、一定のその制度が続くという前提であればトレン

ドを追っかけることができる。公債費もその当初の額

を前提にすれば追っかけることはできる。人件費も職

員の数というのは限られているからこれも追っかける

ことができる。難しいのは実は歳入でありまして、今

議員が言われますように、税は34億では少ないじゃな

いかと。それはいろんな見方ができるわけです。景気

が悪いときの直近の状況を見ながら先々を考えるとど

うしても小さくなってしまう。そういうふうな状況は

あるんですけれども、ただ、この収支計画そのもの全

体は、歳出の大きさというものを現時点での制度の中
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で、４年なり10年なりこれを見積もることはとても重

要です。歳入は交付税制度、毎年毎年やっぱり増減が

ありますので、どうしてもその部分がやっぱり収支差

という形で過大になったり、小さくなったり、そうい

うふうな傾向があるというふうなことをぜひ御理解を

いただきたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 田 勝廣君。 

○ 田 勝廣君 だから、財政不足が180億、例えば

340億近くから150億になっているわけだから、この違

いは大きいよね、これは倍だから。それから社会保障

だって1.7倍から1.8倍になっている。要するに、一番

最初に見積もったのが高くなって、後から計算したの

が低くなっているわけよ。この辺というのは計算がど

うなっているかというのは、僕らにはちょっと理解で

きないわけよ。その辺もちょっと説明してください。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） それこそその時点における

国等からの情報をとりながら、将来どういう形でそれ

が推移していくという、その時点での見直しが影響し

てきている分です。これは金額がとても大きいもので

すから、社会保障関係経費は非常に慎重に見積もらな

いと、収支全体に大きな影響を与える。そういう意味

では非常にその時点時点での制度というふうなものを

見ながら、その時点で一番妥当性のあるそういう見通

しをやっている、それがちょっと大きくぶれてくるこ

とがあるというふうなことでございます。 

○議長（喜納昌春君） 田 勝廣君。 

○ 田 勝廣君 この収支不足、なぜこういう186億

の差が出たか、ここは説明できますか。 

○副知事（川上好久君） ちょっと休憩お願いしま

す。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時40分休憩 

   午後４時41分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） この２つの推計を比較して

説明するのは非常にやりにくいんですけれども、例え

ば一つの例として、26年から29年までの見通しを考え

てみるときに、まずこの収支計算書をつくるときにま

ずベースになるのは歳出なんですよ。まず、人間はあ

る程度限られていますから、この定数削減をしてこの

計画の中ではこれぐらいの人件費、これは堅めに出て

きます。公債費も当初計画をつくれば裏負担でこれも

堅めに出てきます。難しいのは、いわゆる社会保障関

係経費、これはこの近年、毎年のように制度改正があ

るわけですね。しかし、それでも直近の制度を踏まえ

て、そのトレンドを見てこれをつくっていく。これで

全体の歳出の大体のベースが見えてきます。 

 問題は、この歳出の中で歳入が非常に見込みが難し

いわけです。国庫支出金が我々は今回、例えば2300億

確保いたしました。これは向こう４年間続くという前

提、毎年毎年これは3000億確保しているわけですか

ら、そういうふうな形である程度見られます。それか

ら、その裏負担としての県債は当然、計算で出てくる

わけですね。そして、県税もその時点から一定のトレ

ンドで引っ張っていく、そのふえた分の75％相当分は

交付税を取らんといかぬわけですけれども、問題はこ

の交付税がどのような形で動くかというのは非常に難

しいわけです。毎年、社会保障関係経費がどんどんど

んどんふえていく中で、その制度改正の中で交付税は

ふえたり減ったりしていきます。これでは、ひとつ一

定という形で置いているわけです。それが結果的には

平成29年度は150億の差として出てくる。このことが

前回つくった収支計画、その一番の大きな要因は社会

保障関係経費の金額と、それからそのときの交付税の

金額、ここがやっぱりこういうふうに伸ばしていくと

差として出てくると、そういうふうな形になっており

ます。 

○議長（喜納昌春君） 田 勝廣君。 

○ 田 勝廣君 それで差が出ている。それから国庫

支出金がふえた、これは財政的に伸びているわけだか

ら、実際に500億から600億ふえているわけだから。そ

の国庫支出金がふえたおかげでそういう収支不足が解

消されたんじゃないかというような感じが僕はするわ

けよね。 

 もう一つ、こういう計算をするときに、実際、自分

の見通しと実際どれぐらい入ったかと、こういうその

見通しをやったところに、ことしは幾ら幾らと書いた

ほうが、なお説得力があるんじゃないかと。これに見

通しだけ書いてそうやるもんだから、我々はずっとこ

う分析していくわけよね。そうすると、これが全然合

わなくなってくるから。だからその辺はやっぱり実際

はこれだけ使ったよ、だからこうなっていますという

ことをここにまた書いていただければなお説得力があ

るんじゃないかと。その辺、ちょっと今後のやり方と

してぜひそうやってもらいたいなと思う。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） ここは議員のおっしゃると

おり、前回10年スパンで余りにもこの動きが激しい中

で、これはやっぱり長過ぎるということで、今回は４

年で一応見積もりました。この４年でも随分増減は

－ 341 －



やっぱり出てまいりますので、そこは数字を入れ込み

ながら毎年毎年ローリングするぐらいの気持ちでやっ

ていきたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 田 勝廣君。 

○ 田 勝廣君 そういうことでぜひ頑張ってくださ

い。 

 福祉保健部長、私はじゃ、何をあなた方に質問すれ

ばいいのかね。みんなこれもだめ、これもだめと言わ

れたら、僕の質問通告はみんなだめだめだから、どう

いうことを質問すればいい。あなたに聞きたい。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） これは先ほど答弁で

もお答えいたしましたけれども、今調査中であります

ので、お答えすることは適当ではないというふうなこ

とで考えております。 

○議長（喜納昌春君） 田 勝廣君。 

○ 田 勝廣君 僕は、少なくとも６月の議会で質問

しましたよね。いわゆる皆さん監査とも会っているで

しょう。監査はどういうふうな形で皆さんに説明しま

したかと。監査は監査したんですかと。これはもう調

査以前の問題。 

 それからもう一つは、要するに皆さんのところに出

てきた事業報告書、これはもう過去のものよ。過去の

もので、これはそこに理事会を経てやっていましたか

と。これはイエスかノーかの世界よ。監事もイエスか

ノーの世界。少なくともその辺は答えてもらわない

と、僕はじゃどうすればいい。 

 例えば、これはマスコミにも載っているわけよね。

これはちょっと変だねと。それを積ん読してはそれを

読んで、やっぱり立入調査、立入検査についてこう

やったから、ここは回答出てくるんじゃないかな。皆

さんもそれを答弁しているわけだから、確認して報告

しますと。これをできませんとやったら、さあいつま

でにできるのと。イエスかノーかよ、これ。イエスか

ノーかよ。どうぞ。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 法人のほうからいろ

んな報告を受けまして、その報告を受けて、今法人に

対して調査をしているということであります。調査中

のことでありますので、中身についてはなかなか答え

にくいというふうに思います。 

○議長（喜納昌春君） 田 勝廣君。 

○ 田 勝廣君 だから、調査をということはこうい

うことよね。僕が６月の議会で質問したのは、今の監

査が監査してないという、僕は実際会っているから、

それについて皆さんも会ったでしょう監査人に、行っ

ているんだから。監査人と会って、監事と会ってその

ことについて監事に、簡単なことですよ、あなた監査

したねと。そうすると、監事の人が、新聞にも書いて

あるでしょう、やっていませんと。これを僕は確認す

るだけの話よ。どうぞ。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） これは、先ほどから

申し上げていますけれども、調査中ですので答えるこ

とはなかなかできないというふうに思います。 

○ 田 勝廣君 ちょっと休憩。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時48分休憩 

   午後４時49分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 田 勝廣君。 

○ 田 勝廣君 もう一度、今休憩でしゃべったか

ら、そういうことをなぜ言えないのかというだけの

話。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 今そういう調査をし

た職員が、どういうふうに答えましたとかいうふうな

ことについては、これは今話せるそういった状況では

ないというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 田 勝廣君。 

○ 田 勝廣君 話す状況じゃないとはどういうこ

と。もう一回説明して。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） お答えするのが適当

ではないということであります。 

○議長（喜納昌春君） 田 勝廣君。 

○ 田 勝廣君 適当でない判断は誰がするの。部長

さんがやるの、誰がやるの。適当ではないとはどうい

う意味。適当でないとはどういうことですか。そこに

影響があるから適当でないという意味なの。どういう

意味。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 調査中のことであっ

て、これが実際、正しいのか正しくないのかというよ

うなことを、今わかりませんので、全体の調査を実際

終えた上で、どうするかというようなことを判断する

というようなことになります。 

○議長（喜納昌春君） 田 勝廣君。 

○ 田 勝廣君 もちろん全てを調査した上で報告を

するということは理解をする。しかし、これはあくま

でも書面上であるとかいろんな関係があって出てきた

んであって、僕たちが一番問題にしているのは、監事
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が監査をしたかどうかと、この監事が監査したかどう

か。監査をしていなければ監査をしていない、これは

言うべきじゃないの、基本的には。そこから始まるん

じゃない、いろいろなことは。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） ですから、そういう

ことも含めて、調査を継続中ということであります。 

○議長（喜納昌春君） 田 勝廣君。 

○ 田 勝廣君 私たちは県議だよね。議会で、議会

人だよ、僕も。皆さんは執行部。しかも、例えばここ

に言う知事の監督責任とあるわけよ。これは医療法63

条、64条で、これはやっぱり厳しいよ、医療法では。

皆さんの権限が国から移譲されて、このいわゆる医療

法63条、64条の権限を持っているわけよ。63条のこの

知事の監督責任が、あなた方はこの議会でなぜそれが

言えないかと。皆さんたち、調査したわけだから。僕

も選ばれて県議になっているわけだから、それは質問

をして、６月に皆さんに質問をしたでしょう。皆さん

は答えたじゃない、調査してやりますと。もちろん立

入調査は評価する。しかし、今現段階で言えることは

何ね、みんな言えないんでしょう。僕たちはじゃ、地

元に帰ってどういうふうに説明するの。県は立入調査

をしたけれども何も言えなかったと、こういうことを

言うの、僕たちは。じゃ、僕は何のために仕事をして

いるんだよ。ちょっときついね、この言い方は。ごめ

んね。僕は何のために仕事をしているの、何のために

これをたくさん調査してきた。僕も大変なのよ、実際

のこと、調査するということは。 

 もう一つ、ちょっと話を変えて。今度は会計、いま

すよね、向こうに座っている会計の方、監査人です

か。この監査というのは、医療法人にとってもある意

味では……。監査はこの医療法人のいわゆるさまざま

な、何というか事業報告であるとか、貸借対照である

とか、非常に重要なものだと思うんですよね、沖縄県

にとっても。だから、会計責任者にちょっとその件に

ついてお伺いしたい。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時54分休憩 

   午後４時54分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 代表監査委員。 

○代表監査委員（知念建次君） ちょっと状況的に全

然承知していない事案でありますし、財政的援助団体

等については監査として監査対象でありますけれど

も、財政的援助団体に該当するかどうかということも

ちょっと今承知してございませんので、ちょっと答弁

する状況にございません。 

○議長（喜納昌春君） 田 勝廣君。 

○ 田 勝廣君 皆さんは、じゃ、大体いつごろ報告

できそうですか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 今調査中であります

けれども、この調査の結果がどのような結果になるの

かというふうなことはまだわかりませんので、それに

ついてはいつごろとかというふうなことは言うことが

できないです。 

○議長（喜納昌春君） 田 勝廣君。 

○ 田 勝廣君 いつごろ報告できるの。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 先ほど申し上げまし

たけれども、結果がどういう結果になるかによって

違ってきます。今回の医療法人のケースとは別に一般

的なことで申し上げますと、もし医療法に基づく調査

の結果で、法人への適正を確保する必要があるという

ふうに判断された場合は、行政指導を行う場合があり

ます。そのほか、業務改善命令などの行政処分を行う

場合があります。これは一般的にこういう流れになっ

てきます。 

○議長（喜納昌春君） 田 勝廣君。 

○ 田 勝廣君 会計監査は、監事は、監事になって

から一回も会計監査をしたことがないと言っているわ

けね。それともう一つ、理事長がいわゆる自分の関連

会社に１億円融資したとか、それもちゃんといろいろ

調べていればわかると思うけれども。もう一つ、僕が

一番問題にしているのは、問題というか、要するに医

療法人と個人病院との感覚が失われているんじゃない

のかという感じはするわけですね、この病院経営を見

ていて。それはそれとしていいんだけれども、皆さん

は要するに監事が監査してない。であるならば、その

次の監査をどういう形でやるのかと、どういうふうに

その病院に監査を入れるか。僕は、ある意味では、公

認会計士を監査に入れたらどうかと、今まで一回も入

れたことがないんだから。それは皆さんが指導できる

かどうか、ちょっと伺ってみたい。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時57分休憩 

   午後４時59分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 法人を指導する際

に、適正に監査をできる人を配置してくださいという
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ふうな指導は可能であります。 

○議長（喜納昌春君） 田 勝廣君。 

○ 田 勝廣君 ちょっと休憩しましょうね。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時59分休憩 

   午後４時59分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 田 勝廣君。 

○ 田 勝廣君 部長、医療法における過料とあるよ

ね、過料。過料を科すと。その過料を科すということ

はどういうことなの。ちょっと説明してくれる。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 過料ですか。 

○ 田 勝廣君 過料、過料。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時０分休憩 

   午後５時０分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） この医療法で規定さ

れている過料ですけれども、過料とは、秩序罰の手続

というふうなことであります。医療法で言うところの

この過料は、過ぎるです。刑罰ではありませんので、

刑事訴訟法の手続はとられません。 

○議長（喜納昌春君） 田 勝廣君。 

○ 田 勝廣君 これは大体何条に書いてあるんです

か。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） ちょっと休憩お願い

します。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時０分休憩 

   午後５時１分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 医療法の76条であり

ます。 

○議長（喜納昌春君） 田 勝廣君。 

○ 田 勝廣君 医療法76条は、どういうことで過料

を科すと書いてありますか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 医療法76条ですけれ

ども、「次の各号のいずれかに該当する場合において

は、医療法人の理事、監事又は清算人は、これを20万

円以下の過料に処する。ただし、その行為について刑

を科すべきときは、この限りでない。」ということ

で、項目が幾つかあります。 

○議長（喜納昌春君） 田 勝廣君。 

○ 田 勝廣君 ちょっとその項目を挙げてくださ

い。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 10項目あって、その

うちの……。 

○ 田 勝廣君 重要なもの。これ関連するからね。

どうぞ。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 関連する部分だけ述

べたいと思います。 

 「第50条第３項又は第52条第１項の規定に違反し

て、届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。」が該

当するということです。 

○議長（喜納昌春君） 田 勝廣君。 

○ 田 勝廣君 その51条の２、これをちょっと説明

してくれますか。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） ちょっと休憩お願い

します。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時２分休憩 

   午後５時３分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 51条の２は、「理事

は、事業報告書等を監事に提出しなければならな

い。」ということです。 

○議長（喜納昌春君） 田 勝廣君。 

○ 田 勝廣君 ある意味ではこれは軽微、いわゆる

医療法上の過料だから、こういうふうになるわけよ

ね。今度は、これが仮に提出してなくて、例えば文書

が偽りだったら、これは私文書偽造罪になるので、そ

こで……。 

 ちょっと休憩してください。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時３分休憩 

   午後５時３分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

○ 田 勝廣君 刑事訴訟法239条、これについて

ちょっと部長、どう考えているか説明してくれます

か。いわゆる告発ということです。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時４分休憩 

   午後５時４分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） それについては、答

える立場にはありません。 
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○ 田 勝廣君 ちょっと聞こえなかった。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 刑法について、今こ

ちらで答えるというふうな立場ではありません。 

○ 田 勝廣君 ちょっと休憩。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時４分休憩 

   午後５時４分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） このことについて

は、調査中の案件に関連する可能性がありますので、

お答えすることは適切ではないというふうに考えてお

ります。 

○議長（喜納昌春君） 田 勝廣君。 

○ 田 勝廣君 皆さん今、刑訴法持っている。そこ

にある。皆さんも告訴したからわかると思うけれど

も、239条。 

 休憩。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時５分休憩 

   午後５時５分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

○ 田 勝廣君 持っていたら、ちょっとそれを読ん

でくれませんか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 刑事訴訟法239条、

「何人でも、犯罪があると思料するときは、告発をす

ることができる。」、「官吏又は公吏は、その職務を

行うことにより犯罪があると思料するときは、告発を

しなければならない。」。 

○議長（喜納昌春君） 田 勝廣君。 

○ 田 勝廣君 これについて、第２項についてどう

考えますか、部長は。一般論で結構です。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 刑事訴訟法の解釈と

いたしまして、当該規定は公務員の告発義務を定めた

ものとされていますけれども、告発するか否かについ

て、当該公務員の裁量を全く否定するものではないと

解されております。 

○議長（喜納昌春君） 田 勝廣君。 

○ 田 勝廣君 今後、これからいろんな調査をし

て、いろんな形で報告されると思いますけれども、

やっぱりそれも視野に入れながら告発ということも考

えられなくはないと、私は考えております。その辺は

やっぱりこれからいろんな調査をされると思いますか

ら、その辺はちょっと念頭に入れてやってください。 

 それから、最後に不満だけ述べておきましょうね。 

 こういうやり方は、僕は議員だから、自分が調査を

して、そこで答弁を求めて、議長もこの通告書に基づ

いて皆さんに提供しているわけ。そうすると、これに

対して調査中だからできないと、これはもう結構なん

だよ。それは認めるけれども、しかし、それがいつま

でに終わるか、いつどういう形でこれが決着するの

か、この辺の見通しは述べてもらわないと。僕は、こ

れをマスコミを呼んだり、地元に帰ると質問を求めら

れるわけだよ、どうしたんですかと。こういう答弁を

されると、何もできません、何もできませんでは、私

は、私も何もできなかったかと言われるぐらいだか

ら。ここに僕ら48名議員いますよね。こうなると不思

議だと思いますよ。調整中だから何もできないという

のは、全てだから。だから、こういうあり方は、僕は

余りよくないと思っていますから、ぜひとも、そのス

ケジュールみたいなのもこうこう、こうしてしますと

か、そういうことをぜひ、後でも結構ですから述べて

いただきたいと思います。 

 議長、終わりましょうね。ありがとうございまし

た。 

○議長（喜納昌春君） 嶺井 光君。 

   〔嶺井 光君登壇〕 

○嶺井  光君 グスーヨー チューウガナビラ。 

 南城市の嶺井光ンディイチョーイビーン。ユタシク

ウニゲーサビラ。 

 このしまくとぅば、ここに来てかなり関心が高まっ

ております。今議会でもほとんどの県議の皆さんが口

上を述べております。やっぱり郷土文化の保存・継承

には大変大事なものだというふうに思っております。 

 去年は、復帰40年の県民愛唱歌に「てぃんさぐぬ

花」、立派なものを選んだなと実は感心をしておりま

す。それを考えると、県としてもしまくとぅばを大事

にしようということを考えてのことだったのかなとい

うふうに思っております。「ティンサグヌ花ヤ チミ

サチニ スミティ ウヤヌユシグトゥヤ チムニスミ

リ」、「ユルハラスフニヤ ニヌファブシミアティ 

ワンナチェルウヤヤ ワンドゥミアティ」。 

 本当にウチナーには立派な琉歌がたくさんありま

す。これはもう本当に代表的な教訓歌だと思っており

ます。ほかにも、道徳心を育む立派な琉歌がありま

す。 

 教育長、どうぞこういうところも活用しながら、ワ

ラビンチャー ムヌナラーシやっていったらどうかな

というふうに思っております。県議の皆さんも、ウマ

ンジ チュクトゥバアビティ ウワラングトゥーニ  
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マルヒージーカラ ヤーチーネーウティ ワラビン

チャー ンマグヮンチャートゥ ウチナーグチカタイ

ルグトゥ ンナシチバティ イチャビラナ ンチウム

トーイビーン。 

 では通告の質問に入ります。 

 多様な人材の育成と文化の振興について。 

 学力向上・学校教育の充実についてであります。 

 学校においては、懸命な教育活動に取り組んでいる

にもかかわらず、全国学力調査の結果では本県は６年

連続最下位となっております。学力向上は、子供たち

を取り巻く環境が大きく影響します。日常的な家庭の

生活リズム、そして社会のあり方にも課題があると言

われております。これだけ突出したワースト記録は、

本県の特異な懸案事項として捉える必要があると考え

ます。県民総ぐるみで仲井眞知事、そして諸見里教育

長を先頭にして最重要課題として特段の施策を打っ

て、取り組むべきだと思っております。 

 以下、質問をいたします。 

 ア、学力向上は少人数指導が最大の効果を上げると

考えます。少人数学級の今後の見通しと必要教室数に

ついて伺います。 

 イ、社会教育環境の低下が喫緊の課題となっており

ます。特に、家庭教育力の向上は不可欠であります。

家庭教育について教育長の考えを伺います。 

 ウ、社会全体で子供を育むには、地域の力を高める

必要があります。地域支援の拠点としてムラヤー（自

治公民館）を活用することを提言し、所見を伺いま

す。 

 エ、昔から沖縄では、「ヤーナレール フカナ

レー」というすばらしい言葉があります。県教育委員

会が推進する「家～なれ～」運動とはどういう運動か

お聞かせをください。 

 オ、学校における学習支援ボランティアの実態と県

の支援策について伺います。 

 ２、文化・観光・スポーツの振興について。 

 2020年、東京五輪が決定いたしました。青少年や若

者に夢と希望が広がり国民も大きな期待を示しており

ます。 

 (1)、2020年東京五輪は、日本の文化発信とともに世

界に本県の存在を知っていただく機会にすべきと思う

が所見を伺います。 

 (2)、オリンピックが国内開催されることで競技技術

への高揚感が湧いてきます。本県のアスリート育成に

ついて取り組みを伺います。 

 (3)、国内女子プロゴルフの開幕戦、ダイキンゴルフ

トーナメント開催に対するスポーツコンベンションア

イランドとして、県の支援策を伺います。 

 (4)、空手道の振興について。 

 ア、世界の空手家が参加した第１回沖縄伝統空手・

古武道国際セミナーの意義と効果について伺います。 

 イ、世界的に普及している空手のオリンピック種目

への可能性を伺います。 

 ウ、世界に広がる空手人口は外国からの観光誘客と

して期待ができます。空手道会館を拠点に、継続的に

ワールド大会等を開催してはどうか所見を伺います。 

 (5)、琉球王国の歴史を漫画本等によって周知を広

め、魅力アップを図ることについて所見を伺います。 

 (6)、三山を統一し琉球王国を築いた尚巴志は歴史の

象徴であります。居城であった佐敷グスクの国指定も

進んでいると聞いております。歴史のシンボルとして

尚巴志像の建立が必要と考えるが所見を伺います。 

 ３、農林水産業の振興について。 

 (1)、畜産業の振興についてであります。 

 ア、飼料高騰に伴う畜産経営に対する県の支援策を

伺います。 

 イ、畜産農家は環境問題とのはざまで経営に苦慮し

ているのが現状であります。排せつ物処理の実態と課

題並びに畜産行政の支援策を伺います。 

 (2)、少雨傾向でサトウキビ農家が危機感を募らせて

おります。対策には農家自身の自衛策とＪＡ・行政の

支援・連携が必要だが取り組みを伺います。 

 (3)、水産業について。 

 ア、燃油高騰に伴う漁業経営支援策を伺います。 

 イ、無線機の機能向上に対する漁業者や漁協の取り

組みの実態を伺います。 

 ４、福祉政策について。 

 (1)、子育て支援についてであります。 

 ア、国は待機児童解消を加速するとしております。

本県が取り組む具体的な待機児童対策を伺います。 

 イ、「子ども子育て会議」は幼保連携型認定こども

園の設置認可等を審議することになっております。県

として保育所、幼稚園の設置形態の方向性をどう考え

ているのか伺います。 

 (2)、健康・長寿復活の取り組みについて伺います。 

 ア、県民の意識改革が重要であると考えます。市町

村との連携をどう推進するか伺います。 

 イ、県の施策と関連がある「南城市ちゃーＧＡＮＪ

Ｕ ＣＩＴＹ構想」の支援策を伺います。 

 ウ、地域の女性会、老人会等、社会教育団体におけ

るコミュニティー活動を通して心身の健康づくりを推

進する必要があると考えます。対策を伺います。 

エ、沖縄の伝統食を見直し、普及することについて

－ 346 －



伺います。 

オ、安心・安全な食材選びとして有機農産物に対す

る消費者理解を推進する必要があると考えます。所見

を伺います。 

(3)、沖縄県障害のある人もない人も共に暮らしやす

い社会づくり条例が制定されます。共生社会の実現に

向けた県の具体的な取り組みを伺います。 

 ５、土木行政について。 

 (1)、那覇空港第２滑走路整備において県内建設業へ

の受注機会確保をどのように図るか伺います。 

 (2)、中南部を結ぶ主要地方道糸満与那原線（県道77

号線）の整備について伺います。 

 よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） ただいまの嶺井光君の質問及

び質疑に対する答弁は、時間の都合上休憩後に回した

いと思います。 

 20分間休憩いたします。 

   午後５時19分休憩 

   午後５時43分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 休憩前の嶺井光君の質問及び質疑に対する答弁を願

います。 

 仲井眞知事。 

   〔知事  仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 嶺井光議員の御質問に答弁

をいたします。 

 第１に、文化・観光・スポーツの振興についての御

質問の中で、東京オリンピック開催に係る世界に向け

た沖縄の発信についてという御趣旨の御質問に答弁を

いたします。 

 2020年のオリンピック・パラリンピック競技大会の

開催地が東京に決定されましたことは、沖縄の観光振

興にとって強力な追い風になるものと考えておりま

す。 

 沖縄県といたしましては、オリンピック開催国とし

ての国際的注目度を生かし、沖縄県の豊かな自然、独

特の歴史、文化などの魅力を効果的に発信するなど、

海外への誘客プロモーションを戦略的に展開してまい

ります。また、国内及び海外のオリンピック関係者に

積極的に働きかけて、スポーツキャンプを誘致してま

いりたいと考えております。 

 次に、福祉政策に係る御質問の中で、待機児童対策

についての御質問に答弁いたします。 

 沖縄県としましては、沖縄21世紀ビジョン基本計画

の早い段階で潜在的待機児童も含めた9000人の待機児

童解消を図っていくことといたしております。沖縄県

待機児童対策行動指針において、市町村は待機児童解

消計画を策定することとしております。保育所の定員

増、幼稚園の活用、家庭的保育事業など多様な施策を

実施し、平成29年度末までに待機児童解消を図ってま

いる所存でございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 文化・観光・スポーツの振

興に関する御質問の中で、本県のアスリート育成への

取り組みについてお答えしたいと思います。 

 2020年東京オリンピック・パラリンピックの開催決

定は、「アジア、世界に開かれたスポーツアイランド

沖縄」の実現を目指す沖縄県にとって絶好の機会であ

り、さまざまなスポーツ振興策を積極的に展開してい

きたいと考えております。県内の競技スポーツの振興

を図る観点からは、これまで取り組んできた沖縄県体

育協会や各種競技団体と連携した競技力向上対策に加

え、７年後の東京オリンピックで活躍できるトップア

スリートの輩出を目指し、学校体育関係者とも連携を

図りながら、取り組みを強化していきたいと考えてお

ります。 

 続きまして、同じく文化・観光・スポーツの振興に

関する御質問の中で、漫画本等による琉球王国の歴史

の魅力向上についてにお答えいたします。 

 本県は、琉球王国の時代からアジア諸国との交易を

通じて多様な文化芸術を受け入れ、独特の文化芸術を

育んでまいりました。このような本県の独特な歴史

は、有望な文化資源になり得るものであると認識して

おります。 

 沖縄の歴史の周知に漫画を活用することは、理解の

しやすさや魅力を高める観点等から有効な手段である

と考えております。 

 続きまして、農林水産業の振興に関する御質問の中

で、飼料高騰に対する県の支援対策についてお答えい

たします。 

 飼料価格の高騰に対する緊急対策については、９月

補正予算により、沖縄振興特別推進交付金等を活用

し、養豚農家に配合飼料１トン当たり1600円、肉用肥

育・酪農家に粗飼料１トン当たり1600円を支援するこ

とにしております。また、肉用肥育・酪農・養鶏農家

に、国の「配合飼料価格安定基金」への農家積立金に

対し、１トン当たり300円を支援することとしており

ます。 

 沖縄県としましては、今後とも、関係機関と連携
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し、飼料価格高騰対策に向けて取り組んでまいりま

す。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 福祉政策についての御質問

の中で、県民の意識改革の推進についてお答えいたし

ます。 

 沖縄県では、健康・長寿復活に向け、各種団体で構

成する県民会議を設置し、健康づくりに対する県民意

識の醸成を図っていくこととしております。施策の実

施に当たっては、各地域における取り組みが重要とな

ることから、市町村との連携を図りながら対応してい

きたいと考えております。 

 次に、沖縄県障害のある人もない人も共に暮らしや

すい社会づくり条例の具体的取り組みについてお答え

します。 

 この条例は、障害を理由とする差別の禁止等を定

め、その解消のための支援等を総合的かつ計画的に推

進することを目的としております。今後は、障害のあ

る人が差別と感じる行為について、全ての県民が共通

認識を持つための広報啓発や、差別事例に応じる相談

員の資質向上を図るための研修を実施していきます。

また、市町村との相互の協力体制のもと、障害のある

人の身近な地域で相談体制を構築するとともに、障害

福祉サービスや教育の充実を図るなど、各種施策を連

携して取り組んでまいります。 

 次に、土木行政についての御質問の中で、那覇空港

滑走路増設事業に係る県内建設業への受注機会確保に

ついてお答えします。 

 沖縄県では、機会あるごとに国に対し、那覇空港滑

走路増設事業に係る県内業者への優先発注について要

請を行っているところであります。沖縄総合事務局で

は、関係者の要望等を踏まえ、地元企業向けの発注工

事の範囲の拡大等、地元企業の受注拡大に配慮した発

注方針を検討しているものと聞いております。今後と

も、県内業者への受注促進に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） それでは多様な人材の育

成と文化の振興についての御質問で、少人数学級につ

いてお答えいたします。 

 本県では、現在、小学校１・２年生の30人学級に加

え、小学校３年生において35人学級を実施していると

ころです。平成25年度においては、少人数学級の実施

のために190教室が必要でありますが、教室不足によ

り実施してない学校が11校・14学級あります。少人数

学級のさらなる推進のためには、市町村教育委員会の

意向等はもとより、国の動向等も踏まえる必要があり

ます。 

 県教育委員会としましては、教室不足の解消を含

め、市町村等の理解と協力を得ながら、少人数学級の

推進に努めてまいります。 

 次に、家庭教育の認識についてお答えいたします。 

 家庭教育は、全ての教育の出発点であり、子供の基

本的な生活習慣や豊かな情操、善悪の判断などの基本

的倫理観、自立心、社会的なマナーなどを身につける

上で重要な役割を担うものであります。しかしなが

ら、本県の幼児・児童生徒の健全な教育の遂行におい

て、その原点としての家庭教育に課題があることは、

機会あるごとに指摘されてきたとおりであります。 

 県教育委員会としましては、これまで家庭教育の課

題解決に向けて取り組んでまいりましたが、今後も保

護者等関係機関と緊密に連携し、積極的に展開する必

要性を感じております。 

 次に、ムラヤー（自治公民館）の活用についてお答

えいたします。 

 県内の自治公民館は現在962館あり、地域行事や老

人会、青年会、婦人会、子供会等の活動を通して世代

間交流がなされております。自治公民館における具体

的な学習支援等の取り組みとしましては、地域の方々

の参画を得て運営されている「放課後子ども教室」に

おいて、退職教員などがボランティアで指導者を務め

たり、夏休み宿題会で地域の人たちが子供たちと積極

的にかかわっている事例等が挙げられます。 

 県教育委員会としましては、「地域の子は地域で守

り育てる」という共通認識のもと、市町村や関係機関

等と連携・協力し、広報や公民館研究大会等を通し

て、自治公民館活性化のための支援をさらに進めてま

いりたいと考えております。 

 次に、「家～なれ～」運動についてお答えをいたし

ます。 

 県教育委員会としましては、現在、沖縄の黄金言葉

（くがにくとぅば）である「ヤーナレール フカナ

レー」を実行する「家～なれ～」運動を展開している

ところです。これは、家庭教育の必要性、重要性を伝

える啓発活動や支援活動を行うもので、現在生活リズ

ムの向上を目指した生活実態調査をしており、今後

は、市町村、関係機関等と一体となり、家庭教育環境

の改善・充実に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。 
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 次に、学校における学習支援ボランティアの実態等

についてお答えいたします。 

 県教育委員会としましては、地域住民がボランティ

アとして学校教育を支援する体制をつくる学校支援地

域本部事業を推進しております。平成24年度は、21市

町村197校で延べ約４万9000人のボランティアによ

り、読み聞かせやドリル等の採点補助、実習補助など

の学習支援が行われております。 

 今後とも市町村教育委員会と連携し、地域ぐるみで

学校を支援する体制づくりを推進してまいりたいと考

えております。 

 次に、文化・観光・スポーツの振興についての御質

問の中で、尚巴志像の建立についてお答えいたしま

す。 

 尚巴志の居城である「佐敷城跡」は、三山時代の勢

力・交易等の解明や、グスクの構造を研究する上で重

要な遺跡であるため、ことし６月に国指定の史跡にす

るよう答申がなされております。尚巴志像につきまし

ては、現在、地域の関係団体等において建立に向けた

議論・検討が行われていると聞いております。琉球の

偉人として、尚巴志の像が出身地域や関係者で建立さ

れることは、郷土学習、観光や地域振興に貢献するも

のと認識しております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 湧川盛順君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 文化・観

光・スポーツの振興に関する御質問の中の、ダイキン

ゴルフトーナメント開催への支援についてお答えいた

します。 

 来年で第27回を迎えるダイキンオーキッドレディス

ゴルフトーナメントは、これまで本県のスポーツ振興

を初め、青少年の育成や観光の振興に多大な貢献を果

たしてきております。また、宮里藍プロや宮里美香プ

ロ等、同大会における県出身選手の活躍は県民を大い

に元気づけ、夢や希望を与えております。沖縄県とし

ては、スポーツコンベンションを推進する観点から、

大会の後援、知事の大会名誉顧問への就任並びに知事

賞の授与、県広報媒体を活用した広報の実施などにつ

いて支援を行ってきております。 

 「スポーツアイランド沖縄」の実現に向けて各種施

策に取り組んでいる県としては、同大会のさらなる発

展が図られるよう、関係者と調整を行いながら支援を

してまいりたいと考えております。 

 次に、沖縄伝統空手・古武道国際セミナーの意義と

効果についてお答えいたします。 

 沖縄伝統空手・古武道国際セミナーにつきまして

は、「空手発祥の地・沖縄」を世界へ発信すること

や、沖縄の空手界が一体となって取り組み、流派間の

交流促進を図ることに意義があります。今回のセミ

ナーには、日本を含む12の国と地域から55名の参加が

ありました。その参加者からは、高名な師範から直接

指導を受けることができたことや本場沖縄の多様な流

派の空手を一度に学ぶことができたことについて高い

評価を得ており、伝統空手の魅力を再認識いただくと

ともに、「空手発祥の地・沖縄」の世界への発信に大

きな効果があったと考えております。 

 次に、空手のオリンピック種目の可能性についてお

答えいたします。 

 空手は、今や世界188の国や地域に5000万人を超え

る競技人口を擁するまで普及するとともに、多くの世

界大会が開催されるまで発展してきております。空手

のオリンピック種目化に関しましては、世界空手連盟

が、国際オリンピック委員会に対し３度目の申請を

行っておりましたが、去る５月の同委員会理事会にお

いて、採用候補の８競技から最終候補の３競技に絞る

投票の結果、惜しくも漏れております。 

 沖縄県としましては、スポーツの振興を図る観点か

ら、今後の動向を見守っていきたいと考えておりま

す。 

 続きまして、空手道会館を拠点とした世界大会等の

開催についてお答えいたします。 

 空手の世界大会等の開催につきましては、「空手発

祥の地・沖縄」を世界に発信する有効な手段であると

考えております。そのため、県が現在建設を進めてい

る空手道会館を拠点とし、「沖縄伝統空手道振興会」

とも連携しながら、空手の大会やセミナー等を積極的

に開催し、世界中の空手愛好家の来訪を促進してまい

ります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） 農林水産業の振興に

ついての御質問の中で、排せつ物処理の実態と課題、

行政の支援についてお答えいたします。 

 県においては、家畜排せつ物処理について、平成16

年度から畜産高度化支援リース事業などにより、施設

の整備を推進し、現在、排せつ物処理が100％対応可

能となっております。しかしながら、一部施設におい

て、悪臭関連等の環境問題や施設管理が不十分である

こと、機械設備が老朽化していることなどの課題があ

ります。このため、県では、家畜排せつ物の適切な処
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理管理方法について指導を行うとともに、畜産高度化

支援リース事業、沖縄振興特別推進交付金、強い農業

づくり交付金などを活用し、機械設備の整備、オガコ

敷料による悪臭対策などに取り組んでいるところであ

ります。 

 県としましては、今後とも、関係機関と連携し、環

境に配慮した畜産振興を推進してまいります。 

 次に、干ばつ被害状況と県の対応についてお答えい

たします。 

 沖縄地方は、６月以降少雨が続き、県内各地で干ば

つ状態となりました。特に、南大東村、北大東村、久

米島町、うるま市伊計、糸満市米須など、島尻マージ

地域や水源の乏しい地域で、干ばつの影響が大きく

なっております。このため、県においては、沖縄県危

機管理対策本部会議、沖縄県干ばつ被害防止対策会議

等で対策を協議するとともに、ＪＡ、製糖企業、市町

村等と連携を強化し、生産者の営農対策の支援とし

て、さとうきび増産基金事業の活用による、１、かん

水用タンクと散水ポンプをセットしたかん水機材の導

入、２、散水用ホースやかん水銃の導入支援、３、大

型タンクの借り上げ費、散水作業の委託費の助成など

の緊急的な対策を実施したところであります。 

 県としましては、今後とも、ＪＡ、市町村等関係機

関との連携をより一層強化しつつ、かん水体制を構築

し、干ばつ対策に迅速に対応してまいります。 

 次に、燃油高騰に伴う漁業経営支援策についてお答

えいたします。 

 近年の原油価格高騰に加え急激な円安の影響を受

け、漁船の燃油価格は、平成21年６月の１リットル当

たり54円から平成25年９月には86円と約６割上昇して

おり、県内漁業者の経営を圧迫しております。国によ

る燃油高騰対策としては、漁業者と国が積み立てを行

い、燃油高騰時に補塡を行う漁業経営セーフティネッ

ト構築事業が実施されているところであります。 

 県では、漁業者の負担をさらに軽減するため、漁業

者負担の積立金への上乗せ補助、省エネ対策として船

底清掃への補助として、９月補正予算に4477万円を計

上し、県内漁業者の経営安定対策に取り組むこととし

ております。 

 次に、漁業用無線機の機能向上についてお答えいた

します。 

 県では、マグロ漁船等の安全操業の確保を早急に実

現するため、平成24年度から沖縄振興特別推進交付金

を活用し、漁船に対する高出力無線機の設置に係る経

費を補助しております。補助の対象は、沖合で操業す

る漁船であり、平成25年度は、約50隻の漁船に機器を

整備するとともに、平成28年度までに合計250隻に設

置する計画であります。 

 県としましては、引き続き安全操業の確保に必要な

漁業無線機の補助を支援してまいります。 

 次に、安全・安心な農産物を提供するための有機農

業の推進についてお答えいたします。 

 安全・安心な農産物を提供するためには、有機農業

を初めとする環境保全型農業の推進が重要であると考

えております。このため、県では、平成23年３月に

「沖縄県有機農業推進計画」を策定し、有機農業など

環境保全型農業に取り組む農業者の育成を図るととも

に、消費者理解を推進しているところであります。具

体的には、１、「おきなわ花と食のフェスティバル」

における有機ＪＡＳ、特別栽培農産物、エコファー

マーなどの紹介、２、有機農業セミナーを開催し、有

機農業の実践事例や流通業者等の情報共有などを実施

しているところであります。 

 県としましては、今後とも、有機農業の推進と消費

者理解に向け取り組んでまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 福祉政策についての

御質問の中で、幼保連携型認定こども園の設置につい

てお答えいたします。 

 幼保連携型認定こども園については、現在、国にお

いて新たな認可基準等の検討が行われているところで

あります。既存の保育所及び幼稚園から幼保連携型認

定こども園への移行については、法律上、義務づけら

れておらず、設置者が認可基準や財政的支援の水準等

を踏まえ、主体的に判断することになります。 

 県としましては、市町村と連携しながら制度の周知

を図るとともに、保育関係者等の意見を聞いた上で、

地域の実情に応じた子育て支援が実施できるよう対応

してまいります。 

 次に、「南城市ちゃーＧＡＮＪＵ ＣＩＴＹ構想」

の支援策についてお答えいたします。 

 「南城市ちゃーＧＡＮＪＵ ＣＩＴＹ構想」は、

「共存」、「共助」、「共栄」のまちづくりを目指

し、その取り組みの一つとして「健康長寿生活の再構

築」が挙げられております。同構想は、沖縄21世紀ビ

ジョンなど県や国の計画と整合を図りつつ推進すると

なっており、県としては、同市の検討状況を踏まえ、

必要に応じて連携していきたいと考えております。 

 次に、地域の各種団体との連携についてお答えいた

します。 
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 地域の女性会や老人会等における健康づくり運動は

重要であると認識しております。沖縄県では、老人ク

ラブ健康づくり支援事業の実施を初め、さまざまな方

策で地域活動に対する支援を行っております。また、

介護予防や健康・長寿に取り組む地域を表彰する

ちゃーがんじゅう地域推進事業を新規に立ち上げてお

り、引き続き地域活動と連携した健康づくりに努めて

まいります。 

 次に、沖縄の伝統食の普及についてお答えいたしま

す。 

 沖縄県では、平成24年度に関係部局連携のもと、第

２次沖縄県食育推進計画を策定しました。同計画で

は、沖縄の伝統食の普及について取り組むこととして

おり、具体的には、島野菜などのよさを見直し、特産

物を使った料理の普及に努めております。また、学校

給食では地域の特産物を活用した伝統料理を提供して

おります。これらの取り組みにより、家庭や各世代へ

の普及啓発に取り組んでいきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 土木行政について

の御質問の中で、県道77号線（糸満与那原線）の整備

についての御質問にお答えいたします。 

 糸満与那原線は、糸満市と与那原町を結ぶ約18キロ

メートルの主要地方道であり、現在、７つの区間にお

いて拡幅整備を実施しているところであります。 

 当該道路の新たな区間における拡幅等の整備につい

ては、沿線の土地利用や交通需要等の動向を勘案しな

がら検討していきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 嶺井 光君。 

○嶺井  光君 土建部長にまず伺います。 

 今、答弁いただいた糸満与那原線、７カ所で拡幅工

事をしているという答弁だったんですけれども、これ

は全体として改良計画というのはあるんですか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） この18キロメート

ル全体についての拡幅計画というのは、今のところは

ございません。 

○議長（喜納昌春君） 嶺井 光君。 

○嶺井  光君 この路線の一番の課題というか、与

那原警察署前の３差路、そこがもう朝夕大変な渋滞な

んですよ。それと大里地域のあたりでは大雨のたびに

大変な水被害が出ているという実態があります。過去

にもこういうことがあって、南部土木事務所あたりが

調査をしたりというようなことをしてきたんですけれ

ども、それで私はこの77号線を国道に格上げをして抜

本的な改良をしてみたらどうかという提案を何度か

やってきました。ところが、国道要件には該当しない

云々でこういう話にはかなってないんですけれども、

いずれにしても全体的な改良の必要があると感じてい

るんですよ。まず渋滞の状況というのは認識されてい

るんでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） まず最初に、国道

のお話ですけれども、私どもは国道で整備できるもの

は県道でも整備できるというふうに考えております。

したがって、国道に格上げしたらどうかというお話も

以前から伺ってはおりますけれども、県道でも整備の

必要な部分については整備できると思っております。 

 そして与那原交差点からのこの渋滞の状況というの

は一定程度理解をしているつもりでございます。 

○議長（喜納昌春君） 嶺井 光君。 

○嶺井  光君 この渋滞に対する対策というのは何

か考えてはおられないですか。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） ちょっと休憩お願

いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後６時15分休憩 

   午後６時15分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 現在南部の圏域で

進められております国道329号与那原バイパス、ある

いは南風原バイパスそして那覇空港自動車道、沖縄西

海岸道路、南部東道路、そして国道507号、こういっ

た主要幹線道路で今整備が進んでおります。そういっ

たことの整備に伴って交通量がどんどん変化をしてく

るものと考えておりまして、そういうものを勘案して

交通渋滞対策を検討していきたいというふうに考えて

おります。 

○議長（喜納昌春君） 嶺井 光君。 

○嶺井  光君 この与那原警察署前の渋滞解消は、

今３差路になっているものを、この場所を十字路にし

てしまえばかなり緩和されるんですよ。ですから、抜

本的な解決策としてこの３差路を十字路にするという

ことを考えるとしたときに、警察署がかなり老朽化が

進んでいるというふうに私は調べた結果、感じており

ます。そうすると、この老朽化した、じきに建てかえ

というのが出てくるはずですから、そこら辺のタイミ

ングと合わせて整備ができるようなことも道路事業の
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担当としては考えておくべきじゃないかなということ

を思っているんですが、そこら辺はいかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 御提案のここを十

字路にするという話につきましては、私どもも全く検

討していないわけではありません。それで与那原警察

署の老朽等のお話もございますけれども、やはりこの

渋滞を十字路にすることによってきちんとさばけるか

どうかというようなことも含めてこれはまたきちんと

検討させていただきたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 嶺井 光君。 

○嶺井  光君 ぜひここを十字路にして抜本的な解

決策をつくり上げていただきたいというふうにお願い

を申し上げます。 

 次に、教育関係にまいります。 

 学力向上の関係。 

 今度の学力調査のことでかなり関心も高いようで、

多くの方々が取り上げております。私は、この学力低

下、これは家庭や地域を含めた社会全体の問題だとい

うふうに捉えております。もちろん教育活動は学校が

中心になって取り組むのは当然のことだというふうに

思っております。でも、やっぱりこの子供たちが粘り

強く学習に向き合うこの姿勢、これは日常の家庭生活

の中でしつけを基本とした親の子育ての中で培われて

くるものだというふうに思っております。ただ、沖縄

県ではひとり親家庭とか、あるいは貧困の問題もよく

挙げられますけれども、そういうところは理想ででき

るようなことにはならないと思うんですけれども、そ

ういう意味で学力向上に対して地域の力をやっぱり発

揮すべきじゃないかなというのを常々考えておりまし

て、教育長からもいろんな答弁ありましたけれども、

地域社会のみんなで子供たちをいかに育むかというよ

うな環境をつくるべきだというふうに思っておりま

す。これが１つと、学校が当然頑張るべきではありま

すけれども、学校の先生方にもっともっと意欲を持っ

て子供たちを教育してもらうために、ただ頑張れと言

うだけじゃ、これ以上の頑張りようはないと思いま

す。したがって、学校の教育環境をどう整えていく

か、支援していくかというようなことを行政がしっか

り目を向けてやるべきじゃないかなということを感じ

ております。 

 そこで、具体的な学校での教育活動の中身をちょっ

と伺いたいんですけれども、少人数学級の実現にかな

り厳しいハードルがある中で、今国の加配定数を使っ

てチーム・ティーチングとか、あるいは習熟度別の学

習とかというのをやっていると思います。こういうも

のの効果というんですか、そこら辺をまずちょっと

伺ってみたいなと思っております。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 御指摘ありがとうござい

ます。 

 学力の問題を初めこれについてもいろいろ答弁させ

ていただきました。行政として、学校を本当にバック

アップして支援して頑張っていきたいなと思っており

ます。 

 それから地域の問題もそうです。子供たちを取り巻

く環境、大人社会がしっかりと子供たちを見詰め、教

育していくということは私は一番大切なことだと思っ

ているんです。家庭教育を初め子供たちの教育につい

ては、社会全体で取り組むべきだと思っております。

全く同感です。 

 それから少人数学級ですけれども、この少人数学

級・少人数指導というのは、子供たちの学習面、生活

面においてきめ細かな教育活動を支援してあげられる

一番いい、一番というのはちょっとあれですけれど

も、教育効果が本当に大きなものだと思っておりま

す。その実現に向けて頑張っているところです。 

○議長（喜納昌春君） 嶺井 光君。 

○嶺井  光君 この学力向上に向けて、沖縄では学

習到達度調査がありますよね。これは小学校の３年

生、５年生、中学校２年生。全国学力テストのある意

味力づけにもなっていると思うんですけれども、ああ

いう到達度調査をしてある意味到達していない子た

ち、どういう部分で達成してないのかというふうなこ

とがあると思うんですよ。そこら辺に対する手当て、

補習というのかそこら辺の取り組みはどうなされてい

ますか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 先ほどのまず少人数学級

ちょっと言い忘れましたので、先日比嘉県議にもお答

えして触れたんですけれども、少人数学級はぜひ次年

度あと１学年ふやせるような形で頑張っていきたいと

思います。まずこれが１つですね。 

 それから到達度調査は、これを当然やった結果を活

用して学校でどういう取り組みをするのか。これを分

析・検証して個々に応じた学習、そしてどの辺がおく

れているか。この学級ではどの辺がまだまだ足りない

のかという、そういうのを振り返るためのテストでも

あるわけですね。これを通して各学校が全体として教

育活動に取り組むと。実際これを徹底的に分析して実

践している学校というのは、やはり学力でもかなり向

上がうかがえます。 
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○議長（喜納昌春君） 嶺井 光君。 

○嶺井  光君 今教育長から答弁があった、来年度

は少人数学級あと１学年というと４年生まで少人数学

級になるということですか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 今要望が強いのが小学校

４年生で、それから中学校１年生もあります。これを

どこにするのかまだ調整中ですけれども、まだ調整は

残っているんですけれども、ぜひ取り組んでみたいな

と私は思っております。 

○議長（喜納昌春君） 嶺井 光君。 

○嶺井  光君 ぜひ頑張っていただきたいと思って

おります。 

 それから今度ＰＴＡ、地域としての取り組みですけ

れども、各市町村に学力向上推進協議会なるものがあ

ると思います。その中で、ＰＴＡとしての取り組み、

ある意味各字、集落単位での取り組みがあると思うん

ですよ。これまではＰＴＡとしては体験学習とか、地

域行事への参加こういうものが主でした。これも大事

です。それに加えてどこに問題があるのか、学校と連

携をして、ある意味単元、あるいは領域あたりをＰＴ

Ａとも連携して地域での補習をするとか、地域の取り

組みをもう少し体験学習あるいは地域行事のみなら

ず、学習面でも取り組んでもらうような、そこでボラ

ンティア、あるいは教員ＯＢとかの方々がかかわって

いくというふうな形がとれればもっといいんじゃない

かなと思うんですよ。いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） やはり学校教育の遂行の

ためには特に退職した教員たちを活用するとか、地域

人材の活用というのは大変重要なことになると思いま

す。先ほども答弁したんですけれども、現在、学習支

援ボランティアとかいろんな地域の人材を活用して各

学校の創意工夫によってやっているところです。例え

ば、その日の学び振り返りの授業であるとか、あと補

習、土曜日とか日曜日においてそういう補習活動をす

るとか、夏休みを通してそういうボランティアを使っ

てやるとかというのが各地で見受けられるんですけれ

ども、これもっともっと推進していく、改善していく

必要があるなと思っています。 

○嶺井  光君 ありがとうございました。ニフェー

デービル。 

○議長（喜納昌春君） 新垣哲司君。 

   〔新垣哲司君登壇〕 

○新垣 哲司君 知事、代表質問、一般質問を通し

て、沖縄県が抱える多くの問題解決に頑張っているこ

とに対し、敬意を表したいと思います。 

 ジョン万次郎上陸の地記念碑建立についてでありま

すが、その「の地」が抜けていますので加えさせてい

ただきたいと、こういうふうに思っております。 

 きょうはまた、後援会から多くの方がお見えになっ

ております。御苦労さまでございます。 

 それでは質問をさせていただきます。 

 皆さんもジョン万次郎のお名前はこれまで聞いたこ

とがあると思いますが、ジョン万次郎こと中濱萬次郎

は、幕末に高知県で14歳にして遭難し、アメリカの捕

鯨船に救助され、アメリカ本国で初めて教育を受けた

日本人です。その万次郎は、最近の研究によると、日

本へ帰国する４年前に捕鯨船に乗りながら、琉球につ

いての調査をした上で綿密な計画を立てて、ついに

1851年２月に糸満市大度海岸に上陸したことがわかっ

てきております。 

 豊見城市字翁長に滞在した後、10年ぶりに日本へ帰

り、アメリカで学んだデモクラシー、民主主義を伝

え、明治維新に活躍した勝海舟、福沢諭吉、そして坂

本龍馬などに大きな影響を与えました。日本の歴史の

中で初めてアメリカの学校で学び、帰国後民主主義の

仕組みを伝え、ジョン万次郎の功績は多大なものがあ

り、その生き方は現在においても人材育成の観点か

ら、海外留学生を夢見る少年に希望的なよい影響を与

えていると思います。 

 それから、万次郎が上陸の地に選んだ大度海岸は、

全国からも万次郎ファンや研究家が多く訪ねてこら

れ、沖縄万次郎会と交流もしていると聞いておりま

す。しかしながら、その上陸の地には記念碑すらない

というのが現状であります。それは、その場所が戦跡

指定区域、自然保護区域に指定されているため、法的

に記念碑の建立の許可がおりないとのこともこれまで

に上陸の地記念碑の建立がなされていないという理由

であります。 

 そこで伺います。 

 (1)、県は、ジョン万次郎についてどのように理解を

しているでしょうか。 

 (2)番目、大度海岸にその「ジョン万次郎上陸の地記

念碑」が建立できるように、現在、網がかぶっている

特別区域の部分だけを外すということはできないの

か。あるいはほかに建立できる可能性の方法があるか

についてお尋ねをいたします。 

 (3)番目、ジョン万次郎上陸の地記念碑が建立される

ことにより、人材育成を目的とした青少年への教育的

効果は大きいと思いますが、県はどのように考えてい

ますか。 
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 (4)、ジョン万次郎会など全国に広がるジョン万次郎

ファンや研究家が沖縄を訪問し、県民との交流を通し

てリピーターとなり沖縄県の観光産業にも貢献できる

と思いますが、県はどのように考えておりますか。 

 (5)、幸いに国からの一括交付金が「人材育成」と

「観光」をキーワードにして沖縄県の発展のために活

用できる予算がありますが、県は、この一括交付金を

活用して「ジョン万次郎上陸の地記念碑」建立を前向

きに検討することはできないかお尋ねをいたします。 

 (6)、国内では３年後をめどにジョン万次郎を主役と

するＮＨＫ大河ドラマが制作放映される企画情報があ

る。それ以前に建立、完成することは地域の発展、沖

縄県の観光振興に大きく寄与するものだと思います

が、お尋ねをいたします。 

 次に２番目の、私の地元糸満市の市議会において、

県から派遣された副市長の人事案件についての御質問

をさせていただきます。 

 この案件は、普通の人事案件と違っておりまして、

副市長という仕事柄、政治を伴う副市長就任という案

件であることを深く認識をする必要性を指摘しなけれ

ばなりません。同時に、糸満市議会の３月定例会にお

いて、６万市民代表の議会がこの人事案件を15票対７

票の圧倒的な票差で否決されました案件であるわけで

あります。 

 私は、議会人として、また一人の政治家として、議

会の民意は市民の民意であり、当然、市長はこの意思

を尊重するものだと思っていました。なぜなら、余り

にも重い意思だったからであります。ところが、市長

は時間をかけ議会工作をはかり、８月19日の市議会の

臨時会において、再度人事案件を提出し、11票対10票

の僅差で就任を押しつける形となりました。行政当局

と市議会、市民の中に不信が渦を巻き、大きく大きく

政治問題化し混迷を来しているところであります。こ

の事態に至ったことは、当初から県からの派遣職員の

制度を安易に受け入れられたことを、地元の県議とし

て深い反省を強いられているところであります。同時

に、県もこの制度の適用を近年、糸満市に限らず、他

の市町村でも表面化し、行政・議会とのあつれきを生

じる危険をはらむ事態に苦慮しているとのことであり

ますから、あえてこの問題を県議会で取り上げさせて

いただくことに御理解を賜りたいと思います。 

 地方自治法に規定された市町村への職員派遣は、や

り方によっては職員交流で大いに刺激になり、行政の

質の向上と人材育成にも大きく役立つ奨励すべき制度

だと本員も思うところでありますが、派遣される側の

職員が市町村職員より県庁職員は上位であるとの観点

からの、上からの目線の考えでそこにつくとなると、

俄然、周囲とのあつれきとなり、地域にとっては邪魔

者の存在になる危険性さえあるのであります。したが

いまして、この制度を活用するためには、県サイドも

慎重を期して対応する必要があると思うし、派遣職員

に決まった職員についても、より高度な心構えを求め

る必要があると思います。特に、みずから生まれ育っ

た地域以外に赴任する場合等には、第１に、常に身を

正しく謙虚な姿勢で臨むことであります。第２に、赴

任する地域は長年この地域で培われた伝統と習慣があ

り文化をつくり上げていることから、この地域の行政

に反映し、議会で生かされ、この地に住む住民が享受

するという実態があるからであります。 

 申し上げましたとおり、私の基本姿勢を踏まえまし

て、以下の点の質問をさせていただきます。 

 糸満市副市長人事について。 

 (1)、県が市町村に対し職員を出向させるに当たって

の基準、考え方等について県の考え方をお尋ねをいた

します。 

 (2)、県は市町村から出向依頼があった場合、単に行

政能力を見て送るのではなく、当該市町村における昔

からの気風や地域に根づいた文化等に精通し、理解の

ある人材を送るべきではないか。 

 以上、再質問をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 新垣哲司議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、ジョン万次郎上陸の地記念碑の建立に

ついての中で、ジョン万次郎に対する理解、そして記

念碑の教育的効果についてという御趣旨の御質問に答

弁をいたします。１の(1)と１の(3)は関連しております

ので、恐縮ですが一括して答弁をさせていただきま

す。 

 ジョン万次郎はアメリカで近代的な教育を受け、日

本に帰国する際、糸満の大度海岸に上陸しました。そ

の後は日本各地で通訳、造船、航海術、教育など多く

の分野で活躍したと伝えられております。ジョン万次

郎の歩んだ道は、グローバルな人材育成を図る上で大

変興味深いものと理解し考えております。  

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） ジョン万次郎上陸の地記念

碑の建立に関する御質問の中で、ジョン万次郎上陸の
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地記念碑の建立と観光振興への寄与についてお答えし

たいと思います。１の(4)と１の(6)は関連しますので一

括してお答えをしたいと思います。 

 ジョン万次郎を主人公とした大河ドラマに向けた動

きとして、高知県内で「ジョン万次郎ＮＨＫ大河ドラ

マ化実現高知県実行委員会」が発足し、現在署名活動

を行っていることは承知しております。一方、糸満市

では、記念碑の建立が地域活性化につながるとの認識

から、市役所内にジョン万次郎記念碑等建立検討会が

設置され、検討が始まったと聞いております。 

 県としましては、記念碑が建立され有効に活用され

た場合、観光振興にもつながると期待しております

が、糸満市の検討においてどのような方向性が示され

るか見守ってまいりたいと考えております。 

 以上です。  

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） ジョン万次郎上陸の

地記念碑の建立についての中の、大度海岸における特

別地域の規制についての御質問にお答えします。 

 現在、ジョン万次郎上陸の地記念碑建立期成会か

ら、沖縄戦跡国定公園内の糸満市大度海岸に記念碑建

立の要望があることは承知しております。当該記念碑

の予定地は、自然公園法に基づく第２種特別地域であ

り、記念碑の建立に当たっては県知事の許可が必要と

なります。記念碑などの工作物については、色彩及び

形態が周辺の風致または景観と著しく不調和でないこ

となどの基準を満たすものであれば許可できることと

なっております。 

 以上でございます。  

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） それではジョン万次郎上

陸の地記念碑の建立についての御質問の中で、沖縄振

興特別推進交付金を活用した上陸記念碑の建立につい

てお答えいたします。 

 県内では、ジョン万次郎が約半年間滞在した豊見城

市翁長に、地元有志によってジョン万次郎記念碑が建

立されています。上陸記念碑につきましては、現在、

上陸地である糸満市の関係団体等において沖縄振興特

別推進交付金の活用を含めた議論・検討が行われてい

ると聞いております。 

 記念碑の建立は、幕末から維新への激動の時代にお

いてグローバルな視点で我が国に影響を与えた人物と

して、教育的にも意義深いものであると考えます。 

 以上でございます。  

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 小橋川健二君登壇〕 

○総務部長（小橋川健二君） 県から市町村への出向

職員の御質問の中で、１点目が、出向の考え方、基準

といったもの、２点目が、地元に理解のある人を送る

べきではないかといったような御質問でございまし

た。一括してお答えをしたいと思います。 

 県から市町村への職員派遣につきましては、県、そ

れから市町村職員相互の活性化及び事務能力の向上等

の目的で、派遣先の要請を受けて行っているところで

あります。 

 御質問の件につきましては、糸満市の強い要請に応

じまして県職員を派遣したところでございますが、結

果におきまして、県が派遣した職員のことで地元関係

者の皆様から御意見をいただいていることにつきまし

ては残念に思っております。 

 今後、このようなことがないよう、また、県から派

遣された職員が、派遣先の職員として地域に溶け込み

一体となって職務を遂行するよう、派遣先自治体と連

携を深めてまいりたいと思います。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 新垣哲司君。 

○新垣 哲司君 最初に、ジョン万次郎……、 

 ちょっと休憩願います。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後６時50分休憩 

   午後６時50分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

○新垣 哲司君 まず、ジョン万次郎の記念碑につい

てでありますが、今副知事から、高知県においては大

河ドラマに向けて期成会をつくって全国にアピールを

しているということの答弁でございました。今、地元

糸満市においても記念碑の建立、上陸の地として全く

同じような考え方で期成会を中心にして頑張っている

ところでございます。 

 そういう意味で、もし３年後に大河ドラマができた

場合には、真っ先にこの沖縄県の大度海岸からやっぱ

り出港するとか、海岸から出て陸地に行くということ

から始まるんだろうと思うんですよ。そのためにも、

このジョン万次郎上陸の地記念碑というのは、非常に

沖縄の観光にとっても、教育にとっても大事なことで

あると思いますので、県としてはどのように支援がで

きるか、その辺についてお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 先ほども副

知事からお答えしたところですが、糸満市のほうで記
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念碑の建立が地域の活性化につながるということで、

市役所内にジョン万次郎の記念碑等建立検討会が設置

されたと聞いておりますので、糸満市の状況も見なが

らいろいろ今後の整備について相談していきたいと考

えております。  

○議長（喜納昌春君） 新垣哲司君。 

○新垣 哲司君 県の窓口ですが、いろんな形で自然

保護もあって、これは知事の認可だということで、こ

れは恐らく知事も理解者ですのでクリアできると思う

んですが、今後の一括交付金とかあるいは県の窓口が

はっきりしないものですから、それはどこになるんで

しょうか。この記念碑建立の窓口は。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後６時53分休憩 

   午後６時55分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 窓口といいますか、こちら

で皆様の熱意をお聞きする場を今後調整して、いろい

ろな分野が引っかかるんですけれども、どこにしたほ

うがいいかについてちょっと県の中で調整しますの

で、よろしいでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 新垣哲司君。 

○新垣 哲司君 県はこれから調整しようと、まだ部

署が決まっていないということなんですか。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 現時点では、どちらを窓口

として相談を承るかということについてはまだはっき

りしていないということです。調整します。 

○議長（喜納昌春君） 新垣哲司君。 

○新垣 哲司君 期成会の皆さんは、領事館やあるい

は大使館にも直訴したいぐらいの気持ちできょうも傍

聴にいらっしゃっているわけですから、早目に決め

て、これがスムーズにいくように県としても後押しを

しっかりお願いしたいと思いますが、その件について

もう一度。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 教育庁関係の切り口もあり

ますし、観光の切り口もあります。それから特別区と

いうところの切り口もありますので、私たちのほうで

少し調整して、後で御連絡を差し上げるということで

よろしいでしょうか。窓口を。 

○議長（喜納昌春君） 新垣哲司君。 

○新垣 哲司君 やっていくということですから、い

いことで、ありがたいと思っています。 

 次に教育長、先ほど答弁でグローバルリーダー人材

育成を図る上で大変興味深いものと捉えておりますと

いう、非常に安易な答弁じゃないかなと、私なりに

言ったらですね。やっぱりこれだけの偉業人で日本を

近代化に導いた方ですから。今、アメリカで教科書に

も、ある州では彼が育ったところ、住んでいたところ

は教科書にもなっているようですよ。ですから、日本

ではまだ教科書にもなっていないわけです。碑とかこ

ういうのはつくっているんですが、ぜひ沖縄県から教

育の教科書に取り入れていただきたいと、こういうふ

うに思いますが、これについてちょっとお尋ねしま

す。教科書にジョン万次郎のこれまでの偉業につい

て。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 教科書の定義としたら大

変難しくなるんですけれども、この教科書、例えば、

英、数、国、社、理科とか、そうだったらこの教科書

というのは文科省の検定を受けた一定の会社がつくる

形になるんですけれども、副読本とかそういう形では

提供できると思います。例えば、小中学校のこの副読

本で、儀間真常であるとか当山久三、それから伊波普

猷、大濱信泉とか、そういう資料が作成されて郷土の

偉人として学習されております。 

 このジョン万次郎は、日本開国の立て役者として活

躍しておりまして、沖縄にゆかりのある偉人でもある

ので、そのパイオニア精神を児童生徒に指導して理解

を深めることは意義があるものだと思っております。

例えば、「総合的な学習の時間」であるとか、道徳の

教科を活用して導入するということは十分に可能だと

思います。ただ、教育課程の編成というのは、学校長

の裁量のもとで行われておりまして、教育委員会がこ

れをやりなさいと指示するというのは、ちょっと筋が

違うかなと、ちょっと困難だとは思うんですけれど

も、そういう資料作成については十分検討していける

んじゃないかなと思っております。よろしいでしょう

か。 

○議長（喜納昌春君） 新垣哲司君。 

○新垣 哲司君 実は全く聞こえないんですよ。もう

せっかく答えられましたので。これはやっぱりこの装

置もちょっと幾つか直さんといかぬでしょう。みんな

がそう言っていますよ。特に難聴の人には、軽難聴で

すから大変です。ぜひこれは前向きに検討していただ

きたい。 

 最後になりますが、人事交流についてでございます

が、やはりさまざまな意見を聞いたと思うんですよ

ね。糸満市議会の３月定例会のことを。意見を聞い

て、やっぱり私が質問したとおり、地域との交流とい
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うのは大変大事なことです。その辺に問題があって、

この問題が実は３月からずっと、８月19日に臨時会を

開くんですよ。開いて、ある意味では予定をしなかっ

たということが、予定外の票が、可決というんです

か、こういうふうになって、これは議員の皆さんの考

えですが、これまでのいろんな形の流れから、非常に

問題があったんですよ。しかし、私が今、何点か準備

をしていますが、大変ある意味では理解されるような

答弁をいただきまして、再質問はしませんが、知事、

やっぱり今総務部長が答えた、皆さんのさまざまな意

見をいただいたということですが、非常に残念なこと

であるということは、やはり遺憾という、ある意味で

は今後反省をしなければならんなということを思いま

した。そういうことで、今後出向される職員について

このようなことがないように、知事、一言答弁をお願

いしたいと思います。総務部長でいいですよ。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

○総務部長（小橋川健二君） 先ほど職員を派遣する

に当たっての一般的なお話を申し上げたつもりです。

職員を派遣する目的も、相互の職員の資質の向上、業

務能率の改善、そういった意味で派遣し、あるいは派

遣されるということでやっておりますので、ぜひその

目的が達せられるように努めてまいりたいと思ってい

ます。 

○新垣 哲司君 最後になりました。知事、県民のた

めにこれからもチバティ キミソーリ。 

 終わりです。 

○議長（喜納昌春君） 以上をもって通告による一般

質問及び議案に対する質疑は終わりました。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 この際、お諮りいたします。 

 決算については、９月11日の議会運営委員会におい

て17人から成る決算特別委員会を設置して審議するこ

とに意見の一致を見ております。 

 よって、ただいま議題となっております議案のう

ち、乙第13号議案、乙第14号議案及び認定第１号から

認定第23号までについては、17人の委員をもって構成

する決算特別委員会を設置し、これに付託の上審査す

ることにいたしたいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、さよう決定いたしました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 次に、お諮りいたします。 

 ただいま設置されました決算特別委員会の委員の選

任については、委員会条例第５条第１項の規定により

お手元に配付してあります名簿のとおり指名いたした

いと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、決算特別委員会の委員は、お手元に配付し

てあります名簿のとおり選任することに決定いたしま

した。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔決算特別委員名簿 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） ただいま決算特別委員会に付

託されました議案を除く甲第１号議案、甲第２号議

案、乙第１号議案から乙第12号議案まで及び乙第15号

議案については、お手元に配付してあります議案付託

表のとおりそれぞれ所管の常任委員会に付託いたしま

す。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔議案付託表 巻末に掲載〕 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後７時５分休憩 

   午後７時６分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 日程第３ 陳情第124号、第125号、第126号の２、

第127号及び第128号の付託の件を議題といたしま 

す。 

 お諮りいたします。 

 ただいまの陳情５件については、米軍基地関係特別

委員会に付託の上、審査することにいたしたいと思い

ます。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、さよう決定いたしました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） この際、お諮りいたします。 

 委員会審査及び議案整理のため、明10月４日から10

日までの７日間休会とすることにいたしたいと思いま

す。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、明10月４日から10日までの７日間休会とす

ることに決定いたしました。 
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   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。 

 次会は、10月11日定刻より会議を開きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 議事日程は、追って通知いたします。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

   午後７時８分散会 
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平成25年 
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沖縄県議会（定例会）会議録（第８号） 

平成25年10月11日（金曜日）午前10時５分開議 
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18 番  仲宗根   悟 君 

19 番  崎 山 嗣 幸 君 

20 番  山 内 末 子 さん 

21 番  瑞慶覧   功 君 

22 番  渡久地   修 君 

23 番  大 城 一 馬 君 

24 番  嶺 井   光 君 

25 番  前 島 明 男 君 

26 番  照 屋 守 之 君 

27 番  新 垣 良 俊 君 

28 番  仲 田 弘 毅 君 

29 番  新 垣 安 弘 君 

30 番  當 間 盛 夫 君 

31 番  照 屋 大 河 君 

32 番  狩 俣 信 子 さん 

33 番  赤 嶺   昇 君 

34 番  新 垣 清 涼 君 

37 番  金 城   勉 君 

38 番  糸 洲 朝 則 君 

39 番  翁 長 政 俊 君 

41 番  新 垣 哲 司 君 

42 番  具 志 孝 助 君 

43 番  新 里 米 吉 君 

44 番  髙 嶺 善 伸 君 

45 番  奥 平 一 夫 君 

46 番  玉 城 義 和 君 

47 番  玉 城 ノブ子 さん 

48 番  嘉 陽 宗 儀 君 

欠     員（１名） 

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名 

事 務 局 長  嘉 陽 安 昭 君 

次   長  知 念 正 治 君 

議 事 課 長  平 田 善 則 君 

副 参 事 兼 
勝 連 盛 博 君 

課 長 補 佐 

主     幹  佐久田   隆 君 

主     査  嘉 陽   孝 君 

政務調査課長  大 村 浩 三 君 

副 参 事  宮 城   弘 君 

主 幹  田 代 寛 幸 君 

主 幹  友 利 道 男 君 

主 幹  宮 城   優 君 

 

 

○議長（喜納昌春君） これより本日の会議を開きま

す。 

 日程に入ります前に報告いたします。 

 10月３日の会議において設置されました決算特別委

員会の委員長から、同日の委員会において委員長に狩

俣信子さん、副委員長に砂川利勝君を互選したとの報

告がありました。 

 その他の諸報告については、お手元に配付の文書に

より御了承願います。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔諸般の報告 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第１ 乙第１号議案を議

題といたします。 

 本案に関し、委員長の報告を求めます。 

 総務企画委員長山内末子さん。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔委員会審査報告書（条例） 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔総務企画委員長 山内末子さん登壇〕 

○総務企画委員長（山内末子さん） ハイタイ、おは

ようございます。 

 ただいま議題となりました乙第１号議案の条例議案

について、委員会における審査の経過及び結果を御報

告申し上げます。 

 委員会におきましては、企画部長の出席を求め慎重

に審査を行ってまいりました。 

 以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。 

 まず、乙第１号議案「沖縄県議会議員及び沖縄県知

事の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の

一部を改正する条例」は、公職選挙法の一部を改正す

る法律の施行に伴い、選挙運動用ポスターに関する規

定の整備を行う必要があることから条例を改正するも

のである。 

 主な改正の内容は、個人演説会告知用ポスターに関

する根拠条項を、法第143条第１項第４号の２を法第

143条第１項第４号の３に改めるものであるとの説明 
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がありました。 

 以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第１号議案は、全会一致をもっ

て原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

 以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これより乙第１号議案を採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、乙第１号議案は、原案のとおり可決されま

した。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第２ 乙第７号議案を議

題といたします。 

 本案に関し、委員長の報告を求めます。 

 経済労働委員長上原 章君。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔委員会審査報告書（条例） 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔経済労働委員長 上原 章君登壇〕 

○経済労働委員長（上原 章君） ハイサイ グスー

ヨー チューウガナビラ。 

 おはようございます。 

 ただいま議題となりました乙第７号議案の条例議案

について、委員会における審査の経過及び結果を御報

告申し上げます。 

 委員会におきましては、文化観光スポーツ部長の出

席を求め慎重に審査を行ってまいりました。 

 以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。 

 乙第７号議案「沖縄県文化芸術振興条例」は、県民

等の参画のもと総合的な文化芸術振興施策を推進する

ため、条例を制定するものである。 

 主な内容は、条例の前文、目的、基本理念、県の責

務、県民等の役割について、県の基本的施策につい

て、県民等の意見の反映について、沖縄県文化芸術振

興審議会について、推進体制の整備、財政上の措置に

ついてであるとの説明がありました。 

 本案に関し、条例には組踊、三線音楽、琉球舞踊、

織物、陶器、漆器など、国から指定されたものだけが

列挙されており、沖縄の文化を育てているウチナー芝

居やライブハウス、民謡クラブなど、大衆に愛された

部分が全部外されている。権威があるものだけが大事

にされているという感じがするが、その辺の見解はど

うかという質疑がありました。 

 これに対し、当初はできるだけ広く入れようと幾つ

か列挙していたが、懇話会で議論する中で、何らかの

基準が必要であろうということになって、一つの基準

をつくって列挙している。列挙していないものを軽ん

じているわけではなく、また、振興しないということ

ではない。ここに列挙していないものについても、当

然施策の中で振興に努めていくとの答弁がありまし

た。 

 次に、地域地域でいろいろな伝統芸能があるが、県

は市町村への助言だけではなく、財政的なことも含め

て取り組む必要があるのではないかとの質疑がありま

した。 

 これに対し、地域にある文化協会等の意見を聞きな

がら、文化観光スポーツ部の施策・事業でできるも

の、できなければ新しい事業創出も含めて検討したい

との答弁がありました。 

 次に、文化芸術振興条例を具体化するため、今後ど

のような考えで施策を進めていこうとしているのかと

の質疑がありました。 

 これに対し、条例では文化芸術振興施策について

は、情報を公表して県民から意見を聞くことにしてい

る。また、新たに沖縄県文化芸術振興審議会を立ち上

げて、毎年度の施策について県民もしくは審議会から

意見を聞くことにしている。できるだけそれらを施策

に反映させるように取り組んでいきたいとの答弁があ

りました。 

 次に、条例の特徴は何かとの質疑がありました。 

 これに対し、他県では芸術を施策の一番目に持って

くるところがあるが、沖縄県では伝統文化の継承・発

展を一番目に持ってきている。また、芸術家等の育成

等ということで、文化芸術等に関するマネジメントを

行う者の育成確保をうたっている。それから文化の産

業化ということをうたっており、いかに文化を観光と

かけ合わせながら産業につなげていくかという視点が

盛り込まれている。そして、施策の策定に当たって県

民参加の仕組みを確立したこと、これらが他県と比べ

て特徴的なところであるとの答弁がありました。 
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 次に、沖縄は文化の裾野が広いが、裾野が広い割に

は条例で定める審議会の委員数が少ないのではない

か、うまく運営できるのかとの質疑がありました。 

 これに対し、委員数については他の審議会等の人数

を参考にした。運営する中で課題が出てくれば、それ

に対応する形で検討していきたいとの答弁がありまし

た。 

 次に、学校現場における文化芸能活動の充実につい

て、教育委員会との関係はどうなっているのかとの質

疑がありました。 

 これに対し、教育委員会でできる分野、知事部局で

できる分野があるが、それらをうまく組み合わせなが

ら、できるだけ学校現場でも伝統文化が広がるような

仕組みをつくり上げていきたい。教育委員会と連携を

しながら取り組んでいきたいとの答弁がありました。 

 次に、文化芸術を振興する基本条例がさきにあっ

て、それを推進する体制は後に来るものだと思うが、

今回は文化観光スポーツ部ができた後に条例ができる

形になっている。今回の条例に基づいて総合的な施策

を実施しようとするときに、県庁の今の推進体制で対

応できるのかという質疑がありました。 

 これに対し、今後はこの条例に基づき文化の施策を

文化観光スポーツ部で取りまとめて県民に公表し、審

議会に諮っていくことになる。そのため、庁内でしっ

かりとした連携体制が必要であり、今まで以上に横の

連携がしっかりとした体制をつくり上げていきたいと

の答弁がありました。 

  そのほか、他の条例との連携、他県の条例整備状

況、県立芸術大学の位置づけなどについて質疑があり

ました。 

 以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第７号議案については、全会一

致をもって原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ました。 

 以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これより乙第７号議案を採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、乙第７号議案は、原案のとおり可決されま

した。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第３ 乙第３号議案から

乙第６号議案までを議題といたします。 

 各議案に関し、委員長の報告を求めます。 

 文教厚生委員長呉屋 宏君。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔委員会審査報告書（条例） 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔文教厚生委員長 呉屋 宏君登壇〕 

○文教厚生委員長（呉屋 宏君） おはようございま

す。 

 それでは、委員長報告をいたします。 

 ただいま議題となりました乙第３号議案から乙第６

号議案までの条例議案４件について、委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 委員会におきましては、福祉保健部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。 

 以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。 

 まず、乙第３号議案「沖縄県子ども・子育て会議設

置条例」は、子ども・子育て支援法及び認定こども園

法に基づき、沖縄県子ども・子育て会議を設置し、そ

の組織及び運営に関し必要な事項を定める必要がある

ことから条例を制定するものである。 

 主な内容は、沖縄県子ども・子育て会議の役割とし

て、沖縄県子ども・子育て支援事業支援計画の策定に

関する意見聴取及び子ども・子育て支援に関する施策

の実施状況の調査審議等を行うものであるとの説明が

ありました。 

 本案に関し、幼保連携型の認定こども園の設置につ

いての県の考え方について質疑がありました。 

 これに対し、県としては市町村と連携をしながら制

度の周知を図るとともに、保育関係者等の意見を聞い

た上で、地域の実情に応じた子育て支援が実施できる

ように対応したい。沖縄県は特殊な保育環境になって

いるので、そういった実情に応じた子育て支援ができ

るようにしていきたいとの答弁がありました。 

 次に、沖縄県子ども・子育て会議の果たすチェック

機能としての役割について質疑がありました。 

 これに対して、沖縄県子ども・子育て会議のチェッ

ク機能としては、県の事業計画に意見を述べるという
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ことや認定こども園に対して設置の認可や事業停止命

令等の処分を行うときに意見を聞くなどの機能がある

との答弁がありました。 

 そのほか、国の保育に対する考え方の変遷、全国の

モデルとなるような沖縄独自の就学前教育システムの

構築、沖縄県子ども・子育て会議の構成メンバー、保

育のニーズ調査の実施主体、認定こども園の設置によ

る認可外保育施設への影響などについて質疑がありま

した。 

 次に、乙第４号議案「沖縄県障害のある人もない人

も共に暮らしやすい社会づくり条例」についてであり

ます。 

 本条例は、報告にはありませんが、この条例を審議

する中で本当にこれまで御苦労なさった障害者の皆さ

ん、長きにわたって頑張ってこられた皆さんの結果が

この条例に反映しているものと思います。この条例の

設置について、障害者の皆さんのことを考えると本当

によかったなという思いがしました。 

 それでは、障害のある人もない人も共に暮らしやす

い社会づくりを目指し、障害を理由とする差別等を解

消するための支援等を総合的かつ計画的に推進する必

要があることから条例を制定するものである。 

 主な内容は、障害を理由とする差別の禁止、広域相

談専門員、沖縄県障害を理由とする差別等の解消に関

する調整委員会等について定めるものであるとの説明

がありました。 

 本案に関し、差別事例相談員及び広域相談専門員の

身分はどうなるのかとの質疑がありました。 

 これに対し、市町村で配置する差別事例相談員は、

市町村職員が直接当たっている場合は身分は市町村職

員であるが、相談支援事業所への委託事業としてやっ

ているところは、身分は民間職員となる。また、県が

任命する広域相談専門員については、専門的な知識を

持った方に対して委嘱・委任する予定で、身分として

は非常勤の職員を予定しているとの答弁がありまし

た。 

 次に、条例の具体的な中身をどうやって県民に周知

するのかとの質疑がありました。 

 これに対して、条例の趣旨、中身をよりわかりやす

いようにした形のパンフレットをつくるなど、よりわ

かりやすい形で県民に伝えていく努力をしていきたい

との答弁がありました。 

 次に、パブリックコメントが結構出てきたと聞いて

いるが、それは大方配慮されたのかとの質疑がありま

した。 

 これに対して、多数のパブリックコメントをいただ

き、一部先送りがあるものの、できるだけパブリック

コメントを反映する形でつくってあるとの答弁があり

ました。 

 そのほか、前文と見直し規定についての見解、広域

相談専門員の配置時期、差別を行った者の公表に関す

る規定を削除した理由、子供たちの教育におけるこの

条例の生かし方、条例ができることによる必要な予算

についての考え方、条例を策定した他府県の状況など

について質疑がありました。 

 次に、乙第５号議案「沖縄県指定通所支援の事業等

の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例及

び沖縄県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備

及び運営に関する基準等を定める条例の一部を改正す

る条例」は、厚生労働省令の一部改正により、一定の

要件を満たした介護事業所に関する特例を設ける必要

があることから条例を改正するものである。 

 主な改正の内容は、一定の要件を満たした指定小規

模多機能型居宅介護事業所において、障害児の受け入

れが可能になるものであるとの説明がありました。 

 本案に関し、今回、このように特例を設ける背景に

はどういうことがあるのかとの質疑がありました。 

 これに対し、例えば離島などで高齢者施設である小

規模多機能居宅介護事業所はあるが、障害児の施設が

ないといった場合に、この事業所を利用して児童デイ

サービスを受けることが可能になるということや、児

童デイサービスの施設はあるが定員超過であるといっ

た場合にもこの事業所を活用することが可能となると

の答弁がありました。 

 次に、指定小規模多機能型居宅介護事業所は県内で

何カ所あるのか、今までお年寄りの介護をしていた職

員で障害児の対応が可能なのかとの質疑がありまし

た。 

 これに対し、県内の指定小規模多機能型居宅介護事

業所は、平成25年７月末現在で24市町村に70事業所あ

り、障害児への対応については、適切に指導・処遇が

できるように、職員への実習なり研修なりを充実させ

ていきたいとの答弁がありました。 

 そのほか、障害児の受け入れ予想人数などについて

質疑がありました。 

 次に、乙第６号議案「沖縄県国民健康保険調整交付

金条例の一部を改正する条例」は、国民健康保険の国

庫負担金等の算定に関する政令の一部改正により、病

床転換支援金を納付する市町村に関する特例の適用期

限を延長する必要があることから条例を改正するもの

である。 

 主な改正の内容は、病床転換支援金の特例適用期限
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を平成30年３月31日まで延長するとの説明がありまし

た。 

 本案に関し、療養病床の転換ということでこれまで

やってきたが、どのような目標を立てて、実際にどれ

だけが転換できたのかという質疑がありました。 

 これに対して、沖縄県の医療費適正化計画における

平成24年度末の療養病床の再編対象目標数は2456床で

あり、1295床を転換することとしていたが、平成24年

度末の再編対象療養病床数は2940床となっているとの

答弁がありました。 

  そのほか、国保制度に対する政府のこれまでの方

針、有料老人ホームの利用料金などについて質疑があ

りました。 

 以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決に先立ち、乙第３号議案、乙第５号議案及

び乙第６号議案については、共産党所属委員から反対

する旨の意見表明があり、採決の結果、乙第３号議

案、乙第５号議案及び乙第６号議案については、賛成

多数をもって原案のとおり可決すべきものと決定いた

しました。 

 また、乙第４号議案は、全会一致をもって原案のと

おり可決すべきものと決定いたしました。 

 以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

 乙第３号議案、乙第５号議案及び乙第６号議案に対

する討論の通告がありますので、順次発言を許しま

す。 

 西銘純恵さん。 

   〔西銘純恵さん登壇〕 

○西銘 純恵さん おはようございます。 

 日本共産党を代表して、乙第３号議案、乙第５号議

案、乙第６号議案に一括して反対の討論を行います。 

 乙第３号議案は、子ども・子育て支援法及び認定こ

ども園法に基づき、子ども・子育て会議を設置するた

めの議案となっています。 

 これまで自公政権は、深刻化する待機児童問題を初

めとする保育要求の高まりに対して、認可保育所の増

設ではなく、定員以上の子供の詰め込みなどの規制緩

和を進めてきました。子ども・子育て関連３法の新制

度――以下、新制度と言います――では、これをさら

に突き進め、保育に対する国や自治体の責任を大幅に

後退・縮小させて、保育を営利化・産業化する公的保

育制度の大改悪を２年後、2015年の施行を目指してい

ます。 

 年金引き下げ、医療費の負担増、介護保険改悪など

とともに、新制度も社会保障の連続大改悪の一つとさ

れているものです。保育の公的責任を放棄する新制度

は、株式会社の参入を促進する待機児童解消加速化プ

ランの着実な実施がうたわれています。 

 昨年、現行保育所制度の廃止を狙った「総合こども

園法」は、全国の保育所関係者の根強い運動で撤回さ

れました。本県議会も保育関係者の陳情を受けて、全

会一致で新システムの安易な導入に反対する意見書を

採択してきました。 

 新たに可決された「子ども・子育て関連３法」で

は、児童福祉法24条１項の市町村の保育実施責任が復

活しました。ところが、同時に24条２項が追加され、

認定こども園や地域型保育事業、小規模保育事業等に

より、市町村が直接責任を負わない多様な保育事業が

位置づけられました。 

 認定こども園や地域型保育給付対象４事業（小規

模、家庭的保育、事業所内、居宅訪問型）について

は、市町村は保育の必要性と必要保育時間を認定する

だけです。保護者と施設との直接契約となり、市町村

の責任は及ばないことになります。 

 施設が保護者と直接入所契約して保育料を徴収する

制度になれば、保育料が十分に払えない家庭の子供や

障害児の入所が抑制されかねません。各園任せの経営

による保育になれば保育の質の低下、児童福祉や就学

前教育がないがしろにされないか危惧されます。 

 入所や利用の仕組み、保育所施設への補助方式とい

う現在の保育制度を、介護保険法のような利用者補助

による給付金方式と保護者の責任による利用の仕組み

となる直接契約方式に変えられます。給付金制度にす

ることで補助金を廃止し、使途制限をなくし企業参入

を促すとともに、現物給付としての市町村の保育実施

義務をなくして、保育の公的責任を縮小しようとする

ものです。 

 企業参入の拡大は政府の大きな狙いです。財界が求

め続けてきた保育の補助金を株主配当やほかの事業へ

の流用を可能にする使途制限を撤廃することや、企業

が参入するのも撤退するのも自由にできる仕組みをつ

くろうとしています。株式会社の保育所が閉鎖されれ

ば新たな保育所探しで子供、保護者にとって大きな負
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担となり、環境の変化や詰め込みによる子供たちへの

心身のストレスも大変なものになります。 

 ことし５月、安倍首相は、横浜方式を全国に広げる

と表明しました。横浜市では、580カ所の認可保育所

のうち株式会社が25％を占めています。保育所への企

業参入は2000年から導入されていますが、認可保育所

への企業参入は全国平均２％に比べて横浜市は25％と

突出しています。自治体が公立保育所を廃止したり認

可保育所の設置が進まないのは、国が保育所運営費を

一般財源化し、施設整備補助金などの補助負担金を削

減するもとで財政負担が増大したのが大きな要因です

が、財界の利益を代表する規制改革会議は、待機児童

解消が進まないのは自治体が企業の参入を排除してき

たというすりかえを行って企業参入の門戸を広げまし

た。横浜市は全国一の待機児童をゼロにしたと公表し

ましたが、一気に企業参入を進めた矛盾が出ていま

す。株式会社には、ビルのテナントを借りると補助が

出るため、横浜市では園庭のない企業園が次々つくら

れました。保育士の入れかわりも激しく、開園して半

年で半数以上の保育士が退職した園が複数出ました。

09年には経営の悪化から企業が撤退し、別の企業が引

き継いだ事態も生まれました。保育所運営に利潤第一

の株式会社が参入する問題が浮き彫りになっていま

す。 

 また、定員拡大や弾力化、面積基準の引き下げによ

る子供の詰め込みが問題になっています。定員増を図

るために園庭やプールをなくして増築したり、ホール

を潰して保育室にしたため保育環境が悪化していま

す。最低基準では、ゼロ歳、１歳の１人当たり面積は

3.3平方メートルです。横浜市は2.475平方メートルに

緩和して問題になっています。 

 待機児童の定義も変えて、数合わせが行われていま

す。市独自の保育室に入所できたり、育児休業を延長

した場合は待機児童に含んでいなく、認可保育所に入

れない子供は1700人以上いるのに、横浜市は待機児童

は統計上のゼロと主張しています。 

 本議案は、自治体の責任の及ばない認定保育園など

で子育て支援を任せるための県の子ども・子育て会議

の設置条例の提案です。児童福祉の充実、認可保育所

をふやして待機児童を解消し児童に最善の保育を実施

することは、児童福祉法24条１項に定める自治体の保

育実施責任であることを主張し、反対討論といたしま

す。 

 次に、乙第５号議案、小規模多機能型居宅介護事業

所において知的障害児、身体障害児、精神障害児の利

用を可能にするための、「沖縄県指定通所支援の事業

等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

及び沖縄県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設

備及び運営に関する基準等を定める条例の一部を改正

する条例」案に反対する討論を行います。 

 小規模多機能型居宅介護施設は、市町村が指定・監

督を行う介護サービスの事業所で、介護予防や介護を

必要とする高齢者などが通所やショートステイで利用

したり、訪問介護も行ったりしています。県内には71

カ所の施設があり、1701人が利用定員となっていま

す。 

 本議案は、その介護施設で知的障害児童、身体障害

児童、発達障害を含む精神障害児童を受け入れて、一

緒に利用させるというものです。障害児童を受け入れ

ても施設の職員人数は、変わらないということです。 

 障害児の施設は2013年７月１日現在で県内に161カ

所あるが、宮古島には通所施設がないため、本条例改

定によって高齢者施設での利用が可能となるといって

います。全県で施設を利用している障害児は2258人い

ることは明らかにされましたが、県内には、何人の障

害児がいるのかは把握されていません。後日、資料の

提供を受けましたが、障害者手帳の交付を受けた18歳

未満は4822人いました。そのうち精神障害児の手帳交

付は109人で、その中には発達障害児は含まれていな

いということです。 

 発達障害は、早期発見と早期支援が特に重要とさ

れ、発達障害者支援法も国や地方公共団体の責務を明

らかにしています。早期の支援が必要とされている発

達障害児について、その人数が把握されず、支援のた

めに施設がどれだけ必要かなどの設置計画も立てられ

ていません。小児精神科医師の不足、ニーズに追いつ

かない施設不足など発達障害児への支援のおくれは深

刻です。 

 また、発達障害は、自閉症、高機能自閉症、学習障

害、注意欠陥多動性障害など支援者に高度な対応が求

められる障害です。その障害児の発達を保障するため

に必要な福祉施策を充実させることが求められていま

す。障害児者問題に行政課題として本腰を入れるかど

うかは県政の根本姿勢が問われる重要な問題です。離

島においては障害児の施設がないので、高齢者の介護

施設で一緒に利用させるという本議案は、障害児の福

祉行政を推進する県政の責務を怠り、県民の願いに背

くものであり、到底賛成できません。 

 次に、病院の療養病床を削減するための乙第６号議

案「沖縄県国民健康保険調整交付金条例の一部を改正

する条例」について反対の討論を行います。 

 本議案は、政府の進める医療費削減を目的としてい
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ます。療養病床を削減し、病院での在院日数を減らせ

ば医療費が削減されるという計画のもと、病院で入院

している高齢の患者を病院から退院させるために、療

養病床を転換するところに補助金を交付する。その期

間を2017年度末まで延長するというものです。 

 政府の目標に沿って県は2008年から昨年度まで療養

病床削減計画を進めました。ところが、療養病床削減

は計画どおり進んでいません。2008年に決めた県の療

養病床削減計画は、3751の療養病床を1295床減らして

2456床にする計画でした。しかしながら、５年間の実

績は811床の削減しかできていません。 

 病院の療養病床から特別養護老人ホームや老人保健

施設、有料老人ホームなどの介護療養施設に転換する

という計画は、介護施設は不足していて、有料老人

ホームは高くて入所できない、これが実態です。 

 安倍政権の2017年度までの医療改悪のスケジュール

は、明らかになっている１点目は、70歳から74歳まで

の医療費の患者負担を１割から２割に負担増にする引

き上げを次年度から実施する構えです。 

 ２点目は、来年2014年の通常国会に、医療費削減の

ため、「病床の機能分化」などの名目で病床数を削減

するシステムをつくり上げる法案を提出する方向も盛

り込まれています。さらに、再来年2015年の通常国会

には国民健康保険の運営主体を都道府県に移行する都

道府県広域化や紹介状なしで大病院を受診する際の患

者負担増を行おうとしています。 

 国保を都道府県単位にする広域化方針は、市町村が

一般会計繰り入れによって赤字の補塡をしている補塡

をやめさせる、保険料を引き上げる、強制差し押さえ

をしてでも収納率を向上させる、病院から早く退院さ

せていく医療費適正化策の推進等により、できる限り

早期に解消するように努めることとされています。 

 国保が財政難になり、国保税が高過ぎるのは、国庫

負担の削減が原因です。1984年に、給付費に対する国

庫負担を引き下げたのを皮切りに、政府は国保に対す

る国の責任を次々と後退させてきました。その結果、

国保会計の総収入に占める国庫負担の割合は50％から

2010年度は25.6％に半減しています。 

 皆保険制度として創設された国保制度は、国や自治

体の公費によって支える住民の命と医療を守るための

社会保障の制度です。県民が安心して医療が受けられ

る国保制度の充実を求めて、療養病床の削減を進める

本議案に反対の討論といたします。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

   〔島袋 大君登壇〕 

○島袋  大君 自由民主党を代表いたしまして、乙

第３号議案「沖縄県子ども・子育て会議設置条例」に

つきまして、賛成の立場から討論を行います。 

 本案は、既に昨年公布された子ども・子育て支援法

及び認定こども園法改正法に基づき設置する沖縄県子

ども・子育て会議について、その組織や運営等の必要

な事項を定める条例であります。 

 さて、これまで全国統一された保育・教育サービス

が地方の行政と施設現場、家庭、そして子供たちとの

ミスマッチが少子化に歯どめのかからない大きな要因

の一つであると考えられます。 

 子供がふえることは大変喜ばしいことでありますけ

れども、親が子育てに対して他力本願的傾向、貧困家

庭が多くネグレクトの増加傾向にあるのが現状であり

ます。また、これまで認可外の認可化を進め待機児童

解消を図ってきたが、基準を満たす施設が少なく一向

に進まない待機児童解消問題であります。 

 市町村の財政基盤が弱く、かつ将来の少子化にとら

われ過ぎて消極的な保育施策と沖縄独特の公立幼稚園

等の存在があるのが現状です。 

 そこで、沖縄県子ども・子育て会議の中で、ただ単

に待機児童を解消するために保育・教育施設等をふや

せばよいのではなく、沖縄の子供たちや子育て家庭に

本当に必要なニーズは何なのか調査・審議し、将来に

つなげる支援計画を策定し、地域の子供たちや保護

者、子育て家庭の実情に合わせた子育て・教育環境づ

くりを実施されることを担保するなど、重要な役割を

果たすのが沖縄県子ども・子育て会議であると考えま

す。 

 さらには、この沖縄県子ども・子育て会議の設置

は、これまでの沖縄県の子育て環境を県民目線で児童

福祉、教育等の観点を持った方々が改めて点検・評価

し、資源の少ないこの沖縄県にとって子供たちは将来

の成長資源のためになるよう、県が策定する計画と市

町村計画の整合性を図りながら実現可能な連携、バッ

クアップ体制をつくるとともに、継続して点検・評

価・見直しを行うことで大きな意味を持つと確信して

おります。 

 また、認定こども園法に基づく幼保連携型認定こど

も園の認可等に関しましても、あわせて当該子ども・

子育て会議の担任事務とすることで、保育所等の整備

やその他子供に関する施策と相まって、総合的な調

査・審議が行われることが期待されます。 

 最後になりますけれども、必要な支援はしっかりと

行い、常に与えるだけではなく、子供たちも親も家庭

もしっかりと自立できる支援施策や環境づくりを、こ

の沖縄県子ども・子育て会議に期待します。 
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 議員各位におかれましては、何とぞ御理解をいただ

き、議案原案に賛成していただきますよう、お願いを

申し上げまして賛成討論といたします。 

○議長（喜納昌春君） 又吉清義君。 

   〔又吉清義君登壇〕 

○又吉 清義君 おはようございます。 

 自由民主党を代表いたしまして、乙第５号議案の賛

成討論をいたしたいと思います。 

 乙第５号議案「沖縄県指定通所支援の事業等の人

員、設備及び運営に関する基準等を定める条例及び沖

縄県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び

運営に関する基準等を定める条例の一部を改正する条

例」について、賛成の立場から討論をいたします。 

 本案は、厚生労働省省令の改正により、介護保険法

による指定小規模多機能型居宅介護事業所において障

害児の通所サービスも実施できることとなったことに

伴い、県の条例を一部改正するものです。 

 今回の改正では、児童発達支援または放課後デイ

サービス等が地域において提供されていないこと等に

より、サービスを受けることが困難な障害児を対象と

していることから、当該地域における指定小規模多機

能型居宅介護事業所を活用することによって、従来

サービスを受けることが困難であった障害児に対し、

利用可能なサービスの選択肢をふやすことになるの

で、必ずしも児童の福祉及び支援の低下につながるも

のではないと考えます。 

 また、今回の改正は、構造改革特別区域にのみ認め

られていた障害児の受け入れを全国展開するものであ

り、構造特区における国の評価、調査委員会による調

査では障害児が高齢者と接し、家庭的な雰囲気に触れ

ることにより対人関係の療育が見られた等の効果が発

現しているとともに、家族の負担軽減、高齢者の相互

理解と特例措置による効果が確認できたとされていま

す。 

 さらに、障害児を受け入れた場合のサービスの質の

確保については、障害児を受け入れる要件として指定

小規模多機能型居宅介護事業所が障害児入所施設等か

ら必要な技術的支援を受けているものであり、一定の

サービスの質は確保できると考えます。 

 具体的には、障害児に対して適切に処遇できるよ

う、障害児入所施設等に実習、研修会等の実施を依頼

し、職員の資質を向上させたり、障害児に対する個々

の処遇につき、疑義が生じた場合などに必要な助言や

支援を受ける等により、サービスの質を確保されてい

くと考えます。 

 最後に、障害児の福祉の向上は、障害児通所支援事

業所の充実が重要であり、本案は利用可能なサービス

の選択肢をふやすことにつながるため、これにより健

全なサービス提供体制が阻害されることはないと考え

ます。 

 よって、乙第５号議案に賛成するものであり、議員

諸侯の賛同をよろしくお願いいたします。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 照屋守之君。 

   〔照屋守之君登壇〕 

○照屋 守之君 おはようございます。 

 乙第６号議案「沖縄県国民健康保険調整交付金条例

の一部を改正する条例」について、賛成の立場から討

論を行います。 

 沖縄県国民健康保険調整交付金は、市町村が国民健

康保険事業の財政運営を安定的に行うための重要な財

源の一部として市町村に交付されております。 

 その交付については、「国民健康保険の国庫負担金

等の算定に関する政令」に基づき制定されている本条

例により行われております。 

 今回、当該政令の一部が改正され、病床転換支援金

を納付する市町村に係る算定の特例期間が延長された

ことに伴い、本条例に規定している特例期間を延長す

る必要があるため条例を改正するものです。 

 国民健康保険は、国民皆保険のかなめとして、住民

の健康を守り必要な医療を確保する上で大変重要な役

割を担っており、その安定的な運営を確保すること

は、公的医療保険制度を堅持していく上で極めて重要

であります。 

 しかしながら、市町村国民健康保険は加入者に低所

得者及び高齢者が多く、ふえ続ける医療費に対し財源

の確保が困難であるという構造的な問題を抱えてお

り、財政運営は大変厳しい状況にあり、このような仕

組みは必要であります。 

 今回の政令改正は、特例措置の適用期限を延長する

ことにより、病床転換支援金の納付に係る市町村の負

担軽減を図るものであります。市町村国保財政の健全

な運営を図ることは、県の重要な役割であります。    

 政令改正の趣旨に鑑み、市町村国保財政の負担軽減

を図るため、県普通調整交付金の算定について、病床

転換支援金に係る特例措置の適用期限を延長する必要

があります。 

 御賛同よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 以上で通告による討論は終わ

りました。 

  これをもって討論を終結いたします。 

 休憩いたします。 
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   午前10時51分休憩 

   午前10時51分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 これより乙第３号議案から乙第６号議案までの採決

に入ります。 

 議題のうち、まず乙第４号議案を採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいまの議案１件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、乙第４号議案は、原案のとおり可決されま

した。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 次に、乙第３号議案、乙第５

号議案及び乙第６号議案の３件を一括して採決いたし

ます。 

 各議案に対する委員長の報告は、原案可決でありま

す。 

 お諮りいたします。 

 ただいまの議案３件は、委員長の報告のとおり決す

ることに賛成の諸君の起立を求めます。 

   〔賛成者起立〕 

○議長（喜納昌春君） 起立多数であります。 

 よって、乙第３号議案、乙第５号議案及び乙第６号

議案は、委員長の報告のとおり可決されました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第４ 乙第２号議案を議

題といたします。 

 本案に関し、委員長の報告を求めます。 

 土木環境委員長中川京貴君。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔委員会審査報告書（条例） 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔土木環境委員長 中川京貴君登壇〕 

○土木環境委員長（中川京貴君） 皆さん、おはよう

ございます。 

 ただいま議題となりました乙第２号議案の条例議案

１件について、委員会における審査の経過及び結果を

御報告申し上げます。 

  委員会におきましては、環境生活部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。 

  以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。 

 乙第２号議案「沖縄県海岸漂着物地域対策推進事業

基金条例」は、国の経済対策の一環として創設された

補助金を活用して、海岸漂着物対策の推進を目的に、

地方自治法第241条第１項により基金を創設するため

条例を制定するものである。 

 主な内容は、海岸漂着物等に係る喫緊の問題を解決

するため、国においては平成24年度補正予算により地

域環境保全対策費補助金を創設したが、これは平成25

年度に都道府県に交付し、平成26年度までの事業を対

象とするものであり、本県は当該補助金を活用するた

め、６億円の基金を積み立て、平成25年度及び26年度

にかけて基金を取り崩して事業を実施し、海岸漂着物

対策を推進するものであるとの説明がありました。 

 本案に関し、平成27年３月31日までの基金となって

いる理由は何かとの質疑がありました。 

 これに対し、国の経済対策によって設けられた基金

であり、平成26年度までに使ってもらいたいというこ

とである。しかし、27年度以降についても、「美しく

豊かな自然を保護するための海岸における良好な景観

及び環境の保全に係る海岸漂着物等の処理等の推進に

関する法律」に基づき、必要な財政上の措置を講ずる

こととなっており、政府は予算措置を考えている。現

在は10分の10の補助率であるが、これを見直す予定が

あるため、県としては全国知事会を通じて10分の10の

補助金とするよう要請していくとの答弁がありまし

た。 

 次に、これまで海岸漂着物の処理はどのように行っ

てきたかとの質疑がありました。 

 これに対し、これまではグリーンニューディール基

金により処理対策を行っていた。環境生活部から、海

岸管理者である土木建築部と農林水産部に予算を出し

て、各出先機関で回収事業を行っていた。これまで約

７億8000万円を執行し、回収したごみは約１万4000立

方メートルであるとの答弁がありました。 

 次に、発生抑制対策が掲げられているが、外国から

の漂着物に対してどのような方法を考えているのかと

の質疑がありました。 

 これに対し、中国を中心に、韓国、台湾等からのご

みが多いが、それらの国と地域的に交流を図りなが

ら、その中で本県の現状報告等の取り組みをしていき

たいと考えているとの答弁がありました。 

 次に、海岸漂着物は一般廃棄物となるのか、それと

も産業廃棄物となるのかとの質疑がありました。 

 これに対し、事業者が回収したものは産業廃棄物と

なり、ボランティア活動等で回収したものは一般廃棄

物となって市町村が処理をする。今回の基金は、いず

れの処理費用も対象となるとの答弁がありました。 

 次に、県民に対する取り組みはどうなっているかと
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の質疑がありました。 

 これに対し、市町村や県警等と連携してごみの不法

投棄パトロールを実施したり、さまざまな補助金等に

よる回収事業を行っているとの答弁がありました。 

 次に、ＮＰＯ等が行っているごみ回収のイベントが

あるが、一番多くごみを回収したグループに賞金を出

すようである。例えば、このような取り組みに当該基

金は利用できるのかとの質疑がありました。 

 これに対し、当該事業において事業者となるのは県

や市町村の公共機関であり、ＮＰＯについては補助対

象ではないとの答弁がありました。 

 以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第２号議案の条例議案１件は、

全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決定

いたしました。 

  以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これより乙第２号議案を採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、乙第２号議案は、原案のとおり可決されま

した。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第５ 乙第15号議案を議

題といたします。 

 本案に関し、委員長の報告を求めます。 

 総務企画委員長山内末子さん。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔委員会審査報告書（議決事件） 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔総務企画委員長 山内末子さん登壇〕 

○総務企画委員長（山内末子さん） ただいま議題と

なりました乙第15号議案の同意議案１件について、委

員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま

す。 

 委員会におきましては、総務部長の出席を求め慎重

に審査を行ってまいりました。 

 以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。 

 まず、乙第15号議案「沖縄県土地利用審査会委員の

任命について」は、土地利用審査会委員７人が平成25

年10月31日で任期満了することに伴い、その後任を任

命するため、国土利用計画法第39条第４項の規定に基

づき議会の同意を求めるものであるとの説明がありま

した。 

 本案に関し、同審査会委員の任期及び審査会の開催

方法はどうなっているかとの質疑がありました。 

 これに対し、委員の任期は３年で、審査会の開催に

ついては定例会ではなく、必要に応じて開催されてい

るとの答弁がありました。 

 次に、知事が行う区域の指定等について、具体的に

沖縄県の区域の指定状況等はどうなっているかとの質

疑がありました。 

 これに対し、国土利用計画法で定められている区域

は、規制区域、注視区域、監視区域がある。本県の指

定の状況は、バブルのころに、地価の上昇を監視する

ため、土地利用審査会の意見を聞いて知事が31市町村

を監視区域に指定している。 

 なお、注視区域については、本県においては指定さ

れたことはなく、規制区域については、昭和49年に同

法が施行されて以来、全国的にも一度も設けられたこ

とはないとの答弁がありました。 

  そのほか、土地利用審査会が勧告した件数等につい

ての質疑がありました。 

 以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第15号議案は、全会一致をもっ

て同意すべきものと決定いたしました。 

 以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これより乙第15号議案を採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は、これに同意することに御異議ありません

か。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 
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 よって、乙第15号議案は、これに同意することに決

定いたしました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第６ 乙第９号議案及び

乙第12号議案を議題といたします。 

 各議案に関し、委員長の報告を求めます。 

 文教厚生委員長呉屋 宏君。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔委員会審査報告書（議決事件） 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔文教厚生委員長 呉屋 宏君登壇〕 

○文教厚生委員長（呉屋 宏君） それではただいま

議題となりました乙第９号議案及び乙第12号議案の議

決議案２件について、委員会における審査の経過及び

結果を御報告申し上げます。 

 委員会におきましては、福祉保健部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。 

 以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。 

 まず、乙第９号議案「財産の取得について（抗イン

フルエンザウイルス薬）」は、新型インフルエンザ対

策として、備蓄用の抗インフルエンザウイルス薬（商

品名・リレンザ）を購入するため、議会の議決に付す

べき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条

の規定に基づき議会の議決を求めるものである。 

 購入数量は３万7000人分の３万7000箱、契約金額は

9090万9000円で、契約の相手方は、グラクソ・スミス

クライン株式会社であるとの説明がありました。 

 本案に関し、今回購入するリレンザはタミフルとは

どう違うのかとの質疑がありました。 

 これに対し、リレンザもタミフルと同じようにイン

フルエンザウイルスの増殖を抑える薬であるが、タミ

フルが飲み薬であることに対し、リレンザは吸入薬で

あるとの答弁がありました。 

 そのほか、薬の使用期限、薬の安全性、備蓄量の根

拠などについて質疑がありました。 

 次に、乙第12号議案「沖縄県離島医療組合規約の一

部変更について」は、沖縄県離島医療組合の会計管理

者に関する規定の一部を変更することについて、久米

島町と協議するため、地方自治法第290条の規定に基

づき議会の議決を求めるものであるとの説明がありま

した。 

 本案に関し、会計管理者を変更する理由は何かとの

質疑がありました。 

 これに対し、現在、沖縄県の会計管理者が沖縄県離

島医療組合の会計管理者を兼ねているが、久米島町に

ある同組合に対して距離的にどうしても実地の指導監

督ができない。また、決算期の場合には書類を久米島

から運んできて沖縄県の会計管理者に合議しないとい

けないなど非常に不都合が生じたことなどから、久米

島町の会計管理者と同組合の会計管理者を兼ねていた

だくということで調整を進めてきたとの答弁がありま

した。 

 そのほか、会計管理者が変更されることによる問題

点などについて質疑がありました。 

 以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第９号議案及び乙第12号議案の

２件は、全会一致をもって可決すべきものと決定いた

しました。 

 以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これより乙第９号議案及び乙第12号議案の２件を一

括して採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいまの議案２件は、委員長の報告のとおり決す

ることに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、乙第９号議案及び乙第12号議案は、委員長

の報告のとおり可決されました。 

   ―――――◆・・◆――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第７ 乙第８号議案、乙

第10号議案及び乙第11号議案を議題といたします。 

 各議案に関し、委員長の報告を求めます。 

 土木環境委員長中川京貴君。 

   ―――――――――――――― 

   〔委員会審査報告書（議決事件） 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――― 

   〔土木環境委員長 中川京貴君登壇〕 

○土木環境委員長（中川京貴君） ただいま議題とな

りました乙第８号議案、乙第10号議案及び乙第11号議

案の議決議案３件について、委員会における審査の経

過及び結果を御報告申し上げます。 

  委員会におきましては、土木建築部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。 
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  以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。 

 まず、乙第８号議案「工事請負契約についての議決

内容の一部変更について」は、平成25年第４回沖縄県

議会（定例会）で議決された工事請負契約に係る議決

内容の一部を変更するため、議会の議決を求めるもの

である。 

 主な内容は、伊良部大橋橋梁整備第８期工事におい

て、桁架設に必要な仮設工やさび除去作業の追加等設

計の一部変更に伴い、契約金額を1806万円増額して８

億1803万4000円に変更するものであるとの説明があり

ました。 

 本案に関し、仮設の足場を設置するだけでなぜ設計

変更となるのかとの質疑がありました。 

 これに対し、足場の設置に係る費用の増額を行うた

めの変更契約であり、設計というのは橋梁の設計では

なく、この工事に係る発注設計書の変更の意味である

との答弁がありました。 

 次に、完成までの日程はどうなっているかとの質疑

がありました。 

 これに対し、現在、伊良部島側のＰＣ箱桁の工事も

行っており、これは来年10月ごろに完成予定である。

舗装等の工事を並行して進めながら、平成27年１月に

は供用開始の予定である。海中道路の部分は既に９割

方施工済みであるとの答弁がありました。 

 次に、橋桁がさびた要因は何かとの質疑がありまし

た。 

 これに対し、この橋桁は主航路部の架設ができな

かった約１年間、宮古島の下崎埠頭に置いていた。そ

こには車両等のスクラップが仮置きされており、その

鉄くずが飛んできてさびたものであり、当初は予想で

きなかったとの答弁がありました。 

 次に、足場、さび除去作業の費用はそれぞれ幾らか

との質疑がありました。 

 これに対し、足場が879万円、さび除去作業が336万

円かかっているとの答弁がありました。 

 次に、乙第10号議案「財産の取得について」は、新

石垣空港に配備する空港用化学消防車を購入するた

め、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処

分に関する条例第２条の規定により議会の議決を求め

るものである。 

 主な内容は、１万リットル級の空港用化学消防車１

台を１億132万5000円で購入するものであり、契約の

相手方は帝国繊維株式会社であるとの説明がありまし

た。 

 本案に関し、配備する根拠は何かとの質疑がありま

した。 

 これに対し、国土交通省航空局においては、空港に

おける消火救難体制の整備基準が定められており、そ

の中で、新石垣空港については消防車３台、化学消防

車の総タンク容量が１万8200リットルと規定されてい

る。航空機の機体の長さや幅によって空港の配備区分

が定められており、新石垣空港は中型ジェット対応の

ため、宮古空港と同様の区分になっているとの答弁が

ありました。 

 次に、現在使用している消防車の取り扱いについて

質疑がありました。 

 これに対し、製造者側の部品製造供給期間及び法律

における貸与年数が15年となっており、現在の消防車

は15年を経過しているため廃棄処分となるとの答弁が

ありました。 

 次に、乙第11号議案「訴えの提起について」は、県

営住宅に入居する長期家賃滞納者に対し、建物の明け

渡しと滞納家賃等の支払いを求める訴えを提起するた

め、地方自治法第96条第１項の規定に基づき議会の議

決を求めるものである。 

 訴えの主な内容は、入居している県営住宅を明け渡

すこと、未納の家賃及び損害賠償金を支払うこと、訴

訟費用は被告らの負担とすることであるとの説明があ

りました。 

 本案に関し、家賃の免除措置の内容はどうなってい

るか、要綱の改正以降に免除申請はあったのかとの質

疑がありました。 

 これに対し、ことしの６月14日付で「県営住宅家賃

減免要綱」の一部改正を行った。この中で、生活保護

による住宅扶助の受給者で、疾病等による長期入院治

療のため住宅扶助を停止された者については、減免の

対象として家賃を免除するという規定を設けた。さら

に今回の改正では、非婚世帯について、寡婦控除を受

けたときと同等となるように家賃の減免及び家賃の免

除規定も設けた。今のところ、新しい規定に基づく免

除申請は出されていないとの答弁がありました。 

 次に、免除制度の周知を行った上で申請者がいない

のか、訴訟対象者の中に免除対象者はいないのか確認

したのかとの質疑がありました。 

 これに対し、免除制度については、指定管理者を通

して各団地の自治会に周知している。生活保護受給者

で長期入院した者がたまたまいなかったということで

あり、非婚世帯については既に所得ランクが一番低い

者がほとんどであったため事例が出てこなかったと考

えているとの答弁がありました。 

 次に、体の不自由な方が３階に入居していて１階に
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移りたい場合、どのように対応しているのか、１階の

方にかわってもらえるよう呼びかけするようなサービ

スも必要ではないかとの質疑がありました。 

 これに対し、高齢者等から同様の申請はかなり出て

いるが、基本的には１階の部屋が空くのを待つことに

なる。呼びかけについては今後研究してみたいとの答

弁がありました。 

 次に、長期滞納の問題が生じた場合、連帯保証人の

責任はどう取り扱っているかとの質疑がありました。 

 これに対し、長期滞納者に対して、６カ月以上の滞

納をした場合には、督促という形で連帯保証人にも連

帯保証債務の履行請求書を送付しているとの答弁があ

りました。 

 次に、71件の訴訟対象の中で、収入未申告が13件あ

るのはどういうことかとの質疑がありました。 

 これに対し、指定管理者を通じて周知を図り、申告

に基づいて家賃を設定しているが、申告がない場合は

近傍同種家賃という形で、一番上のランクの家賃が課

される。一部には県の許可を得ずに他人を同居させて

いる者がおり、それにより所得がかなりあるため、あ

えて申告しないケースがあるとの答弁がありました。 

 次に、福祉事務所との連携はどのように行っている

のかとの質疑がありました。 

 これに対し、平成24年度に強制執行となったのは７

世帯であり、福祉事務所と確認をとりながら、転出先

が確保されたことを確認した上で強制執行していると

の答弁がありました。 

 次に、強制執行にまで至った主な事情は何かとの質

疑がありました。 

 これに対し、ことしの７月から８月に家賃滞納者に

対して行った事情聴取では、失業、転職、給与等の収

入減少が57.1％、学費の出費が25％、病気・事故等が

12.5％となっているとの答弁がありました。 

 次に、直近の５年間で孤独死の事例はあるかとの質

疑がありました。 

 これに対し、県営住宅の単身入居者で、部屋で疾病

等により死亡した事例は11件あり、そのうち、死後数

日経過していると思われる事例が５件あったとの答弁

がありました。 

 次に、県営住宅の徴収率はどうなっているかとの質

疑がありました。 

 これに対し、平成20年度が86.5％、平成21年度が

86.5％、平成22年度が86.8％、平成23年度が87％、平

成24年度が87.5％となっており、確実に向上している

との答弁がありました。 

 以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第８号議案、乙第10号議案及び

乙第11号議案の議決議案３件は、全会一致をもって可

決すべきものと決定いたしました。 

  以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これより乙第８号議案、乙第10号議案及び乙第11号

議案の３件を一括して採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいまの議案３件は、委員長の報告のとおり決す

ることに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、乙第８号議案、乙第10号議案及び乙第11号

議案は、委員長の報告のとおり可決されました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第８ 甲第１号議案を議

題といたします。 

 本案に関し、委員長の報告を求めます。 

 総務企画委員長山内末子さん。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔委員会審査報告書（予算） 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔総務企画委員長 山内末子さん登壇〕 

○総務企画委員長（山内末子さん） ただいま議題と

なりました甲第１号議案の予算議案１件について、委

員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま

す。 

 委員会におきましては、総務部長の出席を求め慎重

に審査を行ってまいりました。 

 以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。 

 甲第１号議案「平成25年度沖縄県一般会計補正予算

（第１号）」は、沖縄振興特別推進交付金を活用した

事業のほか、経済対策関連基金を活用した事業及び当

初予算編成後の事情変更により緊急に対応を要する事

業などについて予算を措置するものである。 

 補正予算の総額は、歳入及び歳出ともに55億6521万

5000円で、これを既決予算額6988億2500万円に加える

と、改予算額は7043億9021万5000円となる。 
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 歳入の主な内容は、沖縄振興特別推進交付金の活用

に伴い見込まれる特別交付税が6875万6000円、沖縄振

興特別推進交付金及び地域医療再生臨時特例交付金等

の国庫支出金が26億5167万4000円、沖縄県特定駐留軍

用地内土地取得事業基金など５つの基金からの繰入金

が13億2312万円である。 

 歳出の主な項目は、旧那覇飛行場用地問題の解決を

図るため、那覇市大嶺地区地主会が要望するコミュニ

ティー施設を整備するための経費、特定駐留軍用地内

の土地を取得するための経費、海岸の良好な景観及び

環境を保全するため、海岸漂着ごみの回収処理等に要

する経費、認可外保育施設の認可化促進及び入所児童

の処遇向上に要する経費、飼料高騰に伴う畜産経営へ

の影響を緩和するため、配合飼料価格安定制度の生産

者積立金の一部助成及び飼料購入費の一部助成に要す

る経費、空手道会館（仮称）の用地取得に係る不動産

鑑定及び物件調査並びに沖縄初のＪリーグチーム誕生

を実現するため、新たに設立されたＦＣ琉球の運営会

社に出資するための経費、那覇港で整備しているガン

トリークレーン３号機の整備及び那覇港で計画してい

る総合物流センターの基本設計に要する経費、県立高

等学校における理科教育のための設備整備に要する経

費などであるとの説明がありました。 

 本案に関し、基地関係事業費における旧軍飛行場問

題に関する事業の事業年度はどのようになっているの

か、また、未解決の団体に対する取り組みはどうなっ

ているかとの質疑がありました。 

 これに対し、平成22年度県市町村連絡会議におい

て、沖縄振興計画終了後、平成23年度から３年間につ

いては、合意に向けて呼びかけていき、合意に至った

団体については平成26年度まで特例として事業を実施

していくことを確認している。未解決の団体について

は、事業期間等を勘案しながら、地主会や市町村と連

携して問題解決に向けて取り組んでいきたいとの答弁

がありました。 

 次に、沖縄県内に公式試合のできるサッカースタジ

アムが２カ所整備されようとしているが、県としては

どのように考えているかとの質疑がありました。 

 これに対し、県総合運動公園の陸上競技場をＪ２対

応のスタジアムへの改修を予定している。一方、那覇

市はことし２月に奥武山陸上競技場をＪ１対応のスタ

ジアムにすることを表明している。県としては、狭い

県域に２カ所の施設は利用効率や運営面から好ましく

ないと考えており、今後、那覇市の動向を踏まえなが

ら対応していきたいと考えているとの答弁がありまし

た。 

 次に、沖縄公文書館所蔵の琉球政府公文書をデジタ

ル化し公表するとあるが、具体的な事業内容はどう

なっているかとの質疑がありました。 

 これに対し、沖縄公文書館に所蔵されている昭和20

年から復帰直前までの沖縄諮詢会、沖縄民政府、群島

政府、琉球政府に係る公文書16万簿冊を、平成25年度

から平成33年度までに補修しながらデジタル化し、平

成28年から順次公開していくものである。なお、16万

簿冊のうち会計帳簿等の重要性の低いものを除く13万

簿冊を公開する予定であるとの答弁がありました。 

 次に、保育士の資格取得を目指す学生に対する修学

資金の貸し付けはどれぐらいの人数を見込んでいる

か、また、どれぐらいの期間続くかとの質疑がありま

した。 

 これに対し、今回の補正では、平成25年度に養成校

に入学する学生82名を対象に、２年間貸し付けを行う

予算を計上している。また、国は平成26年度以降も引

き続き事業を展開していく検討をしていることから、

その動向を見ながら対応したいとの答弁がありまし

た。 

 次に、しまくとぅばハンドブックの監修はどのよう

に行っているかとの質疑がありました。 

 これに対し、しまくとぅばハンドブックの作成に当

たっては、大学教授やアナウンサーなどの各方面のし

まくとぅばに精通した専門家13名の委員に監修してい

ただいている。また、地域の言葉を大事にする観点か

ら、各地の教育委員会にも協力を仰ぎながら、知恵を

絞って対応しているとの答弁がありました。 

 次に、現在、那覇港に整備されているガントリーク

レーンの平成24年の稼働率とトランシップ貨物の取り

扱い実績はどうなっているかとの質疑がありました。 

 これに対し、平成24年の１号機の稼働率が8.6％、

２号機が13.2％であるが、東京や横浜の港でのガント

リークレーン稼働率は20％程度であることから、那覇

港の稼働率が特に低いとは考えていない。一方、トラ

ンシップ貨物の取り扱い実績は、ほとんどない状況で

あるとの答弁がありました。 

 次に、市町村の海岸漂着ごみ回収に対する助成はど

うなっているかとの質疑がありました。 

 これに対し、昨年までのグリーンニューディール基

金を活用した海岸漂着ごみ対策事業は終了したが、国

が今年度から海岸漂着物地域対策推進事業として昨年

までの事業内容を踏襲する形で実施されており、市町

村も新たにそれを活用できることになっている。ま

た、今回の補正予算は、現在要望が出ている大宜味

村、伊平屋村、伊江村、粟国村、竹富町の５町村に対
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し、3300万円の補助を予定しているとの答弁がありま

した。 

 次に、特定駐留軍用地内の土地取得の今後の取り組

みはどうなっているかとの質疑がありました。 

 これに対し、今年度から普天間飛行場内で県と宜野

湾市が土地の取得を始めており、北谷町においては、

基金の設置に向けて取り組みを進めている。県として

は、市町村の跡地利用計画の進捗状況を踏まえなが

ら、広域的な観点から県が実施すべき事業について検

討を進めていくとの答弁がありました。 

 次に、オスプレイの低周波音測定調査の方法と内容

はどうなっているのかとの質疑がありました。 

 これに対し、普天間飛行場周辺４カ所で５日間、午

前９時から日没まで調査を予定しており、方法は目視

で確認し、機械の操作を含めて３人で実施することに

なっている。今回は委託し現在の状況を確認すること

になっているが、今後は機器を購入して対応したいと

考えているとの答弁がありました。 

 次に、ＰＭ2.5の測定局をふやす理由及びデータの

公表状況はどうなっているのか、また、県民の健康へ

の影響はないのかとの質疑がありました。 

 これに対し、現在、ＰＭ2.5の測定は、中部福祉保

健所にある沖縄局１局にて、平成23年４月から実施し

ているが、濃度を広域的に把握するために測定局を北

部、宮古及び八重山福祉保健所の３カ所に増設するこ

ととしている。測定結果については環境省の大気汚染

物質広域監視システムにおいてリアルタイムで公表し

ている。また、その濃度が１日平均で１立米当たり70

マイクログラムを超えると予想された場合は、県民に

対し広く注意喚起を行うことになっているが、現在ま

で注意喚起を行ったことはないとの答弁がありまし

た。 

 次に、新石垣空港国際線ターミナルの拡張が必要に

なった理由及び拡張の規模はどれぐらいか、また、完

成までのスケジュールはどうなっているかとの質疑が

ありました。 

 これに対し、現施設の設計当時においては、世界経

済の停滞等により海外観光客の出足が低迷しており、

小型機の就航に対応した施設として整備したが、現在

は為替レートが円安傾向にあることや、県や市が行っ

てきた観光プロモーションが功を奏し、香港や韓国か

らのチャーター便が見込まれるなど予見しない状況が

生じてきたものと考えている。今回の設計では260名

程度輸送できる中型機の受け入れが可能な施設として

整備することになっている。なお、事業の予定として

は、今年度基本設計及び実施設計を行い、平成26年度

着工、平成27年度中の供用開始をめどに取り組む予定

になっているとの答弁がありました。 

 そのほか、那覇市大嶺地区地主会が要望するコミュ

ニティーセンター施設の内容、養豚農家の１頭当たり

の生産費に占める飼料費の割合、国際海底ケーブルの

現状、健康づくりポイント制度の内容、消費者相談窓

口の周知及び啓発事業の内容、粗飼料の地域内自給率

の目標、総合物流センターの規模、県内に所在する未

指定・未登録の名勝地を調査をする目的、経営体育成

支援事業と担い手への農地集積推進事業の事業内容、

しまくとぅば振興条例制定に向けての取り組み、特定

駐留軍用地内の土地取得基金の財源、野生鳥獣の種

類、細胞医療に関する研究事業の内容、海岸漂着ごみ

回収後の処理方法、ＰＭ2.5が高濃度になった場合の

注意喚起マニュアルの作成、漁業用燃料緊急支援対策

事業の成果、特定免税店からの寄附の実績、空手道会

館と一体となった施設整備の検討などについて質疑が

ありました。 

 以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決に先立ち共産党所属委員から、土木建築部

関連予算の那覇港開発推進費に、那覇港において整備

しているガントリークレーン３号機の整備を含む経費

として１億5000万円が計上されているが、審査の中で

那覇港トランシップ貨物の取り扱いがゼロだというこ

とが明らかになるとともに、これまで整備されたガン

トリークレーンの稼働率が、平成24年度で１号機

8.6％、２号機13.2％、平均10.9％しかないにもかか

わらず、莫大な費用をかけてガントリークレーン３号

機を整備することは無駄遣いと言わざるを得ないこと

から、那覇港開発推進費については反対である旨の意

見表明がありました。 

 また、そうぞう所属委員から、旧那覇飛行場用地問

題の解決を図るため、那覇市大嶺地区地主会が要望し

ているコミュニティー施設の整備については、審査を

進める中で地域住民及び同地主会との合意形成が乏し

いと感じられることから、慎重にさらなる意見交換を

行うこと、また、旧軍飛行場用地問題がまだ解決され

ていない嘉手納地区、白保地区等においても、各自治

体と協力し速やかに解決に向けて取り組んでいただき

たいとの意見表明がありました。 

 採決の結果、甲第１号議案は、全会一致をもって原

案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

 以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり
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ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これより甲第１号議案を採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、甲第１号議案は、原案のとおり可決されま

した。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第９ 甲第２号議案を議

題といたします。 

 本案に関し、委員長の報告を求めます。 

 文教厚生委員長呉屋 宏君。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔委員会審査報告書（予算） 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔文教厚生委員長 呉屋 宏君登壇〕 

○文教厚生委員長（呉屋 宏君） ただいま議題とな

りました甲第２号議案の予算議案１件について、委員

会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま

す。 

 委員会におきましては、病院事業局長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。 

 以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。 

 甲第２号議案「平成25年度沖縄県病院事業会計補正

予算（第１号）」は、まず、第２条の収益的収入及び

支出の予定額に関し、産科以外の医師、看護師等を対

象に産科救急対応研修を実施するため202万2000円の

補正増を行う。また、第３条の資本的収入及び支出の

予定額に関し、医師、看護師、研修医の宿舎の整備、

医療機器等の整備及び非常用高圧発電機取りかえ等を

行うため、２億1178万円の補正増を行う。 

 次に、第４条の他会計からの補助金に関し、一般会

計からの補助金が202万2000円増額したことにより18

億8371万3000円に改めるものであるとの説明がありま

した。 

 本案に関し、八重山病院の高圧発電機が壊れた後、

これまでどういう対応をしてきたのかとの質疑があり

ました。 

 これに対し、移動用の自動車に積み込まれた非常用

発電機をレンタルで病院に設置して対応しているとの

答弁がありました。 

 次に、北部病院研修医等宿舎の場所と戸数は決まっ

ているのかとの質疑がありました。 

 これに対し、場所は北部病院の敷地内になり、戸数

については、大体20戸程度あれば足りると考えるが、

設計等をこれから行うので、その中で改めて必要な戸

数については精査していきたいとの答弁がありまし

た。 

  そのほか、宮古病院の新生児集中治療室の医療機器

の数、宮古病院の暴風壁設置、八重山病院の非常用高

圧発電機の新しい病院への移転などについて質疑があ

りました。 

 以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、甲第２号議案は、全会一致をもっ

て原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

 以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これより甲第２号議案を採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、甲第２号議案は、原案のとおり可決されま

した。 

   ―――――◆・・◆――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第10 議員提出議案第１

号 中国海警局の公船による尖閣諸島海域での領海侵

犯に関する意見書を議題といたします。 

 提出者から提案理由の説明を求めます。 

 山内末子さん。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔議員提出議案第１号 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔山内末子さん登壇〕 

○山内 末子さん ただいま議題となりました議員提

出議案第１号につきましては、10月７日に開催した総

務企画委員会の委員等により協議した結果、議員提出
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議案として提出することに意見の一致を見ましたの

で、提出者を代表して、提案理由を御説明申し上げま

す。 

 提案理由は、中国海警局の公船による尖閣諸島海域

での領海侵犯について関係要路に要請するためであり

ます。 

  次に、議員提出議案第１号を朗読いたします。 

   〔中国海警局の公船による尖閣諸島海域での領

海侵犯に関する意見書朗読〕 

 以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 この際、お諮りいたします。 

 ただいま議題となっております議員提出議案第１号

については、会議規則第37条第３項の規定により委員

会の付託を省略いたしたいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、本案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。 

   ―――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） これより議員提出議案第１号

「中国海警局の公船による尖閣諸島海域での領海侵犯

に関する意見書」を採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、議員提出議案第１号は、原案のとおり可決

されました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第11 議員提出議案第２

号 台湾漁船衝突事故に係る日台漁業取り決め及び日

中漁業協定に関する意見書を議題といたします。 

 提出者から提案理由の説明を求めます。 

 上原 章君。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔議員提出議案第２号 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔上原 章君登壇〕 

○上原  章君 ただいま議題となりました議員提出

議案第２号につきましては、10月４日に開催した経済

労働委員会の委員により協議した結果、議員提出議案

として提出することに意見の一致を見ましたので、提

出者を代表して提案理由を御説明申し上げます。 

  提案理由は、日台漁業取り決め及び日中漁業協定に

ついて関係要路に要請するためであります。 

 次に、議員提出議案第２号を朗読いたします。 

   〔台湾漁船衝突事故に係る日台漁業取り決め及

び日中漁業協定に関する意見書朗読〕 

 以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 この際、お諮りいたします。 

 ただいま議題となっております議員提出議案第２号

については、会議規則第37条第３項の規定により委員

会の付託を省略いたしたいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、本案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。 

   ―――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） これより議員提出議案第２号

「台湾漁船衝突事故に係る日台漁業取り決め及び日中

漁業協定に関する意見書」を採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、議員提出議案第２号は、原案のとおり可決

されました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第12 陳情３件を議題と

いたします。 

 各陳情に関し、委員長の報告を求めます。 

 土木環境委員長中川京貴君。 

－ 379 －



   ―――――――――――――――――― 

   〔陳情審査報告書 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔土木環境委員長 中川京貴君登壇〕 

○土木環境委員長（中川京貴君） ただいま議題とな

りました陳情３件につきましては、慎重に審査いたし

ました結果、お手元に配付してあります審査報告書の

とおり処理すべきものと決定いたしました。 

 よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これよりただいま議題となっております陳情３件を

一括して採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、ただいまの陳情３件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第13 陳情５件を議題と

いたします。 

 各陳情に関し、委員長の報告を求めます。 

 米軍基地関係特別委員長新垣清涼君。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔陳情審査報告書 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔米軍基地関係特別委員長 新垣清涼君登壇〕 

○米軍基地関係特別委員長（新垣清涼君） ただいま

議題となりました陳情５件につきましては、慎重に審

査いたしました結果、お手元に配付してあります審査

報告書のとおり処理すべきものと決定いたしました。 

  よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 

 

 

 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これよりただいま議題となっております陳情５件を

一括して採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 各陳情は、委員長の報告とおり決することに御異議

ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、ただいまの陳情５件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第14 閉会中の継続審査

の件を議題といたします。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔閉会中継続審査及び調査申出書 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 各常任委員長、議会運営委員

長及び各特別委員長から、会議規則第82条の規定によ

りお手元に配付いたしました申出書のとおり閉会中継

続審査の申し出があります。 

 お諮りいたします。 

 各委員長から申し出のとおり閉会中の継続審査に付

することに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、各委員長から申し出のとおり閉会中の継続

審査に付することに決定いたしました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。 

 本日をもって議会は閉会となりますが、議員各位に

は長い会議中、連日熱心な御審議をいただき、議長と

して心から感謝申し上げます。 

 なお、今期定例会における議会活動状況は、後ほど

文書をもって報告いたします。 

 以上をもって本日の会議を閉じます。 

 これをもって平成25年第６回沖縄県議会（定例会）

を閉会いたします。 

   午前11時52分閉会 
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